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事業概要

　我が国は、国民皆保険の下、世界最高レベルの健康寿命と保健
医療水準を達成した。長年培ってきた日本の経験や知見を活かし、
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの達成に向けた医療分野にお
ける国際貢献を果たしていくことが重要な課題である。
　医療技術等国際展開推進事業は、「我が国の公的医療保険制度
等の日本の医療制度に関する経験の共有」や「我が国の医薬品、
医療機器、医療技術の導入」等を推進し、日本の保健医療分野の
成長を促進しつつ、対象国の公衆衛生および医療水準の向上に貢
献することを目的とする。

事業内容
　厚生労働省（日本政府）と医療・保健分野に関する協力覚書等
を署名した国や今後医療ニーズの高まり及び経済成長が見込まれ
る途上国等との協力関係の強化を推進するとともに、日本の医療
を効果的・効率的に国際展開するために、以下の「ア」「イ」「ウ」
に資する、（１）及び（２）の双方、あるいは（１）または（２）の
いずれか一方を実施する。なお、令和 2 年度は COVID-19 の影響
で渡航が制限されたため多くの事業はオンライン研修で行われた。

2020年度医療技術等国際展開推進事業 2021年2月28日

ミミャャンンママーー ( 7)
• 薬剤耐性（AMR）サーベイランスと抗菌薬適正
使用（AMS）の強化事業※

• 輸血の持続的な安全性向上事業
• 医療水準の均霑化を目指した人材育成事業
• 消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業
• 周産期領域の超音波診断技術強化事業
• 医療放射線の安全管理体系の確立および診療
放射線技師教育に関する支援

• ミャンマー国およびアジア諸国におけるCOVID-
19検査の教育研修支援事業

ベベトトナナムム ( 12 ）
• バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト
※

• ベトナム3 拠点病院に対する医療機器の安全管理技術支
援事業※

• 医療安全推進のための院内組織体制強化事業※
• EBUSを中心とした呼吸器内視鏡の展開・発展※
• 低中所得国小児がん生存率向上支援事業（小児がん支
援）※

• 病院連携を視野に入れた、ベトナム大都市主要4病院に対
する、外科の技術協力を含めた周術期管理※

• 非侵襲的技術を用いた循環・呼吸管理の普及促進事業
• 聴覚検査・診断機器および補聴器フィッティング技術普及
促進事業

• 臨床薬剤師を介して行う服薬支援ツールを用いた医薬品
適正使用の推進プロジェクト

• ベトナムの薬科大学における卒業試験評価制度の確立及
びE-learning を活用した薬剤師の継続教育

• COVID-19患者受け入れ機関における院内感染対策およ
び病院管理※

ララオオスス ( 1 )
• 小児外科卒後研修プ
ログラムの確立

ザザンンビビアア ( 2 )
• PURE-TB-LAMPを用いた結
核診断普及促進事業３（結核
診断の普及）

• CT画像診断及び血管造影技
術強化事業※

タタイイ ( 2 )
• 消化器内視鏡検査手技
教育用シミュレータを用
いた、持続可能な内視

鏡検査技術の向上・教
育方法の普及事業

• 来るパンデミックに備え
た重症患者治療機器管
理へのタイ型生体工学
技士の新しい役割－日
本の臨床工学技士制度
の経験に基づいて

フフィィリリピピンン ( 3 )
• 児童思春期のメンタルヘルスの診療能力向上に関する
事業※

• WHO 西太平洋地域事務局内における新興再興感染症
の臨床マネージメント※

• 医療画像診断能力強化支援事業

ココンンゴゴ民民主主共共和和国国 ( 1 )
• デジタル医療機器と日本式在
宅医療技術展開のための技術
研修事業

カカンンボボジジアア ( 4 )
• 病理サービス展開のための病理人材教育制度整備事業※
• 外傷登録システム構築の支援※
• 非感染性疾患に対するリハビリテーション専門職人材育成
支援

• 学校健康診断の技術研修事業

※NCGM事業

モモンンゴゴルル ( 5 )
• 血液透析および水質管理の技術研修および水質の
実態調査と水質管理ガイドライン作成支援

• 小児外科系医療領域における人材育成
• 血液細胞形態判定者(医師・臨床検査技師)の人材
育成

• 睡眠医療分野の人材育成と体制整備事業
• 看護専門職による継続教育としての新人看護師教
育に関する事業※

イインンドドネネシシアア ( 4 )
• 薬剤耐性(AMR)に対するインドネシアの実情に則した院内
感染対策（IPC）と抗菌薬適正使用プログラム（ASP) 研修に
よる人材育成事業※

• 看護基礎教育課程における教育スキル強化事業（高齢者
看護）※

• リウマチ医療に関する医療技術等国際展開推進事業
• 透析機器(医療機器）管理体制の構築

ブブララジジルル ( 1 )
• パンタナール地域における内視
鏡・腹腔鏡技術支援

ママレレーーシシアア ( 1 )
• 透析医療の技術革新と
臨床工学技士制度の導
入※

中中華華人人民民共共和和国国 ( 1 )
• 中国の医療機関との海外遠隔セカン
ドオピニオン・症例検討会確立事業※

ア .	 日本の医療技術（手技や臨床技能等）、医療機器、医薬品等
を世界に展開する

•	 日本の医療技術（手技や臨床技能等）、医療機器、医薬品等
の資機材を活用する技術的な研修等

•	 日本の医療施設における運営体制、マネジメント・研修・
施設管理等の管理運営・人材開発・設備等に関する研修等

イ .	 日本の医療制度を世界で展開する
•	 医療制度、保険制度、薬事制度等の規制制度・医療環境整

備等に関する研修等
•	 医療情報システムの構築・運用等に関する研修等

ウ .	 日本の経験や技術が国際的に注目されつつある課題に対応
する

•	 国際的な課題（新興再興感染症、高齢社会対策、母子保健、
非感染性疾患（NCD）、災害等）への対応に関する研修

（１）国際的な課題、我が国の医療政策や社会保障制度等に
見識を有する者、我が国の医療従事者や医療関連産業
の技術者等を関係国へ派遣し、研修を実施する。

（２）  諸外国から医療従事者や保健・医療関係者等を受け入
れ、研修を実施する。



I 外科技術 /
周術期管理

1.　病院連携を視野に入れた、ベトナム大都市主要 4 病院 に対する
　　外科の技術協力を含めた周術期管理事業	
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
2.　バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト
　　（脳卒中チーム、周術期チーム）					   
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター	
3.　ベトナムにおける非侵襲的技術を用いた循環・呼吸管理の普及促進事業	
		  日本光電工業株式会社
4.　モンゴル国の小児外科医療領域における人材育成事業	 		
		  国立研究開発法人 国立成育医療研究センター
5.　ラオスにおける小児外科卒後研修プロジェクト				 
		  公益社団法人 日本 WHO 協会
6.　ミャンマーにおける消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業		
		  富士フイルム株式会社
7.　ミャンマーにおける医療水準の均霑化を目指した人材育成事業		
		  国立大学法人 九州大学
8.　パンタナール地域における内視鏡・腹腔鏡技術支援事業			 
		  国立大学法人 高知大学
9.　消化器内視鏡検査手技教育用シミュレータを用いた、
　　持続可能な内視鏡検査技術の向上・教育方法の普及事業			 
		  国立大学法人 鳥取大学
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ベトナム国は、経済産業省の医療国際展開カントリーレポートでも、先進国の疾病構造・死亡要因構造に近づいており、
その中でも悪性新生物（1 位：肺癌、2 位：肝臓癌、3 位：結腸癌・直腸癌　4 位：胃癌）の増加が目立つ。これらに対し、
手術は行っているが、その質に問題があり、周術期管理も不安定な現状であり、様々な問題が散見される。ベトナムの医
療の性質上、上位指導病院が下位病院に知識・技術の継承を行う位置付けでもあるため、首都ハノイでは、最大の上位指
導病院①国立バックマイ病院 (BMH)、また、政府要人を抱える② 108 軍中央病院を中心に事業を展開、クアン・ニン省では、
③クアンニン省総合病院、また、ホーチミン市では要人を抱える④ 175 軍中央病院に事業を展開する。また、フィジー共
和国最大の病院である CWM 病院には適切な技術協力を行う。
【事業の目的】

•	 NCGM とベトナム主要 4 病院が外科系連携病院となり、病院間での系統的かつ継続的な治療を可能にすることを目
標とする。

•	 日越戦略的パートナーシップ協定に基づき、NCGM の医療技術をベトナムに輸出することで、病院間相互の信頼関
係・連携を構築、ベトナム / フィジー共和国の医療水準を底上げすることを目的とする。

•	 加えて、内視鏡外科技術は先進的医療技術を支える日本企業のハード面での輸出をも視野に事業を考察する。
【研修目標】

•	 手術指導した医師による、術式選択選択、手術レベルアップ・周術期合併症の低減　　　　　　　　　　　　
•	 本研修の技術を導入することにより、指導的な病院から、下位病院に技術・知識が伝わり、国民が外科医療の恩恵

を受けられるようになる
•	 本事業指導の手術適応や術前術後管理がベトナム / フィジーで一般化、ガイドライン作成
•	 日本の内視鏡外科の製品が現地で購入
•	 各学会での交流
•	 病院間の連携

1.　病院連携を視野に入れた、ベトナム大都市主要 4 病院
　   に対する外科の技術協力を含めた周術期管理事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

NCGM
国際医療協力局

専門家派遣
国立研究開発法人

国立国際医療研究センター
（東京都新宿区）

呼吸器外科・食道外科・大腸肛門外科・
肝胆膵外科・心臓血管外科

108 軍中央病院
175 軍中央病院
バックマイ病院

クアン・ニン総合病院研修生受入

協議・支援
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　ベトナム国は、経済産業省の医療国際展開カントリーレポートでも、
先進国の疾病構造・死亡要因構造に近づいており、その中でも悪性新
生物（1 位：肺癌、2 位：肝臓癌、3 位：結腸癌・直腸癌　4 位：胃癌）
の増加が目立つ。これらに対し、手術は行っているが、その質に問題が
あり、周術期管理も不安定な現状であり、様々な問題が散見される。ベ
トナムの医療の性質上、上位指導病院が下位病院に知識・技術の継承を
行う位置付けでもあるため、首都ハノイでは、最大の上位指導病院①国
立バックマイ病院 （BMH）、また、政府要人を抱える② 108 軍中央病院
を中心に事業を展開、クアン・ニン省では、③クアンニン省総合病院、
また、ホーチミン市では要人を抱える④ 175 軍中央病院に事業を展開
する。また、フィジー共和国最大の病院である CWM 病院には適切な技
術協力を行う。
　事業は、NCGM とベトナム主要 4 病院が外科系連携病院となり、病
院間での系統的かつ継続的な治療を可能にすることを目標とする。日越
戦略的パートナーシップ協定に基づき、NCGM の医療技術をベトナム
に輸出することで、病院間相互の信頼関係・連携を構築、ベトナム / フィ
ジー共和国の医療水準を底上げすることを目的とする。加えて、内視鏡
外科技術は先進的医療技術を支える日本企業のハード面での輸出をも視
野に事業を考察する。
　ベトナムにおける外科手術は、かつて日本でもそうであったように、
感染症の外科から、腫瘍外科に推移している移行期である。腫瘍外科の
概念はなく、術前評価から、術式の選択などは皆無であり、目の前のも
のを、最近の流行の内視鏡技術を用いて、小さな傷から切除できればそ
れで良いといったものである。しかし、腫瘍外科手術数は多く、また現
地医師の知識欲や、技術欲には目を見張るものがあり、系統だった腫瘍
外科学を教えることはベトナムの今後の外科医療に非常に価値のあるこ
とであると考えられる。一昨年に、この事業を始め、それなりの手ごた
えを得た。
　ベトナムは経済発展目覚ましい国でもあり、我々の展開する病院は、
日本の ODA の貢献もあり、ハード面は充足している。この事業にてソ
フト面での介入としてこの事業を行いたい。
　現地の外科医療制度は、まだ十分とは言えないが、基盤は出来てい
る。そこへ、当院、呼吸器外科、上部消化器外科、下部消化器外科、肝
胆膵外科、心臓血管外科が、ベトナムの 4 つの中枢病院へ外科の技術
支援を行うことで、ベトナム外科医が、先進国標準レベルの手術を含め
た、周術期管理ができるようになることを目標とし、最終的には、連携
病院を視野に、当院で手術した患者、要人など、ベトナム国にて後治療・
follow up ができるようになる体制を目指す。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

Web会会議議
（（1日日））20名名

Web(on- line)  
手手術術指指導導

(1日日) 25名名

Web会会議議
（（1日日））20名名

Web 治治療療相相談談・・
（（50間間））5名名

メメーールル
手手術術相相談談

Web
カカンンフファァレレンンスス
（（1日日 77名名））

教教材材化化

◎

●

◎

中間
報告

●

1年間の事業内容

4

ｐｐｔ準備

　今年度は、COVID-19 の影響を受け、フィジー共和国との技術協力は
断念した。世界的なパンデミックにてベトナム国へ行くことも、現地の
医師を招聘することもできなかった。しかし、年間を通じて、呼吸器外
科・上部消化器外科はメールを含め、患者に対し、手術の適応・方法・
術式など、多岐にわたり議論した。
　また、Web 会議、Web カンファレンスを用いて、外科の周術期管理
から、技術指導までも行った。特に 108 軍病院においては、呼吸器外
科の要人の手術に際し、厚生労働副大臣から、病院長、がんセンター（K 
病院）院長、各病院外科指導医、心臓・麻酔科学会の会長、関係各所が

集まり、治療方針について Web カンファレンスを行った。その 2 週間後、
オンラインにて手術指導を行った。
　オンライン手術指導は、外部の全体像、患者の体の全体像、内視鏡画
像で構成され、手術前の皮膚切開の位置から、指導できた。手術は順調
に終わったが、術後数日で重症肺炎（VAP）を併発した。その 5 日後には、
上記メンバーから、108 病院幹部まですべて出席のもと、術後合併症に
対し、如何に治すかについてカンファレンスを行った。その後の 50 日
間にわたるオンラインを通しての助言にて、気管切開まで行ったが、自
発呼吸での退院にまでこぎつけた。
　また、2021 年 1 月 14 日には、バックマイ病院、108 軍病院、175 軍
病院をつなぎ、食道外科；山田先生、呼吸器外科：長阪によるオンライ
ンセミナーを行い、講義・議論を行った。バックマイ病院：48 名、108
病院：11 名、175 病院：18 名　（3 病院合計：77 名）また、外科の講
義 ppt の各教材化（呼吸器外科、肝胆膵外科）を進めた。対象の各病院で、
一昨年からの指導が反映され、手術の質も改善、手術後の管理も改善さ
れている。

5

Web 会議 （108病院）

（議題： 高齢ベトナム要人の

肺がん治療について）

出席者
厚生労働副大臣 心臓血管外科学会会長
麻酔科学会会長 108病院院長
がんセンター（K病院）院長
各病院外科指導医師
108病院 外科医師、麻酔科医師

院長 厚生労働副大臣

長阪

　108 軍病院においては、呼吸器外科の要人の手術に際し、厚生労働副
大臣から、病院長、がんセンター（K 病院）院長、各病院外科指導医、心臓・
麻酔科学会の会長、関係各所が集まり、治療方針について Web カンファ
レンスを行った。会議では、90 歳という高齢のベトナム要人の肺癌治
療について議論された。
　ベトナムでは、90 歳という高齢での手術の経験もないため、本当に
できるのか、全身状態や、心機能、呼吸機能含め、多臓器に大きな問
題ないか含め議論された。日本側からの意見として、遠隔転移のない、
cT3N0M0 stage IIB 相当と考えられ、耐術もあるため手術をお勧めした。
様々な議論の後、やはり手術が良いのではないかと、最終判断が行われた。

Web on- line 手術指導

（108軍中央病院）
（ベトナム要人の肺がん手術）

長阪

108病院

　これは、7 月 14 日に行われたオンライン手術指導の様子である。ベ
トナム 108 病院の手術室と、日本をつないで行った。オンライン指導は、
外部の全体像、患者の体の全体像、内視鏡画像で構成され、手術前の皮
膚切開の位置から、指導を行った。実際の肺の手術は、内視鏡画像を見
られるようにして、左上葉切除術を指導した。出血もなく、約 2 時間
ほどで、順調手術終了となった。
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Web 会議 NCGM バックマイ病院、108病院、175病院

3病院 総勢77名（医師 49名 看護師 28 名）

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値を記載）

①各病院における手術データの基
盤作り。（手術記事、病期 , 合併症、
予後などの書式を整備）
②外科：医師8名
アンケートを実施して満足度を調
査する。
③現地研修での対象者
・外科：医師8名、腫瘍外科学の理
解
周術期管理・ICU管理・内視鏡外科
の特性を含めた周術期ケアの理解
（pre/ post test)

①本邦研修参加者が学んだ腫瘍外科技
術を用いた手術数の増加/系統的LN郭清
を行った手術数
②内視鏡下の手術数の推移。
③呼吸器外科、食道外科の症例につい
て記入をはじめ合併症率等が出せるよう
にする。） 教科書・ガイドラインの作成開
始

①手術指導した医師の合併症率の低減。
②研修に関連した日本の内視鏡外科の
製品が現地で購入される。
③本研修の技術を導入することにより、
ベトナム国内で指導的な病院になり、ベト
ナム外科学会のガイドライン等に導入さ
れること。
④本事業指導の手術適応や術前術後管
理がベトナムで一般化し、現地での論文
やガイドラインに採用される
⑤各学会での交流
⑥病院間の連携

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

1）データ基盤入力状況を確認した
ところ、少しずつデータ入力を行う
ようになってきている。
2）今年は満足度調査は行っていな
いが、2021年1月のアンケートでは、
講義に大変満足されていた。
3）腫瘍外科の考え方が浸透してき
た。

①系統的LN郭清を行った手術数は着実
に増加している。全体では、平均で4割か
ら6割を超え郭清を行っている。 また、
②内視鏡下の手術数も着実に増えており、
病院間での差はあるが、6割から7割程度
まで上がった。
③呼吸器外科、食道外科の症例につい
てようやくデータ登録ができるようになっ
たレベルで、合併症率まで出せていない。

①手術指導した医師の合併症率の低減
を出すまでには至らず。
②研修に関連した日本の内視鏡外科の
製品は現地で購入された。
③本研修の技術を導入することにより、
ベトナム国内で指導的な病院になってい
る。
④各学会での交流も進んでいる。
⑤病院間の連携をさらに進める。

8

アウトプット指標：
①	 昨年、各病院おいて、手術データの基盤作りを行った。メールに

て確認したところ、各病院にて、データ作成が行われるようになっ
てきている。

②	 1 月の講義でのアンケートでは、満足であったとのアンケート結
果であった。

③	 手術の際の注意点、リンパ節郭清を含め、徐々に腫瘍外科の理解
が深まっていると考えれた。

アウトカム指標：
①	 系統的リンパ節郭清を行った手術数は着実に増加している。全体

では、平均で昨年 4 割であったが、今年のアンケートでは 6 割を
超えリンパ節郭清を行っていた。

②	 内視鏡下の手術数も着実に増えており、病院間での差はあるが、

　2021 年 1 月 14 日には、バックマイ病院、108 軍病院、175 軍病院を
つなぎ、オンラインセミナーを行い、講義・議論を行った。このセミナー
は、麻酔科・前原先生の講義も含め、同時開催となった。
　食道外科では、山田和彦先生による食道がんの手術に際し、ERAS を
用いた周術期管理を紹介、全身状態の把握から、口腔ケア、栄養評価、
早期リハビリを含め多職種の介入が大切であることを講義した。
　呼吸器外科では、長阪 智が、肺癌に対するロボット手術、Da Vinci 
手術を紹介、質を兼ね備えた手術に対し講義を行った。
　講義のあと、バックマイ病院や、108 軍病院から様々な質問を受け、関
心の高さがうかがえた。また、セミナー後のアンケートでも好評であった。
　参加者；バックマイ病院：48 名　108 病院：11 名 175 病院：18 名　（3
病院合計：77 名）

昨年は手術全体の平均 6 割程度であったが、今年はさらに 1 割上
がり、7 割まで上がった。 

③	 呼吸器外科、食道外科の症例についてようやくデータ登録ができ
るようになったレベルで、残念ながら合併症率まで出せていない。　　　　

インパクト指標：
①	 手術指導した医師の合併症率の低減を出すまでには至らなかっ

た。しかし、来年度には、少なくとも手術後の SSI の頻度含め、
VAP の頻度なども出せるようになると考えられる。　　　　　　　　　　

②	 研修に関連した日本の内視鏡外科の製品は現地で購入された。
③	 本研修の技術を導入することにより、ベトナム国内で指導的な病

院になっている。次年度はガイドライン作成に着手したい。
④	 各学会での交流も進んでいる。
⑤	 病院間の連携をさらに進める。
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医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数

内内視視鏡鏡外外科科手手術術のの導導入入にに際際しし、、自自動動縫縫合合器器ななどど、、保保険険査査収収へへのの貢貢献献

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数

オオリリンンパパスス 内内視視鏡鏡外外科科タタワワーーのの購購入入、、内内視視鏡鏡外外科科のの手手術術器器機機タタワワーーシシスステテムムのの購購入入。。

近近隣隣ででのの病病院院ででもも、、オオリリンンパパススのの内内視視鏡鏡手手術術器器機機のの導導入入。。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数） ： 175名

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数：175名

（1月セミナー 77名 医師49名、看護師28名）

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

しっかりした手術、周術期管理を受けることで、7、000人/年以上の手術患者に対し、

より質の高い医療を提供できる体制になる。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

9

　これまでの成果として、本年度は、COVID-19 のパンデミックにて渡
越・来日できず直接の外科指導はできていないが、各病院でのアンケー
トでは、一昨年では、系統的 LN 郭清を行った手術数は全体では、平均
で 4 割であったものが、本年は、6 割を超えて、系統的なリンパ節郭清
を行えている。
　また、内視鏡下の手術数も着実に増えており、病院間での差はあるが、
6 割から 7 割程度まで上がった。 
　各外科医師の手術における、一人の外科医が行う手術数は日本と比較
しても、桁違いに多く、しっかりした情報を伝えることにより、より多
くの経験を積めむことができ、それを下位の病院に伝達できるため、こ
の外科技術の展開事業は非常に有用であると考えられる。
　今後の課題として、手術は無事に終わったが、術後肺炎で亡くなるな
ど、周術期管理にも大きな問題が山積している。また、社会背景が異な
り、要人以外では、日本のように手術後の follow up ができる体制にない。
少なくとも 108・175 軍病院では、要人の follow up を含め、健康管理
を行えているため、これらの病院を基盤として、術後の follow up の基
盤を作り、その仕方、方法、補助化学療法や、再発時に治療に対し十分
対応できるようにして行きたい。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果
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本年度は、COVID-19のパンデミックにて渡越・来日できず直接の外科指導はで
きていないが、各病院でのアンケートでは、一昨年では、系統的LN郭清を行った
手術数は全体では、平均で4割であったものが、本年は、6割を超えて、系統的
なリンパ節郭清を行えている。
また、内視鏡下の手術数も着実に増えており、病院間での差はあるが、6割から
7割程度まで上がった。
各外科医師の手術における、一人の外科医が行う手術数は日本と比較しても、
桁違いに多く、しっかりした情報を伝えることにより、より多くの経験を積めむこと
ができ、それを下位の病院に伝達できるため、この外科技術の展開事業は非常
に有用であると考えられる。術術数数はは着着実実にに増増加加ししてていいるる。。全全体体でではは、、平平均均でで4割割

手術は無事に終わったが、術後肺炎で亡くなるなど、周術期管理にも大きな問題
が山積している。また、社会背景が異なり、要人以外では、日本のように手術後の
follow upができる体制にない。少なくとも108・175軍病院では、要人のfollow upを
含め、健康管理を行えているため、これらの病院を基盤として、術後のfollow upの
基盤を作り、その仕方、方法、補助化学療法や、再発時に治療に対し十分対応で
きるようにした行きたい。

　事業のインパクトとして、外科・周術期医療技術研修導入→研修拡大
→マニュアル・ガイドライン策定→国家政策化→ ( 技能を扱う職種の整
備 ) →より下位の病院での持続的な研修実施→技能により質の高い医療
を受けられる人が増える→対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献で
きると考えられる。
　持続的な医療機器・医薬品調達としては、内視鏡医療機器の導入→す
でに国際展開している olympus の製品がベトナム国で広く使われるよう
になる→対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献する。（現在、日本国
内しか展開できていない内視鏡手術器具も国際展開できるようにする。）

事業のインパクト

医医療療技技術術定定着着のの考考ええ方方のの例例

外外科科・・周周術術期期医医療療技技術術研研修修導導入入→研研修修拡拡大大→ママニニュュアアルル・・ガガイイドドラライインン策策定定→
国国家家政政策策化化→(技技能能をを扱扱うう職職種種のの整整備備)→よよりり下下位位のの病病院院ででのの持持続続的的なな研研修修実実
施施→技技能能にによよりり質質のの高高いい医医療療をを受受けけらられれるる人人がが増増ええるる→対対象象国国のの公公衆衆衛衛生生・・
医医療療水水準準のの向向上上にに貢貢献献

持持続続的的なな医医療療機機器器・・医医薬薬品品調調達達のの例例

内内視視鏡鏡医医療療機機器器のの導導入入→すすででにに国国際際展展開開ししてていいるるolympusのの製製品品ががベベトトナナムム
国国でで広広くく使使わわれれるるよよううににななるる→対対象象国国のの公公衆衆衛衛生生・・医医療療水水準準のの向向上上にに貢貢献献すするる。。
（（現現在在、、日日本本国国内内ししかか展展開開ででききてていいなないい内内視視鏡鏡手手術術器器具具もも国国際際展展開開ででききるるよようう
ににすするる。。））
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医療技術・機器の国際展開における事業インパクト：
　内視鏡外科手術の導入に際し、自動縫合器など、保険査収への貢献が
あった。オリンパス内視鏡外科タワーと、内視鏡外科の手術器機が購入
された。近隣での病院でも、オリンパスの内視鏡器機の導入された。

健康向上における事業インパクト：
•	 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）：175 名
•	 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合

計数：175 名（1 月セミナー 77 名、医師 49 名、看護師 28 名）
•	 期待される事業の裨益人口（延べ数）：しっかりした手術、周術期

管理を受けることで、7,000 人 / 年以上の手術患者に対し、より
質の高い医療を提供できる体制になる。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　これまで NCGM はバックマイ病院（BMH）に海外拠点（MCC）と協力協定（MOU）を締結し、臨床分野における協
力を実施している。昨年度から実施された脳卒中、周術期のチーム医療に関しては、貢献度が高く、ベトナム側の継続
希望が高い事業となっている。平成 30 年度から続く事業として、BMH に協力するだけでなく、周辺地域の医療機関、
関連機関への裨益や保健省への提言を視野に入れた事業となっており、これまでも医療保険収載に向けた支援なども
行っている。
【事業の目的】

　BMH を拠点としてチーム医療を通じ、以下の 2 つの活動を統合して実施することで外科系の診療とケアの質が向上
することを目的とする。オンライン講義やディスカッションを通じて、これまで取り組んできた支援を強化していく。
成果１：脳卒中患者への多職種連携チーム医療による質の高い治療とケアの提供
成果２：周術期医療における VAP 対策・術後疼痛管理・ERAS の強化
【研修目標】

•	 脳卒中を起点とする多職種連携医療チームの強化
•	 脳卒中の早期リハビリテーション、嚥下評価のテキスト作成と講習開催支援
•	 VAP ケアバンドル活動による人工呼吸器関連肺炎（VAP) 対策強化
•	 術後回復強化（ERAS）の支援
•	 事業成果と日越のコロナ対策を、「コロナ禍の脳卒中ケア」をテーマとする
•	 フォローアップセミナーを通じ、バックマイ病院と周辺医療機関に共有する

2.　バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト
　　（脳卒中チーム、周術期チーム）
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

　■　脳卒中チーム

バックマイ病院
脳神経外科・神経内科・
リハビリテーション科
薬剤部・看護部・栄養

麻酔科・ICU
国際協力部
（ハノイ）

研修生受入

国立研究開発法人
国立国際医療研究センター

センター病院
脳神経外科・

リハビリテーション科・
薬剤部・看護部・栄養

国際医療協力局
（東京都新宿区）

バックマイ病院 
NCGM-BMH MCC

脳卒中：リハビリ関連企業
食品関連企業など

周術期；医療機器企業

北部地域医療機関
関連学会

連携・指導情報共有

保健省
保健省管轄医療機関

提言・指導等
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　これまで NCGM はバックマイ病院（BMH）に海外拠点（MCC）を、またチョーライ病院（CRH）とも昨年協力協定（MOU）
を締結し、臨床分野における協力を実施している。昨年度までに実施された麻酔科、集中治療科による活動は安全管理
や感染管理対策に効果が見られ、ベトナム側の継続希望が高い事業となっている。
•	 周術期全体を通じての全身管理、疼痛管理、安全・感染管理などの安全対策においては、手術室ばかりでなく、術

後 ICU、General ICU を含めての連携が必要であり、改善の余地が大きい。
•	 これまで BMH では、ICU における人工呼吸器関連肺炎（VAP) 発症率が高いことが問題となっており、その低下へ

の施策が高く求められている。
【事業の目的】

　BMH を拠点としたチーム医療を通じ、周術期医療における術後疼痛管理・術後早期回復プログラム・VAP 対策の強
化を目的とする。オンライン講義やディスカッションを通じて支援を一層強化する。
【研修目標】

•	 VAP バンドルの知識・技術の習得、実施および報告
•	 術後回復促進プログラムについての知識を得る

　■　周術期チーム

バックマイ病院
（ハノイ）

麻酔科・ICU

研修生受入

専門家派遣

国立研究開発法人
国立国際医療研究センター

麻酔科・ICU
（東京都新宿区）

NCGM 国府台病院

連携
専門家派遣

ベトナム北部地域手術・
ICU 関連医療者

セミナー実施
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　脳卒中診療の質の向上に対する支援事業―包括的チーム医療構築につ
いてご報告いたします。脳卒中チームは脳神経外科、リハビリテーショ
ン科、SCU 病棟（看護部）、栄養管理室、薬剤部からなります。脳卒中
におけるチーム医療はこの図に示す如くですが、患者さんを中心として
医師、看護師、リハビリ療法士、栄養士、薬剤師、検査技師、MSW な
ど多職種から成る医療従事者がそれぞれの専門的立場から患者を評価し
一同に会してそれぞれの意見を尊重して最終的な治療方針を決定してい
く医療の在り方です。以前の医師主導型のケアと違い医療が高度化・複
雑化した現在、多岐にわたる専門家の意見をとり入れ患者さんの生命予
後だけでなく機能予後の向上、社会復帰まで目指した仕組みです。もち
ろん最初の治療をする医師の役割は大きいですが、船にたとえると船長
ということになりいろいろな立場の医療人の知識や技術を最大限引き出
し統合していくことになります。日本ではすでにこの取り組みはさまざ
な分野で取り入れられ、医療の質の向上に大きく貢献していますが、手
術室や病棟における薬剤師の配置や入院患者に対する病態ごとのきめ細
やかな栄養管理（NST）などが代表的なチーム医療といえるでしょう。
それを脳卒中患者に対してあらゆる職種から分析し予後改善につなげよ
うという取り組みが脳卒中診療のチーム医療でこの仕組みを BMH で展
開しようというのがこの事業の目指すところです。

　■　脳卒中チーム

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月
NCGM
脳卒中チーム全体
・前年度(2019年度）実績の確認
・研修優先度の調整と確認

○
Web会議
キックオフ
9⽇

○
Webセミナー
15⽇
1334名
NCGM：11

名

○
報告会
次年度
準備

脳外科医師
・DB確認・分析

Web会議
12⽇ Web会議

9⽇
Web会議
25⽇

Web会議21
⽇

リハビリテーション
・これまでの成果のまとめ
・成果物（リハビリテーションテ
キスト）の確認

Web会議
29⽇

Web会議
10⽇

Web会議
29⽇

Web会議
27⽇

Web会議
25⽇

Web会議
19⽇

Web会議
5⽇

オンライン
オンサイト
研修

19〜22⽇
看護
・これまでの進捗確認

Web会議
12⽇
20⽇

Web会議
9⽇

Web会議
22⽇

Web会議
22⽇

薬剤
・これまでの進捗確認

Web会議
20⽇

Web会議
22⽇

栄養
・これまでの進捗確認

Web会議
31⽇

Web会議
22⽇

Web会議
16⽇

Web会議
14⽇

Web会議
12⽇
Web研修
19⽇

周術期
・ICU：ICU感染対策モニタリング

病棟管理体制の進捗状況
確認
・Ope：・全体：周術期感染管理
セミナー

次年度の調整

○
Web会議
キックオフ
2⽇

BMH
コロナ対応
にて
活動できず

10⽇
：Web会議

29⽇
：Web会議

27⽇
：Web会議

13⽇
：Web会議

24⽇
：Web会議

1⽇
：Web会議

14⽇：
Webセミナー

○
報告会
次年度
準備

1年間の事業内容

3

実施主体
NCGM
• 脳神経外科
• リハビリテーション科
• SCU病棟（看護部）
• 栄養管理室
• 薬剤部

脳卒中チーム
脳卒中診療の質の向上に対する
支援―包括的チーム医療の構築

脳脳卒卒中中チチーームム

2021年1月15日オンラインセミナー
テーマ「コロナ禍の脳卒中ケア」
参加者: 1,334名
（オンサイト 72名、オンライン 1,262 名）

下下図図：：赤赤 主主催催 ババッッククママイイ病病院院（（ハハノノイイ））
青青 オオンンラライインン参参加加ししたた施施設設ののああるる省省

　令和 2 年度は世界的な新型コロナ感染対策のため、日越の専門家の
渡航がかないませんでした。
　しかし、オンラインを活用して事業を継続し、2021 年 1 月には例年
どおり、フォローアップセミナーを開催しました。
　3 年間の事業の総まとめだけでなく、新型コロナウイルスの世界的流
行に医療現場がどのように対応したらよいかという社会的ニーズにも、
日越のトップリファラル病院が応えるべく、「コロナ禍の脳卒中ケア」
というテーマで、オンラインセミナーを開催し、オンラインであること
を活かし、BMH だけでなく、ベトナム北部の周辺病院とも回線をつな
いでセミナーを開催しました。
　NCGM からは、コロナ禍における手術室運営に関しての講義、コロ
ナ禍のリハビリテーション、コロナ禍での薬剤指導・家族指導の講義を
行いました。
　BMH の会場から 72 名、オンラインにより 1,334 名の参加がありまし
た。今後のベトナムのコロナ感染に備え、手術室運営の資料を参考にし
たいという要望をいただいた他、活発な質疑応答が行われました。
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　それでは順次担当部門の目標と達成度について検討していきたいと
思います。まず脳神経外科部門ですが、患者を一元管理するために、
2018 年度末までに ( 外科的手術の適応となった）脳卒中患者登録用の
データベースが完成（web 上でも閲覧可能）し今年度はどのくらい登

ーー脳脳卒卒中中患患者者登登録録用用ののデデーータタベベーーススのの作作成成
（（2018年年度度末末でで完完成成））とと登登録録開開始始

2019年2月23日から登録開始
2021年1月までの22か月で1,320例登録

脳動脈瘤 978例
脳動静脈奇形 342例

―2020年年度度はは継継続続的的ななデデーータタ登登録録ととそそのの解解析析をを実実施施
To do:①退院時のmRSを用いた BMH 独自のデータを出す

②チーム医療導入前後での退院時のアウトカムの差を出す
③本データベースを看護側のデータベースとリンクさせる 等々

脳脳神神経経外外科科部部門門

ここれれままででのの成成果果

⇒ 2020/8/12, 10/9, 11/25, 12/21の4回web会議を実施

⇒ 一部データの精緻性に問題があることが明らかとなる
・入力した医師により退院時のｍRS判定に差がある
・症例に偏りがある
（重症例は入院もせず自宅で看取るなど治療の対象とならないベトナ
ム特有の事情がある、患者サイドの経済的な問題と夥しい数の
患者がおり全例に対応することはもとより困難）

⇒ BMH脳外科で経験知から見出されたNTHscoreの活用
（WFNS及びFISCHER両Gradeの合計点よりless invasive surgeryの適性を見出して
いる）
⇒ Dr Cong担当のデータを解析

ー短報などで論文発表予定

脳脳神神経経外外科科部部門門
ここれれままででのの成成果果

■　脳神経外科部門

録がなされているかということが最重要課題となってきます。2019 年
2 月 23 日から登録が開始され 2019 年 12 月 19 日までの約 10 カ月間で
727 例の登録がなされました。内訳は脳動脈瘤 978 例、脳動静脈奇形
342 例でした。これは大変な登録ペースでいかに BMH 側の医師が真剣
にこの課題に取り組んでいるかということの証でもあります。今後は登
録の継続と 1000 例登録時よりデータ解析を実施する予定です。
　来年度以降すべきことは①おそらくベトナム初となる退院時の mRS を
用いた BMH 独自のデータを出すこと、②チーム医療導入前後での退院
時のアウトカムの差を出すこと、③本データベースを看護側のデータベー
スとリンクさせリハビリや栄養管理の面からも分析できるようにするこ
と、などがあげられます。 また多職種カンファランスは 2018 年度、月
2 回だったものが 2019 年度には対象が重症患者のみとは言え週 2 回にな
り明らかに医師の認識が変わったといえるかと思います。また脳神経外
科病棟で早期離床やベッド上での早期リハビリなどがリハビリセンター
の指導のもと開始され定着しつつあります。これも BMH 脳神経外科病
棟の医師や看護師の意識が大きく変化した証左といえると思います。

ー脳外科病棟で早期離床、ベッド上での早期リハなどが
看護部およびリハセンターの指導のもと定着

- NCGM-BMH合同セミナーで成果発表

ーフォローアップセミナー「コロナ禍の脳卒中ケア」で
コロナ禍における手術室運営に関して講義

- ゾーニングの概念と通常診療との兼ね合いを主として

－脳外科作成脳卒中データベースの精緻性の向上
－対象を2020年11月に設立されたBMH脳卒中センターへ拡張

a. 脳神経外科だけでなく神経内科、救急科、放射線科との協調体制の確立
ｂ.定期的なカンファランスの実施と新たなデータベースの作成
ｃ. 人材育成と臨床研究、論文作成の推進
d. ベトナム版脳卒中ガイドラインの作成
e. 遠隔診療ツールを用いて周辺医療機関への知識技術の伝播と普及
（バックマイ病院地域病院指導部(DOHA)による教育システムの具現化）

脳脳神神経経外外科科部部門門

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果
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■　リハビリテーション部門

　3 年間の本事業の最終年度におけるリハビリテーション部門としての
活動は、大きく 3 つの取り組みに分けられます。一つ目は嚥下障害へ
の取り組み、二つ目は研修資料の有効活用としてのテキスト作成、三つ
目はテキスト活用も含め、バックマイ病院リハビリテーションセンター
主催による脳卒中早期リハビリテーション研修会開催支援です。一つ目
の嚥下障害への取り組みは、これまでの活動の流れに沿って、多職種連
携、家族指導とも関連する活動で、嚥下障害患者の姿勢や食事介助方法
の患者・家族指導用のパンフレット作成を支援しました。さらに、バッ
クマイ病院における嚥下障害スクリーニングの取り組みに関して、「ベッ
ドサイドでの嚥下障害評価の手順」として院内委員会で正式に承認され、
リハビリテーションセンタースタッフが中心となり関連部署で研修を実
施して、運用が開始されました。

リリハハビビリリテテーーシショョンン部部門門

バックマイ病院栄養セン
ターと共同して患者・家族
指導⽤パンフレット作成・
配布 バックマイ病院版嚥下スクリーニング

(ベッドサイドでの嚥下障害評価の⼿順)

１．嚥下障害への取り組み
院内委員会承認

運⽤開始の様⼦

　二つ目は、3 年間の本事業で作成した研修資料を有効活用するために
研修資料をベトナム語のテキストにする取り組みです。バックマイ病院
リハビリテーションセンタースタッフが中心となり、これまでの研修資
料を、ベトナムの実情を十分踏まえて編集・加筆して、NCGM 側との
協議を経て完成させました。NCGM 国際医療協力局の全面的なバック
アップのもと、ISBN コード取得、2000 部印刷も出来ました。このテキ
ストは、次に述べるバックマイ病院リハビリテーションセンター主催の
資格免許更新単位付与の certificate された研修会の正式なテキストに採
用され、104 名の受講生が有効活用しました。このテキストは、今後、
同様の研修会で活用されます。また、このテキストは、ベトナム語だけ
ではなく英訳版も完成し、Web に掲載してベトナム以外の国々での有
効活用を目指しています。

ISBNコード取得

⾼次脳機能障害

急性期リハビ
リテーション、
早期離床

呼吸リハビリ、
気切管理、
嚥下リハビリ

嚥下調整⾷
※英訳版も完成

リリハハビビリリテテーーシショョンン部部門門
２．テキスト作成−研修資料(BMH研修センター承認)の活⽤

３．バックマイ病院リハビリセンター主催の研修会開催 1/19-22
(医療職の資格継続のための単位として研修センターが認定)

本邦研修参加の多職種研修⽣が講師となり、医
師を含む多職種に対して、certificateされた

WebでNCGMとつなぎ、⽇本⼈専⾨
家による講義、質疑応答

講堂にベッドを搬⼊して呼
吸リハビリの実技指導を
⾏っている様⼦

ベッドサイドでの嚥下評価の実習の
様⼦

トロミ⽔や嚥下調整⾷を準
備して嚥下スクリーニング
等の説明をしている様⼦

リリハハビビリリテテーーシショョンン部部門門

　3 つ目の取り組みは、バックマイ病院リハビリテーションセンター主
催の研修会開催支援です。先ほど述べた、テキストを最大限有効活用し
て、さらに、3 年間の本邦研修参加者全員が、本邦研修で実際に体験し
た研修内容・方法を取り入れ、一方的な講義だけではなく、講堂にベッ
ドや嚥下評価物品を持ち込み、活発な質疑応答のもと実習形式も取り入
れ、実践的な知識と技術の習得を目指した企画でした。さらに、Web
で NCGM とつなぎ、日本人専門家による特別講義を行ったり、プレ・
ポストテストをスマートフォンを活用して実施するなど、バックマイ病
院だけではなく、地方から参加している受講生に、より有益な講習会に
なるように工夫していました。アンケートでは、ほぼ全ての受講生が必
要性を認め、講義内容や運営等に関して 9 割以上が満足していました。
バックマイ病院内フタッフ、近隣、北部から中部の下位病院の多職種
104 名が受講し、100 名が合格して、資格更新のための単位を取得する
ことが出来ました。本研修会は、バックマイ病院リハビリテーションセ
ンター多職種チームがバックマイ病院 TDC と企画・運営し、certificate
された資格免許更新単位付与の多職種向けの研修会を成功させたという
点が画期的であり、そのノウハウを元に来年度以降も継続的に研修会が
開催される予定で、本事業による知識・技術移転の継続的普及が見込ま
れます。さらに、3 年間の本邦研修参加多職種研修生が講師となり、多
職種による、多施設・( 医師を含む ) 多職種を対象とした、certificate さ
れた研修会を、本事業で作成したテキストを活用して、日本と Web で
つなぎ、研修会を成功させたことは、多職種連携の成功例とも言えます。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

• (2017年度：基礎調査、栄養センターとの協⼒、嚥下調整⾷作成・導⼊)
• 2018年度：脳外科病棟での早期離床の取り組み、患者データ記録・管理、PT・
ST部⾨のマニュアル作成、家族指導⽤資料作成、多職種チーム医療・カンファ
レンスの取り組み、「嚥下障害と嚥下⾷・トロミ剤に関するセミナー」開催

• 2019年度：脳外科病棟・神経内科病棟における早期離床と嚥下スクリーニング
の取り組み、「早期離床と嚥下スクリーニングに関するセミナー」開催、下位病
院への講習会

• 2020年度：BMH多職種における脳卒中早期リハ・チーム医療に対する意識変化、
脳神経外科→神経内科→新脳卒中センターへと活動の拡がり、嚥下スクリーニン
グ(ベッドサイドでの嚥下障害評価の⼿順)の院内委員会承認・運⽤開始・関連部
⾨で研修、リハセンター患者データ記録・管理継続、「3年間の事業まとめとコ
ロナ禍の脳卒中診療のセミナー」開催、テキスト完成・活⽤、「脳卒中早期リハ
研修会」開催→多職種による多施設・多職種対象の研修会開催、ノウハウの確⽴

• BMH院内部⾨間の格差、病院間の格差
• 看護部を含む多部⾨連携、指⽰系統
• 医療費、保険制度、医療制度
• 新型コロナ感染症、渡航制限、Webでのやり取り
• BMH、NCGM双⽅の⼈的、費⽤⾯の⼿配
• 研究、論⽂、発表

リリハハビビリリテテーーシショョンン部部門門

　3 年間の本事業の成果および今後の課題を表にまとめました。1 年目、
2 年目の訪越、本邦研修、フォローアップ訪問、セミナー開催等を通し
て、十分な相互理解のもと、コロナ禍の最終年度も定期 Web ミーティ
ングを基本に現地バックマイ病院スタッフを支援し、ベトナム語書籍の
発行及びバックマイ病院スタッフによる研修会の成功に至りました。3
年目は、新型コロナ感染症蔓延の影響で、渡航制限のため、活動の主体
が web 会議となりましたが、リハビリテーション部門は国際医療協力
局およびバックマイ病院リハビリテーションセンター、ICT、MCC 各部
門のサポートのもと、効果的な活動が出来ました。
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　この 3 年間で我々は、バックマイ病院側の確実な変化を実感していま
す。さらに、バックマイ病院は新脳卒中センター開設という新たなステー
ジに入っており、十分な相互理解のもと、日本の医療制度に関する知見・

経験の共有、医療技術の移転等を推進し、ベトナムの医療水準の向上等
に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高め、日本及びベト
ナムの双方にとって有益な活動となることを目指したいと思います。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

本邦研修、現地視察は年間を通して渡
航困難であったため、実施できず。看
護部だけでなく脳外科、薬剤科とも連
携を図りオンライン会議を１〜２ヶ月毎
に開催し進捗状況の確認とその都度
必要な情報提供や助言を行なった。
COVIDー19の影響で離床、嚥下リハビ
リの件数の減少はあったが関係職種と
連携して活動を行うことが出来ていた。

１．看護師による離床、嚥下評価の数が記録され、介入件
数が把握できる。有害事象の分析がされる。
２．多職種カンファレンスに継続して参加をすることができる
➡議事録作成、件数の把握
３．講義での知識をベースに看護師が多職種に連絡をとる
ことができる。➡リハセンターへのコンサル件数が増える、
12件以上。
→１、２、３は目標通り実施されているが詳細なデータ収集
と分析には至らず。データ分析の必要性を繰り返し伝え、引
き続きデータ管理への支援が必要。

４．看護師による離床の看護業務基準を改訂する
→予定通り実施され、記録用紙も改訂、運用されている。

5．薬剤師開催の勉強会に参加をする
➡薬剤部門参照
、薬剤と協同し実施した。オンライン会議で進捗状況の確認
を行なった。

6．早期離床セミナーへの参画。
➡リハビリテーション部門参照

・リハビリセンターと協同して早
期離床に取り組んでいた。特に
神経内科ではこの事業の介入
により協力体制が強化され、リ
ハビリセンター、下位病院、栄
養科とも連携して嚥下リハビリ
に取り組んでいた。・SSAでは嚥
下チームの中で他職種と連携し
て進めることが出来ていた。

14

看看護護部部門門

■　看護部門

13

バックマイ病院
脳神経外科
看護部⾨の早期
離床評価シート
の改訂を⽀援

看看護護部部門門
　看護部門は、脳神経外科の看護部門の早期離床評価シートの改訂を支
援しました。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

2018年度：・NCGM看護師を派遣、BMH看護師2名の受け入れ
・離床について「離床シート」を作成、嚥下評価について技術訓練を実施

2019年度：・NCGM看護師を派遣、「離床シート」の有害事象の検討や
離床方法を確認し安全担保ができるシートを目指して改訂を提案
・BMHリハビリ科に協力を依頼し、他職種連携を推進
・BMH看護管理者２名、スタッフ１名の受け入れ
嚥下評価フローを作成、教育システムの検討
・フォローアップで「離床シート」、「嚥下評価フロー」の実施状況、
ベッドサイドケアの視察

2020年度：・オンライン会議で看護師による離床・嚥下評価の進捗状況の確認
実施結果の分析と評価の支援、論文作成への支援
・薬剤部と協同し薬剤指導への支援
・１月オンラインセミナー

①安全な技術提供のためのスタッフ教育
②チーム医療での患者家族支援

15

看看護護部部門門

　これまでの成果について時系列で説明させていただきます。
2018 年度：
　NCGM 看護師を派遣、BMH 看護師 2 名の受け入れました。離床につ
いて「離床シート」を作成、嚥下評価について技術訓練を実施しました。

2019 年度：
　現地研修に NCGM 看護師１名を派遣し、「離床シート」の有害事象の
検討や離床方法を確認し安全担保ができるシートを目指して改訂を提案
しました。また、バックマイ病院リハビリ科に協力を依頼し、他職種連
携を推進しました。
　本邦研修ではバックマイ看護管理者２名、スタッフ１名の受け入れ、
嚥下評価フローを作成、教育システムの検討を行いました。
　現地でのフォローアップでは「離床シート」、「嚥下評価フロー」の実
施状況、ベッドサイドケアの視察を行いました。

2020 年度：
　COVID-19 の影響で渡航ができなかったためオンライン会議で看護師
による離床・嚥下評価の進捗状況の確認、実施結果の分析と評価の支援、
論文作成への支援を行いました。薬剤部と協同して薬剤管理への支援を
行い、１月のセミナーで日本においての看護師による薬剤指導に関して
発表を行いました。
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2020年8月13日
BMH薬剤師により
BMH脳神経外科病
棟看護師に対して
講義している写真

薬薬剤剤部部門門

17

BMH薬剤師によりBMH脳神
経外科病棟患者に対して服
薬指導をしている写真

薬薬剤剤部部門門

■　薬剤部門

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値を記載）

①BMH薬剤師による看護師から患者/患者
家族に対する内服薬剤説明シートの作成
（内服薬剤説明シート作成件数）
②BMH薬剤師による看護師に対する内服薬
剤説明シートの使用方法と内服薬剤の適正
使用に関する講義の実施（講義回数、受講
者数）
③活動計画の立案と進捗状況の確認を目
的としたNCGMとBMHでのWeb会議を実施
（会議回数）

①看護師による薬剤師作成の内服薬剤説
明シートを用いた患者/患者家族に対する薬
剤指導の件数
②アンケートを用いた看護師による薬剤情
報提供実施後の患者/患者家族の薬剤治療
への理解度の評価
③脳神経外科病棟でのBMH薬剤師による患
者/患者家族に対する服薬指導の実施（服
薬指導件数）
④脳神経外科病棟での薬剤師による服薬指
導の満足度評価

①看護師の内服薬剤に関する知
識向上による入院患者への安全な
医療の提供と副作用の早期発見
②多職種からなる脳卒中チームへ
の薬剤師としての貢献と入院患者
への適正な薬物療法の実践

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

①脳神経外科病棟で使用頻度の高い7品
目（アムロジピン・ニモジピン・バルプロ酸
ナトリウム・カルバマゼピン・レベチラセタ
ム・プレガバリン・アセトアミノフェン）の薬
剤に関して薬剤説明シートを作成
②2020年8月13日に1回37名の看護師に
対して講義を実施
③3回（2020年8月・11月・12月）のWEB会
議を実施

①脳神経外科病棟入院中の7品目の薬剤
を内服している全患者
②薬効・用法用量・副作用に関して看護師
からの説明の有無と患者の理解度を評価
（n:57名）
薬効：89％説明あり、72％理解あり
用法用量：86％説明あり、18％理解あり
副作用:11％説明あり、5％理解あり
③57名
④服薬指導実施患者の全患者において
満足以上の評価
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薬薬剤剤部部門門

嚥下困難な患者に対して薬剤を経管投与する際、粉砕不可薬剤を粉砕
し投与されている事例が散見された

目的

●BMHの薬剤師による粉砕不可薬剤
リストの作成

活動

ここれれままででのの成成果果

●脳神経外科病棟において簡易懸濁
法による薬剤の経管投与を実施

成果

●ベトナムの薬剤師が薬剤情報の収集
のため閲覧するHP”The national drug 
information & adverse drug reaction 
monitoring center”に掲載

　2017 年～ 2018 年の活動においては、問題点として、嚥下困難な患
者に対して薬剤を経管投与する際、粉砕不可薬剤を粉砕し投与されてい
る事例が散見されていたため、脳神経外科病棟における薬剤の経管投与
時の有効性・安全性の確保を目的として活動を実施しました。
　当院で使用されている粉砕できない薬剤リストを参考に、BMH の薬
剤師に BMH における粉砕不可薬剤リストを作成して頂きました。
そして、当院で研修の際に、経管からの新たな薬剤投与方法として簡易
懸濁法について研修して頂きました。

　成果としては、脳神経外科病棟において新たに簡易懸濁法による薬剤
の経管投与が実施されるようになりました。薬剤の経管投与に関して他
職種への情報共有を目的とした講義が実施され、救急部門や中毒対策部
門の医師・看護師約 30 人と看護大学生 380 人が講義を受けました。

ここれれままででのの成成果果

20

患者の内服薬剤に関する理解度が不十分問題点

要因：医療従事者から患者に対する薬剤情報の提供が不十分

薬剤師の教育講義による看護師の内服薬剤（脳神経外科汎用薬
剤）に関する知識向上と患者への投薬方法の適正化に向けた取り組みを実施

薬剤師が作成した内服薬剤説明シートを用いて看護師が患者・患者家
族に薬剤情報を提供する取り組みを実施

昨年度まで

今年度

＊今年度は3回（2020年8月・11月・12月）のWEB会議を中心に活動を実施

　現地視察をした際に患者の内服薬剤に関する理解度が不十分あるとい
う問題点が上がりました。その要因としては、医療従事者から患者に対
する薬剤情報の提供が不十分であることが考えられます。
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　日本では薬剤師による入院患者に対する服薬指導が実施されており
ますが、BMH では病棟で活動する薬剤師のマンパワーが不足しており、
服薬指導を実施することは難しいと考えられました。
　そこで、病棟看護師と協力のもと薬剤適正使用と患者に対する薬剤情
報提供に向けた活動を行ってきました。
　昨年度までに薬剤師の教育講義による看護師の内服薬剤（脳神経外科
で使用頻度の高い薬剤）に関する知識向上と患者への投薬方法の適正化
に向けた取り組みを実施してきました。
　今年度は、薬剤師が作成した内服薬剤説明シートを用いて看護師が患
者・患者家族に薬剤情報を提供する取り組みを実施しました。
　そして、今年度はベトナムへの訪問や日本での研修が行えなかったた
め、2020 年 8 月・11 月・12 月に実施した WEB 会議を中心に活動を行
いました。

●看護師から患者への薬剤情報提供の有無と理解度の調査（アンケート①）を実
施→薬剤師から服薬指導を実施→服薬指導の満足度調査（アンケート②）を実施
実施期間：2020年9月～12月 対象患者数：57名 アンケート回収率：100％

ここれれままででのの成成果果

●BMH薬剤師により7品目の内服薬剤説明シートを作成
●2020年8月13日BMH薬剤師により37名のBMH看護師に対して内服薬剤説明
シートの使用方法等を含めた薬剤の適正使用に関する講義を実施
●看護師から患者に対する内服薬剤説明シートを用いた薬剤情報提供を開始

21

薬剤師による
服薬指導

アンケート① アンケート②

　BMH 薬剤師により脳神経外科病棟で使用頻度の高い 7 品目（アムロ
ジピン・ニモジピン・バルプロ酸ナトリウム・カルバマゼピン・レベチ
ラセタム・プレガバリン・アセトアミノフェン）の薬剤説明シートが作
成されました。
　そして、2020 年 8 月 13 日に BMH 薬剤師により 37 名の BMH 脳神経
外科病棟看護師に対して薬剤説明シートの使用方法等を含めた薬剤の適
正使用に関する講義を実施しました。
　その後、脳神経外科病棟において看護師から患者・患者家族に対する
薬剤説明シートを用いた薬剤情報提供を開始しました。
　今回の活動の運用状況の評価と、今後の病棟での薬剤師の活動に向け
てアンケートを実施しました。脳神経外科病棟入院中の 7 品目の薬剤

ここれれままででのの成成果果

22

今今後後のの課課題題

●入院患者の薬剤の理解度を深めていただくためにも病棟での薬剤師による服
薬指導の実施

●今回作成した内服薬剤説明シートは院内のみで使用可能なため、退院時に患
者へ提供することのできる内服薬剤説明シートの作成

●2021年1月15日に開催されたFOLLW UP SEMINARにてBMH薬剤師から「今年度
の活動成果」・NCGM薬剤師から「脳卒中患者の内服アドヒアランス向上に向けた
チームでの取り組み」に関して発表
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看看護護師師かかららのの薬薬剤剤情情報報提提供供

のの有有無無・・理理解解度度（（アアンンケケーートト①①））

説明があった患者 内容を覚えていた患者

のうちどれかを内服しており、アンケートを実施できる患者を抜粋しま
した。最初に看護師から患者への薬剤情報提供があったかどうか、その
内容を覚えているかのアンケートを実施しました。その後に薬剤師から
服薬指導を実施しました。最後に服薬指導の満足度調査のアンケートを
実施しました。実施期間は 2020 年 9 月～ 12 月で、対象患者数は 57 名
でした。アンケートの回収率は 100％でした。

　左のグラフがアンケート①の結果になります。薬効・用法用量・副作
用の 3 項目を調査しました。看護師から薬効や用法用量の説明はされ
ていますが、副作用の説明はあまりされていない傾向にあります。そし
て、患者は薬効に関しては理解しておりましたが、看護師から説明のあっ
た用法用量に関してもあまり理解しておりませんでした。
　アンケート①の結果を踏まえて、薬剤師から服薬指導を実施した満足
度の結果が右のグラフになります。服薬指導に対する満足度はとても高
く、薬剤師が病棟で服薬指導を実施することへの患者の受け入れは問題
ないと考えられました。
　 そ し て、 今 年 度 オ ン ラ イ ン で 2021 年 1 月 15 日 に 開 催 さ れ た
FOLLOW UP SEMINAR において、BMH 薬剤師から「今年度の活動成果
報告」と NCGM 薬剤師から「脳卒中患者の内服アドヒアランス向上に
向けたチームでの取り組み」に関して発表を行わせて頂きました。
　今年度の成果を踏まえて、今後の課題としては入院患者の薬剤の理解
度を深めていただくためにも病棟での薬剤師による服薬指導の実施が理
想的だと考えられます。そして、患者の理解度を深めていただくために
も、今回作成した薬剤説明シートは院内のみで使用可能なため、退院時
に患者へ提供できる薬剤説明シートの作成が必要と考えられます。

■　栄養部門

23

2020年1月19日オンライン研修を開催
NCGMの衛生管理、嚥下食の作り方
について動画を交えて講義した。

栄栄養養部部門門 栄栄養養部部門門

バックマイ病院職員向けの
嚥下食に関する資料を作成

　2020 年 1 月 19 日にオンライン研修を開催しました。NCGM の衛生
管理、嚥下食の作り方についての 2 テーマについて、動画を交えたパワー
ポイントを使用し講義を実施しました。

　バックマイ病院職員向けの嚥下食に関する資料を作成しました。バッ
クマイ病院で使用していた嚥下食に関する資料を、職員向けに内容を充
実させ新たに作成しました。



18 　　令和 2 年度医療技術等国際展開推進事業 報告書

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

栄養部門 実施前 コロナ禍になり、病院食の提供が無くなったことで、嚥下調整食の提供もなく
なる。
更に、栄養センターの職員がスタッフが変わったことで、嚥下調整食の研修
を実施する。

実施後 ・オンライン研修を実施し、衛生管理、
嚥下食の作り方について理解を高
める。

・研修を受講した他部門のスタッフの
人数を記録→48名が参加した
・オンライン研修に参加した職員の理
解度が高まった。

・院内の調理場の衛生環境改善、適切
な食事提供が可能となる。
・再編集した資料を使用し、多くの職員
に嚥下食についての知識を共有する

25

栄栄養養部部門門

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト
●ベトナム初のとろみ剤を⽤いた嚥下⾷の提供開始を⽀援
●BMHでとろみ剤を⽤いた嚥下⾷BMHがで承認され、提供開始
●ベッドサイドでの嚥下障害評価の⼿順がBMHで承認
●とろみ剤を⽤いた嚥下⾷の調理技術について、医療保険に収載予定

健康向上における事業インパクト
●NNCCGGMMの衛⽣管理、嚥下⾷の作り⽅についてオンライン研修を実施
→→4488名参加
●栄養スタッフ・患者さん・ご家族向けの嚥下⾷に関するリーフレット
作成

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

26

栄栄養養部部門門

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

●平成30年度
①嚥下食の提供数、栄養指導件数増加
②嚥下食セミナー実施

●令和元年度
①嚥下食提供の継続
②嚥下困難患者や家族に対して栄養指導の実施
③サテライト病院へTVカンファレンスで脳卒中患者の症例について情報共有
④他省の研修生に嚥下障害・嚥下食について研修を行い、理解度を評価
⑤嚥下食に関する手順書を作成（リハ科と協力）

●令和2年度
①1月19日にオンライン研修会を実施
→NCGMの嚥下食、衛生管理についてオンライン研修会を開催し、バックマイ病院や
近隣病院の医師・看護師など48名が参加
②嚥下食に関するリーフレットを作成
→既存の嚥下食に関するリーフレットをBMHの職員・患者さん・ご家族向けに再編集

オンライン研修、再編集したリーフレットを今後の嚥下食提供に活用する。
また、引き続き脳卒中患者への適切な嚥下食提供と栄養管理を目指す。

27

栄栄養養部部門門

　これまでの成果として、スライドの通り様々な成果が上がりました。
今後の展開として、オンライン研修、再編集したリーフレットを嚥下食
提供に活用していきたいと考えております。
　また、引き続き脳卒中患者への適切な嚥下食提供と栄養管理を目指し
ていきたいと思います。

　現在までの相手国へのインパクトですが、医療技術・機器の国際展開
における事業インパクトとしては、何と言っても、NCGM の援助のもと
BMH で開発した嚥下食が保険収載の見込みであることです。これにより
将来的にはベトナム全土の多くの患者さんに適切な栄養管理がなされ予
後も改善されるものと思われます。また健康向上における事業インパク

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

・・脳卒中患者登録用のデータベースの作成、経験知から見出さ
れたNTHscoreの低侵襲手術への活用
・ベトナム初となるとろみ剤を用いた嚥下食をBMHで提供開始
・とろみ剤を用いた嚥下食の調理技術が保険収載の見込み

・ベッドサイドにおける嚥下障害評価の手順がBMHで承認
・越語テキスト「脳卒中の早期リハビリテーション」を書籍化

・R2年度リハビリテーション研修が、医療職資格継続研修に認定
・薬剤を経管投与する際の粉砕不可薬剤のリストを作成、ベトナ
ムの薬剤師のHPに掲載
・脳神経外科患者の早期離床・リハビリテーションを実施

現現在在ままででのの相相手手国国へへののイインンパパククトト

脳脳卒卒中中チチーームム
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トとしては早期離床と嚥下スクリーニングのセミナーへ 261 名に及ぶ多
くの参加者があったことを挙げたいと思います。これは、チーム医療を
導入することにより、①嚥下食導入に伴う誤嚥性肺炎発症リスクの低減、
②早期離床による褥瘡発生頻度の低減、③早期リハビリによる社会復帰
率の向上、④脳卒中患者の死亡率低減や社会復帰率の向上、などへ直結
することを十分理解し、今後はこれらの情報を共有することにより指標
として用いることがベトナムで定着するのではないかと思います。

　現在までの相手国へのインパクトですが、医療技術・機器の国際展開
における事業インパクトとしては、何と言っても、NCGM の援助のもと
BMH で開発した嚥下食が保険収載の見込みであることです。これにより
将来的にはベトナム全土の多くの患者さんに適切な栄養管理がなされ予
後も改善されるものと思われます。また健康向上における事業インパク
トとしては早期離床と嚥下スクリーニングのセミナーへ 261 名に及ぶ多
くの参加者があったことを挙げたいと思います。これは、チーム医療を
導入することにより、①嚥下食導入に伴う誤嚥性肺炎発症リスクの低減、
②早期離床による褥瘡発生頻度の低減、③早期リハビリによる社会復帰
率の向上、④脳卒中患者の死亡率低減や社会復帰率の向上、などへ直結
することを十分理解し、今後はこれらの情報を共有することにより指標
として用いることがベトナムで定着するのではないかと思います。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

R1 年度：早期離床と嚥下スクリーニングのセミナーへ多くの参
加者(261名）

⇒チーム医療の導入に伴い以下の情報の共有と指標としての理解

― 嚥下食導入に伴う誤嚥性肺炎発症リスクの低減

― 早期離床による褥瘡発生頻度の低減

― 早期リハビリによる社会復帰率の向上

― 脳卒中患者の死亡率低減や社会復帰率の向上

R2 年度：コロナ禍の脳卒中ケアのセミナーへ多くの参加者
(1,334名）

⇒3年間の事業のまとめ、および、コロナ禍で日越のトップリファラル病院に
おける感染対策や治療、ケアを共有

現現在在ままででのの相相手手国国へへののイインンパパククトト

脳脳卒卒中中チチーームム

将来の事業計画

医療技術定着
脳卒中のケアにチーム医療を導入→研修拡大→マニュアル・ガイド
ライン策定→国家政策化→技能向上により質の高い医療を受けら
れる患者の増加→ベトナムの脳卒中診療の質の向上に貢献

持続的な医療機器・医薬品調達
嚥下食、とろみ剤の開発と導入→現地における効能の証明→日本
企業からの購入、日本企業と現地企業の共同による製品整備(サプ
ライチェーン）→ベトナム保健省による認可→調達→現地の資金調達
メカニズムの構築（医療保険への導入はすでに開始）→持続的な調
達→医療技術が対象国ベトナムで広く使用→ベトナムの医療水準の
向上に貢献

　最後になりましたが将来の事業計画です。これまでに示したように脳
卒中のケアにチーム医療を導入することにより多職種による知識や技能
が向上し互いに切磋琢磨することにより質の高い医療が提供可能となり
ます。これによりベトナムの脳卒中診療の質の向上に大きく貢献するこ
とは疑いの余地はなく医療技術として定着するでしょう。また嚥下食や
とろみ剤を本事業で開発・導入しましたが、ベトナム保健省により保険
収載される見込みの段階まで到達し、ベトナム全土に短期間のうちに広
がると考えられます。この時日本企業と現地企業の共同による製品整備
( サプライチェーン）も構築され持続的な調達が可能となります。こう
いった一連の流れにより、ベトナムの脳卒中診療をはじめとした医療水
準の向上に大きく貢献することは間違いありません。是非とも来年度以
降も本事業を継続しチーム医療を広めることによりベトナムの脳卒中診
療のレベル向上に寄与したいと思っています。私からは以上です。本日
はありがとうございました。
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　■　周術期チーム

　ベトナム拠点（バックマイ病院）施設間連携強化と周術期医療におけ
る人材育成です。昨年度までに引き続いて、ベトナム バックマイ病院
の周術期における患者管理、成績向上を目的に周術期チームとしてアプ
ローチするプロジェクトを実施しました。専門家という立場で関与した
プロジェクトメンバーは以下の通りです。NCGM センター病院 麻酔科 
前原康宏、ICU 岡本竜哉、米廣由紀、国際医療協力局 松原智恵子、土井
正彦 です。
　実施体制は、BMH の麻酔科および General ICU と NCGM の麻酔科、
ICU 間での人材交流に加えて、ベトナム北部地域の手術・ICU 関連医療
者へもセミナー実施等で人材育成を図っていく、というものです。
　本年度は、新型コロナウイルス感染症のパンデミックの影響で、実際
の人材交流は困難でしたので、申請時の研修目標の改変が必要になり、
オンラインで会議を重ねて事業をすすめました。
　この事業は、ベトナム拠点（バックマイ病院）施設間連携強化と周術
期医療における人材育成（周術期）で、ベトナム社会主義共和国バック
マイ病院 (BMH) において周術期医療の成績向上を図るプロジェクトです。
　背景として、これまで NCGM はベトナムへの協力協定を締結し、臨
床分野における協力を継続してきました。昨年度までに実施された麻酔
科、集中治療科による活動は安全管理や感染管理対策に効果が見られ、
ベトナム側の継続希望が高い事業となっております。
　引き続き、
•	 周術期全体を通じての全身管理、疼痛管理、安全・感染管理など

の安全対策においては、手術室ばかりでなく術後 ICU、General 
ICU を含めての連携が必要であり、改善の余地が大きい。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システム
を用いた研
修の期間・
参加者数な
ど)

オン
ライン
会議

オン
ライン
会議

オン
ライン
セミ
ナー

参加
者77
名

１年間の事業内容

4

•	 これまで BMH では、ICU における人工呼吸器関連肺炎 (VAP) 発症
率が高いことが問題となっており、その低下への施策が高く求め
られている。

というニーズがあることから、本研修は、BMH を拠点としたチーム医
療を通じ、周術期医療における術後疼痛管理・術後早期回復プログラム・
VAP 対策の強化を目的としました。また、オンライン講義やディスカッ
ションを通じて支援を一層強化しました。

5

周術期オンラインセミナー

　周術期セミナーとしては３年連続となります。今年度は、オンライン
セミナーを「病院連携を視野に入れた、ベトナム大都市主要 4 病院に
対する、外科の技術協力を含めた周術期管理」と合同で開催し、オンラ
インのメリットを生かして、バックマイ病院の他、108 病院、175 病院
などとも回線をつないで実施しました。
　セミナーでは、①術後早期回復プログラム (Enhanced recovery after 

surgery, ERAS) の概論、②消化器分野における多職種連携による ERAS
の実践、③肺がんのロボット手術の講義を行いました。バックマイ病院
以外の、ハノイ地域の他病院からも周術期関連スタッフが多く参加し
て地域への貢献もできたと感じました。ベトナム側からのの参加者は 
BMH 48 名、他病院 29 名の合計で 77 名でした。
　スライドは、オンラインを活用した日越参加者の合同の記念撮影です。 

　１年間の事業内容です。新型コロナウイルス感染症のパンデミックの
ために、7 月、10 月に関連スタッフを交えた大きなオンライン会議を
行い、1 月に術後回復促進プログラムについてのオンラインセミナーを
実施しました。
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■　麻酔科部門

6

麻酔科部門

NCGMセンター病院でのラボ実習

上：手術室でWHO安全チェックリストを実践
下左：リストバンドによる患者確認｜
右：感染管理のパネルを設置

　新型コロナウイルスパンデミック下のこの 1 年間の成果としまして
は、BMH、北部ベトナムの医療者を対象とした、周術期管理オンライ
ンセミナーを実施したこととなります。ベトナムの参加者は BMH 48 名、

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値を記載）

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

北部ベトナムの関連医療者にオンライン周
術期管理セミナー(術後回復促進プログラ
ム, ERAS）を実施。参加者は77名。

オンラインミーティングの継続化（3
回）
術後回復促進プログラムについて
のオンラインセミナーを開催し、77
名の出席者が得られた。
この方式により、遠隔からも広く知
識を普及させることを示された。

北部ベトナムの手術・ICU関連ス
タッフ対象にオンラインセミナーを
施行することで、今後さらに広い地
域への周術期管理向上の啓蒙の
可能性が開けた。

今年度の成果指標とその結果麻麻酔酔科科部部門門

他病院 29 名の合計で 77 名でした。BMH だけでなく、他のベトナム北
部地域の病院からの参加者があったことで、術後回復促進プログラムと
いうトピックスの啓蒙となったと思います。

今今後後のの課課題題

①2018年度：北部ベトナムの医療関係者への周術期セミナー206名参加
2019年度：北部ベトナムの手術・ICU関連医療者にVAP対策、周術期オンラインセミナーを実施。

参加者は77名（BMH 48名、他院 29名）
2020年度：北部ベトナムの医療関係者への術後回復（ERAS）セミナー：77名

②2019-2020年度：WHO手術安全チェックリストの実施率がほぼ100%と改善。
術後の創部感染率は電話調査で5%となった。感触としては減少しているとのこと。

整形外科・脳外科での術前抗菌薬投与：2018年10月以降78例/100例

③術後の疼痛管理について
2018年度：麻酔科医師より講習会等を開催し、院内での外科系医師、病棟への啓蒙を継続。
2019年度 ほとんど施行されていなかった硬膜外麻酔・末梢神経ブロックの実施症例の増加。

術後疼痛管理、硬膜外麻酔：158名、末梢神経ブロック：数例

①疼痛管理を含めた術後回復促進プログラムが国際的には関心が高まっており、ベトナムに
おいてもその知識、技術の普及を促進する。

ここれれままででのの成成果果

麻麻酔酔科科部部門門
①　2018 年度：北部ベトナムの医療関係者への周術期セミナー 206 名

参加
2019 年度：北部ベトナムの手術・ICU 関連医療者に VAP 対策、周
術期オンラインセミナーを実施。参加者は 77 名（BMH　48 名、
他院　29 名）
2020 年度：北部ベトナムの医療関係者への術後回復（ERAS）セミ
ナー：77 名

②　2019-2020 年度：WHO 手術安全チェックリストの実施率がほぼ
100% と改善。
術後の創部感染率は電話調査で 5% となった。感触としては減少し
ているとのこと。
整形外科・脳外科での術前抗菌薬投与：2018 年 10 月以降 78 例
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/100 例
③　術後の疼痛管理について

2018 年度：麻酔科医師より講習会等を開催し、院内での外科系医師、
病棟への啓蒙を継続。
2019 年度：ほとんど施行されていなかった硬膜外麻酔・末梢神経

9

ICU科部門

BMHに掲示された
VAPバンドルのポスター

BMHで口腔ケアを指導
（展開プロジェクトニュース
の表紙）

NCGMセンター病院で
VAPバンドルの講義

今年度の成果指標とその結果

令和2年度
研修内容

令和2年度
アウトプット指標

令和2年度
アウトカム指標

令和2年度
インパクト指標

中間
報告

2018年度より、BMH の General/Surgical 
ICU において最重要課題の一つとされ
る VAP の撲滅に向けた対策として、こ
れまでの報告やガイドライン等から遵守
すべき項目を 10 項目にまとめ VAP バ
ンドルを策定、測定を開始した。
１）現地研修（日本人専門家派遣）
VAP バンドルの各項目の内容を講義、
実技指導（特に手指衛生、口腔ケアに重
点）
２）本邦研修（研修生の受入）
NCGM-ICU の視察、講義、実技指導

１）VAP バンドル 10 項目を日々評
価し、General ICU の看護師の全員
(〇名中△名）が VAP バンドル用紙
に記載できるようになる（100%）。
２）全体および項目毎の遵守率を算
出し、電子データ化できるようになる
（100%）。
３）遵守率の低い項目について、そ
の要因を分析し、改善策を立てるこ
とができるようになる（80%：20% 分は
日本側より示唆）。
３）遵守率の高い項目について、そ
の質の向上を図る（80%：20% 分は日
本側より示唆）。

１）VAP バンドルの全体遵守率を 75% 以上を
維持。
２）遵守率の低い項目の経時的改善（#4 60%, 
#7 40%, #8 70%, #9 60% 以上を維持する）。
３）VAP バンドルの解析データをスタッフ間で
の共有し、改善に向けた対策を全員で協議で
きる。
４）VAP バンドルの内容に即し、口腔ケアにつ
いて、ICU 看護手順書の改定を行う。
５）VAP 対策の多職種専門家チーム（VAP 
チーム）を General ICU 内に組織し、BMH 内
の他部署（Surgical ICU, HCU, 一般病棟）に対
し、VAP バンドルの普及・院内教育・実技指
導を行う。

１）VAP チームによる BMH の他科および周
辺病院に対する VAP バンドルの普及と院
外教育・実技指導。
２）院内感染対策委員会と協力し VAP サー
ベイランスを行う。
３）本研修の成果をベトナム国の国内学会
や論文等で発表。
４）本研修の成果が、ベトナム国のガイドライ
ン等に導入。
５）本研修によりベトナム国北部の VAP 発
生率の減少に寄与。

最終
報告

本邦研修と現地視察は年間を通して渡
航困難であったため、実施できなかった。
麻酔科とも連携をとりながら、オンライン
会議の毎月の開催を予定したが、BMH
スタッフのBMHや周辺地域でのコロナ感
染対応のために、開催できない月が多
かった。困難な状況下でもVAPバンドル
活動は継続されていたが、データ入力の
遅れが続き、11月に1年分がまとめて送
られてきた。今後は研究班の支援を受
けて、効率的にデータを入力できるよう
にする。

未実施 １）全体で79％遵守できており、75%という目標
値を維持できた。
２）～３）については、VAPバンドルデータが送
られてこなかったため分析には至らず。
４）については現地視察ができなかったため、
改訂には至らず。
５）BMHの院長をリーダーとするVSTが組織さ
れ、設立を支援した。

１）VAP サポートチームが組織され、BMH内
での展開に向けて取り組んでいく。
２）～５）BMHは保健省に制度の改善や構築
を提案するトップリファラル病院であるため、
BMH内でのVAPバンドルケア活動が定着し、
成果が確認されれば、ベトナムのガイドライ
ンに収載され、周辺地域のみならず、ベトナ
ム全国へ波及することが期待される。
特に３）は、今後研究班の支援を受けて、
VAPケアバンドル活動の成果を対外的に発
信する予定。

IICCUU科科部部門門

　本邦研修と現地視察は、年間を通して渡航困難であったため、実施で
きませんでした。
　オンライン会議の毎月開催を予定しましたが、BMH スタッフのコロ
ナ感染対応のために、年間を通算すると約半年開催できませんでした。
困難な状況下でも VAP バンドル活動は継続されていましたが、データ
入力の遅れが続き、11 月に 1 年分が送られてきたため、対策立案を協
議することはできませんでしたが、VAP バンドル全体で 79％遵守でき
ており、75％という目標を維持できていました。
　今後は、研究班の支援を受けて、効率的にデータを入力できるように

していきます。
　本年度は、VAP ケアバンドル活動を、現在事業を行っている General 
ICU（内科系 ICU）から BMH 内の他の ICU へ広げるために NCGM 側か
ら提案していた、BMH 院長をリーダーとする VAP サポートチーム (VST) 
が組織され、NCGM はその設立を支援しました。今後は、BMH 内での
展開に向けて支援していきます。
　BMH は保健省に制度の改善や構築を提案するトップリファラル病院
であるため、BMH 内での VAP バンドルケア活動が定着し、成果が確認
されれば、ベトナムのガイドラインに収載され、周辺地域のみならず、

■　ICU科部門

ブロックの実施症例の増加。
術後疼痛管理、硬膜外麻酔：158 名、末梢神経ブロック：数例

　今後の課題は、
①　疼痛管理を含めた術後回復促進プログラムが国際的には関心が高

まっており、ベトナムにおいてもその知識、技術の普及を促進する。
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今今後後のの課課題題

① 2019-2020 年度 VAP 予防バンドル：2019年度10項目からなるVAPケアバンドルを作成し、運用を開
始した。VAPバンドルの実施率は、項目によって、52.8%から95.9%の相違がある。経時的には、徐々に
実施率が向上している。
2020年度は、バックマイ病院側が新型コロナウイルス感染症対応で研修ができなかったが、全体で
79％遵守できており、75%という目標値を維持できた。研修準備のためのオンライン会議を３回行って
研修の準備を進め、オンライン動画資料も作成した。これらの資料は来年度のバックマイ病院の研修
および、NCGM の研修医・看護教育等にも使用する予定である。また、バックマイ病院の病院長を中
心とした VAP サポートチームも結成され、助言と協力を行なってきた。

② 2018年度：北部ベトナムの医療関係者への周術期セミナー206名参加

2019年度：北部ベトナムの手術・ICU関連医療者にVAP対策、周術期オンラインセミナーを実施。

参加者は77名（BMH 48名、他院 29名）

2020年度：北部ベトナムの医療関係者への術後回復（ERAS）セミナー：77名

VAP 予防バンドルの遵守率 90% 以上を維持できるよう、VAP 発生率の経時的な改善を図る。オン
ライン資料などにより、バンドル各項目の実技指導を行う。多職種の VAP  サポートチームの立ち上
げとその活動内容等について引き続きオンラインでサポートを行う。ひいては、BMH 全体に対する
VAP 予防バンドルの普及と院内教育を行う。さらに下位病院に対する普及と教育も行う。

ここれれままででのの成成果果

IICCUU科科部部門門

　これまでの本プロジェクト成果は、
①	 2019-2020 年度 VAP 予防バンドル：2019 年度 10 項目からなる

VAP ケアバンドルを作成し、運用を開始しました。VAP バンドル
の実施率は、項目によって、52.8% から 95.9% の相違がありまし
た。経時的には、徐々に実施率が向上していました。2020 年度
は、BMH 側が COVID-19 対応で研修ができなかったが、研修準備
のためのオンライン会議を３回行って研修の準備を進め、動画資
料も作成しました。これらの資料は来年度の BMH の研修および、
NCGM の研修医・看護教育等にも使用する予定です。また、BMH 
の病院長を中心とした VAP サポートチームも結成され、助言と協
力を行いました。

②	 2018 年度は北部ベトナムの医療関係者への周術期セミナーを実
施し、参加者は 206 名でした。2019 年度は北部ベトナムの手術・
ICU 関連医療者に VAP 対策、周術期オンラインセミナーを実施し、
参加者は 77 名（BMH　48 名、他院　29 名）でした。2020 年度
は北部ベトナムの手術・ICU 関連医療者に周術期オンラインセミ
ナーを実施し、参加者は 77 名（BMH 48 名、他院 29 名）でした。

　今後の課題は、
①	 VAP 予防バンドルの遵守率 90% 以上を維持し、VAP 発生率の経

時的な改善を図ります。オンライン資料などにより、バンドル各
項目の実技指導を行います。多職種の VAP  サポートチームの立ち
上げとその活動内容等について引き続きオンラインでサポートを
行い、ひいては、BMH 全体に対する VAP 予防バンドルの普及と
院内教育、さらに下位病院に対する普及と教育も行っていきます。

ベトナム全国へ波及することが期待されます。
　また研究班の支援を受けて、VAP ケアバンドル活動の成果を対外的に
発信する予定です。

現在までの相手国へのインパクト

• BMH の病院長を中心とした VAP サポートチーム (VST) が設置された。設置に際しては、チー
ムの体制や規程の作成に、助言と協力を行なってきた。

• VAP ケアバンドルの作成当初から、現地で実行可能な項目を選定しているので、今後速やか
な展開が期待される。

• 事業開始当初は手袋や手指衛生のアルコールが不足しているという声が多かったが、終了時
には聞かれなくなった。これは、感染予防のコスト意識に関して BMH 管理者の理解が高まった
ためと考えられる。

• 事業で育成（研修を受けた）した保健医療従事者の延べ数
• 本邦での研修参加者（2017年、2018年、2019年）：各年度麻酔科医師1名、ICU医師1名、手

術室看護師1名、ICU看護師1名で合計12名。
• 現地研修でVAPバンドルの実施法を講習されたもの50名程度。
• 現地研修で硬膜外麻酔、末梢神経ブロックの講習を受けたもの約20名。
• 現地およびオンラインでの北部ベトナムでの手術・ICU関連医療者へのセミナーを開催し、
総参加者約300名（オンラインも含む） 。

• 期待される事業の裨益人口（のべ数）
• 術後の人工呼吸関連肺炎の減少 → 約600例
• 手術における創部感染症の減少 → BMH手術症例数 12,000 例

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

　本プロジェクトの現在までの相手国へのインパクトです。
医療技術・機器の国際展開における事業インパクト：
　BMH の病院長を中心とした VAP サポートチーム (VST) が設置されま
した。設置に際しては、チームの体制や規程の作成に、助言と協力を行

なってきました。VAP ケアバンドルの作成当初から、現地で実行可能な
項目を選定しているので、今後速やかな展開が期待されます。事業開始
当初は手袋や手指衛生のアルコールが不足しているという声が多かった
が、終了時には聞かれなくなりました。これは、感染予防のコスト意識
に関して BMH 管理者の理解が高まったためと考えられます。

健康向上における事業インパクト：
　事業で育成（研修を受けた）した保健医療従事者の延べ数ですが、本
邦研修参加者が合計 12 名、現地研修（VAP バンドル）50 名程度、現
地研修（硬膜外麻酔、末梢神経ブロック）約 20 名、セミナー参加者約 
300 名（オンラインも含む）となります 。
　期待される事業の裨益人口ですが、VAP 減少は約 600 例、術後創部
感染症の減少は約 12,000 例と推定されます。

「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療

分野の成長を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることに
よって、日本及び途上国等の双方にとって、好循環をもたらす。」

周術期安全管理に対するチーム医療としての貢献事業としての

術後回復促進プログラム研修（術前管理、VAP、SSI、術後管理）

→ VAP・創部感染症管理を含めた

→ VAP・SSI 感染サーベイランス実施

→ マニュアル・ガイドライン策定

→ 院内感染管理部との連携必須化

→ 現地予算での持続的な研修実施

→ 国内での周術期感染対策に関する医療加算算定

→ これらの医療知識・技術を享受した手術患者が増える

→ 対象国の外科系医療水準の向上に貢献する

展開推進事業の目的に照らした将来の事業計画

　麻酔科・手術室関連での今後の課題は多くありますが、特に重視した
い項目は以下の通りです。術後回復促進プログラムとしては、術前から
術中、術後までいくつもの活動があり、感染管理も重要な要素です。そ
れらの研修（術前管理、VAP、SSI、術後管理）を継続、発展させ、医
療費への加算、すべての手術成績の向上を目指すことが将来の展望です。
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3.　ベトナムにおける非侵襲的技術を用いた
　   循環・呼吸管理の普及促進事業
	 	 	 	 日本光電工業株式会社

【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 非侵襲モニタによる循環管理は、ベトナムの拠点病院 11 施設で導入・臨床使用されている。より広範囲の医療施設

への普及と継続的なサポートの要請がある。
•	 呼吸器疾患は、死亡要因の上位を占めている。日本では非侵襲的呼吸管理が第一選択とされるが、ベトナムにおい

ては未だ普及が進んでいない。
【事業の目的】

•	 非侵襲的モニタ（esCCO）を使用した循環管理をベトナム全土に普及させ、経済的で質の高い安全な周術期管理を
実現する。

•	 非侵襲的陽圧換気 (NPPV)，高流量鼻カニューラ酸素療法 (HFNC) を用いた呼吸管理をベトナムにおける標準的な治
療法として確立させる。

•	 体系的な教育を継続的に実施できるようにトレーニングプログラムを構築し、ベトナム国と麻酔・周術期分野での
連携と人脈形成を図る。

【研修目標】
•	 オンライン研修（E-Learning)：循環管理、呼吸管理の基礎学習
•	 オンライン研修（集合研修）：実機を用いたハンズオントレーニング
•	 臨床実習：非侵襲モニタを用いた循環管理、非侵襲人工呼吸器を用いた呼吸管理

日本光電工業（㈱
（東京都）

Huu Nghi Hospital 及び関連病院
（ハノイ市）

ベトナム 麻酔科学会
（ハノイ市）

オンライン研修

動画配信

制度の改善
構築の提案

ベトナム保健省
（ハノイ市）

所管

連携
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　手術を中心とした急性期医療は術式の複雑化、患者の高齢化のために、
より高度な全身管理を必要とし、特に、循環管理については侵襲性の高
い高額の医療消耗品を必要としている。このため、ベトナムにおいては、
周術期において高度な循環管理が提供されていない状況であった。
　上記の課題に対し、2017 ～ 2019 年度の 3 年間、非侵襲モニタを用
いた循環管理のベトナムへの導入を進めてきた。活動の結果、拠点病院
11 施設で導入・臨床使用されるようになった。
　今年度からは、非侵襲モニタを用いた循環管理を更に普及拡大させる
為、拠点病院の麻酔科医への教育に加え、E-learning を活用した教育シ
ステムの構築を行った。
　また、ベトナムは、呼吸器疾患が死亡要因の上位を占めており、日本
では非侵襲的呼吸管理が第一選択とされるが、ベトナムにおいては未だ
普及が進んでいないという課題に対し、非侵襲人工呼吸器を用いた呼吸
管理の教育・普及を新たなテーマとして取り組んだ。　
　新型コロナ感染症拡大の影響で、両国間の移動が出来なかった為、オ
ンラインでの研修を実施した。
　ベトナム麻酔科学会と協力し、研修生を選定、オンラインによる集合
研修及び E-learning を実施した。
　研修後の実習は、ベトナム麻酔科学会会長が所属する Huu Nghi 
Hospital で実施した。

　7 月～ 9 月はオンライン研修の準備（コンテンツ作成、通信環境のテ
スト、機器の配備等）を行った。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容

1年間の事業内容

4

オンライン研修
準備

オンライン
集合研修実施

(15名）

E-learning受講

臨床実習

　10 月にオンラインで集合研修を実施、講義とハンズオントレーニン
グを実施。前後に確認テストを行い、研修の効果を確認した。
　集合研修後も、講義の復習が出来るよう E-learning を構築した。
　オンライン研修後、臨床使用を開始。非侵襲人工呼吸器に関しては、
院内での使用許可の手続きに時間を要した為、2 月に入ってようやく使
用が開始できた。

5オンライン集合研修（ベトナム側）

ベトナム麻酔科学会会長Dr.Thangによる解説 人工呼吸器ハンズオン

オンライン集合研修（日本側）

　10 月に実施したオンライン集合研修の様子。ベトナム麻酔科学会か
ら選抜された麻酔科医 15 名が参加。ベトナム側・日本側の双方に機器
を準備し、講義とハンズオントレーニングを実施。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値を記載）

オンライン研修
（麻酔科医 6名）

①非侵襲モニタを用いた循環管理
（120症例）
②非侵襲人工呼吸器を用いた呼吸
管理（30症例）

①非侵襲モニタ：販売台数：150台
ガイドライン化
②非侵襲人工呼吸器：
販売台数：5台
基幹病院10施設への導入（3年間）

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

オンライン集合研修
E-learning実施
（麻酔科医 15名）
事前テスト：平均70点
事後テスト：平均92点

①非侵襲モニタを用いた循環管理
（30症例）
循環不全の目標改善率（100％）
②非侵襲人工呼吸器を用いた呼吸
管理

HFNC: 3症例
NPPV: 0症例

①非侵襲モニタ
基幹病院11施設で導入・臨床使用
販売台数：
今年度87台
（累計240台）
②非侵襲人工呼吸器
(HFNC/NPPV)：
試験導入：2台

6

アウトプットについて：
　オンライン研修に切り替えて実施した。

　麻酔科医 15 名が参加。
　前後に実施した確認テストの結果から、理解度の向上が確認できた。
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アウトカムについて：
　教育効果を臨床使用の診療成績をもって評価した。非侵襲モニタの診
断・治療実績は、ほぼ目標を達成している。非侵襲人工呼吸器（HFNC/
NPPV) は、臨床使用の開始手続きに時間を要した為、HFNC 3 症例のみ
となった。HFNC 前後の比較で、酸素化の改善を確認した一方、PaCO2
は改善が図られていないケースもあった。
　本来は、酸素化が安定し、呼吸数も安定するまで HFNC は継続するも
ので、数時間で治療を打ち切ることは本来の使用方法とは異なる。こう
した長期間の全身管理について、より綿密な教育が必要であることが明
らかになった。集合研修だけでなく、毎日の症例検討会、ベッドサイド

でハンズオン研修の検討が必要。

インパクトについて：
非侵襲モニタ：
　今年度 87 台販売、累計での導入台数が 240 台となった。目標の 150
台には届かなかったが、毎年実績を伸ばしている状況。ベトナム全土で
標準的な治療とする為、更なる拡大が必要。
非侵襲人工呼吸器：
　今年度は、Huu Nghi Hospital への 2 台の試験導入のみ。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 非侵襲モニタ購入数：今年度87台（累計240台）、拠点病院11施設で使用

l 非侵襲人工呼吸器（NPPV/HFNC)：拠点病院1施設で試験導入開始

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（15名）

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数（15名）

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

• 非侵襲モニタ：

Ø 受講者の勤務する病院の平均手術件数 年間3万件

Ø 11施設の研修終了：年間約33万件の手術・麻酔数

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

2017～～2019年年度度

• 東邦大学におけるハンズオン実習研修 （麻酔科医 計26名）

• 現地セミナ、ベトナム麻酔科学会学術集会での講演 （計8回）

• 非侵襲モニタ 基幹病院11施設へ導入

2020年年度度

• E-Learningの導入

• オンライン集合研修実施（麻酔科医 15名）

• 非侵襲人工呼吸器 基幹病院1施設で試験導入開始

• 非侵襲モニタ：設置数の増加、及び拠点病院から下位病院への普及浸透
• 非侵襲人工呼吸器(NPPV/HFNC)：臨床使用に関する知識・経験が不足して
いる為、症例検討会、ベッドサイドでのハンズオン研修・臨床指導をオンラ
インでできる体制を整え、使用経験を増やしていく。

• E-learningの受講者を増やし、非侵襲的技術を用いた循環・呼吸管理につ
いて基礎知識の浸透を図る。

8

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

非侵襲モニタを用いた循環管理

Ø拠点病院から地方・下位病院へ教育実施 → 地方・下位病院の機器
設置拡大

Øベトナム麻酔科学会を通じた普及・啓蒙活動の継続 ⇔ 日本からの支
援継続

Ø上記活動を通じてのガイドラインの策定とその運用

非侵襲人工呼吸器（NPPV/HFNC)を用いた呼吸管理
ØHuu Nghi Hospitalを拠点とした臨床実習の実施継続 ⇔ 日本から臨床
指導

Ø拠点病院の医師に有効性を認知してもらう。
Ø拠点病院10施設での導入
Ø上記活動を通じてのガイドラインの策定と標準的な治療としての普及

9

　非侵襲モニタについては、ベトナム麻酔科学会及び拠点病院から地方・
下位病院への教育を行い、地方・下位病院への機器設置拡大につなげる。
教育システムの普及にあたり E-learning を活用していく。
　これらの活動を通じて、非侵襲モニタを用いた循環管理をガイドライ
ン化、ベトナムにおける標準的な治療法として確立させる。
　非侵襲人工呼吸器については、臨床使用の経験が乏しい為、Huu Nghi 
Hospital を拠点に臨床実習を継続し、日本から臨床指導を実施する。
　拠点病院の医師に有効性を認知してもらい、拠点病院への購入につな
げる。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　モンゴル National Center for Maternal and Child Health は、当該国の母子医療の三次医療機関で、小児外科領域の国
の中心的機関である。モンゴル国はそこで小児の肝臓移植を行いたい。
【事業の目的】

　日本の小児肝臓移植の中心である国立成育医療研究センターからの専門家派遣と、モンゴルからの日本への研修受け
入れによって、モンゴルでの小児肝臓移植医療体制を確立する。小児肝臓移植術の確立とそれによる対象患者の QOL
を改善する。
【研修目標】

•	 モンゴル National Center for Maternal and Child Health は、当該国の母子医療の三次医療機関で、小児外科領域の
国の中心的機関である。モンゴル国はそこで小児の肝臓移植を行いたい。

•	 日本の小児肝臓移植の中心である国立成育医療研究センターからの専門家派遣と、モンゴルからの日本への研修受
け入れによって、モンゴルでの小児肝臓移植医療体制を確立する。

•	 小児肝臓移植術の確立とそれによる対象患者の QOL の改善

4.　モンゴル国の小児外科医療領域における人材育成事業

	 	 	 	 国立研究開発法人 国立成育医療研究センター

国立成育医療研究センター
（東京都世田谷区）

National Center for Maternal and
Child Health (NCMCH)
（ウランバートル）

保健省
（ウランバートル）

所管

研修生受入

専門家派遣

制度の改善
構築の提案
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　国立成育医療研究センターでは、「モンゴル国の小児外科医療領域に
おける人材育成」事業に取り組みましたので、報告を申し上げます。
　対象国はモンゴルで、対象医療技術としては、小児肝臓移植術とその
周術期管理、さらには、その領域に従事する医療従事者の人材開発を目
的としました。
　事業の背景としては、モンゴルの小児・周産期医療の最高医療機関で
ある National Center for Maternal and Child Health (NCMCH) とは、当
施設は以前から交流がありますが、この NCMCH が小児の肝臓移植を開
始したいという意向を表明し、その実現に向けて、本事業でこれに取り
組むこととしました。
　国立成育医療研究センターは、我が国における小児肝臓移植の中心的
な存在で、この領域においては豊富な経験を有しています。この領域に
おいて、モンゴル国 NCMCH と連携することにより、モンゴル国でのこ
の医療技術の開始、体制の確立に寄与できるものと考えました。
　本年度の計画です。手術を目的とした専門家のモンゴルへの派遣、ま
た、モンゴル人医師・看護師の日本での研修を計画していましたが、
2020 年度は、コロナ禍で渡航ができない状況となり、ウェブを用いた
遠隔学習を行いました。

　本事業で行ったことは、こちらの事業内容に示す 2 項目です。
1.	 国立成育医療研究センターでは、「小児肝臓移植ハンドブック」を

日本語と英語で作成していますが、これを、モンゴル NCMCH の
スタッフがモンゴル語に翻訳をしました。

2.	 また、小児肝臓移植に必要な事項に関して、遠隔で講義をしまし
た。講義の項目は、次の通りです。「小児肝臓移植の適応」「免疫
抑制薬の使い方」「周術期管理の要点」「周術期看護」「小児肝移
植後の感染症」「小児肝移植後のウイルス感染症」「レシピエント・
コーディネーターの役割」

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

小児肝臓移植ハンドブックのモンゴル
語への翻訳

1年間の事業内容

4

遠隔講義

写真

事業内容がわかりやすく示されている写真を掲載して下さい。

5

遠遠隔隔学学習習：： モモンンゴゴルル側側参参加加者者

　こちらが、遠隔学習の様子です。画面に見えているのが、モンゴル
NCMCH の参加者です。画面左から 2 番目に移っているのが Solongo
先生という方で、この方が日本への留学経験があり、日本語を理解しま
すので、日本からの講義は日本語で行い、それを Solongo 先生がモン
ゴル語に通訳してくれました。この現地語の通訳により、モンゴル側参
加者の理解が深まりました。また、活発な質疑応答ができました。

　こちらがモンゴル語に翻訳されたハンドブックです。右側にそのペー
ジの一つを紹介します。

6

モンゴル語に翻訳された小児肝臓移植ハンドブック

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値を記載）

①本邦研修前に移植ハンドブックで事
前学習
②プリテストとポストテストでの理解度
の比較

①小児肝臓移植手術を4例
②周術期管理（特に循環管理）
③術後看護（ドレーン量の測定と補充）

①現地スタッフによって肝移植が行える
②小児肝臓疾患患者の予後改善
③

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

①移植ハンドブックのモンゴル語への
翻訳
②知識の前後比較は行えなかった
③

①手術器具・薬剤・検査のリストアップ
②モンゴルにない場合は、あるもので
の管理を開始予定
③高度検査においては、モンゴル内他
施設との連携

①移植開始に向けての適応症例の検討
②
③

※指標は前後比較が望ましい

7
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　成果指標をその結果を示します。
　アウトプット指標としては、モンゴル人の日本での研修開始前と研修
終了後にテストにて知識を確認する予定でしたが、ウェブ講義に変更に
なったことにより、この前後比較をすることができませんでした。
アウトカム指標としては、現在、日本での肝臓移植の周術期に使用する
機材、薬剤、検査などをリストアップして、それらがモンゴルで使用可
能かを検討しました。
　一部の薬剤や検査は、モンゴル NCMCH では現時点では使えないこと
がわかり、既存の薬剤での管理法を考え、検査においてはモンゴル国内
の他施設で行えるものに関しては、その施設との連携を考えています。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 小児肝臓移植開始に向けて、準備を行った。

l 具体的な機器導入は行っていない。

l 技術としては、循環管理における動脈ライン挿入の重要性を共有した。また、ドレー
ン量の測定やその補充の重要性に関して、理解を深めた。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 遠隔学習の受講生： 151名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）
l 肝臓移植が順調に行えると、年間5～10症例の患者がこの恩恵にあずかる。

l 肝臓移植の周術期管理は、他の術後管理や集中治療管理に応用ができ、これによって、年間1000人以
上しPICUに入室する小児重症患者の管理の向上が期待できる。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

8　小児肝臓移植を始めるにあたっての準備期間として、知識の共有を行
いました。
　実際にモンゴル国で小児肝臓移植を必要とする患者は、年間数名は存
在すると考えられ、肝臓移植が開始されると、その恩恵にあずかれる患
者が確実に存在します。
　また、周術期に必要な集中治療の技術は、循環管理や水分管理（ドレー
ン補正など）などは、たの外科系疾患の管理に応用できます。すなわち、
肝臓移植に関する集中治療が確立できると、それ以外の外科系疾患、ひ
いては小児の重症内科疾患の管理も向上することが期待できます。

　初年度としては、ハンドブックの翻訳を通した基本概念の理解と、遠
隔学習によって知識の定着を図りました。渡航が開始できるようになれ
ば、双方向の研修を開始したいと考えています。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

初年度
1．ハンドブック翻訳による基礎知識の定着
2．遠隔学習によるさらなる知識の学習

コロナ禍で、日本での研修並びに現地での手術・周術期管理ができなかったが、
これらを渡航可能になり次第開始する。

9

　最後に、小児肝臓移植を開始し、その体制が整備されると、その医療
技術の恩恵にあずかる患者の QOL が劇的に改善することが期待できま
す。その結果として、モンゴル国の医療水準の向上に寄与するものと思
われます。
　さらには、この医療技術に関連する医療機器・医療材料・薬品・検査
などで、まだモンゴルに導入されていないものの導入が検討されます。
それらの機器・材料・医薬品・検査関連の機器や試薬などが導入される
ことによっても、医療水準の向上が期待されます。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

医療技術定着の考え方

研修導入（医師・看護師）→マニュアル・ガイドライン策定→国家政策化→手
術技術・周術期管理・長期管理・必要な検査体制→現地予算での持続的な
研修実施→技能により質の高い医療を受けられる人が増える→対象国の
医療水準の向上に貢献する

持続的な医療機器・医薬品調達の例

現在使用できない抗菌薬や免疫抑制薬などの医薬品の導入・検査体制の
拡充→ロジスティックの整備(サプライチェーン、修理・保守）→現地認証組織
からの認可→調達→現地の資金調達メカニズムの構築（医療保険への収載
など）→持続的な調達→医療技術・医薬品・検査がモンゴル国で使われるよ
うになる→医療水準の向上に貢献する

10

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 ラオスの新生児・乳児死亡率は東南アジアで最も高い。
•	 WHO 支援による早期必須新生児ケア Early Essential Newborn Care（EENC）はラオスでも既に広がっているため、

EENC で予防できる出産時の低酸素血症や感染症は低下しているが、 EENC によって予防できない未熟児や先天性疾
患による死亡率の減少は鈍く、今後効果的な戦略が重要だと考えられる。

•	 先天性疾患の死亡率が高い一因には新生児・乳幼児外科疾患に対する診療体制が整っていないことが考えられる。
•	 ラオスには小児外科専門医がいない。
•	 国連が掲げる Sustainable Development Goals (SDG) の 2030 年までに新生児死亡率 12/1,000 以下という目標達成

のためには、新生児外科疾患の死亡率を下げることも重要。
【事業の目的】

•	 ラオスの新生児・乳児外科疾患の死亡率を低下させ、新生児・乳児死亡率低減に寄与する。 
•	 小児外科卒後研修プログラムを策定し、小児外科専門医有資格者を育成する体制を確立する。 
•	 オンラインにより講義、症例検討、手術指導、画像診断の指導を行い、日本で小児外科診療の実際を研修し、ラオ

ス外科医の小児外科診療能力を高める。
•	 ラオスにおける新生児外科疾患の日本人講師指導の元行われる手術数を増やし、その治療成績を高める。
【研修目標】

•	 小児外科領域の手術映像およびパワーポイント教育用教材を作成する。
•	 小児外科および関連領域に関するオンラインセミナー（９科目 14 単位）を行う。
•	 オンライン症例検討会（４回）：専門医候補者がラオスで行った手術の映像記録を題材として、手術適応・術式決定・

手術手技を中心にした症例検討及び日本の専門医による集団指導を行う。
•	 第 1 回ラオス小児外科国際シンポジウムの開催：
•	 ラオス側のモチベーションの維持のために 2021 年１月に行う。テーマは「ラオスにおける新生児外科の現況と展望」。
•	 受講者および保健省が現況を報告し、それを元にラオス・日本双方から展望についての議論を行う。

5.　ラオスにおける小児外科卒後研修プロジェクト

	 	 	 	 公益社団法人 日本WHO協会

日本 WHO 協会
（大阪府大阪市）

ラオス健康科学大学
ラオス国立小児病院

（ビエンチャン）

保健省
（ビエンチャン）

所管

オンライン
国際シンポジウム

オンライン
セミナー・症例検討会

制度の改善
構築の提案

月山チャイルドケアクリニック ( 和歌山県和歌山市 )
大阪大学医学部・歯学部（大阪府吹田市）

兵庫医科大学医学部（兵庫県西宮市）
大阪母子医療センター（大阪府和泉市）

近畿大学奈良病院

連携
専門家登録
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　2018 年の国連の報告によると、1,000 出生あたりの新生児死亡率 /5
歳未満児の死亡率は、ラオス＝ 22.7/47.3、ミャンマー＝ 23.1/46.2、カ
ンボジア＝ 14.4/28.0、ベトナム＝ 10.7/20.7、タイ＝ 5.0/9.5（日本＝
0.9/2.4）であり、東南アジアではラオスはミャンマーと並んで最も高
いのが現状だ。また、ラオスにおいて５歳未満児死亡における新生児死
亡の割合は、1990 年は 32% であったのが、2018 年には 48% に増加し
ている。WHO 支援による早期必須新生児ケア Early Essential Newborn 
Care（EENC）はラオスでも既に広がっているため、EENC で予防でき
る出産時の低酸素血症や感染症は低下していますが、 EENC によって予
防できない未熟児や先天性疾患による死亡率の減少は鈍く、今後効果的
な戦略が重要だと考えられる。先天性疾患の死亡率が高い一因に小児外
科医療が遅れていることが関わっていると考えられる。国連が掲げる
Sustainable Development Goals (SDG) の 2030 年までに新生児死亡率
12/1,000 以下という目標達成のためには、新生児外科疾患の死亡率を
下げることも重要だ。
　ラオスおよびミャンマー以外の東南アジア諸国には小児外科学会があ
り、種々の程度の小児外科医育成制度が存在する。しかし、ラオスには
小児外科専門医がおらず、小児外科医の質が担保されていない現状もあ
ります。WHO 西太平洋地域事務所（WPRO）の今後の重点項目の一つ
に「Safe and affordable surgery」が挙げられるなど、外科領域の支援
は発展途上国の支援において遅れをとっていた分野だからこそ、本プロ
ジェクトの意義は大きいのではないかと考えている。
　こういった背景より、本事業は、
1.	 ラオスの新生児・乳児外科疾患の死亡率を低下させ、新生児・乳

児死亡率低減に寄与する。
2.	 小児外科卒後研修プログラムを策定し、小児外科専門医有資格者

を育成する体制を確立する。
3.	 オンラインにより講義、症例検討、手術指導、画像診断の指導を

行い、日本で小児外科診療の実際を研修し、ラオス外科医の小児
外科診療能力を高める。

4.	 ラオスにおける新生児外科疾患の日本人講師指導の元行われる手
術数を増やし、その治療成績を高める。

ということを目的としている。
　研修目標としては、
1.	 小児外科領域の手術映像およびパワーポイント教育用教材を作成

する。
2.	 小児外科および関連領域に関するオンラインセミナー（９科目）

を行う。
3.	 オンライン症例検討会（４回）：専門医候補者がラオスで行った手

術の映像記録を題材として、手術適応・術式決定・手術手技を中
心にした症例検討及び日本の専門医による集団指導を行う。

4.	 第 1 回ラオス小児外科国際シンポジウムの開催：ラオス側のモチ
ベーションの維持のために 2021 年１月に行う。テーマは「ラオ
スにおける新生児外科の現況と展望」。受講者および保健省が現況
を報告し、それを元にラオス・日本双方から展望についての議論
を行う。

といったことを目標に掲げた。

　事業としては大きく分けて、A. デジタル教材の作成、B. オンライン
セミナー、C. 症例検討会の実施、D. 国際シンポジウムの開催、E. ラオ
ス小児外科専門医制度設立の支援の 5 つが行われた。
　A. デジタル教材の作成においては、日本の『最新新生児外科学』を英訳・
英文校正を行い、英語版の『最新新生児外科学』を完成させた。

2020年年 5
月月

6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

A.デジタル教材
の作成

最新新生
児外科学
の英文化

デジタル教
材の英文校
正、校正後
の専門家
チェックの実
施

校正後の専
門家チェック
の実施

B.オンラインセミ
ナー

5日間
胸部外科
新生児外
科

5日間
腫瘍外科

5日間
術後栄養管理
泌尿器科

8日間
術後栄養管理
泌尿器科
新生児外科
胸部外科

5日間
術後管理
麻酔科

5日間
放射線科

試験

C.症例検討会 1日間
腫瘍外科

1日間
腸閉塞症例

1日間
泌尿器科症例 1日間

放射線科

D.国際シンポジ
ウム

発表者の選定
内容検討・準備

ラオス国際シ
ンポジウム
1日間

E.ラオス小児外
科専門医制度
設立

ラオス外科学
会役員会議で
同意
保健省が本事
業と通じてラオ
ス専門医制度
を設立するこ
とを承認

カリキュラム最終版
を教育スポーツ相へ
提出（翌年6月頃に
小児外科専門医制
度として承認を得て、
9月より承認された
小児外科専門医プ
ログラム開始）

4

事事業業内内容容

5

小児外科オンラインセミナー

写真左：
第1回オンラインセミナーの様子
中段右の中央がラオス健康科学大学
副部長のAlongkhone教授

写真右：
オンラインセミナーを受けるラオス人医師たち
左からDr.Lyfuxu、Dr.Chaypachanh、Dr.Vongphet

　オンラインセミナーにおいては 9 月から開始され、日本人小児外科医
が各専門分野で代わる代わる 1 日 4 時間× 5 日間を 1 単位をとし、計
14 単位が 3 人の受講生に対して行われた。講義内容は新生児外科、胸
部外科、腫瘍外科、小児泌尿器外科、鏡視下手術、放射線科など小児外
科医として一般的に必要とされる知識はもちろん、麻酔科、術後管理あ
るいは術後栄養管理などの周術期の知識にも及び、周産期医療では日本
を代表する錚々たる医師たちによって行われた。実際に現地に赴いて行
われる技術指導に比べ、現地の医療状況や医療資源の状況などが見えづ
らい中で、ラオスの実情に即したセミナーを行うことは簡単ではなかっ
たが、さすが将来のラオス人小児外科指導者となる医師達の意識は高く、
ラオス人受講生からは積極的に質問があり、セミナーの講師である日本
人医師たちもそれに応える形で、ラオスの医療事情の中でできることは
何か考え助言をしてくださった。今年度は遠隔による支援のみとなった
が、講義の中では活発な意見交換が行われ、ラオスの医療状況を考慮し
ながらの講義となった。
　本年度の全ての講義終了後には試験が行われ、暫定指導医候補者はの
合格基準である 60％を達成することができた。

6

症例検討会

症例検討会の様子
ラオス人医師と日本人講師でラオスの症例について検討が行われた

　計 4 回実施された症例検討会では、ラオス人医師からラオスでの症例
を提示してもらい、日本人の小児外科医・小児泌尿器科医および小児放
射線科医を招いて検討会が実施された。ここでは医療における問題だけ
でなく、ラオスの医療を考える上で避けては通れない社会的な問題まで
明らかとなった。例えば、首都圏から離れた地方で発生した小児外科疾
患、特に新生児外科疾患に対して、小児科医の知識が乏しく、単純レント
ゲン検査や超音波検査ができる施設が少ないために診断が遅れること、
出生前診断が普及していないために出生直後に処置を必要とする疾患で
もすべて出生後の診断となり、搬送中に病状が悪化すること、地方から
の搬送システムが確立されていないために入院までに時間がかかること、
皆保険でないために精査に必要な検査が出来ないことなどがあった。
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　「ラオスにおける新生児外科の現況と展望」と題した第 1 回ラオス
小児外科国際シンポジウムがオンラインにて 2021 年 1 月 26 日に行わ
れた。ラオス側の医師達からはラオスにおける小児外科の現状、実際
の症例を元にした現場での問題点、小児外科専門医制度構築の展望が
発表され、WHO ラオス国事務所からラオスの現状に即した Safe and 
Affordable Surgery について、日本人講師から日本における過去 50 年
の小児外科症例致死率の減少に寄与した因子が発表された。ディスカッ
ションでは、今後ラオスにおける小児外科の発展のためにまずは出来る
事が何か、現行の病院評価のための医療の質基準の策定などが果たす役
割などについて、ラオス側から活発な質問や意見交換がなされた。ラオ
スで唯一の医学部がある健康科学大学の学長や革命後初代保健大臣を務
めたポンメック現医学学会会長も出席され、熱い激励の言葉を頂くなど、
ラオス側の情熱と期待を感じるシンポジウムとなった。

7

第1回 小児外科国際シンポジウム in Lao PDR

第1回小児外科国際シンポジウム in Lao PDRの様子
前列左から3番目がラオス初代保健大臣であり現医学会会長のPonemek氏

　本プロジェクトで築き上げられた日本とラオスの繋がりが、当初計画
していなかった SNS を通じた非公式の症例のコンサルテーションとい
う新たな支援の形を生み出した。ラオス人医師が困難だと感じた症例に
ついて、SNS を通じて相談をもちかけてこられ、日本の医師が助言を行
うといった支援がごく自然に生まれたのだ。例えば、速やかに治療方針
を決定する必要のある腹壁破裂、巨大腹部腫瘍や悪性腫瘍の診断と治療
方針を問い合わせてきたこともあった。このように現在進行形で困った
症例についてビデオなどを駆使して話し合い、術前診断、術式決定ある
いは術後管理などに活かされた。

8

SNSを利用した症例検討・遠隔支援

写真左2枚：ラオスで利便性の高いWhatsappを使用して、症例のコンサルテーションとそれに対する助
言が行われている様子
写真右：コンサルテーション後に無事手術が終了したことを報告してくれたラオス人医師からの写真

今年度の成果指標とその結果
アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値
を記載）

① 9科目14単位分のオンライン講義の講義データ
によるデジタル教材の作成と『最新新生児外
科学』の英訳が実施される

② 14単位分のオンラインセミナーとセミナーに
沿った試験が実施される。

③ 症例検討会が4回実施される。
④ ラオス小児外科国際シンポジムが開催される。

⑤ ラオスにおける小児外科手術の実施状況につ
いて把握、分析が行われる

① 9科目14単位分のオンライン講義のデジタ
ル教材の制作と『最新新生児外科学』の
英訳が完成する。

② 試験にて6割以上の正答を得て講義内容
が定着したと評価。

③ ④小児外科専門医候補者が症例検討会
および国際シンポジムで発表することに
よって、研究発表の能力が向上する。

⑤ ラオスにおける小児外科専門医制度構築
にあたり、ラオス特有の小児外科周術期
の課題や強化すべき手術が同定される

A) ラオスで小児外科専門医制度が構築、自国
で小児外科専門医が輩出される。

B) ラオスにおける小児外科疾患の新生児手術
成績および術後が管理の向上する。

C) 本研修により、従来、手術成績が極めて不良
であった症例（これまで手術対象として扱わ
れなかった食道閉鎖症、横隔膜ヘルニアな
ど）の治療成績が改善する。

D) ラオスにおける新生児死亡率が減少する。

実施後の結果
（具体的な数値
を記載）

① ・『最新新生児外科学（各論）』の英語訳が完
成した
・9科目14単位分の講義スライドと講義録画
データが揃った

② ・オンラインセミナー受講者：ラオス人医師3名
出席率：86％
・オンラインセミナーに沿った試験が実施され
た

③ 計4回の症例検討会が実施された
④ 小児外科国際シンポジウムがラオスにて実施
された

⑤ ラオスの小児外科手術の現状について把握、
分析が実施された

① 9科目14単位分のオンライン講義のデジタ
ル教材の作成と『最新新生児外科学（各
論）』の英訳が完成した。

② 暫定指導医候補者の試験正答率は65％
であり、セミナーでの知識が定着したと評
価する。

③ ④暫定指導者候補がシンポジウムと症例
検討会にて症例の発表を5回実施。講師
により症例発表への指導も行われた。

⑤ ・治療成績不良の原因を知る必要がある。
・地方の病院に質の担保された小児外科医が
配置される必要がある。

・本事業で育成された小児外科専門医が地方
病院の医療スタッフへ教育を行い、早期診断、
術前・術後管理に貢献できるように支援する必
要がある。

A) 小児外科専門医有資格者を育成する体制が
完成された。9月よりラオスで正式に小児外
科専門医プログラムが開始予定。この支援
が継続されることで自国での質の担保された
小児外科医の輩出ができるようになると期待
される。

B) 研修の結果、今後の手術成績および術後管
理の向上が期待できる。

C) 基本的な知識の向上が率先課題。ただし、自
然発生的に行われたSNSによるリモートコン
サルテーションにおいて少数ながら最良の治
療ができた症例が存在した。今後これを制度
化することによって、困難症例においても救
命症例が増えることが期待できる。

D) (1)(2)(3)の結果、ラオスにおける新生児死亡
率が減少することが期待できる。
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アウトプット指標：
①	 9 科目 14 単位のオンライン講義に用いられた講義資料や録画デー

タなどが揃えられ、また、『最新新生児外科学』の英訳が行われた。
②	 14 単位分のオンラインセミナーが実施され、全ての講義終了後に

試験を実施。6 割を合格基準とし、暫定指導医候補者は 65％の正
答を得ることができた。

③	 計 4 回の症例検討会がラオス人医師と日本人講師によって実施さ
れた。

④	 第 1 回ラオス小児外科国際シンポジウムがラオスにて開催。日本
は ZOOM にてオンライン参加した。

⑤	 国立小児病院において 2016 年 1 月 2017 年 12 月に実施された新

生児外科手術症例のうち、腸閉塞および腹壁破裂に関するデータ
をもとに、ラオスの小児外科手術の現状について把握、分析が実
施された。

アウトカム指標：
①	 9 科目 14 単位の講義データが揃い、今後のラオスでの専門医制度

で暫定指導医が専門医候補者へ指導をするにあたってに活かされ
る形となった。また、『最新新生児外科学』の英訳が完成した。

②	 暫定指導医候補者への試験で正答率 65％を得ることができ、オン
ラインセミナーによる小児外科に関する知識の定着がされたと評
価する。
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③④ 暫定指導医候補者が国際シンポジウムと症例検討会にて計 5 回
の章れ発表を実施。講師により指導も行われ、発表能力の向上に
繋がったと評価する。

⑤	 ・新生児外科症例の治療成績の向上を図るためには、出生地、搬
送法、入院日齢、死因を詳細に解析することによって、治療成績
不良の原因を知る必要がある。すなわち、単に新生児外科に対す
る知識・手術技能、術前・術後管理に関する問題に限らず、新生
児外科症例が国立小児病院等、新生児外科医が勤務していて、医
療機器が揃った病院に届かない社会的な要因を明らかにする必要
がある。

・地方の病院に質の担保された小児外科医が配置され、新生児外
科疾患が早期診断・治療され、新生児外科疾患の治療成績の向上
に寄与する必要がある。

・同時に、本事業の支援によって構築された小児外科専門医制度
によって育成された小児外科専門医が地方病院の医療スタッフへ
新生児外科疾患に関する教育を行い、早期診断、術前・術後管理
に貢献できるように支援する必要がある。

インパクト指標：
A)	 暫定指導医候補者への講義や指導を行い、小児外科専門医有資格

者を育成する体制が確立された。また、2021 年 9 月よりラオス
で正式に小児外科専門医制度プログラムが開始予定。この専門医
制度では本事業において養成された暫定指導医が専門医候補者へ
の育成にあたる予定。この支援が継続されることでラオスが自国
で質の担保された小児外科医の輩出を継続して行うことができる
ようになると期待される。

B)	 オンラインセミナーにより知識が定着されたこと、また症例検討
会にて実際の症例について日本人講師から指導を受けたことで今
後の手術成績および術後管理の向上が期待できる。また、①の専
門医制度の支援を継続して行うことで、質の担保された小児外科
医の増加が術後管理の向上に寄与すると期待される。しかし試験
の結果や症例検討会を通して最新の術式や術後管理における知識
が十分とはまだ言えないことがわかり、治療成績向上のために新
しい術式の習得や術後管理能力の向上が今後の課題となった。

C)	 オンラインセミナーや症例検討会を通して、基本的な小児外科知
識の習得に努められたが、基本的な知識の向上が率先の課題であ
ることが明確となった。ただし、自然発生的に行われた SNS によ
るリモートコンサルテーションによってリアルタイムで答えたこ
とにより、少数ながら最良の治療ができた症例が存在した今後リ
モートコンサルテーションを制度化することによって困難症例に
おいても救命症例が増えることが期待される。

D)	 A)B)C) の継続支援の結果、ラオスにおける新生児死亡率の低下に
寄与することが期待される。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

●事事業業でで紹紹介介・・導導入入しし、、国国家家計計画画／／ガガイイドドラライインンにに採採択択さされれたた医医療療技技術術のの数数

・2020年9月、ラオス外科学会役員会議で小児外科医専門医制度について同意を得た。

保健省が本事業と通じてラオス専門医制度を設立することを承認。同年12月にカリキュラム最終版
を教育スポーツ相へ提出。

●事事業業でで紹紹介介・・導導入入しし、、相相手手国国のの調調達達ににつつななががっったた医医療療機機器器のの数数

・・世界的にその性能が評価されていて、且つ日本人講師が使い慣れているので指導に最適である
日本製の超音波装置、腹腔鏡手術装置を一台以上現地で購入することを検討中。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

●事事業業でで育育成成ししたた保保健健医医療療従従事事者者（（延延べべ数数））

・・オンラインセミナーと症例検討会の受講生 3名（Observer含むと1５名以上）

●●期期待待さされれるる事事業業のの裨裨益益人人口口（（延延べべ数数））

・１年間にラオス国立小児病院で手術を受ける乳児・新生児数（年間６０例以上）とその家族

⇒計２００人以上（概算）

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト
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医療技術・機器の国際展開における事業インパクト
●事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術
の数
•	 2020 年 9 月、ラオス外科学会役員会議で小児外科医専門医制度

について同意を得た。保健省が本事業と通じてラオス専門医制度
を設立することを承認。同年 12 月にカリキュラム最終版を教育
スポーツ相へ提出。2021 年 6 月頃に小児外科専門医制度として承
認を得て、9 月より承認された小児外科専門医プログラム開始予
定となっている。

●事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数
•	 世界的にその性能が評価されていて、且つ日本人講師が使い慣れ

ているので指導に最適である日本製の超音波装置、腹腔鏡手術装
置を一台以上現地で購入することを検討中。

健康向上における事業インパクト
●事業で育成した保健医療従事者（延べ数）
•	 オンラインセミナーと症例検討会の受講生 3 名（正式な受講生だ

けでなく、Observer を含むと 15 名以上が講義を受講した）
●期待される事業の裨益人口（延べ数）
•	 性格な数値に関しては不明確だが、少なくともラオス国立小児病

院においては年間で 60 以上の乳児・新生児への手術が実施され
ている。裨益人口は患児だけでなく患児を救命できるたことによ
る家族も含まれると考えられるため、このことを考えると本年度
だけでも 200 人以上の人口が裨益を受けることができたと考えら
れる。

　今年度は主に小児外科専門医制度にて専門医候補者を育成するための
体制づくりがほぼ確立された。しかし、専門医制度が開始されるのは
2021 年 9 月以降の予定であり、ラオスにおける新生児・乳児の死亡率
の低下のために質の担保された小児外科医を養成するため、暫定指導医
への養成と、専門医制度確立の支援の継続が今後の課題となった。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

① 「新生児・乳児死亡率全体の低下に寄与する」とする上位目標に関しては、大きな変化は認め
なかったが、Whatsappを用いたreal timeでの症例のremote consultationに対して、real timeで
診断、治療法を指導する体制が出来たことによって、少数例であったが救命できた症例を認
めた。

② 「小児外科専門医有資格者を育成する体制を確立する」とする3年間の目標に対して、1年間
の目標はほぼ達成できた。2年目はラオス健康科学大学が行う卒後研究フェローシッププログ
ラムを全面的に支援ができる見通しとなった。

③ オンラインによる講義、症例検討は目標をほぼ達成することが出来た。手術指導は動画を用
いて行ったが、目標が達成できたとは言えない。画像診断法の指導は、オンラインによる静止
画像の読影法に留まり、超音波装置を活用した診断法指導は出来なかった。1年目が終了し
た時点では目標は達成できていない。
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① 本事業の終了時までにラオスにおける新生児外科疾患の手術数を増やし、また知識や技術の習得
を支援し、その治療成績を高める。これによりラオスの新生児・乳児外科疾患の死亡率を低下させ、
ひいては新生児・乳児死亡率を低下させること。

② 小児外科卒後研修プログラムを具体化・ラオス側と同定し、小児外科専門医有資格者を育成する体
制を確立し、事業終了後もラオスが自国で継続して小児外科専門医を輩出できるよう専門医制度の
支援を行っていくこと。

今今後後のの事事業業計計画画

① オンラインにより講義、多職種での症例検討会の開
催、オンラインによる手術指導・画像診断指導を行
い、治療成績向上に必要な知識を習得する。

② 日本小児外科学会の専門医取得に準じた100例の
手術経験の支援をオンラインで行う。

③ リアルタイムでのリモートコンサルテーションを公式
化して行い、困難症例の救命率の上昇を目指す。

④ 可能であれば本邦研修を実施し、ラオスの小児外
科診療能力を高める

⑤ 術後管理におけるデータ収集・分析を行い、術後管
理能力の向上をはかり治療成績向上をはかる。

⑥ 小児外科卒後研修プログラムにおける専門医資格
のためのminimal requirementを作成し、ラオス側と
同定する。

⑦ 2021年9月に開始するラオス健康科学大学の小児
外科卒後研修フェローシッププログラムを支援する。

12

　今後の事業計画については、以下の通りである。
①	 ・オンラインにより講義を行う。研修科目は新生児外科、小児腹

部・胸部外科、内視鏡外科、腫瘍外科、泌尿器科、形成外科（口
唇口蓋裂に特化）、術後管理（集中治療、栄養管理を含む）、麻
酔科、放射線科である。

・多職種での症例検討会の開催（ラオスの医師、看護師、放射線
科医、日本人講師など多職種を交えた症例検討会を実施しチー
ム医療の体制づくりや治療成績向上のために必要な術後管理に
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ついても検討を行う。症例検討会についてはケースレポート
シートを作成し、シートに症例検討会の内容をまとめる。また、
死亡症例についても振り返る Mortality　Conference も多職種
で効果的に実施できるよう、Mortarity　Conference Sheet を作
成し、カンファレンス内容をまとめる。

・  オンラインによる手術指導・画像診断指導を行い、治療成績向
上に必要な知識を習得する。

②	 日本小児外科学会の専門医取得に準じた 100 例の手術経験の支援
をオンラインで行う。手術指導では、ラオス人医師に実際のラオ
スでの手術を録画してもらい、それを使用してセミナーを行い日
本人講師に手術手技等に対する指導を行う。

③	 リアルタイムでのリモートコンサルテーションを公式化して行
い、困難症例の救命率の上昇を目指す。公式化のためにコンサル
テーションシートを作成し、スムーズなコンサルテーションやコ
ンサルテーションのトレーニングを行う。

④	 可能であれば本邦研修にてラオスの小児外科診療能力を高める。
⑤	 術後管理におけるデータ収集・分析を行い、術後管理能力の向上

をはかり治療成績向上をはかる。
⑥	 小 児 外 科 卒 後 研 修 プ ロ グ ラ ム に お け る 専 門 医 資 格 の た め の

minimal requirement を作成し、ラオス側と同定する。
⑦	 2021 年 9 月に開始するラオス健康科学大学の小児外科卒後研修

フェローシッププログラムを支援する。
　日本の専門医制度を踏まえて構築されるラオスの小児外科医専門医制
度だが、単なる日本のコピーアンドペーストではなく、ラオスの実情を
反映したものとなり、ラオスで継続且つ、今後近い未来でラオス独自の
ものに進化していってもらえることを祈りながら支援を行っていきたい
と考えている。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ミャンマーの死因のうち、がんが占める割合、中でも消化器がんによる死亡は増加している。ミャンマーでは、専門
医の育成、内視鏡検査及び腹腔鏡手術の確立と普及が望まれており、また、クリニカルパスを含めた周術期管理、医師
や看護師が連携するチーム医療の整備も課題となっている。当社は昨年度より神奈川県立がんセンター、医療法人石井
会と共に、ミャンマーでの医療技術普及に関する研修への継続的なサポート要請を受けた。
【事業の目的】

　当社はミャンマーを含む ASEAN 地域において外科ビジネスに本格参入を予定しており、このためには内視鏡検査、
腹腔鏡手術、周術期管理を含めたチーム医療が現地に定着することが重要である。今回連携機関と協働して、ミャンマー
での消化器がんに対する治療体制の普及と整備、国内の消化器がんでの死亡率低下を目指す。
【研修目標】

•	 消化器内視鏡を用いて病変を診断するための最新の技術を理解する。
•	 腹腔鏡手術を安全かつ低侵襲に行い術後機能を温存することができる。
•	 周術期管理に関する腫瘍外科チームを作り的確な医療を提供する。

6.　ミャンマーにおける消化器がんの腫瘍外科チーム
　　育成事業
	 	 	 	 富士フイルム株式会社

富士フイルム株式会社
（東京都港区）

新ヤンゴン総合病院
（ヤンゴン）

保健省（ネピドー）
国内の医科大学

所管

研修機会提供
医療機器 技術提供

研修生受入

内視鏡、腹腔鏡を用いた
研修機会の提供

ガイドライン等の提言

医療法人石井会
（群馬県伊勢崎市）

連携

神奈川県立がんセンター
（神奈川県横浜市）

連携

専門家派遣
技術提供

技術の
伝播・普及
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　富士フイルム株式会社です。今回ミャンマーにおいて消化器がんの腫
瘍外科チーム育成事業を実施致しましたので御報告致します。
　本事業の背景として、ミャンマーでは近年消化器がんによる死亡が増
加傾向にあります。一方で、内視鏡検査及び腹腔鏡手術の専門医は大変
不足しております。また、このような専門性の高い医療を提供するにあ
たり看護師などコメディカルと連携する周術期のチーム医療の整備も遅
れています。そのような中で、当社は昨年度よりミャンマーでの医療技
術普及に関する研修への継続的なサポートの要請を受けております。
　今回当社は、協力機関の神奈川県立がんセンター、医療法人石井会と
ともに、ミャンマーでの内視鏡検査、腹腔鏡手術、周術期管理を含めた
チーム医療の定着のための腫瘍外科チーム育成事業を行うことで、当社
の内視鏡機器、腹腔鏡機器のミャンマーでの普及率を増加させ、国内の
消化器がんでの死亡率を低下させることを目的としました。
　本事業の実施体制ですが、当社はミャンマー・シンガポール法人と連
携し、内視鏡、腹腔鏡システムの機器提供を中心とした全体管理を行い
ました。専門家派遣、研修生受け入れなどの技術移転は神奈川県立がん
センターに依頼し、現地や日本での研修の企画運営は、医療法人石井会
と協力をして取り組みました。
　この実施体制でミャンマーヤンゴン市にある新ヤンゴン総合病院

（NYGH）で研修を行いました。昨年度まで実施した内視鏡診断、腹腔
鏡手術の基本的な知識と技術に加え、今年度は、最新の技術を搭載した
当社の内視鏡で病変を診断し、また腹腔鏡システムを用いて安全に術後
機能を温存できる手技を、理解習得することを目標としました。さらに
腫瘍外科チームを作り、新しい治療を受けた患者さまの周術期に、的確
なチーム医療を提供することも目標に加えました。
　本事業の実施体制ですが、当社はミャンマー・シンガポール法人と連
携し、内視鏡、腹腔鏡システムの機器提供を中心とした全体管理を行い
ました。専門家派遣、研修生受け入れなどの技術移転は神奈川県立がん
センターに依頼し、現地や日本での研修の企画運営は、医療法人石井会
と協力をして取り組みました。

　1 年間の事業内容です。当初は 7 月にミャンマーでキックオフミーティ
ングを実施後、ハンズオントレーニング、日本での受入研修、タイでご
遺体を用いた研修を予定しておりましたが、新型コロナウイルス感染症
の影響で渡航は不可能となり、8 月に ZOOM を活用してキックオフミー
ティングを実施しました。9 月にはオンライン用の機材を発注し、その
後計 3 回のオンラインワークショップを実施しました。10 月、11 月に
は現地とオンラインでハイブリッド開催となった学会に双方より参加し
ました。また、ミャンマー現地での研修機会を増すために、当社の現地
法人と医療法人石井会を中心に、NYGH にビデオトレーニングや手術を
撮影するための IT インフラの導入、手技獲得のための研修用模型の設
置、現地でのイベント企画、手術や研修のサポート等を行いました。

Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb

★

キックオフ
ミーティング

★

ハンズオン
トレーニング

★

受⼊研修

★

ハンズオン
トレーニング

★

ハンズオン
トレーニング

Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb

★

キックオフ
ミーティング

●

オンライン⽤
機材発注

★

オンライン
ワークショップ

●

学会参加

★●

オンライン
ワークショップ

学会参加

●

現地学会等へ
の機材サポート

★

オンライン
ワークショップ

（変更前）

（変更後）

1年間の事業内容

★★：：講講演演等等研研修修イイベベンントト ●●：：そそのの他他イイベベンントト

　2020 年 8 月のオンラインでのキックオフミーティングの様子です。
NYGH からは Aye Mon 教授、Myo 教授を始め、現地での中心メンバー
の Tun 先生 Kyaw 先生にも参加頂き、今後の事業方針、特に新型コロ
ナウイルス感染症に伴うスケジュール変更の可能性について、複数のプ
ランを提示し協議を行いました。その時点では、新型コロナウイルス感
染症でスケジュールが不透明ながらも、ヤンゴンでの研修・日本での受
入研修に関しては可能な限り実施する意向が示され、内視鏡治療や手術
手技等の具体的な研修内容の提案がなされました。

2020年年8月月オオンンラライインンキキッッククオオフフミミーーテティィンンググ

複複数数ののススケケジジュューールル案案をを協協議議

　しかしながら、渡航を伴う研修は新型コロナウイルス感染症のため中
止となり、計 3 回のオンラインワークショップが開催されました。

今今年年度度事事業業ででののオオンンラライインンワワーーククシショョッッププ

　2020 年 10 月の 1 回目のオンラインワークショップの様子です。総勢
で約 40 名の参加がありました。ミャンマーからの医師、看護師は 15 名
の参加がありました。神奈川県立がんセンターの佐藤医師は、腹腔鏡手
術での機能温存手技や安全で手術時間が短縮できる連携手技、器械を用
いた吻合などの講義を行いました。また同センターの外科看護師チーム
3 名は、ミャンマーでのチーム医療導入に必要なクリニカルパスや、早
期離床、早期退院など術後チーム看護について動画を用いて講演を行い
ました。ミャンマー医師、看護師から多くの質問がある活発な質疑応答
の場となりました。富士フイルムからは、新型コロナウイルス感染症の
最新状況に基づいた、スケジュール変更や研修内容などを説明しました。

2020年年10月月第第1回回 オオンンラライインンワワーーククシショョッッププ

日日本本側側のの様様子子

神奈川県立がんセンター看護師
チームによるチーム医療の講演

神奈川県立がんセンター佐藤医師
による腹腔鏡手術の講演

ミミャャンンママーー側側のの様様子子
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2020年年11月月 JDDW 2020 KOBE
2020年年12月月 The 75th General Meeting of the JSGS

JDDW2020 Homepageより

・日本とミャンマー双方より
オンラインを用いて学会に参加

・インターナショナルセッションを
同時に共有しSNSで意見交換

The 75th General Meeting of the JSGS Homepageより

　2020 年 11 月、12 月には、新型コロナウイルス感染症のため、現地
開催と並行してオンラインでも聴講可能となったハイブリット形式の
学会を活用しました。JDDW　2020 KOBE と The 75th General Meeting 
of the JSGS では、日本側、ミャンマー側双方より、粘膜切除術（EMR）
や粘膜下層剥離術（ESD）といった内視鏡治療、食道癌、胃癌、直腸癌
に対する腹腔鏡手術、医療安全と多職種連携を重視したチーム医療につ
いて、計 8 つのインターナショナルセッションを共有し聴講すること
で理解を深めました。

　2020 年 12 月の第 2 回となるオンラインワークショップの様子です。
ミャンマーからは約 20 名の医師、スタッフが参加し、国立病院機構函
館病院の津田先生が、当社の内視鏡を用いた拡大観察や、当社の BLI/LCI
といった画像強調技術を用いた診断法の講演を行いました。さらに神奈
川県立がんセンターの井口先生は、先日の学会で共有した腹腔鏡手術の
リンパ節郭清手技や吻合法などについて、これら手技のミャンマーでの
臨床応用について現地医師とディスカッションをしました。質疑応答の
時間では、ミャンマー人医師からの質問が集中し盛況な会となりました。

2020年年12月月第第2回回 オオンンラライインンワワーーククシショョッッププ

日日本本側側ととミミャャンンママーー側側でで

ススラライイドドをを大大型型ススククリリーーンンでで共共有有

国立病院機構函館病院
津田医師による
当社の BLI/LCI技術を用いた
内視鏡診断の講演

神奈川県立がんセンター井口医師
による上部消化管手術の講演

日日本本 ミミャャンンママーー

　新型コロナウイルス感染症で渡航が不可となったため、オンラインイ
ベント関連のために設けられた備品費を活用し、当社の現地法人と医療
法人石井会を中心に、ミャンマー現地で内視鏡及び腹腔鏡手術の手技向
上のためのワークショップや研修、手術のサポートを行いました。腹腔
鏡手術研修用の骨盤モデルは、第 1 回のワークショップで講演があっ

2021年年1月月現現地地ワワーーククシショョッッププ研研修修手手術術へへののササポポーートト活活動動

NYGHで行われた現地医師による
腹腔鏡手術をサポート

現地NYGHで開催された
Myanmar Surgical
Society Workshop

本事業で共有した
腸管吻合手技が紹介

腹腔鏡手術
研修用の
骨盤モデル

た腹腔鏡手術の中で、もっとも修練が必要な中枢血管切離をシュミレー
ションをすることができました。本事業のワークショップや 11 月と 12
月に日本とミャンマーよりオンラインで参加した学会で共有した手術手
技は、現地で開催され Myanmar Surgical Society Workshop で用いられ
ました。さらに NYGH で現地医師にて施行された腹腔鏡手術をサポー
トし、本事業で導入した IT インフラを用いて記録した手術動画は、第
3 回のワークショップでビデオクリニックの素材として用いました。

　2021 年 2 月に開催した 3 回目のオンラインワークショップです。新
型コロナウイルス感染症、2 月 1 日に起きたミャンマー政変のため、本
ワークショップは個人個人でのオンライン参加、さらにクラウド上にプ
レゼンテーションを保存しオンデマンドで参加できる形式で開催しまし
た。神奈川県立がんセンターの佐藤医師より、ミャンマーで施行された
手術ビデオを評価し、日本で施行された同じ術式同じ手術と比較検討す
るビデオクリニックを実施しました。手術をより安全にスムーズに施行
し、かつ術後の機能を温存するための要点にについて指導しました。ま
た看護師チームは、第 1 回の術後のチーム看護につづき、今回は術前
のチーム看護について動画を用いて講演を行いました。後日、電子メー
ルにてワークショップでの質問や問題点について議論しました。

2021年年2月月第第3回回 オオンンラライインンワワーーククシショョッッププ

神奈川県立がんセンター佐藤医師によるビデオクリニック
→ 腹腔鏡手術の同じ術式の同じ場面を比較検討

ミミャャンンママーーででのの手手術術ビビデデオオ 日日本本ででのの手手術術ビビデデオオ

神奈川県立がんセンター看護師
チームによる術前看護の講演

個人個人による
オンライン参加

　3 回目のオンラインワークショップの終了時には、本事業の関連機関
が今後も引き続き連携しこの活動を継続していくための協力覚書が締結
されました。

2021年年2月月 協力覚書の締結
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　本事業における成果指標とその結果です。当初本邦研修参加者に設定
したアウトプット指標、アウトカム指標は、新型コロナウイルス感染症
にて研修を実施できなかったため未評価です。現地研修の対象者に設定
した指標を提示しました。今年度から開始されたチーム医療は、目標
の 80% 以上の参加者での理解が確認できました。昨年度から内容を発
展させた内視鏡研修、腹腔鏡手術研修においては参加者全員が理解する
ことができ、プレ・ポストテストで平均で約 30% の向上を認めました。
アウトカム指標としては、本事業で得た知識を用いて NYGH でチーム
医療、内視鏡検査、腹腔鏡手術が実施され、新しい内視鏡医、腹腔鏡医

この1年間の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画

（具体的な数
値を記載）

①クリニカルパスと周術期の

チーム医療について参加者の
80%が理解

②BLI/LCIを用いた内視鏡診断、
内視鏡治療について参加者の
80％が理解

③腹腔鏡手術の機能温存、連
携手技、専門器械を用いた手技
について80％が理解

①腫瘍外科チームで現地患者5名の
周術期管理を経験

②当社のBLI/LCI技術を用いた内視
鏡検査20例

③当社の腹腔鏡にて手術5例を実施

④新規内視鏡医2名、新規腹腔鏡医
を1名輩出

①当社の内視鏡機器、腹腔鏡機器のミャン
マー国内での販売数の増加

②ミャンマーでの内視鏡検査数の増加と、腹
腔鏡手術数の増加。手術の質の向上と術後
在院日数の短縮

③国際学会でのワークショップ開催、ミャン
マーでのがん対策計画への参加、治療ガイド
ラインへの導入

実施後の結果

（具体的な数
値を記載）

①ワークショップ後のテストで
84.3％の参加者が理解していた

②ワークショップ後のテストで
100％の参加者が理解していた

③ワークショップ後のテストで
100％の参加者が理解していた

プレ・ポストテストにて平均
30.9％の点数向上を認めた

①本研修で得たチーム医療の知識
を用いて周術期管理を5例実施

②本研修で得たBLI/LCI技術や内視
鏡手技の知識を用いて内視鏡検査
を10例実施

③本研修で得た腹腔鏡手術の知識
や手技を用いて手術を3例実施

④新規内視鏡医1名、新規腹腔鏡医
を2名輩出

①内視鏡機器は当初の想定ほど販売は伸び

ておらず、腹腔鏡機器の認可と販売には至ら
なかったが、本事業を通じた有用性訴求がで
きており、来年度以降の拡大が期待される

②内視鏡検査数および手術数は増加し質の

向上を認めた。在院日数短縮までには至って
いないが、今後の改善が期待できる

③学会ワークショップにて本事業で紹介した
技術が用いられ各課題に貢献できた

が輩出されました。
　インパクト指標についてですが、本事業で当社の同国における内視鏡
機器販売は長期におよぶロックダウンの影響もあり、当初の想定程は伸
びず、また、腹腔鏡機器については、ミャンマーでの認可と販売には至
りませんでした。しかしながら、本事業で紹介した技術がミャンマー国
内の学会ワークショップで用いられるなど、本事業での当社の幅広い活
動は消化器がんの治療成績の改善と向上に貢献したと考えており、来年
度以降の拡大が期待されます。

相手国への事業インパクト：
　今年度の相手国への事業インパクトですが、本事業での医療技術は、
ミャンマーでのがん対策計画やガイドラインの採択までは至っておりま
せん。ただ、ミャンマー国内に多くの関連病院を持つヤンゴン第一医科
大学での評価は高く、国内のワークショップなどでも紹介され、今後は
幅広く普及することが期待できます。ミャンマーでの当社の医療機器の
評価は高く、腹腔鏡機器は、来年度の認可を待って販売が開始される予
定です。多くの施設での導入が期待されます。

健康向上におけるインパクト：
　健康向上におけるインパクトですが、今年度の事業では NYGH を中
心に、医師、看護師等の保健医療従事者約 40 名に対して研修を行いま
した。新型コロナウイルス感染症のため研修内容が変更になり、育成し
た医療従事者は、当初の予定よりも少なくなりました。しかしながら、

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 本事業で紹介し導入した内視鏡および腹腔鏡手術の手技や、チーム医療への考え方は、ミャンマーで
のがん対策計画やガイドラインでの採択には至っていない。しかし、当社のBLI/LCIの画像強調技術、
高解像度腹腔鏡を用いてがんを切除し適切に再建するための手技、早期離床や在院日数を短縮できる
チーム医療の知識は、国内で開催されたワークショップや現地での研修で採用されはじめ、徐々に浸透
してきている。ミャンマー各地域の主幹病院を関連病院として有するヤンゴン第一医科大学からの評価
も高い。これら技術は、今後作成されるガイドラインを含めミャンマー国内での幅広い普及が期待できる。

l 本事業で紹介した当社の腹腔鏡機器については来年度以降の認可見込みで、今年度は購入までに
至っていない。ただ、ミャンマー国内での当社機器への評価、期待度は非常に高く、今後は販売数の増
加が見込まれる。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

14

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）：40名

日本で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 ：0名

相手国で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 ：20名

遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 ：20名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

内視鏡検査 診断能の向上 → 1年間に内視鏡検査を受ける患者数 約600名

腹腔鏡手術 術後成績改善 → 1年間に腹腔鏡手術を受ける患者数 約200名

周術期チーム医療 在院日数短縮 → 1年間に腹腔鏡手術を受ける患者数 約200名

これらの医療従事者を通じて、NYGH などミャンマー国内で医療を受け
る年間 1000 名程度の患者さまの裨益に繋がると考えております。

　昨年度から始まった本事業は、今年度はこれまでの内容を発展させ、
内視鏡、腹腔鏡手術についてさらに専門性の高い知識と技術を導入する
ことができました。さらに今年度は、周術期に適切な医療を提供するた
めのチーム医療について、現地の看護師などコメディカルを対象に新し
い研修を開始しました。これらの内容は、現地で開催された学会のワー
クショップで紹介され、今後の当社医療機器の販売促進に繋がると考え
ています。これらの活動は NYGH、ヤンゴン第一医科大学に高く評価さ
れ、今後研修を継続していくための協力覚書が締結されました。
　今年度の事業では、知識や手技の理解はオンラインワークショップで
得られたものの、新型コロナウイルス感染症の影響で渡航を伴う実技実
習は中止となり、十分な実践的な手技の習得までには至りませんでした。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

15

2019年度
・ ミャンマー側は日本式医療を経験し、また、当社はミャンマー国内の医療の現状を理解し
把握できた。双方間に信頼と協力関係を構築することができた。

・ 内視鏡診断、腹腔鏡手術の基本的な知識と技術を理解し習得することができた。
・ 当社の内視鏡機器の購入があり、腹腔鏡機器については、ミャンマー国内で初めて
当社の機器を用いたワークショップを開催できた。

2020年度
・ 昨年度の基本的な知識を深めることができた。さらにBLI/LCIといった内視鏡診断の最新の知識、
機能温存や手術時間短縮へ必要な腹腔鏡手術のアドバンス技術を理解することができた。

・ 今年度は、これらの新しい治療を受けた患者さまに、的確な医療を提供するチーム医療についての
新しい研修を開始し、早期回復のための周術期管理を理解することができた。

・ 本研修で用いた、これらの知識や技術が国内学会のワークショップで紹介された。
・ 本事業の当社活動は現地で高く評価され、今後の研修における協力覚書を締結した。

・ 昨年度の内容を発展させた知識は技術は、ミャンマーの研修生に理解され深く浸透したが、
新型コロナウイルス感染症の影響で、本事業で実施予定であった実技実習はできなかった。
そのため、これらの知識と技術の十分な手技習得までには至らなかった。

・ これから渡航困難な状況が継続した場合でも、新しい手技が習得できるようなオンラインを
活用した新しい研修体制の構築が望まれる。

・ 内視鏡治療、腹腔鏡手術の研修機会を確保、継続的な人材育成、現地スタッフが自立的に治療を
提供できる環境整備が今後の課題である。がん対策計画や治療ガイドライン作成への参画も目指す。
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これからは、このような渡航困難な状況でも研修が継続できる実施体制
を構築することも大切だと考えてます。今後は、現地で継続的な人材育
成を行うためにも、内視鏡治療、腹腔鏡手術の研修機会を確保し、自立
的に治療を提供できる環境整備が課題と考えています。また同時に、ミャ
ンマー国内でのがん対策計画やガイドライン作成にも継続的かつ積極的
に参画していきたいと考えます。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

医療技術定着の考え方

→ 本事業での技術研修拡大

→ 現地での研修機会の確保と人材育成

→ ヤンゴン第一医科大学を中心とした関連病院への伝播

→ ミャンマーでの学会やワークショップを通じた技術の普及

→ ミャンマーでのがん対策計画、治療ガイドラインへの策定

→ 現地のスタッフと医療資材で、適切な医療を国民に提供

→ ミャンマーでの消化器がんの医療水準の改善に貢献

持続的な医療機器・医薬品調達

→ 本事業で当社の医療機器の性能とミャンマーでの有用性を証明

→ ミャンマーでの学会やワークショップで発信

→ 医療機器の修理・保守体制の整備と、ミャンマー国内の販売網の構築

→ ミャンマーでの継続的な新規調達の入札案件の獲得

→ 当社医療機器のミャンマー国内での普及率の上昇

→ ミャンマーでの消化器がんの医療水準の改善に貢献
16

　最後は、将来の医療技術定着の考え方です。本事業は、昨年度より、
NYGH とヤンゴン第一医科大学の協力下で研修を展開して参りました。
今後も研修の対象や内容を順次拡大していき、現地での人材育成を継続
することが出来ればと思います。その後は、これらの知識や技術を、ヤ
ンゴン第一医科大学の関連病院から各地に伝播し、さらに国際学会や
ワークショップを通じて普及させ、ミャンマーでのがん対策計画、治療
ガイドラインへの策定、現地スタッフが自立的に医療を提供できるよう
になることを期待します。これらの活動が、消化器がんにおけるミャン
マー全体の医療水準の改善に貢献できると考えます。
　持続的な医療機器・医薬品調達については、本事業を通じて当社機器
の性能と有用性を証明し、学会やワークショップで発信することで幅広
く認知されることを期待します。その後は　ミャンマーでの販売網と保
守サポート体制を構築し、新規入札案件を継続的に獲得したいと考えま
す。当社の医療機器の幅広い普及は、ミャンマー国内における消化器が
んの治療水準の向上に貢献でき、日本とミャンマーの相互利益に繋がる
と考えております。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 都市と地方における医療格差、専門医不足、卒後医療教育体制の不備
•	 人的・物的援助の限界、遠隔医療教育のための情報通信技術や体制の未整備
【事業の目的】

　医療スタッフの人材派遣や受入れによる直接的な医療指導、臨床現場における基本的かつ高度な医療教育を実施する
と同時に、IT 技術を駆使した遠隔医療教育システム確立のための技術者養成プログラムを実施する。
　確実な実地指導と効率的かつ継続的な遠隔医療教育の両者による相乗効果により、ミャンマー国民すべてにより良い
健康生活を提供すると共に、日本の医療技術と医療機器が広くミャンマー国内へ導入されることを目指す。
【研修目標】

10 ～ 11 月　本邦研修（14 名）
•	 医師）臨床実地研修
•	 技術者）情報通信の実習、遠隔医療教育プログラムの実施研修
9 月及び 1 月　専門家派遣（計 16 名）
•	 医師）現地臨床指導
•	 技術者）技術調査、日緬間での遠隔接続指導

7.　ミャンマーにおける医療水準の均霑化を目指した
　　人材育成事業
	 	 	 	 国立大学法人 九州大学

九州大学病院
国際医療部

（福岡県福岡市）

ミャンマー全国大学学長会議
ヤンゴン第一医科大学、ヤンゴン第二医科大学、

マンダレー医科大学、マグウェイ医科大学、
タウンジー医科大学、ヤンゴン歯科大学、

ヤンゴン総合病院、ヤンゴン専門病院
ヤンゴン小児病院

マンダレー総合病院
マンダレー小児病院

ネピドー 1000 床総合病院

ミャンマー省庁
（ネピドー）

運輸通信省・保健スポーツ省・教育省

研修生受入

国内医療機器メーカー
（オリンパス、富士フイルム）

国内の大学・医療機関へ

（一財）海外通信・放送
コンサルティング協力

所管

連携

世界の学術ネットワーク
（TEIN・APAN）

ヤンゴンコンピュータ大学

制度改善

専門家派遣

将来的導入

接続

国内網接続

連絡・調整

所管

現地活動
支援

国内高速網構築支援
IT 技術支援
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　ミャンマーでは地方と都市で提供される医療サービスの格差、地方で
の専門医不足、卒後医療教育体制の不備など、数多くの問題がありま
す。日本からの人的・物的援助にも限界があるなか、ICT を用いた効率
的な遠隔教育システムの活用が期待されますが、その体制や情報通信技
術も十分に整備されていません。そこで本事業では、医療スタッフの人
材派遣や受入れによる直接的な医療指導を実施すると同時に、遠隔医療
教育システム確立のための技術者養成プログラムを実施します。確実な
実地指導と、効率的かつ継続的な遠隔医療教育の両者による相乗効果に
より、ミャンマー国民すべてにより良い健康生活を提供すると共に、日
本の医療技術と医療機器が広くミャンマー国内へ導入されることを目指
します。 九州大学病院は指導の提供施設として、ミャンマーのヤンゴ
ンを中心にマンダレー、タウンジーも含めた医科大学や病院からの研修
生の受入と日本人専門家の派遣を行います。医療指導については、日本
のガイドラインに基づいた的確な指導を日本製医療機器を用いて行い、 
日本の優れた技術・機器のミャンマーへの導入を図ります。ICT 分野に
ついては、九州大学が事務局を務めるアジア太平洋学術研究ネット ワー
ク (APAN) や世界の学術ネットワーク、またミャンマ―国内を担当する
ヤンゴンコンピュータ大学を通して、同国内への通信基盤の導入や技術
支援を図ります。本事業は長年、ICT 面で同国に技術支援を行ってきた
一般財団海外通信・放送コンサルティング協力と共に進め、同国の省庁
とも議論しながら遠隔医療のための国家制度の構築を目標とします。 

　2020 年度当初の事業予定です。昨年はヤンゴンを中心に事業を展開
したため、本年度はミャンマー第二の都市であるマンダレーをターゲッ
トとしました。9 月に医療と ICT 技術の専門家をマンダレーへ派遣、キッ
クオフセミナーを開催し、現地の情報通信技術を調査し、10 月にはミャ
ンマーから医師 ( 内視鏡・外科 ) と ICT 技術者を 1 カ月間の受け入れい
て九州大学病院での研修を行い、1 月末に再度、専門家を現地へ派遣し、
内視鏡、外科のハンズオントレーニング、ミャンマー学術ネットワーク
への接続試験や技術指導を行い、遠隔医療のワークショップを開催予定
としておりました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

日本人
専門家の
派遣
（人数、期間）

海外

研修生の
受入
（人数、期間）

研修内容

1年間の事業内容（予定）

医師5名、
技術者3名
（1週間）

・キックオフ
セミナー
・現地調査

・本邦研修
-内視鏡
-外科
-技術者

・現地研修
-内視鏡
-外科
-技術者
・ワークショップ

医師5名、
技術者3名
（1週間）

医師10名、
技術者4名
（4週間）

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

遠隔医療
教育プロ
グラムへ
の参加を
通じた研
修

遠隔医療
のための
機材提供

遠隔医療
教育セミ
ナー

遠隔医療
ワーク
ショップ

1年間の事業内容

コンテンツ：内視鏡、外科、小児外科

日本人
医師3名が
ミャンマー
医師5名へ
（1日間）

日本人
医師2名が
ミャンマー
医師4名へ
（1日間）

日本人
医師4名が
ミャンマー
医師8名へ
（1日間）

日本人
医師2名が
ミャンマー
医師4名へ
（1日間）

日本人
医師2名が
ミャンマー
医師1名へ
（1日間）

日本人
医師2名が
ミャンマー
医師4名へ
（1日間）

日本人
医師6名が
ミャンマー
医師180名へ
（1日間）

コンテンツ：内視鏡、外科

中止

　しかし新型コロナウイルスの世界的蔓延のため本年度は派遣・受入と
いった直接の人事交流が不可能となりました。このため 2019 年度の本
事業で本邦研修を行ったミャンマーの医師および技術者と連絡を取り、

九州大学病院が行っている国際遠隔医療教育カンファレンスプログラム
への積極的な参加を促しました。その結果、ミャンマーの医療施設から、
内視鏡に関するプログラムに 5 回、外科プログラムに 1 回、小児外科
プログラムに 1 回の参加がありました。1 月末に完全オンラインで開催
されたミャンマー医学会総会では、九州大学が主体となり第 2 回九州・
ミャンマー医療教育セミナーセッションを開催し、九州大学病院の医師
6 名が、胃がん、大腸がん、膵臓がん、肥満手術をトピックとして講演
を行い、のべ 180 名のミャンマー医師が視聴しました。2 月 8 日にはオ
ンラインでのミャンマー遠隔医療ワークショップの開催を予定していた
が、直前に起こった軍によるクーデターのため急遽延期となりました。

遠隔研修

開
催
延
期

小児外科カンファ

内視鏡セミナー

　右上の写真は九州大学病院とヤンゴン医科大学 1 を接続して行われ
た小児外科の遠隔カンファレンスです。左は 1 月 25 日に開催した九州
ミャンマー医療教育セミナーのポスターとその様子です。九州大学病院
の医師 6 名が、胃がん、大腸がん、膵臓がん、肥満手術をトピックと
してそれぞれ講演を行い、のべ 180 名のミャンマー医師が視聴しました。
右下は 2 月 8 日にオンラインでの開催を予定していたミャンマー遠隔
医療ワークショップのポスターですが、残念ながら軍によるクーデター
のため延期となりました。

　遠隔医療教育は、ミャンマーの広大な国土をカバーするには適当な手
段ではありますが、未だにそのための機器を有していない、またはあっ
たとしても不十分な医療施設がたくさんあります。そこで本年度はカメ
ラ、ヘッドホン、PC で、スピーカーホンといった機器をミャンマーへ
寄贈しました。ミャンマー遠隔医療ワークショップでの贈呈式を予定し
ていましたが、残念ながら延期となってしまいました。

提供した遠隔医療の機材

カメラ

PC

ヘッドホン

スピーカーホン
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この1年間の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標

医医療療ススタタッッフフ 遠遠隔隔医医療療技技術術者者

実施前の計画 ■本邦研修：12名受入
-外科 低侵襲手術見学≧10例

講義出席≧2度

-内視鏡 早期消化管がん診断治療見学≧10例
早期胃がん内視鏡診断テスト≧70%
豚の切除胃研修≧1回、手技完遂

■現地指導: 10名派遣
研修参加≧3施設20名 講義参加≧50名
学んだ手技の実臨床の応用を確認・評価

■本邦研修：5名受入
遠隔医療技術、プログラム開催に必要な技術支援に関する自己評価≧4点
中3点 客観評価≧4点中3点

■現地指導

自己評価≧4点中3点 客観評価≧4点中3点

■現地調査
ネットワーク、機器・アプリケーション導入状況を評価、
調査報告書が作成される

実施後の結果 ■本邦研修：0名受入
コロナ禍による渡航制限のため実施できず

■現地指導: 0名派遣
コロナ禍による渡航制限のため実施できず

代替として九州大学病院が主催する国際遠隔医療教育プログラム
への参加を促し、1月には内視鏡と外科に関する遠隔医療教育セミ
ナーを開催した
・遠隔医療教育プログラム参加

7施設26名(ミャンマーより)

・遠隔医療教育セミナー参加 のべ180名

■本邦研修：0名受入
コロナ禍による渡航制限のため実施できず

■現地指導：0名受入
コロナ禍による渡航制限のため実施できず

■現地調査
コロナ禍による渡航制限のため実施できず

　アウトプット指標については、本邦研修と現地指導を見込んで指標を
立てていたため、コロナ禍による渡航制限下では計画していたアウト
プット指標は達成できませんでした。その一方で遠隔医療教育プログラ

ムへの積極的な参加が目立ち、オンラインで開催した医療教育セミナー
には昨年の現地開催を上回る 180 名が参加しました。

この1年間の成果指標とその結果

アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画 2020年8月～2020年2月（6ケ月間）に以下が実施
■外科
研修を通じて得られた知識と技術を用いて

消化管がんの手術を20例以上実施

■内視鏡

研修を通じて学んだ機器の設定・操作法を用いて内視鏡による消化

管がんの診断を20例以上実施

■遠隔医療技術者

アジア地域で主催される定例の遠隔医療教育プログラムへ5施設・
のべ10回以上参加

1)外科は研修で使用した医療機器を用いて低侵襲手術を自ら実施、術後合
併症や長期予後が改善。内視鏡は、研修で用いた内視鏡治療機器を用
いて早期消化管がんの診断能と治療技術を向上、消化管がんによる死
亡率が低下

2)遠隔医療教育プログラムを定期的・継続的に主催
3)日本の医療技術と医療機器に接する機会が増加日本の医療機器がミャ
ンマーに導入

4)保健スポーツ省の遠隔医療政策に技術者の育成計画が盛り込まれる
5)ミャンマーにおける遠隔医療学会が組織され、本研修の技術がそのガイド
ラインに導入される

実施後の結果 ■外科
研修を通じて得られた知識と技術を用いて消化器癌に対する腹腔鏡

下手術を6施設で術者として13例、助手として54例実施

■内視鏡

研修を通じて学んだ機器の設定・操作法を用いて内視鏡による消化

管がんの診断を3施設で300例以上実施

■遠隔医療技術者

アジア地域で主催される定例の遠隔医療教育プログラム7件へ、ミャ
ンマーから7施設・のべ11回参加

1）今年度は技術研修が実施できず、今後も技術面を中心に継続的な臨床
研修が必要である。

2）今年度のミャンマー医学会総会がオンライン開催となるなど、本事業の技
術基盤を用いて遠隔医療プログラムの実施が進んでいる。

3）ミャンマーの多くの病院で日本の医療機器が使用されているが、それらを
用いた動画像を使って遠隔研修を行い、その良さをアピールできた。

4）ワークショップは延期となったが、保健スポーツ省からの参加が予定され
ていた

5）ヤンゴン第一医科大学長より、様々な医学分野での継続的な遠隔医療
教育の要請があった。高速学術ネットワークが全大学に接続する予定が
あることから、遠隔医療が一般的になることが期待される。

　コロナ禍により病院閉鎖や診療制限がなされる中、アウトカム指標に
ついても一部目標の達成が困難でした。外科手術については感染のリス
クも考慮され、技術的にまだ未熟な若手外科医である 2019 年度の研修
員は術者として腹腔鏡下手術にあたる機会はあまり増えませんでした。

その一方で内視鏡検査については診療制限が行われたにもかかわらず例
年と同じ程度の胃がんが発見されており、徐々にではあるが内視鏡検査
の普及と診断能の向上が認められました。
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・・医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

1） 日本の医療機器を使用した現地指導

2019年度事業で手術および内視鏡を実施したミャンマー４施設ではオリンパ

スおよび富士フイルムの医療機器が導入されており、2020年度の遠隔医療教

育はそれらの日本製機器で撮影された画像を利用して実施した。診断や治療

における機能性や優位性、安全性を説明し、早期消化管がんの診断やリンパ

節郭清の基準などについて、日本のガイドラインに沿って指導した。

2） 事業で紹介し、相手国の調達につながる医療機器

現在建設中の新ヤンゴン専門病院における日本製品の導入について、良

いアピールの場となった。建設中の病院には遠隔医療センターの設置も検討

されており、情報通信機器や音響映像機器についても日本製品の採用を勧

めている。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト（（1））

・・健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

1） コロナ禍による移動制限のなか、本事業で確立した遠隔会議システムを使
用したオンラインでのミャンマー医学会総会が開催された。

2） 1月の遠隔医療教育セミナーにヤンゴン第一医科大学の学長が参加し、日
本とミャンマーを接続して様々な医療分野における継続的な遠隔医療シス
テムの構築を提案された。今後も継続的に協議することで同意した。

3） 事業で育成した保健医療従事者の延べ数
－遠隔医療教育プログラムへの参加者 のべ26名（ミャンマーより）

－遠隔医療教育セミナー参加者 180名

4） 期待される事業の裨益人口（のべ数）
－内視鏡検査の技術向上→患者数 年間 12,000名 （3基幹１施設あたり約4,000名）

－外科治療の技術向上→手術患者数 年間 1,500名 （5基幹１施設あたり約300名）

－双方向遠隔教育プログラムへの参加→参加医師数 年間1000名（10施設＊10名＊10回）

－遠隔教育プログラムの配信→医療関係者・一般国民 年間1万人

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト（（2））

今今後後のの課課題題

１．臨床的成果
2019年度の訪日研修では外科・内視鏡共に十分な数の先進的な手技や症例を見学し、
それぞれ機器や動物モデルを使用した実地研修もクリアした。現地研修では4病院で先
進的な内視鏡検査および低侵襲手術を実施し、現地スタッフへの直接指導と日本機器
の良さを証明した。2020年度は遠隔での指導となったが、基本および最新の知識と経験
の共有を行うことで、適切な消化管がんの診断と治療を可能とする礎を築いた。

２．技術的成果
2019年度に訪日研修を行った5名全員が遠隔医療教育プログラムの技術的準備を担
当できるほど成長し、自らが遠隔会議を設定・調整することができるようになった。日本と
ミャンマー間で十分な品質で接続できることを確認し、その結果、国際遠隔医療教育プロ

グラムへの積極的な参加が認められた。また、ミャンマー国内の医療施設を接続し、新
型コロナ感染症対策の遠隔会議を運用できるようになった。

１．医療技術の習得には多くの時間と経験を要するため、日本での臨床研修や
現地での実地指導の継続は必須

２．ミャンマーでイニシアチブを取れるリーダーの育成と裾野の拡大
３．安定したインターネットへの供給や学術ネットワークの早急な構築
４．映像品質の向上と、音響機器の整備による音声トラブルの解消
５．技術担当者の実力や経験に即したプログラムの確立と継続的指導

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

１．先進的医療の導入・定着

・日本における先進医療への量的・質的暴露

・内視鏡的診断および低侵襲手術に関する臨床研修の継続

・ミャンマー国内で活躍できるリーダーの育成と裾野の拡大

・日本製医療機器を用いたミャンマーにおける実地研修

２．遠隔医療教育プログラムの構築・発展

・遠隔医療推進に足る技術者の養成

・技術者の知識や経験に即した研修プログラムの作成

・ミャンマー国内の情報通信インフラの充実

・基本的な遠隔会議システムや映像音声機器の早期導入と医療に十分な質の確保

３．ミャンマー国内への医療の均霑化

・保健スポーツ省との共同による技術者育成計画の立案

・国立大学および公立病院における遠隔医療教育システム構築のための予算化の実現

・保健スポーツ省保有の全国配備機器との連携、全国医療機関とのプログラムの共有

・日本製医療機器を使用して作成した遠隔教育プログラムの全国配信

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　2012 年 3 月に国立大学法人高知大学はブラジル連邦共和国の南マットグロッソ連邦大学（以下、「UFMS」）と学術
的・科学的及び文化的協力に関する協力協定を締結した。その際、腹腔鏡外科医であるトニーニ副学長より日本の先進
的な技術である内視鏡を活用しての診断・治療への協力を依頼された。また、南マットグロッソ州保健局長からも同様
の要請を受け、2016 年より独自に本学医学部消化器内科学及び消化器外科学の医師等を派遣し、また研修生を本学に
受け入れてきた。 UFMS の医学部附属病院では、内視鏡技術は使われているが、系統的でなく、見落としが多かったが、
2018 年に現地及び高知での研修に参加したエドワルダ医師が 2019 年の現地研修の中で初めて内視鏡的粘膜下層剥離術
を成功させた。腹腔鏡手術についても基本的な技術が安定していないため、 UFMS 内に内視鏡及び低侵襲手術センター
を立ち上げ、教育体制を整える準備中である。センターの外科の責任者であるシン医師は同僚 2 名と共に 2019 年本院
で研修を行った。
【事業の目的】

　南マットグロッソ州における内視鏡診断技術、内科的内視鏡治療及び外科的内視鏡治療である腹腔鏡手術の技術支援
を行い、この州における内視鏡診断医、治療医及び腹腔鏡外科医の基礎的教育体制の確立と、コメディカルの効果的な
活用の指導、技術を実施する専門医を育成し、消化器癌の治癒率向上に貢献する。
【研修目標】

•	 内視鏡診断：系統的な診断を行うことができるように現在、高知大学医学部附属病院内視鏡センターで実施してい
る方式に従って、内視鏡の挿入、観察を行う。拡大内視鏡、特殊光源を用いた観察も行う。

•	 内科的内視鏡治療：基本的な内視鏡手技をすでに習得している医師は、内視鏡的粘膜下層剥離術をはじめとする先
進的な内視鏡治療技術を習得する。

•	 外科的内視鏡治療：消化器癌の腹腔鏡手術を行う。

8.　パンタナール地域における内視鏡・腹腔鏡技術支援事業

	 	 	 	 国立大学法人 高知大学

国立大学法人高知大学
（高知県高知市）

南マットグロッソ連邦大学
（ブラジル連邦共和国）

保健省
（南マットグロッソ州保健局）

所管

専門家によるオンラインを
使用した遠隔研修

オンライン受講

連携する医療機関や医療機器メーカー等
富士フィルム、

ジョンソンアンドジョンソン、
コビディエン、認定 NPO 法人 BRIDGE、

高知南ロータリークラブ

連携

制度の改善
構築の提案
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　私達は、「パンタナール地域における内視鏡・腹腔鏡技術支援」の活
動を行いましたので、ご報告いたします。
　事業の背景ですが、2012 年 3 月に国立大学法人高知大学はブラジル
連邦共和国の南マットグロッソ連邦大学、以下、「UFMS」と略しますが、
学術的・科学的及び文化的協力に関する協力協定を締結いたしました。
その際に、腹腔鏡外科医であるトニーニ副学長より日本の先進的な技術
である内視鏡を活用しての診断・治療への協力を依頼されました。また、
南マットグロッソ州保健局長からも同様の要請を受けまして、2016 年
より独自に本学医学部消化器内科及び消化器外科の医師等を派遣し、ま
た研修生を本学に受け入れてまいりました。 UFMS の医学部附属病院
では、内視鏡技術は使われていますが、系統的でなく、見落としも多かっ
たのですが、2018 年に現地及び高知での研修に参加したエドワルダ医
師が 2019 年の現地研修の中で初めて内視鏡的粘膜下層剥離術を成功さ
せました。腹腔鏡手術についても基本的な技術が安定していないため、 
UFMS 内に内視鏡及び低侵襲手術センターを立ち上げ、教育体制を整え
るべく準備中であります。センターの外科の責任者であるシン医師は同
僚 2 名と共に 2019 年に本院で研修を行いました。
　南マットグロッソ州における内視鏡診断技術、内科的内視鏡治療及び
外科的内視鏡治療である腹腔鏡手術の技術支援を行い、この州における
内視鏡診断医、治療医及び腹腔鏡外科医の基礎的教育体制の確立と、コ
メディカルの効果的な活用の指導、技術を実施する専門医を育成し、消
化器癌の治癒率向上に貢献することを目的としております。
　実施体制は、高知大学と協定校である南マットグロッソ連邦大学が連
携し、富士フィルム、ジョンソンアンドジョンソン、コビディエン、認
定 NPO 法人 BRIDGE、高知南ロータリークラブなどの協力を得て、パ
ンタナール地域の内視鏡診断医、治療医及び腹腔鏡外科医に本院の医師
らがオンラインを用いた遠隔研修を行います。
　研修目標は、系統的な診断を行うことができるように現在、高知大学
医学部附属病院内視鏡センターで実施している方式に従って、内視鏡の
挿入、観察を行い、拡大内視鏡、特殊光源を用いた観察も行うこと、基
本的な内視鏡手技をすでに習得している医師は、内視鏡的粘膜下層剥離
術をはじめとする先進的な内視鏡治療技術を習得し、消化器癌の腹腔鏡
手術を行うこととしました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月
研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

内視鏡診断、内科的
及び外科的内視鏡治
療に関する教育動画
作成

動画配信による研修

オンラインを使用した内視鏡
診断、内科的及び外科的内視
鏡治療に関する遠隔研修

1年間の事業内容

5

　1 年間の事業内容です。内視鏡診断、内科的及び外科的内視鏡治療に
関する教育動画を作成し、完成した動画を配信することで各自でオンラ
イン研修をしていただきます。
　オンライン研修終了後、本院での研修歴がある 2 名の内視鏡医、3 名
の腹腔鏡外科医が指導することで安全性を担保した上で、手技を実施し
ます。その手技は動画に撮影し、本院の専門医が閲覧の上、改善点など
を指導します。

　研修はすべてオンラインで行いましたので、動画の画像を掲載して
います。作成した動画は、「Early detection and advanced therapeutic 
endoscopy for early gastric cancer.」 と「Laparoscopic Surgery.」 の 2
本です。ナレーションは英語で、ポルトガル語のテロップをつけること
で利便性を図りました。リアルな動画を作成するため、手技はすべて本
院で行ったものを撮影し、使用しています。こちらは、「Early detection 
and advanced therapeutic endoscopy for early gastric cancer.」 で す。
医師だけではなくコメディカルの活用についてもとりあげています。

6

Early detection and advanced therapeutic endoscopy 
for early gastric cancer.

Laparoscopic Surgery.

7

　こちらは、「Laparoscopic Surgery.」です。挿入している以下の 14 の
ビデオクリップ集も公開し、必要な手技のみをすぐに見ることができる
ようにしています。
1.　小腸排除、2.　間膜把持、3.　間膜切開、4.　骨盤方向、5.　IMA、
6.　IMA 2、7.　内側アプローチ、IMV、8.　内側、IMV, LCA、
9.　外側アプローチ、ガーゼ、10.　直腸左側、11.　直腸間膜処理、
12.　腸管クリップ、洗浄、13.　腸管切離 14.　吻合

8

　実際に動画を見たブラジル人医師より、教育動画に対する高評価をい
ただきました。BMI の高いブラジルの患者の手術への対応の仕方などの
質問も寄せられ動画の術者から回答を行っています。日本では実施した
手術を録画し、術者が自らの手技を確認したり、上級医に指導を受ける
ことは一般的ですが、ブラジルでは通常手技の録画は行われず、ふりか
えりやカンファレンスを行う習慣はないようです。文字での Q&A のや
りとりもひとつの方法ではありますが、実際の手技を行う画像から評価
を受ける研修をすすめていきたいと考えます。
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　今年度の成果指標とその結果です。
　まず、ブラジル連邦共和国の新型コロナウイルスの感染状況を報告い
たします。感染者数は 1 月 21 日現在、9,691 万人で、そのうち 863.8
万人がブラジル連邦共和国であり、世界で 3 番目に位置します。ブラ
ジル連邦共和国では、コロナ感染重症患者は基本的に州立の地域病院が
受け入れており、本事業の研修場所のひとつであるホーサペドロシアン
地域病院もその役割を担っています。1 月 19 日現在の新型コロナウイ
ルス感染者の入院数は 120 名で、66 名が ICU で治療を行っています。ホー
サペドロシアン地域病院は 360 床なので 3 割をコロナ患者のために使っ
ていることになります。さらに、コロナ感染重症患者の増加に対応し、
主たる研修場所の南マットグロッソ州連邦大学病院にも 10 床の ICU を

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画 オンライン研修参加者
①内視鏡センター：医師4名、看護師
4名
プレテスト・ポストテストで20％向上
②低侵襲外科：医師4名
プレテスト・ポストテストで20％向上
③内視鏡センター及び低侵襲外科
チームのオンライン講義を開催：医
師10名、研修医10名、医学生10名、
看護師10名
受講生が80％理解

①本邦研修参加者が日本で学んだ技
術を用いて、診断年間100ケース、内
視鏡的粘膜下層剥離術は10例、腹腔
鏡手術は10例実施
②現地研修の対象者が学んだ技術を
用いて診断100例実施。また、優秀な
人材を新型コロナの状況が改善した
段階で高知大学に受け入れて研修す
る。
③研修に関連した日本の製品が10台
現地で購入

①本研修の診断・治療技術が、相手
国の学会のガイドライン等に導入。
この目的のために、研修で講演した
内容をポルトガル語でブラジル国内
の学術誌に投稿。
②本研修の技術によって、保健指標
胃癌、大腸癌の年齢調整死亡率が
改善

9
設けています。
　ホーサペドロシアン地域病院は、コロナ対応に加え、内視鏡の機器が
老朽化して使用に耐えない状態のため、検査を中断しており、 内視鏡セ
ンターは閉鎖され看護師らは一時的に解雇されています。なお、新しい
内視鏡のセットは 2021 年に購入することを申請しているそうです。
　南マットグロッソ連邦大学の医学部学生たちの研修は 2020 年 7 月に
1 カ月休止するなど、十分な履修時間の確保が困難であったため、教育
庁からの通達で 2020 年は、履修時間の 6 割の履修で単位が取れること
になっています。
　これらの状況から、医師・看護師、医学生等の研修参加が難しく成果
指標に掲げた項目は未達成なものも多いことをお断り申し上げます。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

①②医師16名（内科医5名、外科医
11名）がオンライン研修を受講
③ブラジル連邦共和の新型コロナウ
イルス感染症の感染状況や対象機
関の状況により未実施

①②新型コロナウイルス感染症の感染
拡大により現地・本邦研修は未実施
③2021年度に内視鏡セットを更新予定

①②長期の継続した取組が必要

10

　そのような中でも、医師 16 名（内科医 5 名、外科医 11 名）がオン
ライン研修を受講しました。
　同期型のオンライン講義もブラジル連邦共和の新型コロナウイルス感
染症の感染状況や対象機関の状況、24 時間の時差の問題もあり、実施
できませんでした。
　アウトカム指標も現地への渡航・本邦への受入ができなかったため実
施しておりません。
　インパクト指標には、①本研修の診断・治療技術が、相手国の学会の
ガイドライン等に導入。この目的のために、研修で講演した内容をポル
トガル語でブラジル国内の学術誌に投稿。②本研修の技術によって、保

健指標胃癌、大腸癌の年齢調整死亡率が改善を挙げていますが、2014
年に、日伯首脳会談で、日本式大腸癌検診が共同声明に記載され、ブラ
ジル連邦共和国における日本式の内視鏡治療・手術技術の普及は両国政
府の強力な後押しを受けていますので、長期にわたり取組を継続すれば
達成は可能と考えます。
　これらの状況から、成果指標に掲げた数値には未達成のものも多いで
すが、一方、医療従事者や高齢者対象のワクチン接種は始まっており、
徐々に状況は改善していくことが見込まれ、コロナ以前の目標を見失う
ことなく事業を実施していきたいと考えます。
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　医療技術・機器の国際展開における事業インパクトとしては、南マッ
トグロッソ州で内視鏡を専門とする医師の多くが研修にエントリーし、
研修をしていることがあげられます。
　残念ながら数値として達成状況をお示しすることはできませんが、専
門医へのリカレント教育が充実することで、指導を受ける若手医師の技
能も向上することが見込まれます。
　健康向上における事業インパクトとしては、パンタナール地域の消化
器癌の罹患者数を内視鏡治療の裨益人口としてあげています。日本と比
べて消化器癌の罹患者数が大変少なくなっていますが、これは検診者数
が少なく自覚症状がでて病名が確定した数があがっているからであり検
診制度が充実すれば、50 歳以上の人口が対象となり、内視鏡診断の裨
益人口は、約 500,000 人となります。それに伴い内視鏡治療の裨益人数
も増加するはずです。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 南マットグロッソ州で内視鏡を専門とする医師の多くが研修にエントリーした。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

本邦での研修 0名、現地での研修 0名、遠隔システムを用いた研修 16名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

内視鏡治療の裨益人口 約1,200人

（パンタナール地域の大腸結腸がん・胃がん患者数）

検診で実施されるようになれば、50歳以上全員が対象となり、消化器癌の早期発見により

内視鏡治療の裨益人口は、約500,000人となる。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

11

　今年度の成果です。
　日本式の内視鏡治療・手術技術をオンラインで医師 16 名が研修を行
いました。
　本学では、本事業を 3 年間の事業として計画していますので、今年
度の補助対象期間は終了しましたが教育動画は引き続き、閲覧可能とし、
質問を受け付ける体制であることを研修生らに周知しています。それに
よって継続した成果を得ることを目指しています。
　今後の課題としては、研修者とは、受講システムからのメールで連絡
をとることとし、エントリー時にメールアドレスの提出を受けましたが、
ブラジルでは、通常、WhatsApp という日本の Line のようなアプリで
連絡を取り合うため、まず WhatsApp でメールを送ることを伝えない
とメールを見逃してしまう、また、システムからのメールが、迷惑メー
ルに分類されるなど円滑なやりとりに苦慮しました。現地の日本人協力
者に連絡役をお願いし、やっと連絡をとることができるようになりまし
た。現地コーディネーターの役割は重要であり、引き続き設置したいと
思います。　
　また、ブラジルは 2 月が新学期で 7 月の休みをはさみ 12 月に終了す
るのですが、2 月は大人を含め最も向学心が高まる時期であり、一方、
12 月～ 1 月は 30 日程度のクリスマス休暇を取得するため、本事業の修
学率も低下します。補助期間には該当しませんが、ブラジルにおいて研
修効果が最も高くなるのは、2 月～ 6 月であり、この期間も取組を継続

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

１．日本式の内視鏡治療・手術技術をオンラインで医師16名が研修した。
２．今年度の補助対象期間は終了したが教育動画は引き続き、閲覧を可能と
し、質問等を受け付ける体制であり、継続した成果を得ることができる。

１．ブラジルでは、通常、WhatsAppという日本のLineのようなアプリで連絡を
取り合うため、まずWhatsAppでメールを送ることを伝えないと見逃してしまう。
また、閲覧システムからのメールが、迷惑メールに分類されるなど円滑なや
りとりに苦慮した。
２．ブラジルは2月が新学期で7月の休みをはさみ12月に終了する。2月～6
月は大人を含め最も向学心が高まる時期であり、一方、12月～1月は30日程
度のクリスマス休暇を取得するため、本事業の修学率も低下する。
３．ブラジルではe-leaningが盛んで、操作が簡便なプラットフォームから研修
を行うことで、修了証書を取得し、それを履歴書に記載することが一般的で
ある。操作が簡便なプラットフォーム上で、履歴書に記載できる研修とするこ
とで魅力を感じてもらえる。

12

することで成果をあげていきたいと思います。
　ブラジルでは e-leaning が盛んで、操作が簡便なプラットフォームか
ら研修を行うことで、修了証書を取得し、それを履歴書に記載すること
が一般的であり、履歴書に記載できない研修は魅力に乏しいと思われる
ようです。ただ、講義形式で動画を見せるものではなく、いくつかの単
元に区切り、クイズなどに回答することで合否を判定し修了証書を出せ
るようにすることを検討中です。
　また、スマホ等でも見ることができるなど操作性を向上させるため、
既存のプラットフォームへの掲載を検討していますが、なかなか適切な
ものが見つけられていない状況です。今年度使用したプラットフォーム
を改良し、使用することの両方で検討を進めてまいります。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

1) 日本の医療機器を使用した指導

本院は、国際ロータリー財団からのグローバル補助金の支援を受け、2016 年の
内視鏡装置の寄贈をスタートに、消化器内科及び消化器外科の医師等を派遣し、ま
た研修生を受け入れてきた。研究生らは、本院内視鏡センターでも実施されている
方法に従って、内視鏡の挿入・観察や拡大内視鏡、特殊光源を用いた観察を行って
いる。

この研修生らが本国で中心となって「指導を行う体制を整えていく。

今年度作成した教育動画でも日本製の機器を使用し、日本のガイドライン等に沿っ
た手法で指導されている。

2) 持続的な医療機器・医薬品調達

2016年に寄贈した内視鏡装置は老朽化し、2021年に更新予定であるが、ブラジル
連邦共和国における内視鏡のシェアやトレーニング体制の整備状況から日本製品
が採用される可能性が高い。
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　本院は、国際ロータリー財団からのグローバル補助金の支援を受け、
2016 年の内視鏡装置の寄贈をスタートに、消化器内科及び消化器外科
の医師等を派遣し、また研修生を受け入れてきました。研究生らは、本
院内視鏡センターでも実施されている方法に従って、内視鏡の挿入・観
察や拡大内視鏡、特殊光源を用いた観察を行っています。この研修生ら
が本国において中心となって指導を行う体制を整えていきます。
　今年度作成した教育動画でも日本製の機器を使用し、日本のガイドラ
イン等に沿った手法で指導されています。
　また、内視鏡の市場は、日本のオリンパス光学工業、富士フイルム、
ペンタックスの 3 社で世界シェアの 90％以上を占め、首位のオリンパ
スは約 70％のシェアを持ちます。腹腔鏡ではオリンパスが約 25％のシェ
アを持っています。オリンパス光学工業は、中南米で内視鏡・顕微鏡の
拡販を図るため、2002 年にブラジルに直轄の販売子会社オリンパス・
ブラジルを設立し、内視鏡を使える医師の育成支援や修理部門にも力を
入れています。富士フイルムもサンパウロに販売会社を設立し、東京医
科歯科大学およびサンパウロ大学付属病院と協力し「日本式大腸がん検
診システム」の普及推進のため現地の医師を対象にトレーニングを行う
など、拡大内視鏡や特殊光診断技術といった、日本で行われている早期
がん診断能力向上のためのトレーニングを提供しています。このように
本体器機のみならず消耗品も現地での調達が可能で修理・保守体制も整
備されています。
　以上から、日本製の内視鏡が採用される可能性は非常に高いといえます。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　本邦は内視鏡機器、診断及び、治療技術で常に世界をリードしてきた。今回の主題である上部消化管内視鏡検査と大
腸内視鏡検査については、早期がんを診断するための唯一の検査法であるにもかかわらず、諸外国では本邦よりも普及
が遅れている。また、内視鏡医の内視鏡手技についても、明らかに患者への負担が大きい手法がとられている現状がある。
負担が大きい検査法はそれによる合併症などの不利益があるばかりか、内視鏡検査に対する受容性の低下を引き起こす
原因となる。そこで、タイ王国での内視鏡シミュレータを用いたハンズオンセミナーによる教育手法を伝達することに
よって、現地の内視鏡手技教育に関する知見を向上させることが望まれる。
【事業の目的】

　我が国の内視鏡技術及び、教育を本学医学部よりタイのマヒドン大学へ普及させる。マヒドン大学において、( 株 )
MICOTO テクノロジーの内視鏡シミュレータを利用して、ハンズオンセミナーを実施することにより、研修受講者が消
化器内科での内視鏡挿入技術の重要性の認識し、同技術の向上と医療技術の教育・普及を行う。本事業では、この内視
鏡シミュレータ mikoto を用いて、国外における持続的な内視鏡検査技術の向上や普及が可能な事業を行う。
【研修目標】
内視鏡技術
•	 偶発症と予防及び、対処法の知識と理解を有し、十分な対策ができる。
•	 内視鏡の適応と禁忌に関して理解し、安全な検査、診療を実践できる。
•	 鎮痛及び、鎮静について知識を有し、安全でかつ苦痛の少ない検査、診療を提供できる。
指導医育成
•	 検査の結果を適切に理解し、今後の方針を決定できる。
•	 高度な手技に関しては介助者として立ち合い、介助業務ができる。
•	 内視鏡シミュレータ mikoto を用いて、効果的な指導を行うことができる。

9.　消化器内視鏡検査手技教育用シミュレータを用いた、
　   持続可能な内視鏡検査技術の向上・教育方法の普及事業
	 	 	 	 国立大学法人 鳥取大学

鳥取大学医学部
（鳥取県米子市）

マヒドン大学
（バンコク）

リモート研修

株式会社 MICOTO テクノロジー
（鳥取県米子市）

連携

技術員派遣

内視鏡
シミュレータの貸与

シミュレータ送付
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　鳥取大学は、株式会社 MICOTO テクノロジーと共に、内視鏡手技の
評価が可能な医学教育用シミュレータを共同研究・開発しました。
　このシミュレータを用いて、タイ王国において、内視鏡検査の教育に
関する技術提供を目的として、本事業を行いました。
　実施体制は、当初は鳥取大学医学部附属病院の医師が、シミュレータ
を持参してタイ王国へ渡航する形にしておりましたが、新型コロナウイ
ルスの感染拡大により、現地への渡航が困難となりました。
　そこで、micoto テクノロジー社の内視鏡シミュレータに、リモート
研修機能を付加し、それを技術員が持参することによってリモート研修
を実施する計画へ変更しました。
　しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大が増悪したことによっ
て、技術員派遣も不可能となりました。
　そこで、リモート環境で内視鏡のシミュレータを提示しながら、内視
鏡シミュレータによる教育効果についての遠隔セミナーを開催しました。

　鳥取大学とマヒドン大学間の教育に関する MOU 締結について、内容
の審議を毎月行いました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

遠隔
会議1
回

遠隔
会議4
回

遠隔
会議1
回

遠隔
会議2
回

遠隔
会議1
回

遠隔
会議1
回

遠隔
会議1
回

遠隔
会議1
回

遠隔
会議1
回

遠隔
セミ
ナー1
回

（医師
6名参
加）

1年間の事業内容

4

5

施設での直接指導のみ

従来のシミュレータ実習

リモート指導

遠隔での指導が可能に

新しいのシミュレータ実習

①⼩型軽量化
②振り返り機能
③遠隔指導アプリ

• 指導場所を選ばない
• 3密の状況が発⽣しない（セルフラーニング＋遠隔指導）

■術者（受講者）の内視鏡操作を表示

■内視鏡画面を表示

■内視鏡操作の評価（内視鏡の先端の位置、咽頭壁・大彎への圧力、胃袋内圧）

■リモート先との共有画面：トレーニング画面を共有することで遠隔先から指導医が
術者の手技をリアルタイムに確認し、アドバイスを行うことで教育することが可能

　リモート装置を導入したシミュレータを用いた、遠隔指導についての
遠隔会議と遠隔セミナーを重ね、MOU 締結について合意を得ました。

　また、実際の医師に参加を頂き、医学教育に関する意見交換を行いま
した。
　2021 年 2 月には、現地の医師に参加いただき、遠隔セミナーを実施
致しました。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

1）現地研修での対象者
・消化器内科、内科：医師10名、看護師5名
・医師が上部消化管内視鏡検査のシミュ
レータを用いた教育方法について理解。
・プレテスト・ポストテストで25％向上（知識
テスト及びミコトシミュレータによる内視鏡手
技評価指数の向上）

・医師・看護師が大腸内視鏡検査における
腹部圧迫法について理解、上部消化管内
視鏡検査における有効な介助方法につい
て理解。

１）現地研修の対象者が学んだ技術
を用いて、上部消化管内視鏡検査
もしくは大腸内視鏡検査を、それぞ
れが10例以上実施
（現状で内視鏡手技を行っている医
師がプラスアルファの技能を得るも
のであり、安全性に問題は発生しな
い）

1）本研修の技術（安全な内視鏡挿入法）が、相手国の
大学や学会で推奨されること。

２）本研修の技術によって、上部消化管内視鏡・大腸
内視鏡検査の検査件数が増加
３）本研修の技術によって、上部消化管内視鏡・大腸
内視鏡検査を行う医師の数が増加
４）本研修の技術によって、上部消化管内視鏡・大腸
内視鏡検査の施行を開始する医師の年次が低年次よ
り可能となること。
５）(株)MICOTOテクノロジーが現地販売店と各医療機
関でデモを行い、内視鏡医師及び、病院関係者に対し
てプロモーション活動を行う。

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

オンライン研修で6名の医師が参加、内視
鏡シミュレータの活用方法について知識を
広めた。

オンライン研修で6名の医師がそれ
ぞれ、内視鏡検査を指導する立場
であり、彼らが一人あたり10人の医
師に指導するとすれば、60名の医師
に対して、内視鏡シミュレータによる
教育手法について検知を得た指導
方法が広まる。

鳥取大学とタイ王国マヒドン大学との教育に関する
MOU締結について、具体的な条件が決定した。これに
より、今後の活動において、大学間連携による円滑な
取り組みが期待できる。
（株）MICOTOテクノロジーにより、現地販売店との代理
店契約が進んでおり、現地での内視鏡シミュレータの
販路について道が開けた。
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　実施したオンライン研修には現地の 6 名の医師が参加、内視鏡シミュ
レータの活用方法について知識を広めました。オンライン研修で知識を
得た 6 名の医師がそれぞれ、内視鏡検査を指導する立場であり、彼ら
が一人あたり 10 人の医師に指導するとすれば、60 名の医師に対して、
内視鏡シミュレータによる教育手法について検知を得た指導方法が広ま
ると考えます。また、鳥取大学とタイ王国マヒドン大学との教育に関す

る MOU 締結について、具体的な条件が決定しました。これにより、今
後の活動において、大学間連携による円滑な取り組みが期待できます。

（株）MICOTO テクノロジーにより、現地販売店との代理店契約が進ん
でおり、現地での内視鏡シミュレータの販路について道を開くことがで
きました。
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　事業インパクトとしては、タイ王国マヒドン大学と鳥取大学との教育
に関する包括的な MOU の締結の具体的内容の合意に至ったこと、それ
により、今後の連携体制が確保されたことが挙げられます。また、この
取り組みの中でタイ王国において内視鏡シミュレータの販売網を開拓す
ることが可能となりました。内視鏡検査の技術向上を事業インパクトと
するならば、今回セミナーを行った 6 名の医師がそれぞれ 10 名ずつの
指導をし、それぞれが年間 600 人の内視鏡を行うとすれば、期待され
る裨益人口は延べ 36000 人と推計されます。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事
例も記載）

タイ王国マヒドン大学と鳥取大学との教育に関する包括的なMOUの締結の内容の合意に至った。

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

内視鏡シミュレータを取り扱う代理店にアクセスし、代理店契約を締結中である。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）：推定60人

• 日本で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数：0人

• 相手国で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数：0人

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数：延べ20人

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

内視鏡検査の技術向上→1年間に内視鏡検査を受ける患者数：36000人

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト
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今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

タイのマヒドン大学への医師の派遣は実現しなかったが、複数回のWEBミー
ティングを行い、現地医師との直接対話が実現した。内視鏡シミュレータを活
用した教育に関するWEBセミナーにより、マヒドン大学の先生方に内視鏡の
手技教育におけるシミュレータの役割を理解いただいた。マヒドン大学と鳥取
大学間での包括的な教育に関する連携についてのMOUを締結することが決
定した。シミュレータにリモート教育が可能な機能を追加し、国内で試験的な
ハンズオンセミナーを実施するに至った。これにより、今後のタイのマヒドン大
学と鳥取大学の教育に関する連携が可能となり、タイへの渡航が可能になれ
ば速やかに内視鏡教育に関する活動が行える状態となった。

鳥取大学とマヒドン大学間のMOUについては締結間近である。これを速や
かに締結し、教育活動に関する連携を深めていきたい。MICOTOテクノロジー
社が現地代理店との代理店契約ができれば、現地に実機を輸送することに
よって現地でのハンズオンセミナー開催が実現する。海外渡航が可能な状
況となれば、本学医師の現地派遣を実現させたい。
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　これまでの成果としては、タイのマヒドン大学への医師の派遣は実現
しませんでしたが、現地医師との直接対話が実現しました。内視鏡シ
ミュレータを活用した教育に関する WEB セミナーにより、マヒドン大
学の先生方に内視鏡の手技教育におけるシミュレータの役割を理解いた
だき、マヒドン大学と鳥取大学間での包括的な教育に関する連携につい
ての MOU を締結することが決定しました。シミュレータにリモート教
育が可能な機能を追加し、国内で試験的なハンズオンセミナーを実施し
ました。これにより、今後のタイのマヒドン大学と鳥取大学の教育に関
する連携が可能となり、タイへの渡航が可能になれば速やかに内視鏡教
育に関する活動が行える状態となりました。
　今後の課題としては、MOU 締結を完了することと、MICOTO テクノ
ロジーの販路開拓について活動を続けることと考えます。海外渡航が可
能な状況となれば、本学医師を現地派遣する活動を実現させたいと考え
ております。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

マヒドン大学はタイ王国の中でも先進的な大学であり、シミュレータ教育用設備を整備する。しかしそこには、
本邦にあるような消化器内視鏡シミュレータはなく、今回の取組で、研修が導入されれば、バンコクだけでなく
それ以外から来訪する医師の目にも触れるため波及効果が大きい。現地によるASEAN諸国からの来報者へ
のセミナーの持続的な取り組みが行われれば、タイ王国だけでなく周辺諸外国への波及効果も期待できる。
これにより、ASEAN諸国の内視鏡技術や内視鏡技術に関する教育についての知見が広まり、消化器癌の早
期発見早期治療が実現可能となる。

9　マヒドン大学はタイ王国の中でも先進的な大学であり、シミュレータ
教育用設備を整備しています。しかしそこには、本邦にあるような消化
器内視鏡シミュレータはなく、今回の取組で、研修が導入されれば、バ
ンコクだけでなくそれ以外から来訪する医師の目にも触れるため波及効
果が大きと考えられます。現地による ASEAN 諸国からの来報者へのセ
ミナーの持続的な取り組みが行われれば、タイ王国だけでなく周辺諸外
国への波及効果も期待でき、ASEAN 諸国の内視鏡技術や内視鏡技術に
関する教育についての知見が広まることで消化器癌の早期発見早期治療
が期待されます。

将来の事業計画
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1.　病理サービス展開のための病理人材教育制度事業
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
2.　ザンビア共和国画像診断検査技術水準均てん化事業		
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
3.　ザンビアにおけるPURE-TB-LAMP を用いた結核診断普及促進事業３
		  栄研化学株式会社
4.　フィリピンにおける医療画像診断能力強化支援事業	 		
		  学校法人 ありあけ国際学園　保健医療経営大学
5.　モンゴル国における血液細胞形態判定者（医師・臨床検査技師）の
　　人材育成事業
		  一般社団法人 日本検査血液学会
6.　ミャンマーにおける周産期領域の超音波診断技術強化事業			
		  国立大学法人 新潟大学
7.　ミャンマー連邦共和国における医療放射線の安全管理体系の確立
　　および診療放射線技師教育に関する支援事業
		  公益社団法人 日本放射線技術学会
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　カンボジアでは、がんをはじめ慢性疾患が増加しているが、国内の病理診断体制は脆弱で、2017 年人口 1400 万人に
対して病理医 4 名、病理技師 15 名、病理検査室のある公立病院は国内 3 カ所のみであった。
　協力局は 2017-19 年、国立 3 病院における病理人材育成支援と国立保健科学大学（UHS）の病理レジデントコース 1
期生への研修支援を目的に、展開推進事業を実施した。主な成果として、既存病理人材の技術・診療能力の向上、新病
理医 5 名の誕生、国内 4 カ所目の病理検査室開設、そして保健省による病理検査室開設マニュアルの承認が挙げられる。
　その後、2019 年には UHS 学長より、臨床検査学科技師コースへの病理検査学の導入支援要請があり、2020 年には病
理レジデントコース 2 期生 6 名が研修を開始した。
【事業の目的】

•	 UHS 臨床検査学科技師コースへの病理検査学科目導入支援を通じて、病理検査学基礎教育を修了した検査技師の数
が増える。

•	 UHS 病理レジデントコースへの講義・実習指導により病理専門医の数が増える。
•	 カンボジア国内に病理検査に関する教育体制が整備され、病理学・病理検査学の基礎教育を受けた医師・技師の数

が増加することで、質の担保された病理サービスの国内展開が可能となる。
【研修目標】

•	 病理医レジデント 2 期生 6 名が、病理医として必要な
①病理総論の基礎知識を習得する。
②病理各論（呼吸器・婦人科病理）の基礎知識を習得する。

•	 臨床検査技師コース 1 期生 56 名が、病理技師として必要な
③病理検査学に関する基礎知識を習得する。

1.　病理サービス展開のための病理人材教育制度事業

	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター
病理技術研究会

日本臨床細胞学会

海外支援パートナー
（ドイツ、フランス）

専門家派遣

研修受講
カンボジア

国立保健科学大学（UHS）
医学部・保健科学部

連携
情報共有

連携・研修
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　NCGM 国際医療協力局が実施している、カンボジアにおける「病理
サービス展開のための病理人材教育制度事業」について説明させていた
だきます。本事業は、医療施設におけるマネジメント・人材開発と、注
目を集めつつある国際課題（特にがんをはじめとする NCDs）を対象医
療技術としております。
　事業の背景の説明です。カンボジアでは、がんをはじめとする慢性
疾患が増加していますが、国内の病理診断体制は非常に脆弱でした。
2017 年の人口は約 1400 万人で、これは東京都よりも少し多い人口で
したが、国内の病理医は 4 名、病理技師は 15 名で、病理検査室のある
公立病院はわずか 3 カ所のみでした。そこで、国際医療協力局は 2017-
19 年、国立 3 病院における病理人材育成支援と国立保健科学大学（UHS）
の病理レジデントコース 1 期生への研修支援を目的として、展開推進事
業を実施しました。これまでの主な成果としては、既存病理人材の技術・
診療能力の向上、新病理医 5 名の誕生、国内 4 カ所目の病理検査室開設、
そして保健省による病理検査室開設マニュアルの承認が挙げられます。
カンボジア側からの、日本による支援継続の希望は強く、2019 年には
UHS 学長から、臨床検査学科技師コースへの病理検査学の導入支援要
請があり、2020 年には病理レジデントコース 2 期生 6 名が研修を開始
しました。
　そこで、我々は本事業の 2020 年度の目的として、以下の 3 点を挙げ
ました。
1.	 UHS 臨床検査学科技師コースへの病理検査学科目導入支援を通じ

て、病理検査学基礎教育を修了した検査技師の数が増える。
2.	 UHS 病理レジデントコースへの講義・実習指導により病理専門医

の数が増える。
3.	 カンボジア国内に病理検査に関する教育体制が整備され、病理学・

病理検査学の基礎教育を受けた医師・技師の数が増加することで、
質の担保された病理サービスの国内展開が可能となる。

　実施体制です。日本側は、NCGM が主体となり、病理技術研究会、
日本臨床細胞学会を通じて、ネットワークをつくりました。具体的には、
河合俊明先生（戸田中央臨床検査研究所）、河原邦光先生（大阪はびき
の医療センター）、坂本穆彦先生（大森赤十字病院）、福永真治先生（新
百合ヶ丘総合病院）、安田政実先生（埼玉医科大学国際医療センター）、
若狹朋子先生（近畿大学医学部奈良病院）が病理レジデントコースを、
青木裕志先生（順天堂大学医学部附属練馬病院）、阿部仁先生（がん研
究会有明病院）、小松京子先生（病理技術研究会）、古谷津純一先生（獨
協医科大学埼玉医療センター）が、臨床検査技師ブリッジコースを支援
しました。NCGM の清原、春山、藤田と、外部コンサルタントである
松本安代先生は、これら日本人専門家のコーディネートを行うととも
に、UHS の海外支援パートナーであるドイツ、フランスの病理医チー
ムとも調整しながら、カンボジア側の対象機関である国立保健科学大学

（UHS）の医学部・保健科学部に向けて、研修を実施しています。
　研修目標です。今年度は、新型コロナ流行の影響で現地渡航ができな
かったため、当初予定していた現地での講義・実習から、オンラインで
の講義に切り替えて実施しました。
•	 病理医レジデント 2 期生 6 名については、病理医として必要な①

病理総論の基礎知識を習得することと、②病理各論（呼吸器・婦
人科病理）の基礎知識を習得することを挙げました。

•	 臨床検査技師コース 1 期生 56 名については、病理技師として必要
な③病理検査学に関する基礎知識を習得することを挙げました。

　1 年間の事業実施スケジュールです。
　大きく分けて 3 つのオンライン研修を行いました。
1.	 病理医レジデント 6 名を対象とした、総論講義を 9 月に計 10 日間
2.	 同レジデントを対象とした、病理各論講義を 1 ～ 2 月に計 6 日間
3.	 臨床検査技師 56 名を対象とした、病理検査学に関する講義を 12

月に計 4 日間
です。
　研修開催にあたっては、関係者間の調整や、web 教材作成など、数
カ月の準備期間を要しました。

5

写真A. 病理総論講義の様子（2020年9月）

写真B. 病理各論講義の集合写真（2021年2月）

写真C. 臨床検査技師と日本人専門家との
ライブセッション（2020年12月）

写真D. 臨床検査技師と日本人専門家との
ライブセッション（2020年12月）

　研修の様子です。左上の写真 A は、2020 年 9 月に行われた病理医レ
ジデント対象の病理総論講義の様子です。日本人専門家が NCGM に来
て、現地とオンライン会議システムでつないで、講義を行いました。
　左下の写真 B は、2021 年 2 月に行われた病理医レジデント対象の病
理各論講義の様子です。この時は、日本人専門家が遠方（関西方面）で
したので、NCGM、日本人専門家、そしてカンボジアと全員が完全オン
ラインでの研修でした。
　講義には、UHS の海外支援パートナーである、ドイツの病理医チー
ムもオブザーバー参加し、日本の活動の様子を共有しました。
　右の写真 C と D は、2020 年 12 月に行われた臨床検査技師対象と日
本人専門家とのライブセッションの様子です。
　研修では、日本人専門家が直接指導は行わず、教材作成を支援するの
みで、講義自体はカンボジア人教員がクメール語で実施しました。しか
し、現地の受講生たちから、『どうしても日本人専門家と話がしたい』
という強い要望があり、急遽日本人専門家とのライブセッションの場を
設けました。
　ライブセッションでは、有志の学生 3 名が通訳（英語⇔クメール語）
をボランティアで申し出てくれてました。
　日本人専門家からは、臨床検査技師の将来像や今後のキャリア像につ
いて、カンボジアの受講生たちに向けて、熱いメッセージが伝えられま
した。
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　今年度の成果指標とその結果について、技師と医師に分けて説明しま
す。臨床検査技師については、当初、病理検査学に関する授業のシラバ
スを作成して、現地での授業・実習を計 45 時間実施する予定でした。
オンライン研修に切り替え、日本人専門家が病理検査学に関する教材（英
語）を作成し、カンボジア人講師がその教材を使ってクメール語で学
生に教えるという方法を取り、16 時間の講義が実施されました。また、
卒業試験問題と実習用チェックリストの作成支援も行いました。アウト
カムとしまして、6 割以上の学生が出席するという当初の計画は、オン
ラインでも達成されました。
　病理医については、当初は、対面での講義、および症例検討会を実施
する予定でした。オンライン研修では、講義と症例検討会をまとめて行

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標
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①臨床検査学科学士ブリッジコースにおいて、病理検
査学に関する授業のシラバスが完成する。

②臨床検査学科学士ブリッジコースにおいて、病理検
査に関する授業が45時間実施される。

①臨床検査学科学士ブリッジコースの講義・実習に、6
割以上の学生が出席する。

②講義・実習の出席者が、遠隔診断可能な標本につ
いて理解し、授業後の評価で80%以上を獲得する。

①臨床検査学科学士ブリッジコース2年目の生徒（60
名）の8割以上が病理検査学を含めた卒業試験に合
格し、学士を取得する。

②同コースの内容を生かし、病理検査学を含めた4年
間の学士カリキュラムができる。

③学士を取得した臨床検査技師卒業生が、カンボジア
国内の保健医療施設で病理技師として勤務する。

④UHSにおいて、病理卒後研修コースと臨床検査技師
コースが継続実施され、病理専門医と病理技師の数
が増加する。

①国立保健科学大学（UHS）の病理レジデントコース2
期生6名が、総論と各論の講義を1回ずつ受講する（各
2項目）

②1期生他若手病理医4名が疾患別の症例検討を受
講する

①病理レジデントコース2期生が、講義内容を理解し講
義後の評価で70%以上を獲得する。

②病理レジデントコースを修了した新専門医(1期生)と
の症例検討において、新専門医と日本人病理医の診
断が70%以上一致する。
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①臨床検査学科学士ブリッジコースの病理検査に関
する教材が全て作成された。

②臨床検査学科学士ブリッジコースの病検査に関す
る授業が16時間実施された。

②カンボジア講師が2名（医師1名・技師1名）が育成さ
れた。

③卒業試験問題が作成された。

④実習用チェックリストが作成された。

①講義に、学生全員が出席し、研修後アンケートで、
79％の学生が研修目的を達成、約60％が積極的に参
加したと回答。

①病理検査学の知識を持った臨床検査技師56名が、
2021年8月に臨床検査学科ブリッジコースを卒業し、学
士を取得する。

②①の受講生が、学士取得後にカンボジア国内の保
健医療施設で勤務する。

③病理医として必要な知識・技術を有した病理医レジ
デントが2024年にレジデントコースを卒業する。

④③の受講生が、卒業後にカンボジア国内の保健医
療施設で勤務する。

⑤②と④を通じて、カンボジア国内の病理人材の拡充
につながる。

①病理総論講義に、学生全員が出席し、研修後アン
ケートで、79％の学生が研修目的を達成、83％が積極
的に参加したと回答。

②病理総論の講義後試験において、平均点は45.7/50
だった。

③病理各論講義に、学生全員が出席し、研修後アン
ケートで、全員が研修目的を達成、積極的に参加した
と回答。

④病理各論の講義後試験において、肺病理の平均点
は25.3/26, 婦人科病理の平均点は23.7/25だった。

①病理レジデントコース2期生6名が、総論と各論の講
義を1回ずつ受講した（各2項目）。

②病理総論と各論の講義後試験問題が作成された。

6

うような形式をとりました。カンボジアでは通信環境が悪いことが予想
されたため、事前に日本人専門家が予習用 web 教材（1 講義 30 分、英
語の音声入りパワーポイント動画）を作成し受講生たちに内容を予習し
てもらい、研修当日は、症例検討の Q&A を 1 時間程度実施しました。
また、各講義後の試験問題も作成しました。アウトカムとしまして、講
義後の評価で 70% 以上を獲得するという当初の計画は、講義後の試験
で②④のとおり、無事に達成されました。
　これらオンライン研修を開催できたのは、カンボジア国立保健科学
が、自分たちの予算でオンライン講義システムをすでに構築していたこ
とが、大きな要因でした。学生もオンライン講義に慣れており、比較的
スムーズにコミュニケーションが取れました。

　の相手国への事業インパクトです。医療技術の承認や医療機器購入は、
今年度はありません。
　健康向上における事業インパクトについて、本事業で育成した保健医
療従事者は以下のとおりです。まず、臨床検査技師コースで病理の授業
を担当できるカンボジア教員を 2 名育成されました。
　また、授業を受けた裨益者として、病理医レジデントが 6 名、臨床
検査技師が 56 名います。
　これらの人材が大学を卒業後、病理検査室を有する国立 4 病院で働
くこと、あるいは今後地方に拡充される可能性のある病理検査室に勤務
することで、受診する患者における疾病の早期発見・早期治療に資する
と考えられます。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l なし

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

– 育成されたカンボジア教員数：2名
– 病理総論・各論講義を受けた病理医レジデントの人数：6名
– 病理検査学の講義を受けた臨床検査技師数：56名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

– 病理人材の拡充→病理検査室を有する国立4病院を受診する患者数

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

• 臨床検査技師コースで病理の授業を担当できるカンボジア教員2名
の育成

• 臨床検査技師コースの学科卒業問題および実習用チェックリストの
作成

• 病理レジデントコースの総論・一部の各論科目の終了
• 病理レジデントコースのオンライン講義手法の確立

• 臨床検査技師コースでは、カンボジア人教員が完全に自立して、教
材作成、講義実施、習熟度評価、実習指導等を行うことが望まれる。

• 病理医レジデントコースでは、座学による講義のみならず、標本スラ
イドを用いた病理診断のトレーニングをオンラインでどう担保するか
が課題である。

8

　これまでの成果の成果としては、4 つ挙げられます。
•	 臨床検査技師コースで病理の授業を担当できるカンボジア教員 2

名の育成
•	 臨床検査技師コースの学科卒業問題および実習用チェックリスト

の作成
•	 病理レジデントコースの総論・一部の各論科目の終了
•	 病理レジデントコースのオンライン講義手法の確立

　今後の課題としては、下の 2 つが挙げられます。
•	 臨床検査技師コースでは、カンボジア人教員が完全に自立するこ

とが望まれます。今年度の教材をもとに、自分たちのクメール語
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の教材を作成し、それをもとに自分たちで講義を行い、習熟度評
価、さらには実習指導まで行うことが望まれます。

•	 病理医レジデントコースでは、座学による講義はもちろんのこと、
標本スライドを用いて、病理診断の実践トレーニングを行うこと
が必要です。来年度も、すぐに渡航することは難しい状況ですが、
この病理診断トレーニングをオンラインでどのように行うのかが
課題として挙げられます。

将将来来のの事事業業計計画画

事業のインパクト：カンボジア国内における病理人材の拡充

①病理検査学の知識を持った臨床検査技師56名が、2021年8月にブリッジコースを卒業し、

学士号を取得→ カンボジア国内の保健医療施設で、勤務する

②病理医として必要な知識、技術を持った病理医レジデント6名が、2024年に卒業

→カンボジア国内の保健医療施設で、勤務する

③①と②により、カンボジア国内での病理展開が可能になる

→病理人材の受け皿となる病理検査室が、カンボジア国内の保健医療施設で増える

→カンボジア国内で病理人材が増える

→カンボジア国内で、病理学会が設立される

→カンボジア国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献

9

　最後に、本事業の将来の事業計画について説明します。
　将来的には、カンボジア国内における病理人材の拡充を目指して、計
画を立てます。まずは、病理技師の育成です。病理検査学の知識を持っ
た臨床検査技師を、カンボジア国内に増やします。そして、病理専門医
も育成します。これら病理医師、病理技師が増えることで、カンボジア
国内で病理展開ができる準備が整います。最終的には、これら病理人材
の受け皿となる病理検査室が、カンボジア国内で増えることによって、
カンボジアの病理人材を増やします。さらには、カンボジア国内で病理
学会が設立されることにより、同国の公衆衛生、医療水準の向上に寄与
すると考えます。
　ご清聴ありがとうございました。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　本事業は首都ルサカにあるザンビア大学医学部付属教育病院（UTH）で平成 29 年度から平成 31 年度に CT 撮影 / 読影、
心臓血管カテーテル検査 / 治療を指導し大きな成果を収めた ( 平均 CT 検査数 (40 件 / 日⇒ 60 件 / 日 )、カテーテル心臓
血管撮影 / 治療 (0 件 / 日⇒ 1 ～ 2 件 / 日 )。
　一方、地方病院のリビングストーン総合病院とキットウエー中央病院では CT 装置をそれぞれ 1 台所有するが、学習
の機会がないため CT 撮影技術水準が低く、精度管理 ( 画質、X 線被ばく線量等 ) が不十分である。更に保守管理契約が
なされていないため稼働状況が悪く技術支援の要望が高い。
なお本事業の継続に関し、UTH 病院長及び UTH 放射線部門長から継続的な CT 撮影技術の支援要請を口頭で受けていた。
【事業の目的】

　コロナ禍のため、事業対象を UTH の CT 検査室、研修方法はオンラインに変更し CT 画像診断技術の向上を図り、よ
り適切で安全な医療を患者へ提供することとした。
【研修目標】

•	 患者接遇
•	 造影剤について
•	 CT プロトコール管理
•	 CT 被ばく線量評価
•	 冠動脈 CT
•	 医療安全教育 ( 危険予知訓練含む ) 
•	 CT 装置機器安全管理（精度管理含む）

2.　ザンビア共和国画像診断検査技術水準均てん化事業

	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

株式会社島津製作所

ザンビア大学医学部付属教育病院　　　　　　
放射線科

オンライン研修

連携

国立国際医療研究センター
(NCGM) 病院　

診療放射線部門

NCGM 国際医療協力局
（東京都新宿区）

連携

連携
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　国際医療協力局、センター病院放射線診療部門の若松です。2020 年
度医療技術等国際展開推進事業、ザンビア共和国画像診断検査技術水準
均てん化事業の報告を行います。
現地の状況やニーズなどの背景情報：
　ザンビア共和国（以下ザ国）保健省が独自予算でキヤノンメディカル
システムズ株式会社製血管造影装置及び同社製 CT 装置 を購入しザ国大
学教育病院（以下 UTH) に 2015 年に設置しました。しかしこれらの装
置の基本的な構造と使用方法及び操作方法等に理解の誤解と不足が見ら
れ適切な使用がなされていませんでした。これまでの事業として CT 画
像診断と血管造影検査の技術支援を実施しました。
　その成果として国内初となる冠動脈 CT、心臓血管カテーテル検査 /
治療を実施、検査件数も増加したが、UTH 病院長及び UTH 放射線部門
長から継続的な CT 撮影技術の支援要請を口頭で受けていました。

事業の目的：
　当初ザンビア国内の CT 技術の均てん化を目的にザンビア大学医学部
付属教育病院を起点としてリビングストーン総合病院とキットウエー中
央病院への技術指導を行う予定でしが、COVID-19 の感染拡大に伴うロッ
クダウン等が発生したためザンビア大学医学部付属教育病院 (UTH) に限
定したオンライン教育を行う事としました。

実施体制：
　ザンビア大学医学部付属教育病院（UTH）診療放射線局を対象とし国
立国際医療研究センター (NCGM) 病院内の診療放射線部門と国際医療協
力局が主体となりオンライン研修を実施しました。

研修目標
　研修目標は、
1.	 患者接遇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2.	 造影剤について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3.	 CT プロトコール管理
4.	 CT 被ばく線量評価　　　　　　　　　　　　　　　　　　
5.	 冠動脈 CT　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
6.	 医療安全教育（危険予知訓練含む）　　　　　　　　　　　　   
7.	 CT 装置機器安全管理（精度管理含む）
の 7 項目としました。また、島津製作所の本社工場を訪問し教材作成
も行いました。

事業内容：
　オンライン研修を全 7 回行い必要な研修を行いました。今回非常に
良かった点は研修を欠席したり、復習をしたい場合にはムードルを使用
して何度も動画をみることができた点です。当然理解度もあがりました。
その結果、研修後の到達度テスト成績に反映されました（pre/post 研
修比 : 正解率 21% 向上 ) 。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修参加
者数 (人)
第1回:8
第2回:8
第3回：11
第4回: 9
第5回: 8
第6回: 5
第7回: 10

1年間の事業内容

4

遠隔システム研修

準備期間
(教材作成、現地調査等)

(23日) （27日） (11日) (22,29日) (12,19日）

　オンライン研修の様子です。当初心配していたネットワーク接続不具
合ですが、ザンビア大学医学部付属教育病院のカウンターパートと現地
雇用スタッフがきめ細かい対応をしてくれたお陰で大きな問題は発生し
ませんでした。
　NCGM と UTH のスタッフが工夫を重ね、回を追うごとに、オンライ
ン研修がスムーズになりました。
　具体的には
1.	 Teams から Zoom への変更
2.	 UTH の IT スタッフの技術支援
3.	 個人の携帯からのリモート参加者が増
4.	 Moodle に動画教材をアップしたため、いつでも予習、復習がで

きるようになった
5.	 ザンビア英語に慣れた通訳を手配しました

　長期継続オンライン研修が成功した事で従来の少人数短期集中型研修
で見過ごされていた UTH の放射線技師が不足する知識、技術が研修毎
の Discussion や Q&A をすることで浮彫になりました。ぜひとも今後の
事業展開にフィードバックしていきたいです。
　これまで受け身姿勢であった研修に対し、積極的に教材動画の予習、
復習を行い、研修中の質疑、応答にも研修が進むにつれより積極的に参
加するようになりました。

5
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　アウトプット指標はオンライン研修が成功したため前述の研修 7 項
目に関する pre/post test で 21% 向上しました。
　アウトカム指標は CT 検査件数、10％増加、CT 被ばく線量 5％減少で
した。しかし、UTH の CT 装置は 2020 年末より故障したままです。キャ
ノン代理店がある南アフリカが COVID-19 のパンデミックによるロック
ダウン中であるため修理が行えていません。当然ながら被ばく線量を管

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

①On-line 研修生が
pre/post test で正解率が
5%向上する

①施設の平均検査件数が
10%増加
②UTHのCT被ばく線量が
5%減少

①疾患の早期診断/治療
が可能
②3D画像の提供により手
術時間が大幅に短縮

③医療技術、医療安全水
準が均てん化

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

①On-line 研修生が
pre/post test で正解率が
21%向上

①ロックダウンのため南ア
フリカから技術者が来れず
CTの修理が出来ずアウトカ
ムが生まれていない。

CT撮影技術、精度管理の
知識が向上し、患者説明、
検査説明の技術が向上し
患者の精神的、身体的負
担が減少する。

※指標は前後比較が望ましい 6

理するための具体的な作業が CT 装置に行えていません。
　COVID-19 が終息し、南アから技術者が来れる状況になれば CT 装置
の修理も行えます。そうすれば日常業務が再開され、CT 撮影技術、精
度管理の知識、患者説明、検査説明の技術が向上することで患者の精神
的、身体的負担が減少しますのでこれをインパクト指標とします。

事業インパクト：
　事業インパクトとして CT 撮影技術、精度管理の知識が向上し、患者
説明、検査説明の技術が向上し患者の精神的、身体的負担が減少するこ
とが挙げられます。
健康向上における事業インパクト：
　健康向上における事業インパクトですが、遠隔システムを用いた講義・
実習・セミナーを受けた研修生が今後も UTH の CT 検査室で業務を継
続することから、裨益人口はルサカ市で 200 万人、ザンビアの人口は
1600 万人が見込まれます。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l CCTT撮撮影影技技術術、、精精度度管管理理のの知知識識がが向向上上しし、、患患者者説説明明、、検検査査説説明明のの技技術術がが向向上上しし患患者者
のの精精神神的的、、身身体体的的負負担担がが減減少少すするる

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 期期待待さされれるる事事業業のの裨裨益益人人口口（（ののべべ数数））

aa))  ここのの医医療療をを受受けけるるここととののででききるる利利用用者者がが居居住住すするる地地域域人人口口 （（ルルササカカ市市のの人人口口））

⇒⇒220000万万人人

bb))  ここのの医医療療をを受受けけるるここととののででききるる利利用用者者がが居居住住すするる国国人人口口 （（ザザンンビビアア人人口口））

⇒⇒11660000万万人人

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

　今年度の事業で、オンライン研修の強みを実感することができました。
しかし内容が難しすぎたので来年度は改善したい点です。
　臨床技術をオンライン研修で完了することは非常に困難であるため、
COVID-19 が終息すると思わる次年度以降はオンラインと対面研修のバ
ランスを保ちながら高い成果目標を掲げていきたいと思います。
　一方、地方病院のリビングストーン総合病院は CT 装置を 1 台所有す
るが、診療放射線技師は卒後学習の機会に恵まれず CT 撮影技術水準が
低いままです。更に保守管理契約ができていないため稼働状況が悪く技
術支援の要望が高いです。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

平成29年度事業成果

・ＣＴ装置 の基本的撮影診断を日常業務として提供することができるようになった。

平成30年1月のザンビア渡航時での評価・研修及び技術指導時にはザ国人医療

従事者による冠動脈CT撮影に成功（ザンビア初）。

平成30年～31年度事業成果
・基本的な心臓カテーテル血管造影検査/治療を提供できるようになった。
令和元年1月のザンビア渡航時での評価・研修及び技術指導時にはザ国人医療
従事者による心臓カテーテル血管造影撮影を7患者に実施し全例成功（ザンビア
初）。

• 令和2年度事業成果
CT撮影技術に関する教育動画資料を多数制作

コロナで中止になってしまった地方病院での研修を行う。
オンライン研修は研修生から好評であった。対面研修が可能となった時にも
取り入れて更なる効果を期待したい。

8

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

医療技術定着

・UTH 研修導入→周辺地域(リビングストーン総合病
院)へ研修拡大→ CT画像診断検査技術水準均の均てん
化→ザンビア国ガイドライン策定→国家政策化(診療放
射線技師教育の整備)→現地予算での持続的な研修実
施→技能により質の高い医療を受けられる人が増える→
ザンビア共和国広域の公衆衛生・医療水準の向上に貢
献する。

9

将来の事業計画 :
　COVID-19 状況次第ではあるが、ザ国 CT 技術の均てん化事業をぜひ
創出していきたいと思います。ザンビア国に質の高い医療技術が均てん
化すれば、周辺国の患者も多く利用するようになり病院の検査収入増加
が期待されます。病院間放射線科ネットワークも構築し、南部アフリカ
地域でこの医療分野の日本製品と技術の展開推進の中核となることを目
指していきたいです。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 ザンビアは結核高負担国の上位 30 位に入っており、10 万人当たりの患者数も 333 人と高い
•	 高感度な遺伝子結核検査が普及しておらず、結核患者の発見は低い
•	 PURE-TB-LAMP の検出率は 22.4％とスメア検査の 14.6％と比較して高い
•	 結核感染を迅速・簡便に発見できる PURE-TB-LAMP の普及が望まれている
【事業の目的】

•	 日本で開発された簡易・迅速な結核検査法である PURE-TB-LAMP の普及
•	 日本の医療技術を展開を通じたザンビア結核プログラムへの貢献
•	 全土での研修を通じて「誰一人取り残さない医療」のキャパシティビルディング
•	 研修で育成された現地医療人材による持続可能な医療の実現と発展
【研修目標】

•	 オンライン研修および OJT による責任技術者およびトレーナー、オペレーターの育成  
•	 責任技術者によるトレーナー技量確認とトレーナーによるオペレーターの育成研修
•	 日本の専門家（結核予防会 / 結核研究所）による精度管理のオンライン教育
•	 育成されたオペレーターによる PURE-TB-LAMP の実施機会の提供、全 10 行政区、14 施設での遺伝子検査による結

核診断の実現（ルチン検査）

3.　ザンビアにおける PURE-TB-LAMP を用いた
　　結核診断普及促進事業３
	 	 	 	 栄研化学株式会社

結核予防会（東京都文京区）
　ザンビア事務所（ルサカ市）

結核研究所（東京都清瀬市）

連携

栄研化学株式会社
（東京都台東区）

CDL・UTH

研修生受入

専門家
派遣研修

10 行政区のレファレンス・ラボ
保健省指定の医療施設

（結核高負担地域や農村部）

保健省・結核局
国立国際医療研究センター

国際医療協力局

覚書締結
研修教材 報告所管

現地トレーナーに
よる研修連携連携依頼

令和 2 年度医療技術等
国際展開推進事業に採択
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　令和 2 年度医療技術等国際展開推進事業に採択いただきました PURE-
TB-LAMP を用いた結核診断普及促進事業 3 年度目について、報告いた
します。実施主体は栄研化学株式会社です。
　事業名は「PURE-TB-LAMP を用いた結核診断普及促進事業 3（結核診
断の普及）」、実施主体は栄研化学株式会社、対象国はザンビア共和国、
対象医療技術は診断薬としての遺伝子検査技術及び結核対策となります。
　事業の背景ですが、ザンビアは結核高負担国の上位 30 位に入ってお
り、10 万人当たりの患者数も 333 人と高く、高感度な遺伝子結核検査
が普及しておらず、結核患者の発見は低いという現状があります。こ
の問題を解決するため、現状の検査より感度の高い遺伝子検査である、
PURE-TB-LAMP の陽性検出率は 22.4％とスメア検査の 14.6％と比較し
て高いことが、これまでの事業の成果として明確になっています。この
ため、結核感染を迅速・簡便に発見できる PURE-TB-LAMP の普及が望
まれております。
　以上のような状況から、事業の目的として、日本で開発された簡易・
迅速な結核検査法である PURE-TB-LAMP の普及、日本の医療技術を展
開を通じてザンビア結核プログラムへの貢献、さらに全土での研修を通
じて「誰一人取り残さない医療」のキャパシティビルディング、研修で
育成された現地医療人材による持続可能な医療の実現と発展を挙げてお
ります。
　実施体制になります。国立国際医療研究センターより事業内容を採択
いただき、事業主体である栄研化学から、研修実施協力機関として結核
予防会結核研究所に協力をお願いしております。
　栄研化学は保健省と覚書を締結し、PURE-TB-LAMP の National Roll 
out のを進めて参りました。本事業では 14 施設での研修を行う計画で
したが、COVID-19 の感染拡大に伴い、11 施設での研修にと止まってお
ります。
　研修の目標として
1.	 オンライン研修および OJT による責任技術者を 8 名およびトレー

ナー、オペレーターを 42 名の育成  
2.	 責任技術者によるトレーナー技量確認とトレーナーによるオペ

レーターの育成研修の実施
3.	 日本の専門家（結核予防会 / 結核研究所）による精度管理のオン

ライン教育、テストの実施
4.	 育成されたオペレーターによる PURE-TB-LAMP の実施機会を提供

し、全 10 行政区、14 施設での遺伝子検査による結核診断の実現 ( ル
チン検査化 )

を目指しました。

1年間の事業内容

2020年 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉
オンライン
トレーナー
研修：
週1回開催
（7/16-8/14）
UTH【2名】、
CDL【3名】、
Matero【1名】

トレーナーの
リハーサル
（8/24‐8/28）
UTH【2名】、
CDL【3名】、
Matero【1名】

オペレー
ター研修：
①
Railway C
（9/8-9/11）
【3名】
②
Jempo
(9/22-9/25)
【2名】

オペレーター
研修：
③
Kabushi
(10/5-10/8)
【5名】
④
Chisanga
(10/7-10/10) 
【2名】
⑤
Mulenga
(10/11-10/15)
【3名】
トレーニング
レビュー：
OJTとモニタ
リング結果
【6名】

オペレー
ター研修：
⑥
Chibolya
(11/2-11/5)
【3名】
⑦
Railway S
(11/16-11/19)
【3名】

オペレーター
研修：
⑧
Mulanga
（12/1-12/4）
【1名】

⑨
Kabole
(12/14-12/17)
【2名】
⑩

Chiyeke
(12/15-12/18)
【3名】
⑪
Kazembe
(12/21‐12/24)
【2名】

ザンビア
緊急事態
宣言の発
令により
活動休止

　本事業の内容となります。現地の責任技術者およびトレーナーに対し
てトレーニングの研修とオペレーター研修のリハーサルを 7 月と 8 月
に実施致しました。
　また保健省の指示の下、栄研化学と責任技術者協力して研修プログラ
ムおよびマニュアル・資料を作成しました。
　その計画に基づいて責任技術者が中心となり、現地研修を 9 月より
12 月までの 4 カ月間で 11 施設で実施しました。残念ながら COVID-19
の拡大をうけ 12 月末に研修は中断となりました。
　1 月 10 日に大統領府が緊急事態宣言を発令し、すべての現地活動を

停止することとなりました。
　緊急事態宣言により現地活動の締めくくりであるワークショップや技
能認定式、PURE-TB-LAMP トレーニングセンターの開所は本事業期間に
完了する事ができませんでした。

① 2020/9/8〜9/11
Railway Clinic

② 2020/9/22〜9/25
Jempo Hospital

④ 2020/10/7〜10/10
Chisanga Medium

③ 2020/10/5〜10/8
Kabushi

　9 月 8 日から 10 月 10 日に実施した PURE-TB-LAMP のオペレーター
研修の様子です。4 施設です。

⑤ 2020/10/11〜10/15
Mulenga

⑥ 2020/11/2〜11/5
Chibolya

⑦ 2020/11/16〜11/19
Railway Surgery

⑧ 2020/12/1〜12/4
Mulanga

　10 月 11 日から 12 月 4 日に実施した PURE-TB-LAMP のオペレーター
研修の様子です。4 施設です。

　12 月 14 日から 12 月 24 日に実施した PURE-TB-LAMP のオペレーター
研修の様子です。３施設です。現在、合計 11 施設で PURE-TB-LAMP が
稼働しています。

⑩ 2020/12/15〜12/18
Chiyeke

⑨ 2020/12/14〜12/17
Kabole

⑪ 2020/12/21〜12/24
Kazembe
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　アウトプット指標、アウトカム指標とインパクト指標をお示しします。
最大のアウトカム指標は「PURE-TB-LAMP」がすべての検査現場で使い

今年度の成果指標とその結果

アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

①責任技術者育成(8名）
②トレーナーによるオペレーター
育成
(42名の検査技師が24検体
以上測定)
③結核対策の知識獲得
検査技術の向上
④UNION学会発表

①現地トレーナーの研修によりオペレーターが
PURE-TB-LAMPを適切に操作できる（認
定証の発⾏）
②研修の有効性が保健省・技術審議会
（LTWG）へ報告される
③結核対策ポリシー、ガイドラインへ組み込ま
れる(Step1:保健省・NTPへ前年度評価試
験結果報告、Step2︓結核予防会協⼒によ
り栄研側から保健省、NTPへ働きかけ。
④結核の遺伝⼦検査知識・技術を取得し、
TB-LAMPに役⽴てる。

①PURE-TB-LAMPが結核対策ポリ
シーに収載。
②PURE-TB-LAMPの普及
→2022年までに、ルサカ州20台、カッ
パーベルト州15台、中央州2台、南部
州2台、
東部州1台、北部州1台、合計41台設
置⽬標。
③エビデンスが学会・論⽂発表され、国
際展開に繋がる
④早期発⾒、治療による結核対策プロ
グラムの改善

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

①責任技術者(2名)育成
②トレーナー(6名)育成
②オペレーター(32名)の育成
③⽇本の専⾨家による講演で
遺伝⼦検査知識︓技術向上
を獲得・受講者(40名)
④UNIONバーチャル開催の
ワークショップでの事例紹介

①11施設で32名のオペレーターがPURE-
TB-LAMPを使⽤できる。
②2000テストのデータ蓄積済み5000テスト
(追加実施)を保健省へ報告予定
③保健省はPURE-TB-LAMPの使⽤を認め
るガイドラインを発⾏、ポリシー変更は次回改
定時2022年まで時間を要する
④研修後のテストで29名が合格点80点をク
リア

①保健省のガイドラインに収載されポリ
シー収載も検討中
②17施設(本事業で追加11施設)で
PURE-TB-LAMPでの診断が可能に
③2021年の世界肺病学会（The
Union)で発表、ワークショップを利⽤し
啓蒙促進④導⼊による結核対策への貢
献︓スメア検査と⽐較して30%以上の
発⾒率向上

やすい技術として認知され、積極的に継続して使用したいとの意見が形
成できたことににあります。

　現在までの相手国への事業インパクトおよび健康向上における事業イ
ンパクトをお示しします。
相手国への事業インパクト
　これまで現地実証を通じてエビデンスを構築し、本事業の代表される
研修を通じた技術の国際展開と行うことで事業インパクトの拡大を目指
して参りました。
　その結果、製品登録が完了し規制をクリアすることに成功しました。
これを起点に国家結核戦略やガイドラインの収載を待たずして特例的に
PURE-TB-LAMP の普及計画が承認されました。
　実証フェーズでは首都ルサカ特別行政区に限定されていた PURE-TB-
LAMP がザンビア全土に普及した点は非常に大きな意味を持ちます。
PURE-TB-LAMP の拠点を研修拠点として加速度的な普及につなげること
が可能になります。PURE-TB-LAMP を用いた持続可能な結核対策の実現
のため、Global Fund へのリプログラミング申請も行います。

健康向上における事業インパクト
　健康向上における事業インパクトとしてスメア顕微鏡検査から PURE-
TB-LAMP に置き換えたことでより多くの結核患者を見つけることがで
きます。見逃された結核患者を減らすことで罹患率、死亡率ともに減少

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト
事業で紹介・導⼊し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事例も記載）
Ø PURE-TB-LAMPが保健省技術諮問委員会（TGW）の承認を受けた
Ø 保健省がPURE-TB-LAMPのNational Roll out Projectを承認した
Ø 全⾏政区(10プロビンス)でPURE-TB-LAMPの配備が承認され、技術研修を実施した

事業で紹介・導⼊し、相⼿国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）
Ø 保健省と結核局はPURE-TB-LAMPの持続可能な普及のため、Global Fundや国家予算の

割当を検討している。（本事業期間に調達実績はなし）

健康向上における事業インパクト
事業で育成した保健医療従事者（延べ数）
Ø オンラインで責任技術者・トレーナー研修を実施。受講者 (8名)
Ø 現地の責任技術者・トレーナーによるオペレーター研修受講者 (34名)
Ø 遠隔システムを⽤いた講義・実習・セミナーを受けた研修⽣ (160名)

期待される事業の裨益⼈⼝（延べ数）
Ø 結核発⾒数の向上→⾼感度遺伝⼦診断(最⼤7,000⼈)で検出率が30%向上
Ø 早期発⾒と治療による結核罹患率および死亡率の低減 (発⾒結核患者が546⼈増)

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

効果が期待されます。育成した保健医療従事者が新たな診断技術 PURE-
TB-LAMP を使えば使うほどその効果が大きくなります。

　本年度の成果をお示しします。
1.	 令和２年度に育成した責任技術者名 2 名、トレーナー 6 名による

オペレーター研修を実施、そのトレーナーが現地で 28 名ものオ
ペレーターを育成しています。

2.	 日本の専門家（結核予防会・結核研究所）によるオンライン教育
講演の実現

　３と４につきましては緊急事態宣言の影響で政府との合意にとどまっ
ております。本事業開始時はザンビア結核研究所 (CDL) に PURE-TB-
LAMP のトレーニングセンター開所と責任技術者、トレーナーとオペ
レーターの技能認定試験 ( 教育システム構築 ) を計画しておりましたが
緊急事態宣言が解除されるまで延期となっております。
5.	 保健省・NTP は PURE-TB-LAMP の普及拡大のため、国家結核計画

の改定を検討する事になりました。

今今後後のの課課題題

今今年年度度のの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

１．育成した責任技術者名2名とトレーナー6名がオペレーターを28名育成
保健省が指定した11施設でPURE-TB-LAMPの配備とオペレーター研修が完了
遠隔システムを⽤いたモニタリングの実践 (通信環境により1部のみ)

２．⽇本の専⾨家（結核予防会・結核研究所）によるオンライン教育講演の実現
３．保健省はPURE-TB-LAMPのトレーニングセンターの開設に合意
４．保健省は教育プログラムの改定、PURE-TB-LAMP認定制度の設⽴に合意
５．保健省・NTPとPURE-TB-LAMPを国家結核計画に収載すべく、協議を開始

平成29年度︓
PURE-TB-LAMPの評価試験を⾏い、レファレンスラボ・中核病院との親和性、有効性を
実証オペレーター8名の育成
平成30年度︓
PURE-TB-LAMPの医療過疎地での実証を⾏い、設備が限られる環境での使⽤を実証
責任技術者2名、トレーナー2名、オペレーター３名の育成

Ø 政策︓国家結核計画、結核検査指針への収載
Ø 研修︓全⼟(医療過疎地を含む)で持続使⽤されるよう、⼈材育成が必要
Ø 持続性︓グローバルファンドや保健予算によるPURE-TB-LAMPの普及
Ø 信頼性︓結核検査の精度管理プログラムの構築
Ø デジタル化︓検査結果が即時に保健省や臨床医に報告されるシステム構築
〇 2030年の結核撲滅に向けてこれまでの取組みを総点検し、結核対策を改善する
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　医療技術の展開には対象国に受入やすいソリューションを提示する
ことが重要です。これまで PURE-TB-LAMP はグローバルヘルスへの貢
献のため国連、WHO や日本政府の支援を得て、対象国に受け入れやす
い条件の整備を進めて参りました。WHO ポリシーガイダンスや新しい
エビデンスが PURE-TB-LAMP の有用性をサポートして頂いております。
グローバルヘルスの要求に応えるため、さらに学術活動を展開して参り
ます。

〜持続可能な結核対策を⽬指して〜

事業の将来性
１. 研修・教育・認定プログラムの構築

⽀援(医療・技術・教育)

栄研
トレーナー、オペレーター
育成
・現地／⽇本
・JATA/JICAの協⼒

保健省/NTP/CDLの協業
• 研修・教育施設とショーケース設⽴
• 国家結核ガイドラインへの組込み
• 質の⾼いエビデンスを国際学会で発表

対象国の⾃発⾏動 結核対策の推進
＜保健省／NTPが組織する教育モデル＞
近隣国や医療過疎地へ確実に技術を伝播

エスカレーション

＜対象国拡⼤と牽引国による2次教育＞
周辺国からアプローチ可能か拠点整備(WHO／代理店)

・保健省の「結核検査技能認定プログラム」
・結核対策の成功⇔⾼負担国への伝播
↓協業フェーズ…3年間の教育プログラム…⾃⽴フェーズ↑

牽引国による
教育プログラム

　PURE-TB-LAMP の実証を通じて医療展開の基礎を築くことができまし
た。現地に根差した技術である事実だけでは、持続可能性を担保するこ
とは出来ません。対象国の教育研修プログラムの構築と継続的改善が必
要です。PURE-TB-LAMP トレーニングセンターや本事業で育成したオペ
レーターが自立して事業を推進できることを目指します。

PURE-TB-LAMPの製品特徴
・ どこでも 最低限の検査設備で実現できる → 機動⼒(ソーラーパネル＋バッテリー)
・ 誰でも 技術研修(3⽇)でオペレーターに → 受容性(決め細やかな研修システム)
・ 安く 導⼊とテスト単価(6$)が安い → 経済性(WHOターゲット価格を実現)
・ 早く ⾼い処理能⼒︓1台70テスト → 迅速性(当⽇診断・治療の実現)
・ 独⾃ マラリア(Pan/Pf/Pv)／NTD →  拡張性(同装置で検査可能)

● ターゲット国 〜牽引国と連携したエリア展開2021〜
・ アジア 8カ国
国際医療推進事業と治験のスケールアップ グローバルファンド申請
フィリピン、ベトナム、タイ、ミャンマーインド、インドネシア、カンボジア、ラオス

・ アフリカ 11カ国
実証、製品登録、結核ガイドライン収載、グローバルファンド申請
ザンビア、ケニア、コートジボアール、コンゴ⺠主共和国、ナイジェリア、ウガンダ
エチオピア、タンザニア、ジンバブエ、モザンビーク、チャド

Global Fund予算獲得

事業の将来性
２. 製品特性を活かした展開

Task Forceによる活動

　本事業を通じて製品コンセプトを現地ニーズのついて親和性が確認さ
れ、技術展開が期待されます。

　対象国の普及モデルです、PURE-TB-LAMP の実証、スケールアップ
と技術・教育支援が重要です。本事業では現地ステークホルダーから
PURE-TB-LAMP 普及推進への惜しみない協力を得る事ができました。
　これからも医療技術の国際展開を実現できるよう邁進致します。事業
報告をご覧いただきまして、誠に有難うございました。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 フィリピンにおける死亡原因疾患の 1 位は循環器系疾患 188（対 10 万人）で、２位は呼吸器感染症の 76 である。

呼吸器感染症診断に用いられる胸部 X 線検査は、日本と同様フィリピンでも普及しており、日常的に実施されてい
る。日本では胸部 X 線検査に胸部 CT 検査が追加実施されることが多いが、フィリピンの CT 普及率は日本の 1/100
程度と推定され、検査費用の患者負担も重いため CT 検査数は限定されている。このためフィリピンでは、結核や
新型コロナウイルスなど呼吸器疾患診断に対し、胸部 X 線検査・診断の精度を高めることが求められている。

•	 フィリピンでは、医師を含め医療有資格者は 3 年毎に資格更新義務があるが、X 線画像検査や読影・診断技術の研
鑽機会は限られており、現状を改善するためには、医師や放射線技師の卒前 ･ 卒後教育の質を向上する必要がある。

【事業の目的】
　本事業は、胸部 X 線画像のオンライン学習・診断サービス「読影指南」をフィリピンで普及することで、①医師・放
射線技師の卒前教育、②専門医（放射線科・呼吸器科）の卒後教育、③ PHC レベルでの日常診断の３段階で、撮影技
術と画像診断能力の向上を目指すことが目的である。
【研修目標】

•	 4 つの研修実施団体の医師や放射線技師に対し、 2019 年度の本邦研修に参加した研修員が講師となり、フィリピン
国内で「読影指南」を用いた（オンライン）研修を実施する。

•	 研修受講者が「読影指南」を理解して有用性を認識すること。その結果、受講者の所属する教育機関や医療施設で
普及し、呼吸器科や放射線科の専門医や放射線技師の基礎教育の一環として認定されることを目指している。

4.　フィリピンにおける医療画像診断能力強化支援事業

	 	 	 	 学校法人 ありあけ国際学園　保健医療経営大学

【研修実施団体】
（講師：19 年度本邦研修員）

呼吸器医学会（PCCP）
放射線科医師の学術団体（PCR）
放射線技師の学術団体（PART）

マニラ市立 Gat Andrews 記念病院

【「読影指南」に関する
研修コンテンツの情報提供】

　NPO 法人メディカル指南車
　広島国際大学

【研修実施団体との調整】
マニラ市：保健コンサルタント

（結核研究所マニラ事務所の元職員）

【胸部 X線画像診断支援システム
（AI-CAD） に関する情報提供】

富士フィルム

保健医療経営大学
（福岡県みやま市）

結核研究所
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　フィリピンでは、呼吸器疾患の診断として頻繁に用いられる胸部 X
線画像検査の診断精度に課題がある。呼吸器疾患の画像検査として、最
初に行われるのは胸部 X 線検査であるが、日本の場合は必要に応じて
直ちに CT 検査も行っている。しかしフィリピンの場合、CT 装置の数
が人口比で日本の 100 分の 1 程度と少ないだけでなく、医療保険に加
入していない場合検査費用は全額患者負担となり、経済的に余裕がない
者ほど検査を受けられないという現状がある。従って、胸部 X 線画像
診断の結果が患者の予後を左右する可能性が高く、より精度の高い検査
と診断ができることが診療放射線技師（技師）と医師に期待されている。
またフィリピンの医療従事者は、資格取得の試験に合格した後、医師を
含め全ての医療従事者は 3 年毎に資格更新の義務があり、卒後研修単
位（CPD Unit：Continuing Professional Development Unit） を 取 得 す
る必要がある。しかし、この単位を受ける研修機会は地方と都市部間で
差があるだけでなく、研修の質にもばらつきがある。これを改善する手
段として、NPO 法人メディカル指南車が開発したオンラインで画像診
断の学習・診断サービスが利用できる「読影指南」を技師と医師の研修
に使うことで、胸部 X 線検査・診断の質を向上できると考えている。「読
影指南」が効果を発揮できる場として、①医師や技師の卒前・卒後教育、
②医師のインターン教育、③プライマリーヘルスとしての診断の現場、
の 3 つを想定して普及を目指している。
　事業計画は、福岡県にある保健医療経営大学が中心となり、2019 年
度に実施した本邦研修の元研修員の 5 人を講師として、フィリピン国
内で「読影指南」を用いた（オンライン）研修の実施である。具体的に
は、元研修員の所属機関①呼吸器医学会（PCCP)、②放射線医学会（PCR)、
③放射線技師会（PART) と④マニラ市立ガットアンドリュース記念病院
が主催者となり、研修医や放射線技師に対する（オンライン）研修の実
施を日本国内から支援することとした。研修目的は、研修受講者が「読
影指南」を理解して有用性を認識することで、その結果、受講者の所属
する教育機関や医療施設で呼吸器や放射線科の医師や放射線技師の教育
の一環として認定されることを目指している。また、本事業実施チーム
の「富士フイルム」は、フィリピンでのコンピュータ支援画像診断（AI-
CAD）の試験的使用事例に関する情報提供も行い、フィリピンで正式に
使用されることを期待している。
　最終的に、上記 4 団体のうち、呼吸器医学会はオンライン研修を 3
回実施して医師約 117 人を対象に研修を実施した。また、ガットアン
ドリュース記念病院では放射線技師 10 人に対して対面にて研修を実施
した。放射線医師会と放射線技師会は、研修実施に対して理事会での承
認が遅れた結果、事業実施期間内には研修を実施できなかった。

　2020 年度 2 次募集で事業採択（10 月 26 日）された後、フィリピン
での研修に用いられる英語版「読影指南」の取り扱い動画を作成するよ
う NPO 法人メディカル指南車に依頼した。研修実施に際し、フィリピ
ン呼吸器医学会とマニラ市立ガットアンドリュース記念病院放射線科
は、組織として研修実施の承認を得た後上記に記した日程でそれぞれ研
修を実施した。フィリピン呼吸器医学会はオンラインで 3 回の研修を
実施し、117 人の医師が参加した。ガットアンドリュース記念病院は対
面で３回の研修を実施し、10 人の放射線技師に研修を実施した。

2020年年 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

事業実
施

26日事
業採択

講師 研修用英語版動
画作成（メディカ
ル指南車）

2019年度の本邦研修に参加したフィリ
ピン人医師2人

海外研
修生の
受入
（人数、
期間）

• フィリピン呼吸器医学会の専門医
と研修医

• マニラ市立ガットアンドリュース記
念病院放射線科の放射線技師

1. 7日（医師43人）
2. 10日（医師32人・放射線技師4人）
3. 11日（医師42人・放射線技師2人）
4. 17日（放射線技師4人）

合計127人

研修内
容

• 「読影指南」の取り扱いに関する講
義と実習

• 富士フィルムの携帯用X線装置とコ
ンピュータ支援画像診断システム
（AI-CAD）の情報提供

事業採択後5か月間の事業内容

　本事業予算で制作した英語版「読影指南」の活用方法の動画について、
メディカル指南車の公式チャンネルにて公開中。

5

研修用英語版「読影指南」
メディカル指南車公式チャンネルにて公開中
[https://www.youtube.com/user/NPOmedicalshinansha]

　この写真は、マニラ市立ガットアンドリュース記念病院放射線科の放
射線技師に対する対面での講義・研修の実施状況で、各人はそれぞれ個
別のモニターを使って「読影指南」の取り扱い実習を行っている。

6

マニラ市立
ガットアンドリュース記念病院

放射線科

放射線技師に対する講義・研修

　この写真は、呼吸器医学会を代表して参加した 2019 年度事業の本邦
研修員（左上）が、研修医などに対してオンラインでの講義・研修を実
施している様子。

7

フィリピン呼吸器医学会
臨床研修指導医と研修医に対するZOOMを使った講義・研修

左上が講師（2019年度本邦研修員）
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　元本邦研修員（右上）は、「読影指南」の取り扱いをオンライン上で
具体的に示しながら講義・研修を行い、3 回のオンライン研修でフィリ
ピン全土の医療機関に所属している 117 人の医師に「読影指南」の取
り扱い実習を行った。

8

右上の講師がオンライン
上で「読影指南」につい
て講義・研修実施中

　事業実施前のアウトプット指標では、呼吸器医学会・放射線医師会・
放射線技師会・ガットアンドリュース記念病院の 4 団体が（オンライ
ン）研修を実施する計画としたが、放射線医師会と放射線技師会は理事
会での承認に時間がかかり、事業実施期間内に（オンライン）研修を実
施できなかった。一方、呼吸器医学会は 3 回のオンライン研修を実施し、
フィリピン全土の医師 117 人に対して「読影指南」の取り扱いを講義・
研修を行った。研修参加者のうち 21 名が質問票に回答し、「読影指南」
の有効性を高く評価した。また、ガットアンドリュース記念病院放射線
科の元本邦研修員（医師）は 10 人の放射線技師に対して対面にて講義・
研修を行った。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実
施
前
の
計
画

①研修対象者
• 呼吸器医学会
• 放射線医学会
• 放射線技師会
• ガットアンドリュース記念病院
（医師80人・放射線技師10人:計90人）

②半構造化した質問票で研修の理解度を確認

③「読影指南」の導入計画案や予算などが明確になる

①「読影指南」導入のためのガイドラインが作成される

②医師や放射線技師の卒前・卒後教育目的でアカウント
が開設される

③「読影指南」の利用状況

④事業推進に関連する組織・団体との覚書などの締結

①「読影指南」がフィリピンの
医師や放射線技師の卒前・卒
後教育の一環として単位など
正式に認定される

②「読影指南」が普及すること
で呼吸器疾患の診断の質向
上に貢献する

実
施
後
の
結
果

①研修参加者
• 呼吸器医学会（医師117人）
• ガットアンドリュース記念病院（放射線技師10人）

②呼吸器医学会のオンライン研修
• グーグルを使った質問票で期限内に回答した21人

全員がオンライン研修に満足
• 「読影指南」を研修の一環として使ってみたいと回答

した

③「読影指南」の利用
• アウトカム指標の②を参照

①呼吸器医学会の理事会は、学会として臨床研修医の
教育目的で「読影指南」の利用を承認

②アカウント開設
• 呼吸器医学会として「読影指南」の利用を承認し、

医療機関と折半にて予算負担予定
• ガットアンドリュース記念病院は4月に2個アカウント

開設予定

③研修実施以降、事業期間内について提供した18アカウ
ントを継続的に利用

④フィリピン呼吸器医学会は、他の関係組織と連携して
事業を推進する旨、覚書を締結（2020年3月13日）

①フィリピン呼吸器医学会は
「読影指南」の有用性を高く評
価しており、正式な卒前・卒後
教育の単位となることを期待し
ている

②現状では評価できない

9

　アウトカム指標として、ガットアンドリュース記念病院放射線科は
2021 年 4 月以降、2 アカウントの 1 年契約を結ぶ予定。呼吸器医学会は、
2021 年 2 月の理事会にて、研修医の胸部 X 線画像の読影教育ツールと
して「読影指南」を承認し、学会と医療機関が費用を折半してアカウン
トを開設する計画である。さらに、この事業を継続的に推進するため、
呼吸器医学会と本プロジェクトで覚書を締結している。
　インパクト指標として挙げた「読影指南」が卒前・卒後教育の単位と
して認定されるよう、呼吸器医学会と密に連携して事業を実施したいと
考えている。

　本事業実施により、スライドに示したように呼吸器医学会の理事会は、
「読影指南」を使った胸部 X 線画像の学習機能（simu.Doc）について、

呼吸器専門医の教育目的として専門医研修病院などで利用することを承
認し、費用は学会と病院で折半することで現在調整している。またガッ
トアンドリュース記念病院放射線科は、2021 年 4 月以降 1 年契約で 2
アカウントを開設する予定で予算調整している。
　「読影指南」の学習機能（simu.Doc）と診断支援機能（Doc.navi）が
より広く利用されることで、より多くの患者がより精度の高い胸部 X
線画像診断を受けることができるようになり、PHC レベルでの呼吸器
疾患診断という側面から健康向上に貢献すると考えている。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト
• 2021年2月のフィリピン呼吸器医学会理事会にて、学会員の教育目的として
専門医認定研修病院（14施設）とその他の施設にて「読影指南」を利用する
ことを承認した。費用は、学会と医療施設で折半することで調整中。

• ガットアンドリュース記念病院放射線科は、放射線技師の卒後教育の目的で
2021年4月から「読影指南」を2アカウント1年間契約予定で調整中。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト
• フィリピン呼吸器医学会の顧問8人と研修医109人（合計117人）がオンライン
研修を受講。

• ガットアンドリュース記念病院の放射線技師10人が研修を受講。
• 医師や放射線技師が、卒後教育の一環として「読影指南」の学習ツール
（simu.Doc）で継続的に学習することで、精度の高い胸部X線検査・診断に貢
献する。

• 診断支援ツール（Doc.navi）を使うことで、より精度の高い診断が可能となる。
2019年度本邦研修員は、Doc.naviを使って1日約60人の診断を行っている。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト
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　2019 年度の成果は、ここに示したように本邦研修を実施し、その
後のフォローアップとしてガットアンドリュース記念病院にてワーク
ショップを実施したことである。2019 年度の事業を通じ、「読影指南」
について理解が深まったといえるが、その後コロナウイルスの感染拡大
に伴い、感染対策などにより本事業実施計画は遅延した。2020 年度は
2 次募集で採択され、10 月末以降から事業継続を行い、2019 年度の本
邦研修で培った人材ネットワークを利用して現地での（オンライン）研
修を実施することができた。その結果、呼吸器医学会とガットアンド
リュース記念病院放射線科は、スライドに記したように「読影指南」の
新規アカウント契約を結ぶ予定で調整している。
　今後の課題として、「読影指南」はこれまでにないサービスであるため、
既存の機器更新でなく新規需要を喚起必要があり、サービスの有用性に
ついて継続して理解を促す必要がある。また、NPO 法人メディカル指
南車が継続してサービスを提供するためには、サービスの内容だけでな
くライセンス契約方法など、フィリピン側の要望に適合するよう、これ
までの事業実績に基づく継続的な支援が必要だと考えている。また、「読
影指南」が、フィリピンの現状改善に貢献することを具体的に示すこと
や、教育機関との連携も必要だと考えている。

2019年度：
6組織①保健省Bicol医療センター、②マニラ市保健局、③マニラ市立ガットアンドリュース記念
病院、④PCR（医学放射線学会）、⑤PCCP（呼吸器医学会）➅PART（放射線技師会）から8人
が本邦研修に参加した。
• 「読影指南」の取り扱い実習と日本の研修医制度、診療放射線技師教育制度や施設・備品
などについて、大阪市立大学大学院医学研究科肝胆膵病態内科、九州大学大学院医学研
究科保健学部門、広島国際大学保健医療学部診療放射線学科にて研修を受けた。

• 富士フィルムの胸部X線撮影装置や画像診断支援システム（AI-CAD)など、講義を受けた。
2020年度：
• PCCPとガットアンドリュース記念の元本邦研修員が講師となり、「読影指南」の（オンライン）
研修を実施した。

• 2021年2月の呼吸器医学会の理事会にて、学会員の教育目的として専門医認定研修病院
（14施設）とその他の施設で「読影指南」を利用することを承認した。費用は、学会と医療施
設で折半することで調整中。

• ガットアンドリュース記念病院放射線科は、放射線技師の卒後教育の目的で2021年4月か
ら「読影指南」を2アカウント1年間契約予定で調整中。

• 「読影指南」は、ネット環境さえあれば学習することができ、利用者はメンテナンス不要とい
う長所がある一方、これまでにないサービスであり、継続した理解の促進と新規需要の開
拓が必要である。

• NPO法人が継続してサービス提供するためには、サービスの内容だけでなくライセンス契約
方法など、現地の要望に適合するよう継続した支援が必要である。

• フィリピンでの「読影指南」普及のため、医師や技師の卒前・卒後教育の質、呼吸器疾患の
診断の質向上に貢献することを利用者が納得する必要がある。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

本事業の将来展望
①①「「読読影影指指南南」」のの利利用用ににつついいてて

胸部X線画像検査・診断の質向上のため、医師と放射線技師の基礎的な卒前教育だけでな
く、卒後教育や専門医教育として「読影指南」を利用することで呼吸器疾患画像診断分野の
質向上が期待できる。

Ø各学会が徴収する年会費や、卒後教育単位認定時の徴収金、関連企業からの助成金
などで毎年持続的に契約を更新する。

Ø「読影指南」の学習ツール（simu.Doc）と、診断ツール（Doc.navi）が普及することで、より
質の高い胸部X線画像診断が可能となる。

ØフィリピンのPHCレベルでの呼吸器疾患診断の質向上に貢献する。

②②富富士士フフイイルルムムののX線線検検査査装装置置ととAI-CAD（（画画像像診診断断支支援援））シシスステテムムににつついいてて

本事業の人的ネットワークを通じ、フィリピンで有用性の高い最新のX線検査装置や画像診
断支援システム（AI-CAD）について継続的に情報交換し、「読影指南」と相互補完的に利用さ
れることで呼吸器疾患の診断・治療の質向上に貢献するよう支援する。

③③フファァンントトムムをを使使っったた医医師師・・放放射射線線技技師師教教育育ににつついいてて

日本の医師・技師教育現場で使われているファントムを紹介し、フィリピンでの利用可能性
について継続的に情報交換する。

　本事業の将来展望は、このスライドに示したように 3 点ある。本事
業の主たる目的は①であり、フィリピンでの呼吸器疾患に対する画像検
査・診断の質向上を目的としており、目的達成のため継続した支援が必
要だと考えている。②と③については、活動の一環として、本事業実施
で培った人材ネットワークを利用し、関係機関と連携して協力・支援す
ることで、包括的な画像診断の質向上につながると考えている。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　モンゴル国においては、白血病などの造血器悪性腫瘍が発症した場合、国内で医療を完結させることが難しい場合も
多く、中国や韓国などの近隣諸国へ患者を搬送し治療が行われることも稀ではない。こうしたことを受け、治療成績を向
上させる目的で、モンゴル国内で造血幹細胞移植を実施できる施設を整えるなどの取り組みが進んでいる。造血器腫瘍
では、まず的確に疾患を診断することが何よりも重要であるが、当該国内でのこれまでの診療実績が限られるなか、診断
経験が十分でなく、また診断にあたる人材の育成が立ち遅れていた。一方、自動血球計数装置が普及していくなかで、血
液塗抹標本を作成し細胞形態判定を行う機会が減少し、目視による判定の能力が低下しつつあることが危惧されてきた。
【事業の目的】

　モンゴル国保健省ならびに臨床検査外部精度管理団体より上記の状況に関する情報提供を受け、モンゴル国において、
造血器腫瘍を含む血液疾患の診断ができる人材の育成に取り組むこととした。日本検査血液学会に所属する国内のエキ
スパートにより、血液学的検査の実施方法や、血液細胞形態の判定に関する研修を行うとともに、血液標本作成や細胞
形態判定に関するマニュアルを発行し、広く相手国における疾患診断能力を向上させることを目的とした。
　また、長期的に、血液検査に係る国内の試薬・機器の相手国への導入も視野に入れることとした。
【研修目標】
　血液学的検査に関する研修事業を実施し、モンゴル国における血液学的検査の充実を図ることを目標とする。具体的
には、モンゴル国の医師・検査技師 20 名に対して
1.	 高品質な血液塗抹標本の作製実習、血液細胞形態判定の実技実習を行い、確実に造血器腫瘍診断が行える体制を構

築し、また相手国内で自身らが教育・人材育成できる基盤を構築する。また、
2.	 血液塗抹標本作成・細胞形態判定に関するマニュアルの発行を行い、広く血液検査に関する技術提供と啓発を行う。

5.　モンゴル国における血液細胞形態判定者（医師・
　　臨床検査技師）の人材育成事業
	 	 	 	 一般社団法人 日本検査血液学会

⽇本検査⾎液学会（JSLH）
標準化委員会・国際委員会

（東京都）
学会関係者所属施設

（東京⼤学医学部附属病院・
熊本⼤学病院ほか）

モンゴル臨床検査医協会

研修生受入

モンゴル国保健省
（ウランバートル）

シスメックス株式会社
( 事業初年度に募集 )

セミナー開催
専門家派遣

企業での技術研修
機器・試薬等の
情報交換

モンゴル国⽴第⼀病院
⾎液内科

( ウランバートル )

モンゴル国内
医療機関

連携 連携

精度管理業務の委託
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　今年度、医療技術等国際展開推進事業といたしまして、日本検査血液
学会を事業主体とし、「モンゴル国における血液細胞形態判定者 ( 医師・
臨床検査技師 ) の人材育成」を実施いたしました。
　事業の背景として、現在のモンゴル国においては、白血病などの造血
器悪性腫瘍が発症した場合、国内で医療を完結させることが難しい場合
も多く、中国や韓国などの近隣諸国へ患者を搬送し治療が行われること
も稀ではありません。こうしたことを受け、治療成績を向上させる目的
で、モンゴル国内で造血幹細胞移植を実施できる施設を整えるなどの取
り組みが進んでおります。造血器腫瘍では、まず的確に疾患を診断する
ことが何よりも重要ですが、モンゴル国内でのこれまでの診療実績が限
られるなか、診断経験が十分でなく、また診断にあたる人材の育成が立
ち遅れていることが挙げられます。例えば、モンゴル国内には血液内科
を診療科として標榜する医療機関がモンゴル国立第一病院の一カ所しか
なく、血液専門医や同領域を専門とする検査医の育成が十分に行える環
境にありません。
　日本検査血液学会では、学会構成員がモンゴル国を訪問し意見交換を
進めるなかでこのような実態を確認し、また相手国より技術指導の要請
を受けました。
　そこで、本事業を企画し、モンゴル国において、造血器腫瘍を含む血
液疾患の診断ができる人材の育成に取り組むこととしました。具体的に
は、日本検査血液学会に所属する国内のエキスパートにより、血液学的
検査の実施方法や、血液細胞形態の判定に関する研修を行うことを通し
て、相手国における造血器疾患診断能力の向上を目的としました。本事
業は 2019 年度に採択を受け開始しました。
　実施体制を示します。日本検査血液学会が主体となり、モンゴル国外
部精度管理事業体 (MEQAS) との連携により本事業に着手しました。事
業二か年目には、医師・検査技師の教育研修実施主体であるモンゴル国
臨床検査医協会との連携がより望ましいとの合意形成に至り、同団体と
の間に事業協力協定の締結に至りました。また、同じく事業二か年目に
は学会からの公募に応募いただいたシスメックス株式会社が本事業の協
力機関に加わり、これにより、現代の血液検査に重要な自動血球計数装
置のデータ判定に関する研修・技術供与も可能な環境が整いました。当
初は日本人の相手国訪問、および相手国研修生の日本国内医療機関での
受け入れによる研修を検討していましたが、コロナウイルス感染症拡大
に伴い渡航が困難となったため、遠隔研修会形式を中心とした事業の実
施を行うこととなりました。
　研修の目標として、モンゴル国の医師・検査技師 20 名に対して高品
質な血液塗抹標本の作製実習、血液細胞形態判定の実技実習を行い、確
実に造血器腫瘍診断が行える体制を構築することとしました。また、
2020 年度には血液塗抹標本の作製と細胞形態判定に関するマニュアル
を発行し、広く相手国に日本の技術をアピールするとともに、より多く
の医療技術者に直接的・間接的に教育を提供することとしました。

　１年間の事業内容を時間経過で説明します。
　事業採択後間もない 2020 年 6 月には、相手国の主要メンバー数名を
交えた遠隔ミーティングを開催し、事業の実施方法や連携のあり方につ
いて議論が行われました。その結果、本事業をモンゴル国において推進
するためには、モンゴル国の機関・団体等の連携・協力が必要であると

2019年 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉

⽇本⼈専⾨
家による遠隔
研修事業
(対象者、受
講⼈数、期
間）および打
ち合わせ等

モンゴル
臨床検
査医協
会との
事前協
議

第⼀回遠
隔研修会
(医師・検
査技師、
合計10
名、
9/26)

第⼆回遠
隔研修会
(医師・検
査技師、
合計10
名、
1/16)

マニュア
ル発⾏
(事業
開始当
初より
準備)

研修・打ち合
わせ内容

モンゴル
臨床検
査医協
会・⽇
本検査
⾎液学
会間の
事業協
⼒協定
締結に
向けた
打ち合
わせ

Zoom、
Google 
classroo
mを⽤い
たリアルタ
イムの遠
隔研修会
(⾎液塗
抹標本作
成・⾃動
⾎球計数
装置デー
タの判定、
⾎液細胞
形態判断
に関する
研修)

Zoom、
Google 
classroo
mを⽤い
たリアルタ
イムの遠
隔研修会
(⾎液塗
抹標本作
成・⾃動
⾎球計数
装置デー
タの判定、
⾎液細胞
形態判断
に関する
研修)

1年間の事業内容

の意見の一致が得られ、医師・検査技師への教育研修などを実施するモ
ンゴル臨床検査医協会との協定を締結することとなりました。
　また、2020 年 9 月と 2021 年 1 月には、Zoom と Google classroom
を用いた遠隔研修会を開催し、相手国の医師・検査技師各回 10 名に対
して、血液塗抹標本の作製・自動血球計数装置のデータ解析・血液細胞
形態の判定に関する講義・勉強会を実施しました。
　加えて、事業採択当初より準備を開始し、年度内に血液標本作成・形
態判定に関するマニュアルの発行を行い、約 2000 部を相手国に配布す
る準備を整えました。

　モンゴル国での 2 回の研修風景をお示しします。
　2020 年度の研修では、遠隔研修会を形式により臨床検査医 10 名に
対して、末梢血塗抹標本の作製と染色・観察に関する研修を行うととも
に、塗抹標本を作製すべき基準等について講義しました。事前に標本作
成や装置の原理・情報の判読などに関する動画資料を作成し、研修受講
者には、研修会の数日前から閲覧可能となるよう公開しました。また研
修会当日には同じ動画を再度放映しつつ、途中で動画再生を一旦停止し
詳しい補足説明を行ったり質問を受け付けたりすることにより、できる
だけ飽きのこない内容とするよう心がけました。
　研修会の資料は Google classroom に用意し、参加者への資料の提供
や設問に対するリアルタイムの回答の閲覧などが可能となるよう対応し
ました。
　また、モンゴル語で血液標本作成・細胞形態判定に関するマニュアル
を発行し、本事業に参加した研修生だけでなく、広く相手国の医療従事
者に技術提供できるように配慮しました。

遠隔研修会に使⽤の動画資料

2021/1/16 Zoomでの遠隔研修会

モンゴル国で発⾏のマニュアル(抜粋)

研修⾵景・事業成果産物

遠隔研修会コンテンツ(Google classroom)
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　成果指標とその結果を示します。前述のように、モンゴル臨床検査医
協会との協定を締結したうえで本事業を遂行したことにより、研修会の
周知や研修生の人選がスムーズに行われるようになりました。また、本
事業による研修会の参加者には同団体より研修受講のクレジットが発行
される仕組みを構築し、これにより多くの研修会参加希望が得られるよ
うになりました。研修会参加により得た技術や知識を、受講者がどの程
度日常の診療や業務に活かすようになったのか明らかにし、継続的な教

この1年間の成果指標とその結果

アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

①遠隔研修会形式で、医師・検査
技師合計20名に対して研修を実施。
②事前テストに対して事後テストで
有意に⾎液細胞判定技能が向上。
③塗抹標本作成が確実に実施でき
る。

①研修受講者の施設(10施設)で⾎
液形態検査が実施可能

①モンゴル国の⾎液検査ガイドラ
イン等の作成
②臨床検査医の在籍する施設
の全てで⾎液塗抹標本作成・形
態検査が実施可能

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

①⼆回の研修会開催により、20名
の医師・検査技師に研修会を提供
した。
②プレ・ポストテストでの成績変化は
判定困難であったが、症例課題の理
解度が増した。
③事後評価(塗抹標本作成の評
価)を検討中。

①現在、研修受講者所属施設にお
ける⾎液塗抹標本作成数や形態判
定に関する情報を収集中。
モンゴル臨床検査医協会との協定
締結により、研修会の継続的な開催
やクレジットの付与が可能となった。

①モンゴル国の医療従事者に配
布するマニュアルを発⾏した。広く
配布するとともに、今後の研修会
資料としても活⽤可能となった。
②事後評価(塗抹標本作成の
評価)の実施を検討中。

育を行うことが必要であることを認識し、次年度以降の課題としていき
たいと考えています。
　血液検査マニュアルの発行には本来時間を要し、単年度の予算や期間
では必ずしも十分な量の情報を掲載しきれませんでしたが、ともかくま
ずは発行にこぎつけたことは大きな功績だと捉えています。今後、相手
国の要望を聴取しつつ、第二版の出版も検討したいと考えています。

　現在までの相手国への事業インパクトとしては、相手国臨床検査医協
会との協定を締結したことにより、本事業が公式に相手国における研修
のひとつと位置づけられたこと、モンゴル語のマニュアルを発行しモン
ゴル全土に配布できる体制を整えたことにより、本事業の相手国での認
知が広く浸透しつつある状況にあるといえます。本事業で 2 か年に渡
り継続した研修会をできる限り継続すること、また今後は研修会の事後
評価を行うこと等により、さらに相手国での血液学に対する意識が向上
することが期待されます。また、これとともに、2020 年度からは本事
業への企業参加が行われるようになったことから、日本の検査機器の優
位性を示すことも可能となりました。既に日本製検査機器は相手国にお
いて一定の導入実績がありますし、高額な機器の導入を短期的に推し進
めるのは困難ですが、徐々に導入率が向上していくことも期待されます。

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト
• 事業で紹介・導⼊し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数
⾎液塗抹標本の作製と判読に関するモンゴル語のマニュアルを発⾏した。協定締結相⼿
機関であるモンゴル臨床検査医協会を介して、モンゴル国内に2000部を配布予定。

• 事業で紹介・導⼊し、相⼿国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）
相⼿国においては、すでに⽇本の⾎液検査装置が⼀定数導⼊されている。相⼿国の経済
状況を踏まえ、単年度での追加調達は現実的ではないが、試薬・消耗品類の優位性を
⽰し、将来の機器・消耗品の導⼊をアピールしている。その意図は充分に伝わったものと考
えられる。

健康向上における事業インパクト
• 事業で育成（研修を受けた）した保健医療従事者の延べ数

遠隔研修事業参加者 延べ20名
• 期待される事業の裨益⼈⼝（のべ数)

⾎液形態検査における診断能⼒向上
→1年間に⽩⾎病等の造⾎器腫瘍と診断される患者数の10%の増加
(2017年のモンゴル国における⽩⾎病による死亡数は45名に過ぎない(WHO資料)。これは適切な診断
が⾏われていないことに起因すると考えられる。診断数を増やすことが課題であり重要なアウトカムといえる。)

今年度の相⼿国への事業インパクト

　これまで述べてきたように、本事業は 2019 年度より開始し、2019
年度は相手国の訪問および日本での研修受け入れ、2020 年度は遠隔研
修会形式により、血液塗抹標本の作製・自動血球計数装置のデータ判読・
血液細胞形態の判定を中心とした技術の提供を行いました。検査血液学
会および公募により選定された協力企業の医師・検査技師・技術職・営
業職が連携し、意義のある研修事業を提供できたと考えています。また、
マニュアルを発行し相手国で広く使っていただけるようにしたことも、
2 カ年の事業成果といえます。
　今後は、本事業で研修を受けた受講生が実際どの程度まで研修により
得た知識・技術を活かして活躍しているか、客観的に評価できる指標の
作成を目指していきたいと考えています。血液塗抹標本の作製割合を数
値で示したり、日本・モンゴル間で共通の試料を用いた外部精度管理を
行ったりすることにより、技術の更なる向上と維持を得られるものと思
われます。加えて、長期的な視点で、日本の試薬・検査機器の優位性を
アピールし、相手国での浸透を目指していきたいと考えています。

今後の課題

これまでの成果

8

• 2019年度には、⼆回の現地研修と⼀回の⽇本国内研修受け⼊れを実施した。また、
2020年度には⼆回の遠隔研修会を開催し、⾎液塗抹標本の作製⽅法や⾃動⾎球計数
装置のデータ判定、⾎液細胞形態の判定に関する技術を提供した。

• 2020年度には、モンゴル語の⾎液塗抹標本作成・細胞形態判定に関するマニュアルを発
⾏した。2000部をモンゴル国内で配布予定としている。

• 上記の⼆事業は、2020年にモンゴル臨床検査医協会との事業協⼒協定を締結したうえで
実施した。

• 2019年度には⽇本検査⾎液学会(JSLH)単独で事業を実施したが、2020年度には、
JSLHからの公募に対し応募のあったシスメックス株式会社が事業に協⼒し、⾃動⾎球計数
装置のデータ判定に関する研修の提供が可能となった。

• 本事業で研修を受けた受講⽣が実際どの程度まで研修により得た知識・技術を活かして活
躍しているか客観的に評価できる指標の作成を⽬指したい。⾎液塗抹標本の作製割合を
数値で⽰したり、⽇本・モンゴル間で共通の試料を⽤いた外部精度管理を⾏い、技術の更
なる向上と維持を得る。

• 研修会を受講できる⼈数が限られるため、研修会受講者が教師側にたった現地での研修の
実施が望まれる。そのためのより詳細なマニュアル発⾏を検討する。

• ⻑期的に、⽇本製検査機器および試薬類の相⼿国での浸透を⽬指す。すでに⽇本製機
器メーカーの現地事務所が存在し、機器導⼊も進みつつある。今後、本事業を介した機器
のアピール(得られる情報の量や品質に関するアピール)を⾏い、相⼿国での導⼊の加速を⽬
指す。
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　血液疾患の診断は、自動血球計数装置で得られる情報を正しく解釈し、
必要に応じて血液塗抹標本を作成して細胞形態を適切に判定することが
入口となります。白血病などの造血器腫瘍の診療に直接携わらない医療
機関であっても、細胞形態判定によりある程度まで疾患を絞り込み、モ
ンゴル国内の拠点医療機関に患者を紹介することは可能です。もちろん、
現在では造血器腫瘍は細胞形態だけでなく、フローサイトメトリー法に
よる細胞表面抗原測定や、染色体分析、遺伝子解析等を組み合わせて総
合的に診断されるようになっており、モンゴルにおいて医療機器整備の
十分でない、とくに地方の小規模な医療施設でそこまでの診断ができる
ようになるには多くの費用と体制の整備が必要になりますが、細胞形態
から的確に血液疾患を疑うことができるような人材を育成すれば、長期
的に、相手国の総合的な診断・治療成績の向上につながるものと期待さ
れます。

展開推進事業の⽬的に照らした、将来の事業計画

⽇本の⽩⾎病死者数は8904名 (10万⼈あたり3.0⼈(総死者の0.83%))
モンゴルの⽩⾎病死者数は45名 (10万⼈あたり1.71⼈(総死者の0.24%))

(WHO 2017年
統計資料)

モンゴルにおいて、適切に⽩⾎病の診断がなされていない可能性がある。

モンゴルにおいて、⽩⾎病の治療を⾃国で完結させようとする試みが進んでいる。
造⾎器腫瘍を的確に疑い、国内の⾎液内科専⾨施設に紹介できる体制の構築が求められている。

• 医師(検査専⾨医・⾎液内科医)・検査技師の育成に取り組み、⼀定の成果を得た。
• 相⼿国検査医協会との協定締結下において、⾎液塗抹標本の作製・細胞形態判定に関す
るマニュアルを発⾏した。

• ⾎液標本作成に関するガイドライン・マニュアルの作成と配布、国内での採⽤
• 研修受講施設における⾎液塗抹標本の作製実施率を正確に把握し、継続的な診断⽀援を
⾏う。

今後の短期的な⽬標

中・⻑期的な⽬標と期待される成果
• ⽇本製⾃動⾎球計数装置のさらなる浸透を計画する。(すでに⼀定数の実績あり)

⾎球計数装置の値を参考に塗抹標本作成を判断する共通の基準を作成することにより、⽇
本製品の浸透が可能となる。また、モンゴルとの共同による外部精度管理(⾎液塗抹標本の
判定)事業を開催することにより、相⼿国の診断技術向上と⽇本の⾼い技術・能⼒のアピー
ルが可能となる。

2019年度・2020年度事業の成果

事業実施の背景

⽇本と変わらないレベルの⽩⾎病診断率を⽬標とする。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ミャンマーは東南アジアに位置し、人口約 5,300 万人、面積 68 万平方キロメートル、国民一人当たりの GDP が約 1,300
ドル ( 日本 : 約 39,000 ドル ) の経済規模を有する発展途上国であるが、軍事政権下において国家経済が長期にわたって
停滞し、医療保健領域においても多くの課題を抱えている。周産期医療においては近年改善が見られるものの、依然と
して新生児死亡率（26.4/1,000 出生対・2015 年、日本 :0.7/1,000 出生対・2016 年）、妊産婦死亡率（178/10 万出産対・
2015 年、日本 :3.5/10 万出生対・2016 年）ともに、ASEAN 諸国の中でラオスやカンボジアと並んで最悪の状況にある。
そのような状況を改善するために、ミャンマー政府は、保健医療系大学の開発計画の見直しや卒前・卒後教育の強化な
どを掲げている。
【事業の目的】

　ミャンマーにおける胎児診断のほとんどは放射線科医によって行われており、多くの産科医は超音波診断技術に習熟
していない。本事業では、新潟大学医歯学総合病院での実地研修を通じ、ミャンマー人研修員の超音波診断技術習得を
目指す。その後、研修員を中心とした現地普及セミナーの開催を支援し、超音波診断に習熟した産婦人科医師数の増加
と、ディストリクト病院に勤務する医師への教育を可能とするシステムを構築する。これらの取り組みが、新生児死亡率・
妊産婦死亡率等の周産期医療指標の大幅な改善に結実することを目指している。
【研修目標】

•	 ミャンマー 4 医科大学より選出された産婦人科医研修員（候補者）に、胎児超音波シミュレーターを用いて作成し
た胎児超音波検査実技研修動画を配信し、超音波診断技術習得をサポートする。

•	 遠隔システムを用いた双方向性 web セミナー（Web Seminar on Obstetrics and Gynecology 2021）を開催し、超
音波診断技術普及の一助とする。

6.　ミャンマーにおける周産期領域の超音波診断技術強化事業

	 	 	 	 国立大学法人 新潟大学

ミャンマー 4 医科大学
（ヤンゴン、マンダレー、マグウェイ）

研修生受入＊ 1

新潟大学産婦人科
（新潟県新潟市）

ミャンマー保健省

所管
制度の改善
構築の提案

専門家派遣＊ 2

*1 コロナ禍の影響により、ミャンマーからの研修員受け
入れを断念し、胎児超音波検査実技研修動画の作成と配
信に変更した。
*2  コロナ禍の影響により、現地普及セミナーの開催を断
念し、web による双方向性の遠隔セミナーに変更した。
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　本学は、「ミャンマーにおける周産期領域の超音波診断技術強化事業」
を実施致しました。事業の背景としては、ミャンマーの周産期医療が、
依然として新生児死亡率（26.4/1,000 出生対・2015 年、日本 :0.7/1,000
出生対・2016 年）、妊産婦死亡率（178/10 万出産対・2015 年、日本 :3.5/10
万出生対・2016 年）ともに、ASEAN 諸国の中でラオスやカンボジアと
並んで最悪の状況にあることが挙げられます。本事業では、新潟大学医
歯学総合病院での実地研修を通じ、ミャンマー人研修員の超音波診断技
術習得を支援します。その後、研修員を中心とした現地普及セミナーの
開催を支援し、超音波診断に習熟した産婦人科医の数を増やし、ディス
トリクト病院等に勤務する医師への教育を可能とするシステムを構築し
ます。最終的にこれらの取り組みが、新生児死亡率・妊産婦死亡率等の
周産期医療指標の大幅な改善に結実することを目指します。
　今年度は、新型コロナウイルス感染症の流行を受けて、ミャンマーか
らの産婦人科医研修員の受け入れと現地での普及セミナーの開催を全て
断念せざるを得ませんでした。その代替として、ミャンマー 4 医科大
学（今年度はマンダレー医科大学とマグウェイ医科大学）より選出さ
れた産婦人科医研修員 2 名に、胎児超音波検査実技研修動画を配信し、
超音波診断技術習得をサポートすることを第一の目標としました。また、
現地で行う予定であった普及セミナーの代わりに、遠隔システムを用い
た双方向性の web セミナーを開催し、超音波診断技術普及の一助とす
ることを第二の目標としました。

　今年度の事業内容です。12 月から 1 月にかけて、ガデリウス・メディ
カル社からレンタルした胎児超音波シミュレーターを用いて、胎児超音
波検査実技研修動画を作成し配信しました。当初の予定では、ミャン
マー人研修員がアップロードした超音波検査動画を確認することで検査
技術の習熟度を計る予定でしたが、2021 年 2 月 1 日に発生したクーデ
ターの影響により、習熟度を確認できない状況が続いています。緊急
事態宣言下の 2 月 3 日に、114 名のミャンマー人産婦人科医の参加を
得て開催した双方向性 web セミナー（Web Seminar on Obstetrics and 
Gynecology 2021）が無事に終了し得たことは、奇跡的とさえ思えます。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容

胎児超音波検

査実技研修動
画の作成と配

信

超音波検査診
断技術の習得

の確認（動画配
信による）

遠隔システムを

用いた双方向
性のwebセミ
ナーの開催

1年間の事業内容

4

クーデターの
影響により習
熟度を確認で
きていない

　上段の図 1 は胎児超音波検査実技研修動画作成時の状況です。下段図
2 は検査実技研修動画のキャプチャー画像です。検査者の手の動きに連
動して胎児の超音波断層像も変化します。理解を助けるために英語字幕
を挿入しました。

胎児超音波検査実技研修動画の作成

図1.胎児超音波検査実技研修動画の
作成状況

図2.研修動画のキャプチャー画像
（英語字幕入り）

　2021 年 2 月 3 日に開催した web セミナー新潟会場の様子です。榎本
教授、西島教授をはじめ、新潟大学から 5 名のスタッフが参加しました。

新潟会場の様子 2021/2/3

遠隔システムを用いた双方向性webセミナー

　当日は活発な質疑応答があり、有意義なセミナーであったと思われます。

新潟会場とミャンマー（マンダレー、マグウェイ、ヤンゴン）間で行われた質疑応答

遠隔システムを用いた双方向性webセミナー
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今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な数値を
記載）

①研修員（2名）
胎児超音波検査実技研修動画により
トレーニングを受けた研修員が、基本
的な計測項目（別に定めるBasic項
目）を、自力で計測可能になる。

②webセミナー参加者（産婦人科医
114名）
参加者のうち50%以上が、胎児推定
体重および羊水ポケットを、自力で計
測可能になる

①胎児超音波検査実技研修動画によ
りトレーニングを受けた研修員が、学
んだ技術を用いて、ミャンマーで30例
以上超音波診断を実施する。

②webセミナーの参加者が、学んだ技
術を用いて15例以上超音波診断を実
施する。

③研修員が学んだ技術を用いて、現
地若手産婦人科医師を対象とした定
期的な伝達研修会を開催する。

①本研修に基づく超音波検査技術が、
ミャンマーの診療ガイドライン等に導
入される。

②本研修で得た技術によって、ミャン
マー保健指標の新生児死亡率、妊産
婦死亡率が改善する。

実施後の結果（具体的な数値を
記載）

①、②、③共に具体的に記載できるも
のはありません。

①、②、③共に具体的に記載できるも
のはありません。

①、②共に具体的に記載できるもの
はありません。

※指標は前後比較が望ましい

8

　この一年間の成果指標とその結果を示します。事業開始前と中間報告
後に、それぞれの成果指標を立てました。ここに示したのは、コロナ禍の
中にあることを織り込んで中間報告後に下方修正した成果指標です。マ
ンダレー医科大学とマグウェイ医科大学より選出された 2 名の産婦人科
医研修員候補者は、熱意のある研修員でした。来年度も本事業が継続さ
れた場合には、新潟大学での実地研修を強く希望していました。また、
2021 年 2 月 3 日に開催された web セミナーには、非常事態宣言下にも関

わらず、114 名もの参加者がありました。本事業への期待を強く感じなが
らも、コロナ禍とクーデターという障害により、思うような結果が得られ
なかった（結果を確認できない）一年でした。研修員とセミナー参加者
にどれ程の習熟が得られたのか知ることすら出来ない状況をもどかしく感
じます。新型コロナウイルス感染症が落ち着き、ミャンマー国内の政情が
安定することを祈るばかりです。

　今年度は、コロナ禍と軍事クーデターという二重の障害が発生したた
め、相手国への事業インパクトは当初の想定に遠く及ばないものになりま
した。また、本事業により期待される裨益人口は 390 名と算出しました。
その根拠ですが、①マンダレー医科大学とマグウェイ医科大学より研修
員として選出された Dr. Phyu Phyu Myint Tun と Dr. Htet Htet Aung が各
30 名の妊婦に胎児超音波検査を行い、② web セミナーの参加者のうち
20% にあたる 22 名が各々 15 名の妊婦に胎児超音波検査を行うと期待し
て算出しました。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事
例も記載）

なし

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

なし

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 日本で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 0名

• 相手国で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 0名

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 114名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

胎児超音波診断技術の向上→1年間に超音波検査を受ける患者数 390名（内訳：産婦人科医
研修員（候補者）2名が各30名に検査を行い、webセミナー参加者の20%
が各15名の検査を行う）

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

9

　コロナ禍とミャンマー国内の政情が安定したという仮定の下で、今後の
課題について述べます。超音波検査技術をミャンマー国内で標準化して
いくためには検査技術の普及だけでは限界があり、検査機器の充実など
ハード面でもクリアすべき課題があると考えます。医療機器メーカーなど
日系企業の現地展開への働きかけも継続していきたいと思います。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

ü 2019年度にヤンゴン第一医科大学・ヤンゴン第二医科大学より各1名の産婦人科研修
員を受け入れ、7週間ずつ超音波診断技術を指導した。この2名は、帰国後コンスタント
に月数十例の超音波診断を実施しているとの報告を受けている。また、現地若手産婦
人科医師を対象とした定期的な伝達研修会を開催しているとの報告も受けている。
2019年度は、ミャンマーで現地普及セミナーも開催した。若手産婦人科医師を中心とし
て29名が受講し、産婦人科超音波診断技術の底上げにつながったものと考える。

ü 2020年度は、マンダレー医科大学とマグウェイ医科大学より研修員として選出された2
名の産婦人科医に胎児超音波検査実技研修動画を配信し、超音波診断技術習得をサ
ポートした。また、遠隔システムを用いた双方向性webセミナー（Web Seminar on 
Obstetrics and Gynecology 2021）を開催し、現地の産婦人科医114名が受講した。現段
階では、ミャンマーで発生したクーデターの影響により、習熟度を確認できない状況が
続いている。

ü 周産期領域の超音波検査において指導的役割を持つ者の育成と、ミャンマー産婦人科
医師への更なる啓蒙と技術の普及を目指す。

ü ミャンマー国内での周産期領域における超音波検査機器数は必ずしも充足しているとは
いえない。今後超音波検査技術をミャンマー国内で標準化していくためには、検査技術
の普及のみならず検査機器の充実も考慮すべきである。

10
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展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

産婦人科研修員のさらなる受入

→ 産科領域の超音波診断技術の普及する

→ 超音波検査のニーズの高まりを受け超音波検査機器の導入が促進される

→ ミャンマー国内における超音波診断技術の標準化とガイドライン策定

→ 周産期領域の各指標の改善、医療水準の向上に貢献する

11

　今後の事業展望について述べます。超音波検査機器の導入促進は必ず
必要になる時が来ますが、まずは、産婦人科研修員のさらなる受け入れ
により、超音波診断技術の普及を促進していくことが肝要と考えます。こ
の地道な取り組みなくして、周産期領域の各指標の改善、医療水準の向
上は成しえないと考えます。以上で発表を終了いたします。ありがとうご
ざいました。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　診療放射線教育を担う医療技術大学（施設）は、ミャンマー国内に３校あるが、教育環境の問題から、座学が中心で
学内での実習が十分でなく、病院実習では装置の操作は習うが、その原理の理解が不足している場合が多い。これは、
習う側の学生だけでなく、教える側の教員にも言えることである。本プロジェクトは、それらの不足を補うことを念頭
に置いている。
【事業の目的】

　ミャンマーの診療放射線技師の放射線防護や計測、撮影技術など放射線技術学に関する基礎的な知識の啓発を行うこと。
【研修目標】

•	 各モダリティの原理、撮影法の修得
•	 マンモグラフィでは、特に動画を用いた撮影法の修得を目指す
•	 各モダリティでの被曝線量の測定法の修得

7.　ミャンマー連邦共和国における医療放射線の安全管理体系
　   の確立および診療放射線技師教育に関する支援事業
	 	 	 	 公益社団法人 日本放射線技術学会

Web 講義用ホストアカウント取得
日本放射線技師学会　本部

（京都府京都市）

医療機関・研究機関・教育機関
所属者

収録システム
の貸出

講義コンテンツの提供
リアルタイム配信

ミャンマー
保健省・教育省　他

（ネピドー）

ミャンマー拠点

所管オンライン講義

放射線安全管理に
関する提案
ICT を活用した教育・
技術支援の構築提案
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　日本放射線技術学会 (JSRT) では、過去数年にわたってミャンマーを訪
問し、ミャンマー診療放射線技師会の年次大会に参加し、日本の放射線
技術学の紹介を兼ねた講演を行うとともに、ワークショップを開催し、ミャ
ンマーの診療放射線技師の放射線技術学の向上を目指してきた。令和 2
年度の医療技術等国際展開推進事業に採択された本事業は、当初、ター
ゲットをミャンマーの医療技術大学の教員に絞り、放射線技術学の基幹と
なる部分を講義することを目的としていた。
　国内の実施体制は、日本放射線技術学会を構成する、研究機関、教育
機関、病院等の医療機関に所属の会員を中心にしている。
　ミャンマー側は、ミャンマー診療放射線技師会 (Myanmar Society of 
Medical Radiological Technologists: MSMRT) を中心に、ヤンゴン医療科学
大学、マンダレー医療科学大学などの大学の教員と、ヤンゴン、マンダレー、
ネピドーの拠点都市の基幹病院に所属の技師からなる。それぞれは、ネッ
トワークで結ばれ、ミャンマー側の教員や技師は、直接、日本の学会に置
かれているサーバーの学習コンテンツにアクセスすることができる。研修
内容は、研修目標として掲げた各モダリティの原理や撮影法、被曝線量
の測定法と評価などを学習することである。

　年間のスケジュールは、当初の予定から大きく異なっている。ここに示
しているのは、最終的に実行した内容である、Web による講義資料の作
成は、当初、学会事務局で合同で行われる予定であったが、COVID-19 の
影響で講師の移動が制限されたため、各講師の所属する施設で行われた。
また。講師の多くは大学や病院に所属しており、各講師の所属する施設
に他から出入りすることが制限されたため、各講師は、それぞれ所属する
施設で単独での資料の作成を余儀なくされた。動画の作成は、施設の了
解を得て学生に接触しない条件で撮影を許可されたため、一カ所に集まっ
て撮影された。講義はすべて Web で配信することとし、ミャンマー側か
らのアクセスは ID とパスワードで管理した。Web 公開は 1 月末から行っ
たが、2 月初めに発生した軍事クーデターのために、国内のネット環境は
SNS を含めて寸断され、思うような成果を上げることができなかった。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容

Webを介して
放射線技術
学の講義内
容を配信

診療放射線
技師養成校
の教員を対
象とした動画
提供

放射線安全
管理に関す
る動画配信

1年間の事業内容

設備購入 Webによる講義
資料の作成

Webによ
る講義

各種撮影法の
動画撮影

Webによ
る講義

動画の配
信・閲覧

既成のe-learning
の翻訳・吹替

Webによ
る講義

4

既成のe-learning
の翻訳・吹替

　広くミャンマーの診療放射線技師の方に今回の事業の内容を理解して
もらうために配布したリーフレット。ミャンマー診療放射線技師会の会長
である Khin Maung Tin 氏の協力のもと、SNS を通じてミャンマー国内の
診療放射線技師に回覧された。このように、ミャンマーでは、メールより
も SNS の方が周知が早く徹底している。しかし、これが、軍事クーデター

5

事前にミャンマーで配布された今回の事業の内容を説明したリーフレット

の発生時に通信が寸断される要因となった。

　
　Myanmar 向けに作成した動画コンテンツのログイン後の最初のページ
である。中央の六つのサムネイルのうち、左上の二つは、放射線防護と
計測に関する e-learning のコンテンツである。
　右上は、一般撮影の原理と撮影法である。左下は CT、下中は MRI、右
下はマンモグラフィにの原理と撮影法の講義を示している。右側の吹き
出しは、一般撮影の最初のページで目次を表示している。
　各コンテンツは、下側真ん中のような構成になっており、最初に pre-
test と呼ばれる小テストを受けてから講義を閲覧し、終了後 post-test と
呼ばれる小テストを受け、さらに反復学習用テストを受けることで修了証
書 (Certificate of Completion) を授与される。
　下側左のサムネイルは、マンモグラフィのポジショニングの動画で、期
間中、YouTube で公開した。

7
修了証書(Certificate of Completion)

General Radiography & 
Dose Measurement

Computed Tomography

Magnetic Resonance Imaging Mammography

　実際に配布された修了証書の例。証書は各コースの反復学習用テスト
が終了すると自動的に画面が現れることから、受講者は自身でダウンロー
ドすることができる。氏名は登録時の名前が自動的に挿入される。
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　今年度の成果指標とその結果である。実施後の結果については、Web
公開直後に軍事クーデターが発生したことで、集計ができず、満足な結
果が得られていない。しかし、登録者数は、たった数日間で 100 名以上
になった。ミャンマーの診療放射線技師の数からすると非常に大きな値で

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な数
値を記載）

①現地研修での参加者数目標値：
教員40名、技師200名
②防護と計測に関する理解度を研
修の前後に測定

①教員がカリキュラム内で本セミナーお
よびワークショップの内容を実践した回数
②核医学・放射線治療に関するシラバ
ス・カリキュラムの構築

①国家資格化にともなうカリキュラム
の充実
②本研修によって、防護に対する意
識および対策が向上
③照射線量の減少

実施後の結果（具体的な数
値を記載）

①Web上の動画コンテンツによる学
習：参加登録者114名
②同上

①登録者数114名、ログイン数延べ39回
②登録者数114名、ログイン数延べ39回

インパクト指標は、書ける範囲で書
いてください。
①、②、③に共通するが、今回の事
業のみではわからないが、このよう
な事業を繰り返し行うことで成果が
出ると考える。

8

あると考える。ログイン数は非常に少ないが、軍事クーデターの発生を考
慮すると、受講者の意識は非常に高いと言える。今後、継続して行うべ
き授業であると考える。

　医療技術・機器の国際展開における事業インパクトについては、現在、
ミャンマー国内で診療放射線技師の国家資格化に伴う教育体制の整備が
進んでおり、本プロジェクトの寄与も大きいものと思われる。診療放射線
技師の取り扱う機器は、一般的な診療に用いられる一般撮影用の機器か
ら CT や MRI など高度な医療機器まで多岐にわたっており、これらの装置
を理解し、正しく操作することは重要である。特に、CT は被曝線量が多
いことが懸念されており、患者のみならず、操作する医師や技師などの
医療従事者に対して正しく放射線を防護する環境を提供することは重要
である。これらを扱う知識を修得することは簡単ではない。これらを援助
するのが本プロジェクトの目的である。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事
例も記載）

放射線技術学教育のシラバス作成の基礎資料として活用される

診療放射線技師の国家資格化に伴う制度構築の参考となる

放射線安全管理体系の確立に日本式の放射線管理方法が寄与することで適正な安
全管理が行われる．

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

医療用の放射線機器は非常に高額であり、一朝一夕で機器の購入につながることは
少ないが、診療放射線技師の技術力が向上することで、政府としての対応も変わってい
くものと思われる。

放射線計測機器は、高額なものから廉価なものまで種々存在するが、今回、我々が
計画していた、個人線量計（モニタ）はそれほど高額ではなく、これを医療従事者が携帯
することで、個人や施設、国家の意識が改善していくことが期待できることから、今後、こ
ちらにもターゲットを絞って対応していきたい。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト
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　今回、ミャンマーにおいて講義・実習・セミナーを開催することができ
なかったことは非常に残念である。代替え案としての遠隔システムを用い
た講義は、内容としては素晴らしいものがあると考えるが、講義のための
時間のなかったことが残念である。資料としてのストックができたことか
ら、これれをもとに、さらに発展させて、ミャンマーにおける放射線技術
学の普及に貢献していきたい。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 日本で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数

• 相手国で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 登録
者数 114名、ログイン数34名、 マンモグラフィ動画閲覧数 延べ30名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

医療放射線の被曝線量の計測と低減事業→放射線関連の機器に携わる診療
放線技師の被曝線量低減にかかわる診療放射線技師の数 現状で不明である
が、ミャンマー国内に広く拡散することが期待される

撮影技術の向上→患者数では反映しないが、再撮の低減や読影に寄与する画
像の向上が期待される。
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　写真は、本事業で行われたものではないが、前年の 2019 年 11 月に開
催されたミャンマー診療放射線技師会年次大会に合わせて、ヤンゴンゼ
ネラルホスピタルに設置のマンモグラフィを用いて行われた線量測定の
実習風景。線量計はマンモグラフィの線質に合わせて作成した自作のも
のである。ミャンマーでは、診断装置の線量測定は行われたことがなかっ
たようで、非常に熱心に参加されていた。

11

2019年11月に開催されたミャンマー診療放射線技師会年次大会に
合わせて、ヤンゴンゼネラルホスピタルに設置のマンモグラフィを用
いて行われた線量測定の実習風景

　こちらも、2019 年に開催された年次大会の会場で行われた一般撮影用
の線量測定のデモンストレーションの様子。参加者はミャンマー国内の診
療放射線技師で、このような園主は珍しいと見えて、非常に熱心に観察
されていた。
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2019年11月にヤンゴン市内のホテルで開催されたミャンマー診療放
射線技師会年次大会に合わせて、会場でデモンストレーションされた
線量測定の実習風景

本事業で作成したWeb講義の資料は、本事業の終了とともに公開を止めたが、資
料として残っているため、今後何らかの形で公開を再開したい。本プロジェクトが
継続されれば、そのまま継承することが予測されるが、そうでない場合は、別の方
法での公開を考える必要がある。また、現在の軍事クーデターがいつまで続くの
かという、我々には予測困難な状況もあるため、今後の状況を注意深く見守って
いく必要がある。さらに、今回実現できなかった医療従事者の被曝の測定の実施
たも考えたい。

今今後後のの課課題題

本事業の実施にあたり、COVID-19の国内感染拡大を受け、事業実施の遅延が余
儀なくされ、8月末より動画コンテンツの作成などが行われたが、オンラインの講義
と異なり、講義資料として作成したため著作権が生じることから、図表をすべて作
成しなおしたことで計画が大きく遅れることとなった。また、撮影技術に関する動画
コンテンツ作成にあたっては使用施設の立ち入り制限のため、動画コンテンツの
公開が大幅に遅れた。それに加え，支援国であるミャンマー国内でもCOVID-19感
染拡大によってミャンマー診療放射線技師会、ヤンゴン医療技術大学、マンダレー
医療技術大学とのWebミーティングも困難であった。オンデマンド式でWeb講義を
実施し、参加登録者数114名であったが、登録開始直後に、軍事クーデターが発
生し、ミャンマー国内のネットワーク環境がほぼ切断され、その後のWeb講義の受
講がほとんどできなかった。

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））
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　今年度の事業が、COVID-19 の影響で、当初の計画を大きく変更せざる
をえなかったことは繰り返し述べた。そのため、計画したことのほとんど
が、完成した時点で時間が来てしまい、僅かに残った時間に集中して実
行しようとしている時に軍事クーデターが発生してしまった。今回、作成
した資料はそのまま残っているため、今後、どのような形で公開できるか
わからないが、何らかの形で公開し、役立てたいと考えている。

　今回、このような機会を与えていただき感謝しています。今回は、我々
の不慣れもあって十分に成果を得ることができませんでしたが、今後、こ
の経験と手許に残った資料をもとに、さらに成果の挙げられるプロジェク
トを考えていきたいと思います。ありがとうございました。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながるよう
に事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

医療技術の定着：我が国の放射線技術学は世界に類を見ない発達を遂げているが、そ
の教育制度は、実はミャンマーの制度とよく似ている。違いは、教育機材と教育コンテンツ、
教育者の経験であると我々は考えている。したがって、教育コンテンツを準備し、教育者を
育成することで、ある程度、診療放射線技師の水準を上げることができることが予測され
る。我々は、その最初のステップとして、教育者の育成、水準の向上を目指すために本プ
ロジェクトの導入を図った。教育コンテンツはそのまま講義資料、テキストとして利用できる。
現在、ミャンマーでは診療放射線技師の国家試験の導入を図っており、今後、これらの資
料が、その礎になることが期待できる。診療放射線技師の資質の向上は、国民の健康の
向上につながるとともに医療被曝の低減にも貢献するすることができる。

医療機器の調達：医療用の放射線機器は非常に高額であり、民間の企業や団体で個別
に行うことはほぼ不可能であり、実現するためには国家的規模のプロジェクトを立ち上げ
る必要がある。また、機器を設置したとしても継続的な保守管理が必要である。これとは
別に、当初から計画していた医療従事者の個人被曝線量の計測は、企業や現地の政府
担当部署の協力が必要であるが、これまでに現地調査を通じて問題点や課題を洗い出し
ており、継続的な計測が行えれば実現可能であると考えている。

14

将来の事業計画



臨床工学技士 /
透析技術 /
医療機器の認証III

1.　来るパンデミックに備えた重症患者治療機器管理へのタイ型生体
　　工学技士の新しい役割事業
		  東海大学医学部付属病院
2.　ベトナム 3 拠点病院に対する医療機器の安全管理技術支援事業		
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
3.　インドネシアにおける透析機器（医療機器）管理体制の構築事業		
		  社会医療法人 雪の聖母会　聖マリア病院
4.　モンゴルにおける血液透析および水質管理の技術研修および
　　水質の実態調査と水質管理ガイドライン作成支援事業			 
		  一般社団法人日本血液浄化技術学会
5.　マレーシアにおける透析医療の技術革新と臨床工学技士制度の
　　導入事業				  
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　10 年近く経過したタイ生体工学士（BME）の育成はようやく公的機関である TPQI（タイ専門家資格認定研究所）を通
じて全国的コンペテンシーの平準化がおこなわれつつある。現状、１．医療施設における機器選定、２．機器保守管理、３．
使用法研修、４．複雑修理の場合の外部生産者との調整窓口など、およそ 40 年の経緯を持つ我が国の臨床工学技士制度
にもタスクシフト前の旧来求められてきた業務がメインであり、臨床現場でのかかわりは、限定的であり、上記の機器
管理でさえも、医師・看護師や技師が担当している場合も多い。診療機器が適切に管理されていて初めて、患者ケアに
資することができるので、BME のレベルアップと適切なタスクシフトにより、高度に複雑化情報化する診療機器の適切
な現場における維持管理を通じて、医療水準の向上に貢献すると考えられる。今般の COVID-19 においても治療の各所に
おけるひっ迫と人財育成の必要性が叫ばれた。我々の COVID 診療経験を共有することにより将来の BME の技能向上と診
療現場における人員の適正配置につながることを期待して本事業を申請した。
【事業の目的】

　タイ国の BME は現在まで、舞台裏で保守管理に終始してきているが、高度化する診療機器の保守管理は治療の現場で
も重要である。今般の我々の経験を共有し、BME の職務体系に、治療現場での保守管理が常態化され、さらにインパク
トとして、タイ国のパンデミック期の重症呼吸・腎不全患者に対する治療の選択肢として ECMO,CRRT の利用が認知・付
加され、感染防護に習熟した BME が治療の現場に参画し、重症患者の治療成績の向上に資することを目指す｡
【研修目標】

　タイにおける重症感染患者における治療において、ECMO や CRRT が BME を中心とした他職種に認知される。そし
て今後の医師・看護師のタスクシフトを見据えた BME の育成を CE の実際の経験をもとに行い、さらに共有することで
タイの医療現場において BME のチーム医療への参画と患者安全のさらなる構築に寄与する。また同時に TPQI における
BME の位置づけ強化に協力する。

1.　来るパンデミックに備えた重症患者治療機器管理への
　   タイ型生体工学技士の新しい役割事業
	 	 	 	 東海大学医学部付属病院

タイ

国立国際医療研究センター

ランシット大学生体工学部
RSU-BME Network

BME, Ns, Tech
RSU-BME 連携病院

協力企業：テルモ、旭化成（メディトップ）

東海大学医学部附属病院
（神奈川県）

研修使用機器に
特化した研修
専門家・施設提供

日本

ECMOnet

連携

公衆衛生省
（MOPH：ノンタブリ県）

協力

人財育成
協力協定

アフターケア導入

タイ専門資格
機構（TPQI）所管

TPQI 委員、機器保守管理・
BME コンペテンシー等に
ついての指針改訂提案

実機
研修

委託

医療機器供与

ウェブトレーニング
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　東海大学の 2020 年度事業（二次募集）についてご報告させていただ
きます。事業名は『来るパンデミックに備えた重症患者治療機器管理へ
のタイ型生体工学技士の新しい役割』です。
　背景及び目的はスライドに記載されている通りですが、本事業を行う
にあたって、わが校が 50 年来 JICA の協力を得てタイ王国キングモン
クット工科大学との協力関係にあったこと、また WHO や JICA の支援
を得て、20 年近く、21 世紀保健指導者養成コースを行ってきたことが
ベースとなり、2016 年度より、ランシット大学生体工学部の学生実習
を担当してきたことがこの提案のベースになっております。
　背景を改めて見てみますと、わが国でも臨床の現場において、先進的
高度化、複雑化、情報化などの工学技術が進化している医療機器を利用
する現場でマン―マシーンインターフェースを担う人財をということで
1980 年代の臨床工学技士（Clinical Engineer: CE）制度確立の動きから、
今日、全国の病院で、臨床工学技士が活躍してきておりますが、現状の
タイを俯瞰するに、大学として、生体工学技士（Biomedical Engineer: 
BME) の育成はしているものの、国家資格としての業務が確立している
とはいいがたいものがあり、現状の BME は、必ずしもフルの活動フィー
ルドで活躍できておりません。当時の日本のように、既存の職種（医師、
看護師、工学技術者）が医療機器を担当する中で、新しく BME が登場し
ているものの、その認知から問われている現状です。日本の CE は、血液
浄化、呼吸循環器、心カテ、内視鏡、危機管理などの分野を一通り俯瞰
できそれぞれの専門的部分で守備範囲を複数持ちながら業務を行ってい
ると思います。タイにおいては、１．医療施設における機器選定、２．機
器保守管理、３．使用法研修、４．複雑修理の場合の外部生産者との調
整窓口など、日本の CE の基本的活動に限定されており、臨床サイドで臨
機応変な機器対応ができているとはいいがたい現状があると思われます。
　生体工学士のカリキュラムで大学で学んでもバイオの部分の臨床サイ
ドのかかわりが日本的あり方もあるのだということを実地を通じて『気
づき』てもらうということをベースに研修を組みました。他方、多岐化
している診療場面におけるマン―マシーンインターフェイスを担う技
術集団のコンペテンシーの標準化一環として、この分野における TPQI

（タイ専門家資格認定研究所：Thai Professional Qualification Institute　
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kaigai/16/dl/05.pdf) の 技 術 認 定
制度が 2018 年より始まりました。政府としても、BME のコンペテンシー
を向上させる目標を立てているところです。
　私たちは、日本での CE の経験のように、タイでも BME がしっかり
とした、生体工学的基盤に立って、臨床の現場で、より良い医療を展開
するチームの一員となっていくことを想定しつつ、タイ側に『気づき』
を共感してもらい、医療現場での業務の再考を促して彼らの活躍分野を
整序していくそのお手伝いができればと思って当該事業を始めました。
2020 年度は、とりわけ、COVID-19 の診療において、私共東海大学付
属病院も、全国的に見ても早期に起こった発生例や客船事例から診療に
取り組み経験を積んでまいりました。この中で、CE がおかれている重
要性を再認知することができ、このあり様を、当該展開推進事業で、タ
イ側に研修を通じて共有できないかということで実施いたしました。
　東海大学医学部は、すでに 2015 年にお互いのノウハウの交流を目的
として、タイ王国公衆衛生省 MOPH と一般的保健医療人材における協
力協定 MOU を結んでおりました。今般は、公衆衛生省の助力も得なが
ら、BME の卒業生を多数輩出し、全国の病院群に展開させているラン
シット大学のネットワークを通じて、広く国公立病院群に声掛けを行っ
て研修を行いました。
　対象は、チュラロンコン大学、マヒドン大学の付属病院や、公立病院、
私立病院において、BME やナースなど診療機器の維持管理実務を行っ
ている主任クラスです。重症呼吸器感染症患者の管理において、我々も
経験し今後一定の普及が見込まれる、ECMO（体外式膜型人工肺装置）
と CRRT（腎代替療法装置）を中心として、これに係る周辺機器として、
ポンプ類、ベンチレーター類を含めて、集中治療の現場でどのように
CE（BME）がかかわれるか？と問いかけながら、研修と意見交換を行
うものです。
　パンデミックの状況なので、WEB ベースの遠隔研修とするものの、

当方の機器更新の結果としての中古 ECMO を研修用として供与し、ま
たタイ側において、協力企業のネットワークから、実機を持ち込んで、『遠
隔実機』演習という形式をとることとしました。
　この場を借りて、当該事業に協力をしてくださった皆様に御礼を申し
上げたいと存じます。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門家派
遣、本邦研修、現
地研修、遠隔シ
ステムを用いた

研修の期間・参
加者数など)

東海大学病院・
ランシット大学
担当者打ち合わせ

11/18
東海大学：8名
ランシット大学：2名
旭化成

11/19
東海大学：7名
ランシット大学：2名
テルモ

・ECMO概論
・血液浄化ﾄﾗﾌﾞﾙ
ｼｭｰﾃｨﾝｸﾞ
・輸液/ｼﾘﾝｼﾞﾎﾟﾝﾌﾟ
の適正使用

12/15～17
（第1グループ）
研修員：10名
講師：東海大学 8名
テルモ（日本、タイ）、
旭化成、MEDITOP（タ
イ）

見学：

教員3名/学生7名
（BME職業訓練校）

12/21～23
（第2グループ）
研修員：10名
講師：東海大学 7名
テルモ（日本、タイ）、
旭化成、MEDITOP（タ
イ）

ECMO実技
トレーニング
VRによるICUチーム
医療体験

1/27
研修員：8名
（ランシット大学
TPQIオブザーバ含
む）

講師：5名
（東海大学）

1年間の事業内容

4

写真１（日本側）

5

（左）CRRT旭化成遠隔実機演習、 （中）ECMO遠隔講義、 （右）ECMO遠隔実機演習

テルモプラネックスにおける感染対策、シリンジポンプ遠隔実機演習（手前はJICEタイ語通訳）

（左）小倉医師によるECMO基本講義は好評であった。 （右）遠隔集合写真

（右）感染対策下
の重症患者ケア
機器管理講義

　11 月からのスタートで実質 2 カ月の実施となりました。場所は、東
海大学と、隣町のテルモプラネックスを利用するため、2 カ所における
通信具合について、事前に綿密なうち合わせを行い、3 日間の研修（呼
吸管理下の重症例における機器管理、CRRT、ポンプ類、ECMO）を 2 セッ
ト行いました。タイ側は、ランシット大学生体工学部に研修員全員に集
まってもらい、協力企業のタイ側ネットワークを通じて、該当機種を運
び込んでもらい、日本からの WEB 講義の後、実地に実機を用いてハン
ズオンの実習を行うというものです。
　ECMO ネットの小倉医師のグループが、パンデミック下の研修に VR
を用いた研修を行っているので、日本におけるコンテンツ作成のノウハ
ウを伺って、東海大学における実地の集中治療業務のチーム医療の中で
CE の役割について、VR で実地に疑似体験をしていました。

　次は具体的シーンです。写真左上から右へ説明をしていきます。主に、
日本側と次のスライドのタイ側の写真になります。
　我々は医療施設として、体調管理はしっかり行っておりますが、訪問
研修先の、テルモプラネックスにおいても、毎日の入館に体調管理が義
務付けられておりました。また場所は広めに用い、実機演習等において
も、マスク装着の上、一定の距離を保ちました。
　研修内容は、講義と実機演習とからなりますが、今回は、感染症管理
下の重症患者さんを想定する意味で、感染症対策についても冒頭にまず
共有を行いました。
　CRRT については、当院所有の CRRT をタイ側にも代理店に持ち込ん
でもらい、講義の後、旭化成スタッフに実機演習をお願いしました。ま
た、感染症対応等で ECMO の到着は遅れてしまいましたが、2 チーム
に対しては、テルモプラネックスの設置 ECMO を使って、実機の解説
を行いました。ECMO 到着後は、当院の同機とともに、シンクロした実
機演習を実施できました。
　ECMO、CRRT はまず医師からという審査コメントがあり、その通りで
すが、既にタイ側の集中治療関係の学会においては、医師の間では一定
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程度浸透している技術と思われ、今般は、（わが国でもチーム医療におい
て、CE がかかわり、また ECMO を利用できる人財の育成が事前から重
要なことから）BME に対して、これらの機器の実機演習を取り組みました。
　わが国における ECMO の治療成績の奏功には、“ とにかく人づくりが
急務だ ”という小倉医師の講義は、タイ側にも大きな共感を得られました。
　一番右下は、タイ側において集合写真に日本側のチームが遠隔で入っ
て撮影されたものです。

写真2（タイ側）

6

（上）自己紹介・施設紹介（座席

は一つ置き）（下）現地支店から
の実機演習支援

セッションごとに確認テスト実施講義：初めてのECMO

入場時検温及び受付台での手
指消毒

（上）冒頭学部長、ファシリテーターの

挨拶（下）実機演習にオブザーバー
訪問

ECMO遠隔実機演習と、VRによる集中治療
室におけるCE業務疑似体験

　タイ側においては、2019 年に 150 名余りを収容したシンポジウムルー
ムを風通しを良くして実施してもらいました。入場時には検温と手指消
毒を徹底しました。右上の各研修員の施設紹介・自己紹介の場面で、座
席の配置間隔がわかります。
　冒頭、ランシット大学生体工学部の学部長ヌンタチャイ教授及び、ファ
シリテーターを担当したサニ教授から挨拶があり開始となりました。
　12 月中旬大学近郊でクラスターが発生してしまったので、実機演習
へのオブザーバー学生も距離を置いた見学となりました。実機について
は、タイ側のテルモおよび、旭化成代理店 MEDITOP に実機を持ち込ん
でもらい、一定距離を意識した、実機演習を心がけました。クラスター
等の影響による通関業務遅延があり、1 月に改めて、ランシット教員等
を含めた ECMO 実機演習と VR 疑似体験を行いました。
　各単元後は、確認テストをファシリテーターのもと実施してもらいま
した。

　対象を公立病院を重視した形で、招致してもらい、バンコク市内の影
響力のある、大学付属病院群で機器管理の実務を担当する BME やナー
スに集まってもらいました。10 年間 BME を育成したランシットの充実
したネットワークから派生させる形で、当該研修に興味あるそれぞれの
施設で中堅～リーダー的役割の方々が集まってくれました。1 時間の航
空機を利用しなければならない北部の公立ブンカン病院からは、2019
年のプログラムに引き続き国内旅費を自己負担してまで参加してくれま
した。パンデミック影響による通関業務の遅延により、改めて、1 月に
ECMO の遠隔実機演習を行うことになった以外は、ほぼ目標通りのアウ
トプットを得られたと思います。他方、アウトカム、インパクトについ
ては、終了時点から一定程度時間を要すると思われますが、機器の購入
期待や、あるいは施設内での、研修を受けての復伝研修の動きなど、次
第に浸透を見せていると観察されました。今般は COVID の影響で、参
加者も限定的になってしまったところがありますが、公衆衛生省や専門

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体
的な数値を記載）

１）公立・赤十字病院等に就労する
スタッフ（BME6名/看護師１名/
テクニシャン2名/医師1名）
・研修後テストで９０点以上獲得
・実施後アンケートで９０％以上の満足
度を得る

２）医師と公衆衛生省メディカルサポー
ト部からのオブザーバ参加を得る。

１）各参加施設において、研修を行った関連機器
の保守管理内容をBMEの業務としてマニュア
ルに盛り込む

２）各施設において、研修関連機器が調達される
３）本研修がタイ国でのチーム医療の先駆けなり、
看護師のタスクシフトや医療安全へ寄与する

４）参加研修員の施設において、『診療現場』で
の保守管理に参加する

５）タイ専門職認定機構（TPQI)の整備に寄与する

１）BMEがタイにおける重症感染患者治療で
使用する医療機器において、適切な保守
管理を行う職種として位置付けられる。

２）重症呼吸不全あるいは、パンデミック下の
治療選択肢として研修項目（ECMO及び
CRRT）が付加される。

３）タイBME協会やタイ専門職認定機構（TPQI)
を通じ、日本型CEの役割を広く知ってもら
い、タイ国医療職種の中での地位向上が
図られる。

実施後の結果（具体
的な数値を記載）

１）三次医療を担う国立公立病院を主と
した14施設からBME10名、Scientist8
名、看護師2名が参加
・理解度90.5％
・満足度は92％
・タイ公衆衛生省へECMO装置の輸
入についても理解を得た。

２）COVIDのクラスター発生等により医師
の参加は見送られたが、BMEカレッジ
からのスタッフ、学生のオブザーバー
参加があった。

３）ECMOのみ現地実機演習を1月に実施

１）今回の研修内容を持ち帰り、自施設での呼吸
器講習会（看護師向け）を開催。また2施設に
おいては、ECMO装置が導入済、今後の管理
に本研修が生かされるとのアンケート結果を得
た。

２）ECMOに対する認識（ハードル）を下げることが
できた。

３）シリンジポンプに関しては、数施設 、ECMOは
1施設が購入を検討。

３）４）重症呼吸不全治療において、ECMOが治療
法の選択肢の1つになるとの認識を研修員全
員が持つことができた。

５）TPQIからのオブザーバー参加があり、今後意
見交換を続ける。

タイの集中治療医学会においては、ECMOや
CRRTについて学会誌でもテーマに取り上げら
れており、治療法として確立している。管理に
関しては医師や看護師メディカルテクニシャ
ンが主となっている。しかし人員ひっ迫する看
護師からのタスクシフトが起こっている事から
BMEにおいても、不可避の潮流と考えられる。
そこでCEの経験を共有することで今後のタイ
の患者安全やチーム医療に寄与することを
望む。実際の日本CEの職務状況について実
地での研修要望が多かった。引き続きRSUか
らの研修要望があった。

7

職資格機構の取り込みについては、更にその動きを強めていきたいと
思っております。
　またわが国でも 2000 台以上の ECMO 保有数があるものの、いざ作動
させるとなると、経験不足などで、実際利用できないということも報道
されてきた通り、日ごろから、これらの重症患者対応機器に敷居を持た
ずに、触れておくことまたそれが、既に集中治療学会等で一定程度認知
されて、一定数存在する熟達している医師・看護職の対人サービス部門
だけに限定されることなく、機器管理担当部門までが浸透し、いざ機器
が配置されるときに人員の配置も可能となることの重要性を彼らとの意
見交換から再認識しました。日本におけるタスクシフトについても賛否
両論ありますが、医療技術の複雑化、高度化、電子化、情報化の流れの
中で、一定程度のタスクシフトは、特に長年看護師数のひっ迫している
タイにおいては、必ず起こっていくものと想定しています。そこに、わ
たくしたちの活動が、大きなインパクトを与えていくと思います。
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　遠隔実機演習という方法論については、一定程度の理解と共感を得
られたと思います。また、企業においても、このような研修形態が
feasible であるということで、今後の新たな展開に結び付けられそうだ
とのコメントをいただきました。
　研修員においては、やはり、実機演習での日頃の業務に役立てられる
ところ、また新たな技術への挑戦という意味で、ポンプ類、ベンチレー
ター類という日常的機器の研修も含まれていたことが、共感を得られた
ところと思います。
　VR 画像での疑似体験によらず、日本における CE の活動状況について、
是非現実をやはり視察したいという要望がありました。

研修員の声から（抜粋）

• 研修雰囲気が素晴らしい。
• 重症患者管理に用いる機器について学べてよかった。
• 医療機器利用安全管理について理解した。
• 実機演習が機器システムの理解に役立った。
• 病院での業務に役立てたい。
• 実際の日本型CEの業務内容を実地に見学したい。

8

　事業インパクトについてはスライドの通りですが、タイにおいては、
25 年遅れで日本の高齢化に急速に迫っており、疾病構造の変化が生じ
ていることに加え、今般のパンデミックのように、新興再興感染症へ
の対応を、アセアン経済圏の中心国として、対応していく必要があり
ます。看護師や医師を育成する有名国立大学も 2002 年に autonomous 
agency 化が行われて以来、病院においても、海外患者獲得による健全
運営について意識されております。その中で、一定程度の高額医療も提
供されていくものと想定され、今般わたくしたちが、これらの有名大学
の付属病院網へもこの活動を広げられたことは、日常の市民診療のみな
らず、ツーリズムを見越した今後のインパクトにつながることが想定さ
れます。
　今後はさらに、公衆衛生省や TPQI、わが国においては、技士会など
の参画も得ながら、展開を図れればと考えております。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事例も記載）
事業では14施設からの参加があった。大学病院を含む大病院が中心だが、既に、集中管理において、ナースからのタ

スクシフトが生じている事例や、またナース自体が業務過多を訴えている状況等の報告があった。
TPQI（タイ専門家資格認定研究所）においては、BME等の資格について統一的認定作業を進めているが、この動きの
主流になるべく、引き続き参加員数と参加者のタスクシフトへの『気づき』の拡大を目指したい。

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）
ECMOについては、既にチュラロンコン、ラーマティパティにおいて導入され使用されている。今般は日本において

これらの機器の現場運営管理において、CEの活躍を知る新鮮な機会だったようだ。ECMO導入期待が述べられた。
期末までに渉猟する限り、ブンカン病院について2019年度からの継続で更に2台の透析機器が導入された。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）
• 遠隔研修参加者 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数（参加施設数15施設、延べ研

修員28名、見学者10名）

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）
• ECMO, CRRT技術向上---＞呼吸器感染症罹患重症患者へのECMO,CRRT応用の可能性
• ＴＰＱＩコンペテンシーが確立して全国的平準的裨益が行われる前に、途中経過として参加施設がランシットネットワー

クを通じた全国の公立・私立・大学病院に及ぶ可能性 （例： 参加ブンカン病院は、2019年度以来日本製品の導入を
積極的に行い、今般の研修員を遠隔地から派遣する地域中核病院）

• 2002年の公立大学独立行政法人化による三次病院の積極的医療ツーリズム(medical hub)を通じた、アセアン経済圏
をはじめとする周辺諸国への裨益

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

9

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

2019年度、臨床工学技士の担当する5分野について、企業の協力を仰ぎ、
対象者・内容について実務的に研修。公立、赤十字、私立病院群のBME
血液浄化、輸液・シリンジポンプ、内視鏡装置点検洗浄における技術研修
を行い技術習得を確認、機器導入に至った。
日本の制度面について知り、『気づき（前述）』が促され、2020年度には、更に
三次大学病院群を含めた参加により、重症呼吸器管理のECMO、CRRTを事例に
現場機器維持管理の重要性について研修。
タスクシフトの可能性と、機器導入についての期待を得ている。

審査コメントから、公的部門の参加を大幅に広げ、リーダー的医療施設における
主任格のBMEの研修参加を得た。彼らの『気づき』から、ひっ迫する看護人財
現場におけるタスクシフトによるon-site maintenanceの可能性を日本の経験から
更に共有し、今後はわが国臨床工学技士会等の協力も得る。
公衆衛生省の実地参画を得て、ディスカッションを継続する。
専門家資格認定研究所（TPQI）との更なる意見交換を通じて現場からのボトムアップから、
中央政府の動きが促されることを期待する。今般カウンターパートの新設病院設置に
合わせた企業紹介の依頼があった。多種多数の日本製医療機器の導入機会を得ることに
なると思われる。国内・タイ国におけるさらなるネットワーク構築・集中治療学会で
継続されている日本ータイ協力と連動も視野に活動を進めてゆきたい。

10

　これまでの説明を概括すると、このようなスライドになると思います。

　日本において、1980 年代、複雑化した高度診療機器については、業
者の協力を得ながら医師・看護師が対応していました。次第に、担当し
ている技術者や ME 学会で、一定の職能集団の必要性が叫ばれるように
なり 1988 年の臨床工学技士法の制定につながりました。医療現場のチー
ム医療の現状から今年は更にタスクシフトを推し進めた、法改正も予定
されているといわれています。
　今般の COVID 診療で、CE の存在も改めてクローズアップされました。
　私たちは、このようにまずは現場から発生した声が、法改正につながっ
ていった日本の経験のいいところ、悪いところをタイ側と共有すること
により、将来的に、タイでの患者安全、医療水準公衆衛生の向上に貢献
できればと願っております。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国

等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながるように事業の展望を具体的に描い
てください（自由形式）。

医療技術定着

研修導入→わが国臨床工学技士（CE)制度の理解・集中治療現場での医療機器管理の重要性の再認知→マ
ニュアル・ガイドライン策定→チーム医療への参画→医師/看護師のタスクシフト（わが国でもそうであったように、
現場の気づきや現場における動きから中央政府のルール・制度改正→タイ生体工学技士（BME）によるマンー
マシーンインターフェイスの確立→BMEのTPQIでの位置付け→医療機関でのBME配置の標準化→患者安全の
向上に貢献。

持続的な医療機器調達

研修実施→国産医療機器の技術を知ってもらう→患者安全につなげるためにどのように運用するか双方でディ
スカッション→参加医療機関での医療機器の導入→現地のメーカ（代理店）に加えて本事業がアフターサービス
や運用をサポート（研修による顔の見える関係による機器使用の安心感）→機器更新時に後継機種への更新
→機器購入に重要な位置を占める主導的BMEの活躍による持続的な調達→国産医療機器がタイで広く使われ
るようになる（標準化）→我が国およびタイでの国産医療機器のシェア向上に貢献。

11

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ベトナムでは、近年の著しい経済発展による生活習慣の変化に伴い、国内全死亡の約 7 割を非感染性疾患（心血管疾患、
慢性閉塞性肺疾患、がん等 ) が占め、医療分野ではより高度かつ安全な医療が求められている。
　2017 年よりバックマイ病院（BMH) に対し医療機器管理分野で支援を行ってきた中で、
　　・医療機器の定期点検や使用後点検などの保守管理がなされていない
　　・精度管理など順守すべき基準が確立していない
　　・医療機器に関する制度体制や法制度がない
といったベトナム国内全体での課題が明らかとなった。
【事業の目的】

　医療機器が極めて重要な位置を占める現代医療では、ベトナムでの本現況からの脱却が急務であり、BMH をパートナー
とした事業展開のみでは極めて困難と考える。これまでの事業を通じベトナム保健省から中部、南部においても同分野
での支援要請もあり、ベトナム 3 拠点病院での事業展開を核に保健省関連機関の医工研究所や技士養成専門学校、医療
機器協会と共同してベトナムでの医療機器の安全管理確立を目指す。
【研修目標】

•	 日本とベトナムとでの相違点を認知してもらい、必要な管理体制構築に向けた意識改革を植えつける。
•	 保守管理、保守点検の実技実習を通してスキルアップを目指す。
•	 DOHA 実施のための教育スタッフを養成し、習得した知識・技術を地域へ広く浸透させる。

2.　ベトナム 3 拠点病院に対する医療機器の安全管理
　   技術支援事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

バックマイ病院 （北部）
フエ中央病院 （中部）

チョーライ病院 （南部）
医療機器管理部 

 国際協力部 
DOHA 研修部門

研修生受入国立研究開発法人
国立国際医療研究センター

センター病院
国際医療協力局

（東京都新宿区）

バックマイ病院 
NCGM-BMH MCC

帝京大学附属病院 ME 部
日本光電 ・ NIPON （ベトナム法人）

連携

保健省医療機器施設局
国立医療機器施設研究所

国立医療機器専門学校

提言・指導等

専門家派遣

専門家派遣
研修生受入

３拠点病院の
周辺医療機関連携・支援

医療機器協会
医療機器企業 他

協力

情報共有

協力

（想定）　JICA ・ JETRO ・ PMDA
帝京平成大学・日本臨床工学士会
医療機器連合会・医療機器企業 他 

情報交換
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　現代の医療現場では、医療そのものや患者を取り巻く環境などが複雑
化し、医師、看護師ばかりでなく、栄養士、薬剤師、理学療法士などの
他職種が治療に大きく関わった、いわゆる “ チーム医療 ” が基本となる。
とくに外科系診療の現場においては、手術室や ICU、術後回復室などで
は、“ チーム医療 ” なくしては成り立たないほどに進化充実した。また、
医療技術の進歩とともに、高度な医療機器が検査や治療そのものや治療
補助に不可欠となり、今や、この技術革新に支えられた高度医療機器が
先進医療の屋台骨と言っても過言でない。
　日本では、臨床工学技士（Clinical Engineer：CE）が中心となって機
器の保守、点検、運用を行い、耐用年数、修理状況を見ながら病院の機
器更新等も担っており、病院の中では重要な位置を占めている。しかし、
ベトナムでは医療資材部の生体医工技士（Bio-Medical Engineer：BME）
が、同様な業務にあたるべきであるが、恒常的な保守点検という概念が
なく、動かなくなってから初めて呼ばれるという電気修理屋さんのよう
な業務に留まり、医療機器管理そのものが混沌とした状況である。この
状況を何とかしようというのが我々の活動であり、2017 年よりベトナ
ム国内最大の国立バックマイ病院への技術支援を展開していたが、医療
機器の定期点検や使用後点検などの保守管理がなされていない、精度管
理など順守すべき基準が確立していない、医療機器に関する制度体制や
法制度がない、といったベトナム国内全体での課題が明らかとなった。
　今年は、これまでの事業を通じベトナム保健省から中部、南部におい
ても同分野での支援要請もあり、バックマイ病院、フエ中央病院、チョー
ライ病院のベトナム 3 拠点病院での事業展開を核に保健省関連機関の
医工研究所や技士養成専門学校、医療機器協会と共同してベトナムでの
医療機器の安全管理確立を目指した。
　2020 年 2 月の申請時点では、従来通りの　1）6 月の専門家派遣 、2）
10 月の研修受入（3 基幹病院からの技術者、保健省関連の 3 機関から
各 1 名、計 6 名）、3）12 月の専門家派遣 ならびに３病院での医療機器
管理ハンズオンセミナー開催を計画していたが、コロナ ･ パンデミック
感染に伴い大幅な方向転換が必要となり、最終的にオンラインによる研
修のみで事業展開することになった。

Teikyo University Hospital ( Tokyo )
@ Division of Medical Engineering

ココロロナナ・・パパンンデデミミッックク感感染染前前のの事事業業計計画画・・実実施施体体制制 （（申申請請時時））

National Center for Global Health 
and Medicine ( NCGM )

@ Department of Clinical Engineering
@ Bureau of International Health Cooperation

Bach Mai Hospital
Hue Central Hospital

Cho Ray Hospital
@ Division of Medical Equipments
@ International Cooperation Department
@ Direction Office of Healthcare 

Activities ( DOHA )

Dispatch of 
Japanese experts 

to Vietnam

Accepting trainees 
in Japan

Technical support through
Vietnam-Japan joint seminar

Information sharing

Cooperation

Recommendations / guidance

Hospitals around the three central hospitals

information 
exchange

Acceptance of expert 
visits to Japan

･･Ministry of Health, Department of Medical   
Equipment and Construction
･･ Nationa Institute of Medical Device and 

Construction
･･ Vietnam Medical Device Association
･･ Vocational College of Medical Equipment    

Technology

NIHON KOHDEN CORPORATION ( Tokyo ),
NIPON CORPORATION ( Hanoi, HCMC, Da Nang ) 

･ Pharmaceuticals and Medical Devices 
Agency ( PMDA )
･ Teikyo Heisei University, Faculty of Health 

Medical
･ Japan Association for Clinical Engineers
･ The Japan Federation of Medical Devices 

Associations

　これは申請時の事業展開の実施体制をイメージしていたものである
が、次に示すように渡航での往来なしでのオンライン研修に変更し、当
初予定していた現地での周辺病院および地方病院のスタッフを招いての
セミナーの代わりに、オンラインゆえに気軽に、しかも広く参加者を募
れるメリットを生かして、事業パートナー 6 施設からオンライン研修
開催情報を広めてもらうことにした。

Teikyo University Hospital ( Tokyo )
@ Division of Medical Engineering

National Center for Global Health 
and Medicine ( NCGM )

@ Department of Clinical Engineering
@ Bureau of International Health Cooperation

Bach Mai Hospital
Hue Central Hospital

Cho Ray Hospital
@ Division of Medical Equipments
@ International Cooperation 
Department
@ Direction Office of Healthcare 

Activities ( DOHA )

Technical support

Cooperation

Recommendations / guidance

Everyone engaged in medical 
device management in Vietnam

･･Ministry of Health, Department of Medical   
Equipment and Construction
･･ Nationa Institute of Medical Device and 

Construction

NIHON KOHDEN CORPORATION ( Tokyo )
TAISHO BIOMED INSTRUMENTS Co.

( Osaka )
Dräger Japan Co. ( Tokyo )
Nihon Stery Co. (Tokyo )

･･ Vietnam Medical Device Association
･･ Vocational College of Medical Equipment    

Technology

Participate Online 
Training

Certification

Free participation

オオンンラライインン研研修修

ココロロナナ禍禍対対応応策策ととししてて
オオンンラライインン研研修修へへのの変変更更

ココロロナナ・・パパンンデデミミッックク感感染染後後にに見見直直ししたた事事業業計計画画・・実実施施体体制制

2020年 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉
⽇本⼈専⾨
家の派遣
研修⽣受⼊
（⼈数、期間）

オンライン
研修

研修内容

1年間の事業内容

医療機器管理総論 （資料および動画）
・⽇本の臨床⼯学技⼠について
・臨床⼯学技⼠制度の関連資料
・病院機能評価における医療機器管理分野

コロナ･パンデミック感染のため変更
●

オンライン
会議

●
オンライン

会議

●
オンライン

会議

●
オンライン

会議

● ●
オンライン

会議

●
オンライン

会議

●
オンライン

会議

●
オンライン

会議

研修資料･研修⽤動画の準備 オンライン研修
● ●

YouTube Live

●
研修終了証
授与（郵送）

各論研修（資料、動画、YouTube Live実習、オンライン理解度テスト）
① 電気的安全性について（⼼電計、除細動器、電気メス）
② シリンジポンプと輸液ポンプの点検
③ ⼈⼯呼吸器、⿇酔器の点検について
④ 透析での⽔管理、透析機器の点検について

オンライン研修
●

YouTube Live

・国⽴国際医療センター臨床⼯学科
⼩川⻯徳、川上由以⼦、部⽥健⼈、⽯塚幸太、稲葉久美、横⽥彩乃、
成⽥梨沙、勝岡陽和、布瀬直⼈、佐藤元彦、深⾕隆史、保坂 茂

・帝京⼤学病院ME部 川﨑義隆、中村裕⼦、渡邉 聡

・⽇本光電 岩泉弘徳、⼭⽥博⾏様、磯村俊光
・⼤正医科器械株式会社 加藤直也、筧 敦⼦
・⽇本ステリ株式会社 ⻲⽥理沙、中内秀明
・ドレーゲル･ジャパン社 ⽵内加奈⼦

・国⽴国際医療センター国際協⼒局 ⼟井正彦、松原智恵⼦

事業担当

　研修プログラムは、医療機器に関する概論として、医療機器管理総
論のほか、日本の臨床工学技士、臨床工学技士制度、病院機能評価に
おける医療機器管理分野に関する評価など、ベトナムでの医療機器分
野での意識を高めることを目的とした研修資料に加え、4 つの実践的
テーマを各論と位置づけ、この 4 課題を必須として、このうち 2 課題
で YouTube Live を介した実習を行い、日常業務もあることから、この
2 回のライブのうちどちらか一方の参加で、研修修了と認め修了証を授
与することにした。また、それぞれの課題に理解度テストを実施するこ
ととした。

オオンンラライインン研研修修ププロロググララムム （（10月月～～11月月））

参参考考資資料料 （Power Pointによる資料や動画：Cloud上にて共有）
• 医療機器管理総論
• 日本の臨床工学技士について
• 臨床工学技士制度の関連資料
• 病院機能評価における医療機器管理分野に関する評価項目

研研修修テテーーママ 3 ： 人工呼吸器の点検について

Cloud上のテキストと動画を期間中に履修

研研修修テテーーママ 2 ： シリンジポンプと輸液ポンプについて

Cloud上のテキストと動画をLive研修までに履修 YouTube Live研修、質疑応答オンライン理解度テスト

研研修修テテーーママ 4 ： 透析治療での水管理について

Cloud上のテキストと動画を期間中に履修

研研修修テテーーママ 1 ： 一般的な点検と電気的安全性について

Cloud上のテキストと動画をLive研修までに履修 オンライン理解度テスト YouTube Live研修、質疑応答

終終了了証証
授授与与

（（12月月郵郵送送
））

どどちちららかか1つつ必必須須

オンライン理解度テスト

オンライン理解度テスト
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研研修修資資料料 ～～Google Driveででのの共共有有～～

企企業業関関連連のの著著
作作権権上上のの制制約約

ああるる資資料料はは DD
oowwnnllooaadd・・印印

刷刷

不不可可ととししてて管管
理理

作成資料数＝47本
医療機器管理総論：6、臨床⼯学技⼠制度：4、病院機能評価：２、
医療機器に関する病院内での各種規約：７、
電気的安全性：６、輸液ポンプ･シリンジポンプ：８、⼈⼯呼吸器：５、
透析･⽔管理：7、ECMO：2

https://youtu.be/okJybDSASkY

『『心心電電計計定定期期点点検検』』

https://youtu.be/lUgXhQXz6wU

『『輸輸液液ポポンンププ日日常常点点検検』』

研研修修資資料料 ～～YouTubeででのの動動画画配配信信～～

【NCGM】Kiểm tra định kỳ điện tâm đồ 【心電計定期点検１】 【NCGM】Kiểm tra máy truyền dịch① 【輸液ポンプ①】

作成動画数＝29本
医療機器管理総論：４、⽇本の臨床⼯学技⼠制度：２、電気的安全性：８、
輸液ポンプ：５、⼈⼯呼吸器：３、透析：３、ECMO：１、⿇酔器：３

https://youtu.be/qq0OuqyCfmA

『『Medical Device Management Online LIVE Seminar』』
ととししてて３３回回実実施施

①① Oct 8, 2020
電電気気的的安安全全性性のの点点検検

https://youtu.be/EvtGjYvCBt4

②② Oct 22, 2020
輸輸液液ポポンンププ･･シシリリンンジジポポンンププ

https://youtu.be/AIrD9ohyUeU

【NCGM】 Inspection of Anesthetic 
Machine 【 ドレーゲル 】

オオンンラライインン研研修修会会 ～～YouTube Live配配信信～～

【NCGM】 Medical Device Management Online LIVE Seminar

③③ Feb 4, 2021
麻麻酔酔器器のの点点検検

好評につき
追加実施

オオンンラライインン研研修修会会
～～Google Formででのの理理解解度度テテスストト～～

Google Formで作成したものが意図したとおり不備なく表示されるか？
現地コーディネーターに確認してもらうテスト実施回数＝５回

電気的安全性、輸液ポンプ、⼈⼯呼吸器、透析、⿇酔器の 5テーマで各実施

Tokyo

Ho Chi Minh 
City

Hanoi

Hue

研修参加施設と研修者数

バックマイ病院 （北部） ：10名
フエ中央病院 （中部） ：12名
チョーライ病院 （南部） ：15名

国立医療機器施設研究所：10名
ベトナム医療機器協会 ： 7名
国立医療機器専門学校 ：23名
（上記すべてハノイ市内）

一般参加（病院/企業） ：79名

計 156名
研修資料提供および講師

NCGM 臨床工学科 ：14名
帝京大学病院 ME部 ： 3名

日本光電社 ： 5名
大正医科機器 ： 6名
（系列ベトナム法人の3名を含む）

ドレーゲル・ジャパン ： 2名

オオンンラライインン研研修修

　オンライン研修へは、今年度の事業パートナーとしての 3 基幹病院
と保健省関連 3 機関の計 6 施設から、各 5 名ずつ計 30 名をお願いして
いたが、積極的参加の意向から上限なく募ることとし、周辺や知り合い
の施設にも声をかけてもらってオープン参加も可能とした。
　その結果、ベトナムの北部、中部、南部の DOHA システムの頂点と
して教育的指導的立場であるバックマイ病院、フエ中央病院、チョーラ
イ病院 からそれぞれ 10 名、12 名、15 名が参加、保健省関連の 3 機関
である国立医療機器施設研究所、ベトナム医療機器協会、国立医療機器
専門学校から、それぞれ 10 名、7 名、23 名で、研修生としては計 79
名で、これ以外に研修の事務的業務委託をしていた日本国際協力セン
ター（JICE）に上記 6 施設以外のベトナム国内の病院や医療機器関連企
業などからオンライン研修への参加希望の連絡が計 77 名よりあり、総
計 156 名が今回のオンライン研修にエントリーした。

②
①

⑤

⑨
⑧

⑦

⑥

⑩

⑪

④

③

⑫

●●●
●●● ●●●
●●
●●●
●●

Bach Mai Hospital ( BMH )

① bệnh viện Sản Nhi Bắc Giang 
② Trung tâm Y tế huyện Lộc Bình, Lạng Sơn
③ Bệnh viện Đa khoa Khu vực Cẩm Phả
④ Bệnh viện Kiến An
⑤ Bệnh viện 74 TW
⑥ BVĐK tỉnh Hà Nam
⑦ Bệnh viện đa khoa tỉnh Cao Bằng
⑧ Trung tâm Y tế huyện Bắc Sơn
⑨ Bệnh viện Đa khoa tỉnh Tuyên Quang

⑩ TTBYT Bệnh viện đa khoa khu vực Nghĩa Lộ - Tỉnh Yên 
Bái

⑪ Bệnh viện Y Dược cổ truyền Sơn La
⑫ Bệnh viện đa khoa khu vực Nghĩa Lộ - Tỉnh Yên Bái
● Khoa Trang bị /Viện Y học cổ truyền Quân đội
● Cục Quân Y- Bộ Quốc phòng
● Công ty TNHH Công Nghệ MAS
● Khoa Kỹ Thuật Y Sinh,  Đại học Bách Khoa Hà Nội

● Công Ty TNHH Dịch Vụ Phát Triển Kỹ Thuật Và Thương 
Mại Việt Nam (VITRATECOM)

● Bệnh viện E
● Bệnh viện Nội tiết TW
● Trường Đại học Bách Khoa Hà Nội
● Công ty TNHH Đinh Xuân, Phòng Kỹ thuật
● Trường CĐ Thiết bị y tế
● BỆNH VIỆN CHÂM CỨU TRUNG ƯƠNG
● BỆNH VIỆN ĐA KHOA QUỐC TẾ THU CÚC
● Bệnh viện HN Việt Đức

ベベトトナナムム北北部部かかららのの一一般般参参加加
2255施施設設==6600名名

　北部では 2017 年からバックマイ病院と事業展開を進めてきて、われ
われとも交流があった施設も多数あり、また保健省関連 3 機関ともにハ
ノイにあることなどが情報拡散の要因となったものと推測され、25 施
設から 58 名と多くの一般参加があった。

②

①

③

④
⑥

⑤

⑧

⑦

⑩
⑨

⑦ BVĐK quận Thốt Nốt

⑧ Biomedical engineering, GTG Wellness Healthcare 

⑨ Công Ty TNHH Thương Mại và Phát Triển Công Nghệ Thành An

⑩ HOAN MY THU DUC INTERNATIONAL GENERAL HOSPITAL

Cho Ray Hospital ( CRH )

ベベトトナナムム南南部部かかららのの一一般般参参加加
44施施設設==88名名

Hue Central Hospital ( HCH )

ベベトトナナムム中中部部かかららのの一一般般参参加加
66施施設設==1111名名

① Trung tâm Y tế huyện Phú Vang

② Phòng Vật tư - Thiết bị y tế, Bệnh viện Đa khoa Trung Ương 
Quảng Nam

③ Công Ty Cổ Phần Bệnh Viện Đa Khoa Bình Định Phần Mở
Rộng

④ Bệnh viện Phụ Sản - Nhi Đà Nẵng
⑤ Bệnh viện 199,
⑥ Bệnh viện Đa Khoa Trung Ương Quảng Nam

　またフエ中央病院を中心として中部からはベトナム第 4 の都市ダナ
ンから 2 施設など、計 6 施設から 11 名、チョーライ病院を中心とした
南部からは、4 施設から計 8 名のオープン参加があった。



87

　　

　
　
III
　
臨
床
工
学
技
士
／
透
析
技
術
／
医
療
機
器
の
認
証

研修終了後の理解度テストの結果
理解達成度：各設問のうち、正解率が80％以上であったものの割合

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

透析の⽔管理

⼈⼯呼吸器

輸液ポンプ

電気的安全性

理解達成度（％）
０ 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

　研修終了後の理解度テストの結果であるが、各設問のうち正解率が
80％以上であったものの割合を理解達成度として図示した。教育や病
院機能の違い、病院事情の違いなどから一概には評価できないが、概ね
良好な理解度を得られたと考える。

答え＝いいえ＝必要である

院内の非常電源は、停電が起きた時に切り替わ
るが、切替え作業中は停電し、そのため機器の
バッテリーが必要でチェックも必要である。

回答数＝103

正解率が低かった設問

YES
NO

答え＝いいえ、そう思いません

透析液浸透圧は280～300ｍOsm/L。
低すぎると赤血球破壊から重篤な合併症を
生じるため、速やかに透析を中止すべき。

回答数＝93

① 院内に非常電源設備があれば、機器のバッテリーチェックは必要ないか？

② 透析液の浸透圧が200mOsm/Lなら透析療法を開始して良いと思うか？

YES
NO

この表現が
ベトナム側

に

十分に通じ
なかった！

この表現がベトナム側に十分に通じなかった！

不正解

不正解

　理解度確認テストの中には、正解率が 70％以下と不良だった設問が
あったが、研修後のオンライン会議において、ベトナムには 2 重否定
のような概念がなく非常に紛らわしかったと反省すべきことが明らかと
なった。

第１回 YouTube Live研修 （電気的安全性） 第２回 YouTube Live研修 （輸液ポンプ）

第３回 YouTube Live研修 （麻酔器） 専門学校内での電気的安全性管理の講義開始

　当初、10 月に 2 回の YouTube Live 研修を行うことで研修プログラム
を策定したが、研修終了後のアンケートなどで多くのリクエストがあっ
たことから、急遽、2 月に麻酔器の点検をテーマとした同様な資料・動画・
理解度テストそして YouTube Live 研修を行った。また、専門学校では、
YouTube Live 研修終了後に早速、電気的安全性管理の講義をモデルケー
スとして開始した。

　オンライン会議は 9 回開催し、6 施設間のスケジュール調整に苦労し
たが、最終的には第 3 木曜と決めることで我々側が主導権を得たこと
で計画推進がスムースになった。またオンライン会議の間には、頻回に
メールでの案内や会議議事などについてのやり取りを重ねたが、リアク
ションが欲しい場面で、なかなか返信が来ないなど、言語上の問題や文
化の違いなども潜在するものと感じた。
　最終回のオンライン会議では事業成果評価として、6 施設からの研修
後の新たなアクションプランをプレゼンテーションしてもらったが、こ
の 1 年間の活動によりベトナム側スタッフも Teams や Zoom などのツー
ルにも慣れ、来年度もさらにコロナ禍が続こうとも、今年度以上に順調
に事業展開できるものと予想している。

研研修修終終了了証証
（一般参加者にはPDFでの
メール添付、6施設へは郵送）

専専門門学学校校：：
YouTube Live研修受講中

フフエエ中中央央病病院院：
研修終了証授与式

フエ中央病院：保守・点検マニュアルや
チェックリストの充実化

第９回 オンライン会議
（2021年2月；最終回）

3基幹病院および保健省関連
の3機関からの研修後の新た
なアクションプランの発表

バックマイ病院の合理化策：点検分野のチーム分け

専門学校：研修内容を下に電気安全、患者モニ
ター、人工呼吸器の各安全点検コースを新設

チョーライ病院：急性期治療を担う病棟での
中央管理に向けてのメインテナンス計画

医療機器協会：絶大な賛辞をいただいたが、
専門用語や日越の言葉遣いの相違を指摘さ
れ、来年度への提言があった

保健省医療機器研究所：現在進行中の新たな
法整備の中に研修内容を反映する
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研修終了後のアンケートでは
資料が充実していたことや有
用性の認識は得られたが
（①）、研修生がいだいていた
目標や期待していた内容で
あったかに関しては若干のズ
レがあった（②･③）

研修生の年齢分布 とても役に⽴った 42

役に⽴った 36

どちらとも⾔えない 2

あまり役に⽴たなかった 0

① この研修で得た知識・経験は役に立つと思いますか？

達成した 32

概ね達成した 35

どちらとも⾔えない 11

あまり達成しなかった 2

達成しなかった 0

② 研修目標を達成しましたか？

合致していた 32

概ね合致していた 35

どちらとも⾔えない 11

あまり合致してなかった 2

合致していなかった 0

③ 研修内容はご自身の期待や学びたいことと合致していましたか？

　研修終了後のアンケートでは、研修資料が充実していたことや研修自
体の有用性が認識されたが、故障した際の修理方法に興味ある研修生も
多く、研修生が抱いていた研修での目標や期待していた内容であったか

【考察】
• 4つの研修テーマのすべてで、参加者のうち70％以上の回答を得ら

れた。

• ⾔葉と⽂化の違いで、設問内容⾃体の意味が上⼿く伝わらなかった
項⽬が散⾒された。

• 理解度確認テストでの正解率からみると、研修内容が⼗分に理解さ
れた考える。

• 今回のYouTube Live研修や研修資料をオンラインで学ぶという研
修スタイルでも満⾜が⾏く研修結果が証明され、コロナ終息が不透
明な状況下では極めて有⽤な⼿段と考える。

に関しては若干のズレがあったことが推測された。今後は、研修内容に
関しても、事前にベトナム側と十分詰める必要性が課題となった。

この1年間の成果指標とその結果
アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画
（具体的な数値
を記載）

1）研修資料のベトナム国内での online 共有
・従来分も含めて本事業で作成した資料： 80％
以上
・本事業で作成した資料の英語版作成： 60％以
上
・ベトナム国内の対象施設のアクセス率： 70％
以上
・セミナー参加施設のアクセス率： 80％以上以
上

2）3拠点病院や関係機関と⽉1回のテレ会議を
⾏う

2各施設において、オンライン研修後に
新たなアクションプランを⽴てて実践す
る

1）医療機器管理教育で3拠点病院を中⼼
にDOHA展開
2）研修後、地⽅でも電気的安全性管理
を開始
3）医療機器管理がベトナムの病院機能
評価の項⽬に追加
4）各種制度策定や教育カリキュラムへ
の反映
5）技⼠協会や技⼠認定制度など発⾜機
運が⾼まる
6）英語資料を作成、オンライン共有し、
他国へも事業展開

実施後の結果
（具体的な数値
を記載）

1）研修資料のベトナム国内での online 共有
・従来分も含めて本事業で作成した資料：
100％達成
・本事業で作成した資料の英語版作成： 62％達
成
・6施設以外からのアクセス：全体数が把握で
きず評価不能
・セミナー参加施設のアクセス率： 100％達成

2）3拠点病院や関係機関と6⽉から2⽉までに計
9回のオンライン会議を⾏い、最終回にて6施設
から研修後の成果発表があった

1） バックマイ病院：合理化策として点
検分野のチーム分けを⾏う
2） フエ中央病院：保守・点検マニュア
ルやチェックリストの充実化を図る。
3） チョーライ病院：急性期治療病棟で
の中央管理に向けた計画⽴案
4） 専⾨学校：研修内容を下に新たに電
気安全、患者モニター、⼈⼯呼吸器の各
安全点検コースを新設。
5） 研究所および協会：新たな法整備の
中に研修内容を反映し、来年以降の事業
展開に新たな要望や指針を提⾔

4）保健省より関連する医療機器研究所、
技⼠養成専⾨学校、医療機器協会が中⼼
となって、ベトナム独⾃の新たな医療機
器管理分野でのガイドライン策定および
専⾨学校で新たなカリキュラム作成に
⾄った

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト

• 事業で紹介・導⼊し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数
（具体的事例も記載） ： 新規法令6項⽬のうち5項⽬に反映

• 事業で紹介・導⼊し、相⼿国の調達につながった医療機器の数（具体的事例
も記載） ： 電気系チェッカーを2台購⼊（BMH、専⾨学校）

今年度の相⼿国へのインパクト

2017年より事業を通して意⾒交換を重ねてきた結果、ベトナム独⾃の医療機器管理
分野のガイドライン作成するに⾄り、2021年6⽉を⽬途に新たな法令（通達
33/2020/TT-BYT 号）が制定され、先ず電気メス、除細動器、⼈⼯呼吸器、⿇酔器、保
育器、透析器の6機種に⾔及されている。
これまでベトナムで開催してきたセミナーでの意⾒交換に加え、今年度事業での包

括的なオンライン研修内容も参考されるに⾄り、とくに保育器以外の5機種は本年研
修の主要課題であり、法令策定に関与している⾏政側3機関が研修参加を通じて、技
術ばかりでなく⽇本の医療機器管理体制、臨床⼯学技⼠制度が⼤きく反映されるに
⾄っている。

本年研修を通して医療機器管理精度の重要性、とくに電気的安全性の重要性が広く
認識され、YouTube Liveでも使⽤した電気系チェッカーが、専⾨学校で購⼊され実践
使⽤および実習が開始された。また、複数施設で新規購⼊が検討されている
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今後の課題

これまでの成果（事業が複数年継続している場合は、各年度の成果を含めて下さい）

1) コロナ・パンデミック感染による渡航制限のため face-to-face でのコミュニケーションが不可能であったにも
かかわらず、事業パートナーの6施設スタッフからも信頼され積極的なオンライン研修参加を得られた。

2) 当初、6施設から各5名、計30名のオンライン研修参加が得られればと良しと考えていたが、バックマイ病院：
10名、フエ中央病院：12名、チョーライ病院：15名、国⽴医療機器施設研究所：10名、ベトナム医療機器協
会： 7名、国⽴医療機器専⾨学校：23名、計77名の予想を⼤きく上回る参加者があった。

3) 6施設からオンライン研修開催情報を拡散してもらい⼀般参加として、周辺病院や医療機器関連企業から計79名
の参加があり、オンライン研修全体で 156名の参加を得た。

4) 3基幹病院ではオンライン研修後に習得したことを下に、合理化策としての点検分野でのチーム分け、保守・点
検マニュアルやチェックリストの充実化、急性期治療病棟での中央管理に向けた計画⽴案された。

5) 専⾨学校では、研修内容を下に新たに電気安全、患者モニター、⼈⼯呼吸器の各安全点検コースをカリキュラ
ム内に新設し、研究所および協会からは新たな法整備の中に研修内容を反映し、来年以降の事業展開に新たな
要望や指針提⾔を得た。

1) 研修終了後のアンケートでは、研修資料が充実していたことや研修⾃体の有⽤性が認識されたが、故障した際
の修理⽅法に興味ある研修⽣も多く、研修⽣が抱いていた研修での⽬標や期待していた内容であったかに関し
ては若⼲のズレがあった。今後は、研修内容に関しても、ベトナム側と⼗分詰める必要性が課題となった。

2) 今回のYouTube Live研修や研修資料をオンラインで学ぶという研修スタイルでも満⾜が⾏く研修結果が証明さ
れ、コロナ終息が不透明な状況下では極めて有⽤な⼿段であり、今後はテレビ電話等による簡便な双⽅向の画
像通信を介しての細部まで⾒て指導するような⼿法を⽤いる必要性を感じた。

展開推進事業の⽬的に照らして、将来の事業計画が⾒込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知⾒・経験の共有、医療技術の移転や⾼品質な⽇本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、⽇本の医療分野の
成⻑を促進しつつ、相⼿国の公衆衛⽣⽔準及び医療⽔準の向上に貢献することで、国際社会における⽇本の信頼を⾼めることによって、⽇本
及び途上国等の双⽅にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながる
ように事業の展望を具体的に描いてください（⾃由形式）。

医療技術移転定着に向けて
・技術レベルの維持・向上

バックマイ病院・フエ中央病院・チョーライ病院というベトナムの国⽴3基幹病院への技術⽀援
継続および連携しながらDOHA実践を強化することで、ベトナム全体の医療機器管理レベルの向
上に努める。

・法令化への助⾔
保健省、医⼯研究所、医⼯協会との連携：2021年6⽉を⽬途に作成中のガイドラインに則して、
⽇本の技術・経験をもとに、各種管理精度数値を明⽂化など、医療の質と安全をより確実に担保
できる体制を提⾔するとともに、病院機能評価への組み込みを求めることで普及を促す。

・教育レベルの向上
医⼯系の技術者養成教育機関との連携：法令に準拠したカリキュラムを提案し、より実践的な新
卒技⼠養成を⽀援するとともに、本邦臨床⼯学技⼠制度のような資格設⽴に向け⽀援し、社会的
地位と技術の向上に寄与したい。

・全⼟的な普及
これまでの事業経験をパック化し、省レベル病院以下などの医療機関への⽀援を通して、ベトナ
ム全⼟への医療機器管理技術の普及と向上を加速度的に進める。

　本邦では “ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に
関する法律 ” などにより、医療機器の保守点検に関する周辺事情は明確
に規定され、“ 病院機能評価 ” の上でも体制作りは求められている。ま
た日本臨床工学技士学会からのガイドラインやメーカー推奨管理法など
の指導も確立されている。
　一方、ベトナムには ODA などを通じて多くの世界基準の医療機器が
導入されているが、その点検・整備技術や精度管理については基準もな
く、“ 現場任せ ” という現況で関連法整備も遅れている。2017 ～ 2020

年の本事業では “ 日本基準 ” の管理法の研修だったが、精度管理などで
の検定器材などに国家間での医療事情背景などから克服困難な障壁も
あった。しかし 2021 年 6 月を目途に行政 3 機関が中心となり、人工呼
吸器、麻酔器、電気メス、除細動器、保育器、透析器の主要 6 機種に
関して、はじめてベトナム独自のガイドラインが整備される予定である
が、今年度の経験を糧に、さらなるベトナムの医療機器管理レベルの向
上を目指すとともに、 “ ベトナム基準 ” の研修プログラムを作成し、ベ
トナムのニーズに合致するような事業に進化させたいと考えている。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　インドネシア共和国では、医療環境の向上や国民皆保険制度の透析医療への適応により、慢性腎不全患者の血液透析
治療が急速に普及している。慢性維持透析患者は、30,554 名（2015 年）で、日本の透析患者の 1 割程度ではあるが、
透析治療の潜在的需要は高く、2019 年には 10 万人を超えると推測されている。しかし、透析装置の不足と機器管理体
制の遅れを含め治療の質にまだ問題があり、早急な改善が望まれる。また、必要とされる透析機器は主に先進国からの
輸入に頼っているため、日本製透析機器の普及のためには、技術的支援によるサポート体制が必要であり、将来的には
マーケットの拡大へと繋がると思料される。
【事業の目的】

　インドネシア東ジャワ地域において血液透析治療を受ける慢性腎不全患者の予後を、透析機器管理を担う透析エンジニ
アの知識 / 技術の向上による透析液の清浄化によって改善させる。さらに、ACCSQ（ASEAN 標準化・品質管理諮問評議
会）など ASEAN での医療の標準化を進める流れの中で、日本式の透析治療の手順、臨床工学技士（クリニカルエンジニア）
に準ずる人材の育成体制をア大学内に作ることにより、クリニカルエンジニアの質の担保につながり、医療水準の標準化
としても利用でき、ひいては、日本製透析機器などのマーケット拡大に繋げる。
【研修目標】

•	 トレーニングコースのカリキュラム / 教科書の準備に、過去の本事業研修で作成したカリキュラム / 教科書が利用
される。

•	 アイルランガ大学による透析に関するエンジニアのトレーニングコースが 1 回以上実施される。
•	 トレーニングコースを修了したエンジニアが勤務する透析施設が増加する。
•	 トレーニングコースを修了したエンジニアにより、それぞれの透析施設で水質検査が行われ、研修前後の分析結果

が改善し、インドネシア保健省の基準をクリアする。

3.　インドネシアにおける透析機器（医療機器）管理体制
　　の構築事業　   
	 	 	 	 社会医療法人 雪の聖母会　聖マリア病院

聖マリア病院
（福岡県久留米市）

アイルランガ大学教育病院
（スラバヤ）

保健省
（ジャカルタ）

セミナー講師派遣
技術指導

国内研修センター利用

ニプロ株式会社
他の透析関連企業

研修生受入

専門家派遣

一般社団法人 日本血液浄化技術学会
公益社団法人 日本臨床工学技士会

連携

制度の改善
構築の提案

所管連携

血液透析実施機関
（東ジャワ地域）

連携
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　本事業は、医療技術等国際展開推進事業の支援を受け 2018 年から 3 年
間の予定で計画しました。事業の背景並びに目的は左記に示す通りです。
　本事業のカウンターパートである国立アイルランガ大学（ア大学病
院）は、インドネシア大学に次ぐ国立大学で医学部、薬学部、看護学部
など 13 学部で構成されています。また、本事業が対象とする教育病院
は、25 診療科、237 床、806 名の職員で運営されている東ジャワのトッ
プリファラル病院として、住民の健康を守ることはもちろん医療関係者
の臨床教育の中心でもあります。そのア大学病院長と聖マリア病院長と
の間で、2017 年 4 月に職員教育や研修による病院の質の向上を目指す
ことを目的とした交流協定覚書が締結されました。それから 2018 年度、
2019 年度に本事業の支援を得て実施した 4 人の透析エンジニアに対す
る研修成果が高く評価されて、引き続き事業を継続することを熱望され
ました。そこで 2020 年度は 4 名の透析エンジニアがこれまでの 2 年間
で修得した技術や知識を地域の透析機関へ拡大するための研修センター
がパイロットとして活動を開始することを目標として実施することとな
りました。

2020年年 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

カウンターパートとの
Web会議の開催

エンジニアに対する
Web講義の実施

透析エンジニア対象
透析液清浄化のための
水処理設備維持管理
能力強化研修の実施
準備

6/11 7/1 8/21 12/30

1/14

【準備したもの】
1.「透析エンジニア対象透析液清浄化のための水処理設備維持管理能力強化研修」カリ
キュラム、指導要項、指導者用カリキュラム
2.研修コーステキスト「透析技術編」「臨床編」
3.講義資料：
講義スライド（PPT)：1）透析液清浄化の重要性と管理、2）日本における透析液清浄化の変
遷、3）血液透析、4）Dialysis Complications、5）RO装置の基本構成と機能、6）水処理システ
ムの説明、7）Waterworks system and desirable water quality、8）ア大病院水質検査結果、
9）ROライン配管洗浄、10）RO水配管洗浄の方法と洗浄消毒剤の使用法
講義教材（PDF)：1）水処理装置の設計と管理、2）Importance of Dialysis Fluid Purification 
and Management、3）Current status and issues of dialysis technology support in South East 
Asia、4) ニプロメンテナンスマニュアル
4.資材 (実習用教材)
1) 血液ライン、2) ETRF、3) 三方活栓、4) メスシリンダー、5) ストップウォッチ、6) SIBATA (残
留塩素)、7) ヨウ化カリウム、8) サンプルポート、9）部品交換・点検作業時の工具、10）ハン
ディマノメーター

1年間の事業内容

4

　透析エンジニアを対象とした研修センターがア大学内に設置され、東
ジャワ地域の透析エンジニアを対象として研修を開始することを目標と
して計画を立てましたが、COVID-19 感染症拡大の影響で計画通りの活
動はできませんでした。そこで、研修センターの活動開始準備を集中的
に行うこととし、いつでも研修を開始できるようにカリキュラム、テキ
スト、講義スライド、実習用教材の準備を進めました。
　事業対象機関であるア大学病院は、COVID-19 対策に専念することを
国から求められていました。そのため Web 会議開催の日程調整に手間
取ったり、メールによる情報交換にも時間を要したりしていましたが、
8 月、9 月頃は、一日当たり新規感染者数が一旦は減少傾向にあり、エ
ンジニアとの Web 会議の開催も病院の許可を得られれば可能になりつ
つありました。しかしながら 10 月以降、再び COVID-19 患者が増加し、
エンジニアをはじめア大学の首脳陣も Covid-19 対応に追われ、増加す
る患者に対応すべく Covid-19 患者専用の手術室を新設し 2020 年 12 月
に運用が開始されました。現地の Covid-19 患者受入病院は軒並み満床
で、ア大学病院も 12 月 30 日現在、満床のため新規入院の受入を停止
しているような状況でした。研修対象であるエンジニア 4 名は本事業関
連の活動についてコロナ禍を脱出次第すぐにでも開始したいと表明して
いましたが、現地の状況は相当逼迫しており、東ジャワ州の Covid-19
対策の中心的役割を担うア大学病院において、Covid-19 対策以外の活
動を展開するのが大変困難な状況が継続しています。エンジニアに対
する Web 研修はなんとか 1/14 に開始できましたが、それ以降実施で
きていない状況です。本事業対象期間外となりますが、当初計画通り 5
回に分けて実施する予定です。

　カウンターパートとの Web 会議や Web による打ち合わせは、6 月
11 日、7 月 1 日、8 月 21 日、12 月 30 日の 4 回しか実施できませんで
した。その代わりエンジニアとのメールによる情報交換は 100 回を超
えましたが、なかなかタイムリーなやり取りができない時期もありまし
た。エンジニアによるア大学病院内での医療機器取り扱いワークショッ
プや学生への透析水処理装置の保守管理の講義などが計画され、研修セ
ンター用に準備した講義資料の活用が予定されましたが、いずれも中止
となり、エンジニアの指導力や講義資料の試用の貴重な機会がなくなり
ました。

写真

事業内容がわかりやすく示されている写真を掲載して下さい。

5

　写真は、日本から送付した研修用教材やテキストが届いた時のものです。

写真

事業内容がわかりやすく示されている写真を掲載して下さい。

6

7

　2018 年度、2019 年度に本事業の支援を得て実施した 4 名の透析エン
ジニアに対する研修は、すべて英語で行いました。それは、日本での研
修に期待を寄せていたア大学病院側が 4 名のエンジニアに対して英語
の教育を受けさせていたことによります。しかしながら、研修センター
で東ジャワ地域のエンジニアを対象とする場合、教える側も教えられる
側もインドネシア人ですから、インドネシア語のテキストや資料が望ま
しいことから、研修に必要な資料をインドネシア語で準備をすることと
しました。写真は、完成したインドネシア語のカリキュラム、テキスト、
スライド、参考資料などです。
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　一般に人材育成活動においては、その到達深度は①知識がある
(Know)、②説明できる (Know how)、③具体的に示すことができる (Show 

単に知っている

どの様にするか
知っている

どの様にするか
見せることができる

実際に行う
ことができる

指導者

Miller’s Pyramid （ミラーのピラミッド）

4名のエンジニアを指導者
として育成するために、
研修カリキュラムや指導
要項を作成し、トレーニン
グセンター開設を目指した。

20
18
～
20
19
年
度

の
研
修
で
達
成

how)、④実践できる (Do)、⑤指導できる (Coach) などの段階に分けら
れますが、これまでの 2 年間の活動によりコアターゲットである４名
のエンジニアは、透析治療の知識ならびに技術が格段に向上し、治療の
実践において当該病院透析液の著しい改善を達成（④実践できる）する
ことができました。
　2020 年度本事業では、これら 4 名のエンジニアを更にコア指導者と
して育成し、研修カリキュラム作成、研修資料作成、研修評価の指導な
どの教育手法を習得させ、ア大学病院の中に開設することが計画されて
いる透析エンジニアの研修センター内で他のエンジニアの指導者となる
ことを目標としていました。研修センター開設に向け、必要なカリキュ
ラム、テキスト、講義資料、講義用スライドなどをインドネシア語へ翻
訳し準備することができました。また、研修で使用する工具や消耗品な
どの整備もでき、さらに、4 名のエンジニアの指導者としての育成も本
事業期間内には終了できませんでしたが、継続して実施し（⑤指導でき
る）、いつでも研修センターの活動を開始できる状態になる見込みです。

今年度の成果指標とその結果（１）

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画 ①トレーニングコースのカリキュラム/指導要項/講義資料
/評価資料が準備される。
②ア大学の4名のエンジニアが、トレーニングコース用に
準備された資料の理解度を測るテストに60％以上の正答
率で合格する。
③ア大学の4名のエンジニアが、講義毎の講義スライドを
準備する。
④ア大学の4名のエンジニアが、「講義の進め方」につい
てのWeb講義を受講する。
⑤スラバヤ周辺透析施設から採取された透析液の水質
を分析する
⑥本事業研修修了エンジニアが講師を務めるトレーニン
グコースが開始する。1回以上開催される。
⑦スラバヤ周辺透析施設の透析エンジニア4名以上がト
レーニングコースを受講する。
⑧上記コース参加者が、「血液透析チェックリスト」5段階
評価で4以上を獲得する。（研修前後で測定）
⑨本邦研修参加者が「血液透析チェックリスト」5段階評
価で4以上を獲得する。（研修前後で測定）
⑩本邦研修参加者が、日本の透析機器メーカーのメンテ
講習受講証を取得する。
⑪過去の本事業の研修修了エンジニア4名と日本側で、
トレーニングコース実施に係るWebによる打ち合わせ（情
報交換）が、2週間に1回程度実施される
⑫本事業実施に関し、アイルランガ大学首脳陣とのWeb
会議が3か月に1回程度開催される

①トレーニングコースのカリキュラム/教科書
の準備に、過去の本事業研修で作成したカリ
キュラム/教科書が利用される。
②アイルランガ大学による透析に関するエン
ジニアのトレーニングコースが1回以上実施さ
れる。
③トレーニングコースを修了したエンジニアが
勤務する透析施設が増加する。

④トレーニングコースを修了したエンジニアに
より、それぞれの透析施設で水質検査が行
われ、研修前後の分析結果が改善し、インド
ネシア保健省の基準をクリアする。

①トレーニングコースを修了したエンジニ
アが勤務する透析施設で、透析液（水）の
管理体制が改善し、生菌の値が低くなり
透析液（水）の清浄性が保たれ、インドネ
シア保健省の基準に合致する。
②アイルランガ大学ならびにトレーニング
コースを受けたエンジニアが勤務する透
析施設の患者の予後が改善する。
・合併症が抑制される。
・透析愁訴が改善する。
・栄養状態が改善する
・透析開始後生存率が改善する。

③トレーニングコースを受けたエンジニア
が勤務する透析施設で、ETRF（エンドトキ
シン捕捉フィルター）の使用量（購入量）が
増加する。
④東ジャワ地区で現地調達される日本製
透析関連機材が増加する（医療機器の展
開）

9

今年度の成果指標とその結果（２）

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施後の結果 ①トレーニングコースで用いる指導要項（英）、カリキュラ
ム（尼）、講義テキスト透析技術編、臨床編（尼）、コース
修了試験（尼）が準備された。
②本報告書提出日（2/20）現在、Webによる講義を1回し
か実施できておらず、テストは未実施である。
③指導要綱に基づいて作成された講義スライドは、すべ
て尼語への翻訳が終わりいつでも利用できるように準備
されている。
④「講義の進め方」に関するWeb講義は5回予定され、そ
のうち1回が終了している。本事業終了日以降も継続実
施する予定
⑤～⑩実施できず
⑪中間報告以降、COVID-19感染拡大の影響により、
Web会議を開催の日時調整ができず、メールでの情報
交換により、トレーニングコース開設に必要な資料、消耗
品の準備を進めた。
⑫インドネシアにおけるCOVID-19感染拡大、また、カウン
ターパート機関の本事業責任者、本事業連絡窓口の医
師が入院したこともあり、アイルランガ大学首脳陣との
Web会議を開催することできなかった。

①2018年度、2019年度本事業で透析エンジニ
ア育成に使用したカリキュラムやテキストを利
用した、トレーニングコース用の講義関係資料
が作成、尼語に翻訳された。
②～④実施できず

①～③未達成
④日本製透析機器7台が新規購入され
た。

※指標は前後比較が望ましい

10
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　この 1 年間の事業指標とその結果を図に示します。多くの活動を実
施できず、本事業の中間報告以降は、トレーニングコースの準備をする
活動に絞って活動しました。そのため、アウトプット指標とアウトカム
指標の実施前の計画に対しての実施後の結果は、研修センター準備活動
以外は、成果を測れない状況です。しかしながら、インパクト指標につ
いては、日本製の透析機器７台（うち３台は COVID-19 用）が新規に購
入されました。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

・アイルランガ大学病院に、NIPRO社製透析装置5台（うち1台は感染隔離病床用）、

東レメディカル者製透析装置2台（感染隔離病棟用）の合計7台が新規購入された。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

・遠隔システムを用いた講義を受けた研修生4名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

・現在、アイルランガ大学では透析患者が増加中であるが、これから治療を受ける患

者は全て、本事業で実施したエンジニアに対する透析研修の恩恵を受けて、これま

でよりもはるかに質の高い透析治療が受けられるようになる。透析室看護師の聞き

取り調査により、主に発熱、悪寒、倦怠感などの不定愁訴が軽減していることが確

認されている。また、COVID-19に感染した透析患者の入院治療も行われている。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

11

　図は今年度の相手国への事業インパクトを示します。本事業において、
透析液清浄化の重要性が認識されて、インドネシア保健省により透析液
の水質基準が策定されたことと、それに伴って透析装置への ETRF 装着
が促進され日本製の ETRF が購入され、更に、透析装置の購入へつなが
りました。健康向上のインパクトとしては、ア大学病院エンジニア４名
への Web 研修を実施いたしました。その研修の成果は質の高い透析治
療となって透析患者が恩恵を受けることとなり、不定愁訴の軽減や全身
状態の改善につながると確信しています。今年度実施できなかった研修
センターでの東ジャワ地域透析エンジニアに対する研修が開始される
と、透析液清浄化による透析患者の予後改善の経験が拡がり、期待され
る裨益人口が増えることと思料されます。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

✓本事業は、2018年度から2020年度まで3年間の予定で計画した。
✓これまでの2年間の活動によりコアターゲットである４名のエンジニアは、透析
治療の知識ならびに技術が格段に向上し、治療の実践において当該病院の透
析液の著しい改善を達成でき、臨床面でも改善に寄与した。
✓2020年度本事業では、これら4名のエンジニアを更にコア指導者として育成し、
ア大学の中に透析エンジニアを対象とする研修センター開設し、透析液清浄化
の技術を拡大する活動を計画したができなかった。

✓研修に必要なカリキュラム、テキスト、講義資料、講義用スライドなどをインド
ネシア語へ翻訳し準備することができた。また、研修で使用する工具や消耗品な
どの整備もでき、さらに、4名のエンジニアの指導者としての育成も継続しており、
いつでも研修センターの活動を開始できる状態になる見込みである。

2020年度中に研修センターの活動が始まることはなかったが、いつでも活動を
開始できる準備は整った。今後は、研修センターの稼働、さらには、医療分野で
従事するエンジニアの資格制度の創設による質の担保につなげるため、この研
修センター運営を定着させ、将来的には病院内の医療機器全般を対象とするセ
ンターに発展させ、さらには日本の臨床工学技士のような役割を担うエンジニア
の養成施設とし、東ジャワ地域の医療の質の向上に貢献することが目標となる。

12

　本事業は、2018 年度から 2020 年度まで 3 年間の予定で計画しました。
これまでの 2 年間の活動によりコアターゲットである 4 名のエンジニ
アは、透析治療の知識ならびに技術が格段に向上し、治療の実践におい
て当該病院の透析液の著しい改善を達成でき、臨床面でも改善に寄与し
ました。2020 年度本事業では、これら 4 名のエンジニアを更にコア指
導者として育成し、ア大学病院の中に透析エンジニアを対象とする研修
センター開設し、透析液清浄化の技術を拡げる活動を計画しましたが実
施できませんでした。
　しかしながら、研修に必要なカリキュラム、テキスト、講義資料、講
義用スライドなどをインドネシア語へ翻訳し準備することができまし
た。また、研修で使用する工具や消耗品などの整備もでき、さらに、4
名のエンジニアの指導者としての育成も継続しており、いつでも研修セ
ンターの活動を開始できる状態になる見込みです。
　今後の課題は、研修センターの稼働、さらには、医療分野で従事する
エンジニアの資格制度の創設による質の担保につなげるため、この研修
センター運営を定着させ、将来的には病院内の医療機器全般を対象とす
るセンターに発展させ、さらには日本の臨床工学技士のような役割を担
うエンジニアの養成施設とし、東ジャワ地域の医療の質の向上に貢献す
ることが目標となります。

医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達を目指した事業の展望

医療技術定着の考え方
研修導入→研修拡大→マニュアル・ガイドライン策定→アイルランガ大学に医療エンジニア
養成研修所設立→国家政策化(技能を扱う職種の整備)→現地予算での持続的な研修実
施→技能により質の高い医療を受けられる人が増える→対象国の公衆衛生・医療水準の
向上に貢献する。

透析技術からスタートして、医療機器全体の操作と保守管理についてもインドネシアで医療
エンジニアが国家資格として養成されるようになる事を目指す。

インドネシアの医療エンジニアと日本の医療エンジニアが学会などで交流できるような体制
を作る。

持続的な透析関連医療機器調達の展望
透析関連医療機器の導入→現地の状況における効能の証明（機器の保守管理と透析液
清浄化技術の教育）→ロジスティックの整備(サプライチェーン、修理・保守）→現地認証組
織からの認可→調達→現地の資金調達メカニズムの構築（医療保険への収載など）→持
続的な調達（ダイアライザ・血液回路・ETRF等）→透析関連医療機器が対象国で広く使わ
れるようになる→対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献する。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　モンゴルにはおよそ 430 人の維持透析患者がおり、123 台の透析装置がある。透析装置のうち約 80% は日本製 ( ニプ
ロ ( 株 )) であるが、現地でのメンテナンス技術が確立しておらず、ショックや発熱・血圧低下などを引き起こす可能性
のある透析液の汚染に対する水質管理がなされていないなどの問題があった。透析治療には、医師、看護師、エンジニア、
テクニシャンが関わっているが、特に装置の管理、水質の管理といった点からの教育体制が不十分であった。日本血液
浄化技術学会では、モンゴル透析学会から要請を受け、現状を把握するために 2019 年 12 月にウランバートルにある 9
施設 (RO 装置 11 台、透析装置 32 台 ) において水質検査を行った。いくつかの施設では、高度に汚染されていることが
確認されており、早急な対策が必要であると考えられた。 
【事業の目的】

　モンゴル透析学会および国立第一病院・国立第二病院・国立第三病院と協力し、ウランバートルの透析医療従事者 ( 医
師・看護師・エンジニア・テクニシャン ) に対し透析医療における特に技術面での研修を行う。また、各施設において、
水質管理のための技術研修を行い、各施設で水質管理ができるようにするとともに、モンゴル透析学会が水質管理のガ
イドラインを作成のために必要な支援を行い、ガイドラインの実効性の確認することを本事業の目的とする。 
【研修目標】

　モンゴルの透析医療従事者の透析医療における特に技術面（透析処方、バスキュラーアクセス管理、水質管理）での
スキルアップ、および水質ガイドラインの作成とその実効性を確認することを目標とする。 

4.　モンゴルにおける血液透析および
　　水質管理の技術研修および水質の実態調査と
　　水質管理ガイドライン作成支援事業
	 	 	 	 一般社団法人日本血液浄化技術学会

日本血液浄化技術学会

モンゴル透析学会
国立第一病院
国立第二病院
国立第三病院

その他私立病院等

TUC Mongolia Medical

連携
（情報共有）

透析機器メーカー
ニプロ・日機装・常光

ガイドラインや指針と連動
した保険制度設計の依頼

保健省

スケジュール
調整等

連携
（情報共有）

連携
（情報共有）

オンラインセミナー
透析液清浄化ガイドライン

作成支援
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　事業実施前、モンゴルにはおよそ 430 人の維持透析患者がおり、123
台の透析装置がありました。透析装置のうち約 80% は日本製 ( ニプロ
( 株 )) でしたが、現地でのメンテナンス技術が確立しておらず、ショッ
クや発熱・血圧低下などを引き起こす可能性のある透析液の汚染に対す
る水質管理がなされていないなどの問題がありました。透析治療には、
日本と同様に医師、看護師、エンジニア、テクニシャンが関わっており
ますが、特に装置の管理、水質の管理といった点からの教育体制が不十
分でした。日本血液浄化技術学会は、モンゴル透析学会から要請を受け、
現状を把握するために 2019 年 12 月にウランバートルにある 9 施設 (RO
装置 11 台、透析装置 32 台 ) において水質検査を行い、いくつかの施設
では、高度に汚染されていることが確認できており、早急な対策が必要
であると考えられました。そのことから、本事業ではモンゴル透析学会
および国立病院と協力し、ウランバートルの透析医療従事者 ( 医師・看
護師・エンジニア・テクニシャン ) に対し透析医療における特に技術面
での研修を行うとともに、モンゴル透析学会が水質管理のガイドライン
を作成のために必要な支援を行い、ガイドラインの実効性の確認するこ
とを本事業の目的としました。
　新型コロナウィルス感染拡大により、実施予定であった研修の規模
を縮小し、「モンゴル透析学会 - 日本血液浄化技術学会ジョイントセミ
ナー」をオンラインで開催をしました。

1年間の事業内容

新型コロナウィルス感染拡大をうけ、モンゴル国内で度々ロックダウンが実施されたことにより、
大幅に予定が変更となったが、10月から11月にかけて、ガイドライン策定会議、また、2月末にモン
ゴル透析学会-日本血液浄化技術学会ジョイントセミナーを開催することができた。

2020年
7月

8月 9月 10月 11月 12月
2021年
1月

2月

モンゴル透析学会
日本血液浄化技術学会
ジョイントセミナー

透析液清浄化
ガイドライン策定会議

スケジュール調整 事前準備 セミナー

スケジュール調整

ガイドライン策定
メンバー確定

ガイドライン策定会議

スケジュール調整

　新型コロナウィルス感染拡大をうけ、モンゴル国内で度々ロックダ
ウンが実施されたことにより、モンゴル透析学会 - 日本血液浄化技術学
会ジョイントセミナーおよび透析液清浄化ガイドライン策定会議のスケ
ジュール調整に多くの時間を割くことになっってしまい、大幅な予定へ
変更となってしまいました。
　当初、2021 年 1 月に行う予定であったオンラインセミナーは、モン
ゴル国内のロックダウン解除が 2021 年 2 月 25 日になったことから、2
月 25 日〜 26 日に実施しました。また、ガイドライン策定会議ではガ
イドラインドラフトの完成を目指しておりましたが、ガイドライン策定
メンバーがロックダウンで集まることが出来ない上に、モンゴル国内で
のパソコンを含む通信機器不足により、すべてのメンバーを集めた会議
ができなかったことから、水質基準についての原案がまとめるところで
精いっぱいでした。ただ、重要なところはほぼ決定したので、ここから
測定方法や測定頻度といった管理方法についての詳細を詰めていくこと
で、来年度には完成できるものと考えています。

透析液清浄化ガイドライン策定に向けたオンライン会議

日本透析医学会の2016年版透析液水質基準の内容説明とその意義について説明を行い、2019年に日本
血液浄化技術学会国際委員会活動でモンゴル国内で測定した水質データに基づき、モンゴルの実情に
合った効果的な水質基準はをどこに設定するのがよいか、といったことを中心に議論し、水質基準の
原案がほぼ決定した。

　透析液清浄化ガイドライン策定会議では、日本透析医学会の透析液水
質基準と日本血液浄化技術学会国際委員会が 2019 年にウランバートル
の透析施設 9 施設・43 箇所で採取したサンプル結果に基づき、モンゴ
ル版透析液清浄化ガイドラインの内容について検討しました。十分な清
浄度のない透析液もありましたが、その原因、対応策などについても議
論したところ、そこは解決可能という結論となり、日本と同様の (ISO
基準よりも厳しい ) 水質基準を設けて、そこを目標にすることが決まり
ました。

モンゴル透析学会-日本血液浄化技術学会ジョイントセミナー(オンライン)

オンラインでの「モンゴル透析学会-日本血液浄化技術学会ジョイントセミナー」を開催することが
で、モンゴルからは、約50名の参加者があった。

　オンラインを使った「モンゴル透析学会 - 日本血液浄化技術学会ジョ
イントセミナー」を開催しました。ロックダウン解除後の急な開催とな
りましたが、セミナーには、約 50 名程度の医師、看護師、エンジニア、
テクニシャンが参加してくれました。

モンゴル透析学会-日本血液浄化技術学会ジョイントセミナー(オンライン)

ジョイントセミナー実施に当たっては、ホームページを整備して、スマホなどからでも、参加しやす
いように準備した。セミナーでは、透析液の水質管理の重要性について、感染管理の重要性につい
て、日本側より講演を実施した。

　ジョイントセミナー実施に当たっては、ホームページを整備して、ス
マホなどからでも、参加しやすいように準備をしました。ウランバート
ル ( 都市部 ) の医療従事者だけでなくモンゴル全土の医療従事者が参加
することが可能になり、実際ウランバートル市以外からの参加もありま
した。また、セミナー終了後は、ホームページを講演動画をオンデマン
ド配信できるように作り替え、今回参加できなかった医療従事者がいつ
でも視聴したいときに見れるように情報更新をしました。こちらは、公
開したばかりにもかかわらず、既にモンゴルからのアクセスがあります。
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　セミナーでは、透析液の水質管理の重要性について、感染管理の重要
性について、日本の専門家より講義をしていただきました。透析液水質
基準については、2019 年に日本血液浄化技術学会国際委員会活動でモ

ンゴル国内で測定した水質データについても説明していただきました。
今後のガイドライン策定に向けて期待が高まっているのを感じました。

今年度の成果指標とその結果

アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画

1)本邦研修参加者

・血液浄化従事者：エンジニア3名
・機器メンテナンス・水質管理について75%理解

2)現地研修(日本人専門家派遣)
・血液浄化従事者：医師20名、看護師20名、

エンジニア10名、テクニシャン20名
・血液浄化(透析処方)について

医師が100%、看護師が75%、エンジニアが50%

テクニシャンが50%理解
・水質管理について

医師が50%、看護師が50%、エンジニアが100%、
テクニシャンが100%理解

3)水質管理ガイドライ作成支援
ガイドライン作成メンバー確定

日本透析医学会透析液水質基準を理解
ガイドラインドラフト作成

1）本邦研修参加者が日本で学んだ技術を用い

て、機器メンテナンスについては、研修社勤務施設において透
析コンソール50%に実施できるようになる（エンジニア）

2）現地研修の対象者が学んだ技術を用いて、
透析液濃度の管理ができるようになる。すなわ

ち、各透析施設で定期的にエンドトキシン濃度
および生菌数の測定が実施するようになる。

3）水質管理ガイドラインに関連した日本製生菌検査キット100
枚を現地医療機関が購入。

日本製エンドトキシン測定装置を用いた水質検
査を透析コンソール100台分・RO装置10台分を
現地医療機関が外注で行う。

1）本研修の技術をもとに日本製透析機器のメンテナンスが行わ

れる

2)現地医療機関による定期的な水質検査が実施される

3）日本透析医学会水質基準に基づいたガイドライン作成につい

て検討が行われ、透析液水質に関するに医療従事者の意識
が向上し、ガイドラインのドラフトが完成する

実施後の結果

1)本邦研修

実施できず
2)現地研修、
オンラインに変えてジョイントセミナーを実施

・参加者：50名程度
・水質管理について

医師が50%、看護師が50%、エンジニアが100%
テクニシャンが100%理解

・感染対策について

医師が100%、看護師が75%、エンジニアが50%
テクニシャンが50%理解

2)水質管理ガイドライ作成支援
ガイドライン作成メンバーが確定し、

日本透析医学会透析液水質基準に
基づいたガイドラインドラフトが完成

次年度にガイドラインが完成予定

1)実施できず

2)新型コロナウィルス感染拡大により、本邦研修および現地研
修の実施が不可能であったため、オンラインを用いたジョ
イントセミナー実施。モンゴル国内でのロックダウンによ

り実施日が2021年2月25日〜26日に変更されたが、無事実施
できた。講義内容をオンデマンドにすることにより、今回

参加できなかった医療従事者も後日閲覧できるようになっ
ている。

2)水質管理ガイドライン作成支援
ガイドライン作成メンバーが確定し、モンゴルでの調査結

果に基づいた水質管理ガイドラインに記載する水質基準が
ほぼ決定した。ドラフトは30%完成した。

1)日本での研修ができなかったため、メンテンナンスについて

は、来年度以降に持ち越しとなった。継続したセミナーの
開催、オンラインを用いたセミナー実施により、都市部(ウ
ランバートル)だけでなく、僻地からのセミナー参加も可能

にしていくことで、地方でもメンテンナンスが可能になる
ようになると期待できる。

2)現地医療機関による定期的な水質検査が実施される
水質検査機器を現地に輸送し、オンラインを用いた技術研

修を実施することにより、現地医療機関において定期的な
水質検査実施が可能になる予定。

3)水質管理の意義や重要性が理解され、モチベーションも上
がっている。来年度、ガイドラインの完成予定で、これに

より、治療環境が大いに向上することが期待される。

　実施前に計画されていた本邦研修および現地研修は、新型コロナウィ
ルス感染拡大により日本 - モンゴル間の往来ができなかったためオンラ
インで「モンゴル透析学会 - 日本血液浄化技術学会ジョイントセミナー」
に変更して実施しました。現地側からの強い要望もあり、講義内容の「透
析処方」を「感染対策」に変更して対応しました。オンラインで開催を
しましたが、モンゴル国内でのロックダウンによりパソコンを含む通信
機器の購入自体が非常に困難であったため、当初 70 名を予定していた
参加者は 50 名程度でした。過去に日本血液浄化技術学会国際委員会が
モンゴルで開催したセミナーでは現地の医療従事者の強い勉強意欲を感
じ、多くの質問がありましたが、オンラインセミナーに馴染みがなかっ
たためか今回のセミナーでは例年程の質問はありませんでした。しかし、
今後に向けて前向きな意見も聞かれ、モンゴル側のモチベーションが上

がっていることを感じました。
　水質管理ガイドライン作成支援として「透析液清浄化ガイドライン」
のメンバー確定から策定会議は、スケジュール調整に時間を要しました
が、日本血液浄化技術学会国際委員会が過去にモンゴルで測定した水質
検査結果を用いたことにより質の高い議論をすることができ、ドラフト
の作成着手に至っております。次年度にはガイドラインが正式に決定し、
モンゴル保健省を通じてモンゴル全土の透析施設に周知されることが期
待されます。また、透析関連のガイドラインが存在しなかったモンゴル
において「透析液清浄化ガイドライン」が発表されることにより、その
他の透析関連ガイドライン策定も日本側の協力のもとに進められる可能
性が高くなってきております。

今年度の相手国への事業インパクト

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト

今年度でドラフト作成まで到達した透析液清浄化ガイドライン策定により、ガイドラインに記載され
る予定であるエンドトキシン値および生菌数測定が治療に使う透析液の水質管理には必須となる。
事業計画当初は、日本製の水質検査機器を用いて透析液の清浄度を測定する予定であったが、新型コ
ロナウィルス感染拡大により日本-モンゴル間の往来が出来なくなったことにより、検査機器の持ち込
みが難しく、水質検査実施ができなかったが、ミーティングやジョイントセミナーにより測定の必要
性が広く理解された。現在、装置がないという状況にあるが、需要を喚起することができたと考えら
れる。ガイドラインの完成により、さらに医療技術、機器の国際展開にインパクトを与えると期待で
きる。

健康向上における事業インパクト

モンゴル透析学会-日本血液浄化技術学会ジョイントセミナーに参加した延べ人数は50人以上であった
。講義した透析液水質管理は、ガイドラインが完成することにより講義内容が実臨床で実施され、透
析液汚染による患者の発熱が減ったり、貧血が改善する効果が見込まれる。
セミナーで講義した感染管理については、すぐに実施できる内容も含まれていたことから、感染症に
罹患している透析患者の管理が容易になることで、肝炎ウィルスを含む院内感染を未然に防ぐことが
可能となる。また、コロナウイルス感染疑いの透析患者に対しても有効な方法となり、モンゴルの透
析患者の健康向上に向けたインパクトのある事業となった。
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今後の課題

今回のコロナウイルス感染症の拡大により、オンラインでのセミナー実施となり、モンゴル国内での
通信機器の購入が進まないなど、当初想定していなかった問題が明らかとなった。一方で、ロックダ
ウン解除後、何とかオンラインで開催できたジョイントセミナーには、地方からの参加者もあり、年
に数回の短期間の訪問では、どうしても、不十分になってしまう部分や地方と都市の情報格差といっ
た問題も、今回モンゴル国内をオンラインでつなぐことで、解決できる可能性が示唆された。ウラン
バートル、地方にかかわらず、頻回に実効性のある支援が可能となる方法に発展させていきたい。
ガイドライン作成については、主要な病院のメンバーからなるガイドライン作成委員会を組織するこ
とができ、準備段階の打ち合わせは済ませ、水質基準についてのほぼ原案が決定した。今後は、測定
方法、測定頻度などの管理方法を規定することで、ガイドラインを完成できると考えている。

将来の事業計画

透析機器メーカー
ニプロ・日機装・

常光

日本血液浄化
技術学会

TUC Mongolia 
Medical

モンゴル透析学会

国立第一病院

国立第二病院

国立第三病院

その他私立病院等

保健省

セミナー開催(現地・オンライン)

透析液清浄化ガイドライン作成支援

連携(情報共有)
機器販売契約

スケジュール調整・学会支援等
機器売買・検査受託等

ガイドラインや指針の承認
と保険制度設計の依頼

連携(情報共有)

日本血液浄化技術学会
関連透析施設等

連携(情報共有)

講師派遣
連携(情報共有)

研修生受け入れ

　新型コロナウィルス感染が世界的に拡大したことにより、日本 - モン
ゴル間の往来が出来なくなっただけでなく、本事業の対象国であったモ
ンゴルにおいてもロックダウンが行われたため、日本に比べ家電量販店
が圧倒的に少ないモンゴルではパソコンを含む通信機器の購入でさえ困
難になりました。実際に、オンラインでの会議やセミナーの実施が困難
にも思えましたが、何とか準備を進め、第一病院の施設を使ったり、ス
マートフォンからの参加をしていただくことで、打ち合わせ、ジョイン
トセミナーを実施することができました。ジョイントセミナーでは、ロッ
クダウンが解除されて、すぐに実施したこともあり、参加者数が少な
いかと思われましたが、実際には、2 日間で、50 名近い参加者があり、
水質管理の重要性や感染対策の重要性を伝えることができたと考えてい
ます。特に、ジョイントセミナーでは、ウランバートル市以外の地方か
らの参加もあったことは、今後の展開を考えるうえで、重要な示唆を与
えてくれました。
　ジョイントセミナー実施に当たっては、ホームページを整備して、ス
マホなどからでも、参加しやすいように準備をしました。また、セミナー
終了後は、講演の動画をオンデマンド配信できるように作り替え、いつ
でも視聴したいときに見てもらえるように情報更新しました。こちらも、
現在、公開したばかりですが、既にモンゴルからのアクセスがあり、こ

のような方法が有効であることが分かりました。
　年に数回の短期間の訪問では、どうしても、不十分になってしまう部
分も、今回のようにオンラインでつないで話をすることで、より頻回に
実効性のある支援が可能と考えられました。今回のセミナーも一日集中
型のセミナーではなく、平日の夕方に 2 日間に分けるという方法を取
りましたが、こう言ったかたちで、定期的に支援していくことで、効果
的に活動を進めていけると考えられました。
　今後は、訪問した際も、動画等を取りながら、それを地方にも配信す
るといったことをしていくことで、このようなセミナーも、うまく発展
させていけると考えられます。
　ガイドライン作成に向けては、主要な病院のメンバーからなるガイド
ライン作成委員会を組織することができました。本年度、準備段階の打
ち合わせは済ませ、水質基準についてのほぼ原案がまとまりました。こ
こにさらに、測定方法や測定頻度といった管理方法についての詳細を詰
めていくことで、ガイドラインを完成させられると考えています。特に
今回、モンゴル側の医師、看護師、エンジニア、テクニシャンが水質管
理の重要性についてよく理解をしたことから、ガイドライン作成へのモ
チベーションが高くなっており、この機を逃さず、来年度の完成むけて、
さらに活動していきたいと考えています。
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5.　マレーシアにおける透析医療の技術革新と臨床工学技士
       制度の導入事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　マレーシアでは、糖尿病患者の増加により、今後、末期腎不全に陥る患者が急増すると予想されているが、概して安
全かつクオリティーの高い透析が全国に普及しているとは言えない。一方、我が国の透析医療は世界でトップレベル
にあり、透析導入後の予後も欧米諸国より良好である（DOPPS 調査；Good DA et al. J Am Soc Nephrol 14: 3270-3277, 
2003)。 
　そこで、国立国際医療研究センター腎臓内科と透析室スタッフのチームが核となり、つくば国際大学や透析機器メー
カーの㈱日機装ともコラボし、模範的な血液透析のあり方を指導して現地の透析スキルを向上させ、患者の生命予後を
改善させることは国際的な公益に適うものと考えた。
【事業の目的】

　我が国のハイレベルな透析技術をマレーシアで指導し、透析に関わる医師やコメディカル等の育成に幅広く貢献する。
その為には、日本にあってマレーシアにない臨床工学技士制度の設立・発展に向けた活動も展開する。同国で透析に関
する国際展開推進事業を継続すれば、我が国の透析システムや技術、製品の優秀さに対する評価が高まる為、透析機器
や透析に関連する日本製品の販促に貢献できる。
【研修目標】

●主たる目標
•	 わが国のハイレベルな透析医療の指導、普及
•	 現地透析施設の透析管理・技術のレベル向上
•	 わが国の臨床工学技士の職務や存在意義に対する理解の促進

●その他の目標　　　　　
•	 臨床工学技士制度もしくはそれに準ずるコースの実現に向けた活動の開始
•	 マレーシアにおける本邦の透析関連機器メーカー等の製品輸出および発展の促進

国立国際医療研究センター病院
 腎臓内科・人工透析室

 （東京都新宿区）

National Kidney Foundation (Petaling Jaya)
HUMS

 (Hospital Universiti Malaysia Sabah, Sabah)
Tzu-Chi Dialysis Centre (Penang)

その他の透析施設
現地透析関連企業

HUMS

JICA マレーシア事務所 (KL)
駐マレーシア日本大使館 (KL)

専門家による指導
 High quality HD に

関する助言
CE 制度設立の支援

連携

つくば国際大学
（茨城県土浦市）
株式会社日機装
（東京都渋谷区）

連携

協力、情報交換
(Dr Zaki Morad)

情報提供
プロジェクトのサポート
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　マレーシア（マ国）では、糖尿病患者の増加により、今後、末期腎不
全に陥る患者が急増すると予想されているが、概して安全かつクオリ
ティーの高い透析が全国に普及しているとは言えない。一方、我が国
の透析医療は世界でトップレベルにあり、透析導入後の予後も欧米諸
国より良好である（DOPPS 調査；Good DA et al. J Am Soc Nephrol 14: 
3270-3277, 2003)。 したがって、世界トップレベルの透析技術を有する
我が国の透析チームが介入すれば、発展著しいマ国の透析のレベルは確
実に向上するものと思われた。
　そこで、国立国際医療研究センター腎臓内科 / 透析室スタッフのチーム
が核となり、つくば国際大学や透析機器メーカーの㈱日機装ともコラボし、
模範的な血液透析のあり方を指導して現地の透析スキルを向上させ、患
者の生命予後を改善させることは国際的な公益に適うものと考えた。
　 今 年 度 の 活 動 当 初 は、 主 な カ ウ ン タ ー パ ー ト と し て National 
Kidney Foundation (NKF) や Tzu-Chi Dialysis Centre (TCDC),KPJ Health 
University College (KPJUC) を考えていた。しかし、NKF は COVID-19 対
策で忙しいのか、こちらのコンタクトに対する反応が鈍く、途中で戦略
の変更を迫られた。一つは、2017 年度に接触をはかり、CE 制度に対し
て前向きだった KPJUC に働きかけることにした。しかし、KPJUC の看
護学科の教授が Hospital Universiti Malaysia Sabah (HUMS) に異動して
いたことが判明し、そちらの大学を中心に活動を再開することにした。
また、2016 年度（初年度）から前向きだった TCDC には、ハイレベル
の透析を継続できているか評価意し、デモ講義を観てもらう対象とした。
研修目標として、次の目標に絞ることにした。

主たる目標：
　1）わが国のハイレベルな透析医療の指導、普及、２）現地透析施設
の透析管理・技術のレベル向上、3）わが国の臨床工学技士の職務や存
在意義に対する理解の促進
その他の目標：
　1）臨床工学技士制度もしくはそれに準ずるコースの実現に向けた活
動の開始、２）マレーシアにおける本邦の透析関連機器等メーカーの製
品輸出および発展の促進

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

1年間の事業内容

3

予定していたカウンターパート
とのメール連絡・協議

デモ講義の内容や
作成⽅法の検討

本邦参加者4名

デモ講義の
視聴に向け
NKFと接触

デモ講義の準備・作成
本邦作成者3名

本邦作成⽀援者2名

視聴・研修

Tzu-Chi Dialysis Centre 
スタッフと Web ミーティング

及び成果チェック
本邦参加者3名

マレーシア参加者6名

デモ講義の視聴に向け
HUMSと接触し、キック

オフミーティング Web 開催
本邦参加者4名

マレーシア参加者4名

デモ講義の評価に関する
ミーティング開催予定

(HUMS, Tzu-Chi)

　当初、今年度の主軸に考えていた NKF は、理事長の Dr. Zaki も事務
の幹部もこちらから送ったメールに対する反応がほとんどなく、マ国の
透析医療の中枢と CE 制度の設立を促す為の Web ミーティングを実現
することは諦め、まずは他の透析施設に CE の意義を理解してもらう為
のデモ講義を作成することにした。8 月から我が国のチーム内でデモ講
義の内容や作成の手順について話し合いを始めた。デモ講義そのものは、
つくば国際大学の篠田先生や医療技術学科の教育スタッフが作成するこ
とになった。
　デモ講義の視聴を想定しつつ、こちらの提案に反応してくれそうな 
Tzu-Chi Dialysis Centre (TCDC) や KPJUC との接触を試みた。KPJUC 勤
務だった看護学の Prof. Dr. Hamidah Hassan は HUMS に異動となって
いたが、本プロジェクトへの参加には肯定的だったので、こちらで作
成したデモ講義を同院の看護スタッフに視聴してもらうことになり、3
月 12 日には講義内容に関する Web ミーティングも実現した。また、
TCDC もデモ講義の視聴には前向きであり、いずれ視聴してコメントを
フィードバックしてくれるものと思われた。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

① 臨床工学専門家によるデモ講
義 （3コマ）

② 過去に指導した透析施設に対し、
透析技術の改善・維持に関する
評価をWeb で行う

③ マレーシアの透析医療の中枢を
担う専門家と接触し、CE 制度も
しくはそれに準じた制度発足に
向けた活動を行う

① 現地研修の対象者が過去に学

んだ技術を用いて維持透析を
100人以上の患者に実施

② 研修に関連した日本の製品（透
析機器）が複数台現地で購入さ
れる

① 本事業によりマレーシアで CE 制
度導入に向けた検討を開始

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

① デモ講義はチーム内で検討した
結果、2コマに絞って作成

② TCDC  とWeb meeting を行い、
高い技術レベル、安全性確保に
努めていることを確認

③ NKF の Dr Zakiと具体的な協議
ができず、戦略の見直しが必要

① Tzu-Chi Dialysis Centre で、100人
以上の患者にハイクオリティーの
透析を継続

② COVID-19 の影響で日本製品の
販売は伸びず

① 本事業により CE 制度導入に関
心がある透析医療施設を増やす
ことはできた。しかし、制度導入
の具体的な道筋は付けられず。

4

アウトプット：
①デモ講義は客観的にみて、上質な講義スライドを完成させることがで
きた。② TCDC  と Web meeting を行ったが、高い技術レベル、安全性
を維持できていることが確認できた。③主に NKF を通じて実施する予
定だった CE 制度発足に向けた活動の進展はなかった。

アウトカム：
①現地研修の対象者 (TCDC の医療従事者）が過去に学んだ高い技術を
用いて維持透析を 100 人以上の患者に実施していた。② COVID-19 の悪
影響もあってか、研修に関連している日本の透析機器の現地売り上げが
伸びたという報告は得られなかった。
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医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術

過去には、2018年、マレーシア腎臓学会で CE 制度に関する特別講演を実施。しかし、今年度

は特になし。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

遠隔システムでデモ講義を受けた研修生 12名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

ハイクオリティーの透析を受ける患者数 150名

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

5　事業インパクトとして、国家計画 / ガイドラインに採択されるような
医療技術 / 制度はなかったが、以前 2018 年、マレーシア腎臓学会で CE 
制度に関する特別講演を依頼されたのは、特筆すべきことである。健康
向上における事業インパクトとしては、12 名が遠隔システムでデモ講
義を受けた。期待される事業の裨益人口、すなわち本邦並みのハイクオ
リティーの透析を受ける患者数は TCDC を中心に 150 名はいる。

2016年度
1) ペナンを中⼼にメインカウンターパートの Tzu-Chi Dialysis Centre (TCDC) など、タイプの異なる4透析施設を
訪

問し、透析の実施⽅法やクオリティー、安全・感染管理について調査・指導し意⾒交換を⾏ったほか、ペナンの
ホテルで透析施設向けにデモンストレーションを実施し、4施設から約20名のスタッフが研修に集まった

2) TCDCのスタッフ計4名が訪⽇し、NCGM ⼈⼯透析室や⽇機装ショールーム等を⾒学したほか、わが国の優れた
透

析⽅法や管理のあり⽅について研修した
3) 透析レベルの向上や地域内のレベルの均霑化は、訪問指導と呼び寄せ研修の継続により確実に実現できることが

わかり、ペナン以外の地域にも対象範囲を拡げ指導を継続していくことにした
2017年度
1) 2016年度に訪問した施設以外に、タイプや地域が異なる数ヵ所の透析施設を訪問し、透析の技術指導を⾏った．

同時に、将来の「臨床⼯学技⼠ (CE) 制度」提⾔に向け、わが国固有のこの制度・職務に関する議論も⾏った
2) National Kidney Foundation (NKF) のシニアスタッフや現地透析施設スタッフらを招聘し、透析施設⾒学、研
修のほ

か、CE を育成する「つくば国際⼤学医療技術学科」も訪問し、CE に対する理解を深めてもらった
3) 年度内2回⽬のマレーシア訪問を実施し、指導した透析施設のスキル向上や環境改善、機器整備の実状について

調査したほか、NKF の Dr. Zaki を訪れ CE 制度提⾔に向けた議論を⾏った．Dr.Zaki はマレーシア腎臓学会にお
け

る特別講演の実現を約束してくれた（実際、2018年7⽉に講演を実施）
2020年度
1) しばらくブランクがあったので、TCDC や NKF とのスムーズな接触を試みた
2) TCDC では、引き続きハイクオリティーの透析を維持していた
3）CE の仕事の意義を理解してもらう為のデモ講義を作成し、 Hospital Universiti Malaysia Sabah (HUMS) と
TCDC で

視聴してもらうことになった

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

6

・COVID-19 が拡がっている中で、マレーシア国内でリアルに活動することが難しく、今後、どのようにして活動
を有意義にしてい

くべきか⼯夫する必要がある
・今年度 作成したデモ講義をさらに多くの他の施設でも視聴してもらうとともに、HUMS との相互交流を深めて
いく必要がある
・NKF をはじめ、マレーシアの透析医療の中枢を担う施設や専⾨家とスムーズに連携できる環境を整備し直す必
要がある

　本事業は、2016 年度、2017 年度と 2 年間にわたり精力的に展開され
た。ペナン州の施設を足掛かりに、数々の透析施設を訪問し、現場で調
査・視察・講義を繰り返し行った。また、マレーシアの透析医療従事者
や NKF のスタッフを 2 回招聘し、日本国内でも研修を行った。地道に
各透析施設で指導を続けながら、透析技術の均霑化をはかり、全体のレ
ベルを向上させるには、我が国にあってマ国にない「臨床工学技士 (CE) 
制度」を設けるのが最短の道であると理解した。そこで、つながりがで
きた様々な透析施設で CE 制度の導入を力説したほか、NKF や マ国腎臓
学会で CE もしくはそれに準じた職種（制度）確立の重要性を強調した。
　その後、事業ブランクが 2 年以上あったが、2020 年度の事業では、
いきなり CE 制度確立を先方に促すのではなく、デモ講義を観てもらっ
て、CE 業務の重要性を理解してもらい、透析の看護教育に組み込んで
もらうことを考えた。COVID-19 流行の為、現地で直接交渉することは
できなかったが、CE の意義を認める大学や施設 (HUMS, TCDC) を見出
し、今後、そうした施設を足掛かりに CE 制度や我が国の CE がやって
いる仕事の意義を強く認識してもらえるよう尽力していく予定である。

将来の事業計画について

・CE 制度について
NKF 等の反応をみると、マレーシア（マ国）の透析関連医師らは我々が提案する⽇本型の CE 制度

に
は前向きでないことがわかってきた。しかし、透析の技術向上、安全性確保、患者の⽣命予後改善に
は、我が国で CE がやっている業務をマレーシアの透析施設でもきちんと定着させる必要があり、今
後、看護師や検査技師等が CE がやるべき仕事の基本的なものは履修する仕組みを作っていく必要
がある。そこで、相⼿側（マ国）の反応にもよるが、以下の2つの戦略を並⾏して進めるのが賢明だ
と思われる。
１）デモ講義の視聴、履修などに前向きな透析施設、病院、⼤学へは引き続きリモートで CE 業務に

関する研修を継続していく。なるべく多くの有⼒施設で研修が進めば、CE の意義に関する理解
が全国的に⾼まると考えられる。

２）今年度は NKF などマ国の透析領域の中枢に対しスムーズなコンタクトが取れなかったが、何と
か気安く意⾒交換ができる環境を醸成し、NKF やマ国保健省、腎臓学会などが CE 制度（もし

く
はそれに準じた制度）に対しどのように考えているか率直に議論を繰り返しできるようにする。

・透析現場における実地指導・研修
１）透析技術向上のため、多くのマ国透析施設に対してコンタクトを取り、リモートもしくは現地で

講義・研修を反復して⾏う。そうすれば、透析技術および周辺領域も含めた医療レベルが向上し、
透析患者の予後もよくなるものと思われる。講義や研修、ディスカッションには、透析専⾨医や
ベテランの臨床⼯学技⼠だけではなく、なるべく透析医療機器メーカーや製薬メーカーにも同席
してもらって、発⾔の機会を増やし、国産製品の信頼性向上および販促（販売の促進）につなげ
ていく。

　マ国の透析医や透析学会幹部は、CE 制度創設について、NKF 等の反
応でみる限り、それほど前向きでないことがわかる。しかし、透析の技
術向上、安全性確保、患者の生命予後改善には、我が国で CE がやって
いる業務をマレーシアの透析施設でもきちんと定着させる必要があり、
今後、少なくとも看護師や検査技師等が本来 CE がやるべき仕事の一部
を履修する仕組みを作っていく必要があると考えている。そこで、１）
デモ講義の視聴、履修などに前向きな透析施設、病院、大学へは引き続
きリモートで CE 業務に関する研修を継続していくことにした。なるべ
く多くの有力施設で研修が進めば、CE の意義に関する理解が全国的に
高まるうえ、その必要性を訴える声が NKF や保健省にも伝わるものと
考えられる。２）今年度は NKF などマ国の透析領域の中枢に対しスムー
ズなコンタクトが取れなかったが、何とか意見交換ができる環境を醸成
し、NKF やマ国保健省、腎臓学会などが CE 制度（もしくはそれに準じ
た制度）をどのように考えているか、率直に議論ができるようにしたい。
　透析現場における実地指導・研修も引き続き継続したい。透析技術向
上のため、なるべく多くのマ国透析施設に対してコンタクトを取り、リ
モートもしくは現地で講義・研修を反復して行う。そうすることで、透
析技術や周辺領域の医療レベルが向上し、マ国の透析患者の予後もよく
なるものと思われる。講義や研修、ディスカッションの際には、透析専
門医やベテランの臨床工学技士だけでなく、なるべく透析医療機器メー
カーや製薬メーカーにも同席してもらって、発言の機会を増やし、国産
製品の信頼性向上および販促（販売の促進）につなげたい。



診断機器 / 健診事業IV

1.　ベトナムにおける、EBUSを中心とした呼吸器内視鏡の展開・発展事業
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター	
2.　聴覚検査・診断機器および補聴器フィッティング技術普及促進事業		
		  リオン株式会社
3.　カンボジア国における学校健康診断の技術研修事業		
		  国立大学法人 香川大学
4.　中国の医療機関との海外遠隔セカンドオピニオン・症例検討会
　　確立事業事業		
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
5.　デジタル医療機器と日本式在宅医療技術展開のための技術研修事業
		  株式会社 SOIK
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　軟性気管支鏡は日本から世界に拡がり、現在呼吸器診療において基本的かつ不可欠であるが、ベトナムでは気管支鏡
技術、特に EBUS 等が普及していない。最多かつ最も予後が悪い癌のひとつである肺癌診療にて世界のガイドラインで
使用を推奨されている。また高い薬剤耐性率の結核の状況改善に向け有効な技術である。ベトナム全国に迅速かつ確実
に導入するため過去 3 年事業を行ってきて成果を出しつつある。
【事業の目的】

　国内・現地研修を通しての、ベトナム呼吸器学会と連携した EBUS の普及が主目的であるが、SARS-CoV-2 の年度は
じめからのパンデミックにより大きな計画変更を余儀なくされ、SARS-CoV-2 の状況にあわせて可能なことを検討・実
施していくこととした。
【研修目標】

　初年度から到達目標などを明記した詳細な研修カリキュラムを作成している。
•	 NCGM での研修　EBUS を中心とした軟性気管支鏡の知識・技術向上、適応の理解、解剖理解と CT 読影を踏まえ

た検査計画の習得など
•	 現地医療機関での研修　　講演聴講、デモ機実習、患者への実施

1.　ベトナムにおける、EBUS を中心とした呼吸器内視鏡の
　   展開・発展事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター病院
呼吸器内科

呼吸器科、癌、結核などで気管支鏡で中心的な役割を果たしている
10 前後のベトナムの中核病院

研修生受入 研修生募集・選抜依頼
技術指導のための渡航

Olympus Viet Nam

連携
協力

ベトナム呼吸器学会

必要機器
購入

連携
協力
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　NCGM 呼吸器内科で行っている気管支鏡に関する事業について報告
します。当事業はこれで 4 年目となりますが、今年度は新型コロナウ
イルスの流行の影響でかなり内容が制限されることとなりました。プロ
ジェクトリーダーは引き続き、ベトナム語での直接指導が可能な日本人
医師がつとめています。
　現在ベトナムでは、医療の対象が、感染症や急性期疾患のみから、生
活習慣病や癌などに急速に拡大しています。
　また、感染症のなかでは結核については、薬剤耐性結核が世界の中で
も非常に多い国であり問題となっています。
　ほかにも、間質性肺炎、非結核性抗酸菌症など、いままで注目されな
かった疾患に急にスポットがあたりつつあります。
　現在日本では、呼吸器内科の診療において、診断の過程で中心にある
のは、気管支鏡と、レントゲンや CT 画像ですが、ベトナムでは特に気
管支鏡検査の発展が周囲のアジア諸国からも大きく遅れており、なかで
も世界各国の各種ガイドラインでも基本的検査として位置づけられてい
る経気管支超音波、EBUS の普及が急務でした。
　この事業の企画は、プロジェクトリーダーである NCGM の医師と、
ベトナム呼吸器学会の間でその問題点についての意識を共有し、ベトナ
ムの気管支鏡、およびその周辺事項のレベルを急速に押し上げ、ひいて
はベトナムの呼吸器科診療の水準を飛躍的に向上させることを目指して
おり、ベトナム全土の中核病院に対してベトナム呼吸器学会とともに働
きかけを行っています。
　ベトナムの北部・中部・南部の中核病院で、呼吸器診療を行う病院と
して中心的な役割を果たしている中核病院は 20 前後あります。ここで
は目標はあえてコロナのなかった前年度までのものを示しています。今
年度は結果的には代替可能な範囲で変更し、また研修実施はゼロとなり
ました。
　もともとこの事業の核になるのは、オリンパスベトナムの援助のもと、
当院呼吸器内科とベトナム呼吸器学会がベトナム全土の中核医療機関で
気管支鏡・EBUS が開始できるよう、NCGM での 3 週間研修（気管支の
詳細解剖の理解、CT の詳細な読影、適応疾患の理解など周辺事項の学
習も含みます）および研修生が帰国後にその研修生の病院で実際に実技
を補助する研修です。現地での研修の際に病院幹部やほかの関連スタッ
フとも相談しながら、そのベトナムの各医療機関が自分たちで EBUS を
購入することで、日本の医療機器の展開、および日本から始まりいまで
も日本が世界をリードする気管支鏡技術の展開を推進し、ベトナム全体
に資することを目指しています。

　　
　予定していた事業のうち、研修生が日本に渡航する研修については、
3 週間の連日朝から夜までの充実した研修であり、帰国後は当院からの
研修修了証が各病院の院内手続きや保健省との手続きに使われるという
流れになっていることもあり、オンラインでは同レベルの研修は到底再
現不可能であり、完全に中止となりました。現地研修については、遠隔
指導というかたちで、ベトナム側で実際に気管支鏡を行うところを遠隔
で技術指導・サポートするという試みを 6 月に一度試験的に実施しま
した。無事に行うことができ、またある程度効果的であったと考えます
が、いくつかの問題点がありました。まず展開中の医療機器を購入済み
の医療機関は当時まだ 1 病院のみでそこでしかできなかったこと、また

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

NCGM研研修修

現現地地研研修修

気気管管支支鏡鏡調調査査

テテキキスストト執執筆筆

遠遠隔隔指指導導 (14)
EBUS遠
隔指導

遠遠隔隔講講演演 (48)
(120)
遠隔で
講演

(コロナで
中止)

遠遠隔隔技技術術相相談談
BachMai QD108 ChoRay

108
ChoRay

研研修修生生講講演演
HAPRESCO
Seminor

Edu.
program 
Bach Mai

1年間の事業内容

4

SARS-CoV-2のの影影響響ななどどにによよりり実実施施ででききずず

一番の問題は、遠隔の技術指導が医療安全の観点や責任の所在の観点な
どからの様々なリスクをはらむこと、など問題点が明らかになり、当事
業では以後 2020 年度内の遠隔技術指導は行わないこととしました。も
ともと頻繁にベトナム呼吸器学会のメンバーたちと現地で顔を合わせて
すすめていたテキスト執筆や、今年度再度ベトナム全体の研修や関連医
療機器購入に関する需要を把握しようと計画段階では考えていた調査は
行えませんでした。
　事業の中心である研修がむつかしい状態になったため、今年度研修を
受けることでそのまま関連機器購入と技術導入を計画していたいくつか
の病院で計画が中断することとなり、2021 年度の研修再開が強く望ま
れています。そんななかでできるだけベトナム国内の気勢を保つため、
また元研修生たちの各々の病院での EBUS 導入にむけた熱意を維持する
ため、関連する症例の相談を受け付け、また学会などでは遠隔で講演を
行いました。

5

←事前に遠隔で打ち合わせのうえ、
元研修生による講演および簡単な機器紹介。
(HAPRESCO,カントー)

遠隔での講演→
(VNRS総会,ニンビン)

遠隔技術指導→
(VBPTW,ハノイ)

　3 段のうち、上段の写真が 1 度行った遠隔指導の写真です。CT 画像や、
CT から構成した 3D の仮想気管支鏡のデータを事前および指導中にや
り取りし、安全に検査を行うことができ、またリスク評価ー計画ー実施
まで一貫してアドバイスを行うことができました。
　中段の写真は、元研修生による現地での講義の様子です。事前にスラ
イドや発表いについて相談のうえ行いました。
　下段の写真は当院から遠隔での講演をおこなった際の写真です。ベト
ナム呼吸器学会総会に遠隔で参加しました。また、このときの講演動画
2 本が、ベトナム呼吸器学会のウェブサイトに公開されており、自主学
習等に用いることができるようになっています。
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今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

1) 本邦研修
3ｘ期数名(医師・看護師)研修修了、プレ・ポス
トテストで結果50%以上向上
2) 現地研修
3名以上の医師が指導下で検査。
3) 現地学会など
ベトナム呼吸器学会などの関連講演にて、
100名以上の聴講。
4) そのほか
ベトナム呼吸器学会名義の教本を完成し全国
に無償配布する。50名/150医療機関を想定。
また講義をオンラインで視聴できるコンテンツ
作成し学会HPなどで公開。
気管支鏡全国調査を200近い医療機関対象
に行う

1) 本邦研修
2) 現地研修
渡航可能な場合にのみ実現可能：目
標５医療機関で直接指導下に計50例
程度の症例に実施。
機器購入済の病院で自律的に年間30
件程度実施、必要に応じ遠隔技術指
導1回以上実施。
3) 現地学会など
元研修生が学会等で講演会実施2件
以上
日本人医師が学会遠隔講演1件以上
4) そのほか
EBUS機器を1医療機関での購入を目
指す。

肺癌や気管支鏡の手引書やガイドラ
インが作成される
EBUS関連の気管支鏡手技が健康保
険に組み入れられる
ベトナム全土の省病院レベルでEBUS
が稼働する
ベトナム気管支鏡学会が結成される

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

1)コロナで実施なし
2)遠隔研修で代替
医師4名に遠隔でEBUS検査指導
3)日本人講師と元研修生による講義計239名
聴講(一部推定)
4)Web上に2講演をアップロート

1)コロナで実施なし
2)医療機関は1、患者も1のみ。
3)もと研修生2回、日本人講師2回
4)EBUSはは2医医療療機機関関がが新新規規購購入入

EBUS技技術術料料がが保保険険収収載載（（課課題題あありり））

6

　成果指標とその結果についてです。コロナのため 2020 年度の活動は
大きく制限されました。そんななかで、ベトナムの北部と南部のリーダー
シップをとっているバックマイ病院とチョーライ病院が EBUS を購入し
ました。各種手続きが煩雑でまだ検査実施には至っていないとのことで
したが、機器はすでに納入済みです。また、事業開始時から平行して目
標にしていた、展開している手技 EBUS の、ベトナム国内の保険収載を

今年度ついに実現しました。ただ、日本では保険収載されればその技術
がすみやかに全国に広がる場合が多いのに対して、ベトナムでは普段そ
ういうわけにはいかず、機器展開にむけてひき続き働きかけが必要であ
り、また今後始まってくる実症例が安全に確実に実施されていくことが
非常に重要であると考えられます。

　前のスライドと同様、今年度の主な成果は、ベトナムで最も指導的な
位置にいる二つの国立病院での機器購入、また、展開中の手技の保険収
載です。健康向上にむけてのインパクトは前年までと同様、世界のガイ
ドラインで安全性と確実性から実施が推奨されている、各種呼吸器疾患
の診断の基礎になる部分へのアプローチであるため、裨益人口は推定が
むつかしく、また膨大になるものと思われます。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事
例も記載）→1臨床科の検査であり、国家計画での具体的な医療技術普及は行われな
い。国内独自のガイドラインはない。EEBBUUSS技技術術料料がが保保険険収収載載。。

l 22002200年年度度ははチチョョーーラライイ病病院院ととババッッククママイイ病病院院ががEEBBUUSSをを購購入入（（検検査査開開始始はは未未））。

ほか、引き続きいくつかの医療機関が購入検討中

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

• 事業で育成（研修を受けた）した保健医療従事者の延べ数

遠隔での実技14人（うち医師4）

現地で講師として講演2人、遠隔での技術相談5人

日本人専門家にゆる遠隔講演、推定200名以上聴講

• 期待される事業の裨益人口（のべ数）

有病率はおそらく本邦と差がなく、FDG-PET検査の制限が強いなどの要素から

普及すれば肺癌罹患患者の10%程度の患者が対象となると考えると

潜在的には年間最大で肺癌だけで5,000例程度？

（日本の2014年肺癌罹患数：76,879人）

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

今今後後のの課課題題

4年年間間のの成成果果（（参参加加医医師師看看護護師師数数はは累累計計））

64人人（（医医師師53、、看看護護師師11：：計計17医医療療機機関関））来来日日
45人人（（医医師師34、、看看護護師師11：：計計12医医療療機機関関））がが3週週間間ののNCGM研研修修修修了了
研修修了医師の所属：バックマイ、チョーライ、フエ中央、国立肺、ファンゴックタック
フエ医科薬科大学、ハノイ医科大学、ホーチミン医科薬科大学、
国立がんセンター、74、ダナン癌、ハイズン総合

12医医療療機機関関、、4学学会会でで関関連連すするる講講演演、、推推定定700名名以以上上聴聴講講
バックマイ、チョーライ、フエ中央、国立肺、軍108、ダナン癌、ダナン総合、カントー中央、
フエ医科薬科大学、ホーチミン医科薬科大学、ファンゴックタック、ホーチミン癌
ベトナム呼吸器学会、ホーチミン呼吸器学会、ベトナムフランス呼吸器学会

アジア太平洋呼吸器学会（世界気管支鏡学会と合同企画）

32回回現現地地指指導導、、対対象象症症例例数数約約120例例
（現地指導のうち2回および肺病院での講演は別予算での招聘）

EBUS機機器器購購入入医医療療機機関関 ２２ (国国立立肺肺、、チチョョーーラライイ、、ババッッククママイイ)
購購入入予予定定複複数数、、軟軟性性気気管管支支鏡鏡機機器器購購入入 １１ （（フフエエ中中央央））
EBUS技技術術料料のの保保険険収収載載

機器購入医療機関の増加
機器購入の可能性のあるより多数の医療機関に対象範囲を拡大、将来的には
省病院レベルまで。
ベトナム呼吸器学会名義の教科書の完成・配布
購入だけでなく、患者への普及のため検査針代を医療保険へ組み入れ
既存の気管支鏡教育プログラムへのEBUSの組み込み

国内全体の呼吸器内科分野でのこの研修への期待はいまだに非常に大き
く、また今年度コロナで事業がほぼ止まったことで、関連機器購入およ
び技術導入が中断している医療機関も複数ある状況です。今後の課題と
しては、まだ国内 3 病院のみでの機器購入であり、現在全国的にある
勢いを止めずに後押しをしていくこと、また、当事業と各医療機関の活
動により展開中の技術の技術料が保険収載されたものの、検査に使用す
る使い捨ての針が高額である現状があり、その針も保険適応にすること
ができるとなおよいと考えています。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

研修・講習・指導の対象医療機関拡大
教科書・手引書
作成配布

医医療療機機器器購購入入

医医療療機機関関のの増増加加

技術を習得した
医師看護師の増加

安全・効果的な
検査症例の蓄積

国内保険適応
の取得

対象症例の拡大

ベトナム呼吸器分野の医療水準の世界標準ガイドラインレベルを目指した向上

既存の学会や既存
の下位病院への気
管支鏡教育システム

での教育

関連する呼吸器内
科各種技能の習得

気管支鏡実施医療機関数の増加

※機器の保守・サプライチェーンは既存のオリンパスベトナムのもので機能。

　最後に、EBUS の展開に関する今後の事業計画についての図です。オ
リンパスベトナムから、将来的に EBUS を購入する医療機関が増えるた
めには、気管支鏡そのものを行う病院の増加も望まれること、また、気
管支鏡自体の普及もベトナムの医療水準の向上に大きく資するものであ
るので、EBUS に限定しない、もっと基礎的な事項のハンズオンなども行
えないかとの依頼もあり、ベトナム呼吸器学会やベトナム各地の教育病
院と連携し、そういった部分にも範囲を広げる余地があると考えます。
　主題の EBUS については、図にあるとおりで、横のつながりのすくな
い全国の中核医療機関にそれぞれ EBUS が導入される日が近づいている
現在、それらを安全に軌道にのせる手助けをし、そのうえで安全に症例
数を積み重ね、彼らが自ら省病院レベルまで EBUS を展開していくとい
う流れにむけて手助けができればよいと考えます。

　4 年分の成果としては記載のとおりで、限られた予算で最大限の効果
がでるよう実施していているものですが、先にも述べた通り、ベトナム

将来の事業計画



105

　　

　
　
IV
　
診
断
機
器
／
健
診
事
業

【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ベトナム国では、約 100 万人（国民比 1.2％）が聴覚障害者で、5 〜 17 歳の若年層においてはその数が 40 万人に
も及ぶと言われる。その実態は、これまでの調査でも明らかではない。一方、本邦の聴覚障害者数（両耳聴力レベル
70db 以上）は、国民総数 12,700 万人の内、約 36 万人で、18 歳未満では 1 万 5800 人との統計データがある。
　ベトナム国では難聴者に対する医療・教育的側面からの支援は満足に行き届いておらず、診断、処置・処方などの対
処が遅れ、難聴者本人の社会参加が阻害され、ひいては貧困に繋がる悪循環を断ち切ることが難しい状況である。
ベトナム国の聴覚診断専門医及び聴覚検査技術者（医師、検査技師あるいは看護師）を育成するための聴覚検査・診断
機器および教育機会を提供することにより、早期に難聴を発見し、難聴者に対する補聴器の処方及びアフターフォロー
を通して、”「聞こえ」の改善による、難聴者の社会への参加と、就学や就労の機会の向上、生活の質を向上させること ”
の具現化が急務である。
【事業の目的】

　ベトナム国では、多くの人々が聴覚検査・診断機器であるオージオメータによる聴覚検査を受けたことがない。ベト
ナム国における検査・診断機器の普及及び聴覚検査技術の向上は、難聴者の早期発見に繋がる。補聴器の早期装用は就学、
就労に係る重要な課題解決の 1 つの方法である。また、適正な処方を施すことができる聴覚検査技師や補聴器フィッティ
ング技能者の育成は、難聴者の教育、就労の機会損失を最小限にとどめ、難聴者自身の Quality of Life (QOL) 向上とベ
トナム国の経済発展及び活性化に寄与する。
【研修目標】

•	 聴覚検査の必要性を医師や看護師が認識して、耳に疾患のある患者の全てが聴覚検査を受ける仕組みを構築すること。
•	 聴覚検査の結果、補聴器装用に効果のある患者に対して補聴器を勧められるようになること。
•	 ベトナムと日本の医療の違いを認識して、ベトナム人医師や看護師が現状認識を持つこと。

2.　聴覚検査・診断機器および補聴器フィッティング
　　技術普及促進事業
	 	 	 	 リオン株式会社

NCGM
国立国際医療研究センター

（東京都新宿区）

フエ中央病院
（フエ）

動画制作
連携

専門家による
オンライン講演

リオン株式会社
（東京都国分寺市）

制度の改善
構築の提案

保健省
（ハノイ）

所管

配信、研修

ホーチミン
市立耳鼻

咽喉科病院
（ホーチミン）

保健局
（ホーチミン）
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　リオン株式会社です。昨年度に続き、本事業に採択され、ベトナムに
おける聴覚検査・診断機器および補聴器フィッティング普及促進事業を
実施しました。事業の背景として、日本では学校健診や企業健診などで
一般的に実施されている聴覚検査ですが、ベトナムでは健診のみでなく
病院の診断の現場でも機器がないため聴覚検査が実施されていない状況
もありました。2019 年 2 月にリオン㈱とフエ中央病院の間において覚
書の締結を行い、弊社製聴覚検査機器を提供して耳に疾患のある全ての
患者に対して聴覚検査を受ける仕組みを構築しました。その結果、医師
の診断のもと補聴器を装用すると効果のある患者に対して補聴器を提供
を実施継続しております。
　本年度は、昨年度に引き続きフエ中央病院、また、2018 年 10 月に
覚書を締結して協力関係にあり、弊社機器も導入しております、ホーチ
ミン市立耳鼻咽喉科病院を対象としました。　昨年度同様現地講演や本
邦研修を通じて日越の聴覚医療の現状を共有し医療水準向上を目指す予
定でおりましたが、新型コロナウィルス感染の状況が継続しており、渡
航が困難な為、本年度は両病院に対しては、本事業を通じて、日本の医
療機関と協力して日本人医師によるベトナム現地医師・看護師・学生に
向けた Web セミナー、もしくはセミナーの動画配信やまた、日本人医
師監修の元、聴覚検査装置の活用方法について動画作成 , 配信、弊社補
聴器フィッティング技術に関する動画作成へ計画変更を行い　日本の医
療技術知識、現状況の情報提供、聴覚検査機器の必要性ならびに補聴器
の重要性の啓蒙に重点を置きました。

2020年年
10月月 11月月 12月月

2021年年
1月月 2月月

⽇本⼈専⾨家 NCGM医師 NCGM医師
2名

NCGM医師
2名

現地研修⽣
参加⼈数

医師、看護師、
検査技師、
学⽣
合計 121名

医師、看護師、
検査技師、
学⽣
合計 名
（配信できず）

事業内容 動画作成 動画作成 フエ
Webセミナー

動画作成 動画作成

ホーチミンへ
セミナーの
動画配信計画

動画作成

1年間の事業内容

　本年度の事業内容としては、ベトナムの聴覚医療技術向上を目指し、
フエ中央病院に対しては、日本での医療技術に関して、Web セミナーを
開催しました。現地参加＋オンライン参加　合計 121 名となりました。
　ホーチミンに対しては、新型コロナウイルスの感染拡大、12 月末か

アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標
実施前の
計画 ①Webセミナーの対象者

・⽿⿐咽喉科︓医療従事者
各50名前後
ホーチミン・フエ
合計2回

Webセミナー後に
理解、満⾜度アンケート
を実施

①研修に関連した⽇本の聴覚検査機器が
8台現地で購⼊
② ベトナム国内における聴覚検査・診断後の
弊社補聴器試聴者数 1,500⼈
弊社補聴器販売数 1,000台
③本研修の成果として
研修した医師が聴覚検査の重要性を認識して、⽿に疾患のあ
る患者の全てに聴覚検査を受診させるようになること。

①本研修の成果として、国公⽴病
院で聴覚検査機器が普及し、難聴
者を早期発⾒・対処するシステム
が確⽴することで聴覚障害者の
QOLが向上する。
②本研修の技術によって、健康診
断における聴⼒、聴覚検査が改善

実施後の
結果

①研修⼈数
・フエ
現地会場＋オンライン試聴

121名
(昨年度現地講演 102名)
セミナー後アンケート

90%以上が
現状仕事と関係があり、
85％以上が満⾜と回答

・ホーチミン
セミナー動画配信
⇒配信できず

・聴覚検査機器関連
動画配信 109名

①聴覚検査機器販売実績 3台
診断⽤ 3台 健診⽤ ０台

②弊社補聴器試聴者数 約2000⼈
弊社補聴器販売数 632台

③ 1)⽿⿐咽喉科の患者数
ホーチミン市⽴
⽿⿐咽喉科病院 確認中
フエ中央病院 26133名
2)聴覚検査を受けた患者数
・ホーチミン市⽴
⽿⿐咽喉科病院 約14000名

・フエ中央病院 1588名
（全て2020年2⽉〜2021年1⽉）

①中部、南部基幹病院において
実証済

②緊急性が低いため実現に時間
を要するが、将来、「健康診断
における検査基準、ガイドライ
ン等」がベトナム保健省に採⽤
が期待される。

ここのの1年年間間のの成成果果指指標標ととそそのの結結果果

2020年10⽉ ⽇本⼈医師監修による動画撮影

2020年12⽉ Webセミナー

2020年12⽉⽇本⼈医師監修による
動画ベトナム語吹込

2020年12⽉ Webセミナー

⽇本⼈医師監修による動画 １シーン

2020年12⽉ Webセミナー

らの緊急事態宣言の状況を鑑み、直前にリアルタイムでの Web セミナー
を取り止め、フエ向けに行ったセミナーの動画の配信へ計画変更を行い
ました。しかし、急遽の計画変更やベトナム国での新型コロナウイルス
の新たな感染発生や拡大、ベトナム国旧正月前の期間であったため、先
方と調整がつかず配信は事業期間内ではできませんでしたが、近日中に
は配信実施いたします。多くの現地医療従事者へ本事業の講演を通じて、
日本の聴覚医療技術やベトナムの医療技術の差の認識や聴覚検査の必要
性を啓蒙することができました。
　また、NCGM 医師監修において作成された聴覚機器検査装置の使用
例、結果から症例、対応の動画は 2 月に 109 人へ配信をしました。こ
ちらについても聴覚検査の必要性や医療技術向上に貢献することができ
ました。この動画につきましては今後もベトナム国への聴覚機器検査装
置の重要性を継続的に啓蒙に向けて貢献ができることが期待できます。
　補聴器フィッティング技術関連動画については事業終了直前に完成し
ましたので来年度以降のベトナム国への展開の際活用をして現地医療技
術への貢献を目指すこととしております。

　日本人医師による Web セミナーは、日本の医療概況と耳鼻咽喉科分野
における講演を実施してフエ合計で 121 名が視聴、参加しました。フエ
中央病院からは昨年度本邦研修について、フエの医療現場の課題が報告
され、日本人医師も昨年度の研修後の状況を把握することができました。 　　
　またベトナム現地セミナー研修者にとっても日越の医療と現場との違
いや新たな医療技術の知識を得る貴重な機会となりました。
　聴覚検査機器関連の症例の動画に関しては NCGM 田山先生に監修、
多大なるご協力を頂きました。この動画を活用して今後ベトナム国への
聴覚機器検査装置の必要性や重要性の啓蒙を継続的にできることが期待
できます。
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　アウトプット指標、アウトカム指標、インパクト指標はスライドのと
おりです。昨年度まではフエ中央病院では聴覚聴力検査機器がなかった
ため、耳に疾患のある患者に対して聴覚聴力検査を実施することができ
ませんでしたが、昨年度より弊社機器を導入して聴覚検査体制を構築し
ましたので継続的に聴覚聴力検査を実施できております。

　ホーチミン耳鼻咽喉科病院ではすでに耳に疾患のある患者に対して聴
覚聴力検査を実施はしておりますが、セミナー動画を配信をすることに
より聴覚聴力検査の必要性や重要性を再度認識させることができると考
えております。

今後の課題

今年度の成果
〇Webセミナー フエ中央病院と連携して開催 121名の参加
○聴覚検査機器関連動画を上記事業のメール登録者へ 109名へ配信
〇聴覚検査機器 3台販売 (診断⽤1台、健診⽤2台) (昨年 7台）
○Webセミナー動画 ホーチミン市⽴⽿⿐咽喉科病院に対して配信できず。

︓2020年2⽉〜2021年1⽉ ()内は昨年度実績

・協⼒関係以外の基幹病院、各地域における基幹病院の傘下機関への展開
・聴覚検査機器購⼊の医療機関の増加
・⽿⿐咽喉科分野における当社の知名度向上の為のブランディング活動
・制度に組み込まれることで市場を広げるため保健省へのロビー活動

ベトナム国における実績 フエ中央病院 ホーチミン市⽴
⽿⿐咽喉科病院 合計

⽿⿐咽喉科患者数 26133⼈(-) 確認中 -

聴⼒検査受診者 1588⼈（803⼈) 約14000⼈ 約15600⼈

当社補聴器試聴者 110⼈(120⼈) 約1400⼈ 約1510⼈

補聴器購⼊者 39⼈ 39台
(24⼈ 30台) 194⼈ 321台 360台

　今年度はフエ中央病院、ホーチミン市立耳鼻咽喉科病院の医師・看護
師を対象に研修を計画しました。WEB セミナーや動画配信により、日
本の医療技術、現状をベトナムの医療現状との差の認識を持つことや、
医師が患者へ対応の 1 つとして聴覚検査機器の知識を得る機会となり
ました。
　本年度の日本人医師による WEB セミナーは、フエ中央病院での医療
従事者のための継続教育（CME：Continuing Medical Education）として
は認定されませんでしたが、WEB 開催環境や昨年度の現地講演の反響も
あり、多くの耳鼻咽喉科分野における医療従事者や学生が参加しました。

　ホーチミン耳鼻咽喉科病院に対しては、日本の新型コロナ感染拡大や
弊社の状況によりリアルタイム Web セミナーより動画配信へ急遽計画
変更をいたしましたが、ベトナム正月休前やベトナム現地の新型コロナ
感染の状況もあり、先方と調整ができず、事業内での配信することがで
きませんでした。
　本年度は新型コロナウィルスの状況より病院への訪問や来院数にも影
響があり、補聴器販売台数にも影響がありました。
　今後の課題としては、協力関係がある病院以外の基幹病院や傘下病院
への展開方法などが挙げられます。

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト

• 事業で紹介・導⼊し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数
具体的な国家計画やガイドライン作成に関与するような直接的な成果には⾄っていないが、
ホーチミン市⽴⽿⿐咽喉科病院へ⽿に疾患のある患者に対してさらなる聴覚検査を
提供できる体制を構築できた。

• 事業で紹介・導⼊し、相⼿国の調達につながった医療機器の数
○診断⽤聴覚検査機器 ・インピーダンスオージオメータ 1台

（ホーチミン Thuy クリニック）
・診断⽤オージオメータ 2台

（ダナン transportation HP,  ホーチミン Thuy クリニック）
○補聴器 ・フエ中央病院 39名 39台販売

・ホーチミン市⽴⽿⿐咽喉科病院 194名 321台販売
(上記含めベトナム国全体では 632台販売

健康向上における事業インパクト

• 事業で育成（研修を受けた）した保健医療従事者の延べ数
フエWebセミナー参加者 121名 ホーチミンセミナー動画配信 未配信
聴覚検査機器関連動画配信 109名

• 期待される事業の裨益⼈⼝（のべ数）
ホーチミン⽿⿐咽喉科病院、フエ中央病院で⽿に疾患のある患者への聴覚検査

→1年間に聴覚検査を受ける患者数 約16000名 →補聴器フィッティング技術向上
→1年間に補聴器を購⼊する患者数 360名 →ベトナム国の難聴者のQuality of Life (QOL)向上

現在までの相⼿国へのインパクト

　現在までの相手国へのインパクトにつきまして、本年度は , 新型コロ
ナウイルスの状況により、駐在員が 3 月に日本へ戻り、それ以降ベト
ナム国に戻ることができなかったため、現地においての積極的な拡販活
動ができませんでした。その影響もあり、補聴器販売台数はフエ中央病
院 39 台、ホーチミン市立耳鼻咽喉科病院 321 台となります。
　また、ベトナム全国における聴覚検査機器は 3 台になります。スライ
ドの「健康向上における事業インパクト」として期待される事業の裨益
人口は、今年度の実績をもとに推計しております。

　これらの活動を通じてより多くの方々が聴覚検査を受けることができ
る体制が整うことで、対象国の公衆衛生・医療水準向上に貢献するとと
もにビジネス展開を目指してまいります。以上です。

医療技術定着の考え⽅

○本研修実施 → 現地医療従事者が聴覚検査の必要性を認識 →
聴覚検査機器の普及 → 適宜聴覚検査を受ける体制 →
質の⾼い医療の受診者の増加 → 健診のガイドラインへ追加 →
ベトナム国の公衆衛⽣・医療⽔準の向上に貢献

持続的な医療機器の展開

〇南部ホーチミン市⽴⽿⿐咽喉科病院へ当社製聴覚検査機器を寄贈して、
問題なく使⽤できることを確認できた → ベトナム国北部、中部、南部
の基幹病院に導⼊ができた → 今後は各ベトナム国傘下病院への展開
→ 適宜聴覚検査を受ける体制構築 → 聴覚障害者のQOLが向上へ貢献

〇現地代理店と協⼒しながら、引き続き未完の修理・保守体制の構築
→ 機器の普及と対象国の公衆衛⽣・医療⽔準の向上に貢献する。

将来の事業のインパクト
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　カンボジアは 2012 年に GDP 成長率 7.3％を記録し、順調な経済成長を遂げる一方、乳児死亡率などの開発指標は、
依然として ASEAN 諸国の中でも低位にとどまる。
　JICA は、カンボジアの安定した経済成長と均衡のとれた発展のため、インフラ整備や農業振興など経済基盤の強化、
保健医療や教育など社会開発の促進、法制度整備などガバナンスの強化を重点的に支援している。乳幼児を含めて子ど
もの保健医療は地域による経済格差同様、格差が生じている。
　2016 年 6 月にカンボジア教育青年スポーツ省は、エイズを中心とした感染症の撲滅や学校のクリーン化、衛生教育
などの充実を図る学校保健政策を打ち出した。そこでローカル地域での保健指導者の養成が課題となっていた。
　香川大学は、香川県、カンボジア教育省とともに　2017 年 3 月から JICA 草の根事業「学校保健室を中心としたロー
カル小学校における学校保健体制作り」を実施し、ローカル小学校において保健指導者を育成し、学校保健テキストを
作成した。そこで、学校保健室体制の強化を目的として、学校健康診断のモデル事業を実施することとした。
【事業の目的】

　本事業は、既にカンボジアで実施している JICA 草の根事業「郊外の小学校での学校保健室を中心とした学校保健体
制の構築」の成果を伸展させる事業と位置付けられ、学校保健室機能の開発及び学校保健室教員の役割の明確化するこ
とを目的とする「学校健康診断実施方法の医療技術」の展開を行うことである。
【研修目標】

•	 日本型学校歯科健診の実施方法を、現地の教育省・保健省・地方行政担当者・大学教員・現地小学校校長・保健室
担当教員が体験し、政府は政策、大学は人材育成、モデル校は普及を実施できる。

•	 政府関係者が、学校健康診断の意義を理解し、今後の政策を策定できる。

3.　カンボジア国における学校健康診断の技術研修事業
　　  
	 	 	 	 国立大学法人 香川大学

香川大学
（香川県高松市）

医学部・インターナショナルオフィス・
教育学部・附属学校・事務・
国際グループ・医学部総務課

学校保健専門家
国立保健科学大学医学部

医療技術学部・歯学部学術交流協定

プノンペン・
ウエストラインスクール

香川県教育委員会 香川県看護協会
JICA 草の根学校保健の保健室モデル事業

カンボジア
教育省・保健省

学校健康診断政策策定

学術交流協定学校健康診断の
技術移転のための渡航（'19）

オンライン・
オンデマンド研修（'20）
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　香川大学の発表です。事業を担当しております医学部慢性期成人看護
学教授の清水裕子です。
　この事業は、2019 年から 2020 年までのカンボジアでの学校健康診
断の技術研修です。香川大学医学部看護学科は、平成 20 年から看護師
資格をもつ養護教諭一種免許状を取得できる教育課程を開設していま
す。この課程を担当しているのは医学部ですが、学内の教育学部や附属
学校の協力を得て養成を行っています。日本の養護教諭は評価を担当し
ない教諭であり、他国に例をみない日本独自の教員免許制度です。世界
の学校では、感染管理などを目的としたスクールナースが配置されて
いますが、これは日本の養護教諭とは異なる医療職です。日本型の学
校養護教諭が行う、児童やその保護者への基本的な衛生教育の成果は、
2020 年からの Pandemic において、日本人の感染者や死者が少ないこ
とに貢献できた可能性もあると評価されています。
　本事業の背景を述べます。カンボジアは 2012 年に GDP 成長率 7.3％
を記録し、順調な経済成長を遂げる一方、乳児死亡率などの開発指標は、
依然として ASEAN 諸国の中でも低位にとどまっています。
　JICA は、カンボジアの安定した経済成長と均衡のとれた発展のため、
インフラ整備や農業振興など経済基盤の強化、保健医療や教育など社会
開発の促進、法制度の整備などガバナンスの強化を重点的に支援してい
ます。乳幼児を含む子どもの保健医療での格差は、地域による経済格差
と同様に生じています。
　2016 年 6 月にカンボジア教育青年スポーツ省（以下、教育省）は、
エイズを中心とした感染症の撲滅や学校のクリーン化、衛生教育などの
充実を図る「学校保健政策第１版」を打ち出しています。そこで地方で
の保健指導者の養成が課題となっていました。
　香川大学は、香川県、カンボジア教育省とともに　2017 年 3 月から
JICA 草の根技術協力事業地域特別支援枠において、「学校保健室を中心
とした地方の小学校における学校保健室体制づくり」を実施し、地方の
小学校において「保健指導者」を育成し、「衛生教育設備と学校保健室
モデル」の構築、「学校保健テキスト」を開発しました。
　そこで、学校保健室体制の強化を目的として、「学校健康診断のモデ
ル事業」を実施することとしました。事業の目的は、学校保健室機能の
開発及び学校保健室教員の役割の明確化を目的とする「学校健康診断実
施方法の医療技術」の展開を行うことです。
　本事業の実施体制は次の通りです。既に、カンボジアで実施してい
る JICA 草の根事業において二国間でのミニッツを締結しているカンボ
ジア教育省、草の根事業において連携を確立したカンボジア保健省予防
医学局、またモデル事業実施地区としてプノンペンではウエストライ
ン小学校、地方ではカンダール州カンダルスタン郡公立小学校とともに
2019 年に学校健康診断モデル事業を実施しました。モデル事業を踏ま
えて、政府は政策に、大学は人材育成に、モデル校は普及活動ができる
ことを 2020 年度の研修目標としました。
　また、香川大学は University of Health Science （以下、国立保健科学
大学）と学術交流協定を結んでおり、医学部、歯学部、医療技術学部看
護学科と連携して、今後の人材育成への橋渡しを行うことも本事業計画
としました。

1.	 政府は教育省を連携先とし、11 月 19 日の NCGM ヒヤリング後の
11 月 20 日からメールでの打ち合わせを行い、12 月 6 日からは、
PPT とビデオによるオンデマンド研修を学校保健局員 20 名に実施
しました。また、学校健康診断を盛り込んだ学校保健政策第 4 版
が 2019 年 6 月に閣議決定されていたため、これを中央政府や地方
行政関係個所に配布して全国展開するために印刷を行いました。

2.	 国立保健科学大学では、11 月 20 日からメールでの打ち合わせを
行い、12 月 6 日からは、口腔内観察、視力検査、体力測定機器を
送付し、90 名の学生への授業計画を立てました。また、管理職 4
名と看護教員 15 名が日本から送付した 85 ページに及ぶ学校健康
診断テキストにより研修を行いました。さらに、意見交換をおこ
なうために、12 月 7 日に ZOOM によるリモートミーティングの
トライアルを行いました。

3.	 学校健康診断モデル校となったウエストラインスクールでは、12
月 6 日からメールのやり取りによる情報交換を行い、日本から送
付した 85 ページの学校健康診断テキストにより 2 名のファシリ
テーターと 6 名のスクールナースが研修を行いました。

4.	 評価チームは渡航ができなかったため、評価表によるアンケート
を実施し、大学チームは 15 名、モデル校チームからは 8 名の回
答をえました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

政府
チーム

大学
チーム

モデル
事業
チーム

評価
チーム

1年間の事業内容

4

メールやり取り

メールやり取り
12/07ZOOMﾄﾗ

ｲｱﾙ

PPT/ﾋﾞﾃﾞｵｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄ
研修20名

教材･ﾃｷｽﾄ研修

研修19名と90名の授
業計画

メール、ﾃｷｽﾄ研修
研修8名

ﾒｰﾙ/アンケート調査
UHS15名とウエストラ

イン8名

　2020 年度の実施スケジュールは次の通りです。

5

事業内容

学校健康診断
授業用教材

カンボジア学校健康診断ポリ
シーver.4

学校健康診断研修ﾃｷｽﾄp85

　事業内容に関する写真を提示します。
1.	 （左側）国立保健科学大学医療技術学部看護学科の授業用として、

学校健康診断教材を送付しました。内容は、口腔観察用の片頭エ
キスプローラー、ピンセットコーク型、MMI ステンレス板状式舌
圧子、フタ付バット W240 X D180 X H40mm、遮眼子プラスチッ
ク製 21cm、握力計 100kg スメドレー型、身長計 2m 伸縮式 DXW
メジャーミント、デジタルフラット体重計（検定付）でした。

2.	 （中央）教育省は 2019 年 6 月に閣議決定した学校保健ポリシー第
4 版を 1179 冊、印刷しました。これは中央省庁や地方行政関係者
に学校健康診断を含む学校保健政策の実施のために配布します。
また、2020 年 3 月 26 日に開催予定であった教育省全国会議のた
めに準備した日本型学校保健室体制香川大学モデルの PPT をビデ
オにし、送付して研修を行いました。

3.	 85 ページの学校健康診断研修テキストは、2019 年 11 － 12 月の
現地での学校歯科・内科健康診断モデル事業の講義内容や啓発パ
ンフレットを含め、モデル事業の実施状況、結果の報告書、学校
健康診断教材の活用方法、学校健康診断記録用紙（オリジナル）、
公衆衛生学分野における学校保健の学術分野の特徴（2020 年 3 月
4 日 UHS 看護学科にて講義）の資料をまとめたものでした。
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　評価チームはメールにより、アンケートを実施しました。調査対象者
は、UHS は、3 名の 2019 年モデル事業に参加したファシリテーターと
今回研修を受けた 12 名でした。ウエストラインスクールは、2 名のファ
シリテーターと 6 名の 2019 年にモデル事業に参加したスクールナース
でした。
1.	 ファシリテーターの理解度評価項目は、歯科健診 5 項目、内科健

診 5 項目、テキスト評価 3 項目、カンボジアの知識 4 項目、カン
ボジアの看護教員の役割 6 項目でした。結果、ファシリテーター
の理解度では、大学教員が知識が高い傾向にありました。ウエス
トラインスクールは毎年内科健診を実施しているため、必要性を
理解し、イメージが良好で、児童の健康をよく理解している結果
でした。全体的にカンボジアの児童の健康状態情報について、周
知されていないと分かりました。

2.	 今回研修の参加者評価は、テキスト内容に即した 11 項目でした。
全体として大学教員の知識は高く、一方スクールナースへの研修
がさらに必要であると考えられました。

看護教員の研修評価＜理解度＞

6

自由記述（ファシリテーターのみ）
１．UHSﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰは、日本の研修の専門性が高く彼
らの専門的能力を高めたと回答した。

2. モデル研修後の学校健康診断は、UHSでは取り組
んでいないが、ｳｴｽﾄﾗｲﾝｽｸｰﾙは1年に1回実施して
いる。
3.UHSは日本のカンボジアへの学校保健と健康診断
に対する支援を望んでおり、ｳｴｽﾄﾗｲﾝｽｸｰﾙは、目・
歯・内科健診への支援を要望している。

看護教員の研修評価＜満足度＞

7

1.理解度はUHS看護教員の方が全体的
に高い。
2.満足度は実際に毎年の学校健診を実
施しているモデル校が高い傾向にある。
3.自国の情報について理解が十分では
ない。
4. UHS教員のテキスト満足度から有用性
が認められたと考えられる。

　チームはメールにより、アンケートを実施しました。調査対象者は、
UHS は、3 名の 2019 年モデル事業に参加したファシリテーターと今回
研修を受けた 12 名でした。ウエストラインスクールは、2 名のファシ
リテーターと 6 名の 2019 年にモデル事業に参加したスクールナースで
した。
1.	 ファシリテーターの「満足度」評価項目は、歯科健診 5 項目、内

科健診 5 項目、テキスト評価 3 項目、カンボジアの知識 4 項目、
カンボジアの看護教員の役割 6 項目でした。結果、ファシリテー
ターの「満足度」は、大学、ウエストラインスクールとも歯科・
内科健診項目は全体的に満足度が高い傾向にありました。ウエス
トラインスクールは毎年内科健診を実施しているため、学校保健
の役割において特に高い満足度でした。ファシリテーターがグ
ループ学校内での学校保健の推進者であることが要因と考えら
れ、ゆえに、自校の児童の健康をもよく理解している結果でもあ
りました。満足度の低い項目は、カンボジアの児童の健康状態に
ついてでした。自国内の児童の健康情報が一般に周知されていな
いことが満足度の低さの要因ではないかと考えられます。

2.	 今回研修の参加者評価は、テキスト内容に即した 11 項目でした。
全体として大学教員、スクールナースとも満足度は高い傾向とい
え、テキストの有用性があったといえます。

　これらの評価の自由記述から、モデル校ではすでに学校健康診断を
行っているので、さらに目や歯科の希望があります。また、大学教員は
学校保健分野の学術的発展を期待していることがわかります。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の

計画（具
体的な数
値を記載）

2-1.A.政府チーム：
①学校保健ポリシーを作成し全国に政策を公表する。
②学校健康診断テキストでの研修の実施。
③学校健康診断ビデオによる研修の実施。
2-2.B.大学チーム：
①学校健康診断教育用資器材による授業計画。
②学校健康診断テキストによる現地研修とリモートミーティング。
2-3.C.モデル事業実施校
①学校健康診断テキストによる研修の実施。
②学校保健の推進リーダーの配置と③モデル校増加。
2-4.D.渡航評価チーム：
BCについて評価項目を示し評価を行う。

A.政府チーム
①中央政府と地方1179冊を配
布。
②③20名で1回以上実施。
B.大学チーム
①授業を1回以上計画。
②20名の教員が80%以上理解。
C.モデル校
①7名以上の研修。
②1名以上のリーダー配置とモ
デル校増加。
D.評価実施が80%以上。

A.政府チーム
①保健省教育省連携
②児童の感染症やCovid-19の
パンデミックに効果を与える。
③都市と地方の児童体位の
格差解消。
B.大学チーム
①学校保健分野の開発。

②学校健康診断を看護師の
業務とする。
C.モデル校の増加。
D.課題の明確化。

実施後の

結果（具
体的な数
値を記載）

2-1.A.政府チーム：
①学校保健ポリシー1179冊を印刷、全国に政策送付。
②学校健康診断テキストでの研修を実施。
③学校健康診断35分ビデオによる研修の実施。
2-2.B.大学チーム：
①学校健康診断教育用資器材による授業計画作成。
②学校健康診断テキストでの研修とリモートミーティングトライア
ル終了。
2-3.C.モデル事業実施校
①学校健康診断テキストによる研修の実施。
②学校保健推進リーダー配置、③モデル校の増加。
2-4.D.渡航評価チーム：
BCについて評価項目を示し評価を行う。

A.政府チーム
①中央政府と地方1179冊を配
布。
②③20名に1回以上実施。
B.大学チーム
①授業を1回以上計画。
②20名の教員が80%以上理解、
15名のｱﾝｹｰﾄ回収。
C.モデル校
①7名以上の研修。
②1名以上のリーダー配置とモ
デル校増加。
D.評価項目から課題抽出。

A.政府チーム
①保健省教育省連携
②児童の感染症やCovid-19の
パンデミックは爆発していない。
③都市と地方の児童体位の
格差が公知。
B.大学チーム
①学校保健学術分野の開発
意欲醸成した。
②看護師の学校健康診断業
務を開発。
C.モデル実施校が増加。
D.課題解決に向かう。

8
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　今年度の成果指標とその結果は、表のとおりです。今年度の成果とし
て、アウトカム指標を確認しますと、
A.	 政府チームには、中央政府と地方行政のために学校保健ポリシー

1179 冊を準備し、学校保健局員 20 名に 1 回以上研修を実施しま
した。

B.	 大学チームには、授業を 1 回以上計画し、20 名の教員が 80% 以
上理解し、15 名のアンケート結果から、今後の課題も明確化され
ました。

C.	 モデル校では、7 名以上の研修を行い、1 名以上のリーダー配置
とモデル校が増加しました。

D.	 評価項目から課題を抽出しました。

　インパクト指標は表のとおりです。特に今回は、パンデミックのため
に日本の丁寧な衛生教育指導が有効であることが評価されており、今後
も学校保健分野の国際的な展開が期待されていると考えられます。

１．政府の学校健診政策実施の後方支援を行い、随時フォローアップする必要がある。
２．国立保健科学大学（UHS）医療技術学部看護学科での学校保健人材育成について、
香川大学との学術交流協定の枠組みの中で、教育支援計画を策定する。

今今後後のの課課題題

１．2019年度（成果）
日本型学校保健室に配置された保健室担当者・スクールナースが学校健康診断の実
施方法を習得し、政府・地方行政担当者が学校健康診断の必要性を理解し、政策実施
に具体的なイメージを提供できた。2019年6月に閣議決定され、今回印刷され配布され
る学校保健国家計画において、全国の学校保健室と保健担当者配置、学校健康診断
の実施が計画された。

国立保健科学大学では、香川大学の専門家により学校保健分野の開発のための講
義を2020年2月4日に実施した。
２．2020年度（成果）
2019年に学校健康診断の必要性を理解した大学専門家、モデル事業学校関係者に
再度テキストなどによる研修を実施し、日本型学校健康診断をカンボジア型に改編して
定着させるよう促進した。国立保健科学大学の要請に応え、学校保健分野の開発に向
けて、専門家による公衆衛生学分野の開発についても再度研修を行った。

今今年年度度のの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

　2019 年度の成果は、日本型学校保健室に配置された保健室担当者も
しくはスクールナースが学校健康診断の実施方法を習得し、政府・地方
行政担当者が学校健康診断の必要性を理解し、政策実施に具体的なイ
メージを提供できたことです。2019 年 6 月に閣議決定され、今回印刷
され配布される学校保健国家計画において、全国の学校保健室と保健担
当者配置、学校健康診断の実施が計画されています。
　国立保健科学大学では、香川大学の専門家により学校保健分野の開発
のための講義を 2020 年 2 月 4 日に実施しました。
　2020 年度の成果は、2019 年に学校健康診断の必要性を理解した大学
専門家、モデル事業学校関係者に再度テキストなどによる研修を実施し、
日本型学校健康診断をカンボジア型に改編して定着させるよう促進しま
した。
　国立保健科学大学の要請に応え、学校保健分野の開発に向けて、専門
家による公衆衛生学分野の開発についても再度研修を行いました。
　今後の課題は、
1.	 政府の学校健診政策実施の後方支援を行い、随時フォローアップ

する必要があることと、
2.	 国立保健科学大学（UHS）医療技術学部看護学科での学校保健人

材育成について、香川大学との学術交流協定の枠組みの中で、教
育支援計画を策定することです。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

• 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事例も
記載）
関連JICA事業で開発、本事業で紹介した日本型学校保健室体制香川大学モデルが、今後は学校健康診断を行う学

校保健室として全国に開設されます。すでに教育省は、プノンペンにその第1号を開設し、コミューンごとに開設すると述
べています。これによりカンボジア全土でやがて児童の健康状態が把握され、国際指標への情報提供もなされると期待
できます。

事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

学校歯科・内科健康診断研修を受けた国立健康科学大学看護学科の授業教材（口腔観察器具、握力計、身体測定機

器、視力測定器具）の授業教材を活用して学校健康診断の授業が看護師養成課程で実施され、学校保健分野の確立に

貢献できます。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

• 事業で育成した（研修を受けた）保健医療従事者の延べ数
2020年度の事業で育成した学校健康診断を理解した医療従事者は、学校管理者7名、大学看護教員15名、

学校保健室スクールナース6名であった。
2019年度に育成したローカル型学校保健室担当教員・校長50名もモデルを継続していると確認しました。

期待される事業の裨益人口（のべ数）
2019年に学校で身体検査を受け、健康を管理される児童数および歯の健康に関する授業を受け、虫歯予

防行動をとることのできる児童数：カンダール州カンダルスタン郡9校で3,048名から32校で12,760名に拡大し、
ウエストラインスクール1校約500名から8校に拡大しました。
2020年度はさらに、大学の授業で学校健康診断の授業をうける看護学生が毎年90名増加します。

2021年2月8日現在、教育省はプノンペンに1つの小学校（チャクトモク小学校）を学校保健プログラムを包括的に実施す

る学校モデルとした。また、1つの州で少なくとも1つの学校モデルを拡張し、プノンペンの1つのカーンまたはコミューン

で1つの学校モデルを拡張する計画であるため、将来的には全国の児童生徒が裨益を受けると期待できる。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

現在までの相手国へのインパクト：
　医療技術・機器の国際展開における事業インパクトとして、関連
JICA 事業で開発、本事業で紹介した日本型学校保健室体制香川大学モ
デルが、今後は学校健康診断を行う学校保健室として全国に開設されま
す。すでに教育省は、プノンペンにその第 1 号を開設し、コミューン
ごとに開設すると述べています。これによりカンボジア全土でやがて児
童の健康状態が把握され、国際指標への情報提供もなされると期待でき
ます。
　また学校健康診断の授業教材を活用して学校健康診断の授業が看護師
養成課程で実施され、学校保健分野の確立に貢献できます。
　
健康向上における事業インパクト：
　2020 年度の事業で育成した学校健康診断を理解した医療従事者は、
学校管理者 7 名、大学看護教員 15 名、学校保健室スクールナース 6 名
でした。
　2019 年度に育成したローカル型学校保健室担当教員・校長 50 名も
モデルを継続していると確認しました。
　また、2019 年に学校で身体検査を受け、健康を管理される児童数お
よび歯の健康に関する授業を受け、虫歯予防行動をとることのできる
児童数：カンダール州カンダルスタン郡 9 校で 3,048 名から 32 校で
12,760 名に拡大し、ウエストラインスクール 1 校約 500 名から 8 校に
拡大しました。
　2020 年度はさらに、大学の授業で学校健康診断の授業をうける看護
学生が毎年 90 名増加します。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながるよう
に事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

１．カンボジア政府の政策への反映

カンボジア教育省が学校健康診断の意義を理解したことにより、今後近い将来に学校
健康診断のデータの活用と学校保健の推進を計画することが期待できる。

関連事業で実施したカンボジア地方型学校保健室ベストプラクティス香川モデルが政府
モデルとして首都内に1か所開設された。今後は首都ブロックごとに、全国州ごとに当モデ
ルが開設される。

また、2019年度に学校健康診断モデル事業を実施した私立学校グループは7校から8校
に展開されることが期待される。

２．日本型学校保健分野の人材育成が開発される。

学校健康診断を経験した大学教員15名から看護学生に教授され、毎年一定数の学生
が学校健康診断の意義と実施方法を学習することができる。

（国立保健科学大学の要請に合致している。枠組みは、国立保健科学大学と香川大学と
の学術交流協定による）

それらの学生の知識と技術が今後の学校健康診断の実現可能性を高めることが期待
できる。

　本事業によるインパクトとしては 2 点あります。
1.	 カンボジア政府の政策への反映

カンボジア教育省が学校健康診断の意義を理解したことにより、
今後近い将来に学校健康診断のデータの活用と学校保健の推進を
計画することが期待できます。関連事業で実施したカンボジア地
方型学校保健室ベストプラクティス香川モデルが政府モデルとし
て首都内に 1 カ所開設されました。今後は首都ブロックごとに、
全国州ごとに当モデルが開設されます。また、2019 年度に学校健
康診断モデル事業を実施した私立学校グループは 7 校から 8 校に
展開されることが期待されます。　

2.	 日本型学校保健分野の人材育成
日本型学校保健分野の人材育成が開始されます。学校健康診断を
経験した大学教員 15 名から、看護学生に教授され、毎年一定数
の学生が学校健康診断の意義と実施方法を学習することが期待で
きます。（国立保健科学大学の要請に合致している。枠組みは、国
立保健科学大学と香川大学学術交流協定によるもの。）それらの学
生の知識と技術が、今後の学校健康診断の実現可能性を高めるこ
とが期待できます。

　以上で香川大学からの発表を終わります。ありがとうございました。

　　

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　日本の多くの医療機関で、セカンドオピニオンや症例検討会は行われている。中国でも同様に行われているが、両国間
での遠隔セカンドオピニオンや遠隔症例検討会は頻繁には行われていない。
　これまで、NCGM は、MOU を結んでいる清華大学、北京大学とは、症例カンファレンスをこれまでに実施しているが、
セカンドオピニオンはまだ実施していない。
　当院では、中国から日本の医療を受けるための患者が多かったが、現在のコロナ禍で、患者が来日することは困難な状
況である。そのような中、中国の患者や仲介者、医療機関より、日本での医療の相談や、治療薬の問い合わせなどがあり、
遠隔でセカンドオピニオンや症例検討会を実施する必要性が増してきた。
　がん治療に関して 25 の研究のシステミックレビューでは、セカンドオピニオンによって異なる診断、治療の割合は
2％から 51％の範囲であったことからも、セカンドオピニオンを行うことの重要が示されている（Patient-Driven Second 
Opinions in Oncology: A Systematic Review. Hillen MA, et al. Oncologist. 2017 Oct;22(10):1197-1211）。
【事業の目的】

　NCGM が MOU を結んでいる清華大学や北京大学の大学病院、及び、中国全土の医療機関を対象に、日本と中国間の
セカンドオピニオン・症例検討会を確立するための研修を実施する。その結果、NCGM と遠隔セカンドオピニオン・症
例検討会を実施する。セカンドオピニオン・症例検討会を実施することで、短期的には両医療機関の医療レベルの向上、
中期的には日本へのインバウンド増加、長期的には中国の医療サービスにおける診断、治療の改善、医療費削減に貢献
する。
【研修目標】

1.	 オンライン研修参加者（アウトプット）
•	 研修修了時の受講者数：30 名
•	 NCGM とセカンドオピニオン・症例検討会に関して協力機関となる数：3 機関

2.	 遠隔セカンドオピニオン・症例検討会の実践（アウトカム）
•	 実際に NCGM と遠隔セカンドオピニオン・症例検討会が行われた回数：3 回

4.　中国の医療機関との海外遠隔セカンドオピニオン・
　   症例検討会確立事業事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

症例検討会
国立国際医療研究センター病院

（東京都新宿区）

清華大学関連病院
北京大学関連病院
その他の医療機関

オンライン研修

受診

患者

医療サービス
遠隔オンライン
セカンドオピニオンの
確立・実施
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　「中国の医療機関との海外遠隔セカンドオピニオン・症例検討会確立
事業」は、2020 年 10 月～ 2021 年 2 月まで、NCGM 国際診療部が実施
主体として行われた。セカンドオピニオンは通常、患者が病院に来て直
接医師と相談をする形式が主であり、オンラインを用いて行うことはあ
まり想定されていなかった。しかしながら、2020 年のコロナ禍において、
国内の患者が病院に来ること自体に制限も出始め、外国人患者は来日す
ることは困難となり、新たに海外遠隔セカンドオピニオンを行うことは
必要であった。症例検討会は、通常、病院内で行われることはあっても、
病院を超えて、また、国を超えて行われることは、技術的には可能でも、
頻繁に行われるものではない。日本の医療技術を広げると共に、日中の
医療技術を向上するためにも症例検討会は必要である。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容

遠隔システ
ムを用いた
セミナー

海外遠隔セ
カンドオピ
ニオン

10/11
参加者
3200人

10/20
参加者
260人

11/8
参加者
800人

1回目

12/12
参加者
1260人

2回目
3回目

1年間の事業内容

3

　中国医療機関とのセミナーでは、話題は消化器癌で特に肝臓がんに日
中の治療方法の相違を議論し、消化器腫瘍診断における画像診断に関す
るガイドラインや日本のチーム医療の紹介に関して紹介を行い、症例検
討を行った。個別の対応として当院では海外遠隔セカンドオピニオンで
対応できることを説明した。

中国医療機関とのセミナー

　また、オンラインセミナーでは、NCGM センター病院の紹介を行った。
日中の国際医療交流の強化・発展として、2020 年の主な目標は、ネッ
トワークプラットフォームの構築と強化とした。具体的に、中国に対し
て実施できる医療協力を 4 点提示した。①医療従事者の交流、症例検討、
専門家相談、②医療相談のための Web ベースのプラットフォーム開発

国⽴国際医療研究中⼼/中⼼病院・国際医療部
National Center for Global Health and Medicine Center Hospital
International Health Care Center

中⽇医学绿⾊通道/China-Japan Medical Green Channel

综合窗⼝

2020年主要⽅针︓强化与展开中⽇国际医疗交流的⼯作
基于⾄今开展的⼯作，2020年主要⽬标定位在⽹络平台的建设与强化。
主要⽅⾯︓
v 推动和落实医护⼈员/医疗中作⼈员的交流，个案讨论，专家会诊等的开展。
v 推动和落实来⽇医疗咨询的⽹络平台业务的开展。
v 推动和加强国际之间⽹络平台第⼆医疗意见的开展。
v 推动和加强来⽇体检业务、健康管理咨询合作等业务的开展。

E-mail︓support@hosp.ncgm.go.jp
电话︓+81-3-6228-0749
传真︓+81-3-6228-0738

セミナーでのNCGMセンター病院の紹介

の推進、③国際的なネットワーク・プラットフォーム上でのセカンドオ
ピニオンを開発・促進、④日本における健診・健康経営相談連携の発展
を促進・強化、尚、これらの窓口は、国際診療部が行うことを示した。

　オンラインでセカンドオピニオンを行うためには、Microsoft Office 
365 Teams を使うことが当院では求められたため、中国の患者さんが
Teams を用いることができるようなマニュアルを作成した。また、日
本から招待メールを送り、中国で患者さんがそのメールを受取った場
合、日本語表記で示されることが考えられたため、中国語翻訳を行った。
Microsoft Teams が中国で使うことができるかは不明であったが、実際
には用いることができた。

6

1. 收到邀请邮件的每位成员、打开邮件后、屏幕上会显示以下的画面、请点击 

红色箭头。 

（招待メールを受け取った各自は、メールを開くと下の方に、以下の画面が出るので、赤矢

印をクリックしてください。） 

 

Click here 

研修資料 Microsoft Teamsの招待メールを受け取った時に行うこと（１）

　当初は、Teams を用いる際に、患者さんは、Microsoft Teams のソフ
トをダウンロードすることが必要だと思われ、そのダウンロードの説明
も行っていたが、実際には、必ずしもダウンロードをしてもらう必要は
なく、Teams を用いることができたため、上記の図の説明を加えた。

7

2. 然后、会显示以下画面、请点击画面上的红色箭头。 

（その後、以下のような画面になるので、赤矢印をクリックする。） 

 

Click here 

研修資料 Microsoft Teamsの招待メールを受け取った時に行うこと（２）

　セカンドオピニオンを行う際に、CT、MRI、PET など、患者の画像情
報が必要な場合がある。電子メールの添付書類では送付することができ
ない場合には、Microsoft の Teams を用いて、画像情報をファイルに共
有することにした。そのためには、上記の様に、中国語の翻訳をしたマ
ニュアルを作成した。

作作为为我我们们Teams的的客客人人，，NCGM会会
发发出出邀邀请请邮邮件件。。您您会会接接收收到到如如左左
式式样样的的邮邮件件。。

请请点点击击此此蓝蓝色色框框

NCGMかかららTeamsののゲゲスストトととししてて招招待待メメーー
ルルをを出出ししまますす。。
ああななたたはは左左ののよよううななメメーールルをを受受けけ取取りりまま
すす。。

ここここををククリリッッククししててくくだだささいい。。

在接受Microsoft Teams邀请邮件时需进行的操作内容
（为了传送CT等图像数据）

Microsoft Teamsの招待メールを受け取った時に行うこと（３）
（CTなどの画像データを送るために）

研修資料
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　アウトプット指標は、オンラインセミナーでは、参加者数を事前に把
握することは困難であったこと、また、今回は予想外の多くの参加者が
あったため、①研修受講者数は、5,520 人の参加となった。また、本事
業の協力機関は 1 機関であった。アウトカム指標として、オンライン

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
（具体的な数値を記載）

①研修修了時の受講者数：30名
②NCGMとセカンドオピニオン・症
例検討会に関して協力機関となる
数：3機関

①実際にNCGMと遠隔セカンドオピ
ニオン・症例検討会が行われた回
数：3回

①研修を行った医療機関におい

て、セカンドオピニオン・症例検討
会が行われ、実施内容がその医
療機関のWeb siteに掲載される。

実施後の結果
（具体的な数値を記載）

①研修受講者数
オンラインのセミナー 計5,520人
②協力機関：1機関

①遠隔セカンドオピニオン 3回
症例検討会 3回

①なし

※指標は前後比較が望ましい
9

での遠隔セカンドオピニオンは 3 回、症例検討会は 3 回実施した。イ
ンパクト指標として、セカンドオピニオンや症例検討会が行われ、その
実施内容が医療機関の Web site に掲載されたものはなかった。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 海外遠隔セカンドオピニオンの導入

これまで中国人患者が日本の医療機関でセカンドオピニオンを受ける場合は、来日し
て行われてきた。本事業を通して海外遠隔セカンドオピニオンが実施されたことで、来日
する必要はなくなった。

2020年は、コロナウイルス対応のため、入国制限が実施され、中国と日本との間も通
常の往来が困難になった。よって、渡航の必要がない海外遠隔セカンドオピニオンが実
施されることで、今後、海外からセカンドオピニオンを受ける方法がオンラインで行われ
る可能性が高くなった。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数：5,520名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）：不明

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

10

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

・中国の患者さんに対して、Microsoft Office 365 のTeamsを用いて海外遠隔
セカンドオピニオンが実施可能であることが判明した。
・実際にこのセカンドオピニオンを3ケース実施した。
・今後、オンラインでセカンドオピニオンを実施するためには、患者のCT・MRI・
PETなどの画像検査結果が必要な場合がある。しかしながら、これらの画像
データは容量が大きいため、メールに添付はできない場合が多い。情報の安
全性を確保しながら、患者さんが送付するための方法を確立した。

・オンラインでのセカンドオピニオンのケース数を増加するためには、中国の
医療機関や医療渡航支援企業との協力関係を強化する必要がある。

・患者さんが安心して、また、容易にデータを送ることができる方法とそのため
のマニュアル作りが必要である。

11
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展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業の持続可能性については、特に、がんの診断、治療の分野は、海外遠隔セカン
ドオピニオン・症例検討会の重要性が理解されやすい分野である。

具体的には、①海外遠隔セカンドオピニオン実施→②日本での治療希望者の増加→
③日本での受診と治療→④中国へ帰国後、医療機関でフォローアップ→⑤ケースに
よっては症例検討会の実施、が考えられる。

展開可能性については、中国の医療機関が日本との症例検討会が有用であると認
識をすることで、日本とのオンラインによる症例検討会が展開すると考えられる。

12

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　妊産婦死亡率（対 10 万出生）は 693(2015) と依然として高く、必要な検査が奥なわれていない。特に産前検診におけ
るエコー検査の実施は十分に普及していないが、最近のポータブル医療機器の活用によって実施率を上げられる可能性が
ある。また同様の機器の活用によってインフラの整わない医療施設ではなく、在宅・遠隔での診療の可能性ある。
【事業の目的】

　首都キンシャサにおける母子保健および生活習慣病等に対する保健サービスの量と質を、日本のデジタルソリュー
ションを活用しつつ、入院が必要な状態を未然に防ぐための在宅医療サービスの展開を行うことで改善させる。初年度
は特にポータブルエコーによる産前健診と訪問医療による健康診断の実践を通じて、ビジネスとしての実現可能性を検
証することを目的とする。
【研修目標】

•	 現地の医師・助産師がポータブルエコーを用いた産前検診の基礎的な技術を習得する。
•	 現地の医師・助産師が、日本の事例を参考に、訪問医療サービスの現地適用可能性を検討する。

5.　デジタル医療機器と日本式在宅医療技術展開の
　   ための技術研修事業
	 	 	 	 株式会社 SOIK

協力団体
医療法人社団 悠翔会

NPO 母と子の医療を世界に届ける会
LEQUIO

株式会社 SOIK 保健省

政策提言

Mamayemo 病院

所管

2 年目、3 年目で応用的内容へ深化
現地の他機関への展開

セミナー出席
調査実施

専門家派遣

初年度研修対象者
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　株式会社 SOIK が実施機関として、全体の企画調整や調査、教材作成
を行いました。
　日本側の協力団体として、悠翔会は訪問医療に関する研修内容の助言、
ビデオ教材作成への協力を行いました。IGPC は産前検診・超音波検査
に間する現地への専門家派遣、研修内容の助言を行いました。
　研修ではポータブル超音波画像診断装置はレキオ・パワー・テクノロ
ジー株式会社の製品を使用しました。
　現地研修は保健省との共同開催という形式を採りました。保健省との
協議により、保健省母子保健プログラム、産婦人科医協会、助産師協会、
公立病院、私立病院・民間医療関係者から合計 10 名が研修に参加する
こととしました。

1年間の事業内容

3

活 動 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 人数・期間・場所

A.現地実態調査 現地人材を通じた遠隔調査

B.教材作成 調査結果に基づいたビデオ教材

の作成

C.現地研修（エコー、在宅）
およびセミナー

人数：医師6名、看護師４名
期間：2020年11月下旬ー12月上
旬、7日間
場所：Clinique Allance / Kinshasa

準備 研修

作成

準備 実施

準備

　事業内容は、対象者の選定や研修内容の詳細化のために、遠隔での現
地ニーズ調査から開始しました。その結果を踏まえて、教材の作成を行
い、現地での研修実施となりました。研修の後には現地の医療関係者を
集めてセミナーを開催しました。

　検査については繰り返し実習することが必要なため、実習に多くの時
間を使い、随時プリントアウトしたガイドラインに基づいて理解を深め
てもらいました。スマートフォンで操作できるポータブルエコーを用い、
研修を通じて一人一台ずつ貸与し、操作に慣れてもらえるようにしまし
た。毎日の研修開始前には改めて初日と同じレクチャーのスライドとビ
デオを復習することで、必要な知識の定着を図りました。

産前検診エコー検査に関する研
修

4

講義はビデオとパワーポイントを
織り交ぜて実施した

一人一台の機材を
貸与した

5

研修参加者が取得した超音波画像例

BPD 羊水 心拍（動画で判定）

　4 日目の最終セッションにおいて、10 名の参加者全員に BPD、羊水
（AFI）、心拍の計測をテストして、全員が合格しました。

訪問医療実習

6

　訪問医療については、講義室でのビデオ視聴・講義、議論を経て、2
日間にかけて合計 6 家族を訪問する実習を行いました。

経験共有セミナーを
保健省と合同で開催

7　研修実施後に、研修内容や日本の技術・製品を紹介するセミナーを保
健省と合同で開催しました。

＜良かった点＞

・毎日の実技が中心の実践的な内容だった。知識の深い理解のためにも実習が必要で、技術の習得に非
常に効果的な方法だった。今回はじめてエコーを使用した助産師を含めて技術習得できるまで実習できた。
・今回学んだ内容は産前検診のみならず、（我々が毎週遭遇するような）救急の際にも有効な技術。

・今回習得した技術は現場で有用。スマートフォンのエコーは軽くて簡単に使えるので、僻地でも診断でき
る。広い意味で言えば、妊婦死亡率の減少に貢献できるようになる。

・訪問医療実習も実践的で、コンゴ民では必要とされている技術を習得できた。訪問医療は治療できない
（完治しない）患者の不安を取り除く大きな役割を担える。

・今回の実習で、普段自分たちが行っている院内の診察以外の方法があることに気付かされた。ポータブ
ル医療機器を使うことで、どこでも、素早く診断できる。

・産前検診、訪問医療ともに患者は非常に喜んでおり、現地でのニーズを踏まえたものだったことが確認
できた。

＜改善点＞
・産前検診に必要なエコー以外の機材を使用した検査もふくめてほしい
・現地の研修ニーズは非常に大きいため、もっと多くの参加者を受け入れられると良い。
・産前超音波診断においては、今回使用したポータブルエコーでは不足する機能がある（FLによる胎児週
数計算など）。
・産前検診超音波診断で、今回の研修内容以外の診断もできるようにしてほしい。（胎児の異常）
・訪問医療が現地で実践されるためには、サービスの内容が広く認知される必要がある。

・訪問医療には、今回の実習で使用したような必要な機材が、サービス提供者の手元に行き渡る必要が
ある。
・コンゴ民の機材市場では今回使用した機材は必ずしも手に入らない。

・ポータブル医療機器の有用性は広く認知されるようにする必要がある。洗練されすぎているような印象を
もたれない様にテレビやデジタルマーケティングをすべき。

研研修修生生かかららののフフィィーードドババッックク

8

　研修参加者からは、今回の研修内容に関して概ねポジティブなフィー
ドバックが得られました。短期間で習得できる簡易な技術に絞って研修
内容を設定したこともあり、より多岐にわたる技術に関する研修への要
望がありました。
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今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

計画 対象者：医師4名、看護師4名
（１） 訪問医療：日本の訪問医療に関するビ
デオ教材を視聴した上で、現地における適用
可能性および研修ニーズの検討を行う（質問
表回答）。

（２）産科エコー：病院での実技において産科
エコーの標準手順どおりの項目を90%実施。
標準手順内容は心拍、羊水、胎児頭部計測
を想定。

現地研修の対象者が学んだ技術を用い
て、2021年2月までに訪問医療10件実施
の現地適用の計画を立案、産科エコー
は5名を対象に実施。普及に向けた課
題・解決方法に関する結果を報告書にと
りまとめる。

1）在宅医療サービスが普及し、日本
型在宅医療ビジネスが産業のモデル
事例となる。

２）妊産婦死亡率・新生児死亡率が
改善

3）生活習慣病・NCDによる死亡率が
改善
4）日本のポータブルエコー製品が
500台現地で購入される

結果 対象者：医師6名、看護師4名
（１） 訪問医療：日本の訪問医療に関するビ
デオ教材を視聴した上で、現地における適用
可能性および研修ニーズの検討を行なった
（質問表回答）。その後、現地での訪問医療
実習を行った。

（２）産科エコー病院での実技において産科エ
コーの標準手順どおりの項目を全員が実施で
きるようになった。標準手順内容は心拍、羊
水、胎児頭部計測。

現地研修の対象者が学んだ技術を用い
て、2021年１月14日から1月19日までに
保健省母子保健プログラム（PNSR)が
ポータブルエコーを用いた産科検診向
上プロジェクトの実施計画策定ワーク
ショップを開催した。今回の研修参加者

も３名参加しており、プロジェクト実施に
あたっては参加者がプロジェクト推進や
研修講師を担い、展開の中心となる予
定。

1）在宅医療サービスの現地開始に
必要な関係者の理解が得られた。

２）ポータブルエコーを用いた産前検
診普及プロジェクトが保健省の下で
形成されている。

9

　技術の習得という研修の成果は得られましたが、実際に医療機器を現
地の資金で調達してもらい、普及させるためには今後も継続的な人材育

成や周知活動などの取り組みが必要です。

l 医師６名、助産師４名が基礎的な産前検診超音波検査の技術を習得した。

l 医師６名、助産師４名が日本の訪問医療の事例について知識を得て、現地で実習を
おこなうことで理解を深めた。

l リウマチ等の慢性疾患の高齢患者や末期癌の患者など、入院を希望しない患者の
在宅診療ニーズに対して、実習を通じて参加者が訪問医療の適応可能性について
理解を深めた。

l 現地の保健省、産婦人科医協会、助産師協会、私立産科病院の医療関係者が日本
の医療機器や医療技術を理解し、ネットワークを構築できた。

l 研修参加者がリソースパーソンとなり、保健省担当部局が産前検診にもおけるスマ
ホ型ポータブルエコーの導入を行うためのプロジェクト立案ワークショップを開催して、
企画書を作成した。

l 援助関係者、保健省関係者、医療従事者を集めたセミナーを行い、日本の医療機
器・医療技術に関して紹介したことで、関係者への周知ができた。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

10　今回、初年度としての活動の成果は大きく 3 点挙げられます。
　第一に、日本メーカーのポータブルエコーを活用した簡易な妊婦検診
手法の研修・実習を実施し、 10 名の現地医療従事者が無事に技術を習
得したことで、今後の事業目的の推進の現地体制が構築できました。
　第二に、セミナー等を通じて保健省関係部署や医療機関への経験共有
や活動紹介を通じて、保健省母子保健プログラムや地方州（Tshuapa）
における産科エコー展開のプロジェクト形成活動が開始されました。
　第三に、現地調査や訪問医療研修・実習を通じて日本の訪問医療を通
じた健康診断および生活習慣病診療に関するニーズとフィージビリティ
が確認されました。
　以上により、事業目的を達成するための具体的な現地活動を進める上
での協力者が基礎技術を習得し、実際に事業の具体化に向けて活動を開
始したことが大きな変化です。 

今今後後のの課課題題とと展展望望

1. 今回の研修、調査および関係者との議論を通じて、産科検診のデジタル化
およびポータブル医療機器の現地導入については保健省側の優先政策で
あることが確認できた。具体的には、①母子保健、②デジタル化、③医療

機器・設備強化の３つが関連する重点分野となる。公的プロジェクト化を実
現できる可能性はく、関係者とのプロジェクト化の取り組みは継続していく。

2. 今回の研修で扱った基礎的な産科エコーに加えてより包括的な産科検診・
分娩・新生児検診等の技術的な課題が確認された。産科検診の技術展
開・普及のため、継続的な研修の実施が必要である。

3. 訪問医療に関しては、日本と同様に「病院での継続治療を希望しない高齢
者」に対する訪問医療のニーズが確認できたが、それ以外の患者・健常者
に対する在宅健康診断も潜在ニーズが確認されている。経済水準の向上
や人口増加により中間層から高所得者層向けの訪問医療の市場は一定
規模見込める一方で、市場は未熟であり事業として成立させるまでには一
定の調査期間が必要である。

11　今年度の成果に基づいて、来年度以降は産前検診全体の研修など、内
容を広げて継続的に人材育成を行い、形成中のプロジェクトの予算獲得
を支援してまいります。



感染症対策V

1.　WHO 西太平洋地域事務局内における新興再興感染症の
　　臨床マネージメントと感染管理向上事業				  
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
2.　薬剤耐性（AMR）に対するインドネシアの実情に則した
　　院内感染対策（IPC）と抗菌薬適正使用プログラム（ASP）研修
　　による人材育成事業						    
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
3.　COVID-19 患者受け入れ機関における院内感染対策および
　　病院管理事業					   
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
4.　ミャンマー国における薬剤耐性（AMR）サーベイランスと
　　抗微生物剤適正使用の強化事業					   
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
5.　ミャンマー国およびアジア諸国における COVID-19 検査の教育研修
　　支援事業					   
		  一般社団法人 日本医療検査科学会
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　WPRO 域内では新興再興感染症のキャパシティが不十分な国が多く、近年は新型コロナウイルス感染症 (COVID-19)
の感染拡大が世界中で継続している。
　アウトブレイクの要因の 1 つとして、域内での臨床マネージメントや感染管理の不充分が指摘されている。
　一方、日本では培われてきた臨床マネージメントや感染管理の医療技術がある。
【事業の目的】

　日本でこれまで培ってきた COVID-19 などの新興再興感染症の臨床マネージメントや感染管理の医療技術を国際展開
し、主に WPRO 域内における新興再興感染症の臨床マネージメント、感染管理のキャパシティ向上、人材育成、アウト
ブレイク対策などを改善させる。
【研修目標】

•	 WPRO 域内において、WHO レベル、国レベル（保健省）、医療施設レベル、それぞれのレベルにおいて、日本で培
われた新興再興の臨床マネージメントや感染管理の医療技術を用いて、研修会や現場評価を通じて、アウトブレイ
ク対策や人材育成を行う。

•	 さらに、成果等を提言に含んだレポートとして少なくとも 1 回は WHO や国レベルに報告する。

1.　WHO 西太平洋地域事務局内における新興再興感染症の
　   臨床マネージメントと感染管理向上事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター
（東京都新宿区）

WHO西太平洋地域事務局
（フィリピン、マニラ）

直接および
オンラインで実施

連携

専門家派遣・オンライン講習会
（政策提言 / 制度の改善・構築の提案 /

人材育成 / アウトブレイク対応）

WHO西太平洋地域事務局内の
保健省、カントリーオフィス、

現地医療機関等

専門家派遣・オンライン講習会
（政策提言 / 制度の改善・構築の提案 /

人材育成 / アウトブレイク対応）
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　本事業の対象国はフィリピン（WHO 西太平洋事務局：WPRO）で、
対象医療技術は日本で培われてきた新興再興感染症の臨床マネージメン
トや感染管理の医療技術になります。
　事業の背景を説明します。WPRO 域内では新興再興感染症のキャパシ
ティが不十分な国が多く、近年は新型コロナウイルス感染症 (COVID-19)
の感染拡大が世界中で継続しています。
　また、アウトブレイクの要因の 1 つとして、域内での臨床マネージ
メントや感染管理の不充分が指摘されています。
　一方、日本では培われてきた臨床マネージメントや感染管理の医療技
術があります。
　次に事業の目的です。本事業の目的は、日本でこれまで培ってきた
COVID-19 などの新興再興感染症の臨床マネージメントや感染管理の医
療技術を国際展開し、主に WPRO 域内における新興再興感染症の臨床
マネージメント、感染管理のキャパシティ向上、人材育成、アウトブレ
イク対策などを改善させることです。
　実施体制の概略図になります。WHO 西太平洋事務局（WPRO）と協
力して、WPRO 域内において、WHO レベル、国レベル（保健省）、医
療施設レベル、それぞれのレベルにおいて、日本で培われた新興再興の
臨床マネージメントや感染管理の医療技術を用いて、専門家派遣・オン
ライン講習会など通じて、アウトブレイク対策や人材育成を行うことを
目標とします。
　さらに、成果等を提言に含んだレポートとして少なくとも 1 回は
WHO や国レベルに報告します。

　WHO 西太平洋地域事務局（WPRO) は、フィリピン、マニラに位置し、
日本、中国などのアジア太平洋地域を管轄する WHO の地域事務局で、
主に域内の人々の健康を実現することを目的に活動を行っています。

WHO⻄太平洋地域事務局（WPRO)は、フィリピン、マニラに位置し、
⽇本、中国などのアジア太平洋地域を管轄するWHOの地域事務局で、
主に域内の⼈々の健康を実現することを⽬的に活動を⾏っている

　こちらが 2020 年度の 1 年間の事業内容になります。多くの事業が
COVID-19 に関する活動で、オンラインで実施しました。

2020
年

5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉

1年間の事業内容

5

セミナー、1⽇間
WPRO、230名
WHO COVID-19 
Clinical Network 
Knowledge 
Exchange

研修、1⽇間
ベトナム、バックマ
イ病院、50名
Sharing experiences 
to treatment and 
control of COVID-19 
epidemic

研修、2⽇間
モンゴル感染症セン
ター、20名
COVID-19の臨床︓治
療指針ならびに院内
感染管理

フォーラム、1⽇間
WPRO、200名
Overview of 
WHO CCs’ response
to COVID-19 in 
Japan(WHO CC Web 
forum)

セミナー、1⽇間
WPRO、100名
Extrapulmonary 
manifestations and 
impact of COVID-19

セミナー、1⽇間
WPRO、100名
Atypical/extrapulmo
nary presentations 
of COVID-19 in 
children 

COVID-19の
ナショナルガイド
ラインレビュー
WPRO、カンボジ
ア政府、モンゴル
政府

パプアニューギニアにおけるCOVID-19のアウ
トブレイク対応のサポート（酸素供給のアド
バイスなど）
パプアニューギニア、20名

多く事業がCOVID-19に関する活動で、オンラインで実施

研修、1⽇間
ラオス政府、20名
Discharge criteria of 
COVID-19

　次に主な成果についてご説明します。WPRO と共同で COVID-19 に関
するセミナーを 4 回実施しました。
　こちらは、肺外コロナについてのセミナーと、小児コロナについての
セミナーの様子になります。
　それぞれ約 100 名くらいの専門家が参加しました。

主な成果
• WPROと共同でCOVID-19に関するセミナーを4回実施

肺外コロナについて

⼩児コロナについて

　また、ベトナム、モンゴル、ラオス国からの依頼に基づいて COVID-19
に関するセミナーを実施しました。
　こちらは、モンゴル感染症センターに行った COVID-19 の治療指針な
らびに院内感染管理の研修の様子になります。

主な成果
• ベトナム、モンゴル、ラオスにCOVID-19に関するセミナーを実施

モンゴル感染症センターにCOVID-19の治療指針ならびに院内感染管理の研修

　さらに、WPRO や各国からの依頼に基づいて、今年度はモンゴル、
カンボジア、ラオスにおける COVID-19 のナショナルガイドラインのレ
ビューを行いました。私たちは日本での COVID-19 の臨床マネージメン
トや感染管理の技術を共有しました。

主な成果
• カンボジア、モンゴルの

COVID-19のナショナルガイドラインのレビュー

カンボジアのガイドライン モンゴルのガイドライン
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　こちらは、今年度の事業の成果指標とその結果になります。お示しす
るように、アウトプット指標、アウトカム指標、インパクト指標いずれ

今今年年度度のの成成果果指指標標ととそそのの結結果果

9

アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画 ①国際政府会議に直接およびオンラインで参加し、
約50名を対象に臨床マネージメントと感染管理につ
いて提⾔を実施。

②バックマイ病院（ハノイ、ベトナム）において、
感染症専⾨医、感染管理看護師などを中⼼として医
療従事者約100名に感染管理の技術指導を直接およ
びオンラインで実施。

①新興再興感染症の臨床マネージメン
トや感染管理の改善のための提⾔を含
んだレポートをWHO、国（保健省）、
医療機関レベルに少なくとも年に1回提
出する。

①WHO、国（保健省）、医療施設レベ
ルおける新興再興感染症の臨床マネー
ジメント、感染管理、抗菌薬適正使⽤
のキャパシティ・ビルディング向上が
期待される。

②さらに、整備不充分な臨床マネージ
メント、感染管理、抗菌薬適正使⽤の
ガイドラインの策定も期待される。

実施後の結果 ①WPROや各国とのウエブセミナー・研修を通じて、
700名以上の医療従事者を対象に、主にCOVID-19の
臨床マネージメントと感染管理について提⾔を実施
した。

②バックマイ病院（ベトナム）やモンゴル感染症セ
ンターの感染症専⾨医、感染管理看護師などを中⼼
とする医療従事者約100名に感染管理の技術指導を
直接およびオンラインで実施した。

①新興再興感染症の臨床マネージメン
トや感染管理の改善のための提⾔を含
んだレポートをWHO、国（保健省）、
医療機関レベルに計9回以上提出した。

②モンゴルとカンボジア政府における
COVID-19のナショナル臨床ガイドライ
ンのレビューを⾏った。

①WHO、国（保健省）レベル、医療施
設レベルおける新興再興感染症、特に
COVID-19の臨床マネージメント、感染
管理のキャパシティ・ビルディング向
上が期待された。

・さらに、整備不充分なCOVID-19の臨
床マネージメント、感染管理のガイド
ラインの策定も期待された。

　今年度の相手国への事業のインパクトです。
医療技術・機器の国際展開における事業のインパクト：
　カンボジア、ラオス、モンゴルにおける COVID-19 のナショナル診療ガ
イドラインについて、主に酸素飽和度測定モニターの使用方法、デキサ
メタゾンの使用方法、patient care pass ways、感染隔離解除基準につい
て改訂を提言しました。各ガイドラインは 2021 年 3 月時点で改訂中です。
健康向上における事業のインパクト：
　本事業における遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを通じて
延べ 740 名の保健医療従事者を育成しました。

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト
l 事業で紹介・導⼊し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数

• カンボジア、ラオス、モンゴルにおけるCOVID-19のナショナル診療ガイドラ
インについて、主に酸素飽和度測定モニターの使⽤⽅法、デキサメタゾンの使
⽤⽅法、patient care pass ways、感染隔離解除基準について改訂を提⾔し、
2021年3⽉時点で改訂中である

健康向上における事業インパクト
l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）︓740名

• 遠隔システムを⽤いた講義・実習・セミナーを受けた研修⽣の合計数︓740名
• WPROとの共同セミナー︓計4回、630名
• バックマイ病院（ベトナム）︓1回、50名
• モンゴル感染症センター︓1回、20名
• ラオス政府︓1回、20名
• パプアニューギニア︓1回、20名

今年度の相⼿国への事業インパクト

10

（デキサメタゾンの使用方法や隔離解除基準など）を明らかにすること
ができました。また、パプアニューギニアにおいては COVID-19 のアウ
トブレイク対応の遠隔サポートも実施できました。
　今後の課題です。2020 年度の事業で COVID-19 の臨床マネージメン
トや感染管理のキャパシティ向上、人材育成、アウトブレイク対策の改
善に寄与したと考えられましたが、これらの地域における感染症対策は
日本と比べると不十分であり、継続的な日本の医療技術の展開が必要と
考えられました。今後は治療や感染管理だけではなく、ワクチンに関す
るニーズも予想されます。対象国の感染症分野における公衆衛生・医療
水準の向上に貢献できるよう、オンラインもしくはオンサイトで医療技
術の展開を行っていきたいと考えています。

今後の課題

2020年度の成果

11

• 2020年度はCOVID-19の影響で渡航困難となりオンラインでの研修が主な活動に
なったが、⼀⽅でオンラインでの研修や教育の⽅法を確⽴することが可能となった。

• 2020年度に⾏ったオンラインでの研修会
• WPROとの共同セミナー、4回
• バックマイ病院（ベトナム）、1回
• モンゴル感染症センター、1回
• ラオス政府、1回

• 特に、医療資源が限られている国や地域におけるCOVID-19の具体的なニーズ
（デキサメタゾンの使⽤⽅法や隔離解除基準など）についても明らかとなった

• また、パプアニューギニアにおいてはCOVID-19のアウトブレイク対応の遠隔サ
ポートも実施できた

• COVID-19の臨床マネージメントや感染管理のキャパシティ向上、⼈材育成、アウ
トブレイク対策の改善に寄与したと考えられたが、これらの地域における感染症対
策は⽇本と⽐べると不⼗分であり、継続的な⽇本の医療技術の展開が必要と考えら
れる。

• 今後は治療や感染管理だけではなく、ワクチンに関するニーズも予想される。
• 対象国の感染症分野における公衆衛⽣・医療⽔準の向上に貢献できるよう、オンラ
インもしくはオンサイトで医療技術の展開を⾏っていきたい。

　最後に、将来の事業計画です。本事業は、WHO 西太平洋地域内におけ
る新興再興感染症、特に COVID-19 の臨床マネージメントや感染管理の
キャパシティ向上、人材育成、アウトブレイク対策の改善に寄与したと考
えられました。しかし、これらの地域における感染症対策は日本と比べる
と不十分であり、継続的な日本の医療技術の展開が必要と考えられます。
実際に、2021 年 3 月以降も WHO 西太平洋地域事務局からの依頼で、カ
ンボジア、ラオス、モンゴルにおける COVID-19 の臨床マネージメントや
感染管理（特に隔離解除のタイミング）の改善のためのオンライン講習会

（主に政府や主要医療機関対象）や、各国の COVID-19 のナショナルガイ
ドラインの評価・改善の依頼を頂きました。
　今後も、日本で培ってきた COVID-19 などの新興再興感染症の臨床マ
ネージメントや感染管理の医療技術を研修や教育を通じて国際展開し、各
国のガイドライン策定や改訂に貢献し、対象国の感染症分野における公
衆衛生・医療水準の向上に貢献できるよう努めていきたいと考えています。

展開推進事業としての将来の事業計画

1．対象地域・国における感染症分野の公衆衛⽣・医療⽔準の向上
• 本事業は、WHO⻄太平洋地域内における新興再興感染症、特に
COVID-19の臨床マネージメントや感染管理のキャパシティ向上、⼈
材育成、アウトブレイク対策の改善に寄与したと考えられた。

• しかし、これらの地域における感染症対策は⽇本と⽐べると不⼗分
であり、継続的な⽇本の医療技術の展開が必要と考えられる。

• 実際に、2021年3⽉以降もWHO⻄太平洋地域事務局からの依頼で、
カンボジア、ラオス、モンゴルにおけるCOVID-19の臨床マネージメ
ントや感染管理（特に隔離解除のタイミング）の改善のためのオン
ライン講習会（主に政府や主要医療機関対象）や、各国のCOVID-19
のナショナルガイドラインの評価・改善の依頼が来ている。

• 今後も、⽇本で培ってきたCOVID-19などの新興再興感染症の臨床マ
ネージメントや感染管理の医療技術を研修や教育を通じて国際展開
し、各国のガイドライン策定や改訂に貢献し、対象国の感染症分野
における公衆衛⽣・医療⽔準の向上に貢献できるよう努めたい。

12

も達成できたと考えています。

　2020 年度の成果と今後の課題です。2020 年度は、COVID-19 の影響
で渡航困難となりオンラインでの研修が主な活動になりましたが、一方
でオンラインでの研修や教育の方法を確立することができました。特に、
医療資源が限られている国や地域における COVID-19 の具体的なニーズ
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　インドネシアにおける、薬剤耐性（AMR）対策はまだ発展途上であり、国の中心的な役割を担うスリアンティ・サロッ
ソ感染症病院 (SSIDH) であっても抗菌薬適正使用委員会の発足は 2017 年からである。院内のサーベイランス体制が十
分構築されていないため、カテーテル関連血流感染症などの院内感染症の発生率が不明であった。しかし薬剤耐性菌の
検出頻度は非常に高く、院内感染の原因となるアシネトバクターの 65％がカルバペネム耐性である状況は、大きな問題
であった。抗菌薬の不適切な使用は多剤耐性菌による人口呼吸器関連肺炎 (VAP) の危険因子であり、院内感染対策と並
行して抗菌薬利用使用状況や薬剤耐性 (AMR) に関するモニタリング・評価能力の強化が必要であった。また、口腔ケア
は VAP の予防を期待できるため、院内感染対策の一部として質を向上すべきと考えた。
　世界的な COVID-19 の流行により、国の感染症リファレンスセンターである NCGM、SSIDH は通常とは異なる体制で
診療を実施している。そのため計画してた上記内容から COVID-19 に対する感染対策の強化へと計画を変更した。
【事業の目的】

　抗菌薬適正使用プログラムを効果的に実施するための血流関連感染症サーベイランスを構築する。またサーベイラン
ス構築に欠かせない血液培養の採取プロセスについての研修、更に手技などの研修および院内での普及を進めることで、
インドネシアにおける院内感染対策上の口腔ケアの重要性についての認識を上昇させる。
　COVID-19 の流行により、COVID-19 に対する感染対策の強化へと計画を変更した。
【研修目標】

•	 口腔ケアの正しい技術の普及が必要である。
•	 院内感染対策と抗菌薬適正使用のためのサーベイランス、口腔ケア研修を行う。
•	 院内感染症の大きな割合を占めるカテーテル関連血流感染症のサーベイランスを構築する。口腔ケアを実施し、重

要性に関してインドネシア保健省への提言を行う。

2.　薬剤耐性（AMR）に対するインドネシアの実情に則した
       院内感染対策（IPC）と抗菌薬適正使用プログラム（ASP）
       研修による人材育成事業　　
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター
（NCGM）

スリアンティ・サロッソ
感染症病院

（ジャカルタ）連携

SARAYA（大阪府東住吉区）
SUNSTAR（大阪府高槻市）

保健省

所管

制度の改善
構築の提案

専門家派遣

研修生受入

専門家派遣

新潟大学
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　本事業は、国際感染症センター (DCC) が実施主体となり、薬剤耐性
に対する院内感染対策の徹底、抗菌剤適正使用プログラムを効果的に実
施するための血流関連感染症サーベイランス構築及び研修を通して抗菌
薬の適正な使用ができる人材の育成を目指し、インドネシアのスリアン
ティ・サロッソ感染症病院を対象として昨年度（2019 年度）より実施
しております。スリアンティ・サロッソ感染症病院はインドネシアの
感染症対策において中心的な役割を担う病院ですが、院内のサーベイ
ランス体制が不十分であったため、院内感染症の発生率が不明であり
ました。一方、薬剤耐性菌の検出頻度は非常に高く、院内感染の原因
となるアシネトバクターの 65％がカルバペネム耐性である状況は、大
きな問題でした。スリアンティ・サロッソ感染症病院と DCC とは本事
業前より別研究を通して関係性を構築しており、院内のこの様な状況
を憂慮していたスリアンティ・サロッソ感染症病院の感染症研究部部
長の Dr. Lisdawati、及び抗菌薬適正使用委員会委員長の Dr. Firmansyah
から本事業の協力要請を受け、本事業を実施することとなりました。本
年度は事業の 2 年目として引き続き薬剤耐性に対する対策をスリアン
ティ・サロッソ感染症病院にて行う予定で準備を進めておりましたが、
COVID-19 の世界的な流行により、当初の計画通り事業を進めることが
困難となったため、本事業は COVID-19 に対する感染対策の強化へと計
画を変更することを余儀なくされました。
　当初の計画の実施体制としては、昨年度に引き続き、院内感染対策と
抗菌薬適正使用のためのサーベイランスの研修に加え、院内感染対策上
重要となる口腔ケアの研修を実施する予定でした。そのため、国立国際
医療研究センター（NCGM）が口腔ケアに関する国際協力について豊富

な経験を有する新潟大学と協力してスリアンティ・サロッソ感染症病院
に対して研修を行うという実施体制を考えていました。衛生対策に強い
SARAYA と口腔ケアに強い SUNSTAR という二つの企業からの協力も昨
年度に引き続き得られる予定でありました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

オンラ
インミー
ティング
（1日、
NCGM
から3名
SSIDHｋ
ら3名）

NCGM
の
COVID-
19に対
する取
り組み
の共有
（3月）

1年間の事業内容

4

　COVID-19 の流行により、NCGM とスリアンティ・サロッソ感染症病
院ともに診療に手を取られることとなり、本事業の進捗が滞る結果と
なってしまいました。結果、2020 年 10 月にオンラインミーティング
にて日本及びインドネシアにおける COVID-19 への国及び院内での対
策状況に関して意見交換を行い、2021 年 3 月には COVID-19 に対する
NCGM での院内での対応、特に治療方針、治験対応等をまとめたスラ
イドをスリアンティ・サロッソ感染症病院と共有しました。

　アウトプットとしてオンラインミーティングとスライド共有を通し
て、COVID-19 に特化した感染症対策に関する技術指導、治療方針、治
験対応への知識共有、検査方法の技術を行いました。当初実施予定して
いた口腔ケアについての技術供与は COVID-19 の状況から実施すること

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な
数値を記載）

インドネシア語スライドによる
1）感染対策に関する技術指導
2）治療方針、治験対応への知識共有
3）検査方法の技術指導
4）口腔ケアについての技術供与

1）研修後、患者に対する口腔ケア
の実施

2)研修によって得られた検査の知
識を用いた、COVID-19に対する新
たな感染対策の実施

1）COVID-19に対する感染対策の
キャパシティビルディング
2）口腔ケアのインドネシア全土へ
の普及、および口腔ケアで使用
するスポンジブラシの普及

3）院内感染対策（COVID-19対応、
口腔ケアなど）に関するインドネ
シア保健省への提言

実施後の結果（具体的な
数値を記載）

英語スライドによる
1）感染対策に関する技術指導
2）治療方針、治験対応への知識共有
3）検査方法の技術指導
4）口腔ケアについての技術供与（未実
施）

2)研修によって得られた検査の知
識を用いた、COVID-19に対する新
たな感染対策の実施（未確認）

1）インドネシアにおけるCOVID-19
に対する感染対策のキャパシティ
ビルディング（未確認）

5

ができませんでした。今後アウトカムとして共有された知識がスリアン
ティ・サロッソ感染症病院において実施されること、更に、インドネシ
アにおける COVID-19 に対する感染対策のキャパシティビルディングに
繋がっていくことを期待しています。
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　既に述べた通り、世界的な COVID-19 の流行により、当初計画してい
た内容を大幅に変更することとなった。インドネシア・日本間での往来
が難しくなったことで、インドネシアでの研修実施は困難となり、オン
ラインベースの検収に切り替えることとしたものの、NCGM、スリアン
ティ・サロッソ感染症病院ともに国の感染症リファレンスセンターであ
り、COVID-19 のため通常とは異なる体制で診療を行っている中でお互
いの時間を調整して準備のためのミーティングを設定することもさえも
困難な状態でありました。10 月のオンラインミーティングではオンラ
インセミナーの計画を立てたものの、両国再度感染状況が悪化し、現時
点では開催には至っていない状況です。
　両国の COVID-19 流行状況およびそれに伴う施設負担が読めない状況
であり、渡航制限が続く可能性が高いため来年度の展開事業の継続は困
難であると判断しました。今後もスリアンティ・サロッソ感染症病院と
は情報交換を続け、COVID-19 がコントロールされインドネシアへの渡
航が可能となり、スリアンティ・サロッソ感染症病院の事業参加が可能
となった際には再度本事業で計画していた薬剤耐性対策を再開するつも
りです。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

世界的なCOVID-19の流行により、当初計画していた内容を大幅に変更せざるを得な
くなった。インドネシア・日本間での往来が難しくなり、血液培養の採取プロセスや口腔
ケアに関する研修を実施することが困難となった。状況を鑑み、COVID-19に対する感
染対策の強化へと内容を変更し、オンラインベースでの研修へと切り替えることとした。
しかしながら、NCGM、SSIDH共に国の感染症リファレンスセンターであり、COVID-19

のため通常とは異なる体制で診療を行っており、お互いの時間を調整して準備のため
のミーティングを設定することもさえも困難な状態であった。10月にCOVID-19に対す
る国や病院内での取り組みに関してオンライン上で意見交換を行い、オンラインセミ
ナーの計画を立てたが、両国再度感染状況が悪化し、開催には至っていない。

両国のCOVID-19流行状況およびそれに伴う施設負担が読めない状況であり、渡航制限が
続く可能性が高いため来年度の展開事業の継続は困難であると判断した。ただ今後もオン
ラインセミナーやカンファレンスによって両国の状況を共有しつつ、日本におけるCOVID-19
に対する対策の提供を続ける方針である。COVID-19がコントロールされインドネシアへの
渡航が可能となり、SSIDHの事業参加が可能となった際には再度本事業で計画していた薬

剤耐性対策を再開する予定である。

6
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　COVID-19 流行時、医療機関を受診した疑い例・確定例への対応以外に、感染管理を行いながら通常診療を継続する
こと、人材をはじめとする限られたリソースの活用など、病院管理およびそのための行政の支援が感染制御の鍵となる。
今回対象とするベトナムを始め、国際医療協力局がこれまで支援を継続してきた国々、また日本が保健分野に関する協
力覚書を交わしている国々から、日本の感染管理および病院管理について学びたいという声が上がっている。今回研
修を実施したバックマイ病院は保健省直下の医療機関であり、周辺機関への支援・指導機関であり、ベトナムにおける
COVID-19 対応の中心的な役割を担う医療機関となっている。
【事業の目的】

　日本で COVID-19 の受け入れを積極的に行いかつ院内感染を起こさずに対応を継続している NCGM の病院管理と院内
感染対策をベトナムをはじめとする日本のモデルを学びたいというニーズのある国々へ、ビデオ研修を通じて指導を行
い、各施設の COVID-19 対策および院内感染対策が改善する。
　COVID 対策としての院内感染対策とともに COVID 患者を受け入れながらの通常の診療への対応策を学び、地域の基
幹病院としてのサービスを維持・発展する。
【研修目標】

•	 研修受講者の各医療機関における COVID-19 対応のためにより病院管理および感染管理の対応が見直される。 

3.　COVID-19 患者受け入れ機関における院内感染対策
　   および病院管理事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター
（NCGM）

バックマイ病院
関連の省病院

連携

厚生労働省

ベトナム保健省医療サービス局
（ハノイ）

所管

オンライン研修
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　COVID-19 患者受け入れ機関における院内感染対策および病院管理 の
事業に関して報告致します。当事業は国立国際医療研究センターの国際
医療協力局が主体となり、ベトナム国で実施いたしました。対象医療技
術は COVID-19 ないし感染管理になります。
　事業背景と致しましては、COVID-19 流行時、医療機関を受診した疑
い例・確定例への対応以外に、感染管理を行いながら通常診療を継続す
ること、人材をはじめとする限られたリソースの活用など、病院管理お
よびそのための行政の支援が感染制御の鍵となります。今回対象とする
ベトナムを始め、国際医療協力局がこれまで支援を継続してきた国々、
また日本が保健分野に関する協力覚書を交わしている国々から、日本の
感染管理および病院管理について学びたいという声が上がっています。
今回研修を実施したバックマイ病院は保健省直下の医療機関であり、周
辺機関への支援・指導機関であり、ベトナムにおける COVID-19 対応の
中心的な役割を担う医療機関となっています。
　事業目的は 2 点です。1 点目は、日本で COVID-19 の受け入れを積極
的に行いかつ院内感染を起こさずに対応を継続している NCGM の病院
管理と院内感染対策を、ベトナムをはじめとする日本のモデルを学びた
いというニーズのある国々へ、ビデオ研修を通じて指導を行い、各施設
の COVID-19 対策および院内感染対策が改善することです。2 点目は、
COVID 対策としての院内感染対策とともに COVID 患者を受け入れなが
らの通常の診療への対応策を学び、地域の基幹病院としてのサービスを
維持・発展することです。
　実施体制です。当院は厚生労働省と連携しており、バックマイ病院は
先ほどのスライドで述べた通り、保健省直下の病院であり、ベトナム保
健省医療サービス局と密接な関係にあります。本事業はオンライン研修
を通じて、医療技術の移転を行いました。研修目標は、研修受講者の各
医療機関における COVID-19 対応のために、病院管理および感染管理の
対応が見直されることです。

1年間の事業内容

4

活 動 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉ 9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉

A. 現地とオンライン
で研修ニーズの確
認、研修受講者の
選定など

B. オンライン研修パッ
ケージの作成

C. オンライン研修の実
施、評価

• 遠隔システムを用いた準備会合（2回）
• 継続的なメールベースの連絡調整

• 23項目の講義資料教材作成
• 各種動画翻訳
（日→英、越、仏、その他）

• 遠隔システムを用いた研修を実施（1月14日）
• ベトナムのバクマイ病院から70名参加
• 終了後アンケート評価及び関連資料閲覧配布

　1 年間の事業内容です。本事業は追加募集の事業のため、10 月より
事業が開始しました。10 月から 1 月にかけて、遠隔システムを用いた
準備会合及び継続的なメールベースの連絡調整を行い、現地の研修ニー
ズの確認や、研修受講者の選定等を行いました。バックマイ病院には、
国際医療協力局の現地スタッフがいるため、彼らを通じて頻繁にバッ
クマイ病院の研修担当者と連絡を取り合うことが可能でした。そして、
10 月から平行してオンライン研修用の教材パッケージを作成しました。
NCGM は COVID-19 対応および感染管理に関して、様々な部門が実施し
ています。そのため、様々な科がどのような対応をおこなったかを講義
形式の動画として作成しました。また本来であれば、当院に来院して現
場を見て戴くことが一番勉強になるのですが、今回はそれがかないませ
んので、代わりに当院内を実際に視察したかのような、院内ツアー形式
の動画を、他展開推進事業と協力して作成し、そちらも教材パッケージ
として使用しました。作成した講義は、越語のみならず英語や仏語、モ
ンゴル語に一部翻訳致しました。本事業は今年度に全ての教材を使用す
ることは、時間的制約のためかないませんでしたが、来年度以降に使用
する予定です。また、先に申し上げた通り、NCGM での COVID-19 対応
は他国からの要望の高い医療技術支援であり、実際に他展開推進事業で
も、この教材を使用して戴きました。オンライン研修実施は 2021 年 1

月 14 日に遠隔システムを用いて実施し、管理者を主体としてバックマ
イ病院から 70 名参加しました。時間の制約上実施できなかった教材の
一部は、期間限定でオンラインで学習できるように URL を共有しまし
た。終了後にアンケートを実施し、今回の研修を振り返るとともに、作
成した教材パッケージのうち今回使用できなかったものの、授業に興味
があるものを伺い、今後のニーズも確認しました。

　実際に研修を実施している風景です。講義内容としましては、日本の
COVID-19 感染拡大防止のための取り組みや NCGM での COVID-19 の取
り組み、NCGM が COVID-19 対策としてとった病院運営のみならず、バッ
クマイ病院での COVID-19 の取り組みを相手側より講義していただき、
双方の実際に対応に当たった方が、質疑応答を行うことで、意見交換を
行いました。研修開始時には少しオンライン環境の影響か、繋がること
に時間がかかりましたが、講義をあらかじめ翻訳した言語で作成してい
たため、動画配信は同時翻訳よりも時間的節約が出来て、かつ相手国側
で放映出来るので、ネット回線の影響を受けにくかったです。

写真

事業内容がわかりやすく示されている写真を掲載して下さい。

5
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　本年度の成果指標とその結果です。アウトプット指標に関しましては、
オンライン研修で 4 病院から 40 名が参加することを目標とあげていま
した。結果としましては、バックマイ病院側の希望もあり、今回はバッ
クマイ病院の参加者のみとなりましたが、70 名に参加して戴きました。
アウトカム指標に関しましては、研修で学んだ内容が更に研修後院内で
研修されることをあげましたが、これに関しては 2021 年 1 月に実施し

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な
数値を記載）

①オンライン研修受講者数（4病院40名） ①研修で学んだ病院管理、
感染管理に関して、研修後
院内で行われた研修数（実
施数、参加者数） （目標：各
病院で少なくとも1回、参加
者20名）

①DOHAを通じてベトナム国内で関
連研修が行われる。

②本研修の内容が病院
管理のガイドラインに導入
される。

実施後の結果（具体的な
数値を記載）

①オンライン研修受講者数（1病院、70名） ①未達成
（報告なし）
※ERより資料提供の依頼あり

①②ともに未達成（報告なし）

6

たこともあり、現時点での報告はありません。一方で、例えば救急科よ
り科内で研修内容を共有したいということで資料共有の依頼がありまし
た。一定の研修後の院内での広がりがあることが推測されています。イ
ンパクト指標として、DOHA を通じた国内での関連研修及び、病院管
理のガイドラインへの研修で学んだ技術の収載が挙げられましたが、こ
ちらも未達成です。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数
→なし

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数
→なし

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）
→70名

• 日本で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数
→0名

• 相手国で講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数
→0名

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数
→70名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）
→2400万人
（バクマイ病院が中心となり医療サービスを提供するベトナム北部31省の人口）＊

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

＊：JICAベトナム社会主義共和国バックマイ病院プロジェクト終了時評価報告書（2004)参照
https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/11781408_01.pdf

　今年度の相手国への事業インパクトに関する報告です。今年度の研修
における直接的な医療技術・機器の国際展開における事業インパクトは
まだありません。一方、健康向上における事業インパクトは、事業で育
成した保健医療従事者の延べ数が 70 名と、当初の計画より多くの方に
参加していただけました。来日して直接 NCGM の院内活動をみて戴く
ことは、COVID-19 の流行下では困難となりましたが、遠隔システムを
用いた講義を行うことで、より多くの医療従事者にアプローチする機会
を得られました。バックマイ病院はベトナム北部の医療サービスの中心
となる病院であり、COVID-19 の治療において重要な役割を担う病院で
あることを考えると、多くの裨益人口が期待されます。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

• 教材作成：COVID-19に対するNCGMの取り組みや感染症対策をまとめた各
種教材の作成した
ü 他事業と連携することで複数内容に関する資料教材（32項目）を作成し、
多言語（越・英・仏・他）に翻訳した

ü 動画の教材があるため、オンデマンド教材として使用することが出来る
ü 来年度以降も適宜更新しながら、平時の感染症対策とCOVID-19のよう
な有事の対応に関する教訓の学びを共有する教材として使用すること
が出来る

• 研修実施：2021年1月14日にバクマイ病院の70名に対してCOVID-19研修を
実施
ü COVID-19に対する日越の取り組みの共有・意見交換が出来た

• 研修内容を相談する相手（例：教育研修部部長）と実際に受講する相手（例：
看護師長）の間に興味の乖離があるため、実際に研修を受講する人のニーズ
に合致しない可能性がある
→今後の方針として、今回の研修参加者へのアンケートを参考にして、研修
員のニーズを把握し、ニーズに合致した研修を実施する予定である

• 本年度、オンラインで使用できる動画教材を複数言語・トピックを作成したが、
半日研修で実際に使用出来なかった言語・トピックがある
→来年度以降も申請予定で、引き続きアップデートして活用予定である

8

　これまでの成果と今後の課題です。今年度の成果として大きなものは、
COVID-19 に対する NCGM の取り組みや感染症対策をまとめた各種教材
を作成したことです。多事業と連携して作成することで、多岐にわたる
資料教材を作成することができ、また多言語に翻訳しました。来年度以
降も様々な国のニーズに応じて、教材を使用することが可能です。これ
らの資料の主要物は動画教材ですので、オンデマンド教材として使用す
ることが出来ます。来年度以降も適宜更新しながら、平時の感染症対
策と COVID-19 のような有事の対応に関する教訓の学びを共有するため
に、この教材を使用できます。今年度は 2021 年 1 月 14 日にバックマ
イ病院で研修を実施しました。70 名の管理職の医療従事者中心に参加
していただき、双方の COVID-19 に関する取り組みを共有、意見交換出
来ました。
　今後の課題としまして、研修内容を相談する相手と実際に研修に参加
する受講生で、関心事が異なる場合を考慮しようと思います。例えば、
本研修は教育研修部の部長を中心に、研修内容を検討しました。実施後
のアンケートでは、本研修への満足度は高かったのですが、実際に受講
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した看護師を中心とした方々からのフィードバックでは、今回の研修教
材パッケージの中の、別の教材に対する関心も高かったので、次回研修
実施時には、今回の研修のフィードバックを検討して、より参加者のニー
ズに合致した研修内容にしようと思います。
　また、本年度様々なトピック・言語での教材を作成しましたが、ベト
ナムの半日研修では使用できなかった教材もあります。来年度以降も展
開事業に申請予定であり、引き続きバックマイ病院のニーズにこたえる
とともに、NCGM と関係のある他国での依頼にも応えていきたいと思
います。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながるように事業の展
望を具体的に描いてください（自由形式）。

医療技術のベトナムへの定着の展望：
1. COVID-19研修実施した

バックマイ病院での管理者中心に実施済

2. 研修で学んだ知識が実施病院および下位病院で普及する
研修を実施した病院内で、COVID-19およびその他感染症に対する病院管理、そのための体制整備、臨床現場における院
内感染対策が見直される

3. 研修で学んだ知識が更なる研修で普及する
既存の各病院間のネットワークや病院間の指導システム（DOHA）を通して学んだ知識が全国的に波及する
現地予算での持続的な感染症対策の研修実施される

4. 国家のマニュアル・ガイドラインに研修で学んだ知識が取り込まれる

5. 技能により質の高い医療を受けられる人が増える

6. 対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献する

医療技術の他国への拡大の展望：
1. 本事業で院内感染対策を含むCOVID-19対策に関する当院の対応をまとめた教材が作成された

複数言語で作成済。動画あり。

2. アジア・アフリカの同様の課題と研修ニーズを抱える国への研修を実施し、他国に波及する
オンデマンドでの情報共有も可能である。

9

赤：実施済み
青：展望

　 今 後 の 事 業 の イ ン パ ク ト を 記 載 い た し ま す。 今 年 度 作 成 し た
COVID-19 教材パッケージを使用した研修で、垂直的展開と水平的展開
を期待しています。
　まず、ベトナムにおいては、COVID-19 研修をバックマイ病院の管理
者中心に実施しました。既に参加者より所属科への資料共有の依頼があ
りましたが、今後学んだ知識がバックマイ病院内で普及し、適切な感染
対策が実施されることが見込まれます。さらに、バックマイ病院がベト
ナムの下位病院を指導する役割を担っていることから、ベトナムにある
既存の DOHA システムを通じて、知識が下位病院に、更にはベトナム
保健省と繋がりの強い病院であることから、全国的に波及することが期
待されます。継続的な感染症対策の研修が実施され、国家マニュアルに
適切な技術が取り込まれ、質の高い医療を受けられる人が増え、ベトナ
ムの公衆衛生の向上に貢献することが期待されます。水平的展開としま
しては、本年度はベトナムのみで研修を実施しましたが、他国からの感
染症対策及び COVID-19 に関する研修のニーズもありますので、他国に
も本年度作成した教材を更新して使用することで、更に日本の医療技術
が拡がることが期待されます。
　これで R2 年度当事業の報告を終わります。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ミャンマーでは医療事情の改善により抗菌薬へのアクセスについても改善してきている。
　一方、不適切な抗菌薬の使用による AMR が課題となっており、感染症の診断・治療において重要な細菌検査の精度
管理、質の向上が求められている。
　ミャンマーでも、国家薬剤耐性対策行動計画が策定されており、サーベイランスと、抗微生物剤の適正使用は、重点
課題と認識されている。 
【事業の目的】

　細菌検査の精度管理およびサーベイランスの分析・活用についての研修を実施するとともに、抗微生物剤の適正使用
に関する教育セミナーを開催する。
　また、国立保健衛生研究所を通じて、基幹病院の細菌検査の精度・質が向上することにより、AMR サーベイランス能
力が向上するとともに、患者への抗微生物剤適正使用に貢献し、AMR 対策に裨益することを目的とする
【研修目標】

•	 ミャンマー国における微生物検査の検査技術を向上する
•	 AMR サーベイランスを強化する
•	 サーベイランスから得られたデータに基づき、抗生物質の適切な使用を促進する

4.　ミャンマー国における薬剤耐性（AMR）
　   サーベイランスと抗微生物剤適正使用の強化事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター
（NCGM）

国際医療協力局

国立衛生研究所
（ヤンゴン）

研修実施への協力

保健スポーツ省
（ネピドー）

総合病院のラボ
（ミャンマー各地）

報告

研修実施

日本医療検査科学会

精度の改善
構築の提案

所管

研修生の選出・
受け入れ 所管

監督・指導



131

　　

　
　
V
　
感
染
症
対
策

　ミャンマー国における薬剤耐性（AMR）サーベイランスと抗微生物
剤適性使用（AMS) の強化事業についてご報告いたします。
　本事業は今年度が初年度の事業です。これまで、ミャンマー国には
JICA や国際展開推進事業を通じて様々な支援が行われており、その支
援により、医療状況も徐々に改善されてきている現状があります。
　その一方で、抗菌薬へのアクセスが改善したことによる不適切な抗生
剤の使用による AMR が課題となっており、感染症の診断・治療におい
て重要な細菌検査の精度管理や質の向上が求められています。
　2015 年 5 月の世界保健総会では、薬剤耐性に関する世界行動計画が
採択され、加盟各国は 2 年以内に薬剤耐性に関する国家行動計画を策
定することを求められた。これを受け、日本政府も 2016 年 4 月に国家
薬剤耐性対策行動計画 2016-2020 が策定されました。
　その骨子は、世界行動計画にもとづいて、(1) 普及啓発、(2) サーベイ
ランス、(3) 感染予防、(4) 抗微生物剤の適正使用、(5) 研究開発・創薬、
という構成となっていますが、(6) 国際協力、が加えられている点が特
色です。
　ミャンマーでも、同様の骨子で、国家薬剤耐性対策行動計画が策定さ
れており、(2) サーベイランスと、(4) 抗微生物剤の適正使用は、重点課
題と認識されています。
　初年度の実施体制としてはこちらに示した通りです。日本国内の関係
機関としては国立国際医療研究センター（NCGM）が日本検査科学会の
協力を得ながら微生物検査に関する研修教材を作成しました。
　ミャンマーでは保健スポーツ省の所管である国立衛生研究所を中心と
し、各地の総合病院のラボと連携を図り、所属する医師や検査技師を対
象とした研修を実施しました。
　研修は、①ミャンマー国における微生物検査の検査技術を向上する。
② AMR サーベイランスを強化する。③サーベイランスから得られたデー
タに基づき、抗生物質の適切な使用を促進することを目標として掲げま
した。

　年間の事業スケジュールはこちらです。当初は現地渡航し現地の状況
を視察した上で本邦研修を行う予定としていましたが、COVID-19 の影
響により渡航や本邦研修の予定を変更せざるを得ませんでした。そのた
め、4 月 -5 月にかけては日本人関係者で事業方針をオンラインミーティ
ングで検討確認し、6 月 -9 月にかけてはミャンマーの NHL とオンライ
ンミーティングをつなぎ、ニーズの確認や研修内容の検討を重ねました。
　その後 10 月 -12 月にかけ、ミャンマー国内では日本以上に COVID-19
の流行が拡大していましたが、感染拡大への対応を行う中、研修生の選
出など本事業の研修実施に向け協力を得ることができました。
　日本側ではオンライン研修の研修教材を日本医療検査科学会が中心と
なり作成しました。
　2021 年の 1 月 15 日にオンライン研修の開講式を実施し、1 カ月間オ
ンデマンド研修を開講しました。しかし、２月１日にミャンマーで軍事
クーデターが発生したことにより、情勢が悪化し、インターネット通信
の制限等が発生しました。そのため、２月末日までオンデマンド研修の
開講を延長し対応しました。

年年間間のの事事業業内内容容

4⽉ー５⽉

事業⽅針検討

６⽉−９⽉

・研修内容検討
（NHLとの協議）

・ミャンマーのニー
ズを確認

１０⽉−１２⽉

・研修教材準備

・研修⽣選出

2021年１⽉−２⽉

オンライン研修開講
COVID-19の影響
により渡航・研
修予定を変更

ミャンマーの
COVID-19の流⾏

拡⼤

ミャンマーでの軍事
クーデター

　今回のオンデマンド研修は Learning Management System（LMS) の
Moodle を使用しました。
　微生物検査に関する内容の講義を Lecture １〜８に分け、１講義がお
よそ 10 分〜 15 分程度の内容となるようにしました。資料中の青い表
が今回の研修カリキュラムです。
　全ての講義終了後には、各講義のポイントを反映したポストテストを
全 11 問作成しました。
　講義資料は全て英語で作成し、パワーポイントの資料を動画にして配
信しました。その際ナレーションは英語にし、話す速度を通常の 0.8 倍
速に設定したのですが、研修生からはナレーションが早すぎるとの意見
があったため、トランスクリプトを作成し Moodle 上でダウンロードが
できるように対応しました。
　今回の研修資料とポストテストは日本医療検査科学会の協力を得て作
成しました。ミャンマーの研修生はオンデマンド研修上では講師の先生
方の顔を見ることができないため、日本の講師の方々とミャンマーの研
修生との間で少しでも顔が見えるようにと教材編集委員のメンバーの皆
さんを顔写真付きで紹介する資料を作成していただきました。

オオンンデデママンンドド研研修修
• Moodleを活⽤したオンデマンド研修の実施

講義 内容
Lecture1 Phenotypic and Genotypic testing of CRE

Lecture2 Phenotypic and Genotypic testing of MRSA

Lecture3 Phenotypic and Genotypic testing of ESBL

Lecture4 Drug Sensitivity Testing (Disk diffusion, Broth microdilution, E-test ）
Lecture5 Drug Sensitivity Testing（MIC determination)

Lecture6 Proper handling and storage of ATCC

Lecture7 Fastidious organisms

Lecture8 Identification of different types of E. coli

Post test Post test 全11問

講義資料

動画講義のトランスクリプト

Katsunori Yanagihara, MD., Ph.D.

Professor and Chairman, Department of 
Laboratory Medicine, Nagasaki University 
Graduate School of Biomedical Sciences

Head of Laboratory Medicine, Nagasaki 
University Hospital

Satoshi Takahashi, MD., Ph.D.

Professor, Department of 
Infection Control & Laboratory
Medicine, Saporo Medical 
University School of Medicine

Miki Nagao, MD., Ph.D.

Professor, Department of 
Clinical Laboratory Medicine, 
Kyoto University Graduate 
School of Medicine

Masahiro Toyokawa, Ph.D.

Professor, Department of 
Clinical Laboratory Sciences, 
School of Health Sciences, 
Fukushima Medical University

Tatsuya Nakamura, Ph.D.

Associate Professor, Faculty 
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⽇本医療検査科学会の研修
教材編集委員会のメンバー

オオンンデデママンンドド研研修修：：開開講講式式

ミャンマーNHL
での開講式の様⼦

⽇本・ミャンマー
の関係者がZoom
開講式に参加

　今回、さらに両国の顔が見えるような関係を構築するための工夫とし
て、オンデマンド研修を実施する前に開講式を開催しました。
　開講式には日本からは日本医療検査科学会の関係者、NCGM 関係者
が参加し、ミャンマーからは NHL 関係者と研修生約 50 名が Zoom ミー
ティングに参加しました。
　式中には、NHL 所長より、今回の研修に対する思いと、今後の展望
そして「研修をしっかり受けて頑張ってほしい」と研修生を鼓舞するコ
メントをいただきました。
　ミャンマーの研修生からは研修に対する意気込みを聞くことができま
した。
　開講式を受け、日本の関係者からは、オンラインであっても開講式を
開催したことでミャンマーの研修生のやる気が伝わってきたとコメント
がありました。
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　今年度の指標がこちらです。中間評価時点で、本邦研修の実施を全て
オンライン研修に変更しました。実施後の結果としては、先に述べた通
り、Moodle を使用したオンライン研修に変更し、1 月 18 日〜 2 月 28
日までの約 1 カ月半開講しました。今年度は研修内容を微生物検査に
関する内容に焦点を当て研修カリキュラムを作成しています。
　アウトプット指標の結果ですが、研修参加者は全体で 52 名。そのうち、
コアとなる NHL からの研修参加者数は 11 名、その他の医療施設からの

研修内容 アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画

1) 本邦研修
細菌検査の精度管理および薬剤
耐性サーベランスシステム

２）現地シンポジウム
細菌検査の精度管理および薬剤
耐性サーベランス情報にもとづく
抗菌薬適正使用推進

１）政府高官（保健省AMRセン
ター、感染制御部門、医療安全
部門）の参加数

２）現地シンポジウムへの参加者
数

１）薬剤耐性サーベイランスシス
テムを導入し、サーベイランス
データを国立衛生研究所へ報告
した施設数

２）細菌学検査の外部精度管理
システムに参加し、結果を国立衛
生研究所へ報告をした施設数

１）ミャンマー国において細菌
学検査にかかる精度管理に
関するガイドラインが導入され
る

２）ミャンマー国において薬剤
耐性（AMR）サーベイランスレ
ポートが発行される

実施前の計画
（修正後）

1) 本邦研修
細菌検査の精度管理および薬剤
耐性サーベランスシステム
今年度は中止。オンライン研修の
実施で代替

２）オンライン研修
細菌検査の精度管理および薬剤
耐性サーベランス情報にもとづく
抗菌薬適正使用推進
9月：研修内容、対象者決定

１）国立衛生研究所（NHL）の参
加数
オンライン研修の参加者数から
代替

２）オンライン研修への参加者数
10月-12月：教材、資料作成
１−２月：オンライン研修実施

１）薬剤耐性サーベイランスシス
テムを導入し、サーベイランス
データを国立衛生研究所へ報告
した施設数

２）細菌学検査の外部精度管理
システムに参加し、結果を国立衛
生研究所へ報告をした施設数

１）ミャンマー国において細菌
学検査にかかる精度管理に
関するガイドラインが導入され
る

２）ミャンマー国において薬剤
耐性（AMR）サーベイランスレ
ポートが発行される

実施後の結果

１）２）本邦研修
Moodleを使用したオンライン研修
に変更。

内容：微生物検査に関する講義
期間：１月１８日〜２月２８日まで
実施した。
使用言語：英語

１）NHLからの参加者数：11名
２）ミャンマー全土の微生物医師・
臨床検査技師の参加
参加者：41名
研修全体の参加者：52名
※２月１日に発生した軍事クーデ
ターの影響でポポスストトテテスストトままでで終終
了了ししたた研研修修生生はは全全体体のの7700％％

今年度の活動を基盤とし、今後
の指標達成を目指していく

今年度の活動を基盤とし、今
後の指標達成を目指していく

参加者は 41 名でした。
　しかしながら、２月１日に軍事クーデターが発生して以降、現地では
インターネット回線の切断等オンデマンド研修にアクセスすること自体
が難しい状況が発生したため、２月末時点でポストテストまで終了した
研修生は全体の 70％となりました。
　アウトカム指標、インパクト指標については、今年度の研修等の活動
を基盤として今後の指標達成を目指していく目標となります。

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト
⚫事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数
日本側とミャンマー側が共同で微生物検査に関する研修カリキュラムを作成し

た。今回研修で使用した教材はミャンマー保健スポーツ省の承認を正式に取得し、
という形でミャンマー国内の医療施設等のラボの責任者が受講した。

健康向上における事業インパクト
⚫事業で育成した保健医療従事者
• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数： 名
⚫期待される事業の裨益人口
研修を受講した各医療施設の微生物医師、臨床検査技師

今年度の相手国への事業インパクト

　今年度の事業インパクトは、まず第一に日本側とミャンマー側が共同
で微生物検査に関する研修カリキュラムを作成したこと。そして、NHL
がミャンマー保健スポーツ省の所管であることから、研修カリキュラム
と研修教材がミャンマー保健スポーツ省の承認を正式に取得したオンデ
マンド研修（e-learning) という形で国内の微生物医師、臨床検査技師
に届けることができたことが挙げられます。そのため、ミャンマー保健
スポーツ省のロゴ入りの研修教材を作成することができました。
　そして、健康向上における事業インパクトとしては、オンデマンド研
修を 52 名が受講したことに加え、オンデマンド研修としたことで、受
講生は主要都市だけではなく、ミャンマー全土の様々な地域から受講が
可能となりました。
　そのため、本研修を受講した各医療施設の微生物医師、臨床検査技師
を中心とし、今後のミャンマー国内への研修の効果の拡がりが期待され
ます。

今年度の成果

• 微生物検査、サーベイランスに関する研修カリキュラム・教材が作成され、
ミャンマー保健スポーツ省の承認のもとオンデマンド研修が実施された。

• オンデマンドコース開始前に開講式を開催し、ミャンマーから研修生、 関係者が
参加した。

• 最終的に 名の研修生がオンデマンド研修を受講した。
• 受験者のうち、合格ラインである 割以上の正答者は 名／ 名であった
（合格率 ％ 。 の平均正答は 問であり、全問正解者もいた。

• 講義に関する研修生からの質問を受け付け、質問回答集を作成し、フィードバックを
行った。

• 講義に関するアンケートでは、９割以上の研修生が質が高く、有益であったと回答し
た。

　今年度の成果としては、先ほども事業インパクトで説明したとおり、今
回の研修カリキュラム・教材はミャンマー保健スポーツ省承認のもとオン
デマンド研修として実施されたことがとても大きな成果であると言えます。
　その他、オンデマンド研修をただ公開し、実施するだけではなく、当
初の予定であれば現地や日本で交流を持つはずだった研修生と講師がオ
ンラインで集う場として開講式を開くことができたことも、今後両国に
とっても大きな経験となりました。
　研修は 52 名が受講し、ポストテストは全体の 70％が受験し、そのう
ち合格ラインの 6 割に達した研修生は受験者のうち 78％でした。研修
生の中には全問正解者もいました。
　今回、講義毎にアンケートを実施しました。アンケートには講師に対
する質問と講義に対する評価を含めました。
　その結果、9 割以上の研修生が講義の質が高く、有益であったと回答
しました。講義に対する質問は後日「質問回答集」を作成し、研修生に
対してフィードバックを行いました。
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　最後に今後の課題について説明いたします。今年度、微生物検査に関
するオンライン研修カリキュラムと研修教材が完成しました。しかし、
今後継続的に研修を実施拡大するためのオンライン研修システムを調整
していく必要があります。併せて、ミャンマー国内の指導者の育成を行
うために、今年度の研修修了生等からコアとなる研修生の育成について
も技術評価を実施しながら進めていく必要があります。
　研修の講義に関して、右図のアンケート結果より、約 17％の研修生
が難易度が高いと感じていることがわかりました。その要因の一つとし
て、今回の研修教材は全て英語で作成され、ナレーションが速すぎると
いう意見が挙げられました。そのため、研修生の理解促進に向け、今後
教材作成の際にはミャンマー語での研修ツールの作成も検討していく必
要があります。
　しかしながら、現在ミャンマー国内の情勢が不安定であり、これら残
された課題に対する支援の時期や方法等は十分に検討していく必要があ
ります。
　最後になりましたが、2 月 1 日以降社会情勢が不安定となる中も、オ
ンデマンド研修を受講している研修生もおり、改めて今回実施した研修
の重要性と、ミャンマーの研修生や関係者の方々の熱意を感じました。
以上です。ありがとうございました。

今後の課題

• 微生物検査に関するオンライン研修教材が完成したが、ミャン
マー国内において今回の研修教材を継続的に実施、拡大するため
のオンライン研修システムの調整が必要である。

• ミャンマー国内での指導者の育成に向けて、技術評価を行うとと
もに、今年度の研修修了生からコアとなる研修生の育成を検討し
ていく必要がある。

• 講義に関するアンケートより、約 ％の研修生が難易度が高いと
感じていた。その背景の つとして動画の英語ナレーションが速
いという意見があったため、 のほか、ミャンマー語で
の研修ツールの作成も検討する必要がある。

• 各講義に対してもっと詳しく説明してほしい項目のリクエストが
寄せられている。

• 現在ミャンマー国内の情勢不安のため、具体的な支援については
十分に検討が必要。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
ミャンマーにおける感染症
•	 MDGs 対象の結核、マラリア、HIV に加え、下気道感染症、下痢症も対策が必要な疾患
•	 COVID-19 感染状況：累計患者数 504 名、死者数 6 名、回復患者数 341 名と発表（2020 年 8 月 26 日保健スポーツ

省発表）
•	 2020 年 3 月 13 日より国民の行動指針を公表、入国者へ 3 週間の施設隔離および 1 週間の自宅待機を要請。
感染症対策
・罹患者の発見に用いる臨床検査の質（精度、正確度）が重要。
・臨床検査： 検査方選択、実施技術、検体採取・搬送、検体前処理、検査後報告までシステマティックな標準化が必須。
　　　　　   偽陽性／偽陰性の結果から疾病対策の効率的な推進ができず社会の混乱を誘引することの回避が必須。
ミャンマーにおける COVID-19 臨床検査
•	 COVID-19 検査はヤンゴンの三次医療施設で検査実施（PCR 法による遺伝子検出と、抗原検査（韓国製試薬））。
•	 海外からの輸入機器および試薬を使用。
　➡ COVID-19 検査の情報および整備、医療施設におけるスタッフの感染対策に対する研修は必須。
　➡臨床検査データ・情報が適宜提供されることにより、機器・試薬の最適な選択が増え、効率的な臨床検査実施が
　　期待される。
日本試薬の導入

・日本製品の情報提供は、対象国において試薬選択肢を提供することができる。
【事業の目的】

　東南アジア諸国における下記事項の達成を目指す。
•	 臨床検査の精度向上と標準化推進による診断精度の向上
•	 国際臨床研究・試験における臨床検査データの有効活用率の改善
•	 日本製医療品の信頼性（ブランド）の確立と導入促進
•	 産官学連携事業の強化
【研修目標】

　緊急ニーズが高い COVID-19 に関する最新の臨床検査情報を臨床診断を合わせて提供する。
•	 遺伝子検出を対象とした PCR 法、LAMP 法と抗原検出、抗体検出の 3 種
•	 各検査試薬をその正確度・精度
•	 検体採取と取り扱い：採取方法、保存、搬送の詳細解説
•	 検査実施に必要な感染管理も併せて紹介
•	  COVID-19 検査日本製品を各社より紹介し、必要情報を提供

5.　ミャンマー国およびアジア諸国における
　    COVID-19 検査の教育研修支援事業
	 	 	 	 一般社団法人 日本医療検査科学会

一般社団法人　　　　　　　　
日本医療検査科学会

University of Medical Technology, 
Yangon

連携・協力

Myanmar Medical Technologists 
Association

Pathology Society, Myanmar
Microbiology Society, Myanmar

日本臨床微生物学会
一般社団法人 日本臨床検査機器 

試薬システム振興協会：
シスメックス、アークレイ、

富士レビオ、東洋紡、
栄研、島津、東ソー

オンライン
研修実施

連携・協力
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　ミャンマーにおける感染症は、MDGs 対象の結核、マラリア、HIV は
もとより、下気道感染症、下痢症も対策が必要な疾患として挙げられて
おり、現在も対策が必要な重要な疾患であり、COVID-19 の感染状況は、
2020 年 8 月 26 日時点で累計患者数 504 名、死者数 6 名、回復患者数
341 名と発表されている（保健スポーツ省）。また、2020 年 3 月 13 日
より国民の行動指針を公表し感染対策に当たっている。今後の医療体制
を考える場合に COVID-19 検査の情報および整備は必須であり、医療施
設におけるスタッフの感染対策に対する研修は必須である。
　感染症対策は、罹患者を発見し適切な治療を行うことで罹患者を減じ
ることができるが、そこで重要となるのが罹患者の発見に用いる臨床検
査の質である。臨床検査は、検査方法の選択と実施技術はもとより、検
体採取・搬送、検体前処理、検査後の報告までシステマティックな標準
化が必須であり、それを行わない限り質の高い検査結果を得ることがで
きないばかりでなく、偽陽性／偽陰性の結果から疾病対策の効率的な推
進ができず社会の混乱を誘引することにもなる。ミャンマーにおける全
ての臨床検査は海外からの輸入する機器および試薬を使用している現状
を考えると、機器・試薬、それにかかる臨床データに関する最新情報が
適宜提供されることにより、機器・試薬の最適な選択が増え、限られた
保健予算、住民の医療費負担の中で効率的な臨床検査実施が期待される。
本事業で対象とする COVID-19 検査は、主にヤンゴンの三次医療施設で
検査が実施されており、2020 年 10 月時点では、PCR 法による遺伝子
検出と、抗原検査（韓国製試薬）の 2 種が導入されている。ミャンマー
の検査試薬は保健省で選定されるが、国内産試薬は無く、輸入試薬・機
器の自国における独自の試薬・機器評価は行われていないため、精度・
正確度に関する正しい情報が必須である。
　現在、ミャンマー、特にヤンゴンは COVID-19 対策に大きな比重を置
いており、日本からの試薬に関する正確な情報提供は、今後の対策にお
いて試薬選択の幅を提供することができる。本年度、対象国へ JCLS か
ら訪問することはできないが、連携している日本臨床検査機器・試薬・
システム振興協会所属の各社は、現地に代理店を持っているため、現地
での詳細なフォローアップも可能となる。
　本事業ではミャンマーの臨床検査の質の向上に寄与するべく、本年度
は緊急性の高い COVID-19 検査に関し研修事業を実施する。その実施に
おいては、当学会が持つ研修コンテンツを翻訳後に利用し、日本におけ
る最新の検査機器・試薬の情報提供を行うことと、対象国地域ごとの医
療施設規模に合わせた基本的な技術の研修も必要に応じて行う。臨床検
査の質の向上は、当該国の医療の質の向上にも寄与する。
　研修の対象は、University of Medical Technology, Yangon(UMTY) を
カウンターパートとして、ミャンマーの Myanmar Pathology Society、
Myanmar Medical Technologists Association、Microbiology Society 会
員から参加者を募った。
　2020 年度の研修内容は、緊急ニーズが高い COVID-19 に関する最新
の臨床検査情報とし、2020 年 9 月に当学会で行われる COVID-19 関連
のセミナー内容を英訳し提供した。また、当学会と同時開催である一般
社団法人　日本臨床検査機器・試薬・システム振興協会から最新機器・
試薬の情報を提供した。
　セミナーは、オンラインライブと録画を合わせた形で、両国の関係を
構築しながら研修を進めた。
　2020 年度の到達目標は、COVID-19 検査のための検査前手順および
検査の正確度・精度の理解、各測定方法の種類と特徴の理解とした。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

⽇本国内
学会開催
➡セミ
ナー動画
収録

英語翻訳動画作成、
現地セミナー調整

準備

セミナー
開催、
VOD視聴
期間設置

活動総括

1年間の事業内容

4

　10 月 30 日に契約が行われた後、セミナー開催のための準備を行った。
　日本国内では、講師５名と随時調整を行いながら、講義英訳を進めた。
同時に日本製検査機器・試薬を 7 社にから紹介するため、各社の英語
紹介ビデオの作製を依頼した。
　ミャンマー側では、UMTY から関連学会に本セミナーの趣旨を説明し
てもらい、参加者の選択、連絡先確認と名簿作成を行った。
　1 月 22 日に Myanmar-Japan On-line COVID-19 seminar 2021 ー The 
latest information of COVID-19 testing, its accuracy and technique を表
題としたオンタイム ZOOM セミナーを開催した。
　1 月 23-31 日には、オンタイムセミナー講義を VOD で公開し、のべ
150 回のビデオ再生があった。

講演内容
1.	 Testing for COVID-19, Professor Dr. YANAGIHARA Katsunori
2.	 COVID-19 Testing Methods -Basic Knowledge Required for an 

Introduction to Testing-, Dr. SASAKI Masakazu
3.	 Basic Techniques for Genetic Testing-Intended for person who 

will be starting genetic testing for the first time-, Dr. WAYARI 
Tomohisa

4.	 Covid-19 Genetic Testing Using Automated Devices, Dr. 
KUROKAWA Masami

5.	 Experience using genetic testing system for COVID-19 infections 
and response to infections, Dr. SATO Yuki

6.	 Current situation and demanding testing on COVID-19 infection 
in Myanmar, Rector, Professor Dr. Aya Aya Khin

7.	 Introduction of testing product from Japan（７社）

　セミナーでは、１つの講演終了時点で内容理解の確認投票を行い
（PRE-TEST)、セミナー終了後に VOD で不明な点を再度視聴した後に、

再度同じ問題に解答してもらい（POST-TEST)、単回講義を効果的に理
解してもらうための工夫を行った。

　セミナー開催概要 /ZOOM セミナー参加者（一部）/ セミナー内投票（一
部）/ ミャンマー側講演スライド（一部）

5
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　1 月 22 日のオンタイム ZOOM セミナーでは、午前の部：124 名、午
後の部：133 名の医師、臨床検査技師、学生から ZOOM へアクセスを
記録した。1 月 23-31 日には、オンタイムセミナー講義を VOD で公開し、
のべ 150 回のビデオ再生があった。セミナー終了後には、web 上で質
問票回答を促し、80 人から以下の回答を得た。

1.	 本セミナーで「COVID-19 検査に関する新しい知識を得たか？」：
YES ＝ 100％、NO ＝ 0

2.	 オンタイムの ZOOM セミナーの分量を評価：多い＝ 16.2％、
丁度良い＝ 83.8％、少ない＝ 0

3.	 VOD セ ミ ナ ー の 分 量 を 評 価： 多 い ＝ 15.5 ％、 丁 度 良 い ＝
83.1％、少ない＝ 1.4％

4.	 セミナー内容の評価：とても満足＝ 42.5％、満足＝ 57.5％、ふ
つう＝ 0、あまり満足していない＝ 0、満足していない＝ 0

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

セミナー参加者：臨床検査技師と医師
50名を予定
・セミナー後に行う質問票による評価に
おいて、参加者の内容理解度が平均
75％が得られる

50％以上のセミナー参加者が、所
属医療施設の下位スタッフへ得ら
れた知見を共有する

ミャンマー国内医療施設で実施さ
れるCOVID-19検査ガイドラインに
研修内容が反映される

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

①セミナー参加者：127名
医師：41名
臨床検査技師：10名
学生等：76名
②VODセミナー再生150回
③講義に対する質問の正答率
講義１：前78％→後92％
講義２：前66％→後90％
講義３：前75％→後85％
講義４：前77％→後93％
講義５：前68％→後93％
④セミナー評価
・COVID-19の新知識取得：100％
・セミナー内容評価：とても満足＝42.5％、満足＝
57.5％
・セミナー総合評価：素晴らしい＝31.3％、とても良い
＝60％、良い＝8.7％

①COVID-19検査を実施している検
査室から責任者のみでなく臨床検
査技師の参加も得られたので、各
施設内でスタッフ同士で理解を深
めた

②シスメックス社、アークレイ社、富

士レビオ社、東洋紡社、栄研社、島
津社、東ソー社の日本製検査機
器・試薬に対し受講者より詳細情
報の送付依頼を合計168件受けた
ので、各社から個別ユーザーに製

品情報やミャンマー国内販売計画
を説明し、日本製品を周知した

①ミャンマー国内で発売されてい

ない日本製検査機器・試薬の発
売の要望を受けた

②本セミナーのような最新検査情
報に関する定期的な勉強会の開
催を希望する声が聞かれ、ミャン

マーにおける日本の臨床検査お
よびJCLSのプレゼンスを示すこと
ができた

6

5.	 セミナーの総合評価：素晴らしい＝ 31.3％、とても良い＝
60％、良い＝ 8.7％、適正＝ 0、あまりよくない＝ 0

　自記式回答では、43 人よりお礼の言葉を得、3 件の質問を受けたの
で回答を作成し参加者全員へ回答を送付した。
　参加７社には合計 168 件の更なる製品情報の送付依頼を受けたので、
各社より個別に対応をした。
　本セミナー参加者からは、日本からの臨床検査に係る研修を継続して
実施を望む声が上がり、日本製検査機器・試薬のミャンマー国内での販
売を希望する声が聞かれた。
　加えて、ミャンマー国内の COVID-19 検査の状況に関して、使用検査機
器および実施施設の詳細な情報を講演で得られたので、各社へ共有した。

　今年度事業は 11 月開始 1 月終了の 3 カ月間という限定された期間で
準備と実施を行ったが、COVID-19 検査という世界が直面している保健
問題に対応した最新の情報を提供できたことにより、セミナー参加者か
らは高い評価が得られた。
　ミャンマー国における検査法選択のワーキンググループメンバーもセ
ミナーに参加があり、日本製品への興味も高かったため、本邦臨床検査
における医療技術・機器の国際展開においては、対象国の医療機器認可

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事
例も記載）

・シスメックス社、アークレイ社、富士レビオ社、東洋紡社、栄研社、島津社、東ソー社の

日本製検査機器・試薬に対し受講者より詳細情報の送付依頼を合計168件受けたので、
各社から個別ユーザーに製品情報やミャンマー国内販売計画を説明し、

日本製品を周知した。

・ミャンマー国内で発売されていない日本製検査機器・試薬の発売の要望を受けた。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

・遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生283名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

・遺伝子検査実施19施設＋抗原検査実施公私立施設65施設

・検査の適切な実施によりミャンマーCOVID-19感染対策が成功する：裨益人口5000万人

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

と代理店整備が重要と思われる。
　本セミナーで多くの詳細情報依頼を受けたことにより、日本企業側も
当該国への進出を検討するきっかけとなった。
　COVID-19 検査は、WHO 支援により急速にミャンマー国内へ導入され
ており、実際に検査を行っている参加者も多く居た。彼らの知識が向上
することにより、5000 万人対象とした感染対策に寄与できたと考える。
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今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

・本セミナーでは、COVID-19検査に係る詳細情報を、罹患者ステージ別、検査方法別、
対象検体別に日本製品だけでなく世界で汎用されている機器・試薬も含めて講演を行った。

また、各検査の詳細な手技や、偽陰性、偽陽性を回避するための方法を紹介し、
講演内容は高く参加者に評価された。
・上記より、本セミナーのような最新検査情報に関する定期的な勉強会の開催を希望する声
が聞かれ、ミャンマーにおける日本の臨床検査およびJCLSの存在を示すことができた。
・UMTYの呼びかけに、ミャンマー臨床検査技師会、病理医会、微生物学会の賛同が得られ、
本セミナーへ検査室責任者のみでなく、各施設内で複数スタッフの直接参加が得られたので、
各施設内で検査実施について理解を深められた。
・シスメックス、アークレイ、富士レビオ、東洋紡、栄研、島津、東ソーの日本製検査機器・試薬
に対し受講者より詳細情報送付依頼を多く受け、各社から個別に受講者に対し製品情報

を説明した。また、ミャンマー国内で未発売の日本製検査機器・試薬の発売の要望を受けたた
め、各企業が海外進出を検討するきっかけとなった。

・COVID-19等の世界規模の感染症対策においては、臨床検査法の選択や導入には、
当該国保健省に対するWHO等の支援が大きく影響することが判ったので、
今後は、日本製検査機器・試薬が迅速にWHO等の認証を受けることが、開発途上国に
おける日本製品の導入を推進することが明らかとなった。
・ミャンマー国の臨床検査医・技師は日本への信頼が高く、最新の情報に興味を強く持って

いることが明らかとなったので、確かな検査および臨床データの裏付けを付けた上で、
セミナー等で日本製検査機器・試薬を紹介をすることで海外市場の開拓を期待できる。

8
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医療従事者の
診断能力向上VI

1.　インドネシアの看護基礎教育課程における教育スキル強化
　　（高齢者看護）事業						    
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
2.　モンゴル国における看護専門職による継続教育としての
　　新人看護師教育に関する事業					   
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
3.　ベトナムの薬科大学における卒業試験評価制度の確立及び
　　E-learning を活用した薬剤師の継続教育事業				  
		  株式会社薬ゼミ情報教育センター
4.　カンボジアにおける非感染性疾患に対するリハビリテーション
　　専門職人材育成の展開事業					   
		  公益社団法人 日本理学療法士協会
5.　児童思春期のメンタルヘルスの診療能力向上に関する事業		
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
6.　低中所得国小児がん生存率向上支援事業				  
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
7.　インドネシア共和国におけるリウマチ医療に関する
　　医療技術等国際展開推進事業					   
		  学校法人 慶應義塾
8.　モンゴル国における睡眠医療の診療体制づくりのための人材育成事業		
		  国立大学法人 愛媛大学
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　インドネシアは、都市部の核家族化や地方格差の中で高齢化が進展し、看護の役割が一層拡大している。2018 年か
ら老年看護学が正式に導入され、高齢者への看護実践能力の基盤となる知識・技術の習得、倫理観の涵養、看護教育の
教授法、教育と臨床が連携した実習指導スキルの向上が求められている。COVID-19 の影響で臨地実習が困難となり、
学内・オンライン実習を効果的に行うことが課題になっている。
【事業の目的】

　インドネシアにおける看護基礎教育機関にて、看護学生の講義・演習・実習を担当する大学教員・実習指導者等を対
象にした研修行い、より効果的な教授法や実習指導のスキル獲得を目指す。
　本年度は現地ニーズの調査・協議のための Web 会議を行い、それに基づく Web 研修を行い評価する。その結果に基
づき研修を次年度に向けて計画する。これにより、同国の老年看護基礎教育の教授法スキル、特に実習指導スキルの質
向上に資する。
【研修目標】

•	 老年看護学実習における実習指導者・教員の教授法および指導スキルが向上する。
•	 実習指導者・教員が臨地実習の代替となる学内・オンライン実習の教育手法の選択肢、長所短所を理解し、活用する。

1.　インドネシアの看護基礎教育課程における
　　教育スキル強化（高齢者看護）事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

推薦された大学看護学部・病院

国立看護大学校
（東京都清瀬市）

インドネシア保健省
（ジャカルタ）

Web 研修

インドネシア看護協会
老年看護協会
（ジャカルタ）

推薦
連携

連携

所管・推薦報告・交渉
制度の改善
構築の提案

連携

連携

企画・運営：コアメンバーグループ
Webinar：研修の一般参加者
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　インドネシアの看護基礎教育課程における教育スキル強化事業（高齢
者看護） について発表します。
　事業名はインドネシアの看護基礎教育課程における教育スキル強化事
業（高齢者看護） 、実施主体は国立看護大学校、対象国はインドネシア
共和国でした。 
　対象医療技術等は、 ②医療施設におけるマネジメント・人材開発とし
て、 看護学生の講義・演習・実習を担当する大学教員・実習指導者等を
対象とした、老年看護学における効果的な教授法や実習指導に関する研
修でした。また、④注目を集めつつある国際課題：高齢社会への対応に
関する研修でした。
　事業の背景です。インドネシアは、都市部の核家族化や地方格差の中
で高齢化が進展し、看護の役割が一層拡大しています。その中で、JICA
のプロジェクト 2014-2017 の後押しもあり、2018 年から老年看護学が
正式にカリキュラムに導入されました。しかし老年看護学は緒に就いた
ばかりであり、高齢者への看護実践能力の基盤となる知識・技術の習得、
倫理観の涵養、看護教育の教授法、教育と臨床が連携した実習指導スキ
ルの向上が求められています。
　また今年度は特に COVID-19 の影響で臨地実習が困難となり、学内・
オンライン実習を効果的に行うことが課題になっていました。 
　今回の事業の目的は、インドネシアにおける看護基礎教育機関にて、
看護学生の講義・演習・実習を担当する大学教員・実習指導者等を対象
にした研修行い、より効果的な教授法や実習指導のスキル獲得を目指す
こととしました。 本年度は現地ニーズの調査・協議のための Web 会議
を行い、それに基づく Web 研修を行い評価いました。その結果に基づ
き研修を次年度に向けて計画することとしました。これらにより、イン
ドネシアの老年看護基礎教育の教授法スキル、特に実習指導スキルの質
向上に資することを目指しました。 
　本事業の実施体制は、この図の通りです。国立看護大学校が実施主体
となり、インドネシアの保健省および看護協会、その傘下の老年看護協
会と連携しました。また、保健省・看護協会等で推薦された、あるいは
自薦の大学看護学部・病院のメンバーを対象とした Web 研修を行いま
した。
　本研修は、研修を企画・運営するコアメンバーのグループで 10 回以
上会議を開催して準備・実施・評価しました。また、本学とコアメンバー
およびインドネシアの老年看護協会と連携し、Webinar の一般参加者に
研修を実施しました。
　研修の目標は、
1.	 看護学生の実習指導者の老年看護学実習における実習指導者・教

員の教授法スキルが向上すること、
2.	 学生実習指導者がオンライン教育の手法を理解し、活用すること
としました。

1年間の事業内容

4

2020年 5月
6
月

7
月

8
月

9月 10月 11月 12月 1月 2月

方法
(期間)

Web
会議

(9/20)

Web
会議

(10/25)

Web会議
(11/15,
22,29)

Web
会議

(12/20)

Web会議
(12/10,17,22,30) Web会議

(2/7)2-Day Webinar
(Day1: 1/24, Day2:1/31)

参加者
日本人専門家7名＋補助員2名

CP専門家10名

◕ Web会議
日本人専門家7名＋補助員2名

CP専門家10名

◕ Webinar
IDN 実習指導者

Day1 : 179名/Day2 : 173名
[修了証154名]

研修
会議

内容

◕ 研修企画・準備
・研修方向性の検討
・両国プレゼンテーションによる
現状共有
・ニーズ・サーベイ
・課題の抽出
・研修目標設定

◕ 研修企画・準備
・運営/技術事項整備など

◕
Webinar
評価/分析

◕Webinar
・NCNJにおける看護学実習
(老年/成人)
・講義: IDNにおける老年
看護学
・グループ・ディスカッション
・プレゼンテーション

JICA関係者と連
絡調整

コアメンバーの
選定

準備作業

　今年度 1 年間の事業内容は、この表の通りです。5 月から 8 月は、コ
ロナ下における本学の授業（講義・演習・実習）をすべてオンライン化
し、あるいは学内での実習に切り替えるための膨大な作業が発生しまし
た。その間、日本およびインドネシアの JICA 関係者とメール・電話で
連絡し、コアメンバーを選定するなど、準備作業を進めました。
　9 月からは定期的に毎月、多い時は毎週や隔週で Web 会議を開催し、

コアメンバー（カウンターパート CP 専門家）と日本の専門家が参加し
ました。Webinar 研修を 1 月に開催する方向で、ニーズサーベイを行い、
課題の抽出、研修目標の設置恵を行いました。
　1 月下旬の 1/24 と 1/31 の 2 日間にわたって Webinar を開催し、日
本の専門家およびカウンターパートの専門家が講師となって講演を行い
ました。また、グループディスカッションとプレゼンテーションも行い
ました。終了後には評価の会議を 2/7 に開催し、今年度の事業を終了し
ました。

　こちらが、開催した Webinar の案内ポスターです。左側に本学からの
講演、右側にインドネシアからの講演を配置しています。ロゴは、開催
に関わったコアメンバーの所属する各大学および関連病院のものです。

開催したWebinarの
ポスター

5

　Webinar の第 1 日目は 2021 年 1 月 24 日（日曜日）で、午前に当該プ
ロジェクトの概要説明、実習指導計画の準備・評価、看護学実習の臨地・
オンライン・ブレンドの方法とその最適化、考慮点の講演がありました。
その後、老年看護学実習の実施について、3 セッションに分けて具体的
に説明しました。

Schedule DAY1, 24 January 2021

6

Time (JPN) Content 内容 Language Min.
7:45- (9:45) Registration 参加登録 - 15

8:00-(10:00) Briefing Interpretation, IDN-JPN 10

8:10-
(10:10)

Opening remarks 開催挨拶
Dr. Tomoko Inoue, President, NCNJ Bapak. Harif Fadhillah, S.Kp., SH., M.Kep., MH

Interpretation, IDN-
JPN 20

8:30-
(10:30)

1．．Introduction: Background of this project プロジェクトの経緯
Prof. Watanuki, NCNJ 綿貫老年看護学教授

Subtitle in 
Indonesia 20

8:50-(10:50) Break - 10

9:00-
(11:00)

2. Preparation, implementation and evaluation for Clinical practice実習指導・計画
の準備・評価

3. Nursing practice teaching method in Online, Offline and blended 看護学実習（臨
地/オンライン/ブレンド）の方法とその最適化、および考慮点

Dean Iino, Asst Prof. Nagaoka, NCNJ 飯野学部長・長岡成人看護学助教

Subtitle in 
Indonesia
Q&A with 

interpretation

90

10:30-(12:30) Break - 10

10:40-
(12:40)

4-1. Gerontic Nursing in NCNJ 国立看護大学校の老年看護学実習(1)
Assoc Prof. Otake, Instructor Matsuoka, NCNJ 大竹老年看護学准教授・松岡助教

Interpretation, IDN-
JPN 60

11:40-(13:40) Lunch - 50

12:30-
(14:30)

4-2. Gerontic Nursing in NCNJ 国立看護大学校の老年看護学実習(2)
Assoc Prof. Otake, Instructor Matsuoka, NCNJ 大竹老年看護学准教授・松岡助教

Interpretation, IDN-
JPN 60

13:30-(15:30) Break - 10

13:40-
(15:40)

4-3. Gerontic Nursing in NCNJ 国立看護大学校の老年看護学実習(3)
Assoc Prof. Otake, Instructor Matsuoka, NCNJ 大竹老年看護学准教授・松岡助教

Interpretation, IDN-
JPN 60

14:40-
(16:40) Instructions for evaluation and collecting questions and comments From Interpretation, IDN-

JPN 20

Jakarta

Schedule DAY2, 31 January 2021

7

Time (JPN) Content 内容 Language Min.

7:45- (9:45) Registration 参加登録 - 15
8:00- (10:00) Recap and address to the questions from DAY1 一日目の復習および質疑応

答
Interpretation, IDN-JPN 50

8:50-- (10:50) 1．．Academic and Professional phase of Gerontic Nursing Education in 
Indonesia インドネシアの老年看護学教育：アカデミックおよびプロフェッショ
ナル・フェーズ Prof. Dra. Junaiti Sahar, SKp., M. App. Sc,

Interpretation, IDN-JPN 75

10:05-(12:05) Break - 15
10:20- (12:20) 2. Preparation, Implementation, and Evaluation of Clinical Practice of

Gerontic Nursing in Indonesia インドネシアの老年看護学実習の準備・実
施・評価 Dr. Shintha Silaswati, SKp., MSc.

Interpretation, IDN-JPN 75

11:35- (13:35)【【breakout group session】】
3. Discussion by country 各各国国ででのの話話しし合合いい

what you learn, suggestions, way forwards 学んだこと、提案、活用
- 65

12:40- (14:40) Lunch休憩 - 40

13:20-(15:20) 4. Presentation and discussion 発表と討議 presentation by group (10 min 1 
group from IDN and JPN), discussion (20 min)

Interpretation, IDN-JPN 60

14:20- (16:20) 5. Quiz and Prize Interpretation, IDN-JPN 30

14:50-(16:50) Instructions for evaluation and certification Interpretation, IDN-JPN 5
14:55- (16:55) 6. Closing remarks Prof. Watanuki, NCNJ, project team lead 綿貫老年看護学

教授
Interpretation, IDN-JPN 5

Jakarta

　Webinar の第 2 日目は 2021 年 1 月 31 日（日曜日）で、午前再保に前
週の講演内容への質問に対する回答を行いました。その後、インドネシ
ア側から、老年看護学教育の構成内容（大学 4 年間のアカデミックフェー
ズと 1 年のプロフェッショナルフェーズ）、老年看護学実習の準備・実施・
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評価について、感染状況をふまえた工夫と課題・対策についての説明が
ありました。その後、2 日間の講演を受け、各国の少人数グループに分
かれて話し合いをしました。学んだこと（両国の共通点や相違点）、学び
から自施設で活用できることおよびその理由、そしてそれらをどのよう
に自施設に取り入れるかを話し合い、発表し共有しました。

　これらの写真は、左上と左下が、Webinar の配信室の様子です。講師
を挟んで、逐次通訳者が両脇に座って順次通訳をしました。講演の通訳
のほか、口頭やチャットの質問への対応のため、通訳者と事務局スタッ
フを複数名配置しました。
　右上は Webinar の画面の様子です。
　右下は、Webinar の理解度を問うクイズを行った時の回答状況を表す
管理者画面の例です。

8

Webinar：配信室
Webinar：画面

Webinarの理解度を問う
クイズの回答状況

Webinarの修了証Certificate

9
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インドネシア看護協会の、看護師の5年毎の免許更新に必要な
継続教育単位25単位のうち、6単位の教育として認定された。

　2 日間の Webinar は、インドネシア看護協会における、看護師の 5
年毎の免許更新に必要な 25 単位のうち、6 単位の教育として認定され
ました。こちらが、その修了証のサンプルです。

日見学したような体験だというポジティブな意見もありましたが、実際
の患者の様子が想像できず、コミュケーションや看護援助に不安を持つ
学生の声も多く聞かれました。そこで、学内で病院・施設の類似環境を
作り、看護過程の想定事例をもとに教員が模擬患者を担当し、学生が援
助技術の演習を行いました。
　インドネシアでは、感染症により臨地・学内も困難であり完全オンラ
インの実習方法が展開されていました。オンラインでは複数のソーシャ
ルメディアを活用し、動画の活用やチュートリアルなどを行っていまし
た。家族または自宅近くに居住する高齢者を対象として、看護過程を展
開していました。また、未達成のコンピテンシーを特定し、状況に応じ
て強化するようにスケジュールを組んでいました。
　両国共通の課題としては、オンラインでも工夫をすることで、看護過
程を用いた思考過程や判断力のトレーニングは十分可能でした。しかし、
自宅で準備できる物品を使用したオンライン演習では、実際に身体を使
う看護技術の習得が困難でした。また、オンライン上の学生の到達度の
評価が難しいことも示されました。
　オンライン実習では、よりリアルに病院の環境や看護の実際を学生に
伝えられる実習教材の作成が必要でることが分かりました。また、オン
ラインでは学生の達成状況を随時確認することが難しいため、細やかに
評価できるように、詳細な実習目標の設定と評価スケジュールの設定が
必要であることも分かりました。

Webinar発表等の概要と考察
• 日本NCNJ：

– 感染状況によりオンラインと学内をミックスした実習方法が展開
– 高齢者施設内の日常生活（住環境、高齢者の安全を守る取り組み、高齢者の様子など）、
– 看護師の役割（健康状態の観察、家族への支援、エンドオブライフ期の看護）
– 高齢者の事例による看護過程など
– 学生のポジティブな反応：施設見学したような体験というポジティブな意見
– 学生のネガティブな反応：実際の患者が想像できず、コミュケーションや看護援助への不安
– 学内で病院施設の環境を作り、事例の模擬患者を教員が担当、学生が技術演習を実施

• インドネシア：
– 感染症により臨地・学内も困難であり完全オンラインの実習方法が展開
– オンラインで複数のソーシャルメディアを活用、動画の活用やチュートリアルなど
– 家族や自宅近くに居住する高齢者を対象として看護過程を展開
– 未達成のコンピテンシーを特定し、状況に応じて強化するようにスケジュール

• 両国共通の課題：
– オンラインでも工夫により、看護過程を用いた思考過程や判断力のトレーニングは十分可能
– 自宅での物品を使用したオンライン演習では、実際に身体を使う看護技術の習得が困難
– オンライン上の学生の到達度の評価が難しい

• オンライン実習の対策：
– よりリアルに病院の環境や看護の実際を学生に伝えられる実習教材の作成が必要
– オンラインでは学生の達成状況を随時確認することが難しい
– 詳細な実習目標の設定と評価スケジュールの設定が必要 10

　日本では、感染状況によりオンラインと学内をミックスした実習方法
が展開されていました。オンラインの教授内容は、高齢者施設内の日常
生活（住環境、高齢者の安全を守る取り組み、高齢者の様子など）、看
護師の役割（健康状態の観察、家族への支援、エンドオブライフ期の看
護）、高齢者の事例による看護過程などでした。学生からは、施設を 1
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　今年度の成果指標として、アウトプット、アウトカム、インパクト指
標は表の通りでした。
　実施前は、実際に学生指導を行う実習指導者を想定し、学生への実施
状況や学生・指導者の評価状況を想定したアウトプット、アウトカムを
設定しました。
　COVID-19 の影響により、臨地（臨床）実習の多くが学内またはオン
ライン実習に切り替わったことにより、それらの指標の評価が難しくな
りました。そのため、元々予定していた研修内容の、老年看護学実習の
特徴、実習指導法・計画・評価法の概要の内容に加えて、学内・オンラ
イン実習で、どのように効果的に工夫して臨地（臨床）実習の代替学習
法を用意できるかという視点も加えて、Webinar を企画し実施しました。
　Webinar 参加者数や参加者の自己評価得点状況、また録画の動画再生

今年度の成果指標とその結果

11

アウトプット指標 アウトカム指標 インパクト指標

実施前の計画（具

体的な数値を記載）

1）令和2年度専門家Web会議を行い、ニーズ５項目以
上を抽出する。うち、優先度の高い教育３項目程度及び

目標を現地・本邦でのWeb研修に向けて設定する。
２）令和2年度に保健省・看護協会の推薦を受けた研修

生（インドネシア看護教員・看護師2～3名程度）が現地・
本邦Web研修を受講する。
・研修受講者の理解度・自信度の自己評価得点が10%

以上向上する。
・知識テスト、演習・発表・ディスカッションで「目標達成」

と現地・本邦の講師により評価される。
３）令和3年度以降、Web研修修了生が現地でリーダー
研修を教員・看護師計5名以上に行う。

・リーダー研修受講者は実習指導スキルの理解度・自
信の自己評価得点（事前・事後）が10%以上向上する。

・他者評価（上司・患者・家族からの聞き取り、質的評
価）も行い統合的に評価する。

1）令和2年度専門家Web会議で抽出された教育項目・目標
に基づき、本邦・現地でのWeb研修を行う。

2）研修修了生は、専門家Web会議またはWeb研修で学ん
だ技術を用いて、以下を実施する。

a)研修修了生1人当たり、2ケース以上の成人・高齢者の総
合アセスメントと統合的ケアを実施する。
→自己評価レポートを提出する（質的評価）

b)研修修了生1人当たり、学生2人以上に実習指導を行う。
→研修修了生に対する学生の評価が5段階で平均3.5以上

となる。
3）令和3年度以降、研修修了生は、日本の専門家派遣ま
たはWeb研修で学んだ技術を用いて、

a)研修修了生1人当たり、5人以上のリーダー研修を行う。
→リーダー研修受講生の理解度・自信度の自己評価が5

段階で平均3.5以上となる。

1）本研修参加による実習指導スキル向上が相手国の高齢者看護の技術水準向上
に繋がる（高齢者アセスメントに基づく統合的ケアの実施割合向上）。その普及・発

展に貢献する（上記を実施する施設が約5年で2倍増加する）。
2）本事業の研修技術の向上により、看護師・実習指導者のアセスメント項目や看

護計画に下記項目が記載されるようになり、あるいは下記関連のアセスメントツー
ルを臨床でも活用し、看護学生にも教えられるようになる。

(1) 高齢者特有の老年症候群、例①誤嚥性肺炎、②褥瘡、③フレイル・サルコペニ

ア、④転倒、⑤COVID-19関連影響のアセスメントとケアができる。
(2) 高齢がん患者・脳卒中患者の⑤術後合併症（無気肺・感染・出血等）や⑥せん

妄の早期発見ができるようになる。
(3) 上記(1)(2)の成果を通して、①～⑥に関するアセスメント・ケア・対処や予防に
関する教育計画および実習指導案をすることに繋がる。

以上を通しインドネシアの看護学生の高齢者看護に関する資質が向上し、長期的
に質の高い看護ケア提供により高齢者のQOL向上に資すると想定される。

実施後の結果（具

体的な数値を記載）

1）令和2年度にインドネシア保健省・看護協会の推薦を
受け、または自薦の研修生（看護教員・看護師10名）を

コアメンバーとして選出した。
2）専門家Web会議を計11回実施した。同国ニーズ調査

の結果、優先度の高い教育項目に対し2目標を設定し、
2日間のWeb研修を企画した。
3）Web研修対象は看護教員・実習指導者で、応募者

406名から地域・機関・職種を考慮し205名（教員140名、
看護師65名）を選出、Webinar1日目1/24は179名、2日

目1/31は172名が参加した。
4）事後調査(5段階リッカート尺度)の満足度（5点満点）
は、内容4.6点, 進行4.5点, 講師4.5点, 通信環境4.6点, 

全体4.6点であった。
5）理解度の確認テスト(15問・15点)は、平均9.1点、中央

値10.0点、標準偏差3.7点であった。

1）インドネシア看護協会より、同国看護師の5年毎免許更
新に必要な25単位中6単位の教育単位SKPが承認され、

両日参加の受講者154名に修了証を発行した。
2）インドネシア老年看護協会会長より、本Web研修の

YouTube録画の動画公開、及び次年度の研修継続の要望
を受けた。YouTube再生回数は動画リストごとに以下の通
り( 2月26日時点)。Day1開会式25回、①概要説明19回、②

実習指導・評価12回、③コロナ下の実習13回、④老年看護
学実習11回、Day2：①Recap from Day 1: 12回、②Prof. 

Dra.Junaiti: 11回、③Dr. Shintha: 13回、④グループワーク
と発表4回、⑤クイズ・閉会挨拶5回
3）研修終了後約1か月の経過であり、研修参加者が習得

した知識や技術を用い、実習指導現場でどのような変容を
達成したかの評価は困難であるため、次年度に追跡調査

の実施を検討する。

1）本研修参加による臨地・学内・オンライン実習による指導スキルの向上が、学内・
オンラインでも臨地実習の代替・補完の手段として一定の効果を上げられるように

することが期待される。また、Weｂ研修や動画視聴により、老年看護の技術水準の
向上、高齢者アセスメントに基づく統合的ケアの実施割合の向上が期待される（例：

上記アセスメント・ケアの実施施設が5年で2倍増加するなど）。
２）実習指導者のアセスメント項目や看護計画に下記項目が記載されるようになり、
下記関連のアセスメントツールを臨床で活用し、看護学生に教えられるようになるこ

とが期待される。
(1) 高齢者特有の老年症候群、例①誤嚥性肺炎、②褥瘡、③フレイル・サルコペニ

ア、④転倒、⑤COVID-19関連影響のアセスメントとケア
(2) 高齢がん患者・脳卒中患者の⑤術後合併症（無気肺・感染・出血等）や⑥せん

妄の早期発見

(3) 上記(1)(2)の成果を通し、①～⑥のアセスメント・ケア・対処や予防に関する教
育計画および実習指導案を立案することが期待される。

以上を通しインドネシアの看護学生および看護師の高齢者看護実践能力が向上
し、長期的には質の高い看護ケアが提供でき、高齢者のQOL向上に資すると想定
される。

回数などを 2 月末時点で集計しました。今回は、Webinar の復習ある
いは当日の通信環境が不良だった参加者の視聴に限られるため、10-20
回前後の再生となっています。今後、インドネシア老年看護学会のサイ
トに動画を公開するなどし、より多くのインドネシア国の看護師に視聴
してもらう方向も検討中です。
　また、本 Webinar はインドネシアの看護師が、5 年毎に免許更新す
る際に必要な 25 単位中 6 単位の教育単位 SKP が承認されました。2 日
間の Webinar に両日参加した受講者 154 名に修了証を発行しました。
　インパクト指標については、今後の中長期的な事業の及ぼす影響を見
越した、想定・期待される成果です。高齢者に特有な看護の部分での研
修達成度はさらに今後フォローアップしていき評価していく必要があり
ます。

した。1 日目（1/24）は 179 名、2 日目（1/31）は 172 名が参加しました。
　また、インドネシア看護協会より、同国看護師の 5 年毎免許更新に
必要な 25 単位中 6 単位の教育単位 SKP が承認され、両日参加の受講者
154 名に修了証を発行しました。
　インドネシア老年看護協会より、Web 研修の YouTube 録画の動画公
開の要望がありました。研修受講者の YouTube 再生回数 (2 月末 ) は、
Day1 開会式 25 回、①概要説明 19 回、②実習指導・評価 12 回、③コ
ロナ下の実習 13 回、④老年看護学実習 11 回、Day2：① Recap from 
Day 1: 12 回、② Prof. Dra.Junaiti: 11 回、③ Dr. Shintha: 13 回、④グルー
プワークと発表 4 回、⑤クイズ・閉会挨拶 5 回でした。
　同看護協会より、次年度の研修継続研修の要望がありました。研修終
了後約 1 カ月の経過であり、研修参加者が習得した知識や技術を用い、
実習指導現場でどのような変容を達成したかの評価は困難なため、次年
度に追跡調査を検討したいと考えております。
　期待される事業の被益人口（延べ数）は未知数ですが、今回の
Webinar に参加した実習指導者、看護教員の実習指導を受ける看護学生、
およびそれに関連する患者と考えると、数倍・数十倍の可能性が考えら
れます。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（数）

• インドネシア保健省・看護協会の推薦を受け、または自薦の研修生（看護教員・看護
師10名）をコアメンバーとして選出。Web会議を計11回実施し、ニーズ調査の結果、優
先度の高い教育項目に対し2目標を設定し、2日間のWeb研修を企画。

• Web研修対象は看護教員・実習指導者で、応募者406名から地域・機関・職種を考慮
し205名（教員140名、看護師65名）を選出、1日目1/24は179名、2日目1/31は172名
が参加。

• インドネシア看護協会より、同国看護師の5年毎免許更新に必要な25単位中6単位の
教育単位SKPが承認され、両日参加の受講者154名に修了証を発行した。

• インドネシア老年看護協会より、Web研修YouTube動画公開の要望があった。
YouTube再生回数( 2月26日時点)：
Day1開会式25回、①概要説明19回、②実習指導・評価12回、③コロナ下の実習13回、
④老年看護学実習11回、Day2：①Recap from Day 1: 12回、②Prof. Dra.Junaiti: 11回、
③Dr. Shintha: 13回、④グループワークと発表4回、⑤クイズ・閉会挨拶5回

• 同看護協会より、次年度研修継続の要望があった。研修終了後約1か月の経過であ
り、研修参加者が習得した知識や技術を用い、実習指導現場でどのような変容を達
成したかの評価は困難であり、次年度に追跡調査を検討する。

l 期待される事業の被益人口（延べ数） ［*数倍～数十倍の可能性が想定される］

→Webinar参加の実習指導者*、看護教員*の実習指導を受ける看護学生→患者

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

12

　今年度の相手国への事業インパクトは、事業で育成した保健医療従事
者（数）として、インドネシアの研修生（看護教員・看護師 10 名）を
コアメンバーとして選出し、活動して頂きました。Web 会議を計 11 回
行い、ニーズ調査の結果、優先度の高い教育項目に対し 2 目標を設定し、
2 日間の Web 研修を企画しました。Web 研修対象は看護教員・実習指
導者で、応募者 406 名から地域・機関・職種を考慮し 205 名を選出しま
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　これまでの成果については、Web 会議を通じて、日本とインドネ
シア両国の看護学教育制度、老年看護学実習における教授法やパンデ
ミック渦における取り組みや課題に関して相互理解を得ることができ
ました。 また先も述べましたが、Webinar 参加者数は Day1 が 179 名、
Day2 が 172 名であり、両日参加した者 154 名にインドネシア看護協会
の修了証を発行しました。
　また、事後調査の結果として、5 段階のリッカート尺度（5 点満点 )
の平均は、満足度は内容が 4.6 点、 進行 4.5 点、 講師 4.6 点、 通信環境 4.6
点、 全体 4.6 点と、全般的に 4.5~4.6 点と 9 割近い満足度の評価でした。
　事後調査の理解度の確認テストは、15 問 15 点中、平均 9.1 点、標準
偏差 3.7 点で、平均得点率は 6 割でした。しかし、今回は得点の高いトッ
プ 10 名の受講者に副賞（ドアプライズ）を授与することで、受講・試
験へのモチベーションを高める工夫をしましたので、少し難易度の高い
問題も用意しました。また、二言語の翻訳・通訳の制約であったり、通
信環境の影響で内容理解が十分でなかった可能性も考えられますので、
今後の中長期的な評価も必要と考えております。
　さらに、先も述べましたが、インドネシア看護協会より、研修参加者に
看護師継続教育単位が承認されたことは大きな成果であったと考えます。
　今後の課題として、以下が考えられました。まず、インドネシアにお
ける老年看護学のニーズは、急性期の入院ケアから地域包括的ケアを含
む在宅医療まで存在しています。また、教育機関と臨床実践に知識・実
践・認識について一定の乖離が存在しています。
　これらの解決に向け、日本の在宅医療や高齢者施設・地域・病院にお
ける実習に適用可能な先進的な情報工学（VR 等）の活用を取り入れた、
老年看護学実習の指導者に必要な技能や要件に関する Webinar あるい
は指導者研修（training of trainers: TOT) や、多様なメディアを活用し
た学習方法の開発等が今後の課題です。 

インドネシアにおける老年看護学ニーズは、急性期の入院ケアから地域包括的ケ
アを含む在宅医療まで存在している。また、教育機関と臨床実践に知識・実践・認識
の一定の乖離が存在する。
これらの解決に向けて、日本の在宅医療や高齢者施設・地域・病院における実習

に適用可能な先進的な情報工学（VR等）の活用を取り入れた、老年看護学実習の
指導者に必要な技能や要件に関するWebinarや指導者研修（Training of 
Trainers: TOT)や、多様なメディアを活用した学習方法の開発等が課題となる。

今今後後のの課課題題

① Web会議を通じて、両国の看護学教育制度、老年看護学実習における教授法やパ
ンデミック渦における取り組みや課題に関して相互理解を得ることが出来た。

② Webinar参加者数はDay1が179名、Day2が172名であった。両日参加した者154名に
インドネシア看護協会の修了証を発行した。

③ 事後の調査結果(5段階リッカート尺度使用、5点満点)は、内容4.6点, 進行4.5点, 講
師4.6点, 通信環境4.6点, 全体4.6点と高かった。

④ 理解度確認テスト結果(15問、15点)は、平均9.1点、中央値10点、標準偏差3.7点で
あった。トップ10名にドアプライズを授与するため、内容の難易度を高めに設定し、
平均得点率が6割となった。

⑤ インドネシア看護協会より、Webinar参加が看護師継続教育単位として認定された。

ここれれままででのの成成果果（（2020年年度度））

13

　展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画の見込みは、先進的
な情報工学や多様なメディアを活用した臨地実習の学習法・指導法の開
発です。
　老年看護学実習の指導者および担当教員に向け、日本の在宅医療や高
齢者施設・地域・病院におけるオンライン・学内・臨地実習に適用可能
な情報工学 (VR 等 )、動画教材、電子または紙カルテの模擬画面等を活
用した教育法を発展・普及させることができるようになります。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

●先進的な情報工学や多様なメディアを活用した臨地実習の学習法・指導法の開発:

l 老年看護学実習の指導者および担当教員に向け、日本の在宅医療や高齢者
施設・地域・病院におけるオンライン・学内・臨地実習に適用可能な情報工学
(VR等)、動画教材、電子または紙カルテの模擬画面等を活用した教育法を発
展・普及させることができる。

l 日本およびカウンターパートの現地で試行・体験・導入し、その実践を共有する
Webinarや指導者研修を開催することで、老年看護実践能力の基盤となる知識・
技術の習得し、あるいは実習の効果的な教授法、教育と臨床が連携した実習
指導スキルの向上につながるものと期待される。

l 特に、上記のVRや動画教材、カルテ模擬画面等について、場所や時間を選ば
ず継続学習が可能となる方法やシステム（ログイン可能なWebポータルサイト
等）を開発することで、看護学生および実習指導者・教員が老年看護の実習に
関する最新情報に触れて知識を得ることができ、また教育機関と臨地（臨床）の
知識・実践・認識のギャップを改善することができるものと期待される。

14

　日本およびカウンターパートのインドネシアの現地で試行・体験・導
入し、その実践を共有する Webinar や指導者研修を開催することで、
老年看護実践能力の基盤となる知識・技術の習得し、あるいは実習の効
果的な教授法、教育と臨床が連携した実習指導スキルの向上につながる
ものと期待されます。
　特に、上記の VR や動画教材、カルテ模擬画面等について、場所や
時間を選ばず継続学習が可能となる方法やシステム（ログイン可能な
Web ポータルサイト等）を開発することで、看護学生および実習指導
者・教員が老年看護の実習に関する最新情報に触れて知識を得ることが
でき、また教育機関と臨地（臨床）の知識・実践・認識のギャップを改
善することができるものと期待されます。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　モンゴル国では、看護教育や看護師の不足等に課題があり、2018 年 10 月に保健大臣令 A/439 号が発令により看護師
の指導者養成研修の開発が指示され、看護師の卒後研修に対する活動が開始されたばかりである。
モンゴル国での新人看護師教育の実現のためには、新人看護師教育を含む継続教育の構築とその充実への取り組みを続
けている日本の知見から学ぶことに大きな意義がある。
【事業の目的】

　日本および国立国際医療研究センター（NCGM）病院における看護師の継続教育に関する知見を学ぶことにより、モ
ンゴル国における継続教育に関する課題解決の一助となり、継続教育活動がより推進されることを目指している。今年
度は、特に新人看護師を対象とした教育体制や研修コンテンツに関する理解に主眼を置いた。
【研修目標】

•	 日本における看護職に対する継続教育を概観する
•	 日本の医療施設（NCGM センタ―病院）における新人看護師に対する継続教育の実際を学ぶ
•	 研修参加者の所属先における継続教育に関する活動を協議する

2.　モンゴル国における看護専門職による
　　継続教育としての新人看護師教育に関する事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

保健開発センター
（ウランバートル）

国立国際医療研究センター
（NCGM) 

（東京都新宿区）

厚生労働省
看護協会

（日本、都道府県）等

所管

オンライン研修及び
継続教育に関する

取り組みの提案と協議

モンゴル看護協会
（ウランバートル）

保健省
（ウランバートル）

対象病院
（ウランバートル等）

情報収集

連携
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　「モンゴル国における看護専門職による継続教育としての新人看護師
教育に関する事業」について、令和 2 年 10 月から令和 3 年 2 月末まで
の事業報告を行います。
　モンゴル国では、看護教育や看護師の不足等に課題があり、2018 年
10 月に保健大臣令 A/439 号が発令により看護師の指導者養成研修の開
発が指示され、看護師の卒後研修に対する活動が開始されたばかりです。
また、2020 年は国際看護師協会ならびに世界保健機関により「看護師
と助産師の国際年」とされ、看護人材の教育・労働等についてまとめら
れた State of the World’s Nursing 2020 でも、重大な今後の課題として
看護師への教育や看護人材の不足をあげています。
　看護師が自他ともに専門職として認知されることは、医療の質を向上
させ、多職種が連携したチーム医療を提供するためにも重要であり、新
人看護師が看護専門職として社会的責任や基本的態度を習得していくた
めには、継続教育 * としての新人看護師教育の実現が必要です。モンゴ
ル国での新人看護師教育の実現のためには、新人看護師教育を含む継続
教育の構築とその充実への取り組みを続けている日本の知見から学ぶこ
とに大きな意義があると考えます。
* 尚、ここでは「継続教育」は日本看護協会「継続教育の基準 ver.2」の以下の
定義とする。

看護の専門職として常に最善のケアを提供するために必要な知識、技術、態
度の向上を促すための学習を支援する活動である。継続教育は、看護基礎教
育での学習を基盤とし、体系的に計画された学習や個々人が自律的に積み重
ねる学習、研究活動を通じた学習など様々な形態をとる学習を支援するよう
に計画されるものである。

　本事業の目的は、日本および国立国際医療研究センター（NCGM）病
院における看護師の継続教育に関する知見を学ぶことにより、モンゴル
国における継続教育に関する課題解決の一助となり、継続教育活動がよ
り推進されることです。今年度は、特に新人看護師を対象とした教育体
制や研修コンテンツに関する理解に主眼を置いた事業内容としていま
す。そして、将来的には、看護師の継続教育が強化されることにより、
臨床現場における看護ケア・医療の質を改善させる可能性があると考え
ています。

　本事業は、図のように国立国際医療研究センター（NCGM）がモンゴ
ル国保健開発センターやモンゴル看護協会と連携・協力し、対象病院に
対して研修を実施しています。
　今年度実施した研修の目標は、日本における看護職に対する継続教育
を概観し、日本の医療施設の実践例の一例として NCGM センタ―病院
看護部における新人看護師に対する継続教育の実際を学び、それらの知
見・学びをもとに、研修参加者の所属先における看護師に対する教育に
関する活動を協議することでした。

2020年年 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月
オンライン研修実施に向けた
関係者間調整
• 研修ニーズ確認
• 講師打ち合わせ
• 研修生選定

オンライン研修プログラム開発
• 資料作成
• 撮影・録音
• 編集

オンライン研修開催
• 21名参加
• 8時間／1日間

1年間の事業内容

4

モンゴル側との研修ニーズおよび
研修対象者選定に係る調整
（メール・オンライン会議）

講師との研修資料作成
に係る打ち合わせ

研修資料（PPT/日本語）作成

研修資料 翻訳

研修資料 撮影・録音

研修資料動画編集 研修資料修正

研
修

実
施

研
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生
決
定
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　2021 年 2 月上旬のオンライン会議システムなどを活用した研修実施
を目指し、事業採択後の 2020 年 10 月より本格的に準備を開始いたし
ました。各関係者とは、対象国（モンゴル国）への渡航ができない状態
でしたので、メールおよびオンライン会議システムを活用して進めてま
いりました。
　研修プログラム開発においては、モンゴルの方が新人看護師等の研修
実施の際に参考にできるよう、具体例を多く含む内容になるよう、講師

との打ち合わせを重ねました。具体的な研修の方法や指導の様子等につ
いては、事業責任者らが研修や会議の現場に参加する、教育を担当する
看護師にインタビューするなどして、教材の作成を行いました。教材作
成に当たっては、NCGM センタ―病院看護部より協力を得ました。
　教材は、パワーポイントで作成し、日本語からモンゴル語に翻訳のの
ち、モンゴル語音声を吹き込み、動画化しました。こうすることで、直
接モンゴル語でを学んでいただける教材になり、研修時の翻訳時間の削
減はもちろん、研修生にとってもスムーズに内容を聞き取ることができ
る教材になりました。
　オンライン研修の開催に際しては、COVID-19 感染予防対策を考慮し、
研修参加 3 病院に会場を設置し、5-7 名の少人数の会合となるようにい
たしました。複数の会場をオンライン会議システムで繋ぎ、動画配信お
よびライブディスカッションを行うため、有線 LAN のある部屋を確保す
るよう参加病院へ依頼し、接続テストを事前に行い、当日を迎えました。

　研修当日は、スライドのように第 1・第 3 病院・感染症センターより
研修参加者が接続し、モンゴル保健開発センターやモンゴル看護協会会
長もオブザーバー参加されました。
　各病院 5-7 名の参加で、19 名へ研修を提供することができました。
限られた人数への研修提供ではありましたが、各病院看護部長やモンゴ
ル看護協会長が参加され、参加病院およびモンゴルの看護師への波及を
期待できる参加者層であったと考えています。
　また、ある病院では、副院長のオブザーバー参加も得られ、病院とし
ての看護師に対する教育への関心の高さがうかがえました。

オンライン研修 概要

5

動動画画配配信信
質質疑疑応応答答・・協協議議
（（ラライイブブ））

第第1病病院院

第第3病病院院

感感染染症症セセンンタターー

モモンンゴゴルル看看護護協協会会会会長長モモンンゴゴルル保保健健開開発発セセンンタターー

NCGM

　研修内容は、大きく 5 テーマとしました。今回の研修では、特に新
人看護師教育を中心とし、赤字でお示ししているような具体的な取り組
み・実践例の共有を多く含めたプログラム構成としました。

6

オンライン研修 内容

令和2年度は、新人看護師教育を中心に、具体的な取り組み・実践例の共有となるよう
なプログラム構成とした。
→各病院で実施する際の参考になるポイントの発見につながる

1 日本における看護職に対する継続教育の概要

2 NCGMセンタ―病院における看護部院内教育について
1) 看護部の役割
2) 看護部院内教育の概要
3) 看護部教育委員会の活動概要

3 NCGMセンタ―病院における集合教育の実際
1) 多重課題・シミュレーション研修
2) 医療安全研修
3) 呼吸管理のポイント研修

4 NCGMセンタ―病院における病棟での新人看護師教育の実際
（教育体制、教育担当者らのインタビュー等）

5 NCGMおけるCOVID-19への対応
1) COVID-19流行禍の看護管理
2) 医療者のメンタルヘルス
3) 感染管理認定看護師の役割

日時：2021年2月4日 9:00~17:00
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7

オンライン研修 評価（アンケート結果より）

以下、研修生全員が
「達成された・概ね達成された/そう思う・概ねそう思う」と回答
• 所属先での看護師の教育について考える機会になった
• 研修プログラム構成は適切だった
• 講義内容は分かりやすかった
• この研修で得た知識・経験は役に立つ
• 自身の期待や学びたいことと合致していた

一つ一つについて詳細に
説明し、取り上げられてい
たのがとてもよかった。

運営も計画的で、翻訳
も事前に行われていた
ので時間を節約するこ

とができた。

病棟の部分で、新人看護
師が就職後1・3・7か月目
での感想を述べていたの
が、とてもよかった。

新人看護師向け研修を実
施するための経験になる。

とても意義深かった。日本
看護師の継続研修の内容
全体が重要であった。新人
看護師向け研修を実施す
るための経験になる。

長く合わなかった人々との再
会の機会に恵まれとても感動
した。参加する機関の数を増
やし、幹部職員特に病院の研
修や研究を担当する部長を参
加させたいと思っている。

開開始始時時間間前前にに揃揃っってていいるる

　研修後のアンケートでは、
•	 所属先での看護師の教育について考える機会になった
•	 研修プログラム構成は適切だった
•	 講義内容は分かりやすかった
•	 この研修で得た知識・経験は役に立つ
•	 自身の期待や学びたいことと合致していた
等の項目で、すべての研修生から 5 段階評価の上位 2 段階に当たる「達
成された・概ね達成された / そう思う・概ねそう思う」等との回答を得
られ、研修に対する満足度の高さを感じました。
　自由記載では、具体的に看護職対象の研修や指導方法を紹介したこと
も好意的な意見が聞け、研修実施の参考になる・経験になったとの意見
や、他の職員にも参加させたい等、研修内容の需要の高さを伺えました。
教材のモンゴル語翻訳・吹替を行っていたことも、学習効果を挙げられ
たようでした。
　そして、アンケートではありませんが、開始時間前に研修生が揃って
おり、手元の資料と配信される動画教材を見ながら真剣に聞いている様
子は、モンゴルの看護師の学ぶ意欲を強く感じました。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画

①オンライン研修参加者 ・研修受
講者数 20名名

②オンライン研修事後アンケート
による満足度：80％％

①オンライン研修受講者が研修で学んだ

日本の知見をもとに、院内での継続教育
について検討の場をもった施設数：１施設
当たり5回

②オンライン研修受講者が研修で学んだ

日本の知見を参考に、新人看護職員研修
の計画を立てた施設数：１施設当たり5回

①本研修で学んだ日本の知見を参

考に、モンゴル国の各医療施設にお
ける院内教育体制が整備される

②本研修で学んだ日本の知見を参
考に、モンゴル国における継続教育

に関するガイドライン等が策定され
る

実施後の結果

①オンライン研修参加者 ・研修受
講者数 21名名
（研修対象者19名、オブザーバー
2名）

②オンライン研修後アンケートに
よる満足度：100％％

①オンライン研修中、NCGMセンター病院
で実際に行っている研修について学び、
各病院からの参加者間で意見交換、自病
院の看護師対象の研修の改善点等が述
べられた。:1施設あたり1回

2020年10月開始の事業であり、研修から

の経過期間も短いため今後評価していく
必要があると考える。

報告時点で作成されたガイドライン
や取り組みはない。

今回の研修は、モンゴル国における
看護師免許更新に必要となる単位
（1単位）を取得できる研修として、モ

ンゴル国保健開発センターからの承
認が得られた。
（免許更新には、年間3～5単位の取
得が必要）
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　アウトプット指標は概ね達成しています。
　一方で、アウトカム指標およびインパクト指標は、事業実施期間が短
いこともあり、今後評価していく必要性があると考えています。

　研修に対する満足度が高かったこと、本研修がモンゴル国における看
護師免許更新に必要な単位を取得できる研修としてモンゴル国保健開発
センターの承認を得られたことは、特筆しておきたいと思います。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生：3病院合計19名（各病
院 看護部長含む）

• オブザーバー参加（終日）：モンゴル看護協会長1名、研修生所属病院副院長1名

• オブザーバー参加（一部）：モンゴル国保健開発センター 部長代理

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

• 研修生の所属する病院において看護師に対する研修プログラムが改善される。
→研修生所属病院の看護師総数

• 将来的に、モンゴル看護協会や保健開発センター等によりモンゴル国において看護
師に対する継続教育の充実が図られる。

→モンゴル国の看護師総数：約1.2万人（2018＊１）

＊１https://www.who.int/data/gho/data/indicators/indicator-details/GHO/nursing-personnel-(number)

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

9

　今年度の事業では、モンゴル首都ウランバートル市内の中核 3 病院
の看護部長を含む看護師 19 名に研修を提供することができ、オブザー
バーとしてモンゴル看護協会会長や研修生所属病院の副院長各 1 名も
参加いただきました。
　モンゴル看護協会会長にも参加いただけたことで、モンゴルにおける
看護師の育成に重要な役割を担っていくであろう、モンゴル看護協会に
も日本における看護職の継続教育に関する取り組みを紹介する機会に
なったと考えられます。
　今年度の研修対象病院において、看護部長を筆頭に複数の看護師長・
看護マネージャー等の看護師が参加したことにより、対象病院において
看護師に対する研修プログラムが改善されることを期待します。
また、モンゴル看護協会や保健開発センター等による看護師に対する継
続教育の充実が図られることも期待しています。
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　本事業は、令和 2 年度 2 次募集採択事業のため、この 5 カ月程度で
の成果ではあるが、NCGM センター病院看護部における看護師に対す
る院内教育については、看護部の体制、教育委員会の体制とその役割、
院内の集合研修や病棟での指導の実際などを、動画を交えて具体的に紹
介・説明したことにより、研修での意見交換では、「自病院での看護師
対象の研修にも、もっとシミュレーション等を入れるべきだと思った」、

「自病院でも看護師の離職率が課題であり対応を考えているところであ
り、日本の対策が参考になった」等の意見が聞かれ、自身の所属病院で
の看護師育成について具体的に参考になる点を見出し、積極的に協議す
る様子が見られました。
　また、質疑応答では、認定・専門看護師制度に関しての質問も多く、
看護師がより高い専門性を身に着け、キャリアアップしていくことへの
関心の高さとその必要性を認識している様子が伺えました。そして、研
修の最後には、参加者全員で、それぞれの病院、それぞれの国で看護師
の育成にさらに取り組んでいく決意が示されました。
　今後の課題は、今回の研修参加者からのフィードバックおよび、研修
実施に際し協力を得たモンゴル看護協会長からの要望より、新人看護師
教育のみならず、認定・専門看護師の育成や看護協会など、医療施設以
外の看護師育成に関係する機関における取り組や役割を含めた研修プロ
グラムへ拡充し、研修対象を拡大していく需要があると考えています。
　また、モンゴル国同様に看護専門職による継続教育に取り組んでいる
他国への拡大について検討の余地があると考え、候補国を検討している
が、対象国の決定にはさらに時間を要する状況にあります。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

新人看護師教育のみならず、認定・専門看護師の育成や看護協会など、医療施設
以外の看護師育成に関係する機関における取り組や役割を含めた研修プログラム
へ拡充し、研修対象を拡大していく必要がある。

モンゴル国同様に看護専門職による継続教育に取り組んでいる他国への拡大につ
いて検討の余地があると考え、候補国を検討しているが、対象国の決定にはさら
に時間を要する状況にある。
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NCGMセンター病院看護部における看護師に対する院内教育について、動画等を
交えた具体的紹介・説明＋意見交換
Ø 自身の所属病院での看護師育成について具体的に参考になる点を見出し、積
極的に協議する様子が見られた。

Ø 認定・専門看護師制度に関しての質問も多く、看護師がより高い専門性を身
に着け、キャリアアップしていくことへの関心の高さとその必要性を認識し
ている様子が窺えた。

Ø 研修の最後には、参加者全員で看護師の育成にさらに取り組んでいく決意が
示された。

＜日本における看護職に対する継続教育の知見が共有され、モンゴルでの取り
組みに活用される可能性がある＞

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながるよう
に事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

看看護護職職にに対対すするる継継続続教教育育にに関関すするる研研修修事事業業のの実実施施

Ø モンゴル国において看護師に対する継続教育の理解促進
Ø モンゴル国における看護師に対する継続教育システムが強化・拡充

（ガイドラインや政策に反映）

Ø モンゴル国の看護師の能力強化
Ø モンゴル国の医療・看護サービスの質が向上する

※他国でも同様に展開できる可能性がある

医療技術定着の考え方の例
研修導入→研修拡大→マニュアル・ガイドライン策定→国家政策化→(技能を扱う職種の整備)→現地予算での持続的な研
修実施→技能により質の高い医療を受けられる人が増える→対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献する。
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　将来的に期待する事業のインパクトとしては、看護職に対する継続教
育に関連する研修事業を強化しながら実施していくことにより、対象国
において看護職に対する継続教育の理解が促進され、継続教育システム
強化・拡充に繋がることです。
　そして、継続教育が実施されていることで看護職の能力が持続的に強
化され、対象国内で提供される医療・看護サービスの質向上に寄与する
ことです。

将来の事業計画



149

　　

　
　
VI
　
医
療
従
事
者
の
診
療
能
力
向
上

【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ベトナムでは薬剤師のニーズの高まりから多くの大学薬学部が開学しているが、その教育内容は標準化されておらず、
教育内容や卒業試験の質が担保されていない。また医療資格の国家試験（以下、国試）制度がないため、新卒薬剤師の
能力に差が生じやすく医療サービスに地域格差が生まれている。
　薬ゼミ情報教育センター（以下、薬ゼミ）は毎年約 2000 名の薬剤師を輩出する日本最大の薬学教育機関である。また、
研修認定薬剤師のための生涯学習センターを運営しており薬剤師への最先端の医療教育も実施している。現在ベトナム
では、医療従事者に対する国試制度の導入準備を進めており、薬ゼミは本事業にて薬学教育の分野で国試制度設計及び
技術支援を行った。
【事業の目的】

　大学教員、薬学生向け薬学部の教育水準が不均一で、薬剤師のスキル不足や地域格差があるという対象国の課題を、
大学の標準カリキュラム策定、不足部分の補完講座の作成、国試制度の導入支援（その一環としての共通 Web 試験の実施）
の 3 点により改善する。
　薬剤師向け薬剤師のスキルや知識不足及び教育機会の地域間格差を、E-learning を活用した遠隔教育により改善する。
2020 年度は教材の作成と提供により対象国の薬学教育の発展に寄与する。   
【研修目標】

•	 ベトナムにおける標準薬学教育カリキュラムの整備に向けた委員会を設立し、日本の知見を共有するワークショッ
プを開催する

•	 薬科大学における卒業試験の質を担保するために、将来の国家試験の基盤となる共通試験を実施し、その手法や内
容及び結果を分析・検証・評価する

•	 E-learning 用教材の作成し、ベトナムの医療現場で課題となっている抗菌薬と薬剤耐性（以下、AMR）、糖尿病、
抗がん剤治療に関する教育を支援する

3.　ベトナムの薬科大学における卒業試験評価制度の確立
　   及び E-learning を活用した薬剤師の継続教育事業
	 	 	 	 株式会社薬ゼミ情報教育センター

ホーチミン医科薬科大学
（ホーチミン）

株式会社　薬ゼミ情報教育センター
　（東京都千代田区）

茨城県ひたちなか保健所長
牛尾光宏 * 先生（茨城県ひたちなか市）

* 前ベトナム保健省保健政策アドバイザー（JICA 専門家）

協力関係

Web 会議にて
プロジェクト管理

ベトナム保健省科学技術訓練局
（ハノイ）

（学）日本大学薬学部
（千葉県船橋市）

連携

ハノイ薬科大学
（ハノイ）

ベトナム保健省国際協力局
（ハノイ）

Do Dang An 様 ※東京大学留学中

プロジェクト進行委託
フィードバック

進捗報告
制度提案

連携
学校法人　医学アカデミー

（埼玉県川越市）

関連法人

助言進捗報告

連携 助言

MIZUHO グループ

ベトナム人
スタッフ採用

Dao Khanh 氏（ハノイ）
元 JICA ベトナム事務所

Program Officer

プロジェクト
コーディネート

連携

現地調整委託

助言
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　これより薬ゼミ情報教育センターが令和 2 年度に実施した「ベトナ
ムの薬科大学における卒業試験評価制度の確立及び E-learning を活用
した薬剤師の継続教育」事業の成果報告を実施いたします。
　まず、本事業の背景です。ベトナムでは薬剤師の重要性の高まりから
多くの大学薬学部が開学しています。ベトナムの薬学部は 5 年制コー
スが最も上級の薬学部となりますが、30 余りの 5 年制薬学部が存在し
ています。しかしながら教育内容は標準化されておらず、教育内容や卒
業試験の質が担保されていない状況です。特に私立大学の教育内容に関
しては、質が低いことが問題視されています。また医療資格の国家試験
制度が存在しないため、新卒薬剤師の能力に差が生じやすく医療サービ
スに地域格差が生まれています。
　薬ゼミ情報教育センター（以下、薬ゼミ）は毎年約 2000 名の薬剤師
を輩出する日本最大の薬学教育機関で、研修認定薬剤師のための生涯学
習センターを運営しており薬剤師への最先端の医療教育も実施していま
す。学部生教育から薬剤師の教育まで網羅的に手がけている薬ゼミは、
2019 年度にベトナム保健省及びハノイ薬科大学から薬学教育支援の要
請を受けました。
　現在ベトナムでは、医療従事者に対する国家試験制度の導入準備を進
めているため、薬ゼミは本事業にて薬学教育の分野で国家試験制度設計
及び遠隔教育や試験運営、結果分析技術等の技術支援を行いました。
本事業の目的は、大きく 2 つに分けています。
　1 つ目は大学教員、薬学生を対象としたものです。薬学部の教育水準
が不均一で、薬剤師のスキル不足や地域格差があるという対象国の課題
を、大学の標準カリキュラム策定、不足部分の補完講座の作成、国試制
度の導入支援、その一環としての共通 Web 試験の実施の 3 点により改
善します。
　2 つ目は、薬剤師を対象としたものです。薬剤師のスキルや知識不足
及び教育機会の地域間格差を、E-learning を活用した遠隔教育により改
善します。2020 年度は教材の作成と提供により対象国の薬学教育の発
展に寄与します。
　実施体制についてご説明いたします。日本側ですが、株式会社薬ゼミ
情報教育センターは、関連法人の学校法人医学アカデミーの教育リソー
スを活用し、外部有識者として、茨城県ひたちなか保健所長であり、前
ベトナム保健省保健政策アドバイザー牛尾光宏先生から助言を受けて進
めて参りました。
　また日本大学薬学部でベトナムで医薬品の適正使用の調査研究をされ
ていた中島理恵先生からの助言も受けて、現地の状況に合わせた支援を
行える体制を整えております。
　ベトナム側はハノイ薬科大学が主管となり、ホーチミン医科薬科大学
やベトナム保健省と意見交換をしながら事業を実施してきました。
　令和 2 年度に実施した研修目標は次の 3 点とさせていただきました。
　1 つ目は、ベトナムにおける標準薬学教育カリキュラムの整備に向け
た委員会を設立し、日本の知見を共有するワークショップの開催します。
　2 つ目は、薬科大学における卒業試験の質を担保するために、将来の
国家試験の基盤となる共通試験を実施し、その手法や内容及び結果を分
析・検証・評価します。
　最後に 3 つ目は、E-learning 用教材の作成し、ベトナムの医療現場で
課題となっている抗菌薬と AMR、糖尿病、抗がん剤治療に関する教育
を支援するという内容になります。

　1 年間の事業内容の概要です。2020 年 7 月 1 日に、NCGM と本事業
の委託契約を締結し、HUP 及び UMP と 10 回以上の遠隔会議を実施し
て参りました。
　2020 年 11 月 4 日に、日本の薬剤師国家試験制度等に関するワーク
ショップを開催し、2021 年 1 月 23 日にベトナム初の 2 大学共通 Web
試験を実施することができ、2020 年 2 月 2 日に共通 Web 試験の詳細
分析結果のレポートを含む最終会議を実施いたしました。

2020-2021
年年

6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門家派
遣、本邦研修、現
地研修、遠隔シ
ステムを用いた
研修の期間・参
加者数など)

事業準
備、事前
調査等、
事前打
合せ

◎本事
業委託
契約締
結（7/1）
実施、
UMPと事
業方針
打ち合
わせ
（7/2）ハ
ノイ薬科
大学と事
業方針
打合せ
（7/15）

本事業
キックオ
フmtg
（MOU調
印）、第1
回実務
者会議
の実施
（8/7）、
第2回実
務者会
議の実
施
（8/18）

第3回実
務者会
議の実
施（9/3）

第4回実
務者会
議の実
施
（10/16）、
第5回実
務者会
議の実
施
（10/23）、
第6回実
務者会
議の実
施
（10/30）

日日本本のの
国国家家試試
験験制制度度
等等にに関関
すするるワワーー
ククシショョッッ
ププのの開開
催催（11/4、
58名）、
第7回実
務者会
議
（11/26）

第8回実
務者会
議の実
施
（12/16）

試験問
題委員
会会議
（1/5、
1/15）、
第9回実
務者会
議の実
施
（1/18）2
大大学学共共
通通Web
試試験験のの
実実施施
（1/23、
120名）

第10回
実務者
会議、試
験結果
検討会
及び事
業最終
報告会
の実施
（2/2）

本邦側活動

1年間の事業内容

4

薬学標準カリキュラム検討

ワークショップ事前準備

共通Web試験準備

結果分析生涯学習及び補講用教材の作成

ベトナム薬学事情調査

ワークショップ（薬ゼミ）

共通Web試験（UMP）

MOU調印式（HUP） MOU調印式（UMP）

ワークショップ（UMP） ワークショップ（HUP）

5

E-learning（DM）共通Web試験（HUP） E-learning（AMR）

 
　こちらは、本事業で実施した会議、ワークショップ、共通 Web 試験、
遠隔教育等の写真になります。
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　今年度の成果指標と結果に関してご報告いたします。まずアウトプッ
ト指標についてです。
　1 つ目は共通 Web 試験関連です。薬ゼミから約 500 問の参考問題を
提供、HUP と UMP の 2 大学の教授陣らが問題を選定、加筆修正を行い
ました。HUP68 名、UMP52 名が参加し、90 問 90 分の試験を実施いた
しました。平均得点率は 68.9% という結果になりました。
　2 つ目は、ベトナムの薬学部向けの学習教材です。抗がん剤に関する
教材作成（スライド枚数 163 枚）と講義動画（講義時間 169 分）を作成し、
2 大学に提供させていただきました。
　3 つ目は、ベトナムの薬剤師向けの学習教材です。糖尿病と抗菌薬に
関する教材作成（スライド枚数それぞれ 143 枚、104 枚）と講義動画（そ
れぞれ講義時間 150 分、154 分）を作成し、生涯学習講座用として、2
大学に提供させていただきました。
4 つ目は、ワークショップに関連するものです。ワークショップには
58 名参加、総合満足度は 4.57/5.0 という結果となり、薬剤師国家試験
制度を導入すべきだと考える参加者は、” 必要 ” が 90%、” やや必要 ”
が 10% で、全員が必要性を感じていることが分かりました。なお n 数
は 40 でございます。
　続いて、アウトカム指標についてです。共通の卒業試験出題範囲表の
作成を進めていく中で、2 大学での協力関係と信頼関係が深まり、今後
ベトナムでの薬学教育を先導するネットワークが構築されました。また、

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実
施
前
$
計
画
'
具
体
的
+
数
値
.
記
載
1

①共通試験の結果分析とフィートバック：
2大学の5年生合計1,100名のうち希望者を対象として共通web試験を
行う。補講等に必要な問題を弊社問題データベースから現地に適合す
るようカスタマイズして提供し、教材については現地薬学部教員と共同
して作成する。共通webテストの結果を基に、薬学ゼミナールから大学
へ弱点分析のフィードバックや改善点などの協議を行う。

②薬学生向け講義教材の提供：

内容を学習・理解してもらい、提供した教材に関して大学の先生方と意
見交換を実施し、現地に適合性の高い教材を完成させる。

③薬剤師向けE-learning用教材の作成：
内容を確認、理解してもらい、提供した教材に関して大学の先生方と
意見交換を実施して、現地に適合性の高い教材を完成させる。

④HUP、UMP及び保健省を対象としたワークショップの開催：
日本の制度を理解し、ベトナムでの薬学教育制度改革の参考としてい

ただく。感想や満足度などワークショップ後にアンケートを取り、とりまと
め国家試験の必要性に対する意識変化など成果をレポートする。

①大学共通の卒業試験出題範囲表が検討されている：
次年度以降、E-leaningによる共通web試験の経験が得ら
れ、継続的に2大学での相互補完講義ができる土台を作る。
結果のデータ分析から得られた情報を基に、自大学の教
育の弱みや強みを意識した教育改善ができる。

②薬学生向け講義教材の提供：
次年度にベトナム国内で活用される筋道を作る。

③薬剤師向けE-learning用教材の作成：
次年度にベトナム国内で活用される筋道を作る。ベトナム
の薬剤師に糖尿病と抗菌薬・AMRに関する生涯学習が展
開される。その際に、E-learningを活用することで地方エリ
アの薬剤師にも教育の機会が得られる仕組みが作られる。

④HUP、UMP及び保健省を対象としたワークショップの開
催：
ベトナム保健省とベトナムのHUPやUMPなどの薬学部が
共同となって、国家試験の創設に向けた協議が進む。

①薬学生向け講義教材の提供：
2021年度に抗がん剤の講義がHUP内で実施される。UMPで実施している抗がん剤の講義がHUPに
提供され、相互補講が実現されることで、ベトナムの薬学部間教育の質のバラつきが改善される。

②薬剤師向けE-learning用教材の作成：
2021年度にベトナムの薬剤師に糖尿病と抗菌薬・AMRに関する生涯学習が展開される。その際に、
E-learningを活用することで地方エリアの薬剤師にも教育の機会が得られる仕組みが作られる。

③薬学部間教育の是正：

ベトナムの薬剤師に必要とされる知識が大学間で漏れなく履修可能となる

④対象大学の拡大と議論の活性化
現在、教育の質が問題視されている私立の大学も巻き込むことで2021年度では共通卒業試験の対
象を5大学（そのうち一つは、ベトナム伝統医療大学がカウンターパートとなることを内諾済み）とする

⑤国家試験導入に向けたロードマップの策定と保健省を主体とした国家試験作成委員会の実働：
2021年度には2大学内での国家試験導入へのロードマップ作成される。現在、国家試験作成委員会
が結成されたものの、実態として動きがないが、本事業で開催したワークショップをきっかけに薬剤師
国家試験の導入に向けた動きが加速する。

⑥全薬科大学を対象として政府が運営する薬剤師国家試験制度の導入：
2022年度以降、ベトナム政府主体で薬学部の教育の質改善が行われ、自国での自律的な国家試験
運営が可能となる。国家試験で質が担保され、新卒薬剤師の質が向上する
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①薬ゼミから約500問の参考問題を提供、HUPとUMPの2大
学の教授陣らが問題を選定、加筆修正を行った。HUP68名、
UMP52名が参加し、90問90分の試験を実施。平均得点率は
68.9%であった。

②抗がん剤に関する教材作成（スライド枚数163枚）と講義
動画（講義時間169分）を作成し、2大学に提供した。

③糖尿病と抗菌薬に関する教材作成（スライド枚数それぞれ
143枚、104枚）と講義動画（それぞれ講義時間150分、154
分）を作成し、生涯学習講座用として、2大学に提供した。

④ワークショップには58名参加、総合満足度は4.57/5.0とい
う結果であった。また薬剤師国家試験制度を導入すべきだと
考える参加者は、”必要”が90%、”やや必要”が10%で、全員
が必要性を感じていることが分かった（n=40）

①共通の卒業試験出題範囲表の作成を進めていく中で、2
大学での協力関係と信頼関係が深まり、今後ベトナムで
の薬学教育を先導するネットワークが構築された。また、
共通Web試験の実施範囲における学内弱点分野の補講
が実施されたことで、大学内の教育不足範囲の補填が実
行可能となった。

②、③教材の作成では、2大学の教授陣との意見交換を実
施する中で専門知識の交流が活発化した。今後は、提供
した教材をベースに現地教員がブラッシュアップして、実際
に活用予定である

③多くの大学職員が参加したワークショップで学んだ知見

を、ベトナムの薬剤師国家試験制度導入に役立てることを
HUP及びUMPの代表者が約束された。

大学間のカリキュラム比較と未学習範囲の洗い出し、未学習範囲の学習教
材の提供、日本の国家試験制度に関するワークショップの開催、薬ゼミが
提供した参考問題を2大学にて協議の上、現地適合化をした実績、ベトナム
で初の共通Web試験の実施及び分析結果の評価と今後の改善点の抽出、
学内の弱点分野の補講等の実施を経て、将来の国家試験制度導入及び
卒業試験の標準化への第一歩を踏み出した。共通Web試験の実施報告を
含めた本事業の報告書については、ベトナム保健省に提出される。今後、
ベトナム保健省が主管となり、本事業で協力いただいたHUPとUMPが得た
経験を基に課題をクリアしていくことで、国家試験制度創設が実現する。ひ

いては、新卒薬剤師の質が担保され、医療現場での医薬品適正使用が推
進される。

6

共通 Web 試験の実施範囲における学内弱点分野の補講が実施されたこ
とで、大学内の教育不足範囲の補填が実行可能となりました。
　教材の作成では、2 大学の教授陣との意見交換を実施する中で専門知
識の交流が活発化しました。今後は、提供した教材をベースに現地教員
がブラッシュアップして、実際に活用予定です。
　多くの大学職員が参加したワークショップに関しては、学んだ知見を、
ベトナムの薬剤師国家試験制度導入に役立てることを HUP 及び UMP
の代表者が約束されました。
　最後にインパクト指標についてご紹介いたします。大学間のカリキュ
ラム比較と未学習範囲の洗い出し、未学習範囲の学習教材の提供、日本
の国家試験制度に関するワークショップの開催、薬ゼミが提供した参考
問題を 2 大学にて協議の上、現地適合化をした実績、そしてベトナム
で初の共通 Web 試験の実施及び分析結果の評価と今後の改善点の抽出、
学内の弱点分野の補講等の実施を経て、将来の国家試験制度導入及び
卒業試験の標準化への大きな第一歩を踏み出しました。共通 Web 試験
の実施報告を含めた本事業の報告書については、ベトナム保健省に提出
される予定です。今後、ベトナム保健省が主管となり、本事業で協力い
ただいた HUP と UMP が得た経験を基に課題をクリアしていくことで、
国家試験制度創設が実現していくと信じています。ひいては、新卒薬剤
師の質が担保され、医療現場での医薬品適正使用が推進されます。

薬剤師向けの免許証交付国家試験に関するワークショップ:日本からの経験と実践
▼参加者（現地⾏政職員及び⼤学教員合計58名）

・ベトナム保健省の参加者︓准教授・博⼠Nguyen Thanh Binh（HUPの共産党委員会の書記⻑兼HUP評議会の議⻑）、保健省科
学技術訓練局（ASTT）教育管理部職員

・HUPの参加者︓准教授・博⼠ Nguyen Thanh Binh（HUPの共産党委員会の書記兼HUP評議会の議⻑）︔准教授・博⼠Dinh Thi 
Thanh Hai（HUPの共産党委員会の副書記⻑兼HUPの副学⻑）、及び貴校の各学科⻑・副学科⻑︔各部署の部⻑・副部⻑

・UMPの参加者︓教授・博⼠Tran Thanh Dao（薬学部の部⻑）、准教授・博⼠Nguyen Duc Tuan（薬学部の部⻑）、准教授・
博⼠Nguyen Thien Hai（薬学部の副部⻑）、及び及び薬学部直属の各学科⻑・副学科⻑

▼演題

1. ⽇本の薬学教育と薬剤師国家試験

2. ⽇本の薬学共⽤試験（CBT/OSCE）制度

3. ⽇本の薬剤師をとりまく法律と任務

▼参加者からのコメントの⼀部

「薬剤師国家試験は⼤学教育の質を保証し、
すべての薬剤師が仕事する前に、倫理的資質、法律・専⾨知識を
充分に備えていることを担保するために不可⽋なものだと感じた」

7

ワークショップの概要

n=40

　ワークショップの概要についてもお伝えいたします。実施したワーク
ショップのタイトルは「薬剤師向けの免許証交付国家試験に関するワー
クショップ : 日本からの経験と実践」です。
　現地の参加者はベトナム保健省、ハノイ薬科大学、ホーチミン医科薬
科大学合計で 58 名、プロジェクトスタッフ含めて 63 名の方にご参加
いただけました。
　演題は 3 つに分けて実施しました。1 つ目は、日本の薬学教育と薬剤
師国家試験。こちらは、学校法人医学アカデミー薬学ゼミナール 薬ゼ
ミ事業部長の高田直樹が演者を担当しました。
　2 つ目は、日本の薬学共用試験（CBT/OSCE）制度。こちらは、同じ
く薬学ゼミナール 薬ゼミ教務部長の下野宗隆が演者を担当しました。
　3 つ目は、日本の薬剤師をとりまく法律と任務。こちらは、同じく薬
学ゼミナール 学長　及び 薬ゼミ生涯学習センター センター長の木暮喜
久子が演者を担当しました。
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　3 つの講演の後には、薬ゼミからのプレゼンテーションの後に設けて
いた質疑応答タイムを大幅に超過してもまだ続くほどに、多くの質問が
寄せられました。
　ワークショップ後のアンケートでは、総合満足度が 5 段階中 4.57 と、
ほとんど全員の方に満足いただける内容となりました。
　また、参加者からのコメントとして「薬剤師国家試験は大学教育の質
を保証し、すべての薬剤師が仕事する前に、倫理的資質、法律・専門知
識を充分に備えていることを担保するために不可欠なものだと感じた」
など、今後に繋がる知見を得てもらえました。

　続いて、HUP・UMP 共通 Web 試験の概要をご報告いたします。
　こちらは、将来の薬剤師国家試験創設に向けたパイロットテストとい
う位置づけで、ベトナムの薬学部の学力を把握し、どのような試験問題
が適切か、どのような試験開催形式が適切か検証し、薬ゼミの分析ノウ
ハウと評価方法をベトナムに共有する目的で実施いたしました。
　科目は、薬化学、薬理学、臨床薬剤学、調剤学、薬学管理学の 5 科目
を合計 90 問、90 分の CBT 形式で実施しました。平均点は、ハノイ薬
科大学は 80.7%、UMP が 53.6%、全体で 68.9%、という結果となりま
した。どちらの大学も試験前に補講を実施した上での得点率です。HUP
と UMP で大きな差が生じていますが、これには理由があります。残念
ながらハノイ薬科大学のほうは補講後に、資料の共有があったことが分
かっており、今後ベトナムで国家試験を導入する際には、問題内容が、
予め学生に伝わることのないように注意が必要であることがわかりまし
た。実際にテストした問題サンプルを例示しておりますが、興味深いこ
とにこの問題の場合は、日本の正答率とベトナムの正答率がかなり近似
しています。一方で 3 の選択肢では化学の知識が問われていますが、日
本の学生はしっかりと解けており、ベトナムではまだ知識の定着が弱い
ことも分かります。このように日本の国家試験レベルの問題も、現地の
教員による校閲を経て、有用に活用できることが示されました。

医医療療技技術術のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト
遠隔システムを⽤いて「薬剤師向けの免許証交付国家試験に関するワークショップ︓⽇本からの
経験と実践」をベトナム保健省職員、HUP職員、UMP職員、合計58名に対して実施し、①⽇本の薬
学教育の概要と薬剤師国家試験制度、②⽇本のCBT/OSCE制度の紹介、③⽇本の薬剤師の任務の紹
介を⾏った。⽇本の⻑い歴史の中で培った経験と実績は、参加者からも⾮常にためになり今後の参
考となるものであったとコメントを受け、実際にベトナムで薬剤師国家試験の導⼊の際には、⽇本
の優れた制度を取り込む意向を⽰された。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）
相⼿国で講義・実習・セミナーを受けた研修⽣の合計数︓120名（HUP68名、UMP52名）
l 期待される事業の裨益人口（延べ数）
今回講義を受けたのは、2021年1⽉時点で薬学部5年⽣の学⽣であるが、今年の9⽉からは臨床の
場で活躍する予定の未来の薬剤師である。本事業の⼀環で実施した2⼤学共通Web試験に向けて、
⼤学内で事前に①薬化学、②薬理学、③臨床薬剤学、④調剤学、⑤薬学管理の計5科⽬の補講が実
施され、薬剤師にとって必要不可⽋な知識が強化された。本事業では、知識・技能・態度の「知
識」⾯での評価になるものの、参加者からは「試験を受けられて本当に嬉しい。この試験は将来薬
剤師や患者にいろいろな良い価値をもたらすと思う」「有益な試験で体験した後は⾃分がもっと知
識やスキルを⾝につけないといけないことに気づいた」など試験に対して肯定的な意⾒が圧倒的多
数を占めていたことから、技能・態度への影響はあると考えられる。試験後に実施したアンケート
では、約25%の学⽣が病院または薬局で勤務したいと回答しているため、120名×0.25＝30名の
薬剤師が、1⼈あたり1年間で200名の患者指導をするとしたら、本事業で期待される裨益⼈⼝は1
年間あたり6000名と想定される。それ以外の参加者も間接的な波及効果を考慮するとそれ以上の
裨益⼈⼝が期待できる。

今年度の相⼿国への事業インパクト

9

　今年度の相手国への事業インパクトについてです。医療技術の国際展
開における事業インパクトについては、前述のスライドにも記載しまし
たが、遠隔システムを用いて「薬剤師向けの免許証交付国家試験に関
するワークショップ：日本からの経験と実践」をベトナム保健省職員、
HUP 教員、UMP 教員、合計 58 名に対して実施しまして、①日本の薬
学教育の概要と薬剤師国家試験制度、②日本の CBT/OSCE 制度の紹介、

③日本の薬剤師の任務の紹介を行いました。日本の長い歴史の中で培っ
た経験と実績は、参加者からも非常にためになり今後の参考となるもの
であったと評価され、実際にベトナムで薬剤師国家試験の導入の際には、
優れた制度を取り込む意向を示されました。
　健康向上におけるインパクトについて申し上げます。本事業で育成
した保健医療従事者は、共通 Web 試験を実施した際にテストを受けた
120 名の薬学部 5 年生を挙げさせていただきます。
　今回講義を受けたのは、2021 年 1 月時点で薬学部 5 年生の学生です
が、2021 年の 9 月からは臨床の場で活躍する予定の未来の薬剤師です。
本事業の一環で実施した 2 大学共通 Web 試験に向けて、大学内で事前
に①薬化学、②薬理学、③臨床薬剤学、④調剤学、⑤薬学管理の計 5
科目の補講が実施され、薬剤師にとって必要不可欠な知識が強化されま
した。本事業では、知識・技能・態度の「知識」面での評価になるもの
の、参加者からは「試験を受けられて本当に嬉しい。この試験は将来薬
剤師や患者にいろいろな良い価値をもたらすと思う」「有益な試験で体
験した後は自分がもっと知識やスキルを身につけないといけないことに
気づいた」など試験に対して肯定的な意見が圧倒的多数を占めていたこ
とから、技能・態度への影響もあると考えられます。試験後に実施した
アンケートでは、約 25% の学生が病院または薬局で勤務したいと回答
しているため、120 名× 0.25 ＝ 30 名の薬剤師が、1 人あたり 1 年間で
200 名の患者指導をするとしたら、本事業で期待される裨益人口は 1 年
間あたり 6000 名と想定されます。それ以外の参加者も間接的な波及効
果を考慮するとそれ以上の裨益人口が期待できます。それに加え、スラ
イド中には記載しておりませんが、薬学生を指導する立場の教員たちも
本事業によって多くの学びを得て、さらには HUP と UMP の両大学で、
問題作成を協同して取り組み、学術的な意見交換を含む密な交流があり
ましたので、大学教員らの意識やレベルが上ったことで、学生へ還元さ
れ、ひいては学生が薬剤師として働いた際に、サービスを受ける患者ま
で裨益人口と考えると、それ以上の人数になると予想されます。

　2020 年 7 月から 2021 年 2 月までの 8 ヶ月間の成果をまとめます。
まず 1 つ目ですが、HUP と UMP の 1 年次から 5 年次までのカリキュラ
ムを比較し、双方に補完できる講義範囲を選定しました 2 つ目、日本
の制度を紹介するために、「薬剤師向けの免許証交付国家試験に関する
ワークショップ：日本からの経験と実践」を 2020 年 11 月に開催しま
した。3 つ目、2020 年 12 月には共通 Web 試験を実施するために、参
考となる問題を約 500 問提供し、現地試験委員による選定、修正によ
る現地適合化を行いました。4 つ目、共通 Web 試験実施に向けて、各
大学内で補講が実施されました。5 つ目、2021 年 1 月、ベトナム初の
試みである薬科大学間の共通 Web 試験に 120 名が参加し、結果分析に
より各大学における今後の学習計画修正案が検討されました。最後に
6 つ目、薬学生、臨床薬剤師向け教育教材、抗菌薬及び AMR、糖尿病、
抗がん剤に関するものがが作成されました。両大学にとって、抗菌薬及
び AMR、糖尿病、抗がん剤の新規知識を学ぶことができました。日本
とベトナムの現役薬剤師の環境や職務の相違点があるため、日本の教材
を柔軟的且つ適切に校正する必要はありましたが、教材の校正作業を通
じて、教員の専門性の交流もでき、とても貴重な機会となりました。
　次に、今後の課題を挙げさせていただきます。本事業を通して、HUP、

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（2020年年7月月～～2021年年2月月））
1. HUPとUMPの1年次から5年次までのカリキュラムを比較し、双方に補完できる講義範囲を選定した
2. 日本の制度を紹介するために、「薬剤師向けの免許証交付国家試験に関するワークショップ：日本からの経験
と実践」を開催した

3. 共通Web試験を実施するために、参考となる問題を約500問提供し、現地試験委員による選定、修正による現
地適合化を行った

4. 共通Web試験実施に向けて、各大学内で補講が実施された
5. ベトナム初の試みである薬科大学間の共通Web試験に120名が参加し、結果分析により各大学における今後
の学習計画修正案が検討された

6. 薬学生、薬剤師向け教育教材（抗菌薬及びAMR、糖尿病、抗がん剤）が作成された

約8ヶ月の事業を通して、HUP、UMPとベトナム保健省と協力し、現地薬学教育の質向上のため多岐にわたる活動
を行った。2020年度はCOVID-19の影響により渡航できない状況で、事業を進めていたため、コミュニケーションの
頻度は、当初の想定よりも少なくなってしまい、意思疎通の面で不自由があった。今後、改善すべき課題は以下の
内容である。

• 本事業で行った共通Web試験については、大学内のPC台数を上限として参加者を募集したが、実際の国家試
験運営を想定すると、ペーパー方式での試験実施も検証すべきである

• 知識面での評価のみならず、技能・態度での行動変容について客観的に評価する手法を組み込む必要がある

• 今年度は、2大学のみで事業を進めたが、今後は対象となる薬科大学をより拡大しなければならない

• 国家試験の問題を作成する委員会は、機密保持を徹底し、メンバー編成を留意することで学生への漏洩を防
ぐ仕組みを確立する

• 薬剤師向けの教育教材作成については、現地の有識者の監修を付けることで受講生の興味を引きつける必要
がある

10
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UMP とベトナム保健省と協力し、現地薬学教育の質向上のため多岐にわ
たる活動を行いました。2020 年度は COVID-19 の影響により渡航できな
い状況で、事業を進めていたため、コミュニケーションの頻度は、当初
の想定よりも少なくなってしまい、意思疎通の面で不自由がありました。
今後、改善すべき課題は次の点です。本事業で行った共通 Web 試験に
ついては、大学内の PC 台数を上限として参加者を募集しましたが、実
際の国家試験運営を想定すると、ペーパー方式での試験実施も検証すべ
きと考えております。知識面での評価のみならず、技能・態度での行動
変容について客観的に評価する手法を組み込む必要があります。
　今年度は、2 大学のみで事業を進めましたが、今後は対象となる薬科
大学をより拡大しなければなりません。国家試験の問題を作成する委員
会は、機密保持を徹底し、メンバー編成を留意することで学生への漏洩
を防ぐ仕組みを構築する必要があります。薬剤師向けの教育教材作成に
ついては、現地の有識者の監修を付けることで受講生の興味を引きつけ
るとともに、学習へのモチベーションが高まると考えております。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

11

薬学共通カリキュラムの検討及び共通Web試験の対象校拡大

大学内で学習不足範囲の抽出と補講の実施、教育内容の底上げ

大学間のカリキュラム標準化の最終化及び政府承認

ベトナムでの全薬学部で一定の水準の教育が実施される

保健省主導でベトナムでの薬剤師国家試験制度の確立、日本式国家試験制度の技術移転

新卒薬剤師の質が担保され、医薬品の適正使用、チーム医療の推進

患者のコンプライアンス向上、医薬品の効果最適化、不適切な医薬品使用による副作用回避

医療費の抑制、健康寿命延伸、AMR等発生率低下、ベトナム国の医療水準の向上

　展開推進事業の目的に照らした、将来の事業計画を発表いたします。
本事業で薬学共通カリキュラムの検討しましたが、今後はその内容を洗
練させます。共通 Web 試験の対象校を拡大することで、ベトナムの薬
学生の現状や課題を示すデータを蓄積させます。
　同時期に、大学内で学習不足範囲の抽出と補講の実施、教育内容の底
上げを進めていき、大学間のカリキュラム標準化の最終化及び政府承認
を得ることを目標とします。
　その結果、ベトナムでの全薬学部で一定の水準の教育が実施され、さ
らには保健省主導でベトナムでの薬剤師国家試験制度の確立することに
なります。ここで日本式国家試験制度の技術が輸出されます。
　将来的には、新卒薬剤師の質が担保され、医薬品の適正使用、チーム
医療の推進が引き起こされ、患者のコンプライアンス向上、医薬品の効
果最適化、不適切な医薬品使用による副作用回避につながり、医療費の
抑制、健康寿命延伸、AMR 等発生率低下、ベトナム国の医療水準の向
上を達成することが可能となります。
　構想としては大規模なものになりますが、本事業で行った成果が、こ
れらの第一歩となり、ベトナムの薬学発展の一助となれば幸いです。
　本事業に関わったすべての方に今一度御礼申し上げます。誠にありが
とうございました。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　カンボジア王国（以下、カ国）の経済、医療の発展に伴い、この四半世紀で非感染性疾患の拡大により社会保障費が
5 倍以上へと増加しており、理学療法・リハビリテーション専門職の知識と技術の向上が緊要となっている。
　2019 年度事業で健康科学大学学長と MoU 締結のおり、母子保健、高齢者に対する予防、リハビリテーション治療の
①臨床技術向上、②効果的な教育手法、③臨床指導者育成への協力依頼、大学院教育開始と、5 年内に研究・臨床の質
の向上を図るとの大学の事業計画などが共有された。
　省庁、大学、各種団体、高等教育機関や企業等と協力し、リハビリテーション専門職の①指導者育成事業の展開 ( 首
都以外 )、②臨床技術向上、 ③効果的教育手法の導入などを通じ、カ国国民の健康増進への寄与を目指す。
【事業の目的】

•	 臨床技術向上（ブリッジングプログラムでは特に母子保健、高齢者のケア）
•	 臨床指導者育成（e-learning、ToT 用の動画を活用した全国多都市での展開事業）
•	 効果的な教育手法（国産機器を用いたシミュレーション教育の導入など）
　本事業は、うえの 3 つを柱とし、理学療法学的な予防、評価、治療ならびに自立支援ができるようになること、また
卒前から高等教育までの継続的専門職開発（CPD）を持続可能な仕組みで展開などを通じ、カ国国民の健康を確保し、
増進することへの貢献を目的とする。
【研修目標】

•	 現地モジュールリーダーと協力し、動画を活用したオンデマンド研修とインタラクティブなオンランイン研修を組
み合わせることにより、次世代の教育開発に向けた双方向型の仕組みを目指すとともに、ToT 用の動画コンテンツ
も作成すること、2019 年度に作成した動画を活用し、継続的かつ、発展的な事業を目指す。

4.　カンボジアにおける非感染性疾患に対する
　   リハビリテーション専門職人材育成の展開事業
	 	 	 	 公益社団法人 日本理学療法士協会

カンボジア理学療法士協会
（プノンペン）

日本理学療法士協会
（東京都港区）

①指導者育成事業展開
印刷出版、機器メーカー、

動画撮影など本会賛助会員企業

所管

カンボジア健康科学大学
カンボジア医療技術学校

（プノンペン）

カ国　保健省、障害省
（プノンペン）

臨床指導：
障害者リハビリテーションセンター、

国立クメールソビエト病院

日本大使館

連携

専門家 Webinar
制度構築・提案

②臨床技術向上
関係者が所属する医療機関

③効果的な教育手法
関係者が所属する高等教育機関
* 修士課程、シミュレーション教育など

連携

国際機関、
NGO など

研修生 Webinar

精度改善

連携
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　公益社団法人 日本理学療法士協会は令和 2 年度事業、「カンボジアに
おける非感染性疾患に対するリハビリテーション専門職人材育成の展開
事業」を採択いただきました。
　COVID-19 の蔓延により online による実施方法を模索し、何度となく
スケジュールを調整して実施させていただきましたこと、まずもってお
礼を申し上げます。
　カンボジア王国では、経済、医療の発展に伴い、この四半世紀で非感
染性疾患の拡大により社会保障費が 5 倍以上へと増加しており、理学
療法・リハビリテーション専門職の知識と技術の向上が緊要となってお
りました。そこで昨年度、同事業の採択いただきまして事業を実施いた
しました。
　昨年度事業の終了日に、健康科学大学の学長様と MoU を締結しまし
た。その折に、母子保健、高齢者に対する予防、リハビリテーション治
療の①臨床技術向上、②効果的な教育手法、③臨床指導者育成への協力
依頼、大学院教育開始と、5 年内に研究・臨床の質の向上を図るとの大
学の事業計画などが共有されました。
　このため令和 2 年度以降はカンボジア全国に本事業が広まるように、
省庁、大学、各種団体、高等教育機関や企業等と協力し、リハビリテー
ション専門職の①指導者育成事業の展開 ( 首都以外 )、②臨床技術向上、 
③効果的教育手法の導入などを通じ、カ国国民の健康増進への寄与を目
指すこととしました。
　本事業では以下の 3 つを柱とし、理学療法学的な予防、評価、治療
ならびに自立支援ができるようになること、また卒前から高等教育まで
の継続的専門職開発（CPD）を持続可能な仕組みで展開などを通じ、カ
国国民の健康を確保し、増進することへの貢献を目的としました。
1.	 臨床技術向上（ブリッジングプログラムでは特に母子保健、高齢

者のケア）
2.	 臨床指導者育成（e-learning、ToT 用の動画を活用した全国多都市

での展開事業）
3.	 効果的な教育手法（国産機器を用いたシミュレーション教育の導

入など）
　
　実施体制は前ページのとおりです。
　研修目的として、現地モジュールリーダーと協力し、動画を活用した
オンデマンド研修とインタラクティブなオンランイン研修を組み合わせ
ることにより、次世代の教育開発に向けた双方向型の仕組みを目指しま
した。
　あわせて Training of Trainees に活用しうる動画コンテンツも作成し、
2019 年度に作成した動画教材も活用し、継続的かつ、発展的な事業を
目指すことを目標としました。

　1 年間の事業内容はスライドのとおりです。7 月から 12 月は情報収集、
WEB テスト、日程調整、カリキュラム開発、実施体制構築、冊子・動
画教材の作成、調達等の検討をしました。
　また UHS 大学側と修士課程、シミュレーション教育など、質の高い
教育展開に向けた検討、次年度のワークプラン締結にむけた話し合いな
ど準備をしました。
　2021 年の 1 月から 2 月にかけては、事前のオンデマンド研修と事後

2020年年 7月月～～12月月 1月月～～2月月

研修内容
(日本人専門家派遣、本邦研
修、現地研修、遠隔システム
を用いた研修の期間・参加者
数など)

［Online研修・打合せ］
・情報収集、WEBテスト、日程
調整、カリキュラム開発、実施
体制構築、冊子・動画教材の作
成、調達等の検討
・UHS大学側と、修士課程、シ
ミュレーション教育など、質の高
い教育展開に向けた検討、次
年度のワークプラン締結にむけ
た準備

［Webiner］
・非感染性疾患(母子保健、高
齢者領域)の予防、治療に関す
る理学療法・ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ技術
を学生や指導者へ教授し、ToT
動画を作成した
[ハイブリッド学会]
・カンボジア理学療法士協会と
協働し、保健省統括官、社会保
障統括官、健康科学大学執行
部、各地域のリハビリテーショ
ン科責任者などが参加する全
国学術大会を開催

・高度人材育成や持続可能な
人材育成体制構築など講演

・国内企業を紹介するビジネス
マッチングブース参加

1年間の事業内容

4

のインタラクティブクラスなど研修手法を工夫し、非感染性疾患 ( 母子
保健、高齢者領域 ) の予防、治療に関する理学療法・リハビリテーショ
ン技術を学生や指導者へ教授しました。これらから Training of Trainee 
のための教材も作成しました。
　またカンボジア理学療法士協会と協力して、ハイブリッド学会を開催
しました。ここには保健省の統括官や社会保障関連の統括官、健康科学
大学から大学の執行部、また各地域のリハビリテーション科責任者など
がハイブリッド形式で参加しました。
　この学会において、理学療法やリハビリテーションの高度人材育成、
持続可能な人材育成体制の構築などの講演をしました。
　また国内企業を紹介するビジネスマッチングのためのブースを設置し
て on-line で参加しました。

5

高高齢齢者者、、母母子子
保保健健にに関関すするる
教教授授

↑インタラクティブなオンライン講
義の様子（臨床実習もonline指導)

↑動画教材を使用した講義の様子

↑学会でのプレゼンテーションの様子 ↑ビジネスマッチングブース

　こちらが研修の様子です。うえの 2 枚の写真が健康科学、カンボジ
ア医療技術学校で実施した講義の様子です。高齢者、母子保健に関する
講義と実技指導を、学生と指導者へ教授しました。　
　またケーススタディや臨床実習も Online で指導しました。
　下の写真は、カンボジア理学療法士協会と協力して開催した、はじめ
てのハイブリッド形式での全国カンボジア理学療法士学会です。
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　今年度の成果資料とその結果です。
アウトプット指標
　COVID-19 により on-line など ICT を活用して実施した結果、アウト
プット指標では、オンラインでの理学療法・リハビリテーション治療や、
臨床誌技術指導に、のべ 150 名の参加が得られました。100% すべての
受講者がプレ - ポストテストで理解度が向上しました。またカ国内での
展開に向けたワークプランの準備など、フォローアップミーティングを
行うことができました。
　カ国内での継続的専門職開発の体制構築として、カンボジア全国学会
を 2 日間開催し、のべ 224 名の参加が得られました。

アウトカム指標
　つぎにアウトカム指標です。A.B. 本研修の学生及び臨床指導者がカ国
の 2 つの病院で約 200 ケースを評価、治療などで関与することができ
ました。C-1. カ国内での継続的専門職開発の体制構築にむけて学会で提
言、テキストブック、動画が、各 2 領域、DVD で 9 枚完成することが

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

○現地研修（対象者）
A. 理学療法・リハビリテーション治療の技術に係る講義、実

技指導（学生のべ100名受講）
B. 理学療法・リハビリテーション治療の技術指導に係るハン
ズオンでの臨床指導者への現場指導(指導者のべ60名受

講)
C. カ国内での継続的専門職開発の体制構築(参加者のべ

50名)
○打合せ
D. カ国内での展開に向けたフォローアップほか

・プレ、ポストテストで理解度が80％向上

○現地研修（技術の活用）
A. 本研修の学生が学んだ技術で評価・治療を実施

(のべ180ケース)
B. 本研修の臨床指導者が、学んだ技術で指導を実
施（のべ120名）

C-1. カ国内での継続的専門職開発の体制構築に
むけてテキストブック、動画が完成(各3領域)

C-2. 研修に関連した日本製品のメーカーが、現地
での持続的な機材調達にむけてビジネスマッチン
グ（5社）

○現地研修（展望）
・本研修の技術がカンボジア健康科学大学のカリ

キュラムに導入、全国組織の継続的専門職能開
発ガイドラインにも導入される
・テキストブックと動画が、持続的な研修に展開で

きるよう実践的なリフレクションを実施されるととも
に、全国的に臨床実習現場でToTが開始される

・理学療法修士課程の設置、国産理学療法機材
の導入などを実施、非感染性疾患の罹患率10％
減が期待される

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

(オンラインなどICTを活用)
○研修

A.B.オオンンラライインンででのの理理学学療療法法・・リリハハビビリリテテーーシショョンン治治療療のの講講

義義、、実実技技指指導導ににののべべ115500名名がが参参加加
C.カ国全国学会で継継続続的的専専門門職職開開発発のの体体制制構構築築((参参加加者者のの

べべ222244名名))
○フォローアップ

D.カンボジアで修士課程設置に向けた具体的なワワーーククププララ

ンンをを検検討討・・準準備備、国内で人材育成の展展開開にに向向けけたたフフォォロローー
アアッッププを実施、回答者すべてのプレ-ポストテストで理理解解度度

がが向向上上

(オンラインなどICTを活用)
○研修（技術の活用）

A.B.本研修の学生及び臨床指導者がカ国の22つつのの

施施設設ででののべべ220000ケケーーススをを評評価価、、治治療療ななどどでで関関与与
C-1. カ国内での継続的専門職開発の体制構築に

むけて学会で提言、テテキキスストトブブッックク、、動動画画がが完完成成((22
分分野野99領領域域))

C-2. 研修に関連した日本製品のメーカーなどが、

現地での持続的な機材調達にむけてビビジジネネススママッッ
チチンンググブブッッククレレッットト掲掲載載参参加加（（4444社社））

(オンラインなどICTを活用)
○研修（展望）

・With Corona, New normal における安安全全ななリリハハビビ

リリテテーーシショョンン提提供供のの実実施施
・本研修の技術がカンボジア健康科学大学のカカリリ

キキュュララムムにに導導入入、、全全国国組組織織のの継継続続的的専専門門職職能能開開
発発ガガイイドドラライインンににもも導導入入される

・テキストブックと動画が、持続的な研修に

展開できるよう実実践践的的ななリリフフレレククシショョンンをを実実
施施されるとともに、全全国国的的にに臨臨床床実実習習現現場場

ででTTooTTがが開開始始される
・理学療法修士課程の設置、国産理学療法、機

材の導入などを実施、非非感感染染性性疾疾患患のの罹罹患患率率

1100％％減減がが期期待待される

6

できました。C-2. 研修に関連した日本製品のメーカーなどが、現地での
持続的な機材調達にむけてビジネスマッチングブックレットに掲載、参
加していただきました（44 社）。

インパクト指標
　最後に、これらの指標をふまえたインパクト指標は以下のとおりとい
たしました。
•	 With Corona, New normal におけるカ国の新たなリハビリテー

ションの提供体制、教育支援などができること
•	 本研修の技術がカンボジア健康科学大学のカリキュラムに導入、

全国組織の継続的専門職能開発ガイドラインにも導入されること
•	 テキストブックと動画が、持続的な研修に展開できるよう実践的

なリフレクションを実施されるとともに、全国的に臨床実習現場
で ToT が開始されること

•	 理学療法修士課程の設置、国産理学療法、機材の導入などを実施、
非感染性疾患の罹患率 10％減が期待されること

　さて、今年度の相手国への事業インパクトについてです。医療技術・
機器の国際展開における事業インパクトについては、
•	 母子保健、高齢者分野における予防、リハビリテーション治療で

の協力において、
①臨床技術向上

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 母子保健、高齢者分野における予防、ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ治療での協力

①①臨臨床床技技術術向向上上

②②効効果果的的なな教教育育手手法法

③③臨臨床床指指導導者者育育成成へへのの協協力力

・動画教材の作成及びオンラインでの研修に参加した学生及び臨床指導者がカンボジア
の2つの病院で220000ケケーーススをを評評価価、、治治療療ななどどでで関関与与した。

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

・リハビリテーション治療機器メーカー、ベッドメーカー、出版、研修企業など4444社社がが、、

ブブーースス設設置置ののブブッッククレレッットト掲掲載載でで参参加加した。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数

研修参加のべ115500名名、カンボジア全国理学療法学会で、国内での継続的専門職開発の
体制構築を提言、この参加者はのべ222244名名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

・カンボジア理学療法士協会の継続的専門職能開発ガイドラインに導入されることで、将来
的には当該非感染性疾患の罹罹患患率率1100％％減減((約約8800万万人人))

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

7

②効果的な教育手法
③臨床指導者育成への協力
　これらですが、動画教材の作成及びオンラインでの研修に参加
した学生及び臨床指導者がカンボジアの 2 つの病院で約 200 ケー
スを評価、治療などで関与しました。

•	 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数の
部分ですが、リハビリテーション治療機器メーカー、ベッドメー
カー、出版、研修企業など 44 社が、ブース設置のブックレット
掲載で参加されました。

　つづいて健康向上における事業インパクトです。
　事業で育成した保健医療従事者として、遠隔システムを用いた講義・
実習・セミナーを受けた研修生の合計数は、研修参加のべ 150 名、カ
ンボジア国内での継続的専門職開発の体制構築への参加者のべ 224 名
でした。
　期待される事業の裨益人口は、カンボジア理学療法士協会の継続的専
門職能開発ガイドラインに導入されることで、将来的には当該非感染性
疾患の罹患率 10％減（延べ約 80 万人）が見込まれます。
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　まずはこれまでの成果です。2019 年度の事業採択をいただきまして、
以下の 3 点が達成できました。
1.	 ①国内事前研修では「理学療法評価・治療技術・多職種連携の仕

組みとあり方・全国的 CPD 制度」についてプレとポストで全ての
項目で参加者の理解が向上、②現地研修ではリハビリテーション
の実技について学生、教員、臨床指導理学療法士のべ 273 名の受
講を達成した。

2.	 研修を受けた臨床指導の理学療法士、心・肺・がん・母子保健・
小児発達障害・高齢者領域の技術を学んだ学生 ( 若手理学療法士 )
がのべ 408 ケース (2 病院の合計 ) の評価、治療、リハビリテーショ
ンを実施した。全ての患者で能力は改善、機能向上、クメール語
の QOL 評価票を同定した（EQ-5D-5L ）。

3.	 テキストブックと動画（心、肺、がん、臨床指導者指導、DVD は
3 本、また母子保健、小児発達障害、高齢者に関しては動画 17 本）
が完成し、TOT (Training of trainers) 用として利用できるようにな
り、日本大使館、国際赤十字と意見交換、カンボジア協会での継
続的専門職開発、全国レベルでの組織的な指導体制構築の基盤が
できた。

　今後の課題についてです。近年の新型コロナウィルス（COVID-19）蔓
延もありますので、まずは感染症予防を適切に行うことができるように
なること、そのうえで全国で持続可能な生涯学習の仕組みを展開するこ
とで、公衆衛生に資することが出来ると考えます。カンボジアの人々の
健康や公衆衛生のために、政府機関や大学など、さらには専門職団体や
企業などと協力、連携をし、以下の 3 つを目指していきたいと考えます。
1.	 大学院教育の準備と研究・臨床の質向上
2.	 持続可能な多都市での指導者育成事業
3.	 効率的・効果的教育の展開の取り組み

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

【[2019年度】
①国内事前研修では「理学療法評価・治療技術・多職種連携の仕組みとあり方・全国的CPD
制度」についてプレとポストで全全ててのの項項目目でで参参加加者者のの理理解解がが向向上上、②現地研修ではリハビリ
テーションの実技について学生、教員、臨床指導理学療法士のべ273名名のの受受講講をを達達成成した
●研修を受けた臨床指導の理学療法士、心・肺・がん・母子保健・小児発達障害・高齢者領
域の技術を学んだ学生(若手理学療法士)がのべ408ケケーースス(2病病院院のの合合計計)のの評評価価、、治治療療、、リリ
ハハビビリリテテーーシショョンンをを実実施施した。全ての患者で能力は改善、機能向上、クメール語のQOL評価
票を同定した（EQ-5D-5L ）。
●テキストブックと動画（心、肺、がん、臨床指導者指導、DVDは3本、また母子保健、小児発
達障害、高齢者に関しては動画17本）が完成し、TOT (Training of trainers)用として利用できる
ようになり、日日本本大大使使館館、、国国際際赤赤十十字字とと意意見見交交換換、、カカンンボボジジアア協協会会ででのの継継続続的的専専門門職職開開発発、、
全全国国レレベベルルででのの組組織織的的なな指指導導体体制制構構築築のの基基盤盤ができた。

新型コロナウィルス（COVID-19）の蔓延もあり、まずは感染症予防を適切に行うこ
とができるようになること、そのうえで全国で持続可能な生涯学習の仕組みを展開
することで、公衆衛生に資することが出来ると考える。

カンボジアの人々の健康のために、政府機関や大学など、さらには専門職団体
や企業などと協力、連携をし、以下の３つを目指していきたい。
(1) 大大学学院院教教育育のの準準備備とと研研究究・・臨臨床床のの質質向向上上
(2)持持続続可可能能なな多多都都市市ででのの指指導導者者育育成成事事業業
(3) 効効率率的的・・効効果果的的教教育育のの展展開開のの取取りり組組みみ 8

　最後のスライドです。展開推進事業の目的に照らした、将来の事業計
画について記載いたします。
　2020 年度は COVID-19 の影響を受け、カ国関係組織の依頼をもとに
研修や事業実施方法を変更、工夫しました。
　この 2 年間で呼吸器疾患・心疾患・がん・母子保健・高齢者の分野
で予防やリハビリテーション治療に関し、① 学士課程カリキュラム開

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

国立研究開発法人国立国際医療研究センター(国際感染症センター)の協力を得て作成した教材
を活用し、感染症対策を前提として以下を実施する。１１））研研究究・・臨臨床床のの質質向向上上、、大大学学院院教教育育開開始始、、 ２２））
全全国国臨臨床床指指導導者者育育成成事事業業、、 ３３））効効率率的的、、効効果果的的なな教教育育手手法法

・前述１）は大学教員を受入れし、修修士士課課程程設設置置ののたためめのの研研修修をを実実施施、、関関係係省省庁庁やや日日本本大大使使館館ななどど
連連携携しし設設置置を目指すなどワークプランおよびフレームワークの作成を目指す

・前述２）では、冊子・動画などを活用し、卒後継続的専門職開発の講義を実施、提供体制構築とププ
ノノンンペペンンをを含含むむ5都都市市ででのの指指導導者者育育成成事事業業のの展展開開を目指す
・前述３）では理理学学療療法法治治療療・・計計測測ななどど国国産産機機器器をを活活用用、、日日本本でで実実施施さされれてていいるるシシミミュュレレーーシショョンン教教
育育のの手手法法をを紹紹介介、導入することで効果的かつ質の高い教育を展開する

9

事業計画

2020年度はCOVID-19の影響を受け、カ国関係組織の依頼をもとに研修や事業実施方
法を変更、工夫した。この2年間で呼吸器疾患・心疾患・がん・母子保健・高齢者の分野で
予防やリハビリテーション治療に関し、①学士課程カリキュラム開発と導入、②指導者育
成の冊子・動画教材開発、理学療法士協会の依頼を受けて③全国学術集会のハイブ
リッド開催+ビジネスマッチング(44社がブースのBookletに掲載参加)に取り組んだ。
次年度は感染対策を前提とし、研究・臨床の質向上と大学院教育開始、全国3-5か所へ
指導者人材育成コースを展開する方針について共有した。

前提

発と導入、② 指導者育成の冊子・動画教材開発、③ 全国学術集会のハ
イブリッド開催 + ビジネスマッチング (44 社がブースの Booklet に掲載
参加 ) に取り組んできました。
　おかげさまで国営メディアが取材する中、関係省庁や大学執行部など
の関係者が参加した全国理学療法士学会において、次年度は感染対策を
前提とし、研究・臨床の質向上と大学院教育開始、全国 3-5 カ所へ指導
者人材育成コースを展開する方針について共有することができました。
　つぎに事業計画の概要について報告します。国立研究開発法人 国立
国際医療研究センター ( 国際感染症センター、リハビリテーション科 )
のご協力を得て作成した教材を活用しまして、感染症対策を前提とした
事業を進めていきたいと思います。
　大きく分けて、１）研究・臨床の質向上、大学院教育開始、 ２）全国
臨床指導者育成事業、 ３）効率的、効果的な教育手法です。
•	 前述１）は、大学教員を受入れし、修士課程設置のための研修を

実施と多職種協働での臨床の質向上、関係省庁や日本大使館など
連携し設置を目指すなどワークプランおよびフレームワークの作
成を目指します

•	 前述２）では、冊子・動画などを活用し、卒後継続的専門職開発
の講義を実施、提供体制構築とプノンペンを含む 5 都市での指導
者育成事業の展開を目指します

•	 前述３）では理学療法治療・計測など国産機器を活用、日本で実
施されているシミュレーション教育の手法を紹介、導入すること
で効果的かつ質の高い教育を展開したいと考えています。

　これら事業を戦略的に実施することで「我が国の医療制度に関する知
見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の
国際展開を推進し、日本の医療分野の成長を促進しつつ、相手国の公衆
衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本
の信頼を高めることによって、日本及び途上国等の双方にとって、好循
環をもたらす」ことが可能になるものと考えられます。
　以上、今年度の本事業報告とさせていただきます。ありがとうござい
ました。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　フィリピン共和国は人口が 100,981,437 人、世界で最も災害の多い国のひとつである。2019 年に 精神保健法が施行
され、今後精神障害者の人権保護に関する関心が高まると予想される。しかしながら、精神科病院は 5 施設、精神科
病棟を持つ総合病院が 14 施設しかなく、外来がある施設は 46 施設であり、人口 10 万人あたりの精神保健に携わる専
門職はわずか 2.0 名である。また、過去 20 年間で幼児の死亡率は低下し、人口の約 37％が 14 歳未満である特徴もあ
る（WHO AIMS、2007）。実際には、5 歳未満の子供の約 27％が栄養不良であり、精神的な影響を受ける子も懸念され
ている (Cagande,2013, Larson LM.,2017）。フィリピンでは子どもの 16％が精神障害を抱えていたと報告（WHO AIMS、
2007）があるにも関わらず、児童思春期に関与している施設は外来施設のうち 28％のみであり、デイトリートメント
施設では 7％、在宅ケア施設のベッドの 3％しかない。また、2 つの精神病院においては児童思春期のためのベッドは 2％
しかない現状である。よって、今後ますます子どものメンタルヘルスに関する診療ニードが高まるものと考えている。 
【事業の目的】

　フィリピン児童精神医学会、フィリピン精神医学会、フィリピン精神保健協会、フィリピン総合病院 , 国立精神保健
センターと連携し、自閉症など児童思春期特有な精神疾患の診断技術、薬物療法、心理社会的治療および災害精神医学
に関するコミュニティメンタルヘルスに関する研修会の開催を行い、その診療能力の向上を目指す。特に精神疾患の予
後規定因子である発症から受診までの期間を短くすることを、地域の診療能力向上とともに目指している。
【研修目標】

•	 フィリピン共和国における児童精神医学に関する知識の普及
•	 コロナ禍における児童精神医学に関する知識の習得の普及
•	 教師を対象としたスクールメンタルヘルスに関する知識の普及

5.　児童思春期のメンタルヘルスの診療能力向上に関する事業

	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

フィリピン大学マニラ校
公衆衛生学部
（マニラ市）

オンライン

専門家
派遣

国立国際医療研究センター
国府台病院児童精神科・精神科

琉球大学医学部
保健学科

国際地域保健学教室

フィリピン総合病院
国立精神・神経医療

研究センター

関連大学 地域病院

フィリピン児童思春期精神医学会 (PSCAP)

教育省

保健省児童相談所などの福祉機関
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　事業インパクトとしては、Forum の開催が最も大きなインパクトで
あり、健康向上における事業インパクトして子どもの精神疾患の早期発
見・早期診断につながる事業で研修を受けた保健医療従事者の延べ数

2020年年 5月月−10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本邦
研修、現地研
修、遠隔シス
テムを用いた
研修の期間・
参加者数な
ど)

オンデマン
ド研修の内
容をメール
にてフィリピ
ン大学など
と検討。

内容；オンデ
マンド研修の
内容決定
（ZOOM）

期間；１日
参加者；7名

オンデマ
ンド教材
用の動
画作成

オープニングセッション
（ZOOM LIVE）
期間；１日
参加者；6名

Moodleを利用した研修
期間：約２ヶ月

参加者：教師、心理士、
ソーシャルワーカー、看
護師、保健師、医師な
どの202名登録（47名が
視聴し、そのうち5名が
研修終了）。プレテスト
の正答率が42.9％であ
り、ポストテストで理解
度は83.3％であり、理解
度が40.4％向上した。

内容:研修に関す
るディスカッショ
ン（ZOOM）
期間；1日
参加者：研修生5
名

ZOOMを利用した
研修
内容；COVI-19に
関する教育・医
療体制に関する
研修
期間；1日
参加者：研修生７
名に加えて、フィ
リピン国内の医
療・教育・福祉関
係者15名も参加
した

1年間の事業内容

3

4

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的
な数値を記載）

①Web研修での対象者（2回）
②医師（フィリピン児童精神医学会会
員）および心理士、ソーシャルワー
カー、看護師、保健師、教師などの
20-50名。及び、プレテスト・ポストテ
ストで理解度の15％向上

①今回の事業結果を発表し、作成

されたレポートもしくは論文が引用
されること。

②本事業を通じてフィリピン国内で
の裨益効果として、自閉症やうつ病
などの精神疾患患児の診察人数及
び薬物療法施行例の増加。

①フィリピン児童精神医学会による

児童精神医学に関する講習会もしく
は、大学、医学会、保健省、教育省
などを中心としたChild Mental Health 
Forumの開催されること。
②多職種の医療スタッフのネットワー

クだけでなく、医療、保健、教育など
子どものケアについての多機関ネッ
トワークが構築されること

実施後の結果（具体的
な数値を記載）

①Zoomを利用してWeb研修を2回開
催した。
②Moodleを利用してオンデマンドで
研修会を開催した。教師、心理士、
ソーシャルワーカー、看護師、保健師、
医師などの202名登録（47名がログイ
ンし、そのうち5名が研修終了）。プレ
テストの理解度が42.9％、ポストテス
トが83.3％であり、理解度が40.4％向
上した。

①今回の事業結果をフィリピン大学
の若手研究者とともに２本作成中。

②本事業はオンライン研修へと切り
替えたことで、フィリピン大塚との共
同研修は実施しなかった。

①フィリピン児童精神医学会と共同

でオンデマンド研修を開催した。また、
次年度以降も利用できるオンデマン
ド研修教材も作成した。

②フィリピン国内の医療、保健、教育
のスタッフのネットワークが構築され
ることに寄与した。

5

健康向上における事業インパクト

• オンデマンド教材の作成（COVID-19による⼦どものメンタルヘルス、沖縄におけるコ
ミュニティメンタルヘルス、スクールメンタルヘルス、薬物療法、災害精神医学など、
⽇本とフィリピン両国のスタッフによる講義動画 合計13本）

• 事事業業でで育育成成ししたた保保健健医医療療従従事事者者：：7名名
• 遠遠隔隔シシスステテムムをを用用いいたた講講義義・・実実習習・・セセミミナナーーをを受受けけたた研研修修生生のの合合計計数数：： 47名
• 期期待待さされれるる事事業業のの裨裨益益人人口口：：14歳歳未未満満のの人人口口ののううちち15％％ 約約

• オンライン研修会開催（Moodle）︓47名の医療福祉スタッフへの波及効果あり
• フィリピン国内で未発売の抗ADHD薬（国産）や⾃閉症の易刺激性を標的症状とす
るアリピプラゾール（国産）のプロモーション

• COVID-19の影響による⼦どものメンタルヘルスに関するWebinarの開催

⼦どもの精神疾患の
早期発⾒・早期診断 ⼦どもの精神疾患への

早期治療（フィリピン児
童精神医学会と連携して、
オンデマンド教材の利⽤
した学習機会の提供）

フィリピン共和国（WHO AIMS 2007）
• 37％が14歳未満
• 2019年に精神保健法が制定
• ⼦どもの16％が何らかの精神疾患
• 児童思春期の⼊院施設は全体の2％

世界中で⾃閉症は5000⼈に1⼈（
1975年）から58名に1⼈（2018
年）に急増している（⽂献）

（診断技術・治療薬の必要性）

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

97 名が得られました。これらは、子どもの精神疾患への早期治療へと
つながり、わが国の向精神薬のプロモーションへとつながるものと考え
らえれます。



160 　　令和 2 年度医療技術等国際展開推進事業 報告書

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

これまで2017年、2019年、2020年にフィリピン共和国を対象に実施し、医師・

保健師・公衆衛生研究者などの保健医療従事者を育成してきている（H29:の

べ15名、R1:のべ80名）。また、これらの事業を通じて、フィリピン大学、保健省、

教育省が中心となってMetal Health Conference（H29）が開催された（Child 

Mental Health Forum：COVID-19で中止）。また、自閉症の治療薬の一つであ

る大塚製薬のアリピプラゾールのプロモーションも展開することにつながった。

この事業の研修活動については、フィリピン大学と共同で国際学術雑誌にア

クセプトされた（Usami.M,et al.,2018、Estrada, et al,2020）。

• フィリピン児童青年精神医学会と連携して、本事業で研修を受けた人がトレーナーと
なって、フィリピン国内で伝達講習を行うこと。

• 児童思春期のメンタルヘルスに関する診療能力の向上は、患者の人権に配慮する
と同時に今後急増していく子どもの精神疾患の適切な評価と治療に繋がること。

• COVID-19による学校閉鎖がフィリピン国内で続いており、New Normal時代の中での
子どものメンタルヘルスへの介入を検討すること

7

今後の展望

PSCAP or UP-Manila主催の持続的な研修
オンデマンド学習Webサイトの立ち上げ

NCGM国府台病院 子どものこころ総合診療センターサイト内

フィリピン国内でのメンタルヘルスリテラシーの向上

フィリピンの公衆衛生・医療水準の向上に貢献

専専門門家家のの育育成成 教教師師ななどどのの非非専専門門家家のの育育成成

新型コロナウイルス感染症による学校閉鎖がフィリピン国内で続
いており、New Normal時代の中での子どものメンタルヘルスへの
介入が求められている。

過去20年間で幼児の死亡率は低下し、人口の約37％が14歳未
満である特徴は続いており、フィリピンでは子どもの16％が精神
障害を抱えている（WHO AIMS、2007）

COVID-19の影響から都市封鎖も続いており、今後ますます子ども
のメンタルヘルスに関する診療ニードが高まるものと考えている。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

　今後の展望としては、中止となった Child Mental Health Forum の再開
と研修の継続・拡大を考えており、わが国の沖縄の諸島部におけるコミュ
ニティメンタルヘルスの汎化を目指していきたいと考えています。また、

フィリピン国内の各省及び学会との連携を図り、フィリピン国内のメン
タルヘルスリテラシーと医療水準の向上を目指していきたいです。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　小児がん患者は全世界で年間推定 30 万人が新規発生している。その 80％は低中所得国の患者である。日米欧では適
切な診断と治療により現在生存率は 80％以上となったが、低中所得国ではいまだ 20％に過ぎない。この差は、低中所
得国における専門スタッフ数の不足と診断治療技術の未熟さにあると推測される。申請者が過去 5 年にわたり国際展開
推進事業「小児がん診療能力強化事業」により行ってきた支援では、ベトナムの複数の施設で新たに小児固形がんの診
断や治療を開始する支援を行った。これらはこれまで全く治療を行ってこなかったという状況を大幅に改善したが、い
まだ十分な患者数の治療実施や生存率向上には至っておらず、今後もより高度に専門的な研修を継続することを関係機
関から求められており、特にフエ中央病院・ホーチミン小児病院第一の施設長および小児血液腫瘍科部長から強い支援
要請を受けている。
【事業の目的】

　小児がんの診断および治療の方針を決定する過程を研修することを目的とする。方針決定過程に必要なのは、一般的
には症例提示・検査結果・画像を基にした複数の専門家による討議である。この討議を共有するための Web 配信シス
テムを構築運営し研修を行う。
【研修目標】

•	 日本の小児がん専門家による遠隔研修での専門技術指導を行う。
•	 現地医療関係者を遠隔研修システムに招聘して専門技術の研修を行う。
•	 上記の研修事業を通じて小児がんの診断・治療能力を向上させることが研修目標である。

6.　低中所得国小児がん生存率向上支援事業

	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立フエ中央病院
（フエ市）

ホーチミン小児病院第一
（ホーチミン市）

国立成育医療研究センター
( 東京都世田谷区）
千葉大学小児外科

( 千葉県千葉市）
日本大学小児外科
（東京都板橋区）

国立国際医療研究センター
（東京都新宿区） 制度の改善

構築の提案

保健省
（ベトナム　ハノイ市）

遠隔研修

連携

イーサイトヘルスケア株式会社
（東京都中央区） 遠隔研修

遠隔研修
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　事業の背景である。小児がん患者は全世界で年間推定 30 万人が新規
発生している。その 80％は低中所得国の患者である。日米欧では適切
な診断と治療により現在生存率は 80％以上となったが、低中所得国で
はいまだ 20％に過ぎない。この差は、低中所得国における専門スタッ
フ数の不足と診断治療技術の未熟さにあると推測される。申請者が過去
5 年にわたり国際展開推進事業「小児がん診療能力強化事業」により行っ
てきた支援では、ベトナムの複数の施設で新たに小児固形がんの診断や
治療を開始する支援を行った。これらはこれまで全く治療を行ってこな
かったという状況を大幅に改善したが、いまだ十分な患者数の治療実施
や生存率向上には至っておらず、今後もより高度に専門的な研修を継続
することを関係機関から求められており、特にフエ中央病院・ホーチミ
ン小児病院第一の施設長および小児血液腫瘍科部長から強い支援要請を
受けている。
　本事業の目的は、小児がんの診断および治療の方針を決定する過程を
研修することを目的とする。方針決定過程に必要なのは、一般的には症
例提示・検査結果・画像を基にした複数の専門家による討議である。こ
の討議を共有するための Web 配信システムを構築運営し研修を行う。
　実施体制を図で示した。国立国際医療研究センターを実施主体とし、
カウンターパートにはベトナムの国立フエ中央病院とホーチミン小児病
院第一を選択した。
　日本の小児がん診療の中心的施設である国立成育医療研究センター、
日本大学、千葉大学が協力施設として連携した。
　また、遠隔診断コンサルトシステムの構築運営維持にはイーサイトヘ
ルスケア株式会社が参加した。

　遠隔研修を 2021 年 2 月に延べ 5 回実施した。各界で 2 例ずつの診断
の難しい症例や治療方針決定に難渋する症例を検討した。その過程を学
習することによりより良い診断治療の選択ができるようになりつつある。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容

小児がん
腫瘍カン
ファレンス
を開催し、
診断治療
に関する過
程を実際の
症例で自習
して学習し
た

カン
ファレ
ンス
の準
備を
行っ
た

フエと
3回
ホー
チミン
と2回
の小
児が
ん腫
瘍カ
ンファ
レン
スを
開催
した

1年間の事業内容

4低中所得国小児がん生存率向上支援事
業（小児がん支援）

写真

事業内容がわかりやすく示されている写真を掲載して下さい。

5低中所得国小児がん生存率向上支援事
業（小児がん支援）

小児がん腫瘍カ
ンファレンスでの
検討例の1例

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画
1）遠隔研修
①小児外科研修：ホーチミン
講義回数2回：日本人専門家医師延べ4名・研修を
受ける人数：ホーチミン市立小児病院第一小児腫瘍
外科医師延べ6名

②難治再発例対策研修：フエ
講義回数：日本人専門家医師延べ4名・研修を受け
る人数：医師5名
2）遠隔コンサルト研修
①フエとホーチミンで維持更新、eSite社による運営

維持
②コンサルト実施
2病院からのコンサルト実施、日本側では本事業メ
ンバーから広げて日本小児がん研究グループのグ
ループ事業として実施

③e-learningシステムの構築配信
コンテンツを9症例程度：日本語と英語およびベトナ
ム語で

本邦研修及び現地研修で学んだ知識技術を用いて、
1）習得した外科療法についての基本的考え方や技
術を実施できる外科医師数が増加し、小児にとって
より安全で合併症や後遺症の少ない外科療法が実
施できるようになる。目標は年間30例。

2）新たに診療を受ける小児固形がん患者数がフエ
中央病院ではさらに増加し、目標は年間50名以上。
事業開始からの延べ患者数は150名以上。
3）フエ中央病院では再発難治例に対する治療選択
実施が世界標準レベルでできるようになる。目標は

年間5例。
4）ホーチミン市立小児病院第一では、小児腫瘍外科
への支援を通じて、小児血液腫瘍科での小児がんに
対する化学療法の開始を支援する。
5）遠隔コンサルトシステムを活用した相談の定期開

催と、コンサルト数の増加及び自国語による小児が
ん教育資材の開発。

1)本研修の技術によって相手国の小児固形がんの
死亡率が減少し、その国の保険指標の小児死亡率
が改善する。

2)相手国内での小児がん専門家の連携が進み小児

がん診療グループの形成となり、多施設小児がん臨
床試験の開始と国際共同試験に繋がる。

3)相手国一般社会への小児がんについての知識が
普及し、誤解や偏見が減少することにより、社会から

の支援が受けやすくなる。

4)WHO Global Initiative for Childhood Cancer 活動
に連携し、世界的な動きを加速する。

※指標は前後比較が望ましい

6低中所得国小児がん生存率向上支援事業（小児がん支援）
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　今年度の成果指標とその結果を表に示した。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施後の結果
1）Web会議システムを活用した小児がん腫瘍カン
ファレンスによる遠隔研修
①ホーチミン小児病院第一
腫瘍カンファレンス回数2回

指導した人数：日本人専門家医師延べ３名
研修を受けた人数：ホーチミン小児病院第一医師
延べ10名
②フエ中央病院
腫瘍カンファレンス回数３回

指導した人数：日本人専門家医師延べ１３名
研修を受けた人数：フエ中央病院医師病院延べ15
名
③コンサルト実施
ホーチミン小児病院第一からのコンサルト実施３

件。
日本側コンサルト実施人数延べ5名専門家

・新たに診療を受ける小児固形がん患者数は増加し
た；フエ中央病院では累計100名以上→達成できた。
・ホーチミン小児病院第一では、小児がんに対する化
学療法を開始した→7例に対し達成できた。

・訪日研修実施できなかった
・現地訪問研修実施できなかった。
・コンサルトシステムを活用した相談数の増加→達成
できなかった。
・教育コンテンツの配信準備1例実施→達成できな

かった。

・フエ中央病院での小児固形がん死亡率の減少は、
治療を開始する症例の増加より判定して得られてい
ると考えられた。短期粗死亡率は16％（治療中例多
いため今後死亡率は増加の見込み、以前の死亡率

は不明だが、治療を行っていなかったことを考えると
ほぼ100％死亡）
・小児がん診療グループの形成は徐々にベトナムで
進んでいる
・小児がん臨床試験の開始はまだ

・一般社会への小児がん教育の増進も少しずつ マ
スメディアへの登場(新聞、TV、雑誌など）
・WHO Global Initiative for Childhood Cancer へ反
映：日本小児がん研究グループとの協力開始し遠隔
コンサルトシステムの構築を進める

7低中所得国小児がん生存率向上支援事業（小児がん支援）

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（具体的事
例も記載）

特になし

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数（具体的事例も記載）

特になし

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

遠隔研修を受けた研修生の合計数：25名医師

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

フエ中央病院では小児固形腫瘍患者は約50名

ホーチミン小児病院第一では約10名

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

8低中所得国小児がん生存率向上支援事
業（小児がん支援）

　今年度の相手国への事業インパクトは大きくない。事業で育成した保
健医療従事者（延べ数）として遠隔研修を受けた研修生の合計数：25
名医師である。
　期待される事業の裨益人口（延べ数）はフエ中央病院では小児固形腫
瘍患者は約 50 名、ホーチミン小児病院第一では約 10 名と考えられる。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

9低中所得国小児がん生存率向上支援事
業（小児がん支援）

事業内容：小児がん診療能力の強化

国：ベトナム社会主義共和国、インドネシア共和国
事業実施年度：平成27年度～令和2年度

本事業と同様の事業である。
小児がん診療に必要な包括的診療能力の強化のために第一に日本人各領域の専門家を現地に派遣し、講義・技術指
導・症例検討会などの研修を行った。74名である。第二に途上国研修生をNCGMとその他の日本国内協力機関に招聘し、
研修を行った。32名の医師と看護師である。第三に日本の企業が開発したICTを活用した医療機器である大容量の画像
を即時配信できるコンサルトシステムを構築し活用した。30件の相談事例である。またフエ中央病院では50名以上の小児
固形がん患者の治療を行った。ホーチミン小児病院第一では7名の小児固形がん患者の治療を行った。

これまでの５年間と本事業の１年間の合計６年間の事業により明らかとなったベトナムの小児がん専門家の課題は次のよう

に考える。１．正確な診断とそれに基づく適切な治療法決定の過程は、その多くをS I O P（国際小児がん研究グループ）に
よるガイドラインを学習することにより向上しているが、現実的には患者一人一人に対してそれぞれの問題点があり、それ

ぞれの問題解決を行わなくてはならない。このことは経験年数が絶対に必要であり、この点についてはまだ未熟である、２．
適切な治療の実施は、技術の未習熟及び物品不足の点から十分ではない。特に難治例や再発例については経験が不足し
ている、３．適切なフォロー・長期サポートに関してはまだ手が付けられていない。これらに対する支援は、今後はより具体

的にまた集中的に支援を行うことが効果的と考える。以上の課題を受け、新興感染症により種々の人的・物的・時間的・空
間的制限が今後も数年に渡り継続するであろう状況を鑑みて、その中で一層の小児がんの診断治療能力を向上させるた

めには、タイムリーで幅広い意見交換ができる遠隔カンファレンス体制の充実がさらに必要である。そして本事業の実施に
より得られた知財は、世界的に見ても教育的価値が高く、資料的価値が高いものであり、これらを保存再生しないことは大
きな損失である。ましてや低中所得国には自国語の小児がんについての教科書がほとんどない状況である。本事業により

えられた経験をもとに臨床的な教科書を作ることが必要であり、e-learning systemの構築が最も簡便であり使用者にとって
価値が高いものである。その構築を進めることが必要である。

　これまでの成果としては、本事業と同様の事業を平成 27 年度から 5
年間実施した。小児がん診療に必要な包括的診療能力の強化のために第
一に日本人各領域の専門家を現地に派遣し、講義・技術指導・症例検討

会などの研修を行った。74 名である。第二に途上国研修生を NCGM と
その他の日本国内協力機関に招聘し、研修を行った。32 名の医師と看
護師である。第三に日本の企業が開発した ICT を活用した医療機器であ
る大容量の画像を即時配信できるコンサルトシステムを構築し活用し
た。30 件の相談事例である。またフエ中央病院では 50 名以上の小児固
形がん患者の治療を行った。ホーチミン小児病院第一では 7 名の小児
固形がん患者の治療を行った。
　今後の課題としては、以下の点が挙げられる。
　これまでの５年間と本事業の１年間の合計６年間の事業により明らか
となったベトナムの小児がん専門家の課題は次のように考える。１．正
確な診断とそれに基づく適切な治療法決定の過程は、その多くを SIOP

（国際小児がん研究グループ）によるガイドラインを学習することによ
り向上しているが、現実的には患者一人一人に対してそれぞれの問題点
があり、それぞれの問題解決を行わなくてはならない。このことは経験
年数が絶対に必要であり、この点についてはまだ未熟である、２．適切
な治療の実施は、技術の未習熟及び物品不足の点から十分ではない。特
に難治例や再発例については経験が不足している、３．適切なフォロー・
長期サポートに関してはまだ手が付けられていない。これらに対する支
援は、今後はより具体的にまた集中的に支援を行うことが効果的と考え
る。以上の課題を受け、新興感染症により種々の人的・物的・時間的・
空間的制限が今後も数年に渡り継続するであろう状況を鑑みて、その中
で一層の小児がんの診断治療能力を向上させるためには、タイムリーで
幅広い意見交換ができる遠隔カンファレンス体制の充実がさらに必要で
ある。そして本事業の実施により得られた知財は、世界的に見ても教育
的価値が高く、資料的価値が高いものであり、これらを保存再生しない
ことは大きな損失である。ましてや低中所得国には自国語の小児がんに
ついての教科書がほとんどない状況である。本事業によりえられた経
験をもとに臨床的な教科書を作ることが必要であり、e-learning system
の構築が最も簡便であり使用者にとって価値が高いものである。その構
築を進めることが必要である。
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　今後の課題のシェーマである。

今今後後のの課課題題

１．正確な診断とそれに基
づく適切な治療法決定

２．適切な治療の実施

３．適切なフォロー・長期サ
ポート

これら支援の実際は教育
的価値が高い

資料的価値が高い

低中所得国には自国語の
小児がんについての教科
書がほとんどない

教科書を作る

E-learning system

コンサルト

診断・治療法決定

治療実施

生存

長期フォロー

後遺症対応

再発

ホーチミン：外科
フエ：総合的
ウドン：化学療

法

フエ：再発後
の治療法選
択 実施 支
持療法

生存者の長
期フォロー

全施設

10

医療技術定着について :
　小児がん診療の能力強化は、今後も継続される全世界・全人類的な課
題であり、本事業の必要性は高い。本事業の日本側の人的資源の確保は
できており、対象国側の協力関係も維持できているため、運営資金が確
保できれば継続は可能である。日本国内では日本小児血液・がん学会と
日本小児がん研究グループとの協力が決定されている。人的交流が継続
し発展することになる。
　また本事業の実施により対象国での小児がん診療に関わる医療技術
は、施設全体の診断治療能力を強化し治療成績を向上させ、また同一国
内の複数病院間の協力連携が構築され、国全体としての治療成績の向上
が期待される。これは小児の死亡率の減少に寄与し、関連した小児公衆
衛生水準の向上や医療水準の向上に寄与する。現地スタッフによる指導
的立場の人材を育成することにより、その後は自国内での人材教育の再
生産を期待できる。
　2018 年度から開始された WHO 事業にも本事業の成果は反映される
と期待され、世界規模での政策に寄与できる。

持続的な医療機器・医薬品調達 :
　小児がん治療に関連する医療機器・医薬品の導入がなされ、現地の
状況における効能の証明ができれば、ロジスティックの整備 ( サプライ
チェーン、修理・保守）へとつながり、現地認証組織からの認可→調達
→現地の資金調達メカニズムの構築（医療保険への収載など）が可能と
なる。これができれば持続的な調達が可能となり、医療技術・医薬品が
対象国で広く使われるようになり、対象国の公衆衛生・医療水準の向上
に貢献する。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください。

医療技術定着について

小児がん診療の能力強化は、今後も継続される全世界・全人類的な課題であり、本事業の必要
性は高い。本事業の日本側の人的資源の確保はできており、対象国側の協力関係も維持できている
ため、運営資金が確保できれば継続は可能である。日本国内では日本小児血液・がん学会と日本小
児がん研究グループとの協力が決定されている。人的交流が継続し発展することになる。

また本事業の実施により対象国での小児がん診療に関わる医療技術は、施設全体の診断治療能
力を強化し治療成績を向上させ、また同一国内の複数病院間の協力連携が構築され、国全体として
の治療成績の向上が期待される。これは小児の死亡率の減少に寄与し、関連した小児公衆衛生水準
の向上や医療水準のから開始されたWHO事業にも本事業の成果は反映されると期待され、世界規模
での政策に寄与できる。向上に寄与する。現地スタッフによる指導的立場の人材を育成することによ
り、その後は自国内での人材教育の再生産を期待できる。

持続的な医療機器・医薬品調達の

小児がん治療に関連する医療機器・医薬品の導入がなされ、現地の状況における効能の証明がで
きれば、ロジスティックの整備(サプライチェーン、修理・保守）へとつながり、現地認証組織からの認可
→調達→現地の資金調達メカニズムの構築（医療保険への収載など）が可能となる。これができれば
持続的な調達が可能となり、医療技術・医薬品が対象国で広く使われるようになり、対象国の公衆衛
生・医療水準の向上に貢献する。

11低中所得国小児がん生存率向上支援事
業（小児がん支援）

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 人口世界第 4 位（2.4 億人）の ASEAN の盟主で、二国間政府開発援助 (ODA) 額は第 4 位で、日・ASEAN 健康イニ

シアチブとして政府が重点支援を表明。 
•	 リウマチ分野では、ほとんどの国民は現在の日本の標準医療が行われていない。
•	 結核等の感染症の蔓延地域であり、免疫抑制療法の高度な管理が必要。
•	 リウマチ分野の専門医が約 70 名と極めて少なく、首都ジャカルタ周辺等の都市部に偏在。
•	 医学部および卒後臨床教育の機会が極めて限られており、診断治療を行う専門医の知識・技術レベルに改善の余地

が十分ある。
•	 医療機器（超音波診断機器）、医薬品 ( 抗リウマチ薬 )、臨床検査 ( 免疫学的検査）における日本の技術およびサー

ビスに対する高いニーズがある。
【事業の目的】

•	 世界世界最高水準のリウマチ医療の技術・経験を持つ当院が、インドネシアリウマチ協会の全面支援のもと、講義、
臨床実技指導などを通じて医療技術を伝達する。

•	 対象国の自律的かつ持続的なリウマチ医療の水準向上のための基盤と仕組み作りを支援することにより、将来の我
が国の医療・医薬品等の主要な輸出先となることを目指す。

【研修目標】
•	 リウマチ専門医、内科医、一般医を対象に知識伝達、実技指導、意見交換を行い、リウマチ医療水準の向上を目指す。
•	 現在のリウマチ医療の課題の抽出と解決策をまとめる。
•	 自律的かつ持続的なリウマチ医療の水準向上にむけた基盤と仕組み作りを目指す。

7.　インドネシア共和国におけるリウマチ医療に関する
　　医療技術等国際展開推進事業
	 	 	 	 学校法人 慶應義塾

慶應義塾大学病院
（東京都新宿区）

インドネシアリウマチ協会・
国立インドネシア大学　他

事業支援

専門家派遣

日本およびインドネシア企業
中外製薬株式会社

（東京都中央区）他

研修支援

インドネシア保健省
（ジャカルタ）

事業報告

所管
制度の改善
構築の提案

研修生受入

要望把握

提案

要望把握
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　学校法人慶應義塾、大学医学部内科学教室（リウマチ・膠原病 ) で実
施を担当しております 鈴木 勝也と申します。本年度の事業につきご報
告を致します。
　インドネシア共和国は人口世界第 4 位（2.4 億人）の ASEAN の盟主で、
二国間政府開発援助 (ODA) 額は第 4 位で、日・ASEAN 健康イニシアチ
ブとして政府が重点支援を表明しています。
　リウマチ分野では、ほとんどの国民は現在の日本の標準医療が行われ
ておりません。
　また、結核等の感染症の蔓延地域であり、免疫抑制療法ではより高度
な管理が必要となっています。
　対象国ではリウマチ分野の専門医が約 70 名と極めて少なく、首都ジャ
カルタ周辺等の都市部に偏在しています。
　医学部および卒後臨床教育の機会が極めて限られており、診断治療を
行う専門医の知識・技術レベルに改善の余地が十分あるといえます。
　また、医療機器（超音波診断機器）、医薬品 ( 抗リウマチ薬 )、臨床
検査 ( 免疫学的検査）における日本の技術およびサービスに対する高い
ニーズがあります。
　このような背景のもと、世界最高水準のリウマチ医療の技術・経験を
持つ当院が、インドネシアリウマチ協会の全面支援のもと、講義、臨床
実技指導などを通じて医療技術を伝達を行い、対象国の自律的かつ持続
的なリウマチ医療の水準向上のための基盤と仕組み作りを支援すること
により、将来の我が国の医療・医薬品等の主要な輸出先となることを目
指しました。
　当院とインドネシアリウマチ協会 (IRA) を中心に両国の企業、保健省
も含めた実施体制と致しました。
　研修目標としましては、
1.	 リウマチ専門医、内科医、一般医を対象に知識伝達、実技指導、

意見交換を行い、リウマチ医療水準の向上を目指す。
2.	 現在のリウマチ医療の課題の抽出と解決策をまとめる。3）自律

的かつ持続的なリウマチ医療の水準向上にむけた基盤と仕組み作
りを目指す。

と致しました。

　1 年間の事業内容です。当初の計画では、対象国において専門家
を派遣あるいは日本における研修の実施を予定しておりましたが、
COVID-19 影響により困難と判断し、対象国専門家による現地研修と遠
隔システムを用いた研修を行いました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

遠隔シス
テムを用
いた研修

専門医・
一般医
向け
(1450名)

遠隔シス
テムを用
いた研修

専門医・
一般医
向け(719
名)

患者・家
族向け

遠隔シス
テムを用
いた研修

薬剤師
向け(320
名)
専門医・
一般医
向け
(94,78
名)

オンライ
ン工場見
学(57名)

遠隔シス
テムを用
いた研修

専門医・
一般医
向け(68
名)

看護師・
その他
のの医
療従事
者向け
(312名)

遠隔シス
テムを用
いた研修

専門医・
一般医
向け(267
名)

1年間の事業内容

インドネシアラウンド

ジャパンラウンド

実技指導 (ハイブリッド,
現地5都市（Medan, Banda Ache, 
Palembang, Lumpung, Padan, 35, 
48, 64, 51, 55名)

インドネシアラウンド スケジュール

スマトラ5都市（Medan, Banda Ache, 
Palembang, Lumpung, Padan）における
患者参加ハイブリッド型の臨床技術指導

リウマチ専門医、内科医、一般医、薬剤師、看
護師、その他の医療従事者、患者家族等に
対する遠隔システムを用いた教育プログラム

スマトラ島

　インドネシアにおける研修としては、リウマチ専門医、内科医、一
般医、薬剤師、看護師、その他の医療従事者、患者家族等に対する遠
隔システムを用いた教育プログラムとスマトラ 5 都市（Medan, Banda 
Ache, Palembang, Lumpung, Padan）における患者参加ハイブリッド型
の臨床技術指導を行いました。

インドネシアラウンド オンライン・ハイブリッド研修

リウマチ専門医を対象とした関節リウマチ
に関する遠隔システムを用いた研修

内科医、一般医を対象としたリウマチ医
療に関する遠隔システムと現地での患
者さん参加型のハイブリッド研修

　リウマチ専門医を対象とした関節リウマチ に関する遠隔システムを
用いた研修、内科医、一般医を対象としたリウマチ医療に関する遠隔シ
ステムと現地での患者さん参加型のハイブリッド研修を実施しました。
　このほか、今年度はリウマチと画像をテーマに取り上げ、両国の放射
線専門医による筋骨格系の X 線、CT、MRI による診断に関する包括的
な講義を 2 回シリーズで実施をいたしました。

　こちらは、教育用書籍としてリウマチ学ポケットブックを作成するた
めに、インドネシアと日本を結ぶオンライン国際編集会議の模様になり
ます。迅速なリアルタイム双方向コミュニケーションができるオンライ
ンの利点を生かし、編集作業を効率よく行うことができました。

インドネシアと日本を結ぶオンライン国際会議

2020年8月リウマチ学ポケットブックの編集会議
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　教育用書籍として、Proceeding book of Keio-IRA Rheumatology 2020、
リウマチポケットブック、関節超音波検査アトラスに加え、関節リウマ
チと脊椎関節炎の診療ガイドラインを作成いたしました。
　対象国のリウマチ医療の均てん化に重要な書籍を短期間で発刊できた
のは、現地専門家には多大なる尽力によるところであり、この場を借り
て深謝申し上げます。
　電子版と印刷版の両方を作成に対象国全土のの大学、病院の図書館、
専門医、内科医、一般医へ IRA を通じて無料で頒布をしました。
　対象国の言語による書籍を活用し、今後、リウマチ医療水準の向上に
役立てていきたいと考えております。

教育用書籍および診療ガイドラインの作成

Proceeding book of
Keio-IRA Rheumatology
2020
(2020 190pp. En
ISBN 978-979-3730-39-4)

リリウウママチチポポケケッットトブブッックク

（2020 112pp. Id
ISBN 978-979-3730-35-6)

関関節節超超音音波波検検査査アアトトララスス
（2020 110pp. Id
ISBN 978-979-3730-38-7)

関関節節リリウウママチチ
診診療療ガガイイドドラライインン
（2020, 82pp. Id
ISBN 978-979-3730-41-7)

脊脊椎椎関関節節炎炎
診診療療ガガイイドドラライインン
（2020, 100pp. Id
ISBN 978-979-3730-37-0)

　対象国では、日本で保険収載されている自己抗体等臨床検査の価格が
高く十分普及しておらず、また一部の項目しか測定できなかったり、結
果報告に時間がかかることなどが課題でした。そこで、日本の豊田通商
の海外展開ノウハウ、SRL が持つ検査技術を用いて、対象国においてよ
り価格の安い臨床検査サービスを実現できないかと考えました。
　2018 年より準備をすすめ、KalGen INNOLAB を通じたインドネシア
における自己抗体測定等の免疫臨床検査システムを構築し、予備テスト
を経て、正式受託を 2020 年 6 月より契約施設において開始しました。
　COVID-19 により、他国への検体移送が制限を受ける中、日本とイン
ドネシア間の物流は安定しており、受注数も増加をしております。世界
のリウマチ医療の均てん化に向けたモデル事業であり、ユニークかつ幅
広い国際的な教育活動の成功事例と自負しています。

インドネシアにおける日本の臨床検査の
KALGen INNOLAB社による受託業務の開始

世界のリウマチ医療の均てん化に向けたモデル事業
ユニークかつ幅広い国際的な教育活動の成功事例

　日本ラウンドでは、当院において研修生 2 名を受け入れて臨床実習を
行う予定であリましたが、COVID-19 影響により受け入れが困難となり、
2020 年 11 月から 2021 年 1 月にかけて 5 回にわたり遠隔システムを用
いた研修を実施しました。
　日本ラウンドでは、リウマチ分野の中でも日本の最高水準の抗体作成
技術を持つ工場のオンラインツアー、リウマチ医療における精神療法、
生物学的製剤のチーム医療、COVID-19 時代のリウマチの最適医療、リ
ウマチ学の最先端治療など、選りすぐりのトピックスを取り上げました。
対象国の参加者にとってはすべて新しい内容であったようで、質疑応答
も活発に行われた充実した研修となりました。

日本ラウンド スケジュール

2020年11月から2021年1月にかけて5回にわたり遠隔システムを用いた研修を実施

この1年間の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な数値を
記載）

1）研修
・医師対象の講義を12回、薬剤師対象を2回、
患者対象を1回開催する。
2）その他
・医薬品(アクテムラ、生物学的製剤の安全性
に配慮した適正使用に関する教育活動を1回
行う、また、市販後適正使用調査について助
言を行う。）体外診断検査薬(国内検査会社に
よる)自己抗体検査の正式受注を行う)、医療
機器の適正使用、普及、採用については、対
象国に説明を行い企業にフィードバックを行う。

1）研修

・医師一人当たり100名/年の患者への標準治
療の実施。薬剤師においては抗リウマチ薬の適

正管理の実施する。

・薬剤師における抗リウマチ薬の適正管理につ
いて、アンケートにより実施状況を評価と今後の

取り組みについての考えを聴取する。
2）その他

・現地での適正使用、普及、採用の広がりにつ

いて、アンケートにより実施状況を評価と今後の
取り組みについての考えを聴取する。

・現地での適正使用、普及、採用の広げ
る。

・ガイドライン、教材の頒布を通じて、イン
ドネシア全土においてリウマチの標準診
療を普及させることにより、リウマチ医療
水準の向上を目指す。

実施後の結果（具体的な数値を
記載）

１）研修
・医師対象の講義を12回、薬剤師対象を2回、
患者対象を1回開催した。のべ3600名へ講演、
研修を行なった。 2）

その他
・医薬品(アクテムラ、生物学的製剤の安全性
に配慮した適正使用に関する教育活動を1回
行った。また、市販後適正使用調査について
助言を行った。）体外診断検査薬(国内検査会

社による)自己抗体検査の正式受注が開始さ
れた。) 医療機器については、諸事情で実施
を見合わせた。

1）研修
・医師一人当たり100名/年の患者への標準治
療の実施。薬剤師においては、リウマチ医療教
育への参加が実施されたが、評価が未実施と

なった。 2）その他
・現地での適正使用、普及、採用の広がりが少
しずつ見られている。
・ガイドライン(関節リウマチ、脊椎関節炎)、教材
(プロシーディングス、リウマチポケットブック、関

節エコーアトラス)を作成し、現地の学会を通じ
てインドネシアの主要な医学部の図書館、病院、
専門医、内科医、一般医を対象に頒布した。
・本事業の取り組みについて英文誌にレビュー
を執筆し、投稿準備中である。

・多彩なアプローチによる医療指導、ガイ
ドライン、教材の頒布等を通じて、数年内
にインドネシア全土においてリウマチの
標準診療を普及させることにより、リウマ
チ医療水準の向上を目指す。
・日本の医薬品および検査薬の普及によ
り、数年内に主要な輸出先の1つとなるこ
とを目指す。

　この 1 年間の成果指標とその結果になります。昨年度の経験を踏まえ、
規模、質共に充実した教育研修となりました。

教育での実績に加え、2020 年 6 月に日本の参画企業との共同事業によ
る臨床検査の受注を実現することができました。
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　ガイドライン ( 関節リウマチ、脊椎関節炎 )、教材 ( プロシーディン
グス、リウマチポケットブック、関節エコーアトラス ) を作成し、現地
の学会を通じてインドネシアの主要な医学部の図書館、病院、専門医、
内科医、一般医を対象に頒布しました。また、本事業の取り組みについ
て英文誌にレビューを執筆し、投稿準備中であります。
　数年内にインドネシア全土においてリウマチの標準診療を普及させる
ことにより、リウマチ医療水準の向上ならびに、日本の医薬品および検
査薬の普及により、数年内に主要な輸出先の 1 つとなることを目指し
ます。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

• インドネシアリウマチ協会の専門医のほぼ全員の医療技術・知識の向上に貢献した。

• 2020年6月にKalGen INNOLAB、豊田通商、SRLによりインドネシアにおける自己抗体
測定等の免疫臨床検査システムを構築し、予備テストを経て、2020年6月より契約施
設において正式受託を開始した。

• 教育用書籍として、Proceeding book of Keio-IRA Rheumatology 2020、リウマチポケッ
トブック、関節超音波検査アトラスに加え、関節リウマチと脊椎関節炎の診療ガイドラ
インの5冊を作成、頒布した。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

• 事業で育成（研修を受けた）した保健医療従事者の延べ数

遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数 約3600名

• 期待される事業の裨益人口（のべ数）
1年間にリウマチ性疾患によって医療を受ける患者数

対象国では、関節炎などのリウマチ性疾患は人口の4分の1を占め、
その3分の1はそれによる日常生活活動に支障を生じる疾患群で、
2,000万人程度は医療介入の対象となる可能性がある。

現現在在ままででのの相相手手国国へへののイインンパパククトト

　医療技術・機器の国際展開における事業インパクトは大変高く、健康
向上へのインパクトが着実に期待できると自負しています。

　今年度の成果としては、教育面の充実に加え、我が国のの医薬品の保
険収載、超音波機器の新規販路を開拓、免疫検査受注と、日本の参画企
業との共同事業が実現しました。

今今後後のの課課題題

今今年年度度のの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

1）講演、臨床指導等を通じて医療技術、チーム医療の考え方を伝達した。
2）医療の水準向上のための基盤と仕組み作りを支援できた。
3）両国の多数のスポンサーおよび関係者のご理解とご支援を頂くことができた。
4）対象国の専門医、医療関係者の本事業への期待と熱意、高いニーズを確認で
き、信頼関係を構築することができた。
5）スポンサーおよび関係者の対象国への関心の高さが確認できた。
6）両国の学術交流の発展に貢献した。
7）事業実施者も貴重な体験ができ、数値化できない多くの成果を得ることができた。
8）2020年6月に臨床検査受注(豊田通商、SRL)となり、日本の参画企業との共同
事業が実現した。

1）対象国の要望にあった医療の水準向上のための継続的な教育活動による
自立的な基盤と仕組み作りの支援
2）対象国の医療の水準の評価法と向上のための行動プロクラムの確立
3）将来の我が国の医療・医薬品等の主要な輸出先となるための活動の支援

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

医療知識・技術定着
研修導入

→研修の拡大および自立的、継続的教育の基盤と仕組み作り
→マニュアル・ガイドライン策定への支援
→インドネシアリウマチ協会、インドネシア保健省に対し、教育活動・疫学調査、
医療保険への収載に関する助言

→対象国の医療水準の向上、均てん化に貢献する。

持続的な医薬品・臨床検査の調達
医薬品(抗リウマチ薬）の導入・臨床検査の受注
→医療保険への収載
→持続的な調達
→医療技術・医薬品が対象国で広く使われるようになる
→対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献する。

　現地の皆様からは大変高いご評価いただき成果を実感しております。
今年の事業成果をしっかりと定着させることが重要で、引き続き次年度
も事業を継続していく予定であります。
　本事業の実施にあたっては、厚生労働省、NCGM ならびに大学、企
業をはじめとする多くの関係者のご支援をいただきありがとうございま
した。この場を借りて深謝申し上げます。

　本事業の実施にあたっては、厚生労働省、NCGM ならびに大学、企
業をはじめとする多くの関係者のご支援をいただきありがとうございま
した。この場を借りて深謝申し上げます。

Sponsors
Japan 
Ministry of Health, Labour and Welfare of 
Japan
National Center for Global Health and 
Medicine (NCGM)
Keio University

AbbVie GK
Asahi Kasei Pharma Corporation
Astellas Pharma Inc.
AstraZeneca K.K.
Chugai Pharmaceutical Co., Ltd.  
Daiichi Sankyo Company, Limited
Eisai Co., Ltd.  
Eli Lilly Japan K.K.
Janssen Pharmaceuticals K.K.
Kissei Pharmaceutical Co., Ltd.  
Mitsubishi Tanabe Pharma Corporation 
Pfizer Japan Inc.
Sanofi K.K.
SRL International Inc.
Takeda Pharmaceutical Company Limited
Toyota Tsusho Corporation

Indonesia  
Indonesian Rheumatology Association (IRA)
Banda Aceh Branch
Lampung Branch
Medan Branch
Padang Branch
Palembang Branch

Japanese pharmaceutical, medical device, 
and medical equipment companies in 
Indonesia (JPCI)
PT. Eisai Indonesia
PT. Mitsubishi Tanabe Pharma Indonesia

PT. Novartis Indonesia
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 モンゴル国では，生活習慣の変化や肥満の増加に伴い、睡眠時無呼吸症候群患者を診療する必要性が高まっている

が、診断・治療に必要な医療技術が乏しく、医療技術を取得する機会が強く求められている。
•	 モンゴル国でも増加している循環器疾患・呼吸器疾患・糖尿病といった生活習慣病のマネジメントの上でも、これ

らの疾患と密接な繋がりのある睡眠時無呼吸症候群の治療を行う臨床的重要性は高い。
【事業の目的】

•	 日本における睡眠医療導入・発展の経験をベースに、モンゴル国の睡眠医療診療体制を構築し、それを担う医療従
事者の人材育成を行う。

•	 日本睡眠学会認定施設である愛媛大学医学部附属病院睡眠医療センターと、日本初の国産 CPAP を開発した（株）
小池メディカルが中心となり、モンゴル国の睡眠医療診療体制づくりを支援し、日本の睡眠診断・治療技術および
医療機器をモンゴル国に導入することを目的とする。

【研修目標】
•	 モンゴル国の医師・看護師（技師）が睡眠障害診療に必要な診断・治療技術の基礎を研修する。
•	 モンゴル国初の睡眠センター（公立特別公務員病院）を中心として、睡眠検査・睡眠診療体制を研修し、睡眠医療

を行う実践トレーニングを行う。

8.　モンゴル国における睡眠医療の診療体制づくりの
　　ための人材育成事業
	 	 	 	 国立大学法人 愛媛大学

愛媛大学
（愛媛県）

オンライン研修

小池メディカル
（東京都）

連携

公立特別公務員病院
（ウランバートル市）

モンゴル神経学会
モンゴル第一病院

モンゴル医科大学・教育病院
（ウランバートル市）

モンゴル医学アカデミー
（ウランバートル市）

睡眠医療連携

オンライン研修

人材育成連携

人材育成連携
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　モンゴル国では、近年の生活習慣の変化や肥満の増加に伴い、睡眠時
無呼吸症候群の患者を診療する必要性が高まっていますが、診断・治療
に必要な医療技術が国内に乏しく、医療技術を取得する機会が強く求め
られています。モンゴル国の平均寿命はまだ短いことから、循環器疾患・
呼吸器疾患・糖尿病といった生活習慣病とも密接な繋がりのある睡眠時
無呼吸症候群の治療を行う臨床的重要性は高いといえます。本事業では、
1990 年代に日本において睡眠医療が導入され発展してきた経験をベー
スとして、モンゴル国の医療従事者を対象に、睡眠医療の診療体制の構
築とそれを担う人材育成を行い、日本の睡眠診断・治療技術および医療
機器をモンゴル国に導入することを目的としています。
　実施体制としては、日本睡眠学会認定施設である愛媛大学医学部附属
病院睡眠医療センターと、初の国産の治療機器（経鼻持続陽圧呼吸療法：
CPAP）を開発した（株）小池メディカルが連携し、モンゴル国の睡眠
医療診療体制づくりのための研修等を行いました。今年度の主たる研
修対象施設は、公立特別公務員病院（General Hospital for State Special 
Servants）およびモンゴル神経学会（Mongolian Neurology Society）で、
モンゴル第一病院、モンゴル医科大学・教育病院の医師を含めたモンゴ
ル人医療従事者を対象に研修を行いました。モンゴル医学アカデミー

（Mongolian Academy of Medical Sciences）とは人材育成について連携
し協力を得ています。研修目標は、睡眠障害診療に必要な診断・治療技
術の基礎を、モンゴル国の医師・看護師（技師）が習得することであり、
モンゴル国初の睡眠センター（公立特別公務員病院）を中核として、睡
眠検査・睡眠診療体制を研修し、診療レベルの向上をはかり、睡眠医療
を行うモデルの構築を図りました。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修内容
(日本人専門
家派遣、本
邦研修、現
地研修、遠
隔システムを
用いた研修
の期間・参加
者数など)

研修コンテン
ツ作成

（日本人専
門家7名，6-
12月）

オンライン
研修

（日本人専
門家1名・参
加者3名・1
日）

オンライン
打合

（日本人専
門家1名・参
加者1名・1
日）

オンライン
打合

（日本人専
門家1名・参
加者1名・1
日）

オンライン
研修

（日本人専
門家1名・参
加者3名）

オンライン
研修

（日本人専
門家1名・参
加者3名）

オンデマン
ド研修

（日本人専
門家1名・参
加者150名）

オンライン
研修（日本
人専門家2
名・参加者3
名）

オンライン
研修

（日本人専
門家2名・参
加者3名）

オンライン
ディスカッ
ション

（日本人専
門家1名・参
加者60名）

1年間の事業内容

4

　2020 年度の事業内容としては、新型コロナ感染症のもとで現地渡航
が不可能であったことから、インターネット経由での研修とし、それを
可能とする動画・研修資材のコンテンツの作成を行いました。現地とは
メール、電話、メッセンジャーなどで綿密に連絡をとり、オンライン
研修として日本人専門家による研修を 5 回、オンデマンド研修を 1 回、
オンラインディスカッションを１回、オンライン打合を 2 回実施しま
した。

ココンンテテンンツツ作作成成（（2020年年7月月～～12月月））：：動動画画１１

終夜睡眠ポリグラフィ篇

反復睡眠潜時試験篇

　コンテンツ作成（2020 年 7 月～ 12 月）では、実際に現地で行う研
修ができないことを代替するため、睡眠検査や診療の詳細を研修するた
めの動画コンテンツを 6 種類作成しました。睡眠検査の研修用として、

終夜睡眠ポリグラフィ（Polysomnography, PSG）と反復睡眠潜時試験
（Multiple Sleep Latency Test, MSLT）の実際を詳細に提示した動画を作

成しました。

　また、成人とは異なる技術が必要となる小児の PSG の動画と、睡眠
呼吸障害の治療に用いる経鼻持続陽圧呼吸療法（Continuous Positive 
Airway Pressure, CPAP）治療を患者に導入する手順を示した動画を作成
しました。

ココンンテテンンツツ作作成成（（2020年年7月月～～12月月））：：動動画画２２

小児終夜睡眠ポリグラフィ篇

CPAP導入説明篇

ココンンテテンンツツ作作成成（（2020年年7月月～～12月月））：：動動画画３３

睡眠診療講義
睡眠検査実習
判読実習

CPAP機材篇

無呼吸スクリーニング機材篇

　睡眠検査・治療器材について解説するため、外来等で用いる睡眠時無
呼吸スクリーニング器材と、治療に用いる CPAP 機材について、医療従
事者が知っておくべき知識を解説した動画を作成しました。これらの動
画を、インターネット経由でのオンライン・オンデマンド研修で使用し、
対面で研修が行えない中で、できるだけハンズオン研修に近い形で研修
ができるよう工夫しました。

ココンンテテンンツツ作作成成（（2020年年7月月～～12月月））：：教教育育資資材材

睡眠検査マニュアル
（冊子教材）

睡眠障害アトラス
（冊子教材）

学習用睡眠検査記録（長さ120cm）

　PSG を実際に実施し、PSG で得られた波形を解析するプロセスを解
説するための教育資材として、冊子教材と学習用睡眠検査記録を作成し
ました。睡眠検査マニュアルは、実際の PSG 実施手順を順を追って解
説し、マニュアルを見ながら検査を行うことが出来る構成としました。
睡眠障害アトラスは、睡眠段階判定や、典型的な睡眠障害の PSG デー
タをアトラスとして提示することで、睡眠障害の検査所見をイメージで
きるよう構成しました。睡眠記録は、30 秒を単位（エポック）として
判読しますが、判読にあたっては前後のエポックとの関連性が重要であ
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り、それをイメージして学習できるよう、学習用睡眠検査記録を 3 種
類作成しました。典型的な睡眠段階の移行パターンをそれぞれ 6 エポッ
ク（3 分間）提示し、幅 120cm の記録として一覧できることで、睡眠
段階判定をより効果的に学べるように構成しました。

オオンンラライインン研研修修（（2020年年8月月19日日））
公立特別公務員病院

オンライン睡眠検査デモンストレーション

　特別公務員病院におけるオンライン研修（2020 年 8 月 19 日）では、
医師および看護師を対象に、睡眠診療技術についての講義を行うととも
に、PSG の実施について日本での PSG 電極装着の様子を実際に見せな
がら研修を行いました。

オオンンラライインン打打合合（（2020年年8月月19日日・・28日日））
モンゴル神経学会・モンゴル医科大学教育病院

モンゴル神経学会
理事長

モンゴル医科大学・教育病院
神経内科部長

　当初 8 月に予定していたモンゴル神経学会を対象とした研修が、新
型コロナ感染症の状況により実施できなくなったことから、年度後半の
研修をどのように行うかについての詳細な打合せのため、モンゴル神経
学会の理事長、およびモンゴル医科大学・教育病院の神経内科部長とオ
ンラインで打合せを行いました。

オオンンラライインン研研修修（（2020年年12月月17日日～～2月月4日日））
公立特別公務員病院（計4回）

オオンンデデママンンドド研研修修（（2021年年1月月20日日～～2月月10日日））
Sleep Seminar
モンゴル神経学会共催

オンデマンド
レクチャー

　モンゴル神経学会の医師を対象として、オンデマンド研修（Sleep 
Seminar：2021 年 1 月 20 日～ 2 月 10 日）を行いました。モンゴル神
経学会が開設した特設サイトにアクセスすることで、オンデマンドレク
チャーを聴講する形で研修を行い、150 名が参加しました。

　睡眠医療に興味を持つ現地医師とのオンラインディスカッション
（2021 年 2 月 5 日）を実施しました。特別公務員病院・睡眠センター

の医師から同施設での睡眠検査・CPAP 導入の実情についての報告があ
り、睡眠検査を行っていくうえでの疑問点や、睡眠障害が疑われる症例
についてのディスカッションがなされ、日本の専門家が現地の疑問に回
答する形で構成されました。

オオンンラライインンデディィススカカッッシショョンン（（2021年年2月月5日日））

モンゴル人医師60名とディスカッション・質疑

　当初計画では、医師・看護師が来日し、愛媛大学医学部附属病院睡眠
医療センターで研修を行う予定でしたが、来日しての研修が不可能な状
況となったことから、4 回のシリーズ研修として特別公務員病院におけ
るオンライン研修（2020 年 12 月 17 日～ 2021 年 2 月 4 日）を実施し
ました。同病院の医師 3 名および看護師 1 名を対象に、睡眠診療技術
について動画を用いての講義、ならびに睡眠脳波判読についての実習を
行いました。動画を用いた研修は非常に分かりやすいと好評であり、オ

ンラインという時間の制約の中で最大限の研修効果を得るうえで有効で
あったと考えています。
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　成果指標については、アウトプット指標として、オンデマンド研修
では睡眠検査の実施について 94.5% の理解度が得られ、オンライン研
修で睡眠診療技術について 87.6% の理解度が得られました。アウトカ
ム指標としては、睡眠検査が 230 名で実施され、治療機器（CPAP）を
175 名に試験導入、現地睡眠センターが検査器材を購入する予算の獲得

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な数値を
記載）

①現地講演会：理解度チェックで80%
以上の理解度

②本邦研修：ポストテストで70%以上
の理解度

①睡眠検査を60例実施・CPAPを導入
②睡眠障害患者を50名診療・スクリー
ニング検査を40例実施

③スクリーニング器材・CPAPを現地で
購入

①モンゴル神経学会で診療技術とし
て普及

②睡眠時無呼吸患者を診療
③診断・治療機器の購入
④医学教育機関への導入

実施後の結果（具体的な数値を
記載）

①オンデマンド研修で睡眠検査実施
について理解度94.5%

②オンライン研修で睡眠診療技術に
ついて理解度87.6%

①②睡眠検査230件実施，CPAPを175
名に装着

（※スクリーニング検査に代えて
全例入院睡眠検査で実施）

③現地睡眠センターが検査器材購入
予算を確保

①モンゴル神経学会でオンデマンド
講習を実施

②患者175名診断
③予算を確保し購入予定
④モンゴル医科大学が睡眠検査機
器を導入

14

につながりました。インパクト指標としては、モンゴル神経学会でオン
デマンド研修を実施して診療技術の普及につながったほか、睡眠時無呼
吸患者を 175 名診断し、医学教育機関であるモンゴル医科大学・教育
病院での睡眠検査機器の導入につながっています。

　医療技術・機器の国際展開における事業インパクトとしては、事業期
間にモンゴル神経学会会員の医療機関で睡眠医療の導入を希望する医療
機関があったほか、モンゴル医科大学で終夜睡眠ポリグラフィ器材が購
入されました。
　健康向上における事業インパクトとして、本事業で育成した保健医療
従事者は延べ 231 名で、成果指標に示したように、事業期間中の多数
例の新たな PSG の実施、睡眠時無呼吸症候群患者の診断、CPAP の患者
への試験導入という実績が得られました。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事事業業でで紹紹介介・・導導入入ししたた医医療療技技術術のの導導入入をを新新たたにに希希望望ししたた医医療療機機関関

モンゴル神経学会会員の医療機関

l 事事業業でで紹紹介介・・導導入入しし、、相相手手国国のの調調達達ににつつななががっったた医医療療機機器器のの数数

モンゴル医科大学で終夜睡眠ポリグラフィ器材を購入

モンゴル第一病院にてスクリーニング器材 1台を購入

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生：231名

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

• 睡眠検査技術の普及→ 終夜睡眠ポリグラフィを実施した件数 230件

• 睡眠呼吸障害の診断→ 睡眠時無呼吸症候群と診断された患者 175名

• 睡眠呼吸障害治療の普及→経鼻持続陽圧呼吸療法（CPAP）試験導入患者 175名

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

15

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

16

全研修をオンライン研修に変更したことにより，対面で行っていた実技指導
（睡眠検査実施，睡眠脳波判読）が困難となっており，COVID-19感染症があ
る程度終息するまでは引き続きオンライン研修によらざるを得ないことが課題
である．今後の研修においては，日本での実際の睡眠検査を生配信して現地
で視聴し質疑を行う方法や，モンゴルでの睡眠検査実施の様子をオンラインで
確認しながらリアルタイムで指導する方法も取り入れる必要がある．

本事業の「睡眠医療の診療体制づくりのための人材育成」という目的に即
して，睡眠医療に興味を持ち，従事しようとする人材が増加しており，これら
の医療者に対して睡眠診療について具体的に知る研修機会を提供できた．
モンゴル神経学会オンデマンド睡眠セミナーでは，昨年度を上回る参加者
（医師150名）があった．睡眠医療の実践についてのオンラインディスカッショ
ンでは，睡眠障害に対する医療者の高い関心が確認できた．特別公務員病
院を対象としたオンライン研修（医師3名，技師1名）では，新たに睡眠医療に
従事するスタッフを対象に，動画やテキストを用いて，睡眠検査についての
実践的な集中研修を4回にわたって行い，受講者が電極装着から検査終了
まで自力で実施できた．現地にて，睡眠検査・判読を230例実施，睡眠時無
呼吸患者175名にCPAP治療を試験導入するに至った．

　本事業の「睡眠医療の診療体制づくりのための人材育成」という目的
に即して、睡眠医療に興味を持ち、従事しようとする人材が増加してお
り、これらの医療者に対して睡眠診療について具体的に知る研修機会を
提供できました。オンデマンド睡眠セミナーは、予想を上回る参加者が
あり、睡眠医療の実践についてのオンラインディスカッションでは、睡
眠障害に対する医療者の高い関心が確認できました。オンライン研修（医
師 3 名、技師 1 名）では、新たに睡眠医療に従事するスタッフを対象
に、動画やテキストを用いて、睡眠検査についての実践的な集中研修を
4 回にわたって行いました。前年度からの研修の継続により、睡眠検査・
判読を 230 例実施、睡眠時無呼吸患者 175 名に CPAP 治療の試験導入
につながりました。
　今後の課題としては、全研修をオンライン研修に変更したことにより、
対面で行っていた実技指導（睡眠検査実施、睡眠脳波判読）が困難となっ
ており、COVID-19 感染症がある程度終息するまでは引き続きオンライ
ン研修によらざるを得ないことが課題といえます。実技指導に代わる動
画、および睡眠脳波判読研修用の印刷物を作成・送付し、オンライン研
修と併用した本年度の研修方法は効果的であり、今後も次のステージの
教材を継続的に作成して研修を行っていく方針です。これらの動画を配
信していくことで、より多くの医療者が睡眠障害臨床の実際について学
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んでいける環境を整備できると考えています。また、今後の研修におい
ては、日本での実際の睡眠検査を生配信して現地で視聴し質疑を行う方
法や、モンゴルでの睡眠検査実施の様子をオンラインで確認しながらリ
アルタイムで指導する方法も取り入れて、対面での研修に近い実践的な
研修を行っていく方針です。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

17

医医療療技技術術移移転転のの定定着着

ようやく立ち上がり始めたモンゴル国の睡眠医療において，睡眠医療技術を効果的に定着させる
ためにさらなる展開事業が必要である．
1) 睡眠時無呼吸症候群の診療は複数診療科にわたることから，多領域に研修を拡大する．
2)  研修を実施したモンゴル初の睡眠センターをモデルケースとして，睡眠障害診療に参画する医
療機関の機能をさらに高めるための事業を実施する．

3)  教育機関・高度先進医療機関との連携として，JICAにより2019年度に開設されたモンゴル医科大
学・教育病院と連携を強化し，現地での疫学調査を支援し公衆衛生・医療水準の向上に貢献する．

持持続続的的なな医医療療機機器器のの調調達達

途上国においては，医療機器導入後の修理・保守サポートが課題である．モンゴル国においても，
検査器材のサポートが得られず検査ができなくなった事例，安価な治療機材で十分な治療効果が
得られない事例があり，日本製器材への信頼性は高い．国内企業との協力により，現地での医療
機器認証を取得し，現地のサプライチェーンによる修理・保守体制を構築しているが，新型コロナ感
染症下で現地へのアプローチが十分できない状況への対策が必要となっている．

睡睡眠眠医医療療をを普普及及すするるたためめのの医医療療制制度度へへののアアププロローーチチ

日本においても，睡眠検査・CPAP治療は自費診療よりスタートし，保険収載されることで幅広く普
及した．モンゴル国の現状では，一部医療機関での睡眠検査のみが保険適応であり，検査および
CPAP治療が保険収載されるよう，モンゴル医科大学やモンゴル医学アカデミー等と連携して行政へ
の働きかけを行う．我が国の医療制度下での睡眠医療の知見・経験を共有することが，睡眠医療
技術がモンゴル国で幅広く普及することにつながる．

　将来の事業計画として、ようやく立ち上がり始めたモンゴル国の睡眠
医療技術の定着のため今後の展開事業が必要です。1) 複数診療科にわ
たる睡眠時無呼吸症候群の診療を展開するため、今後は内科、呼吸器科、
循環器科、耳鼻咽喉科、口腔外科、伝統医療などの多領域における研修
を実施していくこと、2) 研修を実施したモンゴル初の睡眠センターを
モデルケースとして、睡眠障害診療に参画する医療機関を拡充するため
の事業を実施すること、3) 教育機関・高度先進医療機関との連携として、
JICA により 2019 年度に開設されたモンゴル医科大学・教育病院におい
て、主導的人材育成と組織づくりを展開することを予定しています。
　途上国においては、医療機器導入後の修理・保守サポートが課題です。
モンゴル国においても、安価な中国製検査器材を導入したがサポートが
得られず検査ができなくなった事例、安価な中国製 CPAP 機材で十分な
治療効果が得られない事例が経験されており、日本製器材の信頼性への
理解は進んでいます。本事業を協力して実施している国内企業との協力
により、現地での医療機器認証を取得し、現地のサプライチェーンによ
る修理・保守体制を構築していますが、新型コロナ感染症下で現地への
アプローチが十分できない状況への対策が必要となっています。今後は
現地の経済状況に応じた医療機器調達方法を模索し、持続的な日本の医
療機器の国際展開を推進します。
　睡眠医療を普及するための医療制度へのアプローチも重要です。日本
においても、睡眠検査・CPAP 治療は自費診療よりスタートし、保険収
載されることで幅広く普及した経緯があります。モンゴル国の現状では、
一部医療機関での睡眠検査のみが保険適応であり、検査および CPAP 治
療が保険収載されるよう、モンゴル医科大学やモンゴル医学アカデミー
等と連携して行政への働きかけを行います。我が国の医療制度下での睡
眠医療の知見・経験を共有することが、睡眠医療技術がモンゴル国で幅
広く普及することにつながり、現地での疫学調査なども支援していくこ
とで、公衆衛生・医療水準の向上に貢献できると考えています。

将来の事業計画
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救急災害医療 /
医療の質・安全VII

1.　カンボジアにおける外傷登録システム構築の支援事業			 
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
2.　ベトナムにおける臨床薬剤師を介して行う服薬支援ツールを
　　用いた医薬品適正使用の推進プロジェクト				  
		  日本製薬工業協会
3.　ベトナムにおける医療安全推進のための院内組織体制強化事業	
		  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター
4.　ミャンマーにおける輸血の持続的な安全性向上事業
		  株式会社大同工業所
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　カンボジアは急速な発展に伴い、1990 年の死亡原因の多くが感染症（56.9%）であったのに対し、2017 年の死亡原因
は感染症（26.6%）、非感染症（62.7%）と疾病構造が変化している。交通事故など外傷による死亡も 2017 年には 10.7%
であり、本邦における割合（約 3%）と比較するとその割合は極めて高く、同国における外傷診療向上のニーズは高い。
そこで、国立国際医療研究センター (NCGM) 病院救命救急センター・救急科は昨年度まで展開推進事業を通じて同国に
外傷診療教育、特に病院前医療体制強化について支援を行ってきたが、死亡率の低下など客観的な効果の測定はできて
いない。また、カンボジア保健省や国立病院から同国の外傷登録システム整備に対する支援が強く要望されている。
【事業の目的】

　昨年度までの事業で技術指導を行っていたカウンターパートを中心に調査を行い、カンボジアにてどのような項目を
用いて外傷登録システム構築を行えば良いか明らかにする。またそれらの項目にて実際に外傷登録を体験できるオンラ
インの教材を構築し演習を行い、将来的にカンボジアにて外傷登録システム構築・稼働へと橋渡しをすることが本事業
の目的である。 
【研修目標】

•	 カンボジアの現状に即した外傷登録の項目の選定など基盤の整備
•	 オンライン教材を用いた外傷登録に関する指導者レベル医師の人材育成

1.　カンボジアにおける外傷登録システム構築の支援事業
　　
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター

カンボジア
国立病院・郡病院

（Phnom Penh, Kampong Cham, 
Siem Reap, Battambang）

連携

教材作成

バーズ・ビュー株式会社
（東京都）

オンライン
ミーティング・

技術指導

カンボジア保健省
（Phnom Penh）
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　国立国際医療研究センター（NCGM）病院救命救急センター・救急科
は、今年度はカンボジアにおける外傷登録システム構築の支援を行いま
した。
　事業の背景として、カンボジアは近年の急速な経済発展に伴い、
1990 年の死亡原因の多くが感染症（56.9%）であったのに対し、2017
年の死亡原因は感染症（26.6%）、非感染症（62.7%）と疾病構造が変
化しています。交通事故など外傷による死亡も 1990 年に全死亡原因中
8.3% でしたが、2017 年には 10.7% と増加しており、本邦における割
合（約 3%）と比較するとその割合は極めて高く、同国における外傷診
療向上のニーズは高いと考えられます。
　NCGM 病院救命救急センター・救急科は昨年度まで展開推進事業を
通じて外傷診療教育、特に病院前医療体制強化について同国に支援を
行ってきました。外傷診療の講習自体はプノンペンンのみならず地方に
も広がりつつありますが、具体的に死亡率の低下など客観的な効果の測
定はできていません。そこで、外傷登録を行い同国の外傷の実態把握が
必要であり、客観的な効果判定が必要であると考え、カンボジア保健省
や国立病院からも、外傷登録システム整備に対する支援が強く要望され
ていました。そこで、今年度は今後カンボジアにて外傷登録システム構
築・稼働へと橋渡しをするために、外傷登録の教育を行うことを本事業
の目的としました。 
　本事業の事業主体は国立国際医療研究センター (NCGM) 病院救命救急
センター・救急科であり、本邦において外傷登録の実績のあるバーズ・
ビュー株式会社と共に協働し実施しました。当初は現地にて直接、教育・
支援を行う予定でしたが、新型コロナウイルス感染症蔓延のために渡航
が困難であり、オンラインでのミーティングや技術指導を行うこととい
たしました。カンボジア側は昨年度までも継続して支援を行っていた、
Phnom Penh の Calmette Hospital を 中 心 と し て Kossamak Hospital、
Khmer Soviet Friendship Hospital に対して事業を行うこととしました。
　研修目標の一つ目は、カンボジアの現状に即した外傷登録の項目を現
地の救急部門の指導的医師と相談し選定し基盤の整備をすることとしま
した。次に 2 つ目として、その項目を取り入れた外傷登録を体験でき
るオンライン教材を作成し、現地の指導者レベルの医師に教育を行い人
材育成することを目標とし事業を行いました。

2020年年 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修計画

研修内容 現地との
WEBミー
ティング

外傷登録に関するオンライン教材の作成 オンライン教材を用いた演習

現地で指導
的立場にあ
る医師と外
傷登録の
教材の内
容と項目に
ついてミー
ティング

・ミーティングで確認した現地のニーズを満たす外傷登録システ
ムを教育するための教材の設計・作成

・具体的な項目などについては適宜現地指導医師とオンライン
で打ち合わせを行った

・作成したオンライン教材を用い
て演習を行った。

・質問や回答・指摘に関しては
SNSを使用した。
・現地の国立病院3病院の指導的
立場の医師6名に演習を行った。

1年間の事業内容

4

WEBミーティング

オンラインでの打ち合わせ

研修教材の作成 教材を用いた演習

　1 年間の事業内容としては、当初は渡航し現地の調査を行い、外傷登
録について現地で意見交換を行いながら人材育成する計画でしたが、新
型コロナウイルス感染症蔓延の影響により、計画の見直しが必要となり
ました。2020 年 7 月に現地の Calmette Hospital の救急部門の指導的立
場の医師と WEB でのミーティングを行い、現地の外傷登録のニーズを
確認し実際に外傷登録に含めるべき項目について検討を行いました。現
地で大変普及しているスマートフォン上で動作する教材の作成を目指
すこととし、8 月後半から 12 月中旬まで打ち合わせを適宜行いながら、
研修教材の作成を行いました。そして、完成した教材をもとに 12 月中
旬以降、現地の 3 病院の指導的立場の医師に演習を行いました。

　現地との WEB ミーティングの様子です。通信環境に問題がありまし
たが、オンライン上の対面でミーティングを行い、現地の状況に即した
外傷登録システムの教育となるように、具体的な項目を確認しました。

5

現地とのWEBミーティング

・新型コロナウイルス感染症蔓延のため、現地調査はできずWEBミーティングにて
現地のニーズを確認した。
・現地に即した外傷登録システム教育となるように、具体的項目などを確認した。

6

外傷登録に関するオンライン教材

特徴
・現地の内容に即した項目（例：Tuk Tukによる交通外傷など）で構成
・現地で普及しているスマートフォン上で起動する。
・実際の外傷登録を体験できる。

　作成した外傷登録に関するオンライン教材になります。パソコンより
も現地で普及しているスマートフォンでの操作を想定し設計しました。
また、実際に現地での状況に即した項目（例えば Tuk Tuk による交通外
傷など）を取り入れ、外傷登録を体験できるような教材を作成し、オン
ライン上で教育を行いました。
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今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体的な
数値を記載）

①対象者
現地病院の救急部門責任者（Dr. 
Nareth）および同部門の医師

②外傷登録に登録する項目を決定
し、教材を作成する。

①外傷登録教材で実際に外傷登録
を行う：20件

②次年度以降に作成するカンボジア
での外傷登録システムの提案を行う

①本研修によりカンボジアにおい
て外傷登録システムが開始

②長期的にカンボジアの外傷の実
態が明らかとなり外傷診療の標準
化と質の向上

実施後の結果（具体的な
数値を記載）

①国立病院3病院（Calmette
Hospital, Kossamak Hospital, Khmer 
Soviet Friendship Hospital）の指導
的医師6名

②現地の実状に即したオンライン
で動作する教材が作成できた。

①オンライン教材にて行った外傷登
録の演習：9件

②本事業で作成した教材の内容を
発展させる形で、カンボジアでの外
傷登録システムの提案ができた。

実際に外傷登録システムが稼働し
ている状態ではないが、現地の指
導的立場の医師に指導できたこと
により、外傷登録システム開始へ
の布石となった。

7

　本事業のアウトプット指標として、現地で教育の対象とする人数と、
外傷登録に関する項目を決定し教材を作成することを挙げました。実際
には本事業の時間的な制約もあり対象は 3 病院の救急部門の指導的立
場の医師に限定され、結果として 6 名の人材育成することができました。
また外傷登録に関する項目も具体的に設定でき、現地で普及しているス
マートフォン上で動作する教材を作成できました。アウトカム指標とし
て、オンライン教材にて実際に登録を行う件数を 20 件とし、次年度以
降に実際に現地で行っていくシステムの提案をすることを指標に挙げま

した。実際には、演習の時間的な制約もあり、オンライン教材にて行っ
た演習は 9 件でした。また本事業で作成した教材の内容を発展させる
形で、カンボジアでの外傷登録のシステムの提案ができました。インパ
クト指標としては本研修により、カンボジアにて外傷登録システムが開
始することと、長期的にカンボジアの外傷の実態が明らかとなり外傷診
療の標準化と質の向上を指標に挙げました。本事業ではまだ現地の指導
的立場の医師への人材育成しかできていないですが、将来的に外傷登録
システムが稼働することへの布石となりました。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 本邦で行なわれている外傷登録を現地に即した形で提案・教育することができた。

l 外傷登録に関してスマートフォン上で起動する教材を作成し教育することができた。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 現地の国立病院3病院（Calmette Hospital, Kossamak Hospital, Khmer Soviet 
Friendship Hospital）の指導的立場にある医師6名に技術指導を行った。

l 将来的に外傷登録が稼働すれば、現地での死亡原因のなかで10.7%を占める外傷
の実態把握が進み、カンボジア国民（人口約1,467,000人）に対して外傷診療の標準
化・質の向上が望まれる。

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

8　医療技術・機器の国際展開における事業インパクトとして、本邦で行
なわれている外傷登録を現地に即した形で提案・教育することができた
ことと、外傷登録に関してスマートフォン上で起動する教材を作成し教
育することができたことが挙げられます。また、健康向上における事業
インパクトとして、今回は現地の国立病院 3 病院（Calmette Hospital, 
Kossamak Hospital, Khmer Soviet Friendship Hospital）の指導的立場に
ある医師 6 名に技術指導を行うことができ、将来的に外傷登録が稼働す
れば、現地での死亡原因のなかで 10.7% を占める外傷の実態把握が進み、
カンボジア国民（人口約 1,467,000 人）に対して外傷診療の標準化・質
の向上が望まれます。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

・昨年度までカンボジア各地で外傷診療教育の支援を行ってきた。

・外傷診療のアウトカム評価として重要な外傷登録に関して教育・支援できた。

・カンボジアの実状に即した外傷登録の教材を作成し、オンラインで外傷登録の
教育を指導者レベルの医師に行うことができた。

今後、外傷登録をカンボジアにて稼働していく機運を醸成することができた。

外傷登録に関して指導者レベルの医師へ教育は実施できたが、今後実際に
稼働するにあたり、①多数の病院へ普及させる必要があり、さらに②実際に登
録する現場レベルへの教育も必要がある。また、外傷登録の継続が重要であり、
③国レベルで主体的に実施していく体制の確保など今後の課題がある。

9

　国立国際医療研究センター (NCGM) 病院救命救急センター・救急科は、
昨年度までカンボジア各地で外傷診療教育の支援を行ってきました。本
事業では、今までの教育などのアウトカムを評価することに重要な外傷
登録に関してオンライン教材を作成・用いることによって現地での指導
的立場の医師を対象として人材育成を行うことができました。今後、外
傷登録をカンボジアにて稼働していく機運を醸成できたと考えています。
　本事業では外傷登録に関して指導者レベルの医師へ教育は実施できた
ましたが、今後実際に稼働するにあたり、①多数の病院へ普及させる必
要があり、さらに②実際に登録する現場レベルへの教育も必要があると
考えられます。また、外傷登録は継続が重要であり、③国レベルで主体
的に実施していく体制の確保など今後の課題があります。
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　将来の事業計画として、持続可能な外傷登録導入のために、指導的医
師だけではなく、多くの現場レベルの医療者への外傷登録の教育や外傷
登録を実施・評価を主体的に行っていく体制構築の支援などが必要であ
ると考えています。
　将来的にはカンボジアにて持続可能な外傷登録が導入されることによ
り、外傷の実態を明らかにし、長期的に同国の外傷診療の標準化や質の
向上、外傷診療体制の改善へとつなげていきたいと考えます。

将来の事業計画

10

持続可能な外傷登録導入のために
・指導的医師だけではなく、多くの現場レベルの医療者への外傷登録の教育
・外傷登録を実施・評価を主体的に行っていく体制構築の支援
などが必要である。

カンボジアにて持続可能な外傷登録が導入されることにより、
外傷の実態を明らかにし、長期的に同国の外傷診療の標準化や
質の向上、外傷診療体制の改善へとつなげていきたい。
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
•	 ベトナムの病院薬剤師業務は、その多くが日常の薬剤払い出しや医師への医薬品情報の提供に留まっている。一方

で近年、患者に対する直接的な服薬指導の必要性が認識されてきている。
•	 日本ではチーム医療の一員として、薬剤師が患者と密にコミュニケーションをとりながら服薬指導を実施しており、

薬剤や疾患に対する患者向けの説明資材も豊富にある。本事業では製薬協と国立国際医療研究センター病院（以下：
NCGM）薬剤部が連携し、ベトナムの患者のための服薬支援ツール作成を支援する。

•	 患者向け服薬支援ツールを用いた、臨床薬剤師による継続的な医薬品の情報提供を行っていくことで、新型コロナ
ウイルス流行下においても医薬品の適正使用を推進し、現地の医療水準向上に貢献する 。

【事業の目的】
　ベトナムの病院薬剤師業務においても、患者に対する直接的な服薬指導の必要性が認識されてきており、製薬協が有
する「服薬支援ツールの情報」と NCGM 薬剤部が有する「患者目線に立った服薬指導のノウハウ・経験」を同地の臨
床薬剤師に伝達することで、医薬品が適正に使用される医療環境の改善を支援する。 2019 年度からの上記支援に加え、
本年度は、新型コロナウイルス流行下においても患者に個別の服薬指導が継続可能な方法を確立するためのツール作成
を指導することで、現地の医療水準向上に貢献する。
【研修目標】

•	 バックマイ病院の臨床薬剤師は、ベトナム患者向けの糖尿病治療に関する患者指導用動画や薬剤情報資材などの服
薬支援ツールを作成する。今年度より参加したラオカイ病院およびフォノイ病院の臨床薬剤師は、薬剤情報資材の
服薬支援ツールを作成する。

•	 日本の臨床薬剤師業務や糖尿病治療、薬剤情報資材に関する研修を服薬指導の参考になるようにオンラインで実施
する。

•	 バックマイ病院においては、作成した患者指導用の動画や資材を用いて服薬指導を実施するとともに患者に対して
その評価を行う。

2.　ベトナムにおける臨床薬剤師を介して行う服薬支援
　　ツールを用いた医薬品適正使用の推進プロジェクト　　
	 	 	 	 日本製薬工業協会

日本製薬工業協会
バックマイ病院　

臨床薬剤師
（ベトナム　ハノイ市）

連携

研修

国立国際医療研究センター病院
薬剤部

地方病院
フォノイ総合病院
ラオカイ総合病院

情報共有

くすりの適正使用協議会

連携
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　日本製薬工業協会の国際委員会グローバルヘルス部会アクセスグルー
プが実施したベトナムにおける臨床薬剤師を介して行う服薬支援ツール
を用いた医薬品適正使用推進事業についてご報告します。
　本事業の背景は、ベトナムの病院における処方箋薬について、患者さ
んへの情報提供が著しく不足しており、また患者さんへの服薬指導も医
療従事者のリソース不足から不十分となっている現状があります。
　この課題改善のために、製薬企業やその関連団体が作成している日本
の患者さん向けの説明資料をベトナムの患者さん向けにカスタマイズを
行い、さらに、薬の専門家である臨床薬剤師が、患者に対する服薬指導
を担うことで多忙な医師や看護師の負担を軽減させ、ベトナムでの医薬
品の適正使用に資する医療環境の向上を目指すこととしました。なお、
2019 年度（1 年目）は薬剤師のリソース等を勘案し、第一ステップと
して糖尿病の入院患者向けの集団指導の導入を行いました。
　2 年目となる 2020 年度は、1 年目にバックマイ病院で作成した服薬
支援ツールを活用し、地方病院のニーズに沿った資材の見直しを検討し
ながら臨床薬剤師による患者集団指導を広く展開して行く方針で検討し
ていましたが、新型コロナウイルスの蔓延により計画の変更を余儀なく
されました。感染リスクの高い集団指導ができなくなった状況で、それ
に代わる有効なツールとして患者個別の服薬指導が可能な患者指導用の
動画と個別薬剤の情報を提供する資材を作成することが本年度の主なな
目的となりました。
　実施体制としては、国立国際医療研究センター（以下：NCGM）薬剤
部の先生方、くすりの適正使用協議会（以下：RAD-AR)、バックマイ病
院と連携しながら、1 年目に作成した資材をもとに糖尿病治療に関する
患者指導用動画を作成することとしました。また、本年度から新たにプ
ロジェクトに参画したフォノイ病院およびラオカイ病院は、バックマイ
病院と協力しながら糖尿病の薬剤情報資材の雛形 ( 記載ルールを含めた
テンプレート ) および処方の多い薬剤毎の情報資材を作成することとし
ました。今年度は当初予定していました訪日研修・訪越研修の代わりに、
すべてオンラインで研修を実施し、資材作成にあたってはフォローアッ
プ会議を３回実施することにより服薬支援ツール作成の支援をきめ細か
く実施してきました。また、服薬支援ツールに対する評価は患者アンケー
トを通して行いましたが、調査票の質問もベトナム側で主体的に作成し
ていただき、評価も実施して貰いました。

　1 年間の活動スケジュールです。本年度の本研修は 10 月に２日間に
分けてオンラインで実施しました。２年目の今年は新たに２病院が参
画しましたので、9 月に改めてオリエンテーションを実施し、活動の
目的や内容について十分理解いただいたうえで研修に臨んでいただき
ました。10 月の研修以降は、服薬支援ツールを作成にあたってのフォ
ローアップ研修を 3 回実施し、事業の進捗を確認していきました。ま
た、1 月に最終研修ではプロジェクトの振り返りとともに研修生による
Lessons learned を共有し、研修生の本事業での達成感と継続的な取り
組みへの意志を確認できました。

2020年年 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

研修他タイトル
(期間)

◎打合
せ

・オリエン
テーション
（1日）

・オンライン研修
(2日）
・研修フォロー
アップ会議
（1日）

・研修フォロー
アップ会議
（1日）

・研修フォロー
アップ会議
（1日）

・オンライン
最終研修
（1日）

研修内容等
(遠隔システムを用いた
研修など)

・20年度
研修内
容協議

・キックオフ
・19年度成
果の振り返り
・20年度研
修内容確認
他

・糖尿病治療

（経口剤、注射
剤）

・有害事象への
対応

・くすりのしおり

・薬剤情報資材
の作成

・患者指導につ
いて

・服薬支援ツー

ル作成にあたっ
てのフォロー
アップ会議

・服薬支援ツー

ル作成にあたっ
てのフォロー
アップ会議

・服薬支援ツー

ル作成にあ
たってのフォ
ローアップ会議

・プロジェクト
振り返り

・研修生から
の学びや患
者指導状況
の発表・共有

・作成した服
薬指導ツー
ルに対する
フィードバック

・患者アン

ケート結果の
分析・共有

・次年度の活
動の確認など

日本人専門家参加人数
（人）

10 15 16 14 15 15

海外研修生参加人数
（人）

2 4 4 4 3 3

1年間の事業内容

4

COVID19の影響のため日本人専門家現地派遣、本邦研修、現地研修は実施せず、オンラインを用いた研修等を実施
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　こちらは実際の服薬指導とオンライン研修の様子です。

服薬支援ツールを用いた服薬指導とオンライン研修の様子

今年度の成果指標とその結果（アウトプット指標）

アアウウトトププッットト指指標標

実施前の計画（具体

的な数値を記載）

①新規服薬支援ツールの作成数 6種類以上（患者指導用動画1種類以上、薬剤情報資材5種類以上）
②新規臨床薬剤師への研修を実施、およびその研修参加人数 4名（1医療機関あたり1名以上）
③新規服薬支援ツールを作成した新規臨床薬剤師の人数 4名（1医療機関あたり1名以上）
④新規臨床薬剤師への研修回数 10回以上（10月オンライン研修/JPMA2回、NCGM薬剤部4回、RAD-AR1回、フォローアッ
プ研修/JPMA2回、現地実地指導研修/JPMAおよびNCGM薬剤部1回、その他必要に応じて追加実施）

実施後の結果（具体

的な数値を記載）

①糖尿病患者向け新規服薬支援ツールとして、患患者者指指導導用用動動画画6種種類類（（DM general video 1種種類類おおよよびびdrug specific video 
5種種類類））、、おおよよびび薬薬剤剤情情報報資資材材9種種類類のの計計15種種類類をを作作成成
②3医療機関の新規臨床薬剤師4名に対して研修を開始したが、2名参加のラオカイ病院のうち1名が個人的な事情で研修
途中から休職となり、当該1名を除く3名名がが研研修修をを完完遂遂ししたた。。
③3医療機関の新規臨床薬剤師4名で新規服薬支援ツールの作成に取り掛かり、1名研修途中から休職のため、最終的に
は研研修修完完遂遂生生ででああるる3医医療療機機関関のの新新規規臨臨床床薬薬剤剤師師3名名がが新新規規服服薬薬支支援援ツツーールルをを完完成成ささせせたた。。ババッッククママイイ病病院院はは患患者者指指導導
用用動動画画6種種類類おおよよびび薬薬剤剤情情報報資資材材3種種類類をを、、ララオオカカイイ病病院院ととフフォォノノイイ病病院院はは薬薬剤剤情情報報資資材材をを各各々々3種種類類作作成成ししたた。。
④新規臨床薬剤師に対対ししてて12回回のの研研修修を実施した（10月オンライン研修/JPMA2回、NCGM薬剤部4回、RAD-AR1回、フォ
ローアップ研修/JPMAおよびNCGM薬剤部3回、JPMA1回、最終研修/JPMAおよびNCGM薬剤部1回）。なお、COVID-19の影
響により研修はすべてオンラインにて実施した。

6

　今年度の成果指標とその結果です。
　アウトプット指標については、糖尿病患者向けの新規服薬支援ツール
として、患者指導用動画を 6 種類（糖尿病全般に関する動画１種類と糖
尿病治療薬 5 種類の薬剤情報の動画）および紙ベースの薬剤情報資材（の

べ 9 種類：各病院 3 種類ずつで、同じ一般名のものもあり）の 15 種類
を作成することができました。なお、薬剤情報資材の作成に当たっては、
事前に記載項目を明確にするためのテンプレートを作成しました。
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今年度の成果指標とその結果（アウトカム指標）

アアウウトトカカムム指指標標

実施前の計画（具体的

な数値を記載）

①バックマイ病院において以下の評価を行う。

1)薬剤情報資材に対する患者評価：有用であると回答した患者割合70％以上

②患者指導用動画の視聴患者数：10名以上

③患者指導用動画を用いた服薬指導に対する患者の理解度：薬剤の効果や副作用等への理解度を3段階で評価し、

視聴後の理解度向上割合70％以上（有効回答者数として10名以上）

実施後の結果（具体的

な数値を記載）

①薬剤情報資材に対するアンケートを行った11名名全全員員がが「「ととててもも有有用用ででああるる」」とと回回答答ししたた。

（アンケートの集計結果による）

②患患者者指指導導用用動動画画をを視視聴聴ししたた患患者者はは17名名ででああっったた。。（アンケートの集計結果による）

③薬剤の効果や副作用等の理理解解度度にに関関すするる全全ててのの項項目目ににおおいいてて「「動動画画をを見見るる前前にに比比べべててよよりり理理解解ででききたた」」とと回回答答ししたた

患患者者割割合合はは70%以以上上ででああっったた。。（アンケートの集計結果による）

7

　アウトカム指標として、バックマイ病院において実施したアンケート
より、薬剤情報資材については、アンケートを実施した対象患者全員か
ら「とても有用である」と回答していただき、患者指導用動画について

は、患者さんの理解度の変化を確認し「動画を見る前に比べてより理解
できた」と回答された患者割合が 70％以上の結果を得られました。

　インパクト指標として、動画や薬剤情報資材などの服薬支援ツールが
服薬指導に高い有効性を示すことが確認されたので、実際に指導を行っ

今年度の成果指標とその結果（インパクト指標）

イインンパパククトト指指標標

実施前の計画（具体

的な数値を記載）

①薬剤師による服薬指導が、糖尿病以外の疾患や入院患者のみならず外来患者まで幅広く実施される。

②薬剤師による服薬指導の意義、服薬指導ツール、患者とのコミュニケーションスキルがバックマイ病院を中心としてベト

ナム北部の他病院に普及することで、ベトナム広域においても患者視点にたった服薬指導が開始される。

（以下は2020年度には確認が困難ではあるが長期的に期待するインパクト）
③日本製薬企業への信頼が高まり、日本製品の導入数が増加する。

④薬剤師による服薬指導の促進により、患者の服薬アドヒアランスの向上および副作用に対する理解が高まることで、介

入対象疾患における治療成績の向上および治療脱落者の減少、副作用の早期発見症例の増加が期待される。

実施後の結果（具体

的な数値を記載）

①中核病院であるバックマイ病院のみならず地方病院においても服薬支援ツールおよびそれを用いた臨床薬剤師による

服薬指導の有用性が認識され、いいずずれれのの医医療療機機関関ににおおいいててもも今今後後もも継継続続ししてて服服薬薬指指導導をを実実施施すするる意意向向をを確確認認ししたた。。地地方方

病病院院でではは作作成成ししたた薬薬剤剤情情報報資資材材をを用用いいてて外外来来患患者者にに対対ししててもも服服薬薬指指導導をを行行いいととててもも有有用用ででああっったたととのの報報告告をを受受けけたた。。ささ

ららににはは糖糖尿尿病病以以外外のの疾疾患患薬薬剤剤にに関関すするる服服薬薬支支援援ツツーールルのの作作成成意意欲欲がが報報告告さされれたた。。

②服薬支援ツールの作成にあたり中核病院であるバックマイ病院の臨床薬剤師から地方病院の臨床薬剤師へ2019年度
の本事業を通じて培った服服薬薬指指導導のの知知識識やや経経験験のの共共有有ががななさされれたた。地方病院の臨床薬剤師から、研修の受講やバック

マイ病院の指導を通じて糖尿病に関する知知識識やや薬薬のの一一般般情情報報のの理理解解促促進進にによよりり自自信信をを持持っってて患患者者にに服服薬薬指指導導ががででききるる

よよううににななっったたこと、その結果、薬剤師の服薬指導能力も向上できると考えられること、また、患者にとって分かりやすい服

薬支援ツールの作成方法が理解できたとの報告があり、ババッッククママイイ病病院院をを中中心心ととししたた服服薬薬指指導導のの普普及及とと共共にに地地方方病病院院にに

おおいいててもも患患者者視視点点ににたたっったた服服薬薬指指導導がが開開始始さされれたた。。

8

た臨床薬剤師にとって、服薬指導の重要性に対する意識向上にもつな
がっていると確信しています。
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医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数

• 国家計画/ガイドラインに採択されたものはないが、バックマイ病院の臨床薬剤師が作成した糖
尿病の入院患者向け服薬支援ツール（患者指導用動画および薬剤情報資材の2種類）は、バッ
クマイ病院のホームページにて掲載された。今後、ベトナムの複数病院において服薬支援ツー
ルが活用されることによって患者視点にたった効果的な服薬指導につながっていくことを期待
する。また、適切な服薬指導の実践はベトナムにおける医薬品の適正使用の一助となる。

（掲載内容は次のスライドをご参照ください）

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者

• オンラインを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修生の合計数（３人）

l 期待される事業の裨益人口

• バックマイ病院・フォノイ総合病院・ラオカイ総合病院において糖尿病治療目的で診療を受けた
た患者（本事業で作成した服薬支援ツールを用いた服薬指導の実施）

• 一般公開した服薬支援ツールを閲覧した糖尿病の患者（服用薬情報の取得）

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

9

　事業インパクトにつきましては、本年度作成した糖尿病全般について
の動画と治療薬の薬剤情報資材がバックマイ病院のホームページに紹介
されました。掲載内容は次のスライドをご覧ください。これらの服薬支
援ツールを用いた服薬指導により患者さんの服薬アドヒアランスが向上
するとともに副作用の早期発見ができ、有効性や安全性が高まることが
期待されます。また、適切な服薬指導が行われることにより、ベトナム
における医薬品の適正使用の一助となると考えられます。
　また、健康向上における事業インパクトとしては、糖尿病患者への服
薬指導などにより患者の糖尿病に対する理解が進み、低血糖時の対応な
どのリスクを減らすことが期待されています。

　バックマイ病院のホームページで紹介している本事業で作成した服薬
支援ツールの薬剤情報資材です。

10

バックマイ病院のHPに掲載された服薬支援ツール

（リンク） Tờ Thông tin hướng dẫn sử dụng các thuốc điều trị đái tháo đường

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果（（事事業業がが複複数数年年継継続続ししてていいるる場場合合はは、、各各年年度度のの成成果果をを含含めめてて下下ささいい））

（2019年度）
作成した服薬支援ツール（「薬についての一般知識」および「糖尿病治療にお
ける基礎知識」）に対する入院患者による服薬指導の満足度や患者集団指
導後の理解度に関して高い評価が得られ、糖尿病患者への集団服薬指導が
実施された。
（2020年度）
コロナ禍において患者集団指導に代わる有効な服薬支援ツールとして患者
個別指導用の動画および薬剤別情報資材を作成した。動画の評価として患
者から高い理解度向上（全ての項目において「動画を見る前に比べてより理
解できた」と回答した患者が70％以上)が示され、薬剤別情報資材では高い
有用性の結果（「とても有用である」と回答した患者が100％)が得られ、服薬
指導方法の選択肢を広げることができた。

2年間を通じての課題として、特に以下の点を考慮しながら、服薬支援ツール
の他病院でも活用できる体制づくり・環境整備が重要であると考える。
①研修対象病院での継続した活動
②薬剤別の服薬支援ツール数の拡充および活用方法のマニュアル作成
③薬剤情報の更新

11

　2019 年度より 2 年にわたって、患者への服薬指導を支援するツール
として、糖尿病の入院患者向けの集団指導およびコロナ禍でも対応可能
となる個別指導のための資材を作成するとともに、作成した資材の有用
性を確認するために患者さんからのアンケート評価も実施してきまし
た。2020 年度は新たにベトナム北部の 2 病院が本事業に参画したもの
のすべての研修をオンラインで実施したためフォローアップの打合せを
含めコミュニケーションにはかなりの時間を要しましたが、薬剤情報資
材のテンプレート作成時には 3 病院の臨床薬剤師の間で意見交換が積
極的に行われ、施設間の密接な連携も図られました。また、そのような

中で新たな 2 病院では作成した資材について当該施設の医師などから
高評価を得ており、本格的に導入するための環境に近づくことができた
と認識しています。
　今後の課題としては、本事業で土台が出来つつある臨床薬剤師による
服薬指導が継続できるための体制づくりおよび環境整備が重要であると
考えています。具体的な対応としては、2 年間で作成してきた資材やそ
の活用法などをまとめ本事業が終了後もバックマイ病院が中心となりそ
の他の地方病院に展開できるような基盤をつくっていきます。

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につなが
るように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

研修参加病院を拡大しながら本事業で作成している服薬支援ツールの更なる拡充を
図る。また、2020年度までの研修参加病院以外の病院においても同ツールが臨床薬
剤師により活用され服薬指導を効率的かつ効果的に実施できるように服薬指導他
院展開用パッケージを作成する。

上記の取り組みを通じバックマイ病院が中心となりベトナム北部の広範囲にわたり服
薬指導の普及活動を実施する。

この取り組みがベトナム保健省をはじめ多くの医療機関で評価され、ベトナムの臨床
薬剤師が患者視点に立ち効率的かつ適切な服薬指導を実施し、医薬品の適正使用
が推進され、薬剤の有効性や安全性が最大限に引き出されることを期待する。

また、本事業を支援してきた日本製薬企業への信頼が高まり、中長期的に日本製品
の導入数が増加することを期待する。

12

　本事業を通じて臨床薬剤師による服薬指導の意義や重要性が理解され
たと考えています。一方、今回の事業で作成した情報提供用紙の薬品数
は少なく、その拡充が望まれております。今後、バックマイ病院を中心
に情報提供用紙の薬品数を拡充しながら、ベトナム北部のその他の病院
に対しても服薬支援ツールが活用されるように環境整備することで広く
服薬指導が普及されることを期待します。また、これらの活動をベトナ
ム保健省の関係者にもアピールすることにより、ベトナムの広域に臨床
薬剤師による服薬指導が展開されていくことも併せて期待しています。
患者視点に立った服薬指導の実践は、患者の服薬アドヒアランスの向上
や副作用に対する理解が向上し薬剤の有効性や安全性が最大限に引き出
されることに繋がると考えております。また、最終的には、日本の製薬
企業による取り組みがベトナム医療機関側に評価され、日本の製薬企業
への信頼が高まり、日本の医薬品が多く採用されていくことを期待して
います。

将来の事業計画



184 　　令和 2 年度医療技術等国際展開推進事業 報告書

【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ベトナムでは医療事故等が社会問題となり、保健省は病院内の医療安全管理体制を整備してきた。しかし病院内にお
ける医療安全対策の実施状況は病院ごとにばらつきがあり、特に医療安全を担う品質管理部と臨床部門を包括する組織
体制の脆弱性が課題である。
【事業の目的】

　臨床現場の質・安全の取り組みの推進を目的とし、過去事業に関連した病院を中心に、ベトナムにおけるニーズを調
査およびオンラインを活用した研修等を実施する。加えて、具体的な知見・教訓を「ベトナム医療の質・安全フォーラム」
にて共有し、関連業界を活性化することで、ベトナムにおける医療安全対策推進に貢献する。また、将来的な継続性を
見据えた体制整備のためにフォーラムの運営事務局の設置・運営の支援を行う。
【研修目標】

•	 オンライン講義やディスカッションを通じて、NCGM およびベトナムの先進的な取り組みを行う病院の活動の知見
や経験を共有し、医療安全推進のための活動について理解を深める。

•	 研修員が病院における医療安全推進のためのアクションプランを策定する。
•	 オンラインのメリットを活用し、多くの研修員に研修内容を共有する。

3.　ベトナムにおける医療安全推進のための院内組織
　　体制強化事業
	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター（NCGM）

国立国際医療研究センター
国際医療協力局

病院

ベトナム主要 4 病院の
品質管理部及び臨床部門

（＋聴講者）

連携

病院、企業等

ベトナムで
医療の質・安全に関与する

日系企業、他の展開推進事業

支援

オンライン
研修実施

開催

ベトナム保健省
医療サービス局

ベトナム医療の質・
安全フォーラム（中止）

研修修了生の
ネットワーク

継続的な開催に
向けた事務局機能強化

連携

活用

成果発表
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　ベトナムでは医療事故等が社会問題となり、ベトナム保健省は医療安
全管理体制の構築に取り組んでいる。
　2013 年には病院内に医療安全の推進部門である品質管理部の設置が
義務付けられ、各病院に品質管理部門が設置され始めた。同年、保健省
は 83 項目からなる病院質基準を作成し、年 1 回の公的な病院監査を実
施することで、国家全体で病院の質を管理している。過去の事業では、
設置されて間もない品質管理部の医師・看護師・保健省職員等を対象に
医療安全に関する日本の取り組みや質改善の考え方を共有してきた。
　さらに、研修員の医療施設での取り組みを「ベトナム医療の質・安全
フォーラム」を開催することで、幅広の関係者に共有されるよう取り組
んできた。
　これにより、直接の事業対象としてきた各病院内における「医療安全
を担う品質管理部」のキャパシティは強化されたものの、未だ実際の患
者へのサービス提供の現場では医療安全対策は各病院において十分な対
策が実施されていない。
　この理由として、各病院で「臨床部門における医療安全担当者」の人
材開発が進んでいないこと、「医療安全を担う品質管理部」との連携・
活動等が不十分であること、結果、医療安全向上のために実効性のある
院内組織体制となっていないことがあげられる。
　この院内組織体制強化、とくに、臨床部門における医療安全担当者の
能力向上の必要性について、ベトナム保健省及び過去の事業関係者より、
次の課題として支援要請があげられた。
　実施体制は図に示すとおり、NCGM センター病院・国際医療協力局が
主体となり、ベトナム保健省医療サービス局と連携して事業を実施した。
　研修対象は、ベトナム主要 4 病院（過去研修対象となったチョーラ
イ病院、フンブン病院、ドゥックザン病院、ビンフック総合病院）を含
む品質管理部および臨床部門とした。
　本来であれば、ベトナムの研修員が日本に渡航して本邦研修を実施す
る予定であったが、今年度は COVID-19 の影響により、日本 - ベトナム
間の渡航が困難となった。その代わりとしてオンラインを活用した研修
を実施した。
　また、フォーラムに関しては、11 月後半にベトナム国内で市中感染
があり、大人数のイベント等の自粛に関する通達が発出されたこと、ま
た開催時期に 5 年に一度の党大会の開催と重なり、今年度は中止する
こととなった。

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10月月 11月月 12月月 1月月 2月月

オンライン
ウェブ調査

ベトナムとの
オンライン
ミーティング

研修教材等
の作成

オンライン
研修

（集合研修＋
Web配信）

医療の質・安
全フォーラム

1年間の事業内容

4

ベトナムの現状に関する情報収集や研修実施に関するオンラインミーティング
（①6/19、②7/13、③7/15、④8/5、⑤8/21、⑥9/29、10/13、⑧10/27、⑨11/2、⑩12/7、⑪2/22）

オンライン研修で使用する動画教材等作成

NCGM（東京）とベトナムビンフック省の研修会場
をつないだオンライン研修

①集合研修型のオンライン研修
11月4~7日 集合研修
11月 13日 アクションプラン発表会

（各自の病院からオンライン参加）
②①のZoomライブ配信

ベトナムのオンライン環境及び現地
での課題等に関するウェブ調査

（5月～6月）

医療の質・安全
フォーラム（中止）

　事業を開始するにあたり、5 月下旬から 6 月にかけてウェブ調査を実
施し、現地のオンライン環境や現状の課題について調査した。
　6 月頃よりカウンターパートであるベトナム保健省医療サービス局の
担当者と定期的にオンラインミーティングを実施し、ベトナムにおける
COVID-19 の状況や研修内容等について協議した。
　同時にオンライン研修を前提として進めたため、使用する動画教材（日
本での視察の代わりとなる動画など）の作成を進めた。
　11 月 4 日から 7 日、13 日の 5 日間にかけて、NCGM とベトナムをつ
ないだオンライン研修を実施した。①集合研修型のオンライン研修と、
②①の Zoom ライブ配信の 2 パターンを実施した。②は研修の機会を
幅広に提供することを目的として、会場に集まれない方も参加できるよ
うに過去研修員のネットワークを活用して Zoom のアカウントを配布

し、事前登録にて参加可能とした。
　医療の質・安全フォーラムについては先の述べた通り、中止となった。

　ベトナムとの調整にあたっては、Microsoft Teams や Zoom を活用し
てオンラインミーティングを実施した。
　事業実施にあたっては、当初、日本にいながらどこまでのオペレーショ
ンが可能かわからなかったため、どのような事業が可能かといったとこ
ろからカウンターパートと協議した。
　幸い、ベトナムのオンライン環境は良好であり、通訳を活用しながら
効率的に実施することができた。

• カウンターパート（ベトナム保健省医療サービス局）と研修
実施に関する協議

• ベトナムにおけるCOVID-19の状況に関する情報収集
• 事業の実施体制の確保（アシスタント雇用等）

• ベトナムでの研修運営の業者手配 等 計11回実施

ベトナムとのオンラインミーティング
（Microsoft Teams・Zoomを活用）

NCGM担当者・ベトナム保健省・NCGMベトナム拠点をつないだオンラインミーティング

　こちらは、NCGM とベトナムのビンフック省をつないだ①集合型の
オンライン研修と、②①の Zoom ライブ配信の概要である。
　NCGM 側では、オンラインライブ講義や研修運営が可能な会場を設
営した。
　ベトナム側については、ベトナム国内の業者を手配して研修員の旅行・
宿泊・会場設営・Zoom 配信等を民間業者に委託し、研修員をホテルに
集める形で研修を実施した。
　①集合研修型のオンライン研修では、ベトナム保健省の推薦によ
り、主要 4 病院を含む 19 病院 39 名をビンフック省のホテルに集めて、
NCGM と回線をつないで研修を実施した。研修を修了した 39 名に修了
証を配布した。
　②については、関心の高いテーマであることや Zoom というアクセ
スのしやすさやから、約 300 アクセスがあった。
　いくつかの病院ではクラスを設けて研修を受講しており、受講した
197 名には参加証を配布した。

オンライン研修の概要

★

国際医療協力局
（運営・講義）

①研修会場(39名)

②Zoomライブ配信
(約300アクセス
197名参加)

Zoom
ライブ
配信

ビンフック省
（研修会場）

オオンンラライインンラライイブブ講講義義やや研研修修運運営営
がが可可能能なな会会場場をを設設営営

Zoomライブ配信では独自に会場を設け院内研修とした病院も見受け
られた。（研修案内は過去事業の研修員ネットワークで周知）
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Ø ベトナム保健省におけるCOVID-19対応
Ø Vinh Phuc総合病院におけるCOVID-19対応および施設見学
Ø NCGMにおける医療安全管理対策
医療安全管理室、薬剤部、放射線診療部門、中央検査部門、中央材料室
臨床工学部門における医療の質・安全の取り組みの共有

Ø NCGM院内視察（動画にて紹介）

研修内容（11月4～7日）

過去事業の研修員の所属するVinh Phuc総合病院が集合研修を
全面的にバックアップ（研修運営・病院視察アレンジ等）

　研修内容は、今年度の大きなテーマのある COVID-19 対応についても
取り上げ、ベトナム保健省及びベトナムでの COVID-19 発生初期に対応
したビンフック総合病院の取り組み、さらには NCGM の取り組みにつ
いて講演を行った。
　講義については、NCGM 医療安全管理室を始め、薬剤部、放射線診
療部門、中央検査部門、中央材料室、臨床工学部門に協力いただき、日
本取り組みを研修員と共有した。日本の病院で視察ができない代わりに、
一般病棟、輸血検査室、中央材料室、薬剤部、手術室における医療安全
の実際について、事前に動画教材を作成することで対応した。
　今回、ベトナム側の研修運営を担当したビンフック総合病院は会場の
近くにあり、COVID-19 の実際の対応等について、現地病院視察をアレ
ンジした。

　集合研修が終了して 1 週間後の 11 月 13 日に、アクションプラン発
表会を開催した。各病院から Zoom でつなぎ、研修に参加した 19 病院

（100%）がアクションプランを発表した。内容は手術安全チェックリス
トの導入 (1 病院 )、5S 導入 (3 病院 )、品質管理と臨床部門のネットワー
ク活性化 (2 病院 )、医療安全研修の実施 (2 病院 )、輸血払出チェックリ
ストの作成（2 病院）など本事業の目的である品質管理部と臨床部門と
の連携促進に関する内容であった。

Ø アクションプラン発表会
• 手術安全チェックリストの導入(1病院)、5S導入(3病院)、品質管理と臨床部
門のネットワーク活性化(2病院)、医療安全研修の実施(2病院)、輸血払出
チェックリストの作成（2病院）など

研修内容（11月13日）

NCGMと研修参加者の病院（19病院）をZoomでつなぎ、
アクションプラン発表会を実施

　研修の実施状況については、ビンフック総合病院のホームページにて
紹介された。

研修事業の周知

Vinh Phuc省総合病院ホームページ
http://dakhoavinhphuc.com/News/Details/a6e040ed-5b45-4b5a-be4f-f74b244b7e1b

研修の概要については、ビンフック総合病院のホームページで紹介された。

　ベトナムでは Facebook がネットワークとして活発なツールであるこ
とから、今年度研修の際に医療安全を推進する関係者のプラットフォー
ムとして Facebook ページを立ち上げた。
　フォロワー数 87 名（2 月 2 日時点）であり、右側はアクションプラ
ン発表会の様子について、研修員が投稿した記事である。

医療安全を推進する関係者プラットフォーム

研修参加者、オンライン参加者を
交えたFacebookページ

病院での取り組みなど
記事が投稿された

• 2017年度研修員が作成
Ba Ria Hospital Dr. Vũ Duy Tùng氏

• フォロー人数24,326人。
2013年9月17日に作成。

• ベトナム保健省通達や
国内外の医療安全情報
を共有するプラットフォー
ムとして活用されている。

過去研修員が管理する病院の質安全に関する
Facebookページを保健省のHPがリンク

　さらにはベトナムにおいて、大多数が参加する医療の質・管理に関す
る Facebook ページが確認できた。こちらの Facebook は過去研修員が
管理していることがわかり、フォロワー数は 24,326 人（2 月 2 日現在）
であった。

ベトナム保健省の公式ホームページにリンクされた
Facebookページに研修情報が共有

ベトナム保健省医療サービス局ホームページ https://chatluongbenhvien.vn/

　さらにはこの Facebook ページが、ベトナム保健省の HP 上において
リンクされていることが確認できた。フォロー人数を見ても多くの方の
関心を集めていることから、ベトナム国内においては情報共有のため
の効果的なプラットフォームになりうると考える。本事業もこちらの
Facebook ページで紹介されていたことがわかった。
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　今年度のアウトプット・アウトカム・インパクト指標は、コロナによ
る影響を受けて修正し、次の 4 つの項目を設定した。１）オンライン
研修の実施、２）研修教材の作成、３）医療の質・安全フォーラム、４）

今年度の成果指標とその結果（実施前）
アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実実

施施
前前

１１））オオンンラライインン研研修修
・対象4病院を含む各施設より、各々4～5名、合計30～
40名の参加。
・対象4病院を含む各施設において、研修後のアクション
プランが策定。

２２））研研修修教教材材作作成成
・①適した研修教材を策定、また提供システムを構築す
るためのウエブ調査に係る報告書を策定。
・②10講義以上のベトナム語教材策定。
・③②の研修教材を提供するメカニズムの試行を3シス
テム以上実施。

３３））医医療療のの質質・・安安全全フフォォーーララムム
・医療の質・安全フォーラムの年1回の開催とその抄録
作成。
・運営事務局の設立との準備会議2回開催。（もしくは、
ウェブベースのフォーラム1回）

４４））オオンンラライインンよよるる事事業業体体制制整整備備
・対象4病院また過去事業に関連する病院の品質管理
部職員44名に対して、ベトナムのインターネット環境およ
び研修ニーズ等に関する調査を実施。
・ベトナム側で事業を支えるアシスタントを雇用。

１１））オオンンラライインン研研修修
・対象4病院が自主的に事業で扱った内容に関
する、診療現場のスタッフを対象とした院内研
修を最低年１回実施。
・その研修内容に関連し、院内における医療安
全のための活動が定期的に実施。
・対象4病院からの医療の質・安全フォーラムで
の演題発表（1病院X最低1演題）。

２２））研研修修教教材材作作成成

直接裨益者が研修教材にアクセスするメカニズ
ムの開発。

３３））医医療療のの質質・・安安全全フフォォーーララムム
・本フォーラムに参加する関係者が、各臨床科、
企業関係等など多様となり、かつ参加数が増加。
・運営事務局の役割・組織体制が明確化され文
書化。

４４））オオンンラライインンよよるる事事業業体体制制整整備備・過去の研修生
や今年度研修生、及び日本側担当者が交流で
きるプラットフォームが強化。

・事業対象とした病院において
「保健省が規定している病院質
基準（行政からの外部評価：年
1回）」における「組織体制評価
に関する指標の得点」等が向
上する。
・保健省が本事業の活動で
扱った項目に関連する新たな
医療安全に関する政策文書が
作成される。

・医療の質・安全フォーラムが、
設立された運営組織のもと、継
続的に定期開催される。

・策定した研修教材や提供メカ
ニズムが 直接裨益者をこえて、
用いられる。
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オンラインによる事業体制整備である。
　インバクト指標としては、事業の成果がより幅広に周知されることを
指標とした。

今年度の成果指標とその結果（実施後）
アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実実

施施
後後

のの
結結
果果

１１））オオンンラライインン研研修修
・主要4病院を含む各施設より19病院39名が参加。
全員に修了証発行。
・参加施設より19のアクションプラン（100％）が策定さ
れた。
・オンライン配信では300アクセスあり、197名に参加
書を発行。
２２））研研修修教教材材作作成成
・病院内視察の動画11本を作成。
・Moodle、Zoom、Microsoft Teams、
Google、Youtube、Facebook等）を試行。結果、Zoom
を使用したライブ講義およびGoogleを活用。
３３））医医療療のの質質・・安安全全フフォォーーララムム

・フォーラム中止に伴い、運営事務局の設立や準備
会合も中止。
・Facebookページを立ち上げ、情報共有のプラット
フォーム設置。
４４））オオンンラライインンよよるる事事業業体体制制整整備備

・ウェブ調査に基づき、オンラインを活用した研修を
実施。
・11回の調整会議実施。ベトナムでアシスタント1名を
雇用し、効率化に努めた。

１１））オオンンラライインン研研修修
・研修員を対象とした172名のアンケート結果（5段階
評価）では、プログラムのデザインについて、45.3%が
「4．おおむね適切）」、48.8%が「5．適切」であったと回
答した。

・研修内容に関連した内容のアクションプランが策定
された。手術安全チェックリストの導入(1病院)、5S(3
病院)、品質管理と臨床部門のネットワーク活性化(2
病院)、医療安全研修の実施(2病院)、輸血払出チェッ
クリストの作成（2病院）など。
２２））研研修修教教材材作作成成
・各講義の内容が役に立ったかどうかを評価したとこ
ろ、61%が「4. 役に立つ」、18%が「5.とても役に立つ」
と回答した。理解度は、64%が「4. 理解できた」4.1%が
「5. 大変理解できた（4.1%）」と回答した。
３３））医医療療のの質質・・安安全全フフォォーーララムム
・研修時に作成したFacebookのフォロワー数は87人
(2/2現在)。
４４））オオンンラライインンにによよるる事事業業体体制制整整備備
・オンラインツールの操作方法については、58.1%が
「4.簡単だった」、25.0%が「5.とても簡単だった」と回答
した。通信状況において50%が「4.良かった」、37.8%
が「5.とても良かった」と回答した。

・ベトナム保健省公式ホーム
ページの品質管理部門への
情報共有サイトのFacebook
に当事業が紹介された。
Facebookは過去事業の研修
員が運用しており、過去事業
も紹介。
フォロワー数は、24,320人
(2/2現在) 。
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　当事業の実施後、アウトプット指標の１）、２）、４）においては設定
した指標を達成した。
　3）のフォーラムについては、外部要因の影響により中止となったが、
代わりとして、ベトナムで有効な情報共有のプラットフォームである
Facebook ページを設置した。
　アウトカム指標の１）、２）、４）については、研修員のアクションプ

ランやアンケート結果から評価し、研修内容は適切であったと考える。
インパクト指標は、フォーラムが中止になったことにより、設定した指
標に達しなかったが、ベトナム保健省の Facebook に当事業が紹介され
たことや、Facebook 管理者が過去研修員であったことから、今後の情
報共有のプラットフォームとしての活用が期待される。
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健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

• 遠隔システムを用いた講義・実習・セミナーを受けた研修員の合計数
集合研修 3399名、Zoomライブ配信119977名 計223366名

• 研修参加者が情報共有を行うプラットフォームとしてのFacebookの設
置（フォロワー数 8877名：2/2現在）

• ベトナム保健省の公式ホームページに設置されたベトナム国内の品質
管理に関するネットワークを目的としたFacebookに当事業が紹介され
た(フォロワー数 2244,,332200名：2/2現在)。またこのFacebookは過去事業の
研修員が運用しており、過去事業のフォーラム等の記事も紹介されて
いる

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

医療安全推進のための院内組織体制強化事業

→研修を受講した品質管理部および臨床部門のスタッフ数

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

15

　相手国への事業インパクトとしては、スライドに示すとおりである。

　今年度、当事業の成果としては、COVID-19 の影響による渡航制限に
もかかわらず、オンラインを活用した研修の実施や討議を行うインフラ
を整備できたこと、さらに研修に参加した 19 病院において、品質管理
部と臨床部門の連携促進のためのアクションプランが策定されたことが
挙げられる。
　今後の課題としては、2 点ある。1 点目は、対象病院を絞った改善モ
デルの構築である。アクションプランの実施及び計画にあたっては、病
院によって品質管理部の計画策定能力に差が見受けられるため、各施設
のプロジェクトが促進するための改善モデルを示すことが有効と考え
る。今年度の対象施設もフォローしつつ、効果的な事業を検討する必要
がある。
　2 点 目 は、 情 報 共 有 の プ ラ ッ ト フ ォ ー ム で あ る フ ォ ー ラ ム 及 び
Facebook の活用である。今年度は研修員が参加する Facebook が設置
されたが、それを有効活用するための運営体制などの整備はなされてい
ない。フォーラム及び Facebook は情報共有のプラットフォームとして
有効であるため、主体的な情報交換を促す体制を構築する必要がある。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

ØCOVID-19の影響による渡航制限にもかかわらず、オンライ
ンを活用した研修の実施や討議を行うインフラを整備した。

Ø研修に参加した19病院において、品質管理部と臨床部門
の連携促進のためのアクションプランが策定された。

Ø品質管理部門と臨床部門とのアクションプランには、病院
間で計画策定能力に差が見られた。

Ø計画策定能力の差は、事業運営管理能力の差と考え、今
後はプロジェクト実施能力の強化に焦点をあてた取り組み
必要と考える。

Øベトナムにおけるオンライン研修は事業対象者の面を広げ
る上でも有効であり、今後もオンラインを基盤とした事業内
容を検討していく必要がある。

16

展開推進事業の目的に照らして、将来の事業計画が見込まれれば記載して下さい。
「我が国の医療制度に関する知見・経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療分野の成長
を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国
等の双方にとって、好循環をもたらす。」

事業のインパクト(医療技術移転の定着、持続的な医療機器・医薬品調達)につながる
ように事業の展望を具体的に描いてください（自由形式）。

研修の実施

→ベトナムにおける品質管理部の能力向上および臨床
部門との組織内連携強化

→医療サービスの質が管理される
→患者に安全な医療が提供される
→ベトナムの公衆衛生・医療水準の向上に貢献

17

医療技術定着の考え方の例
研修導入→研修拡大→マニュアル・ガイドライン策定→国家政策化→(技能を扱う職種の整
備)→現地予算での持続的な研修実施→技能により質の高い医療を受けられる人が増える→
対象国の公衆衛生・医療水準の向上に貢献する。

　将来の事業インパクトしては、当事業の研修の実施により、ベトナム
における品質管理部の能力の向上および臨床部門との組織内連携の強化
につながり、結果として、医療サービスの質が管理され、患者に安全な
医療が提供されることである。

　最終的には、これらの取り組みがベトナムの公衆衛生・医療水準の向
上に貢献することを期待し活動を継続していきたい。

将来の事業計画
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【現地の状況やニーズなどの背景情報】
　ミャンマーの血液事業は、病院血銀システムが主流であり、個別の病院における血液検査体制が脆弱であるため、全
血輸血が主流であった。当社は、2018 年 4 月より JICA 官民連携事業により血液保管と輸送システム事業の事業を実施
した。その成果により、国立血液センター（NBC）から血液製剤を定期輸送する病院数が大幅に増加した。保健スポー
ツ省は NBC をモデルケースとし、病院内血銀を血液センターとして独立させ、全国 9 カ所の血液センター化を計画し
ている。その一方、輸血専門医が 8 名しかおらず、輸血に関する医療従事者の育成、病院での輸血管理体制強化が喫緊
の課題である。
【事業の目的】

　緬国では医療技術の向上により輸血需要が増加している状況もあり、血液製剤供給側の血液事業体制の再構築だけで
なく、需要側の医療機関の輸血管理体制を強化することで、安全性の向上と適正使用を促進し、適正な需給バランスを
確保しなければならない。日本式による血液事業及び輸血管理体制を強化し、緬国輸血医療が改善されると共に、適正
で安全な医療機器・医薬品が使用される継続的なビジネス環境となりうる血液事業関連市場規模が拡大する。
【研修目標】

•	 ヤンゴン市内の病院の血液内科病棟・輸血関連病棟で勤務する看護師の安全な輸血への理解を深める
•	 病院における輸血安全、ヘモビジランス、輸血に係る医療機器の紹介
•	 血液製剤使用状況把握体制、輸血管理体制の現状調査
•	 現地血液事業・輸血部門の責任者の管理体制に対する理解を深める

4.　ミャンマーにおける輸血の持続的な安全性向上事業
　　
	 	 	 	 株式会社大同工業所

血液供給先施設

国立血液センター
（NBC）

（ヤンゴン）

全国の血液銀行
（病院内設置）

オンライン
研修
動画

セミナー

指導

保健スポーツ省
（ネピドー）

所管

改善提案

国立国際医療研究センター
国際医療協力局

大阪医科大学
日本輸血細胞治療学会

日本赤十字社血液センター

株式会社大同工業所
（大阪府大阪市）

協力

ヤンゴン総合病院（YGH）
（ヤンゴン第 1 医科大病院）

ノースオカッラパ総合病院
（ヤンゴン第２医科大病院）

ミャンマー医師会
（ヤンゴン）

基幹施設

連携

血液供給

連携

ヤンゴン小児病院
（YCH）など

ヤンゴン管区内病院
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　ミャンマー政府は、軍政から民政への移行により、すべての人々が適
切な保健医療サービスを受けられるユニバーサル ヘルスカバレッジの
達成を政策として打ち出しました。これに伴い保健スポーツ省（MOHS）
は国民に見える医療サービスの向上の一環として、2015 年から輸血無
料化を実施し、血液事業に力を注いできた。2018 年の献血者数は 2012
年の約 3 倍（2012 年～ 2018 年の比較）に伸びていますが、近年の急
速な経済発展に伴い高度な手術や治療をミャンマー国内で行うようにな
りました。高度医療において、補助療法と して輸血を要することが多く、
安全な血液の質・量の両面での需要も急速に高まっています。ミャンマー
の血液事業は、病院血銀システムが主流であり、個別の病院における血
液検査体制が脆弱です。
　当社は 2018 年 4 月より 2019 年 10 月まで、JICA 中小企業海外展開
支援普及実証事業として、血液センターから病院に血液供給を行うため
の、血液保管と輸送システム構築の事業を実施しました。その成果によ
り、国立血液センター（NBC）から血液製剤を定期輸送する病院数が大
幅に増加しました。MOHS は NBC をモデルケースとし、全国 9 カ所の
病院内血銀を血液センターとして独立させる、血液センター化を計画が
あります。その一方、輸血専門医が 8 名しかおらず、輸血に関する医
療従事者の育成、病院での輸血管理体制強化が喫緊の課題です。また適
正な需給バランスを確保するためには、血液製剤供給側の血液事業体制
の再構築だけでなく、需要側の医療機関の輸血管理体制を強化すること
で、安全性向上と適正使用を促進する必要です。
　日本では血液を商業的に売買されるべきではないという基本的な考え
方に基づき、日本赤十字社が血液製剤製造を担い、国内 100％自給・献
血を政策として掲げています。MOHS も、次世代の輸血医療を担う人
材育成支援が日本により行われ、有償採血に頼らない献血 100％の安全
な輸血医療となることを望んでいる。日本式による血液事業及び輸血管
理体制を強化し、ミャンマー輸血医療が改善すると共に適正で安全な医
療機器・医薬品が使用される継続的なビジネス環境となりうる血液事業
関連市場規模を拡大させることを目的としています。
　実施体制は、国立国際医療研究センターと株式会社大同工業所が連携
し、血液事業を管轄するミャンマー国立血液センター（NBC）をカウンター
パートとして実施しました。NBC は、ヤンゴン市内病院への血液供給を
担うと同時に、保健スポーツ省の機関として全国の血液銀行を統括する
役割もになっています。日本国内は、国立国際医療研究センター国際医
療協力局により、輸血標準手順書研修教材の作成、大阪医科大学附属病
院輸血室及び元日本赤十字社血液センター職員の協力を得て、E-learning
用動画を作成しました。ミャンマー側は、NBC の需要な血液製剤の供給
先であり、輸血を行うヤンゴン総合病院、ノースオカラッパ総合病院、
さらに現地での手技撮影にヤンゴン看護大学の協力を得ました。

　2020 年 3 月の申請時は、現地渡航を計画し、研修・調査・シンポジ
ウムを予定していましたが、日本・ミャンマー両国の新型コロナウイル
スの影響により、中間報告をもって、オンラインを中心に計画変更をし
ました。ミャンマー側でも新型コロナウイルスの拡大に伴い、国立ヤン
ゴン第一医科大学では、Moodle を活用した E-learning 講義が導入され
ました。国立医療機関の教育においても同大学の E-learning システム
へのアカウントの付与が可能となり、「現地技術指導研修」、「本邦研修」

2020年年 5月月 6月月 7月月 8月月 9月月 10
月月

11月月 12月月 1月月 2月月

現地技術
指導研修

血液シンポ
ジウム

受入機関
関係者
現地調査

本邦研修

1年間の事業内容

4

研修 研修・シンポジウムサンプル動画作成 コンテンツ動画作成

現地動画撮影
（現地スタッフ）

ハンドオーバー
サンプル動画作成

研修・シンポジウム

ハンドオーバー

本邦研修
受入機関関係者現地調査

オンライン調査

研修

オンライン調査

E-learningコンテンツ動画作成

コンテンツ動画作成

をミャンマー血液事業・輸血関係者向けの教育動画作成に計画変更しま
した。「血液シンポジウム」は、ミャンマーで開かれる血液年会に合わ
せて実施を予定していましたが、新型コロナウイルスにより、現地での
集会を開くことができず、予定を後ろ倒しの２月７日にオンラインでの
動画ハンドオーバーセレモニーに変更しました。さらに 2021 年 2 月 1
日にミャンマーでクーデターが発生し、週末にインターネットが遮断さ
れるというアクシデントに見舞われ、ミャンマーとは電話で、NBC 所
長のみ音声参加となりました。

5

　これは、本邦研修受入機関関係者現地調査を計画変更して行った
Teams によるオンライン調査時の様子です。看護師、技師からも率直
な意見をヒアリングするために、当社のミャンマー人エンジニアが進行
役を務めました。日本で行われている輸血医療の概要や大阪医科大学
で行われている E-learning 教育の紹介を行ったのち、現地輸血状況及
び E-learning に求める内容のヒアリングを行いました。ヒアリングし
たテーマに基づき、血液事業総論、輸血学総論として E-learning 用動
画を６本作製しました。ミャンマーの大学では、英語のテキストを使っ
て、ミャンマー語で講義を受けるということもあり、現地医師だけでな
く、看護師、技師、これから輸血医療に携わる医学生、看護師等にも
E-learning で学んでもらいたいという思いから、英語スライドでミャン
マー語音声の動画を作成しました。

6

　これは現地技術指導研修の代わりとして行った輸血標準手順書を運用
するための動画教材作成です。標準手順書を現地の看護師に運用しても
らうために、現地スタッフによる撮影を行いました。まず、NCGM スタッ
フ（看護師）が動画教材のサンプルを作成し、ミャンマーに送りました。
サンプル動画は 2020 年 9 月に完成しましたが、その後ヤンゴンがロッ
クダウンとなり、現地撮影の目途が立ちませんでした。2021 年 1 月に
サンプル動画及びオンライン打合せにより、ヤンゴン看護大学の協力の
元、撮影を行いました。撮影は現地で結婚式などを撮影するクルーです。
現地で撮影した作業動画に挿入するナレーションとして、当社のミャン
マー人エンジニアの音声を挿入しました。
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7

　2 月 1 日にミャンマー国軍によるクーデターが発生し、2 月 7 日は
クーデター後最初の週末ということもあり、現地では大規模なデモが行
われました。国軍によりインターネットが遮断され、現地との ZOOM
接続によるセレモニーを実施できませんでした。日本側は予定通り関係
者を ZOOM で繋ぎ、ミャンマー側とはかろうじて携帯電話がつながり、
NBC 所長が音声参加で実施しました。写真赤丸のように携帯電話をス
ピーカーにし、付近にマイクを置き、ZOOM に音声を取り込みました。
NBC 所長より、ハンドオーバーした動画による教育への展開、今後、
検査手技や有害事象、ヘモビジランスなど詳細テーマの動画のニーズを
確認しました。セレモニー時に録画した動画を後日、NBC 所長に送付
し共有しました。

今年度の成果指標とその結果

アアウウトトププッットト指指標標 アアウウトトカカムム指指標標 イインンパパククトト指指標標

実施前の計画

（具体的な数
値を記載）

①e-learningオンラインワーク
ショップの開催

輸血関連病棟・学校関係者の看
護師20名
②E-Learningの動画コンテンツを４
本を提供

③血液製剤使用状況把握体制、
輸血管理体制のアンケート実施
（5か所）
④E-Learningの動画コンテンツを６
本を提供

①標準手順書に基づいた研修教材に

ついて、現地の看護師と共に完成品を
共有する。
②NBCから血液製剤を定期的に運ぶ
病院数15か所以上になる。
③輸血用血液製剤の使用状況把握体
制が2箇所で運用される。（ヤンゴン）
④輸血専門医師が２名増加する

①輸血標準手順書、研修教材がヤンゴン
市内の病院（3病院以上）で運用されるよう
になる
②NBC（ヤンゴン）管内で、献血95％以上を
維持する。

③輸血用血液製剤の使用状況把握体制が
構築され、需給バランスが改善する。

④日本輸血細胞治療学会と有機的な関係
が強化される。

実施後の結果

（具体的な数
値を記載）

①現地情勢不安のためワーク

ショップ開催できず。情勢安定後、
現地のe-learningプラットフォーム
（MOHS) に掲載を検討中。
②動画１本に留まった。

③3か所の医療機関にオンライン
ヒアリングを実施
④E-Learningの動画コンテンツを６
本を提供

①研修教材（SOPsビデオ教材）は完成
したが、現地情勢不安のため現地ス
タッフへの共有はできず。
②14主要病院及び6小病院（計20か
所）へ定期供給

③ヤンゴン2か所を含む全国46主要病
院がNBCへ報告
④輸血専門医師が１名増加

①現時点ではインパクト指数に資するもの
なし
②献血95％が維持された
③使用状況把握体制は全国に46主要病院
に拡大したが、需給バランス改善に至って
いるか調査できていない。
④日本輸血細胞治療学会員
２名が積極的に事業に参画した。

8

　日本・ミャンマー両国の新型コロナウイルス感染流行時期のズレによ
り、現地での輸血標準手順ビデオ撮影やオンラインヒアリングが当初
計画よりも遅れました。またシンポジウムは、クーデター発生により、
Web 形式でも開催することができず、計画変更を余儀なくされました。
アウトプットとしては、輸血標準手順研修教材として動画１本、シンポ
ジウム代替動画１本、E-learning 用動画 6 本を提供することができまし
た。アウトプットとしては動画 8 本に留まりました。作成動画に対す

るアンケート収集はできませんでしたが、動画を作る過程で、現地医
師、看護師、技師からのヒアリングにより、現地医療状況を確認し、日
本の医療技術を動画という形でアウトプットできたと考えています。ま
た、今後、ヤンゴン第一医科大学の E-leaning システムに動画をアップ
ロードされ、国立医療機関関係者にアクセス ID が付与されることによ
り、持続的にかつミャンマー全土にわたる広範囲の医療従事者に日本式
医療技術が提供できうると考えています。

医医療療技技術術・・機機器器のの国国際際展展開開ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で紹介・導入し、国家計画／ガイドラインに採択された医療技術の数（１件）

2019年度事業で発刊された輸血ガイドラインを病棟などの医療現場で実運用される

ために輸血標準手順を動画を作成した。情勢安定後、現地のe-learningプラット
フォーム（MOHS) に掲載を検討中

l 事業で紹介・導入し、相手国の調達につながった医療機器の数

2020年度は保健省予算が、抗体検査など新型コロナ感染症対策に割かれたため、

血液事業で予定していた入札が流れた。ミャンマー国内では、血漿療法も検討され、

JICAによる無償資金援助も計画され、日本製機材がリストアップされたが、２０２１年

2月１日のクーデター後、不透明。

健健康康向向上上ににおおけけるる事事業業イインンパパククトト

l 事業で育成した保健医療従事者（延べ数）

遠隔システムを用いた講義・セミナーを受けた研修生の合計数 ３０人

l 期待される事業の裨益人口（延べ数）

１年間の献血者数 353,192人（2019年NBC発表）

1年間に輸血を受ける見込み患者数 約65,000人（献血者数から推算）

今今年年度度のの相相手手国国へへのの事事業業イインンパパククトト

9

　ガイドラインに採択された医療技術としては、2019 年度事業で発刊
された輸血ガイドラインを、病棟などの医療現場で実運用されるために、
現地技術指導研修を予定し、新型コロナウイルス感染症による現地研修
の代替案として、輸血標準手順動画を作成しました。情勢安定後、現地
の E-learning プラットフォームに掲載を検討しています。事業で導入
された医療機器は残念ながらありません。ミャンマー保健省より JICA
に新型コロナ感染症支援として、血漿療法に用いるための血漿製剤用機
材として、成分採血器や冷凍庫、解凍器などの機材がリストアップされ
たが、クーデター後の支援方針が不透明な状態です。またビジネス活動
においても輸出入、銀行送金などが不安定な状況にあり、今後の動向に
注視が必要です。
　事業で育成した保健医療従事者は、延べ 30 人、内訳は医師 17 名、
看護師 13 名、技師 2 名で多職種に及びました。1 年間の献血者数は



192 　　令和 2 年度医療技術等国際展開推進事業 報告書

353,192 人です。1 年間に輸血製剤本数、廃棄本数の管理体制は、ミャ
ンマー国内主要 46 病院で整いつつあるものの、輸血患者数の統計デー
タはありません。
　2019 年献血者数　567,057 人（東京都赤十字血液センター）、輸血患
者数 103,195 人（東京都輸血状況調査結果）、13,935,645 人（東京都総
務局）から推算すると、見込患者数 65,000 人規模です。

　2015 年度～ 2019 年度は国立国際医療研究センターが事業実施機関
となり、国家輸血委員会の設置、輸血ガイドラインの発行など、血液事
業や輸血行政の制度面の成果を上げてきました。現在、日本の献血率（総
人口に対する年間献血者数）は約４％です。ミャンマーは 0.6％の状況
です。参考までにベトナムの年間献血者数は人口比で約 2％となり、経
済指標、医療技術レベルにより献血率は増加します。WHO では、献血
率１～ 3％あれば、その国の需要を満たすと言われています。現在のミャ
ンマーの指標は 0.65％ですので、例えば 2030 年のミャンマーの人口予
測値が 5848 万人（世界銀行）とした場合、現状の献血率を維持した場
合でも 382,140 人、献血率を 1％に改善した場合は、584,800 人分とな
ります。ヤンゴンをモデルケースとして、ミャンマー全土に血液センター
拠点を作り、血液供給体制、輸血体制の規模拡大が課題となります。
　2019 年度には、ヤンゴン第一医科大学に Blood transfusion diploma
コースが設置され、今後本格的な輸血専門家の輩出が期待されます。

今今後後のの課課題題

ここれれままででのの成成果果

2017年度
・血液使用状況の定期報告体制の構築
・造血幹細胞の冷凍保存実施
・国家輸血委員会の設置

2018年度
・JICA専門家と連携し、「輸血ガイドライン」が発行
・国家輸血委員会が設置され、ガイドライン遵守を指導

2019年度
・血液製剤や保存設備の評価→教育シンポジウムで発表
・試験管法による血液型検査の導入
・病棟での輸血標準手順の草案

・輸血専門医（Blood transfusion diploma取得者）の増員
・血液事業：GMP体制、血液配送体制、ヘモビジランスの強化
・輸血臨床：輸血前検査、輸血前温度管理

10

展開推進事業の目的に照らした将来の事業計画

11

・輸血専門医、輸血スタッフの育成
・GMP体制、血液配送体制、ヘモビジランスの強化
・製剤の適正使用、安全性向上

NBC, Yangon及びヤンゴン管区供給先病院
な⽀援

E-learning
ココンンテテンンツツ

繰り返し使える
他都市でも使える

育成された輸血スタッフが地方都市の血液センター、
供給先病院に配属

地方都市でも

・GMP体制、血液配送体制、ヘモビジランスの強化
・製剤の適正使用、安全性向上

適正な品質管理、適正な安全管理体制で献血率１％の
血液事業関連製品市場へ成長

医療水準の向上と適正な関連製品市場の成長のWin-Win関係

　ミャンマーではスマートフォンが広く普及しており、E-learning によ
り、繰り返し学習することができます。一方、E-learning は自主性に依
存する部分があるため、現地渡航ないしは、ZOOM を活用し、日本人
専門家の活きた声との組み合わせにより、より SUSTAINABLE な効果が
発揮されると考えられます。ヤンゴン地区での仕組みを作り、他都市へ
の展開が望ましいと考えています。日本の輸血安全も 50 年ほどの月日
を重ねて、仕組み・人材（ソフト）と機材（ハード）の組み合わせによ
り発展しています。ミャンマー血液事業は日本のように模索することな
く、進むべき方向が見えているので、50 年もの年月はかからないと思
いますが、ソフトとハードの両輪が適正な品質、適正な安全を支えるも
のになると考えています。ミャンマー輸血医療水準の向上と適正な関連
製品市場の成長の Win-Win 関係を構築していきたいと思います。
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全体総括

	 	 	 	 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター （NCGM）

	 	 	 	 国際医療協力局　連携協力部　展開支援課 

事業の⽬的
国⺠皆保険の下、世界最⾼レベルの健康寿命と保健
医療⽔準を達成した我が国が、⻑年培ってきた⽇本
の経験や知⾒を活かし、

我が国の医療制度に関する知⾒・経験の共有、医療
技術の移転や⾼品質な⽇本の医薬品、医療機器の国
際展開を推進し、⽇本の医療分野の成⻑を促進しつ
つ、相⼿国の公衆衛⽣⽔準及び医療⽔準の向上に貢
献することで、国際社会における⽇本の信頼を⾼め、
⽇本及び途上国双⽅にとって好循環をもたらすこと
を⽬的とする。

　あらためて医療技術等国際展開推進事業の事業目的となりますが、ス
ライドに示した通りです。
　日本の医療制度に関する知見・経験、医療技術や高品質な日本の医薬
品・医療機器の国際展開を推進することを通じて、単に一方向の支援で
はなく、日本の医療分野の成長と相手国の公衆衛生や医療水準の向上に
貢献するという日本および相手国双方にとって win-win となることを
めざしています。

　事業内容は、日本からの専門家現地派遣、日本での研修受け入れが基
本となる研修を通じた人材育成事業です。人材育成には時間がかかりま
すので、複数年度にわたる計画も認めていますが、予算の決定は単年度
となり、年度ごとにそれまでの成果を確認の上、審査にて可否を決定し
ています。

事業内容
次のいずれかに資する研修事業
1. ⽇本の医療技術や医療機器、医薬品等を世界に展開する
• ⽇本の医療技術、医療機器、医薬品等の資機材を活⽤する
技術的な研修等
• 医療施設における運営体制、マネジメント・研修・施設管
理等の管理運営・⼈材開発・設備等に関する研修等
２．⽇本の医療制度を世界で展開する
• 医療制度、保険制度、薬事制度等の規制制度・医療環境整
備等に関する研修等
３．⽇本の経験や技術が国際的に注⽬されつつある課題に対
応する
• 国際的な課題（⾼齢社会対策、⾮感染性疾患（NCD）等）
への対応に関する研修

2020年度医療技術等国際展開推進事業 2020年12月10日

ミミャャンンママーー ( 7)
• 薬剤耐性（AMR）サーベイランスと抗菌薬適正
使用（AMS）の強化事業※

• 輸血の持続的な安全性向上事業
• 医療水準の均霑化を目指した人材育成事業
• 消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業
• 周産期領域の超音波診断技術強化事業
• 医療放射線の安全管理体系の確立および診療
放射線技師教育に関する支援

• ミャンマー国およびアジア諸国におけるCOVID-
19検査の教育研修支援事業

ベベトトナナムム ( 12 ）
• バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト

※
• ベトナム3 拠点病院に対する医療機器の安全管理技術支
援事業※

• 医療安全推進のための院内組織体制強化事業※
• EBUSを中心とした呼吸器内視鏡の展開・発展※
• 低中所得国小児がん生存率向上支援事業（小児がん支
援）※

• 病院連携を視野に入れた、ベトナム大都市主要4病院に対
する、外科の技術協力を含めた周術期管理※

• 非侵襲的技術を用いた循環・呼吸管理の普及促進事業
• 医療（婦人科・エコー・病理・放射線・内視鏡・総合診断分
野）人材育成事業

• 聴覚検査・診断機器および補聴器フィッティング技術普及
促進事業

• 臨床薬剤師を介して行う服薬支援ツールを用いた医薬品
適正使用の推進プロジェクト

• ベトナムの薬科大学における卒業試験評価制度の確立及
びE-learning を活用した薬剤師の継続教育

• COVID-19患者受け入れ機関における院内感染対策およ
び病院管理※

ララオオスス ( 1 )
• 小児外科卒後研修プ
ログラムの確立

ザザンンビビアア ( 2 )
• PURE-TB-LAMPを用いた結
核診断普及促進事業３（結核
診断の普及）

• CT画像診断及び血管造影技
術強化事業※

タタイイ ( 2 )
• 消化器内視鏡検査手技
教育用シミュレータを用
いた、持続可能な内視

鏡検査技術の向上・教
育方法の普及事業

• 来るパンデミックに備え
た重症患者治療機器管
理へのタイ型生体工学

技士の新しい役割－日
本の臨床工学技士制度
の経験に基づいて

フフィィリリピピンン ( 3 )
• 児童思春期のメンタルヘルスの診療能力向上に関する
事業※

• WHO 西太平洋地域事務局内における新興再興感染症
の臨床マネージメント※

• 医療画像診断能力強化支援事業

ココンンゴゴ民民主主共共和和国国 ( 1 )
• デジタル医療機器と日本式在
宅医療技術展開のための技術
研修事業

カカンンボボジジアア ( 4 )
• 病理サービス展開のための病理人材教育制度整備事業※
• 外傷登録システム構築の支援※
• 非感染性疾患に対するリハビリテーション専門職人材育成
支援

• 学校健康診断の技術研修事業

※NCGM事業

モモンンゴゴルル ( 5 )
• 血液透析および水質管理の技術研修および水質の
実態調査と水質管理ガイドライン作成支援

• 小児外科系医療領域における人材育成
• 血液細胞形態判定者(医師・臨床検査技師)の人材
育成
• 睡眠医療分野の人材育成と体制整備事業
• 看護専門職による継続教育としての新人看護師教
育に関する事業※

イインンドドネネシシアア ( 4 )
• 薬剤耐性(AMR)に対するインドネシアの実情に則した院内
感染対策（IPC）と抗菌薬適正使用プログラム（ASP) 研修に
よる人材育成事業※
• 看護基礎教育課程における教育スキル強化事業（高齢者
看護）※
• リウマチ医療に関する医療技術等国際展開推進事業
• 透析機器(医療機器）管理体制の構築

ブブララジジルル ( 1 )
• パンタナール地域における内視
鏡・腹腔鏡技術支援

ママレレーーシシアア ( 1 )
• 透析医療の技術革新と
臨床工学技士制度の導
入※

中中華華人人民民共共和和国国 ( 1 )
• 中国の医療機関との海外遠隔セカン
ドオピニオン・症例検討会確立事業※

　本事業は今年度で 6 年目となりましたが、こちらのスライドは 2020
年度の国際展開推進事業の全体像です。採択された事業は、今年度もア
ジア諸国を中心に（アフリカ 2 カ国を含む）13 カ国、46 事業で 2 事業

が辞退し、44 事業が実施されました（内、1 事業が COVID-19 の影響に
より未実施）。
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　この国際展開推進事業の事業インパクトですが、昨年と同様、りんご
の木に例えたものを使って説明します。リンゴの木が地面から生えてお
り、日本の制度・仕組み・製品そのものが世界に展開されていく（実が
なる）というのが本事業の大きな目的となっています。イメージとして
は、りんごの実がいきなり実るのではなく、根があり、幹があり、枝が
伸びて、はじめて実が実ります。
　根に当たるものが日本の医療技術・製品や制度や事業運営に必須とな
る相手国・相手組織との関係と考えられますが、それを踏まえて伸びて
いく幹や枝を表す運営指標として、「事業のバラエティ」を用いました。
リンゴの実（インパクト）を示す指標として、「事業で紹介・導入した
技術が、国家計画やガイドラインに採択され、対象国のスタンダードに
なった数」や、「事業を通して紹介・導入したものが、対象国の器材調
達に繋がった数」を使用いたしました。
　インパクトにつながった事例と考えられる事業からの Tips 収集も必
要と考えています。
　以下、順次説明しますが、今年度で本事業も 6 年目となり、複数年
度この事業を重ねる中で、上記のようなインパクトが見えてきている事
業は増えており、昨年度と比較してもこれらのインパクト指標は増加傾
向にあります。

運営指標

• 事業のバラエティ

その他

• 成功している事業からの
Tipsの収集

健康向上における
事業インパクト

医療技術・機器の国際展開に
おける事業インパクト

• 事業で紹介・導⼊し、国
家計画／ガイドラインに
採択された医療技術

• 事業で紹介・導⼊し、相
⼿国の調達につながった
医療機器の数

• 事業で育成した保健
医療従事者数

医療技術等国際展開推進事業のインパクト

ベトナム 27%

ミャンマー 16%
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　まず運営指標として、事業のバラエティを考えてみます。
　事業件数は、例年 30-40 前後で推移しています。今年度は COVID-19
の影響で辞退した事業が 2 件あり、途中で追加募集を行い、最後まで研
修実施できなかった事業が 1 件あり、最終的な事業実施数 43 件でした。
　事業実施主体ですが、事業運営管理を NCGM が行い他機関と連携し
ているものを NCGM（国立国際医療研究センター）、外部機関に運営管
理について委託契約という形でお願いしているものを外部と分けていま
す。今年度は NCGM と大学が事業実施主体となるものが多く見受けら
れました。またその他に含まれるものが増えており、本年度のその他 9
件の内訳としましては、日本放射線技術学会といった学会が 4 件、日
本理学療法士協会といった協会が 3 件、病院主体が 2 件となっています。
　事業対象国については、計 13 カ国、国別にみると、ベトナム、ミャ
ンマー、モンゴル、インドネシア等、アジア諸国が中心で、アフリカが
2 カ国、中南米が 1 カ国が、各々対象国となっています。これまでと比
べて大きな違いは見られませんでした。

運営指標 (1) 事業のバラエティ

(1)-3  事業対象分野

　また、事業対象分野別に見てみます。それぞれの分野の一番右端の赤
色が令和２年度を示しています。
　事業の対象分野については、がん・臨床検査・放射線・輸血・慢性疾
患・メンタルヘルスなど、バラエティに富んでいます。近年は特に、が
ん、その他の慢性疾患・メンタルヘルス、外科などに関する事業が増加
傾向にあります。本年度は COVID-19 の影響もあり、院内感染対策に関
わる事業が増えています。

　次に、事業インパクトについて示します。
　まず、「国家計画やガイドラインに採択された医療技術」です。国レ
ベルでの診療ガイドラインへ収載されることで国内に広く知られ、健康
保険に適応されることで自前での調達や継続した技術の運用が促進され
ます。今年度は、ここ 3 年間で最も多い８例の採択がありました（H30
年度：4 件、R1：4 例）。

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト (1)

国家計画/ガイドラインに採択された医療技術

令和2年度 計88例
令令和和22年年度度（（1100例例））

•ミャンマー：輸血標準手順動画が保健省のe-learningプラットフォームに掲載

•ザンビア：PURE-TB-LAMPを保健省が承認

• ラオス：ラオス専門医制度の設立を保健省が承認（カリキュラム最終版を教育スポーツ省へ提出）

• ベトナム：集中治療（ICU）管理の医療加算となった

• ミャンマー：微生物検査に関する研修カリキュラムを保健省が承認（e-learningという形でミャン
マー国内の医療施設等のラボの責任者が受講）

• ベトナム： EBUS技術料が保険収載

• ベトナム：対象技術が新規法令6項目のうち5項目に反映

• ベトナム：自動縫合器などが保険収載

医療技術・機器の国際展開における事業インパクト (2)

相手国の調達につながった医療機器の数（種類別）

令和2年度 計77事事業業 1122種種類類

RR22年年度度（（1122種種類類））

• モンゴル：①終夜睡眠ポリグラフィ器材、②スクリーニング器材 （1台）

• インドネシア：① NIPRO社製透析装置（5台）、②東レメディカル者製透析装置2台

• ベトナム：非侵襲モニタ（87台）

• ベトナム：①インピーダンスオージオメータ （1台）、②診断用オージオメータ（2台）、③補聴器（360
台）

• ベトナム：EBUS機器（2台）

• ベトナム：電気系チェッカー（2台）

• ベトナム：① オリンパス内視鏡外科タワー、②内視鏡外科の手術器機タワーシステム

　もうひとつのインパクト指標である、相手国の機器・器材の調達に繋
がったものを見てみます。
　今年は前 2 年間より少ないものの、12 種類の医療機器の調達があり
ました（平成 30 年度 18 種類、令和元年度 23 種類）。
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　健康向上における事業インパクトとして、本事業 5 年間の人材育成
の推移と総計を示します。
　日本に外国人研修生を受け入れて実施した研修（本邦研修）、相手国
で実施した研修（現地研修）、遠隔会議システム等を利用した研修（遠
隔研修）の人数を分けています。（各事業実施者から提出いただいた報
告書を元に算出していますが、実際の相手国での研修生の数値にズレが
生じている可能性は否定できません。おおよそこの規模の人数、という
ご理解をいただければと思います）
　今年度は新型コロナ流行の影響で、現地研修を行った事業は 1 件の
みで、他は遠隔での講義・セミナー実施でした。
　遠隔研修の特徴として、数百人、時には千人を超える参加者を対象に
セミナーを開くことができるため、育成した人材数が大幅に増えていま
す。ただし、遠隔講義・セミナーを通して得た新しい知識や技術が、ど
の程度正しく理解され、導入へ繋がるかというのは、測定が困難です。

健康向上における事業インパクト (1)

事業で育成した保健医療従事者の延べ数

令和２年度 計15922人

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化
・内視鏡等の⼿技動画をオンラインで共有 ：⾼知⼤学、富⼠フィルム、⿃取⼤学等
・オンライン画像診断学習 ：保健医療経営⼤学等
・VRを使った疑似体験できる教材 ：東海⼤学等
・QRコード利⽤した教材の共有 ：NCGM等
・教材の多⾔語化をすることで他国への活⽤：NCGM等

オンラインによる症例検討会
・オンライン症例検討（放射線画像・超⾳波画像の共有）

：⽇本WHO協会等
・オンラインでのセカンドオピニオン・症例検討会：NCGM等

オンラインによる研修・セミナーなど参加者の増加
オンラインによるセミナーを実施したことで
遠隔地等のため、これまで参加困難な地域から参加できるようになる：NCGM等

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice

　今年度はコロナ禍で、渡航ができず、遠隔での活動が余儀なくされま
した。そのため、すべての事業でオンラインによる研修が行われましたが、
事業によっては研修方法や研修教材などに工夫を凝らし、様々な Good 
Practice が見られましたので、いくつかを紹介させていただきます。

研修教材に関して
•	 放射線機器、内視鏡等のデジタル画像を活かして、手技の動画や

診断画像を共有する教材やツールの作成。
•	 Virtual Reality を使って、医療機器整備等の疑似体験できる教材
•	 CP 側が教材の入手しやすくするため、QR コード等を使った教材

の作成
•	 今後の事業等を見据え、他国にも活用するために多言語化での教

材作成

実際の臨床に関して
•	 Zoom や Teams 等のオンラインツールを活用した症例検討やセカ

ンドオピニオン

　オンラインによるセミナーを実施したことで、これまで限られた施設・
地域の参加であったセミナーが、遠隔地などの参加困難な地域や参加人

数の制限がなくなったことで、多くの参加者がセミナーに参加すること
が可能となりました。

医医療療技技術術等等国国際際展展開開推推進進事事業業広広報報活活動動
ホホーームムペペーージジのの改改訂訂

TTEENNKKAAII  PPRROOJJEECCTTNNEEWWSSのの発発刊刊

⽇本語：http://kyokuhp.ncgm.go.jp/activity/open/index.html
英語：http://kyokuhp.ncgm.go.jp/eng/activity/open/index.html

　今年度、医療技術等国際展開推進事業ほ広報活動として、ホームペー
ジ（日本語・英語）の改訂と冊子『TENKAI PROJECT NEWS』を発刊い
たしました。
　各事業の報告書等は、随時このホームページに掲載させていただきま
す。また『TENKAI PROJECT NEWS』に関しては、本年度は NCGM 内部
の事業を中心に各事業の活動を紹介させていただきましたが、次年度以
降に関しては、多くの事業の活動を紹介させていただきたいと思ってお
ります。ご協力のほど、よろしくお願いします。

運営指標
• 事業のバラエティ

その他

• 成功している事業からの
Tipsの収集

• 学会・論⽂発表
• 事業の広報活動

医療技術・機器の国際展開に
おける事業インパクト

• 事業で紹介・導⼊し、国
家計画／ガイドラインに
採択された医療技術

• 事業で紹介・導⼊し、相
⼿国の調達につながった
医療機器の数

• 事業で育成した保健医療従事者数

1155,,992222人

健康向上における
事業インパクト

88例例

77事事業業 1122種種類類

医療技術等国際展開推進事業のインパクト

　以上が、これまでの事業評価のまとめとなります。各事業でも事業の
成果を学会や論文などで発表されることもあり、事務局としても事業の
広報活動にも取り組んできました。インパクトにつながった事業は事例
としてまとめることに取り組んでいます。
　次年度も事業継続されることになりましたが、事務局としては引き続
き事業運営管理を支援をしながら、事業評価を継続し、成果の発信を積
極的に行っていけたらと思います。
　引き続きよろしくお願いいたします。
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■　透析関連の展開推進事業まとめ（H27-R2）

透析事業のニーズと⽇本型透析
の特徴
•途上国の透析事情
• 疾病構造の変化に伴い、慢性腎不全患者数が上昇し、透
析のニーズは⾼まっている。⼀⽅で、透析は⾼額医療で
あり、継続的に実施するためには、保険収載の可否が重
要である。

• 透析は、様々な要因ー⽔質管理、医療従事者の教育・制
度、機材管理ーが関与する分野であり、透析関連事業に
は様々な切り⼝がある。

•⽇本型透析の特徴
• 欧⽶から既に途上国に導⼊されていることも多い個⼈透
析装置とは異なり、⽇本の主流はセントラル透析液配給
システムである。

　近年の疾病構造の変化に伴い、低中所得国においても、慢性腎不全の
ニーズは大幅に増えており、それに伴い人工透析を必要とする患者数も
増加傾向にあります。一方で、透析は高額医療であり、かつ継続的に実
施する必要があるため、UHC 達成のためには、透析が保険収載されてい
るか否かに大きく依存した分野です。今後、透析事業は支援ニーズの高
い分野である一方で、様々な要因：水質管理・医療従事者の教育レベル
や制度の有無（学会 / 臨床工学技士制度）・機材管理などのある程度の
土台が出来上がっていないと、対象国の医療の質安全への貢献は難しく、
また今後の日本器機調達には繋げることは困難です。一方で、初期機材
の導入が透析機材の海外展開では重要で、その後の施設拡大やダイアラ
イザー等の消耗品等の日本機材の定期的調達に繋がりうる分野です。 
　日本型透析は、欧米から既に導入されている途上国を含めた海外で主
流となっている個人透析装置とは異なり、セントラル方式が主流となっ
ています。これは、透析液を一カ所でまとめて生成し、複数装置に透析
用水を配給する方法で、日本の主流となっています。セントラル方式で
は、一カ所で管理出来ますので、低コスト運営や様々な装置管理を全自
動化することで、業務の効率化の可能性があり、品質管理の面でも一定
水準に達した国では優れていると考えられます。一方で、集約化でメリッ
トが見込まれるに値する、需要があることが前提となります。また、複
雑な機器管理を実施できる管理者が必要であり、彼らのメンテナンス能
力が求められます。また多くの途上国において、透析用水を作成するに
あたってのもととなる、水道水の水質に課題があるので、水質管理も機
材導入の障壁となりえます。

H27からR2の腎臓透析関連事業：９事業

•腎臓透析関連事業は９事業 (全114事業のうち7.9%)

・実施国別 ・実施機関別 ・協⼒機関
実施国 実施事業件数

タイ 3件
マレーシア 2件
インドネシア 1件
モンゴル 1件
フィリピン 1件
インド 1件

主要実施
機関

事業
件数

病院・
医療法⼈

5件

NCGM 2件
⼤学 1件
学会 1件

協⼒機関
⽇機装
ニプロ
旭化成
ATOM

ダイセンメンブレンシ
ステムズ
マイクロピュア
興和

　これまでの展開推進事業で、腎臓透析に関連する事業に関してまと
めました。2015 年から 2020 年までの腎臓透析関連事業は 9 事業あり、
これは全事業の 7.9%（全 114 事業 ) にあたります。複数年度にわたる
事業が 4 件で、単年度事業ではあるものの、同じ実施機関が別事業と
して複数年度実施している案件が 2 件ありました。
　透析関連の９事業を比較すると多種多様な対象国、実施機関、協力機
関、対象機関、研修対象者、そして研修内容であることがわかります。
実施国としては、授業は東南アジアを主としたアジア圏のみであること
がわかります。

　実施機関としては、病院や医療法人が全事業の半数以上をしめ、その
他にＮＣＧＭの事業や、大学、日本の血液浄化技術学会が実施者となっ
ています。
　関係した企業は、記載のあるものでは日機装、旭化成、ATOM、ダイ
センメンブレンシステムズ、マイクロピュア、ニプロ、興和があがります。

H27からR2の腎臓透析関連事業：９事業

研修
・研修対象物 ・研修対象者 ・研修内容

研修対象者
医師
看護師
⽣体⼯学技⼠
学会関係者
⾏政関係者

研修対象機器 事業件数
透析機器 7件
透析機器以外
の機材も含ん
だ医療機材全
般

2件

研修内容
①知識や技能：
透析機材の機序や使⽤⽅法、
機材のメンテナンス、⽔質管
理、透析中の患者管理や急変
対応、基礎疾患、患者教育

②制度・基準に関する紹介：
臨床⼯学技⼠制度、⽔質管理
や透析管理に関する各種基準

　次に研修に関してです。
　学習対象物としましては、7 件が研修対象物が透析機材に限定してお
り、2 件が透析機器以外の心臓カテーテル機材等々の機材を含んだ、生
体工学技士対象とした内容になっています。
　研修対象者は行政関係者がメインの事業が 1 件、医療従事者（技師
看護師・Dr 双方）が 6 件、学会関係者がメインと推察される事業が 1 件、
技師メインが 1 件 です。
　なお対象国のカウンターパートは、8 件は病院をメインの CP として
おり、うち 5 件は大学病院が CP となっており、CP に相手国学会が含
まれている案件は 3 件ありました。 また 1 件が学会・保健省のみが対
象で病院をメイン CP としていない案件でした。
　事業内容は幅広く、程度の差があるものの複数の事項の課題に取り組
む案件が多いです。具体的には下記の内容が挙げられます。　
①	 知識：透析機材・透析管理・水質管理・修理メンテナンス・患者

教育 
②	 制度：ガイドライン・基準等の作成支援（水質管理・透析管理等）、

臨床工学技士制度設立支援 

　また、研修実施場所としましては、1 件が第三カ国のトレーニングセ
ンターでの研修、残り 8 件が本邦・現地研修となっています。

透析関連の事業成果例
対象国 事業名 実施

期間
事業実施
者
（⽇本）

協⼒者（⽇本） 対象国のカ
ウンター
パート

成果

フィリピ
ン

対⽐国透析清
浄化管理⼿法
の全国普及プ
ロジェクト

H27-
R1

松圓会 ニプロ、臨床⼯学
国際推進財団、ダ
イセンメンブレン
システムズ、マイ
クロピュア

腎臓学会 ETRF9台・ET測
定機器2台・ET
測定試薬8キッ
ト購⼊

インドネ
シア

インドネシア
における透析
機器（医療機
器）管理体制
の構築

H30-
R2

聖マリア
病院

ニプロ、⽇本⾎液
浄化技術学会、⽇
本臨床⼯学技⼠会

アイルラン
ガ⼤学

保健省による
⽔質基準に導
⼊した知識が
採択、ETRF9
台・ET1台・透
析機器購⼊

※成果：
・事業で紹介・導⼊した医療技術・医療機器・医薬品・医療制度の国家計画やガイドライン
等国家政策への採択
・事業で紹介・導⼊した医療機器・医薬品の、対象国による調達

　報告書等に記載されていた事業成果例を挙げます。1 例目はフィリピ
ンを対象とした 5 年間の事業です。主たるカウンターパートが腎臓学
会で、行政官等を対象とした研修を実施していたプロジェクトです。様々
な国内協力機関と連携して事業を実施しており、複数台の日本機器の購
入に繋がっています。2 例目はインドネシアを対象とした現在 3 年目に
なった事業です。主たるカウンターパートは地域の主幹となる教育指導
機関でもある大学病院で、幅広い課題に取り組んでいる事業です。日本
機器の購入に繋がるとともに、指導した水質管理に関する知識が、保健
省の水質管理基準に採択されています。
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　透析がまだ浸透していない国から、透析が保険収載され急速に患者数
が増加しながらも質管理に改善の余地が大きい国など、段階に応じて異
なる支援の比重の置き方があると考えられます。透析治療は高額かつ継
続的治療が必要な分野であり、保険収載か否か、またその保険がカバー
する人口・治療内容が透析治療に与える影響は大きく、患者が貧困者な
どの場合、保険が十分にカバーされていないことから透析治療に支障が
出る場合も多いことが考えられます。保険収載がまだ途上にある国々に
おいて、透析事業の支援は受益者が裕福な人に限られてしまう可能性が
あります。また、地域で水平展開を行うよりも、まずは教育指導医療機
関において、十分な質の医療を提供できるように、水質管理や医療従事
者の知識技能支援が中心になることが考えられます。概ね、保険収載の
程度は GDP per capita に相関しており、これに応じて透析の土台の出来
上がり度合いが決まっていると推察されます。保険収載の進んだ（ない
しカバー率が上がる傾向にある）国では、患者急増に伴う整備支援が必
要となる場合が考えられます。日本式の透析管理システムは、長い目で
みると医療安全の観点から多くの台数の質を管理出来る安全面の高いも
のですので、導入支援が相手国に役立つことが多いに期待されます。一
方で透析の整備が進んでいる国ほど、既に一般的には欧米式の単体型の
透析が導入済みであり、日本式のセントラル透析が導入する余地が少な
い可能性もあります。早期から日本の医療協力があり、それ故に日本の
透析機材が多く導入されるケースもあります。各国の複合した透析医療
整備体制に応じた、適切な支援を継続することが、重要と考えられます。

各国の段階に合わせた⽀援が必要
STEP1

• ⽔質管理・基準設定
⽀援

• 医療者の知識技能⽀
援

• 機材関連の体制作り
（代理店・メンテナ
ンス⽅法の確⽴）

• 教育指導機関での研
修

STEP2

• 学会設⽴⽀援・ガイ
ドライン作成⽀援

• 教育指導機関から下
位機関への研修⽀援

STEP3

• 臨床⼯学技⼠制度
設⽴⽀援

• セントラルシステ
ムの導⼊⽀援

がん関連事業まとめ（H27-R2年度）
・がん対策に関連する事業は全19事業（全200事業のうちの9.5%）
・分野別集計

• 実施機関別

分野 件数 内容
⼀次予防 なし
検診 2件 乳がん検診（イラン、タイ）
病理診断 2件 病理技術（カンボジアx2）
早期診断・治療（内視
鏡・腹腔鏡）

11件 肺がん（ベトナム）
消化器がん（タイx3、ベトナムx2、ミャン
マーx3、フィリピン、ブラジル）

進⾏がん治療（腫瘍外科、
放射線、化学療法）

4件 肝がん（ウズベキスタン、中国）
⼩児がん（ベトナムx2）

緩和ケア なし

NCGM 7件 協⼒局x2、呼吸器内科、外科x2、⼩児科x2

⼤学・⼤学病院 5件 名古屋⼤、⿃取⼤、神⼾⼤、⾼知⼤、九州⼤
企業 5件 富⼠フィルムx2、オリンパスx2、メディヴァ
その他 2件 がん研究会、がんセンター

　がん対策は、一次予防（健康教育、リスク要因減少）、二次予防（検診、
早期受診）、三次予防（がん診断、治療、緩和ケア、サバイバーシップケア）
に分けられます。
　2015 年～ 2020 年度全 200 事業のうち、がん対策に関連する事業は
19 事業（9.5%）でした。
　分野別に見ますと、検診に関する研修事業は 2 件（いずれも乳がん
検診）、病理 2 件、内視鏡・腹腔鏡を使った早期診断・治療が最も多く
11 件、進行がん治療は 4 件、緩和ケア 0 件でした。実施機関別にみると、
上記になります。

■　コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
　　紹介編：報告書より抜粋（事務局にて一部改変）

事業名：ミャンマーにおける消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業
実施主体：富⼠フイルム株式会社

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

　医療機器を使った事業のうち、特に日本製品の優位性の高い医療機器
として挙げられる・放射線機器、内視鏡等のデジタル画像を活かした事
業では、手技の動画や診断画像を共有する教材やツールの作成に工夫が
凝らされています。
　ミャンマーにおける消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業​では、富士
フイルム株式会社の内視鏡を使い、オンラインで手術動画を​比較検討す
ることをしております。

事業名：消化器内視鏡検査⼿技教育⽤シミュレータを⽤いた、持続可能な内視鏡検査技
術の向上・教育⽅法の普及事業
実施主体：国⽴⼤学法⼈⿃取⼤学

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

　国立大学法人鳥取大学が実施主体の消化器内視鏡検査手技教育用シ
ミュレータを用いた、持続可能な内視鏡検査技術の向上・教育方法の普
及事業では、遠隔でも指導できるように内視鏡シミュレーターを変更し
ています。

　ありあけ国際学園　保健医療経営大学が実施主体のフィリピンにおけ
る医療画像診断能力強化支援事業では、オンライン上で放射線画像診断
を医師や放射線技師と共有することで、講義や研修を実施しています。

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

事業名：フィリピンにおける医療画像診断能⼒強化⽀援事業
実施主体：ありあけ国際学園 保健医療経営⼤学
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　更に、遠隔での研修に、臨場感や現場感を高める工夫として、Virtual 
Reality や YouTubeLIVE を使って、医療機器整備等の疑似体験できる教
材を作成しています。
　東海大学医学部付属病院が実施主体の、来るパンデミックに備えた重
症患者治療機器管理へのタイ型生体工学技士の新しい役割​の事業では、
VR を利用した研修を実施しています。
　また国立国際医療研究センター臨床工学科が実施主体のベトナム３拠
点病院に対する医療機器の安全管理技術支援事業では、YouTube LIVE
を利用した研修を実施ています。

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

事業名： 来るパンデミックに備えた重
症患者治療機器管理へのタイ型⽣体⼯学
技⼠の新しい役割
実施主体： 東海⼤学医学部付属病院

ECMO遠隔実機演習と、VRによる集中治
療室におけるCE業務疑似体験

輸輸液液ポポンンププ･･シシリリンンジジポポンンププ

事業名：ベトナム３拠点病院に対する
医療機器の安全管理技術⽀援事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター
臨床⼯学科

　また、対象国の事情を考慮して、SNS を活用した教材、アンケートや
研修評価、QR コードを使って研修・セミナー参加者に資料の共有等を
実施した事業もあります。

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

事業名：カンボジアにおける外傷登
録システム構築の⽀援
実施主体：国⽴研究開発法⼈国⽴国
際医療研究センター（NCGM）

・SNSを利⽤した教材 ・QRコード利⽤した教材の共有

事業名：COVID-19患者受け⼊れ機関に
おける院内感染対策および病院管理
実施主体：国⽴国際医療研究センター
(NCGM)国際医療協⼒局

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

オンラインによる症例検討会
・オンラインでのセカンドオピニオン・症例検討会

事業名：中国の医療機関との海外遠隔セカンドオピニオン・症
例検討会確⽴事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター病院 国際診療部

　オンラインによるセカンドオピニオンを実施した事業です。ネット回
線の確認のために前日にテスト通信を実施しています。

　オンラインによるセミナー開催を活かし、これまでの事業では参加が
難しい遠隔地や関連する施設等からもセミナーに多数参加することがで
きております。

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

オンラインによる研修・セミナーなど参加者の増加
オンラインによるセミナーを実施したことで遠隔地等のため、
これまで参加困難な地域から参加できるようになった。
事業名：バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト
実施主体：国⽴国際医療研究センターセンター病院, 国際医療協⼒局

2021年1⽉15⽇オンラインセミナー
テーマ「コロナ禍の脳卒中ケア」
参加者: 1,334名（オンサイト 72名、オンライン 1,262 名）
右図：⻘ オンライン参加した施設の省

　本年度は、COVID-19 の影響で渡航して研修を開催することが困難で
した。「COVID-19 患者受け入れ機関における院内感染対策および病院
運営」事業では、QR コードを用いたオンデマンド動画の共有を行いま
した。研修教材として作成した動画を、QR コードで共有することで、
気軽に研修生は携帯で動画を視聴することが出来ます。海外の研修参加
者の多くが携帯を所持しており、一つの教材方法として、有用なやり方
かと考えられます。

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

事業名：ベトナムにおける医療安全推進のための院内組織体制強化事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター 国際医療協⼒局

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

事業名：ベトナム３拠点病院に対する医療機器の安全管理技術⽀援事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター 臨床⼯学科

➡QRコードを⽤いたオンデマンド動画共有

例：NCGMのCOVID-19対応
（英語版）

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

事業名：COVID-19患者受け⼊れ機関における院内感染対策および病院管理
実施主体：国⽴国際医療研究センター(NCGM)国際医療協⼒局
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